
発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(46／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
  

 

第2.2.1-1表 支持構造物の機能と用途(例) 

 
 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 再処理施設におけ

る支持構造物のう

ちハンガについて

は，再処理施設にて

過大な熱変位が生

じる配管が無いこ

とから，汎用的に用

いるスプリングハ

ンガのみを適用し

ているため，記載の

差異により新たな

論点が生じるもの

ではない。 

 再処理施設におけ

る二重配管ガイド

は，配管軸直角方向

の拘束を持つこと

から，レストレイン

トとして種別して

いるため，新たな論

点が生じるもので

はない。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(47／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
  

2.2.3  種類及び選定 

支持構造物の機能別選定要領を，第2.2.3-1図「支持構造物の選定フ

ロー」に示す。 

(1) アンカサポート(ガイドサポート) 

アンカサポートは，配管に直接溶接されるラグ又は配管固定用ク

ランプと架構部分から構成される。支持点荷重，配管口径及び配管

材質を基に選定する。 

なお，アンカサポートと同様な構造及び機能であるが，一定の方

向だけ熱膨張変位を許容する場合はガイドサポートを選定する。 

 

 

(2) レストレイント(架構式レストレイント，ロッドレストレイント，

Uボルト，Uバンド及び二重配管ガイド) 

架構式レストレイント(支持架構)は，形鋼を組み合わせて架構と

して床，壁面等の近傍の配管を支持するもので，支持点荷重，配管

口径及び配管材質を基に選定する。 

 

 

ロッドレストレイントは，配管軸直方向又は配管にラグを設置し

て配管軸方向の拘束に使用するもので，支持点荷重に基づき，定格

荷重を超えない範囲で支持点荷重に近い定格荷重のロッドレスト

レイントを選定する。 

 

Uボルトは，配管軸直方向を拘束する機能を有し，支持点荷重を基

にその仕様(材質，形状及び寸法)を配管口径ごとに決めていること

から，配管口径に応じたUボルトを選定する。 

 

Uバンドは，U形状の鋼板により配管軸直方向に加えて配管軸方向

も拘束するもので，Uボルトと同様に配管口径に応じたUバンドを選

定する。 

 

二重配管ガイドは，内管の軸直角方向を拘束するもので，Uボルト

と同様に配管口径に応じた二重配管ガイドを選定する。 

 

(3) スナバ(オイルスナバ及びメカニカルスナバ) 

支持点荷重及び熱膨張変位から，必要なストロークを有し，かつ

定格荷重を超えない範囲で支持点荷重に近い定格荷重のスナバを

選定する。通常はオイルスナバを選定するが，保守が困難な場所に

設置する場合は，メカニカルスナバを選定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.2.2 (1) （Ⅴ-2-1-11） 

c.種類及び選定 

支持装置の機能別選定要領を，図4-2「支持構造物の選定フロ

ー」に示す。 

(a)アンカ 

アンカサポートは，配管に直接溶接されるラグ又は配管固定用

クランプと架構部分から構成され，周囲の構造物との関係や支

持点荷重を基に選定する。 

なお，アンカサポートと同様な構造及び機能であるが，一定の

方向だけ熱変位を許容する場合は，ガイドサポートを選定す

る。 

 

(b)レストレイント 

 

レストレイントは，配管軸直角方向又は配管にラグを設置して

配管軸方向の拘束に使用する。架構式レストレイント又はUボ

ルトにおいて，支持点荷重がUボルトの最大使用荷重を超える

場合は架構式レストレイントを，支持点荷重がUボルトの最大

使用荷重以下の場合はUボルトを選定する。 

ロッドレストレイントの場合は，定格荷重が支持点荷重を下回

らない範囲で，支持点荷重に近い定格荷重のロッドレストレイ

ントを選定する。 

 

 

なお，周囲の構造物との関係にもよるが，支持点と床，壁等が

接近している場合は架構式レストレイント又はUボルトを使用

し，支持点から床，壁等までの距離が離れている場合はロッド

レストレイントを使用する。 

 

 

 

 

 

 

 

(C)スナッバ 

定格荷重が支持点荷重を下回らない範囲で，支持点荷重に近い

定格荷重のスナッバを選定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 再処理施設におけ

る支持構造物の選

定方法は，発電炉の

考え方と同様，U ボ

ルト(レストレイン

ト)で設計すること

を基本としており，

熱膨張，自重を考慮

する必要がある場

合はスナバやハン

ガの設置を検討す

る方針としている

ため，記載の差異に

より新たな論点が

生じるものではな

い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 再処理施設におけ

る二重配管ガイド

は，配管軸直角方向

の拘束を持つこと

から，レストレイン

トとして種別して

いるため，新たな論

点が生じるもので

はない。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(48／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
(4) スプリングハンガ 

スプリングハンガは，支持点荷重及び熱膨張変位から，必要なス

トロークを有し，かつ定格荷重を超えない範囲で支持点荷重に近い

定格荷重のスプリングハンガを選定する。 

 

(d)ハンガ 

支持点荷重及び熱膨張による変位から，必要なストロークを有

し，かつ定格荷重が支持点荷重を下回らない範囲で，支持点荷

重に近い定格荷重のハンガを選定する。 

通常はスプリングハンガを使用するが，配管の熱膨張によって

生じる支持点の変位が大きい場合はコンスタントハンガを，極

めて小さい場合はリジットハンガを使用する。 

 再処理施設におけ

る支持構造物の設

計方針として，より

具体的な選定方法

を記載しているも

のであるため，記載

の差異により新た

な論点が生じるも

のではない。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(49／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
 

 
 

第2.2.3-1図(1/3) 支持構造物の選定フロー 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 再処理施設におけ

る支持構造物の選

定 方 法 は 先 行 炉 

(PWR)同様の対応と

して，定ピッチスパ

ン法及び多質点系

はりモデルを用い

た解析による配管

設計を行っており，

支持構造物の選定

フローが両設計を

踏まえた内容とな

っているため，記載

の差異により新た

な論点が生じるも

のではない。 

 

 再処理施設におけ

る二重配管ガイド

は，配管軸直角方向

の拘束を持つこと

から，レストレイン

トとして種別して

いるため，新たな論

点が生じるもので

はない。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(50／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 

 
 

第 2.2.3-1 図(2/3) 支持構造物の選定フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 49/264 ページに示

し て い る フ ロ ー

(1/3)のうち，④の

フローにおける支

持装置選定の詳細

を記載したもので

あり，内容として，

定ピッチスパン法

についての支持構

造物の選定方法を

記載したものであ

るため，記載の差異

により新たな論点

が生じるものでは

ない。 

 

 再処理施設におけ

る二重配管ガイド

は，配管軸直角方向

の拘束を持つこと

から，レストレイン

トとして種別して

いるため，新たな論

点が生じるもので

はない。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(51／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 

 
 

第2.2.3-1図(3/3) 支持構造物の選定フロー 

 

 49/264 ページに示

し て い る フ ロ ー

(1/3)，⑤～⑧のフ

ローにおける支持

装置選定の詳細を

記載してものであ

り，内容として，多

質点系はりモデル

を用いた解析にお

ける支持構造物の

選定方法を記載し，

具体的な支持装置

が選定出来るよう，

より詳細な選定方

法を記載したもの

であるため，記載の

差異により新たな

論点が生じるもの

ではない。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(52／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
  

2.2.4  支持構造物の設計において考慮すべき事項 

支持構造物は支持装置，支持架構・付属部品及び埋込金物に分類さ

れ，それぞれの設計方針を2.3項，2.4項及び2.5項に示す。なお，支持

装置はロッドレストレイント，オイルスナバ，メカニカルスナバ及び

スプリングハンガを，支持架構は架構式レストレイントを，付属部品

はラグ，Uボルト等を示し，以下の点を考慮して設計する。 

 

 

 

(1) 支持装置及び付属部品は，配管の地震荷重，自重，熱荷重等によ

る支持点荷重が，使用される支持装置の定格荷重又は付属部品の最

大使用荷重以下となるよう選定する。 

 

(2) 支持架構は，配管の地震荷重，自重，熱荷重等による支持点荷重

から求まる支持架構に生じる応力が，許容応力以下となるよう構造

を決定する。 

 

(3) 地震荷重を拘束しないスプリングハンガ以外の支持構造物は，建

物・構築物と共振しないように十分な剛性を持たせるものとする。 

 

(4) 支持構造物は点検の容易な構造とする。 

 

(5) 原則として，支持構造物は，埋込金物より建屋側へ荷重を伝える

構造とする。 

 

(6) 支持構造物の設計に当たっては，JSME S NC1に従い熱荷重，自重

等に対して十分な強度を持たせるとともに，JEAG4601に従い，地震

荷重に対して十分な強度を持たせるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.3  支持装置の設計 

2.3.1  概要 

支持装置は，型式ごとに基本形状が決まっており，配管の地震荷重，

自重，熱荷重等による支持点荷重と型式ごとに設定される定格荷重の

比較による荷重評価によって選定する。 

 

2.3.2  支持装置の選定 

支持装置は，以下の条件により選定する。 

(1) ロッドレストレイント 

支持点荷重に基づき，定格荷重で選定する。 

 

(2) オイルスナバ及びメカニカルスナバ 

支持点荷重及び熱膨張変位に基づき，定格荷重で選定する。 

 

4.2 基本原則（Ⅴ-2-1-12-1） 

4.2.1 支持構造物の設計において考慮すべき事項 

支持構造物は，以下の点を考慮して設計する。 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 支持装置及び付属部品は，配管系の地震荷重，自重，熱荷

重等による支持点荷重が，使用される支持装置の定格荷重又は

付属部品の最大使用荷重以下となるよう選定する。 

 

(2) 支持架構は，配管系の地震荷重，自重，熱荷重等による支

持点荷重から求まる支持架構に生じる応力が，許容応力以下と

なるよう構造を決定する。 

 

(3) アンカ及びレストレイントとなる支持構造物は，建屋と共

振しないように十分な剛性を持たせるものとする。 

 

(4) 支持構造物は点検の容易な構造とする。 

 

(5) 原則として，支持構造物は，埋込金物より建屋側へ荷重を

伝える構造とする。 

 

(6) 支持構造物の設計に当たっては，発電用原子力設備規格

（設計・建設規格（2005 年版（2007 年追補版含む）） ＪＳＭ

Ｅ Ｓ ＮＣ１-2005/2007）（日本機械学会 2007年9 月）（以下

「設計・建設規格」という。）に従い熱荷重，自重等に対して十

分な強度を持たせるとともに，原子力発電所耐震設計技術指針

（重要度分類・許容応力編ＪＥＡＧ４６０１・補－1984，ＪＥ

ＡＧ４６０１－1987 及びＪＥＡＧ４６０１－1991追補版）（日

本電気協会 電気技術基準調査委員会 昭和59 年9 月，昭和62 

年8 月及び平成3 年6 月）（以下「指針」という。）に従い，地

震荷重に対して十分な強度を持たせるものとする。 

 

4.3 支持装置の設計 

4.3.1 概要 

支持装置は，型式ごとに基本形状が決まっており，配管系の地

震荷重，自重，熱荷重等による支持点荷重と型式ごとに設定さ

れる定格荷重の比較による荷重評価によって選定できる。 

 

4.3.2 支持装置の選定 

支持装置は，以下の条件により選定する。 

(1) ロッドレストレイント 

支持点荷重に基づき，定格荷重で選定する。 

 

(2) オイルスナッバ，メカニカルスナッバ 

支持点荷重及び熱膨張変位に基づき，定格荷重で選定する。 

 

 

 

 多質点系はりモデ

ル及び標準支持間

隔法で設計する配

管の支持構造物に

対する種類を明記

したものであるた

め，記載の差異によ

り新たな論点が生

じるものではない。 

 

 

 

 

 

 

 

・再処理施設において

用いている支持構

造物の考慮事項を

記載したものであ

り，再処理施設で適

用する支持構造物

は地震荷重を拘束

する支持構造物の

ほか，地震荷重を拘

束しないスプリン

グハンガを用いて

いることから，適用

範囲について明記

しているためであ

り，記載の差異によ

り新たな論点が生

じるものではない。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(53／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
 

(3) スプリングハンガ 

 

支持点荷重及び熱膨張変位に基づき，定格荷重で選定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

各支持装置の定格荷重及び主要寸法を第2.3.2-1表～第2.3.2-5表に示

す。 

なお，本表に示す型式及び定格荷重は代表的な支持装置を示したもの

であり，記載のない型式であっても，同様に設定されている定格荷重に

より選定を行う。 

 

第2.3.2-1表 ロッドレストレイントの定格荷重及び主要寸法 

型 式 

定格 

荷重 

(kN) 

主要寸法(mm) 

Ａ 
Ｄ ｄ 

最 小 最 大 

06 6 450 1,750 34.0 20 

1 10 450 2,000 42.7 20 

3 30 520 2,400 60.5 30 

6 60 550 2,700 76.3 36 

10 100 650 2,950 89.1 42 

16 160 720 3,400 114.3 56 

25 250 770 3,800 139.8 64 

                            

 
 

 

(3) スプリングハンガ，コンスタントハンガ及びリジットハン

ガ 

支持点荷重及び熱膨張変位に基づき，定格荷重で選定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

各支持装置の定格荷重及び主要寸法を表4－1～表4－7に示す。 

なお，本表に示す型式及び定格荷重は代表的な支持装置を示し

たものであり，記載のない型式であっても，同様に設定されて

いる定格荷重により選定を行う。 

 

 

 
 

 

 

 再処理施設におけ

る支持構造物のう

ちハンガについて

は，再処理施設にて

過大な熱変位が生

じる配管が無いこ

とから，汎用的に用

いるスプリングハ

ンガのみを適用し

ているため，記載の

差異により新たな

論点が生じるもの

ではない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 再処理施設におい

て示している支持

構造物の型式の差

異であるため，記載

の差異により新た

な論点が生じるも

のではない。 

なお，定格荷重につ

いては，支持装置の

型式ごとに算定さ

れるものであり，既

認可時と同一の値

である。 

 

 

 

Ａ 

φ
Ｄ

 

ｄ
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(54／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
 第 2.3.2-2 表 オイルスナバの定格荷重及び主要寸法 

 

 
 

 
 

 
 

 

 再処理施設におい

て示している支持

構造物の型式の差

異であるため，記載

の差異により新た

な論点が生じるも

のではない。 

 なお，定格荷重につ

いては，支持装置の

型式ごとに算定さ

れるものであり，既

認可時と同一の値

である。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(55／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
 第 2.3.2-3 表 メカニカルスナバの定格荷重及び主要寸法 

 

 

 
 

 

 
 

 

 再処理施設におい

て示している支持

構造物の型式の差

異であるため，記載

の差異により新た

な論点が生じるも

のではない。 

 なお，定格荷重につ

いては，支持装置の

型式ごとに算定さ

れるものであり，既

認可時と同一の値

である。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(56／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
 第 2.3.2-4 表 スプリングハンガの定格荷重 

 

型 式 

トラベルシリーズ 

1 2 4 L2 L4 

荷重範囲(kN) 

16 18.51～30.52 13.51～30.52 

19 44.72～72.96 32.95～72.96 

 最大トラベル(mm) 

16,19 30 60 120 85 170 

                                                       

 

 

 
 

 

 再処理施設におい

て示している支持

構造物の型式の差

異であるため，記載

の差異により新た

な論点が生じるも

のではない。 

 なお，定格荷重につ

いては，支持装置の

型式ごとに算定さ

れるものであり，既

認可時と同一の値

である。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(57／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
 第 2.3.2-5 表 スプリングハンガの主要寸法 

 

型 式 

主要寸法(mm) 

Ａ 

Ｂ 

Ｃ トラベルシリーズ 

1 2 L2 4 L4 

16 30 240 345 370 590 640 258 

19 48 315 450 475 770 820 328 

                             

 

 
 

 再処理施設におい

て示している支持

構造物の型式の差

異であるため，記載

の差異により新た

な論点が生じるも

のではない。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(58／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 
 

 

 再処理施設におい

て示している支持

構造物の型式の差

異であるため，記載

の差異により新た

な論点が生じるも

のではない。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(59／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
   

 

 

 再処理施設におい

て示している支持

構造物の型式の差

異であるため，記載

の差異により新た

な論点が生じるも

のではない。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(60／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
   

 
 

 

 

 再処理施設におい

て示している支持

構造物の型式の差

異であるため，記載

の差異により新た

な論点が生じるも

のではない。 

 

 

 

 

 

1210



発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(61／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
   

 
 

 

 

 再処理施設におい

て，コンスタントハ

ンガは適用してい

ないため，記載の差

異により新たな論

点が生じるもので

はない。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(62／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
   

 
 

 

 

 再処理施設におい

て，リジットハンガ

は適用していない

ため，記載の差異に

より新たな論点が

生じるものではな

い。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(63／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
  

2.3.3  支持装置の使用材料 

JSME S NC1の適用を受ける箇所に使用する材料は，JSME S NC1 付

録材料図表Part1に従うものとする。 

 

2.3.4  支持装置の強度及び耐震評価方法 

支持装置及び付属部品の強度及び耐震評価の方法を以下に示す。 

 

 

2.3.4.1  定格荷重 

支持装置の定格荷重は，JSME S NC1及びJEAG4601を満足するよう設

定されたものであり，支持点荷重を上回る定格荷重が設定されている

支持装置を選定することで，十分な強度及び耐震性が確保される。 

 

 

2.3.4.2  支持装置の強度計算式 

2.3.4.2.1  記号の定義 

支持装置の強度計算式に使用する記号は，下記のとおりとする。 

 

 

 

 

 

 

4.3.3 支持装置の使用材料 

設計・建設規格の適用を受ける箇所に使用する材料は，設計・

建設規格 付録材料図表Part1 に従うものとする。 

 

4.3.4 支持装置の強度及び耐震評価方法 

支持架構及び付属部品の強度及び耐震評価の方法を以下に示

す。 

 

(1) 定格荷重 

支持装置の定格荷重は，設計・建設規格及び指針を満足するよ

う設定されたものであり，支持点荷重を上回る定格荷重が設定

されている支持装置を選定することで，十分な強度及び耐震性

が確保される。 

 

(2) 支持装置の強度計算式 

a. 記号の定義 

支持装置の強度計算式に使用する記号は，下記のとおりとす

る。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(64／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
  

(1) ロッドレストレイント 

 
 

 

 

 
 

 

 
 

 

 再処理施設におい

て用いている支持

装置の記号につい

て記載したもので

あるため，記載の

差異により新たな

論点が生じるもの

ではない。 

 

1214



発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(65／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
  

(2) オイルスナバ及びメカニカルスナバ 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 

 再処理施設におい

て用いている支持

装置の記号につい

て記載したもので

あるため，記載の

差異により新たな

論点が生じるもの

ではない。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(66／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
  

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 

 

 再処理施設におい

て用いている支持

装置の記号につい

て記載したもので

あるため，記載の

差異により新たな

論点が生じるもの

ではない。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(67／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
  

(3) スプリングハンガ 

 
 

 
 

 

 
 

 

 

 再処理施設におい

て用いている支持

装置の記号につい

て記載したもので

あるため，記載の

差異により新たな

論点が生じるもの

ではない。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(68／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
   

 
 

 

 

 再処理施設におい

て，コンスタントハ

ンガは適用してい

ないため，記載の差

異により新たな論

点が生じるもので

はない。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(69／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
   

 
 

 

 

 再処理施設におい

て，リジットハンガ

は適用していない

ため，記載の差異に

より新たな論点が

生じるものではな

い。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(70／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
 2.3.4.2.2  強度計算式 

支持装置の強度計算式を以下に示す。 

なお，以下に示す強度及び耐震計算式は代表的な形状に対するもの

であり，記載のない形状についても，同様の計算式で計算する。 

 

 

(1) ロッドレストレイント 

応力評価は，次の強度部材の最弱部に発生する引張応力(又は圧

縮応力)，せん断応力及び支圧応力を次の計算式により算出し，許容

応力以下であることを確認する。 

 

a. 強度部材 

①ブラケット，②ピン，③スヘリカルアイボルト，④アジャス

トナット溶接部，⑤パイプ及び⑥クランプ 

 

 
 

 

b. 各部材の計算式 

(a) ブラケット(①)及びクランプ(⑥) 

Ⅰ 引張応力評価 

引張応力が，許容引張応力以下であることを確認する。 

 

 

Ⅱ せん断応力評価 

せん断応力が，許容せん断応力以下であることを確認す

る。 

 

 

Ⅲ 支圧応力評価 

支圧応力が，許容支圧応力以下であることを確認する。 

 

 

b. 強度計算式 

支持装置の強度計算式を以下に示す。 

なお，以下に示す強度及び耐震計算式は代表的な形状に対する

ものであり，記載のない形状についても，同様の計算式で計算

できる。 

 

(a) ロッドレストレイント 

応力評価は，次の強度部材の最弱部に発生する引張応力（又は

圧縮応力），せん断応力及び支圧応力を次の計算式により算出

し，許容応力以下であることを確認する。 

 

イ. 強度部材 

①ブラケット，②パイプ，③アジャストナット溶接部，④クラ

ンプ，⑤ピン，⑥スヘリカルアイボルト 

 

 
 

 

ロ. 各部材の計算式 

（イ） ブラケット（①）及びクランプ（④） 

ⅰ 引張応力評価 

引張応力が，許容引張応力以下であることを確認する。 

 

 
 

ⅱ せん断応力評価 

せん断応力が，許容せん断応力以下であることを確認する。 

 

 

 
 

ⅲ 支圧応力評価 

支圧応力が，許容支圧応力以下であることを確認する。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(71／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 

 
 

 

 

 

 

(b) ピン(②) 

Ⅰ せん断応力評価 

せん断応力が，許容せん断応力以下であることを確認す

る。 

 

 

 
 

(c) スヘリカルアイボルト(③) 

Ⅰ 穴部 

(Ⅰ) 引張応力評価 

引張応力が，許容引張応力以下であることを確認する。 

 

 

(Ⅱ) せん断応力評価 

せん断応力が，許容せん断応力以下であることを確認す

る。 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

（ニ） ピン（⑤） 

ⅰ せん断応力評価 

せん断応力が，許容せん断応力以下であることを確認する。 

 
 

 

 

 

 

 

（ホ） スヘリカルアイボルト（⑥） 

ⅰ 穴部 

（ⅰ） 引張応力評価 

引張応力が，許容引張応力以下であることを確認する。 

 

 
 

 

（ⅱ） せん断応力評価 

せん断応力が，許容せん断応力以下であることを確認する。 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1221



発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(72／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
(Ⅲ) 支圧応力評価 

支圧応力が，許容支圧応力以下であることを確認する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(d) アジャストナット溶接部(④) 

Ⅰ 引張応力評価 

引張応力が，許容引張応力以下であることを確認する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ⅲ） 支圧応力評価 

支圧応力が，許容支圧応力以下であることを確認する。 

 
ⅱ ボルト部 

（ⅰ） 引張応力評価 

引張応力が，許容引張応力以下であることを確認する。 

 
 

 

 

（ハ） アジャストナット溶接部（③） 

ⅰ 引張応力評価 

引張応力が，許容引張応力以下であることを確認する。 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ロッドレストレイ

ントのスヘリカル

アイボルトにおけ

る耐震評価部位と

してはボルト部，穴

部がある。再処理施

設の記載としては

ボルト部は穴部に

比べ引張荷重に対

する有効断面積が

大きくなり応力比

が小さくなること

から，穴部を代表と

して記載している

ため，記載の差異に

より新たな論点が

生じるものではな

い。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(73／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
(e) パイプ(⑤) 

Ⅰ 圧縮応力評価 

圧縮応力が，許容圧縮応力以下であることを確認する。 

 

許容圧縮応力 

 

 

 

 
 

（ロ） パイプ（②） 

ⅰ 圧縮応力評価 

圧縮応力が，許容圧縮応力以下であることを確認する。 

 
 

 

許容圧縮応力 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(74／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
  

(2) オイルスナバ 

応力評価は，次の強度部材の最弱部に発生するせん断応力，引張

応力(又は圧縮応力)及び支圧応力を次の計算式により算出し，許容

応力以下であることを確認する。 

 

a. 強度部材 

①シリンダチューブ，②ピストンロッド，③シリンダカバー，

④タイロッド，⑤六角ボルト，⑥ターンバックル，⑦スヘリカル

アイボルト，⑧アダプタ，⑨コネクティングパイプ，⑩ピン，⑪

クランプ及び⑫ブラケット 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

b. 各部材の計算式 

(a) シリンダチューブ(①) 

Ⅰ 引張応力評価 

内圧により生じる引張応力が，許容引張応力以下であるこ

とを確認する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) オイルスナッバ 

応力評価は，次の強度部材の最弱部に発生するせん断応力，引

張応力（又は圧縮応力）及び支圧応力を次の計算式により算出

し，許容応力以下であることを確認する。 

 

イ. 強度部材 

①シリンダチューブ，②ピストンロッド，③シリンダカバー，

④タイロッド，⑤イーヤ，⑥六角ボルト，⑦ロッドエンド，⑧

アダプタ，⑨コネクティングパイプ，⑩クランプ，⑪ブラケッ

ト，⑫ピン 

 

 
 

 

ロ. 各部材の計算式 

（イ） シリンダチューブ（①） 

ⅰ 引張応力評価 

内圧により生ずる引張応力が，許容引張応力以下であることを

確認する。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 再処理施設におい

て用いている支持

装置に対する内容

を記載したもので

あるため，記載の

差異により新たな

論点が生じるもの

ではない。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(75／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
(b) ピストンロッド(②) 

Ⅰ 引張応力評価 

引張応力が，許容引張応力以下であることを確認する。 

 

 
 

(c) シリンダカバー(③) 

Ⅰ せん断応力評価 

内圧により生じるせん断応力が，許容せん断応力以下であ

ることを確認する。 

 

 

 

(d) タイロッド(④) 

Ⅰ 引張応力評価 

引張応力が，許容引張応力以下であることを確認する。 

 

 

 

 

（ロ） ピストンロッド（②） 

ⅰ 引張応力評価 

引張応力が，許容引張応力以下であることを確認する。 

 

（ハ） シリンダカバー（③） 

ⅰ せん断応力評価 

内圧により生ずるせん断応力が，許容せん断応力以下であるこ

とを確認する。 

 
 

（ニ） タイロッド（④） 

ⅰ 引張応力評価 

引張応力が，許容引張応力以下であることを確認する。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(76／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
（ホ） イーヤ（⑤） 

ⅰ 穴部 

（ⅰ） 引張応力評価 

引張応力が，許容引張応力以下であることを確認する。 

 

 

（ⅱ） せん断応力評価 

せん断応力が，許容せん断応力以下であることを確認する。 

 

 

（ⅲ） 支圧応力評価 

支圧応力が，許容支圧応力以下であることを確認する。 

 

ⅱ 溶接部 

（ⅰ） せん断応力評価 

せん断応力が，許容せん断応力以下であることを確認する。 

 

 

 再処理施設と発電

炉における支持構

造物の型式の違い

による差異である

ため，記載の差異に

より新たな論点が

生じるものではな

い。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(77／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
 (e) 六角ボルト(⑤) 

Ⅰ 引張応力評価 

引張応力が，許容引張応力以下であることを確認する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（へ） 六角ボルト（⑥） 

ⅰ 引張応力評価 

引張応力が，許容引張応力以下であることを確認する。 

 
 

 

 

 

 

（ト） ロッドエンド（⑦） 

ⅰ 引張応力評価 

引張応力が，許容引張応力以下であることを確認する。 

 

 

 

ⅱ せん断応力評価 

せん断応力が，許容せん断応力以下であることを確認する。 

 

 

ⅲ 支圧応力評価 

支圧応力が，許容支圧応力以下であることを確認する。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 再処理施設と発電

炉における支持構

造物の型式の違い

による差異である

ため，記載の差異に

より新たな論点が

生じるものではな

い。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(78／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
(f) ターンバックル(⑥) 

Ⅰ 引張応力評価 

引張応力が，許容引張応力以下であることを確認する。 

 

 

 
 

(g) スヘリカルアイボルト(⑦) 

Ⅰ 引張応力評価 

引張応力が，許容引張応力以下であることを確認する。 

 

 

Ⅱ せん断応力評価 

せん断応力が，許容せん断応力以下であることを確認す

る。 

 

 

Ⅲ 支圧応力評価 

支圧応力が，許容支圧応力以下であることを確認する。 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 再処理施設と発電

炉における支持構

造物の型式の違い

による差異である

ため，記載の差異に

より新たな論点が

生じるものではな

い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 再処理施設と発電

炉における支持構

造物の型式の違い

による差異である

ため，記載の差異に

より新たな論点が

生じるものではな

い。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(79／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
(h) アダプタ(⑧)  

 

Ⅰ 引張応力評価 

アダプタ及び溶接部の引張応力が，許容引張応力以下であ

ることを確認する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(i) コネクティングパイプ(⑨) 

Ⅰ 圧縮応力評価 

圧縮応力が，許容圧縮応力以下であることを確認する。 

 

許容圧縮応力 

 

 

 

 

（チ） アダプタ（⑧） 

ⅰ 本体 

（ⅰ） 引張応力評価 

引張応力が，許容引張応力以下であることを確認する。 

 
 

ⅱ 溶接部 

（ⅰ） せん断応力評価 

せん断応力が，許容せん断応力以下であることを確認する。 

 

 
 

（リ） コネクティングパイプ（⑨） 

ⅰ 圧縮応力評価 

圧縮応力が，許容圧縮応力以下であることを確認する。 

 

 

 

 

 再処理施設におけ

るアダプタの溶接

部は，せん断応力が

作用しない突合せ

溶接により溶接し

ていることから，せ

ん断応力評価を必

要としないため，記

載の差異により新

たな論点が生じる

ものではない。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(80／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(j) ピン(⑩) 

Ⅰ せん断応力評価 

せん断応力が，許容せん断応力以下であることを確認す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

（ル） ピン（⑫） 

ⅰ せん断応力評価 

せん断応力が，許容せん断応力以下であることを確認する。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(81／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
 

(k) クランプ(⑪)及びブラケット(⑫) 

Ⅰ 引張応力評価 

引張応力が，許容引張応力以下であることを確認する。 

 

Ⅱ せん断応力評価 

せん断応力が，許容せん断応力以下であることを確認す

る。 

 

 

Ⅲ 支圧応力評価 

支圧応力が，許容支圧応力以下であることを確認する。 

 

 

（ヌ） クランプ（⑩）及びブラケット（⑪） 

ⅰ 引張応力評価 

引張応力が，許容引張応力以下であることを確認する。 

 

 
 

 

ⅱ せん断応力評価 

せん断応力が，許容せん断応力以下であることを確認する。 

 

 
 

 

 

ⅲ 支圧応力評価 

支圧応力が，許容支圧応力以下であることを確認する。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(82／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
 (3) メカニカルスナバ 

応力評価は，次の強度部材である最弱部に発生する引張応力(又

は圧縮応力)，せん断応力及び支圧応力を次の計算式により算出し，

許容応力以下であることを確認する。 

 

 

a. 強度部材 

①イーヤ，②ロードコラム，③ケース，ベアリング押さえ及び

六角ボルト，④ジャンクションコラムアダプタ，⑤コネクティン

グチューブ，⑥クランプ，⑦コネクティングチューブイーヤ部，

⑧ピン，⑨ユニバーサルボックス，⑩ユニバーサルブラケット及

び⑪ダイレクトアタッチブラケット 

 

 
 

b. 各部材の計算式 

(a) イーヤ(①) 

Ⅰ 引張応力評価 

引張応力が，許容引張応力以下であることを確認する。 

Ⅱ せん断応力評価 

せん断応力が，許容せん断応力以下であることを確認す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

(c) メカニカルスナッバ 

応力評価は，次の強度部材の最弱部に発生する引張応力（又は

圧縮応力），せん断応力及び支圧応力を次の計算式により算出

し，許容応力以下であることを確認する。 

 

 

イ. 強度部材 

①ブラケット，②ジャンクションコラムアダプタ，③ロードコ

ラム，④クランプ，⑤ピン，⑥コネクティングチューブ，⑦ケ

ース，ベアリング押え及び六角ボルト，⑧イーヤ，⑨ユニバー

サルボックス，⑩コネクティングチューブイーヤ部，⑪ユニバ

ーサルブラケット 

 

 

 
 

 

 

 

 

ロ. 各部材の計算式 

（ト） イーヤ（⑧） 

ⅰ 引張応力評価 

引張応力が，許容引張応力以下であることを確認する。 

 
 

 

ⅱ せん断応力評価 

せん断応力が，許容せん断応力以下であることを確認する。 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 再処理施設におい

て用いている支持

装置の内容につい

て記載したもので

あるため，記載の差

異により新たな論

点が生じるもので

はない。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(83／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
Ⅲ 支圧応力評価 

支圧応力が，許容支圧応力以下であることを確認する。 

 

(b) ロードコラム(②) 

Ⅰ 引張応力評価 

引張応力が，許容引張応力以下であることを確認する。 

 

 

 

(c) ケース，ベアリング押さえ及び六角ボルト(③) 

Ⅰ ケース 

(Ⅰ) 引張応力評価 

引張応力が，許容引張応力以下であることを確認する。 

 

 

 

(Ⅱ) せん断応力評価 

せん断応力が，許容せん断応力以下であることを確認す

る。 

 

 

 

 

 

ⅲ 支圧応力評価 

支圧応力が，許容支圧応力以下であることを確認する。 

 

 
 

（ハ） ロードコラム（③） 

ⅰ 引張応力評価 

引張応力が，許容引張応力以下であることを確認する。 

 
 

 

 

（ヘ） ケース，ベアリング押え及び六角ボルト（⑦） 

ⅰ ケース 

（ⅰ） 引張応力評価 

引張応力が，許容引張応力以下であることを確認する。 

 

 
 

 

（ⅱ） せん断応力評価 

せん断応力が，許容せん断応力以下であることを確認する。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(84／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
(Ⅲ) 支圧応力評価 

支圧応力が，許容支圧応力以下であることを確認する。 

 

 

 

Ⅱ ベアリング押え 

(Ⅰ) せん断応力評価 

せん断応力が，許容せん断応力以下であることを確認す

る。 

 

(Ⅱ) 支圧応力評価 

支圧応力が，許容支圧応力以下であることを確認する。 

 

 

 

 

Ⅲ 六角ボルト 

(Ⅰ) 引張応力評価 

引張応力が，許容引張応力以下であることを確認する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ⅲ） 支圧応力評価 

支圧応力が，許容支圧応力以下であることを確認する。 

 

 
 

 

 

ⅱ ベアリング押え 

（ⅰ） せん断応力評価 

せん断応力が，許容せん断応力以下であることを確認する。 

 

 
 

 

 

（ⅱ） 支圧応力評価 

支圧応力が，許容支圧応力以下であることを確認する。 

 

 

ⅲ 六角ボルト 

（ⅰ） 引張応力評価 

引張応力が，許容引張応力以下であることを確認する。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(85／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
 

 

 

 

 

(d) ジャンクションコラムアダプタ(④) 

Ⅰ 六角ボルト 

(Ⅰ) 引張応力評価 

引張応力が，許容引張応力以下であることを確認する。 

 

 

 

 

Ⅱ 溶接部 

(Ⅰ) せん断応力評価 

せん断応力が，許容せん断応力以下であることを確認す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

（ロ） ジャンクションコラムアダプタ（②） 

ⅰ 六角ボルト 

（ⅰ） 引張応力評価 

引張応力が，許容引張応力以下であることを確認する。 

 

 

 
 

 

ⅱ 溶接部 

（ⅰ） せん断応力評価（本体型式06及び1） 

せん断応力が，許容せん断応力以下であることを確認する。 

 

 

 
 

（ⅱ） 引張応力評価（本体型式3～25） 

引張応力が，許容引張応力以下であることを確認する。 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 再処理施設におけ

るジャンクション

コラムアダプタの

溶接部は，発電炉の

型式 06 及び 1 と同

様，すみ肉溶接によ

り溶接しているこ

とから，引張応力評

価を必要としない

ため，記載の差異に

より新たな論点が

生じるものではな

い。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(86／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
 

(e) コネクティングチューブ(⑤) 

Ⅰ 圧縮応力評価 

圧縮応力が，許容圧縮応力以下であることを確認する。 

 

 

許容圧縮応力 

 

 

 

 

（ホ） コネクティングチューブ（⑥） 

ⅰ 圧縮応力評価 

圧縮応力が，許容圧縮応力以下であることを確認する。 

 

 

 

 

 

 

 

1236



発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(87／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
 (f) クランプ(⑥)，コネクティングチューブイーヤ部(⑦)，ユニ

バーサルブラケット(⑩)及びダイレクトアタッチブラケッ

ト(⑪) 

Ⅰ 引張応力評価 

引張応力が，許容引張応力以下であることを確認する。 

 

 

Ⅱ せん断応力評価 

せん断応力が，許容せん断応力以下であることを確認す

る。 

 

 

Ⅲ 支圧応力評価 

支圧応力が，許容支圧応力以下であることを確認する。 

 

 

(g) ピン(⑧) 

Ⅰ せん断応力評価 

せん断応力が，許容せん断応力以下であることを確認す

る。 

 

 

（イ） ブラケット（①），クランプ（④），コネクティングチ

ューブイーヤ部（⑩）及びユニバーサルブラケット（⑪） 

 

ⅰ 引張応力評価 

引張応力が，許容引張応力以下であることを確認する。 

 
 

 

ⅱ せん断応力評価 

せん断応力が，許容せん断応力以下であることを確認する。 

 

 

 
 

ⅲ 支圧応力評価 

支圧応力が，許容支圧応力以下であることを確認する。 

 

 
 

（ニ） ピン（⑤） 

ⅰ せん断応力評価 

せん断応力が，許容せん断応力以下であることを確認する。 

 

 
 

 

 再処理施設におい

て用いている支持

装置に対する内容

を記載したもので

あるため，記載の

差異により新たな

論点が生じるもの

ではない。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(88／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
(h) ユニバーサルボックス(⑨) 

Ⅰ 引張応力評価 

引張応力が，許容引張応力以下であることを確認する。 

 

 

Ⅱ せん断応力評価 

せん断応力が，許容せん断応力以下であることを確認す

る。 

 

 

 

Ⅲ 支圧応力評価 

支圧応力が，許容支圧応力以下であることを確認する。 

 

 

（チ） ユニバーサルボックス（⑨） 

ⅰ 引張応力評価 

引張応力が，許容引張応力以下であることを確認する。 

 

 

 

ⅱ せん断応力評価 

せん断応力が，許容せん断応力以下であることを確認する。 

 

 

 
 

 

ⅲ 支圧応力評価 

支圧応力が，許容支圧応力以下であることを確認する。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(89／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
 (4) スプリングハンガ 

応力評価は，次の強度部材の最弱部に発生するせん断応力，引張

応力，曲げ応力，支圧応力及び組合せ応力を次の計算式により算出

し，許容応力以下であることを確認する。 

 

a. 強度部材 

①イーヤ，②上部カバー，③バネ座(ピストンプレート)，④ハ

ンガロッド，⑤スプリングケース，⑥下部カバー，⑦ターンバッ

クル，⑧クレビスブラケット，⑨ピン，⑩アイボルト及び⑪クラ

ンプ 

 

 
 

 

 

b. 各部材の計算式 

(a) イーヤ(①) 

Ⅰ 穴部 

(Ⅰ) 引張応力評価 

引張応力が，許容引張応力以下であることを確認する。 

 

 

(Ⅱ) せん断応力評価 

せん断応力が，許容せん断応力以下であることを確認す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

(d) スプリングハンガ 

応力評価は，次の強度部材の最弱部に発生するせん断応力，引

張応力（又は圧縮応力）及び支圧応力を次の計算式により算出

し，許容応力以下であることを確認する。 

 

イ. 強度部材 

①イーヤ，②上ブタ，③ばね座（吊り型），④ハンガロッド，⑤

ケース，⑥下ブタ，⑦ターンバックル，⑧クレビス，⑨ピン，

⑩ロッド，⑪ロードコラム，⑫ばね座（置き型） 

 

 
 

 

 

ロ. 各部材の計算式 

（イ） イーヤ（①） 

ⅰ 穴部 

（ⅰ） 引張応力評価 

引張応力が，許容引張応力以下であることを確認する。 

 

 

 
 

 

（ⅱ） せん断応力評価 

せん断応力が，許容せん断応力以下であることを確認する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 再処理施設におい

て用いている支持

装置に対する内容

を記載したもので

あるため，記載の

差異により新たな

論点が生じるもの

ではない。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(90／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
(Ⅲ) 支圧応力評価 

支圧応力が，許容支圧応力以下であることを確認する。 

 

 

 

 

 

Ⅱ イーヤ溶接部 

(Ⅰ) せん断応力評価 

せん断応力が，許容せん断応力以下であることを確認す

る。 

 

(b) 上部カバー(②) 

Ⅰ 本体 

 

 

(Ⅰ) 曲げ応力評価 

曲げ応力が，許容曲げ応力以下であることを確認する。 

 

 

 

（ⅲ） 支圧応力評価 

支圧応力が，許容支圧応力以下であることを確認する。 

 

ⅱ 溶接部 

（ⅰ） せん断応力評価 

せん断応力が，許容せん断応力以下であることを確認する。 

 
 

（ロ） 上ブタ（②） 

ⅰ 本体 

上部カバーに発生する曲げ応力を算出し，算出結果が許容曲げ

応力値以下であることを確認する。 

（ⅰ） 曲げ応力評価 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(91／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
Ⅱ 溶接部 

(Ⅰ) せん断応力評価 

せん断応力が，許容せん断応力以下であることを確認す

る。 

 

 

(c) バネ座(ピストンプレート)(③) 

Ⅰ 曲げ応力評価 

曲げ応力が，許容曲げ応力以下であることを確認する。 

 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅱ 溶接部 

（ⅰ） せん断応力評価 

せん断応力が，許容せん断応力以下であることを確認する。 

 
 

 

 

 

（ハ） ばね座（③） 

ⅰ 曲げ応力評価 

曲げ応力が，許容曲げ応力以下であることを確認する。 

 

 
 

ⅱ せん断応力評価 

せん断応力が，許容せん断応力以下であることを確認する。 

 

 

 

ⅲ 引張応力評価 

引張応力が，許容引張応力以下であることを確認する。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 再処理施設におけ

るバネ座は，発電炉

との形状の違いか

ら，せん断応力評

価，引張応力評価は

曲げ応力評価に比

べ応力比が小さく

なるため，曲げ応力

評価を代表として

記載しており，記載

の差異により新た

な論点が生じるも

のではない。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(92／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
(d) ハンガロッド(④) 

Ⅰ 引張応力評価 

引張応力が，許容引張応力以下であることを確認する。 

 

 

 
 

 

 

 

(e) スプリングケース(⑤) 

Ⅰ 引張応力評価 

引張応力が，許容引張応力以下であることを確認する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ニ） ハンガロッド（④） 

ⅰ 引張応力評価 

引張応力が，許容引張応力以下であることを確認する。 

 

 
 

 

（ホ） ケース（⑤） 

ⅰ 引張応力評価 

引張応力が，許容引張応力以下であることを確認する。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(93／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
(f) 下部カバー(⑥) 

Ⅰ 本体 

(Ⅰ) 曲げ応力評価 

曲げ応力が，許容曲げ応力以下であることを確認する。 

 

 

 

 

 

Ⅱ 溶接部 

(Ⅰ) せん断応力評価 

せん断応力が，許容せん断応力以下であることを確認す

る。 

 

 

 

（ヘ） 下ブタ（⑥） 

ⅰ 本体 

（ⅰ） 曲げ応力評価 

曲げ応力が，許容曲げ応力以下であることを確認する。 

 

 

 
 

 

ⅱ 溶接部 

（ⅰ） せん断応力評価 

せん断応力が，許容せん断応力以下であることを確認する。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(94／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
 (g) ターンバックル(⑦) 

Ⅰ 引張応力評価 

引張応力が，許容引張応力以下であることを確認する。 

 

 
 

(h) クレビスブラケット(⑧)及びクランプ(⑪) 

Ⅰ 本体 

(Ⅰ) 引張応力評価 

引張応力が，許容引張応力以下であることを確認する。 

 

 

(Ⅱ) せん断応力評価 

せん断応力が，許容せん断応力以下であることを確認す

る。 

 

(Ⅲ) 支圧応力評価 

支圧応力が，許容支圧応力以下であることを確認する。 

 

（ト） ターンバックル（⑦） 

ⅰ 引張応力評価 

引張応力が，許容引張応力以下であることを確認する。 

 
 

 

 

（チ） クレビス（⑧） 

ⅰ 本体 

（ⅰ） 引張応力評価 

引張応力が，許容引張応力以下であることを確認する。 

 

 

 
 

 

（ⅱ） せん断応力評価 

せん断応力が，許容せん断応力以下であることを確認する。 

 

 

 
 

 

（ⅲ） 支圧応力評価 

支圧応力が，許容支圧応力以下であることを確認する。 

 

 

 

 

 

 再処理施設と発電

炉における支持構

造物の型式の違い

による差異である

ため，記載の差異に

より新たな論点が

生じるものではな

い。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(95／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
 Ⅱ クレビスブラケット溶接部 

(Ⅰ) せん断応力評価 

せん断応力が，許容せん断応力以下であることを確認す

る。 

 

 

 

(i) ピン(⑨) 

Ⅰ 曲げ応力評価 

曲げ応力が，許容曲げ応力以下であることを確認する。 

Ⅱ せん断応力評価 

せん断応力が，許容せん断応力以下であることを確認す

る。 

 

 

Ⅲ 組合せ応力評価 

組合せ応力が，許容組合せ応力以下であることを確認す

る。 

 

ⅱ 溶接部 

（ⅰ） せん断応力評価 

せん断応力が，許容せん断応力以下であることを確認する。 

 
 

 

 

 

 

（リ） ピン（⑨） 

ⅰ 曲げ応力評価 

曲げ応力が，許容曲げ応力以下であることを確認する。 

 

 
 

 

ⅱ せん断応力評価 

せん断応力が，許容せん断応力以下であることを確認する。 

 

 

 
 

 

ⅲ 組合せ応力評価 

組合せ応力が，許容組合せ応力以下であることを確認する。 

 

 

 

 

 

 再処理施設と発電

炉における支持構

造物の型式の違い

による差異である

ため，記載の差異に

より新たな論点が

生じるものではな

い。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(96／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
  （ヌ） ロッド（⑩） 

ⅰ 引張応力評価 

引張応力が，許容引張応力以下であることを確認する。 

 
 

 

 

（ル） ロードコラム（⑪） 

ⅰ 圧縮応力評価 

圧縮応力が，許容圧縮応力以下であることを確認する。 

 

 

許容圧縮応力 

 

 

 

 再処理施設と発電

炉における支持構

造物の型式の違い

による差異である

ため，記載の差異に

より新たな論点が

生じるものではな

い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 再処理施設と発電

炉における支持構

造物の型式の違い

による差異である

ため，記載の差異に

より新たな論点が

生じるものではな

い。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(97／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
（ヲ） ばね座（⑫） 

ⅰ 曲げ応力評価 

曲げ応力が，許容曲げ応力以下であることを確認する。 

 

 

ⅱ せん断応力評価 

せん断応力が，許容せん断応力以下であることを確認する。 

 

 
 

 再処理施設と発電

炉における支持構

造物の型式の違い

による差異である

ため，記載の差異に

より新たな論点が

生じるものではな

い。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(98／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
  

(j) アイボルト(⑩) 

Ⅰ 穴部 

(Ⅰ) 引張応力評価 

引張応力が，許容引張応力以下であることを確認する。 

 

(Ⅱ) せん断応力評価 

せん断応力が，許容せん断応力以下であることを確認す

る。 

 

 

(Ⅲ) 支圧応力評価 

支圧応力が，許容支圧応力以下であることを確認する。 

 

 

Ⅱ ボルト部 

(Ⅰ) 引張応力評価 

引張応力が，許容引張応力以下であることを確認する。 

 

 
 

  

 再処理施設と発電

炉における支持構

造物の型式の違い

による差異である

ため，記載の差異に

より新たな論点が

生じるものではな

い。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(99／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
  (e) コンスタントハンガ 

応力評価は，次の強度部材の最弱部に発生するせん断応力，引

張応力（又は圧縮応力）及び支圧応力を次の計算式により算出

し，許容応力以下であることを確認する。 

イ. 強度部材 

①ばね座，②テンションロッド，③テンションロッドピン， 

④リンクプレート，⑤アジャストピン，⑥ロードブロックピン， 

⑦回転アーム，⑧アッパープレート，⑨イーヤ，⑩ピン， 

⑪ハンガロッド，⑫ターンバックル，⑬メインピン，⑭フレー

ム 

 

 
 

ロ. 各部材の評価式 

(イ) ばね座(①) 

ⅰ 曲げ応力評価 

曲げ応力が，許容曲げ応力以下であることを確認する。 

 
 

(ロ) テンションロッド(②) 

ⅰ 本体 

(ⅰ) 引張応力評価 

引張応力が，許容引張応力以下であることを確認する。 

 

 

 再処理施設におい

て，コンスタントハ

ンガは適用してい

ないため，記載の差

異により新たな論

点が生じるもので

はない。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(100／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
  ⅱ 穴部 

(ⅰ) 引張応力評価 

引張応力が，許容引張応力以下であることを確認する。 

 

 

(ⅱ) せん断応力評価 

せん断応力が，許容せん断応力以下であることを確認する。 

 

 

(ⅲ) 支圧応力評価 

支圧応力が，許容支圧応力以下であることを確認する。 

 

 

ⅲ 溶接部 

(ⅰ) せん断応力評価 

せん断応力が，許容せん断応力以下であることを確認する。 

 

 
 

(ハ) テンションロッドピン(③) 

ⅰ 曲げ応力評価 

曲げ応力が，許容曲げ応力以下であることを確認する。 

 

 

ⅱ せん断応力評価 

せん断応力が，許容せん断応力以下であることを確認する。 

 

 

ⅲ 組合せ応力評価 

組合せ応力が，許容組合せ応力以下であることを確認する。 

 

 

 

 再処理施設におい

て，コンスタントハ

ンガは適用してい

ないため，記載の差

異により新たな論

点が生じるもので

はない。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(101／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 

 
(ニ) リンクプレート(④) 

ⅰ テンションロッド側穴部 

(ⅰ) 引張応力評価 

引張応力が，許容引張応力以下であることを確認する。 

 

 

 

(ⅱ) せん断応力評価 

せん断応力が，許容せん断応力以下であることを確認する。 

 

 

(ⅲ) 支圧応力評価 

支圧応力が，許容支圧応力以下であることを確認する。 

 

 

ⅱ アジャストピン側穴部 

(ⅰ) 引張応力評価 

引張応力が，許容引張応力以下であることを確認する。 

 

 

 

(ⅱ) せん断応力評価 

せん断応力が，許容せん断応力以下であることを確認する。 

 

 

(ⅲ) 支圧応力評価 

支圧応力が，許容支圧応力以下であることを確認する。 

 
 

 

 

 

 再処理施設におい

て，コンスタントハ

ンガは適用してい

ないため，記載の差

異により新たな論

点が生じるもので

はない。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(102／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
(ホ) アジャストピン(⑤) 

ⅰ 曲げ応力評価 

曲げ応力が，許容曲げ応力以下であることを確認する。 

 

 

ⅱ せん断応力評価 

せん断応力が，許容せん断応力以下であることを確認する。 

 

 再処理施設におい

て，コンスタントハ

ンガは適用してい

ないため，記載の差

異により新たな論

点が生じるもので

はない。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(103／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
  ⅲ 組合せ応力評価 

組合せ応力が，許容組合せ応力以下であることを確認する。 

 

 
 

(ヘ) ロードブロックピン(⑥) 

ⅰ 曲げ応力評価 

曲げ応力が，許容曲げ応力以下であることを確認する。 

 

 

ⅱ せん断応力評価 

せん断応力が，許容せん断応力以下であることを確認する。 

 

 

ⅲ 組合せ応力評価 

組合せ応力が，許容組合せ応力以下であることを確認する。 

 
 

(ト) 回転アーム(⑦) 

ⅰ 引張応力評価 

引張応力が，許容引張応力以下であることを確認する。 

 

 

ⅱ せん断応力評価 

せん断応力が，許容せん断応力以下であることを確認する。 

 

 再処理施設におい

て，コンスタントハ

ンガは適用してい

ないため，記載の差

異により新たな論

点が生じるもので

はない。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(104／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
  ⅲ 支圧応力評価 

支圧応力が，許容支圧応力以下であることを確認する。 

 
 

(チ) アッパープレート(⑧) 

ⅰ 本体 

(ⅰ) 曲げ応力評価 

曲げ応力が，許容曲げ応力以下であることを確認する。 

 

 

ⅱ 溶接部 

(ⅰ) せん断応力評価 

せん断応力が，許容せん断応力以下であることを確認する。 

 

 

(リ) イーヤ(⑨) 

ⅰ 穴部 

(ⅰ) 引張応力評価 

引張応力が，許容引張応力以下であることを確認する。 

 

 

(ⅱ) せん断応力評価 

せん断応力が，許容せん断応力以下であることを確認する。 

 

 

(ⅲ) 支圧応力評価 

支圧応力が，許容支圧応力以下であることを確認する。 

 

 再処理施設におい

て，コンスタントハ

ンガは適用してい

ないため，記載の差

異により新たな論

点が生じるもので

はない。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(105／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
  ⅱ 溶接部 

(ⅰ) せん断応力評価 

せん断応力が，許容せん断応力以下であることを確認する。 

 

 
 

 

(ヌ) ピン(⑩) 

ⅰ 曲げ応力評価 

曲げ応力が，許容曲げ応力以下であることを確認する。 

 

 

ⅱ せん断応力評価 

せん断応力が，許容せん断応力以下であることを確認する。 

 

 

ⅲ 組合せ応力評価 

組合せ応力が，許容組合せ応力以下であることを確認する。 

 
 

(ル) ハンガロッド(⑪) 

 

ⅰ 引張応力評価 

引張応力が，許容引張応力以下であることを確認する。 

 

 再処理施設におい

て，コンスタントハ

ンガは適用してい

ないため，記載の差

異により新たな論

点が生じるもので

はない。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(106／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
  

 
 

 

(ヲ) ターンバックル(⑫) 

ⅰ 引張応力評価 

引張応力が，許容引張応力以下であることを確認する。 

 
 

(ワ) メインピン(⑬) 

ⅰ 曲げ応力評価 

曲げ応力が，許容曲げ応力以下であることを確認する。 

 

 

ⅱ せん断応力評価 

せん断応力が，許容せん断応力以下であることを確認する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 再処理施設におい

て，コンスタントハ

ンガは適用してい

ないため，記載の差

異により新たな論

点が生じるもので

はない。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(107／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
ⅲ 組合せ応力評価 

組合せ応力が，許容組合せ応力以下であることを確認する。 

 
 

(カ) フレーム(⑭) 

ⅰ せん断応力評価 

せん断応力が，許容せん断応力以下であることを確認する。 

 
 

 

 

 再処理施設におい

て，コンスタントハ

ンガは適用してい

ないため，記載の差

異により新たな論

点が生じるもので

はない。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(108／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
  (f) リジットハンガ 

応力評価は，次の強度部材の最弱部に発生するせん断応力，引

張応力（又は圧縮応力）及び支圧応力を次の計算式により算出

し，許容応力以下であることを確認する。 

イ. 強度部材 

①クレビスブラケット，②ターンバックル，③アイボルト，④

クランプ 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 再処理施設におい

て，リジットハンガ

は適用していない

ため，記載の差異に

より新たな論点が

生じるものではな

い。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(109／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
ロ. 各部材の評価式 

(イ) クレビスブラケット(①)及びクランプ(④) 

ⅰ 本体 

(ⅰ) 引張応力評価 

引張応力が，許容引張応力以下であることを確認する。 

 

 

(ⅱ) せん断応力評価 

せん断応力が，許容せん断応力以下であることを確認する。 

 

 

 

(ⅲ) 支圧応力評価 

支圧応力が，許容支圧応力以下であることを確認する。 

 

 再処理施設におい

て，リジットハンガ

は適用していない

ため，記載の差異に

より新たな論点が

生じるものではな

い。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(110／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
  ⅱ 溶接部 

(ⅰ) せん断応力評価 

せん断応力が，許容せん断応力以下であることを確認する。 

 
 

ⅲ ピン 

(ⅰ) 曲げ応力評価 

曲げ応力が，許容曲げ応力以下であることを確認する。 

 

 

(ⅱ) せん断応力評価 

せん断応力が，許容せん断応力以下であることを確認する。 

 

 

(ⅲ) 組合せ応力評価 

組合せ応力が，許容組合せ応力以下であることを確認する。 

 

 再処理施設におい

て，リジットハンガ

は適用していない

ため，記載の差異に

より新たな論点が

生じるものではな

い。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(111／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
  (ロ) ターンバックル(②) 

ⅰ 引張応力評価 

引張応力が，許容引張応力以下であることを確認する。 

 
 

(ハ) アイボルト(③) 

ⅰ 穴部 

(ⅰ) 引張応力評価 

引張応力が，許容引張応力以下であることを確認する。 

 

 

(ⅱ) せん断応力評価 

せん断応力が，許容せん断応力以下であることを確認する。 

 

 

(ⅲ) 支圧応力評価 

支圧応力が，許容支圧応力以下であることを確認する。 

 

 

ⅱ ボルト部 

(ⅰ) 引張応力評価 

引張応力が，許容引張応力以下であることを確認する。 

 
 

 再処理施設におい

て，リジットハンガ

は適用していない

ため，記載の差異に

より新たな論点が

生じるものではな

い。 
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    発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(112／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
 2.4  支持架構及び付属部品の設計 

2.4.1  概要 

配管の支持架構及び付属部品(ラグ，Uボルト等)は，配管の支持点荷

重から求まる支持構造物に生じる応力と使用材料により定まる許容

応力の比較による応力評価又は最大使用荷重と支持点荷重の比較に

よる荷重評価により設計する。 

支持架構は，上記応力評価によるほか，特に機器配置，保守点検上

の配慮等を考慮して設計する必要があるため，その形状は多種多様で

ある。支持架構の代表構造例を第2.4.1-1図に示す。 

 

 

 
第 2.4.1-1 図 支持架構の代表構造例 

 

 

 

 

2.4.2  設計方針 

配管の支持架構は，非常に物量が多いことから，第2.4.1-1図に示す

基本形状ごとに，以下の要領で鋼材選定の標準化を図って設計に適用

する。 

(1) 配管の支持点荷重から求まる支持構造物に生じる応力と使用材

料により定まる許容応力の比較による応力評価又は最大使用荷重

と支持点荷重の比較による荷重評価により設計する。 

 

(2) 支持点荷重を条件とした強度及び耐震評価を行い，発生応力が許

容応力を超えないように使用する鋼材(山形鋼，溝形鋼，H形鋼，角

形鋼，鋼管等)を決定する。 

 

 

 

 

 

 

 

4.4 支持架構及び付属部品の設計 

4.4.1 概要 

配管系の支持架構及び付属部品（ラグ，Ｕボルト等）は，配管

系の支持点荷重から求まる支持構造物に生じる応力と使用材

料により定まる許容応力の比較による応力評価，又は，最大使

用荷重と支持点荷重の比較による荷重評価により設計する。 

支持架構は，上記応力評価によるほか，特に機器配置，保守点

検上の配慮などを考慮して設計する必要があるため，その形状

は多種多様である。支持架構の代表構造例を図4－1に示す。 

 

 

 
図4-1 支持架構の代表構造例 

 

 

4.2.2 支持装置，支持架構及び埋込金物の設計（Ⅴ-2-1-11） 

(2)支持架構の設計 

a.設計方針 

配管及び弁の支持架構は，非常に物量が多いことから，図4-3

「支持架構の基本形状例」に示す基本形状ごとに，以下の要領

で鋼材選定の標準化を図って設計に適用する。 

(a)配管系の支持点荷重から求まる支持構造物に生じる応力と

使用材料により定まる許容応力の比較による応力評価，又は，

最大使用荷重と支持点荷重の比較による荷重評価により設計

する。 

(b)支持点荷重を条件とした強度及び耐震評価を行い，発生応

力が許容応力を超えないように使用する鋼材(山形鋼，溝形鋼，

H形鋼，角形鋼，鋼管等)を決定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 再処理施設の支持

架構の代表構造例

は先行炉（PWR）と同

様の構造例を記載

しているため，記載

の差異により新た

な論点が生じるも

のではない。 
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    発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(113／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
2.4.3  荷重条件 

支持架構の設計は，配管から伝わる荷重に対し，その荷重成分の組

合せを考慮して行う。荷重の種類及び組合せについては，「Ⅳ－１－１

－８ 機能維持の基本方針」に従う。 

 

2.4.4  種類及び選定 

支持架構の選定要領を，第2.4.4-1図に示す。 

 

(1) 支持条件の設定 

配管の支持点と床，壁面等からの距離及び周囲の設備配置状況か

ら，第2.4.1-1図に示す支持架構の基本形状の中から適用タイプを

選定する。 

支持点荷重は，地震時や各運転状態で生じる荷重又は直管部標準

支持間隔における地震時の荷重を用いる。また，支持点荷重を低減

する必要のある場合は，実支持間隔による荷重を適用する。 

 

(2) 支持点荷重に基づいた応力評価による鋼材選定 

地震時の支持点荷重により鋼材を選定する。 

(3) 鋼材と諸設備間との配置調整 

決定した鋼材が，他の配管及び周囲の設備との干渉がないか確認

する。干渉がある場合は，支持架構の形状寸法又は基本形状の見直

しを行って，再度鋼材選定を行う。 

配管の支持架構の例を，第2.4.4-2図に示す。 

 

b.荷重条件 

支持架構の設計は，配管から伝わる荷重に対し，その荷重成

分の組合せを考慮して行う。荷重の種類及び組合せについて

は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」に従う。 

 

c.種類及び選定 

支持架構の選定要領を，図4-4「支持架構の設計フロー」に示

す。 

(a)支持条件の設定 

配管の支持点と床，壁面等からの距離並びに周囲の設備配置状

況から，図4-3「支持架構の基本形状例」に示す支持架構の基本

形状の中から適用タイプを選定する。 

支持点荷重は，地震時や各運転状態で生じる荷重又は直管部標

準支持間隔における地震時の荷重を用いる。また，支持点荷重

を低減する必要のある場合は，実支持間隔による荷重を適用す

る。 

(b)支持点荷重に基づいた応力評価による鋼材選定 

地震時の支持点荷重により鋼材を選定する。 

(c)鋼材と諸設備間との配置調整 

決定した鋼材が，他の配管及び周囲の設備との干渉がないか確

認する。干渉がある場合は，支持架構の形状寸法又は基本形状

の見直しを行って，再度鋼材選定を行う。 

配管の支持架構の例を，図4-5「支持架構の例」に示す。 
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    発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(114／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
  

 
第 2.4.4-1 図 支持架構の設計フロー 
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    発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(115／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
 

 
第 2.4.4-2 図 支持架構の例 
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    発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(116／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
 2.4.5  支持架構及び付属部品の選定 

支持架構については，支持点荷重を条件とした強度及び耐震評価を

行い，発生応力が許容応力を超えないように使用する鋼材(山形鋼，溝

形鋼，H形鋼，角形鋼，鋼管等)を決定する。 

付属部品については，支持点荷重が最大使用荷重を超えないように

使用する付属部品を選定する。 

 

 

 

 

 

設計荷重としての最大使用荷重を設定するに当たっては，様々な荷

重条件の組合せに適用できるように，設計上の配慮として各荷重成分

を同値として定めている。 

 

 

 

 

 

標準的に使用する鋼材及び付属部品の仕様を第2.4.5-1表～第2.4.

5-9表に示す。 

なお，付属部品については，最大使用荷重を超える場合であっても

個別の評価により健全性の確認を行うことが可能である。 

 

第 2.4.5-1 表 支持架構の標準鋼材仕様 

 
 

4.4.2 支持架構及び付属部品の選定 

支持架構については，支持点荷重を条件とした強度及び耐震評

価を行い，発生応力が許容応力を超えないように使用する鋼材

（山形鋼，溝形鋼，H形鋼，角形鋼，鋼管等）を決定する。 

付属部品については，支持点荷重が最大使用荷重を超えないよ

うに使用する付属部品を選定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

標準的に使用する鋼材及び付属部品の仕様を表4－8～表4－12

に示す。 

なお，付属部品については，最大使用荷重を超える場合であっ

ても個別の評価により健全性の確認を行うことが可能である。 

 

表4－8 支持架構の標準鋼材仕様 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 最大使用荷重の各

荷重成分に対する

設定の考え方を明

記したため，記載の

差異により新たな

論点が生じるもの

ではない。 
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    発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(117／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
  

第 2.4.5-2 表 標準ラグの選定表 

 

型式 

最大使用荷重＊ 

Ｆｘ，Ｆｙ，Ｆｚ 

(N) 

Ｍｘ，Ｍｙ，Ｍｚ 

(N･m) 

S-3 

S-4 

S-6 

S-8 

S-10 

S-12 

S-14 

S-16 

S-18 

S-20 

S-22 

S-24 

S-26 

S-28 

注記 ＊：ラグは配管との取合い部を溶接で固定し 6方向荷重を

拘束する支持構造物であり，Ｆｘ，Ｆｙ，Ｆｚ及びＭｘ，Ｍｙ，Ｍｚの

荷重が生じることから，最大使用荷重を設定するに当たっては，

様々な荷重条件の組合せに適用できるように， Ｆｘ，Ｆｙ，Ｆｚ及

びＭｘ，Ｍｙ，Ｍｚを同一の値とする｡ 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ラグの拘束方向に

ついて，最大使用荷

重の各荷重成分に

対する設定の考え

方を明記したため，

記載の差異により

新たな論点が生じ

るものではない。 

 荷重方向について

は第2.4.5-3表の図

(119/264)に示す。 
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    発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(118／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
  

第 2.4.5-3 表 標準ラグの主要寸法 

 

 

 
 

 

 

 

 

 再処理施設におい

て示している支持

構造物の型式の差

異であるため，記載

の差異により新た

な論点が生じるも

のではない。 
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    発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(119／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
 

 

 

 

 

 

 再処理施設におい

て示している支持

構造物の型式の差

異であるため，記載

の差異により新た

な論点が生じるも

のではない。 
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    発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(120／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
  

第 2.4.5-4 表 標準 U ボルトの選定表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注記 ＊：Ｐ：引張方向荷重 

Ｑ：せん断方向荷重 

 

 

第 2.4.5-5 表 標準 U ボルトの主要寸法 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 再処理施設におい

て示している支持

構造物の型式の差

異であるため，記載

の差異により新た

な論点が生じるも

のではない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 再処理施設におい

て示している支持

構造物の型式の差

異であるため，記載

の差異により新た

な論点が生じるも

のではない。 
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    発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(121／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
第2.4.5-6表 標準Uバンドの選定表 

 
注記 ＊：Ｐ：引張方向荷重 

Ｑ：せん断方向荷重 

Ｆ：配管軸方向荷重 

 

第2.4.5-7表 標準Uバンドの主要寸法 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 再処理施設で使用

するUバンドについ

て明記したもので

あり，記載の差異に

より新たな論点が

生じるものではな

い。 
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    発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(122／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
 再処理施設で使用

するUバンドについ

て明記したもので

あり，記載の差異に

より新たな論点が

生じるものではな

い。 
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    発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(123／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
 第2.4.5-8表 二重配管ガイドの選定表 

 
 

 

第2.4.5-9表 二重配管ガイドの主要寸法 

 
 

 

 
 

  再処理施設で使用

する二重配管ガイ

ドについて明記し

たものであり，記載

の差異により新た

な論点が生じるも

のではない。 

1273



    発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(124／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
 2.4.6  支持架構及び付属部品の使用材料 

JSME S NC1の適用を受ける箇所に使用する材料は，JSME S NC1 付

録材料図表Part1に従うものとする。ただし，ラグの材料は当該配管に

適用する材料とする。 

 

2.4.7  支持架構及び付属部品の強度及び耐震評価方法 

支持架構及び付属部品の強度及び耐震評価の方法を以下に示す。 

 

(1) 許容応力 

許容応力は，JSME S NC1及びJEAG4601に基づくものとする。 

荷重の組合せに対する許容応力を第2.4.7-1表に示す。 

 

 

第2.4.7-1表 荷重の組合せに対する許容応力＊7，＊8 

 
 

注記 ＊1：すみ肉溶接部にあっては，最大応力に対して1.5･ 

ｆｓとする。 

 

＊2：JSME S NC1 SSB-3121.1(4)a.により求めたｆｂとする。 

＊3：応力の最大圧縮値について評価する。 

＊4：自重，熱等により常時作用する荷重に，地震による荷重

を重ね合わせて得られる応力の圧縮最大値について評

価する。 

＊5：組合せ応力の許容応力は，JSME S NC1に基づく値とす

る。 

＊6：地震動のみによる応力振幅について評価する。 

＊7：材料の許容応力を決定する場合の基準値Fは，JSME S N

C1 付録材料図表 Part5 表8に定める値又は表9に定め

る値の0.7倍のいずれか小さい方の値とする｡ただし，

使用温度が40度を超えるオーステナイト系ステンレス

鋼及び高ニッケル合金にあっては，JSME S NC1 付録材

料図表 Part5 表8に定める値の1.35倍の値，表9に定め

る0.7倍の値又は室温における表8に定める値のいずれ

か小さい値とする｡ 

 

 

 

4.4.3 支持架構及び付属部品の使用材料 

設計・建設規格の適用を受ける箇所に使用する材料は，設計・

建設規格 付録材料図表Part1 に従うものとする。ただし，ラ

グの材料は当該配管に適用する材料とする。 

 

4.4.4 支持架構及び付属部品の強度及び耐震評価方法 

支持架構及び付属部品の強度及び耐震評価の方法を以下に示

す。 

(1) 許容応力 

許容応力は，設計・建設規格及び指針に基づくものとする。 

供用状態及び許容応力状態に対する許容応力を表4－13に示

す。 

 

表4－13 供用状態及び許容応力状態の許容応力＊7 ＊8 

 
 

注記 ＊1：すみ肉溶接部にあっては，最大応力に対して1.5・ｆ

ｓとする。 

 

＊2：設計・建設規格 SSB-3121.1(4)a.により求めたｆｂとす

る。 

＊3：応力の最大圧縮値について評価する。 

＊4：自重，熱等により常時作用する荷重に，地震による荷重を

重ね合わせて得られる応力の圧縮最大値について評価する。 

＊5：組合せ応力の許容応力は，設計・建設規格に基づく値とす

る。 

＊6：地震動のみによる応力振幅について評価する。 

＊7：材料の許容応力を決定する場合の基準値Ｆは，設計・建設

規格 付録材料図表 Part5 表8 に定める値又は表9 に定める

値の0.7 倍のいずれか小さい方の値とする。ただし，使用温度

が40 度を超えるオーステナイト系ステンレス鋼及び高ニッケ

ル合金にあっては，設計・建設規格 付録材料図表 Part5表8 に

定める値の1.35 倍の値，表9 に定める0.7 倍の値又は室温に

おける表8に定める値のいずれか小さい値とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

• 発電炉における運転

状態Ⅰ～Ⅴに相当す

る再処理施設の運転

状態としては，運転

時の状態，運転時の

異常な過渡変化時の

状態，設計基準事故

時の状態であるた

め，運転状態に対す

る荷重の組合せを記

載しており，記載の

差異により新たな論

点が生じるものでは

ない。 
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    発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(125／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
＊8：ｆｔ

*，ｆｓ
*，ｆｃ

*，ｆｂ
*，ｆｐ

*は，ｆｔ，ｆｓ，ｆｃ，ｆ

ｂ，ｆｐの値を算出する際にJSME S NC1 SSB-3121.1(1)

本文中｢付録材料図表 Part5 表8に定める値｣とあるの

を｢付録材料図表 Part5 表8に定める値の1.2倍の値｣

と読み替えて計算した値とする｡ 

 

記号の説明 

Ｄ ：死荷重(自重) 

Ｐｄ：当該設備に設計上定められた最高使用圧力による荷重 

Ｍｄ：当該設備に設計上定められた機械的荷重 

Ｓｓ：基準地震動Ｓｓによる地震力 

Ｓｄ：弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力又は静的地震力 

 

ｆｔ：許容引張応力 支持構造物(ボルト等を除く)に対してJSM

E S NC1 SSB-3121.1(1)により規定される

値 

ボルト等に対してはJSME S NC1 SSB-313

1(1)により規定される値 

 

ｆｓ：許容せん断応力 支持構造物(ボルト等を除く)に対してJSM

E S NC1 SSB-3121.1(2)により規定される

値 

ボルト等に対してはJSME S NC1 SSB-313

1(2)により規定される値 

 

ｆｃ：許容圧縮応力 支持構造物(ボルト等を除く)に対してJSM

E S NC1 SSB-3121.1(3)により規定される

値 

ｆｂ：許容曲げ応力 支持構造物(ボルト等を除く)に対してJSM

E S NC1 SSB-3121.1(4)により規定される

値 

ｆｐ：許容支圧応力 支持構造物(ボルト等を除く)に対してJSM

E S NC1 SSB-3121.1(5)により規定される

値 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊8：ｆｔ
*，ｆｓ

*，ｆｃ
*，ｆｂ

*，ｆｐ
*は，ｆｔ，ｆｓ，ｆｃ，ｆｂ，

ｆｐの値を算出する際に設計・建設規格 SSB-3121.1(1)本文中

「付録材料図表 Part5 表8 に定める値」とあるのを「付録材

料図表 Part5 表8 に定める値の1.2 倍の値」と読み替えて計

算した値とする。 

 

記号の説明 

 

 

 

 

 

 

ｆｔ ：許容引張応力 支持構造物（ボルト等を除く）に対して

設計・建設規格SSB-3121.1(1)により規定される値 

ボルト等に対しては設計・建設規格SSB-3131(1)により規定さ

れる値 

 

 

ｆｓ ：許容せん断応力 支持構造物（ボルト等を除く）に対し

て設計・建設規格SSB-3121.1(2)により規定される値 

ボルト等に対しては設計・建設規格SSB-3131(2)により規定さ

れる値 

 

 

ｆｃ ：許容圧縮応力 支持構造物（ボルト等を除く）に対して

設計・建設規格SSB-3121.1(3)により規定される値 

 

ｆｂ ：許容曲げ応力 支持構造物（ボルト等を除く）に対して

設計・建設規格SSB-3121.1(4)により規定される値 

 

ｆｐ ：許容支圧応力 支持構造物（ボルト等を除く）に対して

設計・建設規格SSB-3121.1(5)により規定される値 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 第2.4.7-1表の荷重

の組合せ欄を記載

したことに伴い記

号の説明を追加し

たものであるため，

記載の差異により

新たな論点が生じ

るものではない。 
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    発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(126／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
(2) 支持架構及び付属部品の強度計算式 

a. 記号の定義 

支持架構及び付属部品の強度計算に使用する記号は，下記のと

おりとする。 

(a) 支持架構 

 
 

(2) 支持架構及び付属部品の強度計算式 

a. 記号の定義 

支持架構及び付属部品の強度計算に使用する記号は，下記のと

おりとする。 

(a) 支持架構 

 
 

 

 

 

 

 

 再処理施設におい

て用いている支持

架構に対する強度

計算に使用する記

号を記載したもの

であるため，記載の

差異により新たな

論点が生じるもの

ではない。 
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    発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(127／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
 (b) ラグ 

 
 

(b) ラグ 

 

 再処理施設におい

て用いているラグ

に対する強度計算

に使用する記号を

記載したものであ

るため，記載の差異

により新たな論点

が生じるものでは

ない。 
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    発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(128／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
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    発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(129／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
 (c) Uボルト 

 
 

(d) Uバンド 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(c) Ｕボルト 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 再処理施設におい

て用いているUボル

トに対する強度計

算に使用する記号

を記載したもので

あるため，記載の差

異により新たな論

点が生じるもので

はない。 

 

 

 

 

 

 

 

 再処理施設におい

て用いているUバン

ドに対する強度計

算に使用する記号

を記載したもので

あるため，記載の差

異により新たな論

点が生じるもので

はない。 
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    発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(130／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
    (e) 二重配管ガイド 

 
 

 

 再処理施設におい

て用いている二重

配管ガイドに対す

る強度計算に使用

する記号を記載し

たものであるため，

記載の差異により

新たな論点が生じ

るものではない。 
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    発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(131／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
 b. 強度計算式 

支持架構及び付属部品の強度計算式を以下に示す。 

なお，以下に示す強度及び耐震計算式は代表的な形状に対する

ものであり，記載のない形状についても，同様の計算式で計算す

る。また，許容応力は，荷重の組合せ(Ｄ＋Ｐｄ＋Ｍｄ＋Ｓｄ)に

おける一次応力評価(組合せ)を例として記載したものであり，荷

重の組合せ及び応力種別に応じて適切な許容応力を用いる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a) 支持架構 

支持架構の引張(圧縮)・せん断・曲げ応力を生じる構造部分

の応力は，次の計算式で計算する。 

Ⅰ 構造の代表例 

支持架構の代表例として片持ち形状の支持架構について応

力の計算式を示す。 

 
Ⅱ 各鋼材の計算式 

支持架構の耐震評価は，配管から受ける設計荷重を用いて

構造計算により最大発生応力を算出する。発生応力は，次の

計算式により求める。 

 

 

 

b. 強度計算式 

支持架構及び付属部品の強度計算式を以下に示す。 

なお，以下に示す強度及び耐震計算式は代表的な形状に対する

ものであり，記載のない形状についても，同様の計算式で計算

できる。また，許容応力は，許容応力状態ⅢＡＳにおける一次

応力評価（組合せ）を例として記載したものであり，許容応力

状態及び応力種別に応じて適切な許容応力を用いる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a) 支持架構 

支持架構の引張（圧縮）・せん断・曲げ応力を生じる構造部分の

応力は，次の計算式で計算できる。 

 
 

 

 

 

 

 

• 発電炉における運転

状態Ⅰ～Ⅴに相当す

る再処理施設の運転

状態としては，運転

時の状態，運転時の

異常な過渡変化時の

状態，設計基準事故

時の状態であるた

め，運転状態に対す

る荷重の組合せを記

載しており，記載の

差異により新たな論

点が生じるものでは

ない。 

 

 

 

 

 

 計算式の説明につ

いて，記載の明確化

を行ったため，記載

の差異により新た

な論点が生じるも

のではない。 

 

 

 

 

 

 

 

1281



    発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(132／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
評価は，次に示す組合せ応力が許容応力以下であることを

確認する。 
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    発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(133／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
 (b) ラグ 

Ⅰ 評価部位 

(Ⅰ) パッドと配管の溶接部 

(Ⅱ) パッドと角形鋼管の溶接部 

(Ⅲ) 角形鋼管 

(Ⅳ) 角形鋼管と底板の溶接部 

Ⅱ 各評価部位の計算式 

(Ⅰ) パッドと配管の溶接部 

発生応力は，次の計算式により求める。 

円周部の長さについては，安全側に管の直径とする。 

 

 

評価は，次が成立することを確認する。 

 

 

(b) ラグ 

ラグ本体の圧縮・せん断・曲げ応力を算出し，算出結果が許容

応力以内であることを確認する。 

 
 

 再処理施設と発電

炉における支持構

造物の形状の違い

による差異である

ため，記載の差異に

より新たな論点が

生じるものではな

い。 
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    発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(134／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
 (Ⅱ) パッドと角形鋼管の溶接部 

発生応力は，次の計算式により求める。 

ⅰ すみ肉溶接 

パッド溶接部の応力は，溶接のど厚にて評価する。 

 

 

評価は，次が成立することを確認する。 

ⅱ 突合せ溶接 

角形鋼管の断面積及び断面係数を算出して評価を行

う。 

 

  再処理施設と発電

炉における支持構

造物の形状の違い

による差異である

ため，記載の差異に

より新たな論点が

生じるものではな

い。 
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    発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(135／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 

 

評価は，次が成立することを確認する。 

 

(Ⅲ) 角形鋼管 

発生応力は，次の計算式により求める。 

角形鋼管の断面積及び断面係数を算出して評価を行う。 

 再処理施設と発電

炉における支持構

造物の形状の違い

による差異である

ため，記載の差異に

より新たな論点が

生じるものではな

い。 
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    発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(136／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
 評価は，次が成立することを確認する。 

(Ⅳ)  角形鋼管と底板の溶接部 

ⅰ すみ肉溶接 

発生応力は，次の計算式により求める。 

角形鋼管と底板の溶接部の応力は，溶接のど厚にて評

価する。 

 

 

評価は，次が成立することを確認する。 

 

  再処理施設と発電

炉における支持構

造物の形状の違い

による差異である

ため，記載の差異に

より新たな論点が

生じるものではな

い。 
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    発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(137／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
 ⅱ 突合せ溶接 

角形鋼管の断面積及び断面係数を算出して評価を行

う。 

評価は，次が成立することを確認する。 

 

  再処理施設と発電

炉における支持構

造物の形状の違い

による差異である

ため，記載の差異に

より新たな論点が

生じるものではな

い。 
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    発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(138／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
 (c) Uボルト 

Uボルトには，引張方向荷重による引張応力及びせん断方向

荷重によるせん断応力が同時に発生するものとして評価を行

う。 

発生応力は，次の計算式により求める。 

 

 

評価は，次に示すとおり引張及びせん断応力が許容応力以下

であることを確認する。 

 

 

 

 

(c) Ｕボルト 

ＵボルトにはＰＨとＰＶ(ＰＶ’)が作用する。ＰＶの場合はボルト

部に引張力が生じ，ＰＶ’の場合はサドルに圧縮力が生じる。 

 
 

 

ＰＨによりサドルに曲げモーメントとせん断力が生じ，また，

Ａ点におけるモーメントの釣合い式よりボルト部に引張力が

生じる。これらの各荷重により発生する応力についてまとめる

と次式のようになる。 

 

 

 
 

 

 

 再処理施設と発電

炉における支持構

造物の形状の違い

による差異である

ため，記載の差異に

より新たな論点が

生じるものではな

い。 
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    発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(139／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
 (d) Uバンド 

Ⅰ ボルト 

ボルトには，引張方向荷重による引張応力及びせん断方

向荷重によるせん断応力が同時に発生するものとして評価

を行う。 

発生応力は次の計算式により求める。 

 

評価は，次に示すとおり引張，せん断及び組合せ応力が

許容応力以下であることを確認する。 

 

 

Ⅱ パイプバンド 

パイプバンドには，引張方向荷重による曲げ応力が発生

する。 

発生応力は次の計算式により求める。 

評価は，次に示すとおり曲げ応力が許容応力以下である

ことを確認する。 

Uバンドの軸方向荷重に対する許容荷重は，ボルトの締付

けトルクから決まる摩擦力に等しい。したがって，Uバンド

の軸方向の許容荷重は，次の計算式で表され，軸方向荷重

が軸方向の許容荷重以下となるようにする。 

 

  再処理施設におい

て用いているUバン

ドの評価式を記載

したものであり，記

載の差異により新

たな論点が生じる

ものではない。 
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    発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(140／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
      (e) 二重配管ガイド 

二重配管ガイドには，圧縮方向荷重による支圧応力及びせ

ん断方向荷重によるせん断応力が発生するものとして評価

を行う。 

発生応力は，次の計算式により求める。 

 

 
 

 

せん断応力 

支圧応力 

 

評価は，次に示すとおりせん断応力及び支圧応力が許容応

力以下であることを確認する。 

 

 

  再処理施設におい

て用いている二重

配管ガイドの評価

式を記載したもの

であり，記載の差異

により新たな論点

が生じるものでは

ない。 
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    発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(141／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
 2.5  埋込金物の設計 

2.5.1  概要 

埋込金物は，支持装置又は支持架構を建屋側に取り付けるためのも

ので，コンクリート打設前に埋め込まれるものとコンクリート打設後

に設置されるものがある。 

埋込金物の概略図及び埋込金物の代表形状を第2.5.1-1図及び第2.

5.1-2図に示す。 

 

 
第 2.5.1-1 図 埋込金物の概略図 

 

 
第 2.5.1-2 図 埋込金物の代表形状 

4.5 埋込金物の設計 

4.5.1 概要 

埋込金物は，支持装置あるいは支持架構を建屋側に取り付ける

ためのもので，コンクリート打設前に埋め込まれるものとコン

クリート打設後に設置されるものがある。 

埋込金物の概略図，埋込金物の代表形状を図4－2及び図4－3に

示す。 

 

 
図4－2 埋込金物の概略図 

 

 
図4－3 埋込金物の代表形状 

 

 

 

 

 

 

 

 

 再処理施設におい

て用いている埋込

金物の代表形状を

記載したものであ

るため，記載の差異

により新たな論点

が生じるものでは

ない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1291



    発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(142／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
  

2.5.2  埋込金物の設計 

(1) 設計方針 

埋込金物は，支持構造物から加わる荷重を基礎に伝え，支持構造

物と一体となって支持機能を満たすように設計する。埋込金物の選

定は，支持荷重及び配置を考慮して行う。 

 

(2) 荷重条件 

埋込金物の設計は，配管から伝わる荷重に対し，その荷重成分の

組合せを考慮して行う。荷重の種類及び組合せについては，「Ⅳ－１

－１－８ 機能維持の基本方針」に従う。 

 

(3) 種類及び選定 

埋込金物は，コンクリート打設前に設置し，そのまま埋め込まれ

るものと，コンクリート打設後に後打アンカにより取り付けられる

ものとに分類され，施工時期に応じて適用する。 

いずれの場合も支持装置又は支持架構を溶接により剛に建屋側

に取り付ける。 

コンクリート打設前に設置する埋込金物は，鋼板(以下「ベースプ

レート」という。)にスタッドジベルを溶接した埋込板及び基礎ボル

トで，用途及び荷重により数種類の形式に分類される。コンクリー

ト打設後に支持装置及び支持架構の取付けが必要な場合は，メカニ

カルアンカ又はケミカルアンカを使用する。ただし，ケミカルアン

カは，要求される支持機能が維持できる温度条件下で使用する。ま

た，メカニカルアンカは振動が大きい箇所には使用しない。後打ア

ンカの設計は，JEAG4601・補-1984又は「各種合成構造設計指針・同

解説」((社)日本建築学会，2010改定)に基づき設計を行い，アンカ

メーカが定める施工要領に従い設置する。 

 

 

 

4.2.2 支持装置，支持架構及び埋込金物の設計（Ⅴ-２-１-11） 

(3)埋込金物の設計 

a. 設計方針 

埋込金物は，支持構造物から加わる荷重を基礎に伝え，支持構

造物と一体となって支持機能を満たすように設計する。埋込金

物の選定は，支持荷重及び配置を考慮して行う。 

 

b. 荷重条件 

埋込金物の設計は，配管から伝わる荷重に対し，その荷重成分

の組合せを考慮して行う。荷重の種類及び組合せについては，

添付書類「Ⅴ-２-１-９ 機能維持の基本方針」に従う。 

 

c. 種類及び選定 

埋込金物は，コンクリート打設前に設置し，そのまま埋め込ま

れるものと，コンクリート打設後に後打アンカにより取り付け

られるものとに分類され，施工時期に応じて適用する。 

いずれの場合も支持装置又は支持架構を溶接により剛に建屋

側に取り付けることができる。 

コンクリート打設前に設置する埋込金物は，鋼板(以下「ベー

スプレート」という。)にスタッドジベルを溶接した埋込板，基

礎ボルトで，用途及び荷重により数種類の形式に分類される。

コンクリート打設後に支持装置及び支持架構の取付けが必要

な場合は，メカニカルアンカ又はケミカルアンカを使用する。

ただし，ケミカルアンカは，要求される支持機能が維持できる

温度条件下で使用する。また，メカニカルアンカは振動が大き

い箇所には使用しない。後打アンカの設計は，「各種合成構造

設計指針・同解説」(日本建築学会，2010年改定)に基づき設計

を行い，アンカメーカが定める施工要領に従い設置する。 

埋込金物の形状の代表例を，図4-6に示す。 

各種埋込金物の中から，地震時に生じる設計荷重に対して十分

な耐震性を有するものを選定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 申請書間の整合を

図るため，「Ⅳ－１

－１－８ 機能維

持の基本方針」に合

わせた記載として

おり，記載の差異に

より新たな論点が

生じるものではな

い。 

 再処理施設におけ

る埋込金物の形状

は2.5.1-1図で示し

ているため，記載の

差異により新たな

論点が生じるもの

ではない。 
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    発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(143／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
  

2.5.3  基礎の設計 

(1) 設計方針 

配管の基礎は，支持構造物から加わる自重及び地震荷重に対し，

有効な支持機能を有するよう設計する。基礎の選定は，配管の支持

方法，支持荷重及び配置を考慮して行う。 

 

 

(2) 荷重条件 

基礎の設計は，配管から伝わる荷重に対し，その荷重成分の組合

せを考慮して行う。荷重の種類及び組合せについては，「Ⅳ－１－１

－８ 機能維持の基本方針」に従う。 

 

4.2.2 支持装置，支持架構及び埋込金物の設計（Ⅴ-２-１-11） 

(4)基礎の設計 

a. 設計方針 

配管の基礎は，支持構造物から加わる自重，地震荷重に対し，

有効な支持機能を有するよう設計する。基礎の選定は，配管の

支持方法，支持荷重及び配置を考慮して行う。 

 

 

b. 荷重条件 

基礎の設計は，配管から伝わる荷重に対し，その荷重成分の組

合せを考慮して行う。荷重の種類及び組合せについては，添付

書類「Ⅴ-２-１-９ 機能維持の基本方針」に従う。 
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    発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(144／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
 2.5.4  埋込金物の選定 

埋込金物は，発生する荷重に基づき，タイプごとに定められた最大

使用荷重を超えない範囲でタイプを選定する。 

なお，最大使用荷重を超える場合であっても発生する荷重の作用状

態による個別の強度評価により健全性の確認を行うことが可能であ

る。 

標準的な埋込金物の最大使用荷重及び主要寸法を第2.5.4-1表及び

第2.5.4-2表に示す。 

また，ケミカルアンカ及びメカニカルアンカを用いる場合には，使

用箇所に発生する荷重を許容できるものをカタログから選定する。 

 

 

第2.5.4-1表 標準埋込金物の選定表 

 
第2.5.4-2表 標準埋込金物の主要寸法 

 
 

 

2.5.5 埋込金物の強度及び耐震評価方法 

埋込金物の強度及び耐震評価の方法を以下に示す。 

 

(1) 許容応力及び許容荷重 

許容応力及び許容荷重は，JEAG4601に基づくものとする。 

埋込金物における荷重の組合せに対する許容応力及び許容荷重

を第2.5.5-1表に示す。 

 

第2.5.5-1表 埋込金物における荷重の組合せに対する許容応力及び許

容荷重 

 
 

4.5.2 埋込金物の選定 

埋込金物は，発生する荷重に基づき，タイプごとに定められた

最大使用荷重を超えない範囲でタイプを選定する。 

なお，最大使用荷重を超える場合であっても発生する荷重の作

用状態による個別の強度評価により健全性の確認を行うこと

が可能である。 

標準的な埋込金物の最大使用荷重及び主要寸法を表4－14，表4

－15に示す。 

また，ケミカルアンカ及びメタルアンカを用いる場合には，使

用箇所に発生する荷重を許容できるものをカタログから選定

する。 

 

 

 
 

 

4.5.3 埋込金物の強度及び耐震評価方法 

埋込金物の強度及び耐震評価の方法を以下に示す。 

 

(1) 許容応力及び許容荷重 

許容応力及び許容荷重は，指針に基づくものとする。 

埋込金物における供用状態及び許容応力状態に対する許容応

力及び許容荷重を表4-16に示す。 

 

表4-16 埋込金物における供用状態及び許容応力状態の許容

応力及び許容荷重 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 再処理施設にお

ける埋込金物の

違いはJEAG4601

(1987 6.6.4(3)

項)に示されてい

る「埋込金物の評

価方法(その1)」

「埋込金物の評

価方法(その2)」

のうち，「その2」

を採用したこと

による差異であ

るため，新たな論

点が生じるもの

ではない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 発電炉における運転

状態Ⅰ～Ⅴに相当す

る再処理施設の運転

状態としては，運転

時の状態，運転時の

異常な過渡変化時の

状態，設計基準事故

時の状態であるた

め，運転状態に対す

る荷重の組合せを記

載しており，記載の

差異により新たな論

点が生じるものでは

ない。 

 再処理施設におけ

る埋込金物の設計
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    発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(145／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注記 ＊1：1.5ｆｂ
*，1.5ｆｔ

*及び1.5ｆｓ
*はJSME S NC1，SSB-3121.3

による。 

＊2：コンクリートの評価においては，せん断荷重はスタッドジ

ベルの評価荷重と同一であることから，許容値の関係よ

りスタッドジベルの評価で代表できる。圧縮評価におい

ても形状及び荷重伝達の観点から引張評価で代表できる

ことから引張荷重の評価を実施する。 

 

 

 

 

 

 

＊3：埋込板の評価では，コンクリート支圧による許容荷重が引

張荷重による許容荷重より大きいことから，引張荷重を

許容荷重として設定する。 

＊4：許容値は，常温における物性値を用いて算出する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注1：コンクリートの圧縮応力が支配的の場合は圧縮応力につ

いて評価する。 

2：コンクリートの許容荷重は単位系の換算係数を用いて評価

する。 

3：許容値を算出する設計温度は常温を使用するものとする。 

4：埋込金物の最大使用荷重は，プレート，スタッド及びコンク

リートの評価のうち最も厳しい部位で決定する。 

5：ｆｔ は，ｆｔの値を算出する際に設計・建設規格 SSB-

3121.1(1)本文中「付録材料図表 Part5 表8 に定める値」とあ

るのを「付録材料図表 Part5 表8 に定める値の1.2 倍の値」

と読み替えて計算した値とする。 

 

と し て は 先 行 炉

(PWR) と 同 様 で あ

り，発電炉との違い

に つ い て は ，

JEAG4601(1987 

6.6.4(3)項)に示さ

れている「埋込金物

の評価方法(その

1)」「埋込金物の評

価方法(その2)」の

うち，「その2」を採

用したことによる

差異であるため，新

たな論点が生じる

ものではない。 

 

 

 再処理施設として

の設計に基づく整

理。 

 なお，コンクリート

の評価に対し，引張

荷重のみ実施する

ことは先行炉(PWR)

も同様である。 

 

 

 

 

 再処理施設におけ

るコンクリートの

設 計 は ， 先 行 炉

(PWR)と同様の対応

としており，記載の

差異により新たな

論点が生じるもの

ではない。 
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    発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(146／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
 記号の説明 

Ｄ ：死荷重(自重) 

Ｐｄ：当該設備に設計上定められた最高使用圧力による荷重 

Ｍｄ：当該設備に設計上定められた機械的荷重 

Ｓｓ：基準地震動Ｓｓによる地震力 

Ｓｄ：弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力又は静的地震力 

 

 

 

ｆｔ：許容引張応力 支持構造物(ボルト等を除く)に対して

JSME S NC1 SSB-3121.1(1)により規定

される値 

ｆｓ：許容せん断応力 支持構造物(ボルト等を除く)に対して

JSME S NC1 SSB-3121.1(2)により規定

される値 

ｆｂ：許容曲げ応力 支持構造物(ボルト等を除く)に対して

JSME S NC1 SSB-3121.1(3)により規定

される値 

Ｆｃ，Ａｃ，ｓｃＡ，Ｅｃ  (2)項の記号の定義による 

 

(2) 強度計算式 

a. 記号の定義 

埋込金物の強度計算に使用する記号は，下記のとおりとする。 

 
 

記号の説明 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｆｔ ：許容引張応力 支持構造物（ボルト等を除く）に対して

設計・建設規格SSB-3121.1(1)により規定される値 

 

Ｓｙ ：設計降伏点 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8 

に規定される値 

 

Ｆｃ，Ａｃ，α，Ａ0，Ｅｃ，Ａｂ ：(2)項の記号の定義による 

 

 

 

 

(2) 強度計算式 

a. 記号の定義 

埋込金物の強度計算に使用する記号は，下記のとおりとする。 

 
 

 

 第2.5.5-1表の荷重

の組合せ欄を記載

に伴い記号の説明

を追加したもので

あるため，記載の差

異により新たな論

点が生じるもので

はない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 再処理施設におい

て用いている埋込

金物に対する強度

計算に使用する記

号を記載したもの

であるため，記載の

差異により新たな

論点が生じるもの

ではない。 
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    発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(147／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
 

 
 

b. 強度計算式 

埋込板には，支持架構より次の荷重が作用する。 

(a) 軸方向荷重 

(b) 曲げモーメント 

(c) せん断荷重 

(d) 回転モーメント 

以上の荷重により， 

Ⅰ ベースプレートには，(a)項と(b)項の荷重の組合せによ

り，曲げ応力が発生する。 

Ⅱ スタッドジベルには，(a)項と(b)項の荷重の組合せによ

り，引張応力が発生する。また，(c)項と(d)項の荷重の組合

せにより，せん断応力が発生する。 

Ⅲ コンクリートには，(a)項と(b)項の荷重の組合せにより，

引張応力が発生する。 

発生応力及び発生荷重は，「鉄骨柱脚部の力学性状に関す

る実験的研究(軸圧縮力と曲げモーメントを受ける場合)」

((社)日本建築学会，1982年)に基づき，次の計算式により求

める。 

なお，以下に示す強度及び耐震計算式は代表的な形状に対

するものであり，記載のない形状についても，同様の計算式

で計算する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

b. 強度計算式 

埋込金物の強度計算式を以下に示す。 

なお，以下に示す許容応力及び許容荷重は，許容応力状態ⅢＡ

Ｓにおける評価を例として記載したものであり，各評価部位の

供用状態に応じて適切な許容応力及び許容荷重を用いる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 再処理施設におい

て用いている埋込

金物に対する強度

計算に使用する記

号を記載したもの

であるため，記載の

差異により新たな

論点が生じるもの

ではない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 再処理施設におけ

る埋込金物の設計

と し て は 先 行 炉

(PWR) と 同 様 で あ

り，発電炉との違い

に つ い て は ，

JEAG4601(1987 

6.6.4(3)項)に示さ

れている「埋込金物

の評価方法(その

1)」「埋込金物の評

価方法(その 2)」の

うち，「その 2」を採

用したことによる

差異であるため，新

たな論点が生じる

ものではない。 
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    発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(148／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
 

(Ⅰ) ベースプレートの計算式 

ⅰ ベースプレートの圧縮側の曲げ応力 

 

ここで 

 

 

(a) プレートの計算式 

 

 

 

 再処理施設におけ

る埋込金物の設計

としては先行炉

(PWR)と同様であ

り，発電炉との違

いについては，

JEAG4601(1987 

6.6.4(3)項)に示さ

れている「埋込金

物の評価方法(その

1)」「埋込金物の評

価方法(その 2)」の

うち，「その 2」を

採用したことによ

る差異であるた

め，新たな論点が

生じるものではな

い。 
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    発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(149／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
 ⅱ ベースプレートの引張側の曲げ応力 

 

 

(Ⅱ) スタッドジベルの計算式 

ⅰ スタッドジベルの引張応力 

 

 

ここで 

 

 

ⅱ スタッドジベルのせん断応力 

 

 

(Ⅲ) コンクリートの計算式 

ⅰ コンクリートのコーン状破壊における引張荷重 

 

 

なお，(Ⅰ)～(Ⅲ)項の計算で使用する，Ｘｎ及びｅを次

に示す。 

 

 

 

 

ここで

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) スタッドの計算式(引張応力) 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(c) コンクリートの計算式(せん断荷重) 

 
 

(d) コンクリートの計算式（引張荷重を受ける場合のシアコ

ーン） 

 
 

(e) コンクリートの計算式（引張荷重を受ける場合の支圧） 

 
 

 再処理施設におけ

る埋込金物の設計

と し て は 先 行 炉

(PWR) と 同 様 で あ

り，発電炉との違い

に つ い て は ，

JEAG4601(1987 

6.6.4(3)項)に示さ

れている「埋込金物

の評価方法(その

1)」「埋込金物の評

価方法(その 2)」の

うち，「その 2」を採

用したことによる

差異であるため，新

たな論点が生じる

ものではない。 
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    発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(150／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
 

 

c. 応力評価 

評価は，b項で求めた発生応力及び発生荷重が許容値以下であ

ることを確認する。 

(a) ベースプレートの評価 

 

 

(b) スタッドジベルの評価 

 

 

(c) コンクリートの評価 

 

 

 

 再処理施設におけ

る埋込金物の設計

と し て は 先 行 炉

(PWR) と 同 様 で あ

り，発電炉との違い

に つ い て は ，

JEAG4601(1987 

6.6.4(3)項)に示さ

れている「埋込金物

の評価方法(その

1)」「埋込金物の評

価方法(その 2)」の

うち，「その 2」を採

用したことによる

差異であるため，新

たな論点が生じる

ものではない。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(151／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
 3. 耐震評価結果 

 耐震評価結果は，標準支持間隔法により得られる支持点荷重を用いて

設計する支持構造物に適用する。 

 

 

 

 

3.1 支持構造物の耐震評価結果 

 

 各支持構造物について，定められた評価荷重に対して十分な耐震強度

を有することを確認した結果を示す。 

 なお，支持構造物は口径及び材質に応じた支持点荷重に対していずれ

も同等の耐震裕度となるよう設計しており，本項では代表的な型式に対

する耐震評価結果を示す。 

 

支持構造物における評価結果の纏め表を第3.1-1表に示す。 

 

第3.1-1表 支持構造物の評価結果纏め表＊ 

 
注記  ＊:各評価において定格荷重又は最大使用荷重を超えた場合でも

実際に使用される当該温度による個別の評価により，健全性の

確認を行うことが可能である。 

 

記号の説明 

Ｄ ：死荷重(自重) 

Ｐｄ：当該設備に設計上定められた最高使用圧力による荷重 

Ｍｄ：当該設備に設計上定められた機械的荷重 

Ｓｓ：基準地震動Ｓｓによる地震力 

Ｓｄ：弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力又は静的地震力 

 

5. 耐震評価結果 

 

 

 

 

 

 

5.1 支持構造物の耐震評価結果 

5.1.1 概要 

各支持構造物について，定められた評価荷重に対して十分な耐

震強度を有することを確認した結果を以下に示す。 

 

 

 

5.1.2 支持構造物の耐震評価結果 

支持構造物における評価結果の纏め表を表5－1に示す。 

 

表5－1 支持構造物の評価結果纏め表 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

注：各評価において最大使用荷重を超えた場合でも実際に使用

される当該温度による個別の評価により，健全性の確認を行う

ことが可能である。 

 

 

 

• 耐震評価結果の適

用範囲を明記した

ものであり，記載の

差異により新たな

論点が生じるもの

ではない。 

 

 

 

 

• 本項に記載のない

支持構造物につい

ての記載内容を充

実化したものであ

り，記載の差異によ

り新たな論点が生

じるものではない。 

 

 

• 先行炉における運転

状態Ⅰ～Ⅴに相当す

る再処理施設の運転

状態としては，運転

時の状態，運転時の

異常な過渡変化時の

状態，設計基準事故

時の状態であるた

め，運転状態に対す

る荷重の組合せを記

載しており，記載の

差異により新たな論

点が生じるものでは

ない。 

 

 

 

 

 

 

 

 第3.1-1表の荷重の

組合せ欄の記載に

伴い記号の説明を

追加したものであ

るため，記載の差異

により新たな論点

が生じるものでは

ない。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(152／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
  

第 3.1-2 表(1/4) ロッドレストレイント 強度評価結果 

 

 
 

 

 
 

 

 2 項で示している支

持構造物の耐震評

価結果を型式ごと

に記載しており，記

載の差異により新

たな論点が生じる

ものではない。 

 

1302



発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(153／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
  

第 3.1-2 表(2/4) ロッドレストレイント 強度評価結果 

 

 
 

 

 
 

 

 

 

 2 項で示している支

持構造物の耐震評

価結果を型式ごと

に記載しており，記

載の差異により新

たな論点が生じる

ものではない。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(154／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
  

第 3.1-2 表(3/4) ロッドレストレイント 強度評価結果 

 

 
                                           

 

 

 

 2 項で示している支

持構造物の耐震評

価結果を型式ごと

に記載しており，記

載の差異により新

たな論点が生じる

ものではない。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(155／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
  

第 3.1-2 表(4/4) ロッドレストレイント 強度評価結果 

 

 
 

 

 
 

 

 2 項で示している支

持構造物の耐震評

価結果を型式ごと

に記載しており，記

載の差異により新

たな論点が生じる

ものではない。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(156／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
  

第 3.1-3 表(1/11) オイルスナバ 強度評価結果 

 

 
 

 

 
 

 

 

 

 2 項で示している支

持構造物の耐震評

価結果を型式ごと

に記載しており，記

載の差異により新

たな論点が生じる

ものではない。 

 

1306



発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(157／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
  

第 3.1-3 表(2/11) オイルスナバ 強度評価結果 

 

 
 

 

 

 

 2 項で示している支

持構造物の耐震評

価結果を型式ごと

に記載しており，記

載の差異により新

たな論点が生じる

ものではない。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(158／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
  

第 3.1-3 表(3/11) オイルスナバ 強度評価結果 

 

 
 

 

 

 
 

 

 2 項で示している支

持構造物の耐震評

価結果を型式ごと

に記載しており，記

載の差異により新

たな論点が生じる

ものではない。 

 

1308



発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(159／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
  

第 3.1-3 表(4/11) オイルスナバ 強度評価結果 

 

 
 

 

 

 

 2 項で示している支

持構造物の耐震評

価結果を型式ごと

に記載しており，記

載の差異により新

たな論点が生じる

ものではない。 

 

1309



発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(160／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
  

第 3.1-3 表(5/11) オイルスナバ 強度評価結果 

 

 
 

 

 
 

 

 2 項で示している支

持構造物の耐震評

価結果を型式ごと

に記載しており，記

載の差異により新

たな論点が生じる

ものではない。 

 

1310



発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(161／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
  

第 3.1-3 表(6/11) オイルスナバ 強度評価結果 

 

 
 

 

 
 

 

 2 項で示している支

持構造物の耐震評

価結果を型式ごと

に記載しており，記

載の差異により新

たな論点が生じる

ものではない。 

 

1311



発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(162／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
  

第 3.1-3 表(7/11) オイルスナバ 強度評価結果 

 

 
 

 

 

 

 
 

 

 2 項で示している支

持構造物の耐震評

価結果を型式ごと

に記載しており，記

載の差異により新

たな論点が生じる

ものではない。 

 

1312



発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(163／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
  

第 3.1-3 表(8/11) オイルスナバ 強度評価結果 

 

 
 

 

 
 

 

 2 項で示している支

持構造物の耐震評

価結果を型式ごと

に記載しており，記

載の差異により新

たな論点が生じる

ものではない。 

 

1313



発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(164／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
  

第 3.1-3 表(9/11) オイルスナバ 強度評価結果 

 

 
 

  

 2 項で示している支

持構造物の耐震評

価結果を型式ごと

に記載しており，記

載の差異により新

たな論点が生じる

ものではない。 

 

1314



発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(165／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
  

第 3.1-3 表(10/11) オイルスナバ 強度評価結果 

 

 
 

  

 2 項で示している支

持構造物の耐震評

価結果を型式ごと

に記載しており，記

載の差異により新

たな論点が生じる

ものではない。 

 

1315



発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(166／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
  

第 3.1-3 表(11/11) オイルスナバ 強度評価結果 

 

 
 

  

 2 項で示している支

持構造物の耐震評

価結果を型式ごと

に記載しており，記

載の差異により新

たな論点が生じる

ものではない。 

 

1316



発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(167／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
  

第 3.1-4 表(1/14) メカニカルスナバ 強度評価結果 

 

 
 

 

 

 

 2 項で示している支

持構造物の耐震評

価結果を型式ごと

に記載しており，記

載の差異により新

たな論点が生じる

ものではない。 

 

1317



発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(168／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
  

第 3.1-4 表(2/14) メカニカルスナバ 強度評価結果 

 

 
 

 

 
 

 

 

 

 2 項で示している支

持構造物の耐震評

価結果を型式ごと

に記載しており，記

載の差異により新

たな論点が生じる

ものではない。 

 

1318



発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(169／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
  

第 3.1-4 表(3/14) メカニカルスナバ 強度評価結果 

 

 
 

 

 

 

 2 項で示している支

持構造物の耐震評

価結果を型式ごと

に記載しており，記

載の差異により新

たな論点が生じる

ものではない。 

 

1319



発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(170／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
  

第 3.1-4 表(4/14) メカニカルスナバ 強度評価結果 

 

 
 

 

 
 

 

 2 項で示している支

持構造物の耐震評

価結果を型式ごと

に記載しており，記

載の差異により新

たな論点が生じる

ものではない。 

 

1320



発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(171／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
  

第 3.1-4 表(5/14) メカニカルスナバ 強度評価結果 

 

 
 

 

 

 

 2 項で示している支

持構造物の耐震評

価結果を型式ごと

に記載しており，記

載の差異により新

たな論点が生じる

ものではない。 

 

1321



発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(172／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
  

第 3.1-4 表(6/14) メカニカルスナバ 強度評価結果 

 

 
 

 

 
 

 

 2 項で示している支

持構造物の耐震評

価結果を型式ごと

に記載しており，記

載の差異により新

たな論点が生じる

ものではない。 

 

1322



発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(173／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
  

第 3.1-4 表(7/14) メカニカルスナバ 強度評価結果 

 

 
 

 

 

 
 

 

 

 

 2 項で示している支

持構造物の耐震評

価結果を型式ごと

に記載しており，記

載の差異により新

たな論点が生じる

ものではない。 

 

1323



発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(174／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
  

第 3.1-4 表(8/14) メカニカルスナバ 強度評価結果 

 

 
 

 

 
 

 

 2 項で示している支

持構造物の耐震評

価結果を型式ごと

に記載しており，記

載の差異により新

たな論点が生じる

ものではない。 

 

1324



発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(175／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
  

第 3.1-4 表(9/14) メカニカルスナバ 強度評価結果 

 

 
 

 

 
 

 

 2 項で示している支

持構造物の耐震評

価結果を型式ごと

に記載しており，記

載の差異により新

たな論点が生じる

ものではない。 

 

1325



発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(176／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
  

第 3.1-4 表(10/14) メカニカルスナバ 強度評価結果 

 

 
 

 

 
 

 

 2 項で示している支

持構造物の耐震評

価結果を型式ごと

に記載しており，記

載の差異により新

たな論点が生じる

ものではない。 

 

1326



発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(177／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
  

第 3.1-4 表(11/14) メカニカルスナバ 強度評価結果 

 

 
 

 

 
 

 

 2 項で示している支

持構造物の耐震評

価結果を型式ごと

に記載しており，記

載の差異により新

たな論点が生じる

ものではない。 

 

1327



発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(178／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
  

第 3.1-4 表(12/14) メカニカルスナバ 強度評価結果 

 

 
 

 

 
 

 

 2 項で示している支

持構造物の耐震評

価結果を型式ごと

に記載しており，記

載の差異により新

たな論点が生じる

ものではない。 

 

1328



発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(179／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
  

第 3.1-4 表(13/14) メカニカルスナバ 強度評価結果 

 

 
 

 

  

 2 項で示している支

持構造物の耐震評

価結果を型式ごと

に記載しており，記

載の差異により新

たな論点が生じる

ものではない。 

 

1329



発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(180／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
  

第 3.1-4 表(14/14) メカニカルスナバ 強度評価結果 

 

 

  

 2 項で示している支

持構造物の耐震評

価結果を型式ごと

に記載しており，記

載の差異により新

たな論点が生じる

ものではない。 

 

1330



発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(181／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
  

第 3.1-5 表(1/15) スプリングハンガ 強度評価結果 

 

 
 

 

 
 

 

 2 項で示している支

持構造物の耐震評

価結果を型式ごと

に記載しており，記

載の差異により新

たな論点が生じる

ものではない。 

 

1331



発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(182／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
  

第 3.1-5 表(2/15) スプリングハンガ 強度評価結果 

 
 

 

 

 
 

 

 

 2 項で示している支

持構造物の耐震評

価結果を型式ごと

に記載しており，記

載の差異により新

たな論点が生じる

ものではない。 

 

1332



発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(183／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
  

第 3.1-5 表(3/15) スプリングハンガ 強度評価結果 

 
 

 

 

 

 

 

 

 2 項で示している支

持構造物の耐震評

価結果を型式ごと

に記載しており，記

載の差異により新

たな論点が生じる

ものではない。 

 

1333



発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(184／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
  

第 3.1-5 表(4/15) スプリングハンガ 強度評価結果 

 

 
 

 

 
 

 

 

 2 項で示している支

持構造物の耐震評

価結果を型式ごと

に記載しており，記

載の差異により新

たな論点が生じる

ものではない。 

 

1334



発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(185／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
  

第 3.1-5 表(5/15) スプリングハンガ 強度評価結果 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 2 項で示している支

持構造物の耐震評

価結果を型式ごと

に記載しており，記

載の差異により新

たな論点が生じる

ものではない。 

 

1335



発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(186／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
  

第 3.1-5 表(6/15) スプリングハンガ 強度評価結果 

 

 
 

 

 
 

 

 

 2 項で示している支

持構造物の耐震評

価結果を型式ごと

に記載しており，記

載の差異により新

たな論点が生じる

ものではない。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(187／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
  

第 3.1-5 表(7/15) スプリングハンガ 強度評価結果 

 

 
 

 

 

 

 2 項で示している支

持構造物の耐震評

価結果を型式ごと

に記載しており，記

載の差異により新

たな論点が生じる

ものではない。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(188／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
  

第 3.1-5 表(8/15) スプリングハンガ 強度評価結果 

 

 
 

 

 

 
 

 

 

 2 項で示している支

持構造物の耐震評

価結果を型式ごと

に記載しており，記

載の差異により新

たな論点が生じる

ものではない。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(189／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
  

第 3.1-5 表(9/15) スプリングハンガ 強度評価結果 

 

 
 

 

 

 

 

 

 2 項で示している支

持構造物の耐震評

価結果を型式ごと

に記載しており，記

載の差異により新

たな論点が生じる

ものではない。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(190／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
  

第 3.1-5 表(10/15) スプリングハンガ 強度評価結果 

 

 
 

 

 
 

 

 

 2 項で示している支

持構造物の耐震評

価結果を型式ごと

に記載しており，記

載の差異により新

たな論点が生じる

ものではない。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(191／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
  

第 3.1-5 表(11/15) スプリングハンガ 強度評価結果 

 

 
 

 

 
 

 

 

 

 2 項で示している支

持構造物の耐震評

価結果を型式ごと

に記載しており，記

載の差異により新

たな論点が生じる

ものではない。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(192／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
  

第 3.1-5 表(12/15) スプリングハンガ 強度評価結果 

 

 
 

 

 

 
 

 

 2 項で示している支

持構造物の耐震評

価結果を型式ごと

に記載しており，記

載の差異により新

たな論点が生じる

ものではない。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(193／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
  

第 3.1-5 表(13/15) スプリングハンガ 強度評価結果 

 

 
 

 

 
 

 

 

 2 項で示している支

持構造物の耐震評

価結果を型式ごと

に記載しており，記

載の差異により新

たな論点が生じる

ものではない。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(194／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
  

第 3.1-5 表(14/15) スプリングハンガ 強度評価結果 

 

 
 

 

 

 

 2 項で示している支

持構造物の耐震評

価結果を型式ごと

に記載しており，記

載の差異により新

たな論点が生じる

ものではない。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(195／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
  

第 3.1-5 表(15/15) スプリングハンガ 強度評価結果 

 

 
 

 

 
 

 

 

 2 項で示している支

持構造物の耐震評

価結果を型式ごと

に記載しており，記

載の差異により新

たな論点が生じる

ものではない。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(196／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
  

 
 

 

 
 

 

 

 

 

 再処理施設におい

て用いていない支

持構造物であるた

め，記載の差異によ

り新たな論点が生

じるものではない。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(197／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
  

 

 

 再処理施設におい

て用いていない支

持構造物であるた

め，記載の差異によ

り新たな論点が生

じるものではない。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(198／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
   

 
 

 

 

 再処理施設におい

て用いていない支

持構造物であるた

め，記載の差異によ

り新たな論点が生

じるものではない。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(199／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
   

 
 

 

 再処理施設におい

て用いていない支

持構造物であるた

め，記載の差異によ

り新たな論点が生

じるものではない。 

 

 

 

 

1349



発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(200／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
   

 
 

 

 再処理施設におい

て用いていない支

持構造物であるた

め，記載の差異によ

り新たな論点が生

じるものではない。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(201／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
   

 
 

 

 再処理施設におい

て用いていない支

持構造物であるた

め，記載の差異によ

り新たな論点が生

じるものではない。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(202／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
   

 
 

 

 

 再処理施設におい

て用いていない支

持構造物であるた

め，記載の差異によ

り新たな論点が生

じるものではない。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(203／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
   

 

 

 再処理施設におい

て用いていない支

持構造物であるた

め，記載の差異によ

り新たな論点が生

じるものではない。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(204／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
   

 
 

 

 

 再処理施設におい

て用いていない支

持構造物であるた

め，記載の差異によ

り新たな論点が生

じるものではない。 

 

 

 

 

1354



発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(205／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
   

 
 

 

 再処理施設におい

て用いていない支

持構造物であるた

め，記載の差異によ

り新たな論点が生

じるものではない。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(206／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
   

 
 

 

 再処理施設におい

て用いていない支

持構造物であるた

め，記載の差異によ

り新たな論点が生

じるものではない。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(207／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
   

 
 

 

 再処理施設におい

て用いていない支

持構造物であるた

め，記載の差異によ

り新たな論点が生

じるものではない。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(208／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
   

 
 

 

 

 再処理施設におい

て用いていない支

持構造物であるた

め，記載の差異によ

り新たな論点が生

じるものではない。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(209／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
   

 
 

 

 再処理施設におい

て用いていない支

持構造物であるた

め，記載の差異によ

り新たな論点が生

じるものではない。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(210／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
   

 
 

 

 再処理施設におい

て用いていない支

持構造物であるた

め，記載の差異によ

り新たな論点が生

じるものではない。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(211／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
   

 

 

 再処理施設におい

て用いていない支

持構造物であるた

め，記載の差異によ

り新たな論点が生

じるものではない。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(212／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
   

 
 

 

 

 再処理施設におい

て用いていない支

持構造物であるた

め，記載の差異によ

り新たな論点が生

じるものではない。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(213／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
   

 
 

 

 

 再処理施設におい

て用いていない支

持構造物であるた

め，記載の差異によ

り新たな論点が生

じるものではない。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(214／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
   

 
 

 
 

 

 再処理施設におい

て用いていない支

持構造物であるた

め，記載の差異によ

り新たな論点が生

じるものではない。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(215／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
  

第 3.1-6 表 標準ラグの耐震計算結果 

 

 
 

 

 
 

 

 

 2 項で示している支

持構造物の耐震評

価結果を型式ごと

に記載しており，記

載の差異により新

たな論点が生じる

ものではない。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(216／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
  

第 3.1-7 表 標準 Uボルトの耐震計算結果 

 

 
 

 

 

 

 2 項で示している支

持構造物の耐震評

価結果を型式ごと

に記載しており，記

載の差異により新

たな論点が生じる

ものではない。 

 

1366



発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(217／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
 第 3.1-8 表 標準 Uバンドの耐震計算結果(ボルト材料 未満

以上 パイプバンド材料

 
 

  

 2 項で示している支

持構造物の耐震評

価結果を型式ごと

に記載しており，記

載の差異により新

たな論点が生じる

ものではない。 

 

 

1367



発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(218／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
 第3.1-9表 二重配管ガイドの耐震計算結果 

 
 

 

 

 

 

  2 項で示している二

重配管ガイドの耐

震評価結果を型式

ごとに記載してお

り，記載の差異によ

り新たな論点が生

じるものではない。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(219／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
  

第 3.1-10 表(1/18) 支持架構の耐震計算結果 

 
 

 
 

 

 

 
 

 

 2 項で示している支

持構造物の耐震評

価結果を型式ごと

に記載しており，記

載の差異により新

たな論点が生じる

ものではない。 

 

1369



発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(220／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
  

第 3.1-10 表(2/18) 支持架構の耐震計算結果 

 
 

 
 

 

 

 
 

 

 2 項で示している支

持構造物の耐震評

価結果を型式ごと

に記載しており，記

載の差異により新

たな論点が生じる

ものではない。 

 

1370



発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(221／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
  

第 3.1-10 表(3/18) 支持架構の耐震計算結果 

 
 

 
 

 

 
 

 

 2 項で示している支

持構造物の耐震評

価結果を型式ごと

に記載しており，記

載の差異により新

たな論点が生じる

ものではない。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(222／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
  

第 3.1-10 表(4/18) 支持架構の耐震計算結果 

 
 

 
 

 

 
 

 

 2 項で示している支

持構造物の耐震評

価結果を型式ごと

に記載しており，記

載の差異により新

たな論点が生じる

ものではない。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(223／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
  

第 3.1-10 表(5/18) 支持架構の耐震計算結果 

 
 

 
 

 

 
 

 

 2 項で示している支

持構造物の耐震評

価結果を型式ごと

に記載しており，記

載の差異により新

たな論点が生じる

ものではない。 

 

1373



発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(224／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
  

第 3.1-10 表(6/18) 支持架構の耐震計算結果 

 
 

 
 

 

 
 

 

 2 項で示している支

持構造物の耐震評

価結果を型式ごと

に記載しており，記

載の差異により新

たな論点が生じる

ものではない。 

 

1374



発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(225／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
  

第 3.1-10 表(7/18) 支持架構の耐震計算結果 

 
 

 
 

 

 
 

 

 2 項で示している支

持構造物の耐震評

価結果を型式ごと

に記載しており，記

載の差異により新

たな論点が生じる

ものではない。 

 

1375



発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(226／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
  

第 3.1-10 表(8/18) 支持架構の耐震計算結果 

 
 

 
 

 

 
 

 

 2 項で示している支

持構造物の耐震評

価結果を型式ごと

に記載しており，記

載の差異により新

たな論点が生じる

ものではない。 

 

1376



発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(227／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
  

第 3.1-10 表(9/18) 支持架構の耐震計算結果 

 
 

 
 

 

 
 

 

 2 項で示している支

持構造物の耐震評

価結果を型式ごと

に記載しており，記

載の差異により新

たな論点が生じる

ものではない。 

 

1377



発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(228／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
  

第 3.1-10 表(10/18) 支持架構の耐震計算結果 

 
 

 
 

 

 
 

 

 2 項で示している支

持構造物の耐震評

価結果を型式ごと

に記載しており，記

載の差異により新

たな論点が生じる

ものではない。 

 

1378



発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(229／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
  

第 3.1-10 表(11/18) 支持架構の耐震計算結果 

 
 

 
 

 

 
 

 

 2 項で示している支

持構造物の耐震評

価結果を型式ごと

に記載しており，記

載の差異により新

たな論点が生じる

ものではない。 

 

1379



発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(230／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
  

第 3.1-10 表(12/18) 支持架構の耐震計算結果 

 
 

 
 

 

 
 

 

 2 項で示している支

持構造物の耐震評

価結果を型式ごと

に記載しており，記

載の差異により新

たな論点が生じる

ものではない。 

 

1380



発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(231／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
  

第 3.1-10 表(13/18) 支持架構の耐震計算結果 

 
 

 
 

 

 
 

 

 2 項で示している支

持構造物の耐震評

価結果を型式ごと

に記載しており，記

載の差異により新

たな論点が生じる

ものではない。 

 

1381



発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(232／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
  

第 3.1-10 表(14/18) 支持架構の耐震計算結果 

 
 

 
 

 

 
 

 

 2 項で示している支

持構造物の耐震評

価結果を型式ごと

に記載しており，記

載の差異により新

たな論点が生じる

ものではない。 

 

1382



発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(233／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
  

第 3.1-10 表(15/18) 支持架構の耐震計算結果 

 
 

 
 

  

 2 項で示している支

持構造物の耐震評

価結果を型式ごと

に記載しており，記

載の差異により新

たな論点が生じる

ものではない。 

 

1383



発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(234／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
  

第 3.1-10 表(16/18) 支持架構の耐震計算結果 

 
 

 
 

  

 2 項で示している支

持構造物の耐震評

価結果を型式ごと

に記載しており，記

載の差異により新

たな論点が生じる

ものではない。 

 

1384



発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(235／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
  

第 3.1-10 表(17/18) 支持架構の耐震計算結果 

 
 

 
 

 

  

 2 項で示している支

持構造物の耐震評

価結果を型式ごと

に記載しており，記

載の差異により新

たな論点が生じる

ものではない。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(236／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
  

第 3.1-10 表(18/18) 支持架構の耐震計算結果 

 
 

 
 

  

 2 項で示している支

持構造物の耐震評

価結果を型式ごと

に記載しており，記

載の差異により新

たな論点が生じる

ものではない。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(237／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
  

第 3.1-11 表(1/3) 埋込金物の耐震計算結果 

(ベースプレート，材料

 

 
 

 

第 3.1-11 表(2/3) 埋込金物の耐震計算結果 

(スタッドジベル，材料

 
 

 

第 3.1-11 表(3/3) 埋込金物の耐震計算結果 

(コンクリート) 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 

 

 2 項で示している支

持構造物の耐震評

価結果を型式ごと

に記載しており，記

載の差異により新

たな論点が生じる

ものではない。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(238／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
 3.2 支持構造物の基本形状の耐震計算結果 

3.2.1 支持構造物の耐震計算結果 

支持構造物の基本形状を第3.2.1-1表に，耐震計算結果を第3.2.1-2表

～第3.2.1-8表に示す。 

なお，本項における耐震計算結果は，支持構造物の基本形状を示し

たものである。本項に記載のない支持構造物については，基本形状を

基に，設置状況に応じた架構寸法の変更，剛性を高めるための部材の

追加又は基本形状を組み合わせた形状となり計算方法は同一である

ため，耐震裕度としては同等である。 

 

 

 

 

 

 

 

3.2.2 個別の処置方法 

支持構造物の評価において，支持点荷重が最大使用荷重を超えた場合

には，標準支持間隔法であれば支持間隔の短縮化等による支持点荷重低

減，多質点系はりモデル解析であれば使用鋼材又は構造の見直し等によ

り強度向上を図るものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5.2 代表的な支持構造物の耐震計算例 

5.2.1 支持構造物の耐震計算例 

代表的な支持構造物を表5－12 に，耐震計算例を表5－13－1～

表5－13－10に示す。 

なお，本項における耐震計算結果は，代表的な支持構造物の例

を示したものであり，本項に記載のない支持構造物についても

同様な評価を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5.2.2 個別の処置方法 

支持構造物の評価において，支持点荷重が定格荷重又は最大使

用荷重を超えた場合には，標準支持間隔法であれば支持間隔の

短縮化等による支持点荷重低減，3次元はりモデル解析であれ

ば使用鋼材又は構造の見直し等により強度向上を図るものと

する。 

 

 

 

 

 

 

 第3.2.1-1表にて示

している基本形状

以外の形状に対す

る，具体的な設計の

考え方を示してい

るものであるため，

記載の差異により

新たな論点が生じ

るものではない。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(239／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
  

第 3.2.1-1 表 支持構造物の基本形状 

 
 

 

表5－12 代表的な支持構造物 

 
 

 

 第3.2.1-1表にて示

している基本形状

以外の形状に対す

る，具体的な設計の

考え方を示してい

るものであるため，

記載の差異により

新たな論点が生じ

るものではない。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(240／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
  

第 3.2.1-2 表(1/2) 支持構造物の強度及び耐震計算結果 

 
 

 

 
 

 

 耐震計算で示して

いる支持構造物の

形状に差異がある

が，計算方法及び結

果の示し方は同一

であるため，記載の

差異により新たな

論点が生じるもの

ではない。 

 

 

 

 

 

 

1390



発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(241／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
  

第 3.2.1-2 表(2/2) 支持構造物の強度及び耐震計算結果 

 

 
 

 

 
 

 

 耐震計算で示して

いる支持構造物の

形状に差異がある

が，計算方法及び結

果の示し方は同一

であるため，記載の

差異により新たな

論点が生じるもの

ではない。 

 

1391



発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(242／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
  

第 3.2.1-3 表(1/2) 支持構造物の強度及び耐震計算結果 

 

 
 

 

 

 

 耐震計算で示して

いる支持構造物の

形状に差異がある

が，計算方法及び結

果の示し方は同一

であるため，記載の

差異により新たな

論点が生じるもの

ではない。 

 

 

1392



発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(243／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
  

第 3.2.1-3 表(2/2) 支持構造物の強度及び耐震計算結果 

 

 
 

 

 

 

 耐震計算で示して

いる支持構造物の

形状に差異がある

が，計算方法及び結

果の示し方は同一

であるため，記載の

差異により新たな

論点が生じるもの

ではない。 

 

 

1393



発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(244／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
  

第 3.2.1-4 表(1/2) 支持構造物の強度及び耐震計算結果 

 

 
 

 

 

 

 耐震計算で示して

いる支持構造物の

形状に差異がある

が，計算方法及び結

果の示し方は同一

であるため，記載の

差異により新たな

論点が生じるもの

ではない。 

 

1394



発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(245／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
  

第 3.2.1-4 表(2/2) 支持構造物の強度及び耐震計算結果 

 

 
 

 

 
 

 

 耐震計算で示して

いる支持構造物の

形状に差異がある

が，計算方法及び結

果の示し方は同一

であるため，記載の

差異により新たな

論点が生じるもの

ではない。 

 

 

1395



発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(246／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
  

第 3.2.1-5 表(1/2) 支持構造物の強度及び耐震計算結果 

 

 
 

 

 
 

 

 耐震計算で示して

いる支持構造物の

形状に差異がある

が，計算方法及び結

果の示し方は同一

であるため，記載の

差異により新たな

論点が生じるもの

ではない。 

 

 

 

1396



発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(247／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
  

第 3.2.1-5 表(2/2) 支持構造物の強度及び耐震計算結果 

 

 
 

 

 

 

 耐震計算で示して

いる支持構造物の

形状に差異がある

が，計算方法及び結

果の示し方は同一

であるため，記載の

差異により新たな

論点が生じるもの

ではない。 

 

 

 

1397



発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(248／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
  

第 3.2.1-6 表(1/2) 支持構造物の強度及び耐震計算結果 

 

 
 

 

 

 

 耐震計算で示して

いる支持構造物の

形状に差異がある

が，計算方法及び結

果の示し方は同一

であるため，記載の

差異により新たな

論点が生じるもの

ではない。 

 

 

1398



発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(249／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
  

第 3.2.1-6 表(2/2) 支持構造物の強度及び耐震計算結果 

 

 
 

 

 

 

 耐震計算で示して

いる支持構造物の

形状に差異がある

が，計算方法及び結

果の示し方は同一

であるため，記載の

差異により新たな

論点が生じるもの

ではない。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(250／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
  

第 3.2.1-7 表(1/2) 支持構造物の強度及び耐震計算結果 

 

 
 

 

 
 

 

 耐震計算で示して

いる支持構造物の

形状に差異がある

が，計算方法及び結

果の示し方は同一

であるため，記載の

差異により新たな

論点が生じるもの

ではない。 

 

1400



発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(251／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
  

第 3.2.1-7 表(2/2) 支持構造物の強度及び耐震計算結果 

 

 
 

 

 
 

 

 耐震計算で示して

いる支持構造物の

形状に差異がある

が，計算方法及び結

果の示し方は同一

であるため，記載の

差異により新たな

論点が生じるもの

ではない。 

 

 

1401



発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(252／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
  

第 3.2.1-8 表(1/2) 支持構造物の強度及び耐震計算結果 

 

 
 

 

 

 

 耐震計算で示して

いる支持構造物の

形状に差異がある

が，計算方法及び結

果の示し方は同一

であるため，記載の

差異により新たな

論点が生じるもの

ではない。 

 

 

1402



発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(253／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
  

第 3.2.1-8 表(2/2) 支持構造物の強度及び耐震計算結果 

 

 
 

 

 

 

 耐震計算で示して

いる支持構造物の

形状に差異がある

が，計算方法及び結

果の示し方は同一

であるため，記載の

差異により新たな

論点が生じるもの

ではない。 

 

 

1403



発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(254／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
   

 
 

 

 再処理施設におい

て用いている代表

的な支持構造物と

して示していない

ためであり，記載の

差異により新たな

論点が生じるもの

ではない。 

 

 

1404



発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(255／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
   

 

 

 再処理施設におい

て用いている代表

的な支持構造物と

して示していない

ためであり，記載の

差異により新たな

論点が生じるもの

ではない。 

 

1405



発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(256／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
   

 

 

 再処理施設におい

て用いている代表

的な支持構造物と

して示していない

ためであり，記載の

差異により新たな

論点が生じるもの

ではない。 

 

1406



発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(257／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
   

 

 

 再処理施設におい

て用いている代表

的な支持構造物と

して示していない

ためであり，記載の

差異により新たな

論点が生じるもの

ではない。 

 

1407



発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(258／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
   

 

 

 再処理施設におい

て用いている代表

的な支持構造物と

して示していない

ためであり，記載の

差異により新たな

論点が生じるもの

ではない。 

 

1408



発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(259／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
   

 

 

 再処理施設におい

て用いている代表

的な支持構造物と

して示していない

ためであり，記載の

差異により新たな

論点が生じるもの

ではない。 

 

1409



発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(260／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
 4. その他の考慮事項 

(1) 機器と配管の相対変位に対する考慮 

機器と配管との相対変位に対しては，配管側のフレキシビリティで

できる限り変位を吸収することとし，機器側管台部又は支持構造物に

過大な反力を生じさせないよう配管側のサポート設計において考慮

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 建物・構築物との共振の防止 

支持に当たっては据付場所に応じ，建物・構築物の共振領域からで

きるだけ外れた固有振動数を持つよう考慮する。また，共振領域近く

で設計する場合は地震応答に対して十分な強度余裕を持つようにす

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 隣接する設備 

配管が他の配管又は諸設備と接近して設置される場合は，地震，自

重，熱膨張及び機械的荷重による変位があっても干渉しないようにす

る。保温材を施工する配管については，保温材の厚みを含めても干渉

しないようにする。 

 

(4) 材料の選定 

材料選定に当たっては，使用条件下における強度に配慮し，十分な

使用実績があり，材料特性が把握された安全上信頼性が高いものを使

用する。 

また，「Ⅳ－１－１－９ 構造計画，材料選択上の留意点」の「3. 

材料の選択」に基づき，ダクティリティを持つよう配慮する。 

5. その他特に考慮すべき事項(Ⅴ-２-１-11) 

(1)機器と配管の相対変位に対する考慮 

機器と配管との相対変位に対しては，配管側のフレキシビリ

ティでできる限り変位を吸収することとし，機器側管台部又は

支持構造物に過大な反力を生じさせないよう配管側のサポー

ト設計において考慮する。 

 

 

 

(2)動的機器の支持に対する考慮 

ポンプ，ファン等の動的機器に対しては地震力の他に機器の振

動を考慮して支持構造物の強度設計を行う。 

また，振動による軸芯のずれを起こさないよう，据付台の基

礎へのグラウト固定，取付ボルトの回り止め等の処置を行う。 

 

(3)建屋・構築物との共振の防止 

支持に当たっては据付場所に応じ，建屋・構築物の共振領域

からできるだけ外れた固有振動数を持つよう考慮する。また，

共振領域近くで設計する場合は地震応答に対して十分な強度

余裕を持つようにする。 

 

(4)波及的影響の防止 

耐震重要度における下位クラスの機器の破損によって上位

クラスの機器に波及的影響を及ぼすことがないよう配置等を

考慮して設計するが，波及的影響が考えられる場合には，下位

クラス機器の支持構造物は上位クラスに適用される地震動に

対して設計する。 

 

(5)隣接する設備 

配管が他の配管又は諸設備と接近して設置される場合は，地

震，自重，熱膨張及び機械的荷重による変位があっても干渉し

ないようにする。保温材を施工する配管については，保温材の

厚みを含めても干渉しないようにする。 

 

(6)材料の選定 

材料選定に当たっては，使用条件下における強度に配慮し，

十分な使用実績があり，材料特性が把握された安全上信頼性が

高いものを使用する。 

また，添付書類「Ⅴ-２-１-10 ダクティリティに関する設

計方針」の材料の選択方針に基づき，ダクティリティを持つよ

う配慮する。 

 

 具体的な考慮内容

については，補足

説明資料「耐震機

電 23 機器と配管

の相対変位に対す

る設計上の扱いに

ついて」に示す。 

 

 機器，配管系，電

気計測制御装置等

の耐震支持方針に

ついて，発電炉と

記載内容は同様で

あるが，各々の支

持方針，支持構造

物の設計方法，方

針が異なることか

ら既認可時より

各々に対する設計

方針を書き分けて

いるものであり，

添付書類構成の差

異により新たな論

点が生じるもので

はない。なお，本

記載は機器に対す

る方針であり，「Ⅳ

－１－１－10 機

器の耐震支持方

針」に記載してい

る。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(261／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
 【Ⅳ－１－１－11－１別紙１ 安全機能を有する施設の直管部標準支持間

隔】 

1.概要 

 本資料は，耐震Ｓクラスの配管について，「Ⅳ－１－１ 耐震設計の基

本方針」及び「Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針」に基づき標準

支持間隔法により算出した直管部標準支持間隔の解析結果を施設ごとにま

とめたものである。 

 

 

 

2.準拠規格 

 「Ⅳ－１－１ 耐震設計の基本方針」のうち，本評価に対する準拠規格

について第 2-1 表に示す。 

 

第 2-1 表 準拠規格 

 
 

3.計算精度と数値の丸め方 

 解析に用いる計算精度は耐震性の結果に影響を及ぼさない桁数を確保す

る。 

また，解析結果において数値を示す際の丸め方を第 3-1 表に示す。 

 

第 3-1 表 表示する数値の丸め方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・発電炉は標準支持間

隔法に用いる設計条

件を本基本方針内に

示しているが，再処

理施設は本資料の別

紙にて纏めて示す方

針としているため，

記載の差異により新

たな論点が生じるも

のではない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・再処理施設において

標準支持間隔法に適

用している規格及び

数値の丸めについ

て，記載の明確化を

行ったため，記載の

差異により新たな論

点が生じるものでは

ない。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(262／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
【Ⅳ－１－１－11－１別紙１－18 安全冷却水 B 冷却塔の直管部標準支持

間隔】 

 

1.解析条件 

1.1 配管設計条件 

 標準支持間隔の算定に必要な配管設計条件を第 1.1-1 表に示す。 

 

1.2 階層の区分 

 解析に当たっては，設計用床応答曲線をいくつかの階層に区分し，支持

間隔を求めるものとし，第 1.2-1 表に示す階層の区分とする。 

配管系の固有振動数については配管系の設計に用いる建屋床応答スペク

トルのピークの固有振動数領域より短周期側に避けることを原則とするた

め，第 1.2-1 表に示すピーク振動数以上となるように設計する。なお，配

管系の固有振動数は支持構造物を含めた固有振動数であり，支持構造物の

固有振動数は第 1.2-1 表に示す値以上とする。 

 

2.解析結果 

 第 1.1-1 表の各種配管の設計条件をもとに計算した直管部標準支持間

隔，固有周期及び応力の解析結果を第 2-1 表に示す。 

なお，一次応力は内圧応力，自重応力及び地震応力の和とし，地震応力

が弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度に対するものをＳｄ，基準地震動Ｓ

ｓに対するものをＳｓと表している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・発電炉は標準支持

間隔法に用いる設

計条件を本基本方

針内に示している

が，再処理施設は

本資料の別紙にて

纏めて示す方針と

しているため，記

載の差異により新

たな論点が生じる

ものではない。な

お，本別紙は，当

該基本方針の本紙

に沿った計算結果

を示す書類であ

り，令和４年 12 月

26 日に申請した内

容と同じであるこ

とから一例を示

す。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(263／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 

 
 

 
 

 

 

【記載箇所：3.3.1.3(6) 配管系の振動数に記載している内

容】 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【記載箇所：3.3.1.3(6) 配管系の振動数に記載している内

容】 

表 3－4 床応答曲線区分（緊急時対策所用代替電源設備） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（18/266）頁から 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(265／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
 【Ⅳ－１－１－11－１別紙２ 重大事故等対処施設の直管部標準支持間

隔】 

1.概要 

 本資料は，常設耐震重要重大事故等対処設備に分類される配管につい

て，「Ⅳ－１－１ 耐震設計の基本方針」及び「Ⅳ－１－１－11－１ 配

管の耐震支持方針」に基づき標準支持間隔法により算出した直管部標準支

持間隔の解析結果を施設ごとにまとめたものである。 

 

 

2.準拠規格 

 「Ⅳ－１－１ 耐震設計の基本方針」の「2.2 準拠規格」に示す規格

のうち，本評価に対する準拠規格について第 2-1 表に示す。 

 

第 2-1 表 準拠規格 

 
 

3.計算精度と数値の丸め方 

 解析に用いる計算精度は耐震性の結果に影響を及ぼさない桁数を確保す

る。 

また，解析結果において数値を示す際の丸め方を第 3-1 表に示す。 

 

第 3-1 表 表示する数値の丸め方 

 

 ・発電炉は標準支持間

隔法に用いる設計条

件を本基本方針内に

示しているが，再処

理施設は本資料の別

紙にて纏めて示す方

針としているため，

記載の差異により新

たな論点が生じるも

のではない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・再処理施設において

標準支持間隔法に適

用している規格及び

数値の丸めについ

て，記載の明確化を

行ったため，記載の

差異により新たな論

点が生じるものでは

ない。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針】(266／266) 

別紙４－11 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－１ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－１ 
 【Ⅳ－１－１－11－１別紙２－○ ○○の直管部標準支持間隔】 

 

 ・本別紙は，当該基本

方針の本紙に沿った

計算結果を示す書類

であり，令和４年 12

月 26 日に申請した

内容と同じであるこ

とから添付しない。 
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令和５年１月５日 Ｒ０ 

 

 

 

別紙４－12 
 

 

 

ダクトの耐震支持方針 
 

  

下線： 
・プラントの違いによらない記載内容の差異 
・章立ての違いによる記載位置の違いによる差異   

二重下線： 
・プラント固有の事項による記載内容の差異 
・後次回の申請範囲に伴う差異 

【凡例】 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－２ ダクトの耐震支持方針】(1／48) 

別紙４－12 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－２ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－２ 
  

Ⅳ－１－１－11－２ ダクトの耐震支持方針 

 

目 次 

 

1. 概要 

2. 耐震設計の原則 

3. ダクト及び支持構造物の設計手順 

4. ダクト設計の基本方針 

4.1 重要度による設計方針 

4.2 荷重の組合せ 

4.3 解析条件 

4.4 ダクト支持点の設計方法 

4.4.1 標準支持間隔を用いた評価方法 

 

4.5 標準支持間隔 

4.5.1 角ダクトの固有周期 

4.5.2 丸ダクトの固有周期 

4.5.3 角ダクトの座屈評価 

4.5.4 丸ダクトの座屈評価 

4.6 支持方法 

4.6.1 直管部 

4.6.2 曲がり部 

4.6.3 集中質量部 

4.6.4 分岐部 

4.7 ダクトの構造 

4.8 ダクトの設計において考慮すべき事項 

5. 支持構造物の設計 

5.1 支持構造物の構造及び種類 

5.2 支持架構の設計 

5.3 支持架構の選定 

5.4 支持架構の耐震評価結果 

 

 

 

Ⅴ-2-1-12-2 ダクト及び支持構造物の耐震計算について 

 

目 次 

 

1. 概要 

2. 耐震設計の原則 

3. ダクト及び支持構造物の設計手順 

4. ダクト設計の基本方針 

4.1 重要度別による設計方針 

4.2 荷重の組合せ 

4.3 設計用地震力 

4.4 ダクト支持点の設計方法 

4.4.1 手法 1の支持間隔算定法 

4.4.2 手法 2の支持間隔算定法 

4.5 耐震支持間隔 

4.5.1 矩形ダクトの固有振動数 

 

4.5.2 矩形ダクトの座屈評価 

 

4.6 支持方法 

(1) 直管部 

(2) 曲管部 

(3) 重量物の取付部 

 

4.7 ダクトの構造 

 

 

5. 支持構造物の構造及び種類 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－２ ダクトの耐震支持方針】(2／48) 

別紙４－12 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－２ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－２ 
9. 機器・配管系の支持方針 

機器・配管系本体については「5. 機能維持の基本方針」に

基づいて耐震設計を行う。それらの支持構造物の設計方針につ

いては，機器は形状，配置等に応じて個別に支持構造物の設計

を行うこと，配管系，電気計測制御装置等は設備の種類，配置

に応じて各々標準化された支持構造物の中から選定することか

ら，それぞれ「Ⅳ－１－１－10 機器の耐震支持方針」，「Ⅳ－

１－１－11－１ 配管の耐震支持方針」，「Ⅳ－１－１－11－２ 

ダクトの耐震支持方針」及び「Ⅳ－１－１－12 電気計測制御

装置等の耐震支持方針」にて示す。 

 

10. 耐震計算の基本方針 

10.2 機器・配管系 

機器・配管系の評価は，「4. 設計用地震力」で示す設計用地

震力による適切な応力解析に基づいた地震応力と，組み合わす

べき他の荷重による応力との組合せ応力が「5. 機能維持の基

本方針」で示す許容限界内にあることを確認すること(解析によ

る設計)により行う。 

 

評価手法は，JEAG4601に基づき，以下に示す定式化された計

算式を用いた解析手法又はFEM等を用いた応力解析手法にて実施

することを基本とし，その他の手法を適用する場合は適用性を

確認の上適用することとする。なお，FEM等を用いた応力解析手

法において時刻歴応答解析法及びスペクトルモーダル解析法を

用いる場合は，材料物性のばらつき等を適切に考慮する。 

(1) 定式化された計算式を用いた解析手法 

(2) FEM 等を用いた応力解析手法 

・スペクトルモーダル解析法 

・時刻歴応答解析法 

機器・配管系については，解析方法及び解析モデルを機器，

配管系ごとに設定するとともに，安全機能に応じた評価を行

う。 

これら機器，配管系ごとに適用する解析方法及び解析モデル

を「Ⅳ－１－１－５ 地震応答解析の基本方針」の「2.2(2) 

解析方法及び解析モデル」に示す。 

具体的な評価手法は，「Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持

方針」，「Ⅳ－１－１－11－２ ダクトの耐震支持方針」，「Ⅳ

－１－２ 耐震計算に関する基本方針」及び「Ⅳ－１－３ 耐

震性に関する計算書作成の基本方針」に示す。 

 

1. 概要 

本方針は，「Ⅳ－１－１ 耐震設計の基本方針」のうち，「9. 機器・

配管系の支持方針」に基づき，再処理施設のダクト，配管収納容器及び

矩形構造の漏えい液受皿(以下「ダクト」という。)並びに標準化された

支持構造物を用いた設計について，耐震設計上十分安全であるように考

慮すべき事項を定めたものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2. 耐震設計の原則 

ダクト及びその支持構造物は，耐震設計上の重要度に応じた地震力に

対して十分な強度を有するように設計する。 

 

 

3. ダクト及び支持構造物の設計手順 

ダクトの経路は，建屋の形状，機器の配置，配管，ケーブルトレイ等

の経路を考慮し，耐震性を加味して決定する。 

以上を考慮して決定されたダクト経路について支持方法を定めて，ダ

クトが十分な耐震強度を有するように支持点を決定する。 

 

ダクト支持構造物の設計，製作，据付までの作業の流れを概念的に第

3-1図に示す。 

 

1. 概要 

本方針は，ダクト及び支持構造物について耐震設計上十分安

全であるように考慮すべき事項を定めたものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2. 耐震設計の原則 

ダクト及びその支持構造物は，耐震設計上の重要度分類に応

じた地震力に対して十分な強度を有するように設計する。 

 

 

3. ダクト及び支持構造物の設計手順 

ダクトの経路は，建屋の形状，機器の配置，配管，ケーブル

トレイ等の経路を考慮し，耐震性を加味して決定する。 

以上を考慮して決定されたダクト経路について支持方法を

定めて，ダクトが十分な耐震強度を有するように支持点を決定

する。 

ダクト支持構造物の設計，製作，据付までの作業の流れを概

念的に図3-1 に示す。 

 

 

・記載位置について明

確化したことによ

る差異であるため，

記載の差異により

新たな論点が生じ

るものではない。 

・再処理施設のうち配

管収納容器及び矩

形構造の漏えい液

受皿について記載

したものであり，発

電炉には該当する

設備がないため，記

載の差異により新

たな論点が生じる

ものではない。 

・本内容については，

補足説明資料「【耐

震機電16】配管系の

評価手法(定ピッチ

スパン法)につい

て」に示す。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－２ ダクトの耐震支持方針】(3／48) 

別紙４－12 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－２ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－２ 
  

 
 

第3-1図 ダクト及び支持構造物の設計作業手順 

 

 

 

 

 
 

図3-1  ダクト及び支持構造物の設計作業手順 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－２ ダクトの耐震支持方針】(4／48) 

別紙４－12 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－２ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－２ 
 4. ダクト設計の基本方針 

4.1 重要度による設計方針 

ダクトは，耐震設計上の重要度に応じてクラス分類し，第4.1-1表に示

す設計方針とする。 

 

 

第4.1-1表 重要度と設計方針 

 
 

注記 ＊1：常設耐震重要重大事故等対処設備(常設耐震重要重大事故等対

処設備以外の常設重大事故等対処設備で，代替する安全機能

を有する施設がない常設重大事故等対処設備のうち，Ｓクラ

スの施設を含む。)についても適用する。 

＊2：常設耐震重要重大事故等対処設備以外の常設重大事故等対処

設備についても適用する。 

 

 

 

4. ダクト設計の基本方針 

4.1 重要度別による設計方針 

ダクトは，耐震設計上の重要度分類に応じてクラス分類し，

表4-1 に示す設計方針とする。 

 

 

表4-1 重要度分類と設計方針 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 設計方針は全クラ

ス共通であるため，

記載の差異により

新たな論点が生じ

るものではない。 

 発電炉は，「機器等

の区分」で重大事故

等対処設備に属す

るダクトを説明し

ているのに対し，再

処理施設は注記に

て説明しており，記

載の差異により新

たな論点が生じる

ものではない。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－２ ダクトの耐震支持方針】(5／48) 

別紙４－12 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－２ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－２ 
 4.2 荷重の組合せ 

   荷重の組合せは，「Ⅳ－１－１－８ 機能維持の基本方針」に基づき，

Ｓクラス及び常設耐重要重大事故等対処設備については，以下のとお

りとする。 

 

(１)  Ｓクラス 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ･･････････････････････････(4.2-1) 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ･･････････････････････････(4.2-2) 

ここで， 

Ｄ  ：死荷重＊1 

ＰＤ ：最高使用圧力による機械的荷重 

ＭＤ ：設計上定められた機械的荷重 

Ｓｓ：基準地震動Ｓｓにより定まる地震力＊1 

Ｓｄ：弾性設計用地震動Ｓｄにより定まる地震力又は静的地震力＊2 

 

 

注記 ＊1：ダクトは座屈評価のため，死荷重(Ｄ)，地震荷重(Ｓｓ)を

考慮して評価を行う。 

＊2：ダクトの標準支持間隔の算出においては，許容値となる許

容座屈曲げモーメントの算出にあたり，評価手法上，ダク

ト材の降伏点を用いており，基準地震動Ｓｓに対する評

価と弾性設計用地震動Ｓｄに対する評価に用いる係数，

許容値に差異はないため，発生曲げモーメントの算出に

当たっては，ＳｄがＳｓに包絡される場合は，Ｓｄに対す

る評価を省略する。 

 

(２)  常設耐震重要重大事故等対処設備 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ･･････････････････････････(4.2-3) 

ここで， 

ＰＳＡＤ ：重大事故等時の状態（運転状態Ⅴ）における運転状態等を考

慮して当該設備に設計上定められた設計圧力による荷重 

ＭＳＡＤ ：重大事故等時の状態（運転状態Ⅴ）における運転状態等を

考慮して当該設備に設計上定められた機械的荷重 
＊ 

 

 

4.2 荷重の組合せ 

 

 

 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ･･････････････････････････（4.1） 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ
*･･････････････････････････（4.2） 

ここで， 

Ｄ ：死荷重＊1 

ＰＤ：最高使用圧力による機械的荷重 

ＭＤ：設計上定められた機械的荷重 

Ｓｓ：基準地震動Ｓｓにより定まる地震力＊1 

Ｓｄ
*：弾性設計用地震動Ｓｄにより定まる地震力又は静的地

震力＊2 

 

 

 

注記 ＊1：ダクトは座屈評価のため，死荷重（Ｄ），地震荷重

（Ｓｓ）を考慮して評価を行う。 

＊2：ダクトの耐震支持間隔の算出においては，許容値

となる許容座屈曲げモーメントの算出にあたり，

評価手法上，ダクト材の降伏点を使用するため，

Ｓｓに対する評価とＳｄ
*に対する評価に用いる係

数，許容値に差異はない。また，発生曲げモーメ

ントの算出に当たっては，表4-2に示すとおり，

Ｓｄ
*はＳｓに包絡されるため，Ｓｄ

*に対する評価

は省略する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお，緊急時対策所ダクトについては，設計基準

対象設備「‐」であり，重大事故等クラス２管で

あることからＳｓに対する評価を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 荷重の組合せにつ

いて，記載の明確化

を行ったため，記載

の差異により新た

な論点が生じるも

のではない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 弾性設計用地震動

Ｓｄが基準地震動

Ｓｓに包絡される

場合の取扱いにつ

いて，記載の明確化

を行ったため，記載

の差異により新た

な論点が生じるも

のではない。 

 

 

 発電炉固有の要求

であり，再処理施設

では機能要求に応

じた地震波を用い

ていることから，記

載の差異により新

たな論点が生じる

ものではない。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－２ ダクトの耐震支持方針】(6／48) 

別紙４－12 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－２ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－２ 
 

 

表4-2 「基準地震動Ｓｓ」と「弾性設計用地震動Ｓｄ又は静

的地震力」の比較例 

 

注記 ＊1：静的震度，1.2ZPAのうち，大きな値を示す。（1.2

ZPA:基準床の最大応答加速度の1.2倍の値） 

＊2：ダクトの固有振動数が，設備評価用床応答曲線の

ピーク振動数の√2倍以上となる固有振動数を示

し，水平，鉛直震度はそれぞれ当該固有周期より

も短周期側における最大応答を示す。 

 

 

 

 「基準地震動Ｓｓ」

と「弾性設計用地震

動Ｓｄ又は静的地

震力」の比較につい

ては，発電炉では本

文中に記載の処置

方針に基づく代表

建屋の比較例を表

で示しているが，再

処理施設では本文

中に発電炉と同様

の処置方針を記載

していることから

比較表を示してい

ないものの，記載の

差異により新たな

論点が生じるもの

ではない。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－２ ダクトの耐震支持方針】(7／48) 

別紙４－12 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－２ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－２ 
 4.3 解析条件 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 設計用地震力 

ダクトについては，「Ⅳ－１－１ 耐震設計の基本方針」に示す設計用

地震力を用いて評価を行うこととし，設計用床応答曲線，1.2ZPA，静的

震度を用いる。 

また，設計用床応答曲線は，「Ⅳ－１－１－６ 設計用床応答曲線の作

成方針」に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

減衰定数は，「Ⅳ－１－１－５ 地震応答解析の基本方針」に記載の減

衰定数を用いる。 

この際に使用する設計用床応答曲線は，第4.3-1図に示すように安全側

に谷埋め及びピーク保持を行う。 

 

なお，ダクトの固有周期は，ダクトの設計に用いる建屋床応答スペク

トルの最も大きいピークの固有周期よりも短周期側に避けることを原則

とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
第4.3-1図 床応答曲線の谷埋め及びピーク保持の例 

 

 

 

4.3 設計用地震力 

 

 

 

 

 

 

 

 

ダクトについては，添付書類「Ⅴ-2-1-1 耐震設計の基本方

針の概要」のうち「4. 設計用地震力」を用いて評価を行う。 

 

 

 

なお，「4.4 ダクト支持点の設計方法」のうち，手法1はダク

トの固有振動数が十分剛（20 Hz以上）となる領域で設計する

ことから，表4-2に示す静的震度及び1.2ZPAを使用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また，手法2は，ダクトの固有周期が0.05秒よりも長周期側

で，且つ設備評価用床応答曲線のピーク周期の1/√2倍よりも

短周期側となる領域で設計することから，表4-2に示す設備評

価用床応答曲線の震度を使用する。減衰は，添付書類「Ⅴ-2-1

-6 地震応答解析の基本方針」に記載の減衰定数を用いる。 

なお，この際に使用する設備評価用床応答曲線の震度は，図

4-1に示すように谷埋め/ピーク保持を行い右肩上がりの領域

で設計することで保守性を担保する。 

 

 

 

 
図4-1  床応答曲線の谷埋め/ピーク保持の例 

 

 

・設計用地震力以外

に，ダクトの解析に

使う条件として記

載の適正化を行っ

たため，記載の差異

により新たな論点

が生じるものでは

ない。 

 

 

 

 

 

 

 手法1は，固有振動

数基準の設計手法

であり，再処理施設

では採用していな

いことから記載し

ていないため，記載

の差異により新た

な論点が生じるも

のではない。 

 

 

 

 

 

 手法2は，発電炉，再

処理施設共に採用

しているが，配管の

記載に合わせ，最も

大きいピークを避

ける旨を記載をし

ており，記載の差異

により新たな論点

が生じるものでは

ない。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－２ ダクトの耐震支持方針】(8／48) 

別紙４－12 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－２ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－２ 
(2) 階層の区分 

解析に当たっては，設計用床応答曲線をいくつかの階層に区分し，支

持間隔を求めるものとする。階層の区分は，本資料の別紙１「安全機能

を有する施設の直管部標準支持間隔」及び別紙２「重大事故等対処施設

の直管部標準支持間隔」に示す。 

 

(3) ダクト重量 

ダクトの重量としては，補強材重量を含めた値とする。さらに，保温

材の付くダクトについては，その重量を考慮する。 

直管部標準支持間隔を算出するダクトの単位長さ当たり重量を，本資

料の別紙１「安全機能を有する施設の直管部標準支持間隔」及び別紙２

「重大事故等対処施設の直管部標準支持間隔」に示す。 

 

・設計用地震力以外の

解析条件として，ダ

クトの解析に使う

条件について記載

の明確化を行った

ため，記載の差異に

より新たな論点が

生じるものではな

い。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－２ ダクトの耐震支持方針】(9／48) 

別紙４－12 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－２ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－２ 
 4.4 ダクト支持点の設計方法 

ダクト及びその支持構造物は適切な剛性を有するとともに，許容座屈

曲げモーメントを満足する支持間隔とすることにより耐震性を確保す

る。 

支持間隔の算定は，「Ⅳ－１－１－５ 地震応答解析の基本方針」に示

す解析方法及び解析モデルである，標準支持間隔を用いた評価方法を適

用し，ダクトの固有振動数に応じた地震力で算定する。 

本基本方針では，標準支持間隔法に適用する計算式を「4.5 標準支持

間隔」にて示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.4.1 標準支持間隔を用いた評価方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

静的震度，1.2ZPA及び設計用床応答曲線から地震力を算定し，ダク

トに生じる曲げモーメントが許容座屈曲げモーメント以下となるよ

うに支持間隔を算定する。 

支持点決定までの設計手順を，第4.4.1-1図に示す。 

 

 

 

 

 

4.4 ダクト支持点の設計方法 

ダクト及びその支持構造物は適切な剛性を有するとともに，

許容座屈曲げモーメントを満足する支持間隔とすることによ

り耐震性を確保する。 

支持間隔の算定は，ダクトの固有振動数（fd）が十分剛（20

 Hz以上）となるよう算定する手法とダクトの固有振動数に応

じた地震力で算定する手法が有り，このうち前者を手法1，後

者を手法2と呼び，この2つの手法を用いて支持間隔を決定す

る。 

 

ダクトの支持点はまず手法1の支持間隔で計画し，施工性及

びダクトの周囲条件等を考慮して手法1の支持間隔以内に収ま

らない場合は手法2の支持間隔で計画する。 

 

手法1，手法2による支持間隔算出手順を図4-2に示す。 

 

 

 

 

 

4.4.1 手法1の支持間隔算定法 

ダクトの固有振動数が20 Hz以上となる支持間隔と静的震

度及び1.2ZPAによりダクトに生じる曲げモーメントが許容

座屈曲げモーメント以下となる支持間隔を算定し，いずれか

小さい方を支持間隔とする。 

 

 

 

 

 

4.4.2 手法2の支持間隔算定法 

静的震度，1.2ZPA及び設備評価用床応答曲線から地震力を

算定し，ダクトに生じる曲げモーメントが許容座屈曲げモー

メント以下となるように支持間隔を算定する。 

 

 

ただし，支持間隔はダクトの固有振動数が，設備評価用床

応答曲線のピーク振動数の√2倍以上となるように定めるも

のとし，固有振動数から定まる支持間隔と許容座屈曲げモー

メントから定まる支持間隔のうち，いずれか小さい方とす

る。設計領域の例を図4-3に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 発電炉は手法1及び

手法2を採用してい

るが，再処理施設に

おいては手法2であ

るダクトの固有振

動数に応じた地震

力で算定する手法

を採用しているこ

とから，実態に合わ

せた記載としたも

のであり，記載の差

異により新たな論

点が生じるもので

はない。 

 

 

 手法1は，固有振動

数基準の設計手法

であり，再処理施設

では採用していな

いことから記載し

ていないため，記載

の差異により新た

な論点が生じるも

のではない。 

 

 

 

 

 

 

 

 手法2の支持間隔の

算出方法として発

電炉は固有振動数

から定まる支持間

隔と許容座屈曲げ

モーメントから定

まる支持間隔を用

いているが，再処理

施設では許容座屈

曲げモーメントか

ら定まる支持間隔

のみを使っている

ことから実態に合

わせた記載とした

ものであり，記載の
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－２ ダクトの耐震支持方針】(10／48) 

別紙４－12 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－２ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－２ 
差異により新たな

論点が生じるもの

ではない。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－２ ダクトの耐震支持方針】(11／48) 

別紙４－12 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－２ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－２ 
  

 
第4.4.1-1図 ダクトの支持点設計手順 

 

 
 

図4-2  ダクト支持点間隔算出手順 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図4-3  手法2設計領域の例 

 発電炉においては

手法1及び手法2を

採用しているが，再

処理施設において

は手法2であるダク

トの固有振動数に

応じた地震力で算

定する手法を採用

していることから，

実態に合わせた記

載としたものであ

り，記載の差異によ

り新たな論点が生

じるものではない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 手法2の支持間隔の

算出方法として発

電炉は固有振動数

から定まる支持間

隔と許容座屈曲げ

モーメントから定

まる支持間隔を用

いているが，再処理

施設では許容座屈

曲げモーメントか

ら定まる支持間隔

のみを使っている

ことから実態に合

わせた記載とした

ものであり，記載の

差異により新たな

論点が生じるもの

ではない。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－２ ダクトの耐震支持方針】(12／48) 

別紙４－12 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－２ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－２ 
 4.5 標準支持間隔 

ダクトの標準支持間隔は，ダクトが薄板構造であることを考慮した剛

性評価及び座屈強度に基づき解析コードを用いて定める。 

なお，解析コードの検証，妥当性確認等の概要については，「Ⅳ－６ 

計算機プログラム(解析コード)の概要」に示す。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.5.1 角ダクトの固有周期 

両端単純支持された角ダクトの固有周期は，次式で与えられる。 

 

Ｔ＝
1

ｆ
 ･････････････････････････････････････････(4.5.1-1) 

 

ｆ＝
π

2・Ｌ
2 ・√

Ｅ・Ｉ・ｇ

ｗ
 ･･･････････････････････････(4.5.1-2) 

 

 

 

 

ここで，第4.5.1-1図に示す角ダクトの断面2次モーメントは， 

 

Ｉ＝(
ｔ・ｂｅ

3

6
＋ａｅ・ｔ・

ｂｅ
2

2
)・β ･････････････(4.5.1-3) 

 

(4.5.1-2)及び(4.5.1-3)式の出典：電力共通研究「機器配管系の

合理的な耐震設計手法の確立に関する研究(S60～S61)」 

ここで， 

 

4.5 耐震支持間隔 

ダクトの耐震支持間隔は，ダクトが薄板構造であることを考

慮した剛性評価及び座屈強度に基づき定める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.5.1 矩形ダクトの固有振動数 

   両端単純支持された矩形ダクトの固有振動数は，次式で与

えられる。 

 

 

 

ｆ＝
π

２・ℓ２
・√

Ｅ・Ｉ・ｇ

Ｗ
  ･･･････････････････････････（4.3） 

 

 

 

 

ここで，図4-4に示す矩形ダクトの断面二次モーメントは， 

Ｉ＝(
ｔ・ｂｅ

３

６
＋ａｅ・ｔ・

ｂｅ
２

２
)・β･････････････（4.4） 

 

 

(4.3)及び(4.4)式の出典：電力共通研究「機器配管系の合

理的な耐震設計手法の確立に関する研究（S60～S61）」 

ここで， 

 

 

 再処理施設で用い

るコードの概要に

ついて，記載の明確

化を行ったもので

あり，記載の差異に

より新たな論点が

生じるものではな

い。なお，再処理施

設における定ピッ

チスパン法の具体

的な内容について

は 補 足 説 明 資 料

「【耐震機電16】配

管系の評価手法(定

ピッチスパン法)に

ついて」に示す。 

 再処理施設におい

ては，解析コードを

使用するため，コー

ドの検証及び妥当

性に関する添付書

類の説明を追加し

たものである。記載

の差異により新た

な論点が生じるも

のではない。 

 

 

 

 再処理施設におい

ては，固有周期で統

一しているため，記

載の差異により新

たな論点が生じる

ものではない。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－２ ダクトの耐震支持方針】(13／48) 

別紙４－12 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－２ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－２ 

Ｔ：固有周期(s) 

ｆ：固有振動数(Hz) 

π：円周率(－) 

Ｌ：標準支持間隔(mm) 

Ｅ：縦弾性係数(MPa) 

Ｉ：断面2次モーメント(mm4) 

ｇ：重力加速度(mm/s2) 

ｗ：ダクト単位長さ当たり重量(N/mm) 

β：断面2次モーメントの安全係数＊(－) 

(幅厚比 ｂ/ｔ≦600…β＝0.75，ｂ/ｔ＞600…β＝0.6) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注記 ＊：出典 電力共通研究「機器配管系の合理的な耐震設計手法の確

立に関する研究(S60～S61)」より，理論値と実験値の比率から定まる係数

を用いる。 

 

 

 
 

第4.5.1-1図 角ダクトの断面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｆ：固有振動数                        （ Hz ） 

π：円周率                            （ － ） 

ℓ：両端単純支持間隔                  （ mm ） 

Ｅ：縦弾性係数                （N/mm2） 

ｇ：重力加速度                       （mm/s2） 

Ｉ：断面二次モーメント               （ mm4 ） 

Ｗ：ダクト単位長さ重量                     （N/mm） 

β：断面二次モーメントの安全係数           （ － ） 

（幅厚比 b/t≦600…β＝0.75 ，b/t＞600…β＝0.6） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図4-4 矩形ダクトの断面図 

 

 再処理施設におい

ては，固有周期で統

一しているため，記

載の差異により新

たな論点が生じる

ものではない。 

 

 

 

 

 

 

 定ピッチスパン法

による評価に当た

っては，評価式の一

部に試験研究等を

基に設定した係数

を適用しているた

め 補 足 説 明 資 料

「【耐震機電30】ダ

クト評価で用いる

補正係数，安全係数

の設定根拠につい

て」に示す。 

 

 安全係数の出展に

ついて記載の明確

化を行ったため，記

載の差異により新

たな論点が生じる

ものではない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1430



発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－２ ダクトの耐震支持方針】(14／48) 

別紙４－12 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－２ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－２ 
4.5.2 丸ダクトの固有周期 

両端単純支持された丸ダクトの固有周期は，次式で与えられる。 

 

Ｔ＝
1

ｆ
 ･････････････････････････････････････････(4.5.2-1) 

ｆ＝
π

2・Ｌ
2 ・√

Ｅ・Ｉ・ｇ

ｗ
 ･･･････････････････････････(4.5.2-2) 

 

第4.5.2-1図に示す丸ダクトの断面2次モーメントは， 

Ｉ＝
π

64
・ (ｄ

2

4
-ｄ

1

4
) ･････････････････････････････(4.5.2-3) 

 

ここで， 

 

Ｔ：固有周期(s) 

ｆ：固有振動数(Hz) 

π：円周率(－) 

Ｌ：標準支持間隔(mm) 

Ｅ：縦弾性係数(MPa) 

Ｉ：断面2次モーメント(mm4) 

ｇ：重力加速度(mm/s2) 

ｗ：ダクト単位長さ当たり重量(N/mm) 

 

 
 

第4.5.2-1図 丸ダクトの断面図 

 

 発電炉では丸ダク

トがないが，再処理

施設においては，丸

ダクトを用いてお

り，機械工学便覧の

はり理論式を用い

て丸ダクトの固有

周期の評価式を記

載したものである

ため，記載の差異に

より新たな論点が

生じるものではな

い。 

 

 

 

1431



発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－２ ダクトの耐震支持方針】(15／48) 

別紙４－12 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－２ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－２ 
 4.5.3 角ダクトの座屈評価 

地震時，両端単純支持された角ダクトに生じる曲げモーメントは

次式で与えられる。 

 

Ｍ
0
＝

α・ｗ・Ｌ 2

8
 ･････････････････････････････････(4.5.3-1) 

 

 

 

 

 

ここで，角ダクトの座屈による大変形を防ぐために角ダクトに生

じる曲げモーメントが許容座屈曲げモーメント以下となるようにす

る。 

 

Ｍ
0
≦Ｍ ･･･････････････････････････････････････(4.5.3-2) 

 

 

 

 

 

許容座屈曲げモーメントから定まる支持間隔は次式で与えられる。 

 

Ｌ＝√
8・Ｍ

ｗ・α
 ････････････････････････････････････(4.5.3-3) 

 

 

ここで， 

Ｍ＝Ｓ・Ｍ
Ｔ
 ･･･････････････････････････････････(4.5.3-4) 

Ｍ
Ｔ
＝λ・

π・ｔ・Ｉ

√1－ν
2
・ｂ

2
・√Ｅ・σ

ｙ
・γ ････････････(4.5.3-5) 

Ｉ＝
ｔ・ｂ

3

6
＋ａｅ・ｔ・

ｂ
2

2
 ･･･････････････････････(4.5.3-6) 

 

 

(4.5.3-2)～(4.5.3-6)式の出典：電力共通研究「機器配管系の合理

的な耐震設計手法の確立に関する研究(S60～S61)」 

 

 

 

 

 

4.5.2 矩形ダクトの座屈評価 

地震時，両端単純支持された矩形ダクトに生じる曲げモー

メントは次式で与えられる。 

 

 
図4-5 両端単純支持梁 

 

 

 

 

Ｍ
0
＝

α・Ｗ・ℓ２

８
 ･･････････････････････････････････（4.5） 

 

ここで， 

Ｍ０ ：発生曲げモーメント      （N･mm） 
α   ：設計震度                （ － ） 

 

ここで，矩形ダクトの座屈による大変形を防ぐために矩形

ダクトに生じる曲げモーメントが許容座屈曲げモーメント

以下となるようにする。 

 

Ｍ
0
≦Ｍ    ･･･････････････････････････････････（4.6） 

 

ここで， 

Ｍ ：許容座屈曲げモーメント （N･mm） 

 

 

（4.5），（4.6）式より許容座屈曲げモーメントから定まる

支持間隔は次式で与えられる。 

 

ℓ＝√
８・Ｍ

Ｗ・α
    ････････････････････････････････････（4.7） 

 

 

ここで， 

Ｍ＝Ｓ・Ｍ
Ｔ
    ･････････････････････････････････（4.8） 

Ｍ
Ｔ
＝λ・

π・ｔ・Ｉ

√１－ν
２
・ｂ

２
・√Ｅ・σ

ｙ
・γ    ････････（4.9） 

Ｉ＝
ｔ・ｂ

３

６
＋ａｅ・ｔ・

ｂ
２

２
    ･･････････････････（4.10） 

 

(4.6)～(4.10)式の出典：電力共通研究「機器配管系の合

理的な耐震設計手法の確立に関する研究（S60～S61）」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・発電炉との資料構成

の違いであり，再処

理施設の記号の説

明については，(16/

4 8 )頁に示してお

り，記載の差異によ

り新たな論点が生

じるものではない。 

 

 

・発電炉との資料構成

の違いであり，再処

理施設の記号の説

明については，(16/

4 8 )頁に示してお

り，記載の差異によ

り新たな論点が生

じるものではない。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－２ ダクトの耐震支持方針】(16／48) 

別紙４－12 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－２ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－２ 
Ｍ0  ：発生曲げモーメント(N･mm) 

α ：設計震度(－) 

ｗ  ：ダクト単位長さ当たり重量(N/mm) 

Ｌ  ：標準支持間隔(mm) 

Ｍ ：許容座屈曲げモーメント(N･mm) 

Ｓ  ：許容座屈曲げモーメントの安全係数(＝0.7)(－) 

ＭＴ ：座屈限界曲げモーメント(N･mm) 

λ  ：座屈限界曲げモーメントの補正係数＊(－) 

π  ：円周率(－) 

ｔ  ：ダクト板厚(mm) 

Ｉ  ：断面2次モーメント(mm4) 

ν  ：ポアソン比(＝0.3)(－) 

ｂ  ：ダクト短辺寸法(mm) 

Ｅ  ：縦弾性係数(MPa) 

σｙ ：降伏点(MPa) 

γ  ：座屈限界曲げモーメントの安全係数(＝0.6)＊(－) 

ａｅ：ダクトフランジの有効幅(mm) 

 

 

 

注記 ＊：出典 電力共通研究「機器配管系の合理的な耐震設計手法の確

立に関する研究(S60～S61)」より，理論値と実験値の比率から定まる近似

曲線を用いる。 

 

4.5.4 丸ダクトの座屈評価 

地震時，両端単純支持された丸ダクトに生じる曲げモーメントは次

式で与えられる。 

 
 

Ｍ
0
＝

α・ｗ・Ｌ 2

8
 ･････････････････････････････････(4.5.4-1) 

 

ここで，丸ダクトの座屈による大変形を防ぐために丸ダクトに生じ

る曲げモーメントが許容座屈曲げモーメント以下となるようにする。 

 

Ｍ
0
≦Ｍ ･･･････････････････････････････････････(4.5.4-2) 

許容座屈曲げモーメントから定まる支持間隔は次式で与えられる。 

 

Ｌ＝√
8・Ｍ

ｗ・α
 ･････････････････････････････････････(4.5.4-3) 

 

ここで， 

Ｓ   ：座屈曲げモーメントの安全係数（＝0.7）     （ － ） 

ＭＴ：座屈限界曲げモーメント                    （N･mm） 

λ   ：座屈限界曲げモーメントの補正係数＊5        （ － ） 

ν ：ポアソン比(＝0.3)                          ( － ) 

σｙ ：降伏点                          （N/mm2） 

γ  ：座屈限界曲げモーメントの安全係数（＝0.6）＊5（ － ） 

ℓ   ：両端単純支持間隔                         （ mm ） 

Ｗ  ：ダクト単位長さ重量                       （N/mm） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注記 ＊5：出典 電力共通研究「機器配管系の合理的な耐震設計

手法の確立に関する研究（S60～S61）」より，理論値と実験値の比

率から定まる近似曲線を用いる。 

 

 

 使用している全て

の記号の説明を記

載したものであり，

記載の差異により

新たな論点が生じ

るものではない。 

 定ピッチスパン法

による評価に当た

っては，評価式の一

部に試験研究等を

基に設定した係数

を適用しているた

め 補 足 説 明 資 料

「【耐震機電30】ダ

クト評価で用いる

補正係数，安全係数

の設定根拠につい

て」に示す。 

 

 

 

 

 

 

 発電炉では丸ダク

トがないが，再処理

施設においては，丸

ダクトを用いてお

り，機械工学便覧の

薄肉円筒の座屈の

評価式を用いて丸

ダクトの座屈評価

式を記載したもの

であるため，記載の

差異により新たな

論点が生じるもの

ではない。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－２ ダクトの耐震支持方針】(17／48) 

別紙４－12 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－２ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－２ 

Ｍ＝Ｓ・Ｍ
Ｔ
 ･･･････････････････････････････････(4.5.4-4) 

Ｍ
Ｔ
＝

β・Ｅ・Ｒ・ｔ
2

(1―ν
2

)
 ･･････････････････････････････(4.5.4-5) 

 

Ｍ0：発生曲げモーメント(N･mm) 

α ：設計震度(－) 

ｗ  ：ダクト単位長さ当たり重量(N/mm) 

Ｌ  ：標準支持間隔(mm) 

Ｍ ：許容座屈曲げモーメント(N･mm) 

Ｓ  ：許容座屈曲げモーメントの安全係数(＝0.7)(－) 

ＭＴ：座屈限界曲げモーメント(N･mm) 

β  ：座屈限界曲げモーメントの補正係数(＝0.72)(－) 

Ｅ  ：縦弾性係数(MPa) 

Ｒ  ：ダクト内半径寸法(mm) 

ｔ  ：ダクト板厚(mm) 

ν ：ポアソン比(＝0.3)(－) 

 

 

 

 

 

 

 発電炉では丸ダク

トがないが，再処理

施設においては，丸

ダクトを用いてお

り，機械工学便覧の

薄肉円筒の座屈の

評価式を用いて丸

ダクトの座屈評価

式を記載したもの

であるため，記載の

差異により新たな

論点が生じるもの

ではない。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－２ ダクトの耐震支持方針】(18／48) 

別紙４－12 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－２ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－２ 
 4.6 支持方法 

4.6.1 直管部 

直管部は，「4.5 標準支持間隔」で求まる支持間隔以下で支持するも

のとし，標準支持間隔については，本資料の別紙１「安全機能を有する

施設の直管部標準支持間隔」及び別紙２「重大事故対処施設の直管部標

準支持間隔」に示す。なお，常設耐震重要重大事故等対処設備の標準支

持間隔については，温度・圧力の評価条件がＳクラス施設に包絡される

場合は，別紙１「安全機能を有する施設の直管部標準支持間隔」による

こととする。 

 

 

 

 

 

 

矩形断面の角ダクトの支持間隔については，短辺長さを基準とし，角

ダクトの直管部標準支持間隔に第4.6.1-1図に示す支持間隔比を乗じた

値を支持間隔とする。 

第4.6.1-1図は，基準となる正方形断面の角ダクトに比べて固有振動

数が高くなるように，かつ，曲げモーメントが小さくなるように求めた

辺長比及び板厚比と支持間隔比との関係を示すものである。 

 

 

 

 

 

なお，異径・幅のダクトが混在する場合は，直管部標準支持間隔が最

も短くなるダクトの支持間隔を選定する。 

また，小口径の丸ダクトについて，気密性，施工性の観点から配管と

同じ鋼管を用いる場合は，「Ⅳ－１‐１－11－１ 配管の耐震支持方針」

に基づき設計する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.6 支持方法 

(1) 直管部 

直管部は，「4.5 耐震支持間隔」で求まる支持間隔以下で支

持するものとする。また，直管部が長い箇所には軸方向を拘束

する支持構造物を設けるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 再処理施設は本資

料の別紙にて標準

支持間隔を纏めて

示す方針としてい

るため，記載の差異

により新たな論点

が生じるものでは

ない。 

 

 

 

 

 再処理施設のダク

ト設計は先行炉(PW

R)と同様の対応と

して矩形断面が混

在する場合の設計

方針を示している

ため，記載の差異に

より新たな論点が

生じるものではな

い。 

 

 再処理施設の標準

支持間隔によるダ

クトの設計方針と

して，異径ダクトが

混在する場合の設

計方針を示してい

るため，記載の差異

により新たな論点

が生じるものでは

ない。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－２ ダクトの耐震支持方針】(19／48) 

別紙４－12 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－２ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－２ 

 
 

第4.6.1-1図 矩形断面の角ダクトの支持間隔 

 

4.6.2 曲がり部 

曲がり部支持間隔を定めるための直管部標準支持間隔との比を求める

解析モデル，解析方法，解析条件，解析結果及び曲がり部の支持方針に

ついては，「Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針」に示す。 

 

4.6.3 集中質量部 

ダクトにダンパ等の重量物が取り付く場合は，重量物自体又は近傍を

支持するものとする。 

 

集中質量部支持間隔を定めるための直管部標準支持間隔との比を求め

る解析モデル，解析方法，解析条件，解析結果及び集中質量部の支持方

針については，「Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針」に示す。 

 

4.6.4 分岐部 

分岐部支持間隔を定めるための直管部標準支持間隔との比を求める解

析モデル，解析方法，解析条件，解析結果及び分岐部の支持方針につい

ては，「Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針」に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 曲管部 

曲管部は，直管部に比べ剛性，及び強度が低下するが，「4.5

 耐震支持間隔」で求まる支持間隔は，これら曲管部の縮小率

を包絡する支持間隔としている。 

 

(3) 重量物の取付部 

ダクトに自動ダンパ，弁等の重量物が取り付く場合は，重量

物自体又は近傍を支持するものとする。 

 

なお，近傍を支持する場合においては「4.5 耐震支持間隔」

で求まる支持間隔と，当該重量物を考慮した支持間隔を用い

て，支持点を設計する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 再処理施設におい

ては，曲り部，集中

質量部，分岐部の支

持方針については

配管と同一の手法

であることを記載

したものである。 

先行プラント(PWR)

と同じ設計方針で

あり，記載の差異に

より新たな論点が

生じるものではな

い。 

 本内容については，

補足説明資料「【耐

震機電16】配管系の

評価手法(定ピッチ

スパン法)につい

て」に示す。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－２ ダクトの耐震支持方針】(20／48) 

別紙４－12 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－２ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－２ 
 4.7 ダクトの構造 

ダクトは，構造上，溶接型，ハゼ折型に大別され，また断面形状は角

及び丸ダクトがある。ダクト構造の例を第4.7-1図に示す。 

 

 

 

 
 

第4.7-1図 ダクト構造の例 

 

4.7 ダクトの構造 

ここでは，主要な矩形ダクトについて記述する。矩形ダクト

は，溶接ダクトとハゼ折ダクトがある。 

(1) 溶接ダクトは，二隅あるいは四隅を溶接継手とする。補

強は，定ピッチで全周を形鋼で囲い，ダクトに断続溶接す

る。 

(2) ハゼ折ダクトの補強は，定ピッチで全周を形鋼で囲いダ

クトにリベット止めする。ダクト構造の代表例を図4-6に

示す。 

 

 
 

図4-6 ダクト構造の代表例 

 

 

 発電炉は角ダクト

の構造及び補強に

ついて示しており，

再処理施設は角ダ

クト及び丸ダクト

の構造について記

載したものである

ため，記載の差異に

より新たな論点が

生じるものではな

い。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－２ ダクトの耐震支持方針】(21／48) 

別紙４－12 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－２ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－２ 
 4.8 ダクトの設計において考慮すべき事項 

(1) ダンパ 

ダンパが設置される場合は，「4.6.3 集中質量部」に基づき前後の支

持点を決定する。 

ダンパは十分剛であるフレームやフランジで固定されており,フレー

ム系全体が剛である。また,ダンパの面間はダクトよりも短く,大きな駆

動部を有する場合は駆動部に支持点を設け，応答増幅を防ぐことで耐震

上十分な構造強度を有する設計とする。 

地震時に動的機能維持が要求されるダンパに対しては，駆動部の応答

加速度と機能維持確認済加速度の比較による評価を行い，駆動部の機能

維持確認済加速度を超える場合は，駆動部を支持する。 

 

(2) 伸縮継手の使用 

a. ダクトが建物・構築物相互間を通過する場合は，相対変位を吸収で

きるよう，必要に応じて伸縮継手を設ける。 

b. ダクトを他の機器類に接続する場合は，相互作用を吸収できるよ

う，必要に応じて伸縮継手を設ける。 

 

 

  ダクトの設計にお

ける考慮事項とし

て，配管と同様の設

計方針となるダン

パ(配管の弁に相

当)や伸縮継手の記

載を明確化したも

のであるため，記載

の差異により新た

な論点が生じるも

のではない。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－２ ダクトの耐震支持方針】(22／48) 

別紙４－12 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－２ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－２ 
 5. 支持構造物の設計 

5.1 支持構造物の構造及び種類 

(1) 支持構造物は，形鋼を組み合わせた溶接構造を原則とし，その用

途に応じて以下に大別する。 

a. ダクト軸直角の2方向を拘束するもの 

b. ダクト軸方向及び軸直角の3方向を拘束するもの 

第5.1-1図～第5.1-4図に支持構造物の代表例を示す。 

 

(2) 支持構造物の構造は，ダクトより作用する地震荷重に対し十分な

強度を有する構造とする。なお，ダクトの荷重は隣接する支持構造

物の距離より定まる荷重の負担割合(ダクト長さ)と地震力から算

定する。 

 

 
第5.1-1図 2方向(軸直角方向)拘束の代表例 

 

 

 

5. 支持構造物の構造及び種類 

(1)支持構造物は，形鋼を組み合わせた溶接構造を原則とし，そ

の用途に応じて以下に大別する。 

(a) ダクト軸直角の2方向を拘束するもの 

(b) ダクト軸方向及び軸直角の3方向を拘束するもの 

図5-1～図5-4に支持構造物の代表例を示す。 

 

(2)支持構造物の構造は，ダクトより作用する地震荷重に対し十

分な強度を有する構造とする。なお，ダクトの荷重は隣接する支

持構造物の距離より定まる荷重の負担割合（ダクト長さ）と地震

力から算定する。 

 

 
図5-1  2方向（軸直角方向）拘束の代表例 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－２ ダクトの耐震支持方針】(23／48) 

別紙４－12 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－２ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－２ 
  

 
第5.1-2図 3方向(軸方向及び軸直角方向)拘束の代表例 

 

 
第5.1-3図 垂直ダクトの支持の代表例 

 

 

 
図5-2  3方向（軸方向及び軸直角方向）拘束の代表例 

 

 
図5-3 垂直ダクトの支持の代表例 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－２ ダクトの耐震支持方針】(24／48) 

別紙４－12 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－２ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－２ 
 第5.1-2図におけるＡ部 

 
第5.1-4図 ダクトと支持構造物の接合 

 

 

 
図5-4  ダクトと支持構造物の接合 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－２ ダクトの耐震支持方針】(25／48) 

別紙４－12 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－２ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－２ 
 5.2 支持架構の設計 

ダクトの支持架構は，地震時にダクトに発生する荷重を支持する必

要がある。支持架構の設計に当たっては，あらかじめ許容し得る設計

荷重に対する健全性を型式ごとに確認し，支持点に発生する支持点荷

重が設計荷重以下になる支持架構を選定する。これにより支持架構の

耐震性が確保できる。 

支持架構及び埋込金物から構成される支持構造物の設計原則，設計

方法及び，選定方法については，「Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震

支持方針」に示す。 

なお，ダクトの支持架構は，非常に物量が多いことから，第5.2-1図

に示す基本形状ごとに，鋼材選定の標準化を図って設計に適用する。 

 

 

 
第5.2-1図 支持架構の基本形状例 

 

  先行炉(PWR)と同様

の設計方針として

支持架構の設計に

おける記載の明確

化を行ったため，記

載の差異により新

たな論点が生じる

ものではない。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－２ ダクトの耐震支持方針】(26／48) 

別紙４－12 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－２ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－２ 
 5.3 支持架構の選定 

支持架構に用いる標準的な鋼材表を，第5.3-1表に示す。また，基本

構造を，第5.3-1図に示す。本表に記載する鋼材の中から個々の条件に

応じて単独又は組合せで使用するが，同等以上の強度を持つほかの鋼

材も使用可能とする。 

設計荷重としての最大使用荷重を設定するにあたっては，様々な荷

重条件の組合せに適用できるように，設計上の配慮として各荷重成分

を同値として定めている。 

 

第5.3-1表 支持架構の標準鋼材仕様 

 

 
 

 
第5.3-1図 基本構造形状図 

 

  再処理施設におい

ては，ダクトの設計

方針として標準支

持間隔法を示して

おり，「Ⅳ－１－１

－11－１ 配管の

耐震支持方針」の記

載同様に，ダクトの

支持点荷重に基づ

く支持構造物の設

計について記載の

明確化を行ったた

め，記載の差異によ

り新たな論点が生

じるものではない。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－２ ダクトの耐震支持方針】(27／48) 

別紙４－12 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－２ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－２ 
 5.4 支持架構の耐震評価結果 

各支持架構について，定められた最大使用荷重に対して十分な耐震

性を有することを確認した結果を示す。 

なお，支持架構は口径，材質に応じた支持点荷重に対していずれも

同等の耐震裕度となるよう設計しており，本項では代表的な型式に対

する耐震評価結果を示す。 

支持架構における評価結果の纏め表を第5.4-1表に示す。 

 

 

第5.4-1表 支持架構の評価結果纏め表 

 

 
記号の説明 

Ｄ ：死荷重(自重) 

Ｐｄ：当該設備に設計上定められた最高使用圧力による荷重 

Ｍｄ：当該設備に設計上定められた機械的荷重 

Ｓｓ：基準地震動Ｓｓによる地震力 

Ｓｄ：弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力又は静的地震力 

 

 

  再処理施設におい

ては，ダクトの設計

方針として標準支

持間隔法を示して

おり，「Ⅳ－１－１

－11－１ 配管の

耐震支持方針」の記

載同様に，ダクトの

支持点荷重に基づ

く支持構造物の設

計について記載の

明確化を行ったた

め，記載の差異によ

り新たな論点が生

じるものではない。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－２ ダクトの耐震支持方針】(28／48) 

別紙４－12 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－２ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－２ 
 第5.4-2表(1/12) 支持架構の耐震計算結果 

 
 

 

  再処理施設におい

ては，ダクトの設計

方針として標準支

持間隔法を示して

おり，「Ⅳ－１－１

－11－１ 配管の

耐震支持方針」の記

載同様に，ダクトの

支持点荷重に基づ

く支持構造物の設

計について記載の

明確化を行ったた

め，記載の差異によ

り新たな論点が生

じるものではない。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－２ ダクトの耐震支持方針】(29／48) 

別紙４－12 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－２ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－２ 
 第5.4-2表(2/12) 支持架構の耐震計算結果 

 

 

  再処理施設におい

ては，ダクトの設計

方針として標準支

持間隔法を示して

おり，「Ⅳ－１－１

－11－１ 配管の

耐震支持方針」の記

載同様に，ダクトの

支持点荷重に基づ

く支持構造物の設

計について記載の

明確化を行ったた

め，記載の差異によ

り新たな論点が生

じるものではない。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－２ ダクトの耐震支持方針】(30／48) 

別紙４－12 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－２ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－２ 
 第5.4-2表(3/12) 支持架構の耐震計算結果 

 

 

  再処理施設におい

ては，ダクトの設計

方針として標準支

持間隔法を示して

おり，「Ⅳ－１－１

－11－１ 配管の

耐震支持方針」の記

載同様に，ダクトの

支持点荷重に基づ

く支持構造物の設

計について記載の

明確化を行ったた

め，記載の差異によ

り新たな論点が生

じるものではない。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－２ ダクトの耐震支持方針】(31／48) 

別紙４－12 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－２ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－２ 
 第5.4-2表(4/12) 支持架構の耐震計算結果 

 

 

  再処理施設におい

ては，ダクトの設計

方針として標準支

持間隔法を示して

おり，「Ⅳ－１－１

－11－１ 配管の

耐震支持方針」の記

載同様に，ダクトの

支持点荷重に基づ

く支持構造物の設

計について記載の

明確化を行ったた

め，記載の差異によ

り新たな論点が生

じるものではない。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－２ ダクトの耐震支持方針】(32／48) 

別紙４－12 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－２ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－２ 
 第5.4-2表(5/12) 支持架構の耐震計算結果 

 

  再処理施設におい

ては，ダクトの設計

方針として標準支

持間隔法を示して

おり，「Ⅳ－１－１

－11－１ 配管の

耐震支持方針」の記

載同様に，ダクトの

支持点荷重に基づ

く支持構造物の設

計について記載の

明確化を行ったた

め，記載の差異によ

り新たな論点が生

じるものではない。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－２ ダクトの耐震支持方針】(33／48) 

別紙４－12 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－２ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－２ 
 第5.4-2表(6/12) 支持架構の耐震計算結果 

 

 

  再処理施設におい

ては，ダクトの設計

方針として標準支

持間隔法を示して

おり，「Ⅳ－１－１

－11－１ 配管の

耐震支持方針」の記

載同様に，ダクトの

支持点荷重に基づ

く支持構造物の設

計について記載の

明確化を行ったた

め，記載の差異によ

り新たな論点が生

じるものではない。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－２ ダクトの耐震支持方針】(34／48) 

別紙４－12 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－２ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－２ 
 第5.4-2表(7/12) 支持架構の耐震計算結果 

 
 

 

  再処理施設におい

ては，ダクトの設計

方針として標準支

持間隔法を示して

おり，「Ⅳ－１－１

－11－１ 配管の

耐震支持方針」の記

載同様に，ダクトの

支持点荷重に基づ

く支持構造物の設

計について記載の

明確化を行ったた

め，記載の差異によ

り新たな論点が生

じるものではない。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－２ ダクトの耐震支持方針】(35／48) 

別紙４－12 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－２ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－２ 
 第5.4-2表(8/12) 支持架構の耐震計算結果 

 

 

  再処理施設におい

ては，ダクトの設計

方針として標準支

持間隔法を示して

おり，「Ⅳ－１－１

－11－１ 配管の

耐震支持方針」の記

載同様に，ダクトの

支持点荷重に基づ

く支持構造物の設

計について記載の

明確化を行ったた

め，記載の差異によ

り新たな論点が生

じるものではない。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－２ ダクトの耐震支持方針】(36／48) 

別紙４－12 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－２ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－２ 
 第5.4-2表(9/12) 支持架構の耐震計算結果 

 
 

 

 

  再処理施設におい

ては，ダクトの設計

方針として標準支

持間隔法を示して

おり，「Ⅳ－１－１

－11－１ 配管の

耐震支持方針」の記

載同様に，ダクトの

支持点荷重に基づ

く支持構造物の設

計について記載の

明確化を行ったた

め，記載の差異によ

り新たな論点が生

じるものではない。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－２ ダクトの耐震支持方針】(37／48) 

別紙４－12 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－２ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－２ 
 第5.4-2表(10/12) 支持架構の耐震計算結果 

 
 

 

 

  再処理施設におい

ては，ダクトの設計

方針として標準支

持間隔法を示して

おり，「Ⅳ－１－１

－11－１ 配管の

耐震支持方針」の記

載同様に，ダクトの

支持点荷重に基づ

く支持構造物の設

計について記載の

明確化を行ったた

め，記載の差異によ

り新たな論点が生

じるものではない。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－２ ダクトの耐震支持方針】(38／48) 

別紙４－12 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－２ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－２ 
 第5.4-2表(11/12) 支持架構の耐震計算結果 

 
 

 

 

  再処理施設におい

ては，ダクトの設計

方針として標準支

持間隔法を示して

おり，「Ⅳ－１－１

－11－１ 配管の

耐震支持方針」の記

載同様に，ダクトの

支持点荷重に基づ

く支持構造物の設

計について記載の

明確化を行ったた

め，記載の差異によ

り新たな論点が生

じるものではない。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－２ ダクトの耐震支持方針】(39／48) 

別紙４－12 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－２ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－２ 
 第5.4-2表(12/12) 支持架構の耐震計算結果 

 
 

 

  再処理施設におい

ては，ダクトの設計

方針として標準支

持間隔法を示して

おり，「Ⅳ－１－１

－11－１ 配管の

耐震支持方針」の記

載同様に，ダクトの

支持点荷重に基づ

く支持構造物の設

計について記載の

明確化を行ったた

め，記載の差異によ

り新たな論点が生

じるものではない。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－２ ダクトの耐震支持方針】(40／48) 

別紙４－12 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－２ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－２ 
 別紙資料【Ⅳ-１-１-11-２ 別紙１ 安全機能を有する施設の直管部標準支

持間隔】 

 

1.概要 

 本資料は，耐震Ｓクラスのダクトについて，「Ⅳ－１－１ 耐震設計の基

本方針」及び「Ⅳ－１－１－11－２ ダクトの耐震支持方針」に基づき標

準支持間隔法により算出した直管部標準支持間隔の解析結果を施設ごとに

まとめたものである。 

 

 

 

 

2.準拠規格 

 「Ⅳ－１－１ 耐震設計の基本方針」の「2.2 準拠規格」に示す規格の

うち，本評価に対する準拠規格について第2-1表に示す。 

 

第2-1表 準拠規格 

 
注記 ＊：JSME S NC1以外に使用している鉄鋼材料の規格については，「Ⅴ

－１－１ 強度及び耐食性に関する設計の基本方針」における

別紙「容器等の材料及び構造に関する設計方針」に定められた

値を適用する。 

 

3.計算精度と数値の丸め方 

 解析に用いる計算精度は耐震性の結果に影響を及ぼさない桁数を確保す

る。 

 また，解析結果において数値を示す際の丸め方を第3-1表に示す。 

 

第3-1表 表示する数値の丸め方 

 
 

 

  

・再処理施設は本資料

の別紙にて纏めて標

準支持間隔を示す方

針としているため，

記載の差異により新

たな論点が生じるも

のではない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・再処理施設において

標準支持間隔法に適

用している規格及び

数値の丸めについ

て，記載の明確化を

行ったため，記載の

差異により新たな論

点が生じるものでは

ない。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－２ ダクトの耐震支持方針】(41／48) 

別紙４－12 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－２ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－２ 
 別紙資料【Ⅳ-１-１-11-２ 別紙１－１ 前処理建屋の直管部標準支持間

隔】 

 

1.解析条件 

1.1 ダクト設計条件 

 標準支持間隔の算定に必要なダクト設計条件を第1.1-1表～第1.1-5表に

示す。 

 

1.2 階層の区分 

 解析に当たっては，設計用床応答曲線をいくつかの階層に区分し，支持

間隔を求めるものとし，第1.2-1表に示す階層の区分とする。 

 

2.解析結果 

 第1.1-1表～第1.1-5表の各種ダクトの設計条件をもとに計算した直管部

標準支持間隔，固有周期及びモーメント比の解析結果を第2-1表～第2-5表

に示す。 

 なお，モーメント比は曲げモーメントから算出しており，曲げモーメン

トは，自重による曲げモーメント及び地震力による曲げモーメントの和を

表している。 

 

 

 ・再処理施設は本資料

の別紙にて纏めて標

準支持間隔を示す方

針としているため，

記載の差異により新

たな論点が生じるも

のではない。なお，

本別紙は，当該基本

方針の本紙に沿った

計算結果を示す書類

であり，令和４年 12

月 26 日に申請した内

容と同じであること

から，一例として抜

粋で添付する。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－２ ダクトの耐震支持方針】(42／48) 

別紙４－12 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－２ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－２ 
 

 
 

 

 

 

 

 

 ・再処理施設は本資料

の別紙にて纏めて標

準支持間隔を示す方

針としているため，

記載の差異により新

たな論点が生じるも

のではない。なお，

本別紙は，当該基本

方針の本紙に沿った

計算結果を示す書類

であり，令和４年 12

月 26 日に申請した

内容と同じであるこ

とから，一例として

抜粋で添付する。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－２ ダクトの耐震支持方針】(43／48) 

別紙４－12 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－２ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－２ 

 
 

 

 

 

・再処理施設は本資料

の別紙にて纏めて標

準支持間隔を示す方

針としているため，

記載の差異により新

たな論点が生じるも

のではない。なお，

本別紙は，当該基本

方針の本紙に沿った

計算結果を示す書類

であり，令和４年 12

月 26 日に申請した

内容と同じであるこ

とから，一例として

抜粋で添付する。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－２ ダクトの耐震支持方針】(44／48) 

別紙４－12 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－２ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－２ 
 

 
 

 ・再処理施設は本資料

の別紙にて纏めて標

準支持間隔を示す方

針としているため，

記載の差異により新

たな論点が生じるも

のではない。なお，

本別紙は，当該基本

方針の本紙に沿った

計算結果を示す書類

であり，令和４年 12

月 26 日に申請した

内容と同じであるこ

とから，一例として

抜粋で添付する。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－２ ダクトの耐震支持方針】(45／48) 

別紙４－12 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－２ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－２ 
 

 
 

 ・再処理施設は本資料

の別紙にて纏めて標

準支持間隔を示す方

針としているため，

記載の差異により新

たな論点が生じるも

のではない。なお，

本別紙は，当該基本

方針の本紙に沿った

計算結果を示す書類

であり，令和４年 12

月 26 日に申請した

内容と同じであるこ

とから，一例として

抜粋で添付する。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－２ ダクトの耐震支持方針】(46／48) 

別紙４－12 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－２ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－２ 

 
 

・再処理施設は本資料

の別紙にて纏めて標

準支持間隔を示す方

針としているため，

記載の差異により新

たな論点が生じるも

のではない。なお，

本別紙は，当該基本

方針の本紙に沿った

計算結果を示す書類

であり，令和４年 12

月 26 日に申請した

内容と同じであるこ

とから，一例として

抜粋で添付する。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－２ ダクトの耐震支持方針】(47／48) 

別紙４－12 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－２ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－２ 
 別紙資料【Ⅳ-１-１-11-２ 別紙２ 重大事故等対処施設の直管部標準支持

間隔】 

 

1.概要 

本資料は，重大事故等対処設備に分類されるダクトについて，「Ⅳ－１

－１ 耐震設計の基本方針」及び「Ⅳ－１－１―11－２ ダクトの耐震

支持方針」に基づき標準支持間隔法により算出した直管部標準支持間隔

の解析結果を施設ごとにまとめたものである。 

 

2.準拠規格 

 「Ⅳ－１－１ 耐震設計の基本方針」の「2.2 準拠規格」に示す規格の

うち，本評価に対する準拠規格について第2-1表に示す。 

 

第2-1表 準拠規格 

 
注記 ＊：JSME S NC1 以外に使用している鉄鋼材料の規格については，

「Ⅴ－１－１ 強度及び耐食性に関する設計の基本方針」にお

ける別紙「容器等の材料及び構造に関する設計方針」に定めら

れた値を適用する。 

 

3.計算精度と数値の丸め方 

解析に用いる計算精度は耐震性の結果に影響を及ぼさない桁数を確

保する。 

また，解析結果において数値を示す際の丸め方を第3-1表に示す。 

第3-1表 表示する数値の丸め方 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 ・再処理施設は本資料

の別紙にて纏めて標

準支持間隔を示す方

針としているため，

記載の差異により新

たな論点が生じるも

のではない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・再処理施設において

標準支持間隔法に適

用している規格及び

数値の丸めについ

て，記載の明確化を

行ったため，記載の

差異により新たな論

点が生じるものでは

ない。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－11－２ ダクトの耐震支持方針】(48／48) 

別紙４－12 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－11－２ 添付書類Ⅴ－２－１－１２－２ 
別紙資料【Ⅳ-１-１-11-２ 別紙２－○ ○○の直管部標準支持間隔】 ・本別紙は，当該基本

方針の本紙に沿った

計算結果を示す書類

であり，令和４年 12

月 26 日に申請した

内容と同じであるこ

とから添付しない。 
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令和５年１月５日 Ｒ９ 

 

 

 

別紙４－13 
 

 

 

電気計測制御装置等の耐震支持方針 

  

下線： 

・プラントの違いによらない記載内容の差異 

・章立ての違いによる記載位置の違いによる差異   

二重下線： 

・プラント固有の事項による記載内容の差異 

ハッチング： 

・前回までの申請から記載に変更がない箇所 

 

【凡例】 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－１２ 電気計測制御装置等の耐震支持方針】(1／15) 

別紙４－13 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－12 添付書類Ⅴ－２－１－11  
 Ⅳ－１－１－12 電気計測制御装置等の耐震支持方針 

 

目 次 

 

 

1.概要 

2. 基本原則 

3. 支持構造物の設計 

 3.1 設計手順 

3.2 支持構造物及び埋込金物の設計 

 

4. 電気計測制御装置等の耐震設計方針 

 

 

 

 

 4.1 耐震設計の範囲 

4.2 耐震設計の手順 

4.2.1  盤の耐震設計手順 

4.2.2  装置の耐震設計手順 

4.2.3  器具の耐震設計手順 

4.2.4  電路類の耐震設計手順 

4.2.5  既存資料の利用による耐震設計 

Ⅴ－２－１－11 機器・配管の耐震支持設計方針 

 

目 次 

 

3．電気計測制御装置 

 

3.1 基本原則 

3.2 支持構造物の設計 

  3.2.1 設計手順 

  3.2.2 支持構造物及び埋込金物の設計 

 

Ⅴ－２－１－11 機器・配管の耐震支持設計方針 別紙１ 

 

目 次 

 

1. 概要 

2. 耐震設計の範囲 

3. 耐震設計の手順 

3.1 盤の耐震設計手順 

3.2 装置の耐震設計手順 

3.3 器具の耐震設計手順 

3.4 電路類の耐震設計手順 

3.5 既存資料の利用による耐震設計 

 再処理施設におい

ては，機器，配管

系，電気計測制御

装置等について

各々支持構造物の

設計方針が異なる

ことから個別の設

計方針を作成して

いる。よって，本

資料との比較にお

いては，発電炉の

電気計測制御装置

の耐震支持設計方

針部分との比較を

行う。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－１２ 電気計測制御装置等の耐震支持方針】(2／15) 

別紙４－13 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－12 添付書類Ⅴ－２－１－11  
9. 機器・配管系の支持方針 

機器・配管系本体については「5. 機能維持の基本方針」に

基づいて耐震設計を行う。それらの支持構造物の設計方針につ

いては，機器は形状，配置等に応じて個別に支持構造物の設計

を行うこと，配管系，電気計測制御装置等は設備の種類，配置

に応じて各々標準化された支持構造物の中から選定することか

ら，それぞれ「Ⅳ－１－１－10 機器の耐震支持方針」，「Ⅳ－

１－１－11－１ 配管の耐震支持方針」，「Ⅳ－１－１－11－２ 

ダクトの耐震支持方針」及び「Ⅳ－１－１－12 電気計測制御

装置等の耐震支持方針」にて示す。 

 

 

1.  概要 

  本方針は，「Ⅳ－１－１ 耐震設計の基本方針」のうち「9. 機

器・配管系の支持方針」に基づき，再処理施設の電気計測制御装置等

及び標準化された支持構造物を用いた設計について，耐震設計上十分

安全であるように考慮すべき事項を定めたものである。 

 

 

2.  基本原則 

電気計測制御装置等の耐震支持方針は下記によるものとする。 

(1)電気計測制御装置等は取付ボルト等により支持構造物に固定され

る。支持構造物は，剛な床，壁面等から支持することとする。 

   

(2)支持構造物を含め十分剛構造とすることで建物・構築物との共振

を防止する。 

(3)剛性を十分に確保できない場合は，振動特性に応じた地震応答解

析により，応力評価に必要な荷重等を算定し，その荷重等に耐える

設計とする。 

(4)地震時に要求される電気的機能を喪失しない構造とする。 

電気計測制御装置等の電気的機能維持の設計方針を 4.以降に示

す。 

 

 

 

3.  支持構造物の設計 

3.1  設計手順 

電気計測制御装置等の配置及び構造計画に際しては，設置場所の環

境条件，現地施工性等の関連を十分考慮して総合的な調整を行い，電

気計測制御装置等の特性，運転操作及び保守点検の際に支障とならな

いこと等についての配慮を十分加味した耐震設計を行うよう考慮す

る。 

 

設計手順を第3.1-1図に示す。 

支持構造物の設計は，建物・構築物基本計画，電気計測制御装置等の

基本設計条件等から配置設計を行い，耐震解析及び機能維持の検討に

より強度及び支持機能を確認し，詳細設計を行う。 

 

3. 電気計測制御装置 

 

 

 

 

 

 

 

3.1 基本原則 

電気計測制御装置の耐震支持方針は下記によるものとする。 

(1) 電気計測制御装置は取付ボルト等により支持構造物に固定さ

れる。支持構造物は，剛な床，壁面等から支持することとす

る。 

(2) 支持構造物を含め十分剛構造とすることで建屋との共振を防

止する。 

(3) 剛性を十分に確保できない場合は，振動特性に応じた地震応

答解析により，応力評価に必要な荷重等を算定し，その荷重等

に耐える設計とする。 

(4) 地震時に要求される電気的機能を喪失しない構造とする。 

電気計測制御装置の電気的機能維持の設計方針を別紙1に示

す。 

 

 

 

3.2 支持構造物の設計 

3.2.1 設計手順 

電気計測制御装置の配置，構造計画に際しては，設置場所の環境

条件，現地施工性等の関連を十分考慮して総合的な調整を行い，電

気計測制御装置類の特性，運転操作及び保守点検の際に支障となら

ないこと等についての配慮を十分加味した耐震設計を行うよう考慮

する。 

 

設計手順を図3-1に示す。 

支持構造物の設計は，建屋基本計画及び電気計測制御装置の基本設

計条件等から配置設計を行い，耐震解析，機能維持の検討により強

度及び支持機能を確認し，詳細設計を行う。 

 

 

・発電炉では，機

器・配管・電気計測

制御装置等共通の方

針として示してお

り，再処理施設で

は，機器・配管・電

気計測制御装置等そ

れぞれ分けた方針と

しているため，記載

の差異により新たな

論点が生じるもので

はない。 

・再処理施設におけ

る電気計測制御装置

は，盤，装置，器具

及び電路類であり電

気計測制御装置等と

しているため，記載

の差異により新たな

論点が生じるもので

はない。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－１２ 電気計測制御装置等の耐震支持方針】(3／15) 

別紙４－13 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－12 添付書類Ⅴ－２－１－11  
 

 
第 3.1-1 図 支持構造物の耐震設計フローチャート 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－１２ 電気計測制御装置等の耐震支持方針】(4／15) 

別紙４－13 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－12 添付書類Ⅴ－２－１－11  
  3.2  支持構造物及び埋込金物の設計 

(1) 盤の設計 

a．設計方針 

盤に実装される器具は取付ボルトにより盤に固定する。 

 

盤には垂直自立形と壁掛形があり，鋼材及び鋼板を組み合わせた

フレーム及び筐体で構成される箱型構造とする。 

垂直自立形の盤は基礎ボルトにより，あるいは床面に埋め込まれ

た埋込金物に溶接することにより自重及び地震荷重に対し，有効な

支持機能を有するよう設計する。 

壁掛形の盤は基礎ボルトにより，あるいは埋込金物に溶接するこ

とにより自重及び地震荷重に対し，有効な支持機能を有するよう設

計する。 

 

 

b．荷重条件 

荷重の種類及び組合せについては「Ⅳ－１－１－８ 機能維持の

基本方針」に従う。 

 

   
 

 

3.2.2 支持構造物及び埋込金物の設計 

(1) 盤の設計 

a. 設計方針 

盤に実装される器具は取付ボルトにより盤に固定する。 

 

盤には自立型と壁掛型があり，鋼材及び鋼板を組み合せたフ

レーム及び筺体で構成される箱型構造とする。 

自立型の盤は基礎ボルトにより，あるいは床面に埋め込まれ

た埋込金物に溶接することにより自重及び地震荷重に対し，有

効な支持機能を有するよう設計する。 

壁掛型の盤は基礎ボルトにより，あるいは埋込金物に溶接す

ることにより自重及び地震荷重に対し，有効な支持機能を有す

るよう設計する。 

 

 

b. 荷重条件 

荷重の種類及び組合せについては，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機

能維持の基本方針」に従う。 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

・再処理施設におけ

る盤の形状による呼

称であり，記載の差

異により新たな論点

が生じるものではな

い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（垂直自立形） （壁掛形） 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－１２ 電気計測制御装置等の耐震支持方針】(5／15) 

別紙４－13 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－12 添付書類Ⅴ－２－１－11  
 (2)架台の設計 

a．設計方針 

架台に実装される器具は取付ボルトにより架台に固定する。 

架台は鋼材を組み合わせた溶接構造又はボルト締結構造とし，

自重及び地震荷重に対し，機能低下を起こすような変形を起こさ

ないよう設計する。 

架台は基礎ボルトにより，あるいは埋込金物に溶接することに

より自重及び地震荷重に対し，有効な支持機能を有するよう設計

する。 

 

b．荷重条件 

荷重の種類及び組合せについては「Ⅳ－１－１－８ 機能維持

の基本方針」に従う。 

 

 

(2) 架台の設計 

a. 設計方針 

架台に実装される器具は取付ボルトにより架台に固定する。 

架台は鋼材を組合せた溶接構造又はボルト締結構造とし，自

重及び地震荷重に対し，機能低下を起こすような変形をおこさ

ないよう設計する。 

架台は基礎ボルトにより，あるいは埋込金物に溶接すること

により自重及び地震荷重に対し，有効な支持機能を有するよう

設計する。 

 

b. 荷重条件 

荷重の種類及び組合せについては，添付書類「Ⅴ-2-1-9  

機能維持の基本方針」に従う。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－１２ 電気計測制御装置等の耐震支持方針】(6／15) 

別紙４－13 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－12 添付書類Ⅴ－２－１－11  
 (3)埋込金物の設計 

a．設計方針 

埋込金物は，支持構造物から加わる荷重を基礎に伝え，支持構

造物と一体となって支持機能を満たすように設計する。埋込金物

の選定は，支持荷重及び配置を考慮して行う。 

 

b．荷重条件 

荷重の種類及び組合せについては「Ⅳ－１－１－８ 機能維持

の基本方針」に従う。 

 

c．種類及び選定 

埋込金物には下記の種類があり，それぞれの使用用途に合わせ

て選定する。 

(a) 埋込金物形式 

機器の配置計画時に基礎との取合い形状が確定できない場合

に使用する。 

 

 
 

(3) 埋込金物の設計 

a. 設計方針 

埋込金物は，支持構造物から加わる荷重を基礎に伝え，支持

構造物と一体となって支持機能を満たすように設計する。埋込

金物の選定は，支持荷重及び配置を考慮して行う。 

 

b. 荷重条件 

荷重の種類及び組合せについては，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機

能維持の基本方針」に従う。 

 

c. 種類及び選定 

埋込金物には下記の種類があり，それぞれの使用用途にあわ

せて選定する。 

(a) 埋込金物形式 

機器の配置計画時に基礎との取合い形状が確定できない場

合に使用する。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－１２ 電気計測制御装置等の耐震支持方針】(7／15) 

別紙４－13 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－12 添付書類Ⅴ－２－１－11  
 (b) 基礎ボルト形式 

機器の配置計画時に基礎との取合い形状が確定できる場合に

使用する。 

 
 

 (c) 後打アンカ 

打設後のコンクリートに穿孔機で孔をあけて設置するもので，ケミカ

ルアンカ又はメカニカルアンカを適用する。ただし，ケミカルアンカ

は，要求される支持機能が維持できる温度条件で使用する。また，メカ

ニカルアンカは振動が大きい箇所に使用しない。 

 

後打アンカの設計は，JEAG4601・補-1984 又は「各種合成構造設計指

針・同解説」((社)日本建築学会，2010 改定)に基づき設計する。また，

アンカメーカが定める施工要領に従い設置する。 

 

 

(b) 基礎ボルト形式 

機器の配置計画時に基礎との取合い形状が確定できる場合

に使用する。

 
 

 (c) 後打アンカ 

打設後のコンクリートに穿孔機で孔をあけて設置するもの

で，ケミカルアンカ又はメカニカルアンカを使用する。ただ

し，ケミカルアンカは，要求される支持機能が維持できる温

度条件で使用する。また，メカニカルアンカは振動が大きい

箇所に使用しない。 

 

後打アンカの設計は，「各種合成構造設計指針・同解説」

（日本建築学会，2010年改定）に基づき設計する。また，ア

ンカメーカが定める施工要領に従い設置する。 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

• 申請書間の整合を

図るため，「Ⅳ－

１－１－８ 機能

維持の基本方針」

に合わせた記載と

しており，記載の

差異により新たな

論点が生じるもの

ではない。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－１２ 電気計測制御装置等の耐震支持方針】(8／15) 

別紙４－13 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－12 添付書類Ⅴ－２－１－11  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5.1.5  許容限界 

b. 機器・配管系 

(a)Ｓクラスの機器・配管系 

  イ. 基準地震動Ｓｓによる地震力との組合せに対する許容

限界 

塑性域に達するひずみが生じる場合であっても，その

量が小さなレベルに留まって破断延性限界に十分な余裕

を有し，その施設の機能に影響を及ぼすことがない限度

に応力，荷重を制限する値を許容限界とする。 

ロ. 弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力又は静的地震力と

の組合せに対する許容限界 

発生する応力に対して，応答が全体的におおむね弾性

状態に留まるように，降伏応力又はこれと同等の安全性

を有する応力を許容限界とする。 

(b)Ｂクラス及びＣクラスの機器・配管系 

上記 b.(a)ロ.による応力を許容限界とする。 

(4) 基礎の設計 

a．設計方針 

電気計測制御装置等の基礎は，支持構造物から加わる自重及び

地震荷重に対し，有効な支持機能を有するよう設計する。基礎の

選定は，電気計測制御装置等の支持方法，支持荷重及び配置を考

慮して行う。 

 

 

b．荷重条件 

基礎の設計は，電気計測制御装置等から伝わる荷重に対し，荷

重成分の組合せを考慮して行う。荷重の種類及び組合せについて

は，「Ⅳ－１－１－８ 機能維持の基本方針」に従う。 

 

 

4.  電気計測制御装置等の耐震設計方針 

 

 

 

 

 

4.1  耐震設計の範囲 

電気計測制御装置等の区分及び適用範囲を第 4.1-1 表に示すとおり

とし，安全機能を有する施設のうち耐震重要度Ｓクラスの電気計測制

御装置等及び重大事故等対処施設のうち常設耐震重要重大事故等対処

設備に分類される電気計測制御装置等に該当する電気計測制御装置等

を対象とする。 

なお，耐震重要度Ｓクラスの電気計測制御装置等及び重大事故等対

処施設のうち常設耐震重要重大事故等対処設備に分類される電気計測

制御装置等が下位クラスの電気計測制御装置等による波及的影響によ

って，それぞれの安全機能及び重大事故等に対処するために必要な機

能を損なわないように設計する。 

 

 

 

 

(4) 基礎の設計 

a. 設計方針 

電気計測制御装置の基礎は，支持構造物から加わる自重，地

震荷重に対し，有効な支持機能を有するよう設計する。基礎の

選定は，電気計測制御装置の支持方法，支持荷重及び配置を考

慮して行う。 

 

 

b. 荷重条件 

基礎の設計は，電気計測制御装置から伝わる荷重に対し，荷

重成分の組合せを考慮して行う。荷重の種類及び組合せについ

ては，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」に従う。 

 

 

別紙１ 電気計測制御装置等の耐震設計方針 

 

1. 概要 

  本方針は，電気計測制御装置等（以下「電気計装品」という。）

の耐震設計の基本方針を示すものである。 

 

2. 耐震設計の範囲 

電気計装品の区分及び適用範囲を表 2-1 に示すとおりとし，設

計基準対象施設のうち耐震Ｓクラスの電気計装品及び重大事故等

対処施設のうち常設耐震重要重大事故防止設備または常設重大事

故緩和設備に該当する電気計装品を対象とする。 

 

  なお，耐震Ｓクラスの電気計装品及び重大事故等対処施設のう

ち常設耐震重要重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備の電

気計装品が，下位クラスの電気計装品による波及的影響によっ

て，それぞれの安全機能及び重大事故等に対処するために必要な

機能を損なわないように設計する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・発電炉では，機

器・配管・電気計

測制御装置等共通

の方針として示し

ており，再処理施

設では，機器・配

管・電気計測制御

装置等それぞれ分

けた方針としてい

るため，記載の差

異により新たな論

点が生じるもので

はない。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－１２ 電気計測制御装置等の耐震支持方針】(9／15) 

別紙４－13 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－12 添付書類Ⅴ－２－１－11  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 4.1-1 表 電気計測制御装置等の区分及び適用範囲 

 

 

 

 

 

 

・再処理施設におい

ては，機器を主要

機器と補機とに区

別していないこと

から，記載の差異

により新たな論点

が生じるものでは

ない。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－１２ 電気計測制御装置等の耐震支持方針】(10／15) 

別紙４－13 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－12 添付書類Ⅴ－２－１－11  
5.2  機能維持 

(2) 機器・配管系 

a．安全機能を有する施設 

(b) 電気的機能維持 

電気的機能が要求される設備は，地震時及び地震後に

おいて，その設備に要求される安全機能を維持するた

め，安全機能を有する施設の耐震重要度に応じた地震動

に対して，要求される電気的機能が維持できることを実

証試験又は解析により確認することで，電気的機能を維

持する設計とする。 

 

4.2  耐震設計の手順 

具体的な手順は，構造上及び機能上の性質により異なるので，電気

計測制御装置等を盤，装置，器具及び電路類の4種類に大別し，以下

各々についてその手順を示す。 

 

4.2.1  盤の耐震設計手順 

盤は，多種多様の器具を収納する集合体であるので，構造的及び

機能的に設計地震力に対して健全でなければならない。 

解析モデル化が可能で解析が容易である場合は「振動特性解析に

よる方法」を採用し，解析モデル化が不可能な場合又は解析モデル

化が可能であっても実験によって耐震性を検定するのが容易な場合

は，「振動特性試験による方法」を採用する。 

 

振動特性解析又は振動特性試験によって剛構造かどうかを判定

し，剛構造であれば静的解析により構造及び機能的健全性を確認す

る。剛構造でない場合は，応答解析又は応答試験を実施する。 

 

応答試験による場合は，取り付けられる器具を実装して行うこと

が容易な場合には，実装集合体応答試験により構造的及び機能的健

全性を確認する。 

また，器具を実装して行うことが困難な場合には物理的及び構造

的に実物を模擬したものを取り付けた模擬集合体応答試験を行い構

造的健全性を確認するとともに，模擬器具取付点の応答を測定し，

器具の単体で検定された検定スペクトルと比較することにより機能

的健全性を確認する。 

応答解析による場合は，解析により構造的健全性を確認するとと

もに器具の取付点の応答と器具単体で得られた検定スペクトルとを

比較することにより，機能的健全性を確認する。 

第 4.2.1-1 図に盤の耐震設計フローチャートを示す。 

3. 耐震設計の手順 

具体的な手順は，構造上及び機能上の性質により異なるので，電 

気計装品を盤，装置，器具及び電路類の4種類に大別し，以下各々 

についてその手順を示す。 

 

3.1 盤の耐震設計手順（図3-1 参照） 

盤は，多種多様の器具を収納する集合体であるので，構造的，

機能的に設計地震力に対して健全でなければならない。 

解析モデル化が可能で解析が容易である場合は「振動特性解析

による方法」を採用し，解析モデル化が不可能な場合若しくは解

析モデル化が可能であっても実験によって耐震性を検定するのが

容易な場合は，「振動特性試験による方法」を採用する。 

 

振動特性解析又は振動特性試験によって剛構造かどうかを判定

し，剛構造であれば静的解析により構造的及び機能的健全性を確

認する。剛構造でない場合は，応答解析又は応答試験を実施す

る。 

応答試験による場合は，取り付けられる器具を実装して行うこ

とが容易な場合には，実装集合体応答試験により構造的及び機能

的健全性を確認する。 

また，器具を実装して行うことが困難な場合には物理的，構造

的に実物を模擬したものを取り付けた模擬集合体応答試験を行い

構造的健全性を確認するとともに，模擬器具取付点の応答を測定

し，器具の単体で検定された検定スペクトルと比較することによ

り機能的健全性を確認する。 

応答解析による場合は，解析により構造的健全性を確認するととも

に器具の取付点の応答と器具単体で得られた検定スペクトルとを比

較することにより，機能的健全性を確認する。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－１２ 電気計測制御装置等の耐震支持方針】(11／15) 

別紙４－13 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－12 添付書類Ⅴ－２－１－11  
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⒶⒷ：第 4.2.3-1 図 器具の耐震設計

フローチャート参照 

第 4.2.1-1 図 盤の耐震設計フローチャート 

 

 

最大応答加速度

及び床応答曲線 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－１２ 電気計測制御装置等の耐震支持方針】(12／15) 

別紙４－13 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－12 添付書類Ⅴ－２－１－11  
 4.2.2  装置の耐震設計手順 

装置は，一般的に剛構造であり，その機能は，構造的健全性が保

たれている限り失われることはない。したがって，耐震性の検討

は，静的解析を行って構造的健全性を確かめる。 

ただし，剛構造でない場合は，盤と同様に応答解析又は応答試験

によって構造的健全性を確認する。 

第 4.2.2-1 図に装置の耐震設計フローチャートを示す。 

  

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

3.2 装置の耐震設計手順（図3-2 参照） 

装置は，一般に剛な構造であり，その機能は，構造的健全性が

保たれている限り失われることはない。したがって，耐震性の検

討は，静的解析を行って構造的健全性を確かめる。 

ただし，剛構造でない場合は，盤と同様に応答解析又は応答試

験によって構造的健全性を確認する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

構造設計

静的解析

剛構造

最大応答加速度

構造的，機能的
健全性検討

健全

装置の設計
変更が可能か

装置の形式変更

盤と同様の
フローチャートへ

NO

YES

NO

NO

YES

YES

完了

第 4.2.2-1 図 装置の耐震設計フローチャート 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－１２ 電気計測制御装置等の耐震支持方針】(13／15) 

別紙４－13 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－12 添付書類Ⅴ－２－１－11  
 4.2.3  器具の耐震設計手順 

器具の耐震性の検討は，構造及び機能の両面について行う。 

 

器具は，構造的及び機能的健全性を保持し得る限界入力又は許容

入力値を求める一般検定試験(又は限界性能試験)を行い，検定スペ

クトルを求め，これと取付け位置の応答とを比較することにより耐

震性を判定する。 

一般検定試験を行えない場合は，器具取付け位置の動的入力によ

って応答試験を行うことにより耐震性を判定する。 

器具の中で，計器用変成器等のように剛体と見なせるものであっ

て構造的に健全であれば，その機能が維持されるものについては装

置と同様に静的解析を行って構造的健全性を確認する。 

第4.2.3-1図に器具の耐震設計フローチャートを示す。 

 

 

 
 

 

 

 
 

3.3 器具の耐震設計手順（図3-3 参照） 

器具の耐震性の検討は，構造，機能の両面について行う。 

 

器具は，構造的及び機能的健全性を保持し得る限界入力，又は

許容入力値を求める一般検定試験（又は限界性能試験）を行い，

検定スペクトルを求め，これと取付け位置の応答とを比較するこ

とにより耐震性を判定する。 

一般検定試験を行えない場合は，器具取付け位置の動的入力に

よって応答試験を行うことにより耐震性を判定する。 

器具の中で，計器用変成器等のように剛体と見なせるものであ

って構造的に健全であれば，その機能が維持されるものについて

は装置と同様に静的解析を行って構造的健全性を確認する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

構造・機能設計

一般検定

振動特性試験
一般検定試験

（又は限界性能試験）

一般検定条件
（限界入力又は許容入力）

健全

器具の設計
変更が可能

器具の形式変更

完了

YES

YES

YES

NO

NO

NO

検定スペクトル応答試験

B
構造的，機能的
健全性検討

最大応答加速度
及び床応答曲線

A

第4.2.1-1図 盤の耐震設計
フローチャート参照

第4.2.1-1図 盤の耐震設計
フローチャート参照

第 4.2.3-1 図 器具の耐震設計フローチャート 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－１２ 電気計測制御装置等の耐震支持方針】(14／15) 

別紙４－13 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－12 添付書類Ⅴ－２－１－11  
 4.2.4  電路類の耐震設計手順 

電路類は，構造的に健全ならば機能が維持されるので構造的検討

のみを行う。この際には多質点系はりモデルによる解析又は標準支

持間隔法を用いる。多質点系はりモデルによる解析の場合は，固有

振動数に応じて応答解析による方法又は静的解析による方法を用 

いて構造的健全性を確認する方針とする。 

また，標準支持間隔法を用いる場合は，静的又は動的地震力によ

る応力が許容応力以下となる標準支持間隔を設定し，標準支持間隔

以内で支持することにより耐震性を確保する。 

第4.2.4-1図に電路類の耐震設計フローチャートを示す。 

 

また各建屋間，建屋と建屋外地盤とにまたがって設置されるもの

については，それらの地震時の相対変位を吸収できる構造とする。 

 

熱膨張等を考慮しなければならないものについては，その荷重に

対して構造的健全性を確認する方針とする。 

 

 
 

第 4.2.4-1 図 電路類の耐震設計フローチャート 

3.4 電路類の耐震設計手順（図3-4 参照） 

電路類は，構造的に健全ならば機能が維持されるので構造的検

討のみを行う。この際には3次元はりモデルによる解析又は標準支

持間隔法を用いる。3 次元はりモデルによる解析の場合は，固有

振動数に応じて応答解析による方法，又は静的解析による方法を

用いて構造的健全性を確認する方針とする。 

また，標準支持間隔法を用いる場合は，振動数基準による標準

支持間隔法を基本として標準支持間隔を設定し，標準支持間隔以

内で支持することにより耐震性を確保する。 

 

 

また，各建物間，建物と建物外地盤とにまたがって設置される

ものについては，それらの地震時の相対変位を吸収できる構造と

する。 

熱膨張等を考慮しなければならないものについては，その荷重

に対して構造的健全性を確認する方針とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・再処理施設におけ

る標準支持間隔法

による支持間隔の

設定は，配管と同

様に応力基準によ

り算出しているこ

とから，記載の差

異により新たな

論点が生じるも

のではない。 

・本内容について

は，補足説明資料

「【耐震機電 16】

配管系の評価手法

（定ピッチスパン

法）について」に

示す。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ－１－１－１２ 電気計測制御装置等の耐震支持方針】(15／15) 

別紙４－13 

再処理施設 発電炉 
備考 

添付書類Ⅳ－１－１ 添付書類Ⅳ－１－１－12 添付書類Ⅴ－２－１－11  
 4.2.5  既存資料の利用による耐震設計 

電気計測制御装置等の耐震設計は，既に振動実験又は解析が行わ

れており，かつ，その電気計測制御装置等が本再処理施設に使用さ

れるものと同等又は類似と判断される場合には，その実験データ又

は解析値を利用して耐震設計を行う。 

3.5 既存資料の利用による耐震設計 

電気計装品の耐震設計は，既に振動実験若しくは解析が行われ

ており，かつ，その電気計装品が本原子力発電所に使用されるも

のと同等又は類似と判断される場合には，その実験データ若しく

は解析値を利用して耐震設計を行う。 
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別紙４－14 
 

 

 

地震時の臨界安全性検討方針 

 
 

  

本添付書類は，再処理施設特有の基本方針であることから，発電炉との比較は行わない。 
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1. 概要 

本資料は，「Ⅳ－１－１－８ 機能維持の基本方針」の「3.2(2) 形状寸法管理に対す

る配慮」に基づき，「第四条 核燃料物質の臨界防止」にて核的制限値(寸法)を設定して

いる設備について，安全機能を有する施設の耐震重要度及び重大事故等対処施設の設備

分類に応じた地震動に対して容器としての構造強度を保つとともに，地震時において発

生する変位及び変形を制限し，臨界防止機能を維持するための臨界安全性に対する検討

として，地震時の臨界安全性に対する検討内容及び確認方法を説明するものである。 

 

2.  地震時の臨界安全性に対する検討内容 

核的制限値の維持に必要な形状寸法管理を行う設備及び複数の機器間の距離を核的制

限値として設定している設備のうち地震時において発生する変位及び変形を制限する必

要がある設備は，地震時の荷重のように短期的に作用する荷重により発生する変位及び

変形を考慮しても核的制限値を満足することで臨界防止機能を維持する設計であること

を確認する。 

確認に当たっては，以下(1)から(3)の既設工認に基づき確認対象設備を選定する。 

選定された設備を対象に，臨界計算に基づき，平常運転時に実効増倍率が0.95以下とな

る核燃料物質収納部の変位(以下「許容変位」という。)を設定する。 

次に，選定された設備の地震時の変位が，設備ごとに設定した許容変位以下であること

を確認する。また，許容変位の設定において中性子吸収材の存在を考慮した設備は，中性

子吸収材固定部機能が維持されることを確認する。 

(1) 平成９年５月 27 日付け９安(核規)第 245 号にて認可を受けた設工認申請書の「Ⅳ－

１－３ 申請設備に係る地震時の臨界安全性の検討方針」及び「Ⅳ－２－２－１－２ 

再処理設備本体の地震時の臨界安全性の評価書」による。 

(2) 平成 10 年６月９日付け９安(核規)第 596 号にて認可を受けた設工認申請書の「Ⅳ－

１－４ 申請設備に係る地震時の臨界安全性の検討方針」及び「Ⅳ－２－２－２－４ 

再処理設備本体の地震時の臨界安全性の評価書」による。 

(3) 平成 11 年１月 29日付け 10 安(核規)第 538 号にて認可を受けた設工認申請書の「Ⅳ

－１－４ 申請設備に係る地震時の臨界安全性の検討方針」，「Ⅳ－２－２－２－３ 

再処理設備本体の地震時の臨界安全性の評価書」及び「Ⅳ－２－２－３－２ 製品貯蔵

施設の地震時の臨界安全性の評価書」による。 
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2 

2.1 地震時の臨界安全性に対する確認方法 

臨界の発生を防止するために設定した核的制限値が地震力に対して十分な構造強度

を維持し，変位が許容変位に収まることで維持できることを以下の方法により確認す

る。 

 

(1) 変位の確認方法 

地震時の変位については，「Ⅳ－１－１－５ 地震応答解析の基本方針」に基づき，

地震応答解析により設備に生じる変位を算定し，許容変位以下であることを確認する。 

ただし，設備が剛の場合は臨界安全性に影響を与える変位は生じないため，当該設備

が剛であることの確認をもって許容変位以下であると判定する。 

(2) 中性子吸収材固定部の確認方法 

中性子吸収材を設置している設備については，中性子吸収材固定部の支持機能が維

持されることを確認する。 

 

3. 耐震評価方針 

  地震時の臨界安全性に対する確認に必要な耐震評価方針については，「Ⅳ－１－２－２

－１ 機器の耐震計算に関する基本方針」に示す。 

 上記に基づく耐震評価結果については，「Ⅳ－２ 耐震重要施設等の耐震性に関する計

算書」に示す。 
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令和５年１月５日 Ｒ５ 

 

 

 

別紙４－15 
 

 

 

建物・構築物の耐震計算に 

関する基本方針 

  

本添付書類は，再処理施設特有の類型化を踏まえた，建物・構築物の耐震計算に関する基

本方針であることから，発電炉との比較は行わない。 
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Ⅳ－１－２－１－１ 

建物・構築物の耐震計算に関する 

基本方針 
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2022 年 12 月 21 日付け原規規発第 2212213 号にて認可を受けた設工認申請書の「Ⅳ－１

－２－１－１ 建物・構築物の耐震計算に関する基本方針」から，今回申請で追加又は変更

する箇所を下線で示す。 
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1. 概要 

本基本方針は，「Ⅳ－１－１ 耐震設計の基本方針」に基づく建物・構築物の耐震計算

の方法について説明するものである。 

建物・構築物の耐震計算方針は，「Ⅳ－１－１－５ 地震応答解析の基本方針」に基づ

く評価方法の違いに基づき，集中質点系に置換した解析モデルを採用する「建物・構築物

（屋外重要土木構造物以外）」と，有限要素法によるモデルを用いる「屋外重要土木構造

物」に類別される。本資料では，上記２分類における耐震設計のプロセス及び計算方法に

ついて示す。 

また，上記類別の考え方に従って，具体的な計算方法を，「Ⅳ－１－３ 耐震性に関す

る計算書作成の基本方針」の「Ⅳ－１－３－１ 建物・構築物」において，分類ごとに示

す。 

 

2. 耐震設計のプロセス 

2.1 地震応答解析 

建物・構築物の地震応答解析としては，まず，「Ⅳ－１－１－５ 地震応答解析の

基本方針」の「2.1.1(2) 解析方法及び解析モデル」に基づき地盤及び当該建物・構

築物の解析モデルを設定する。次に，「Ⅳ－１－１－５ 地震応答解析の基本方針」

の「2.1.1(1) 入力地震動」に基づき入力地震動を算定した上で，地震応答解析によ

り建物・構築物各位置の応答を算定する。 

 

2.2 耐震評価 

建物・構築物の耐震評価に用いる地震力は上記地震応答解析結果に基づく建物・構

築物各位置の応答を用いる。その上で，「Ⅳ－１－１－８ 機能維持の基本方針」の

「3.1 構造強度上の制限」に基づき，地震力とその他の荷重を組み合わせて算定し

た応力等が，「Ⅳ－１－１－８ 機能維持の基本方針」の「3.1 構造強度上の制限」

に示される許容限界以下となることを確認する。 

 

これら，建物・構築物として共通の耐震設計のプロセスについて第2-1図に示す。 
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※各項目の番号は「3． 耐震計算プロセスの詳細」に対応する 

 

第 2-1図 建物・構築物の耐震設計プロセス 

 

  

3.2 入力地震動の算定 

3.3 建物・構築物の地震応答解析 

3.4 荷重の組合せの設定 

3.5 許容限界の設定 

3.6 各部位の耐震評価 

3.1 解析モデルの設定 

3.1.1 地盤モデル 

3.1.2 建物・構築物の地震応答解析モデル 

地震応答解析 

耐震評価 
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3. 耐震計算プロセスの詳細 

耐震計算は，「2. 耐震設計のプロセス」に基づき実施しており，以下では各耐震計

算プロセスの詳細を説明する。 

これらの耐震計算は，「Ⅳ－１－１ 耐震設計の基本方針」の「2.2 準拠規格」に示

す規格に準拠する。 

 

3.1 解析モデルの設定 

3.1.1 地盤モデル 

地盤モデルは「Ⅳ－１－１－５ 地震応答解析の基本方針」の「2. 地震応答解

析の方針」に基づき，地震動評価で考慮した敷地全体の地下構造及び対象建物・構

築物の直下又は周辺の地質・速度構造の特徴を踏まえて適切に設定することとし，

「Ⅳ－１－１－２ 地盤の支持性能に係る基本方針」の「6. 地盤の速度構造」に

記載のモデルを用い，地盤の非線形性としてひずみ依存特性を考慮する。 

 

3.1.2 建物・構築物の地震応答解析モデル  

3.1.2.1 建物・構築物（屋外重要土木構造物以外） 

地震応答解析モデルは「Ⅳ－１－１－５ 地震応答解析の基本方針」の「2. 

地震応答解析の方針」の「2.1.1 建物・構築物（2.1.2 に記載のものを除

く。）」に基づき，水平方向及び鉛直方向それぞれについて，建物・構築物の

重量及び剛性を考慮したモデルを設定する。また，建物・構築物と地盤との

相互作用を考慮するものとし，質点系モデルに地盤ばねを設定した建物・構

築物－地盤連成モデルによるモデルを用いる。 

地震応答解析モデルについては，建物・構築物の地震時における非線形挙

動の有無や程度に応じて，弾塑性挙動を適切に模擬した復元力特性を考慮

する。 

 

3.1.2.2 屋外重要土木構造物 

地震応答解析モデルは「Ⅳ－１－１－５ 地震応答解析の基本方針」の「2. 

地震応答解析の方針」の「2.1.2 屋外重要土木構造物」に基づき，屋外重

要土木構造物と地盤の相互作用を考慮するものとし，2次元動的有限要素法

による屋外重要土木構造物－地盤連成モデルを用いる。 

 

3.2 入力地震動の算定 

建物・構築物の入力地震動は，「Ⅳ－１－１－５ 地震応答解析の基本方針」の「2. 

地震応答解析の方針」に基づき算定する。1次元波動論に基づき，解放基盤表面レベル

で定義される基準地震動Ｓｓ及び弾性設計用地震動Ｓｄに対し，地震応答解析モデル

底面の地盤の応答として評価する。 
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3.3 建物・構築物の地震応答解析 

建物・構築物の動的解析は，「Ⅳ－１－１－５ 地震応答解析の基本方針」の「2. 地

震応答解析の方針」に基づき，時刻歴応答解析により実施する。解析においては，「3.1 

解析モデルの設定」にて設定したモデルを基本ケースとし，材料物性のばらつきを考慮

する。 

 

3.4 荷重の組合せの設定 

建物・構築物の耐震評価においては，「Ⅳ－１－１－８ 機能維持の基本方針」の「3.1 

構造強度上の制限」に基づき，固定荷重，積載荷重，土圧及び水圧，運転時の状態で施

設に作用する荷重及び地震力に加えて，自然条件として積雪荷重及び風荷重を必要に

応じて組み合わせる。 

 

3.5 許容限界の設定 

許容限界は，「Ⅳ－１－１－８ 機能維持の基本方針」の「3.1 構造強度上の制限」

に基づき，評価対象部位が有する安全機能が維持できるように十分に余裕を見込んだ

値を設定する。基礎地盤の支持性能については，「Ⅳ－１－１－２ 地盤の支持性能に

係る基本方針」の「4. 地盤の支持力」に記載の地盤の支持力度を設定する。 
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3.6 各部位の耐震評価 

3.6.1 建物・構築物（屋外重要土木構造物以外） 

(1) 地震応答解析による評価方法 

耐震壁及び支持地盤に対する耐震評価は，「3.3 建物・構築物の地震応答解析」

による地震応答解析に基づく建物・構築物の耐震壁のせん断ひずみ度及び接地圧

が，「3.5 許容限界の設定」にて設定した許容限界を下回ることの確認を行う。 

 

(2) 応力解析による評価方法 

応力解析による耐震評価は，「3.3 建物・構築物の地震応答解析」による地震

応答解析に基づく建物・構築物各部位に生じる地震力を用いて行う。応力解析にお

いては，各評価対象部位の特徴を踏まえた解析モデルを用い，「3.4 荷重の組合

せの設定」による地震力と地震力以外の荷重を組合せた応力解析を行い，評価対象

部位に発生する応力又はひずみが「3.5 許容限界の設定」にて設定した許容限界

を超えないことの確認を行う。 

 

3.6.2 屋外重要土木構造物 

屋外重要土木構造物の構造部材及び支持地盤に対する耐震評価は，「3.3 建物・

構築物の地震応答解析」による地震応答解析に基づく層間変形角，せん断力及び接

地圧が，「3.5 許容限界の設定」にて設定した許容限界を下回ることの確認を行う。   
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4. 耐震性に関する影響評価 

上記で示した耐震評価の結果を踏まえて，以下の影響評価を実施することとしており，

ここでは，これらの影響評価の方法を説明する。 

・水平 2方向及び鉛直方向地震力の組合せに関する影響評価 

・一関東評価用地震動(鉛直)に関する影響評価 

・隣接建屋に関する影響評価 

・液状化に関する影響評価 

 

4.1 水平 2方向及び鉛直方向地震力の組合せに関する影響評価 

水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せに関する影響評価に当たっては，従来設計

手法に対して水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せを考慮した場合に影響を受ける

可能性がある部位を抽出し，水平 2 方向及び鉛直方向地震力を組み合せた応力解析に

より，耐震評価結果に対する影響を確認する。 

この影響評価の詳細条件は，「Ⅳ－２－３ 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せ

に関する影響評価」に記載し，その別紙に各建物・構築物に対する評価結果を示す。 

 

4.2 一関東評価用地震動(鉛直)に関する影響評価 

一関東評価用地震動(鉛直)に関する影響評価に当たっては，一関東評価用地震動（鉛

直）による地震応答解析結果又はその影響を考慮した応答比率に基づき，耐震評価結果

に対する影響を確認する。 

この影響評価の詳細条件は，「Ⅳ－２－４－１ 一関東評価用地震動（鉛直）に関す

る影響評価」に記載し，その別紙に各建物・構築物に対する評価結果を示す。 

 

4.3 隣接建屋に関する影響評価 

建物・構築物の隣接建屋に関する影響評価に当たっては，実際の建屋配置状況に則し

て各建屋を配置した場合の地震応答解析モデルを用いた地震応答解析結果又はその影

響を考慮した応答比率に基づき，耐震評価結果に対する影響を確認する。 

ただし，地中構造物や杭を有する構造物で，耐震計算に用いる地震応答解析モデルと

して 2 次元 FEM モデル等を用いて隣接する建屋を含めたモデル化を行っている場合に

は，隣接建屋による影響は考慮されていることになる。 

この影響評価の詳細条件は，「Ⅳ－２－４－２ 隣接建屋に関する影響評価」に記載

し，その別紙に各建物・構築物に対する評価結果を示す。 
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4.4 液状化に関する影響評価 

建物・構築物の液状化に関する影響評価に当たっては，施設の構造上の特徴，施設の

周辺地盤及び周辺施設の配置状況を踏まえ，施設設計への影響が想定される因子に対

する液状化影響評価を行い，耐震評価結果に対する影響を確認する。液状化の影響確認

に当たり，地震時の地盤の有効応力の変化に応じた影響を考慮する場合は，有効応力解

析を実施する。 

この影響評価の詳細条件は，「Ⅳ－２－４－３ 液状化に関する影響評価」に記載し，

その別紙に各建物・構築物に対する評価結果を示す。 

 

5. 地下水排水設備の耐震計算に関する基本方針 

地下水排水設備の耐震計算のプロセス及び計算方法の考えは，建物・構築物及び機器・

配管系の考えを参考にするものとし，各設備における具体的な計算方法については，「Ⅳ

－１－３－１－５ 地下水排水設備の耐震計算書作成の基本方針」に示す。 
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Ⅳ－１－３－１－１ 

建物・構築物（屋外重要土木構造物

以外）の地震応答計算書作成の基本

方針 
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2022 年 12 月 21 日付け原規規発第 2212213 号にて認可を受けた設工認申請書の「Ⅳ－１

－３－１－１ 建物・構築物（屋外重要土木構造物以外）の地震応答計算書作成の基本方

針」から，今回申請で追加又は変更する箇所を下線で示す。 
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1. 概要 

本資料は，「Ⅳ－１－２－１－１ 建物・構築物の耐震計算に関する基本方針」に示

す耐震設計のプロセスのうち，建物・構築物（屋外重要土木構造物以外）の地震応答解

析に係るプロセスの詳細な内容を示すものである。 
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2. 評価方針 

2.1 評価フロー 

「Ⅳ－１－１－８ 機能維持の基本方針」に示す建物・構築物及び機器・配管系の

設計用地震力を設定するにあたり，「Ⅳ－１－１ 耐震設計の基本方針」のうち「4.1.2 

動的地震力」に基づき，動的地震力を算定する。第 2.1-1図に地震応答解析フローを

示す。また，「Ⅳ－１－１ 耐震設計の基本方針」のうち「4.1.1 静的地震力」に基

づき，静的地震力及び必要保有水平耐力を算定する。地震応答解析は第 2.1-1図のフ

ロー図に基づき実施し，建物・構築物の地震応答計算書において，各設定の結果及び

地震応答解析結果を示す。 
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第 2.1-1図 地震応答解析フロー  

評価開始

基準地震動Ｓｓ及び
弾性設計用地震動Ｓｄ

解析方法の設定＊

（動的解析）

動的解析

機器・配管系の設計用地震力 建物・構築物の設計用地震力

注記 ＊：材料物性のばらつきを考慮する。

1：[ ]内は本資料における章番号を示す。

[4.]

[3.]

応答加速度
応答変位

応答せん断力
応答曲げモーメント

応答軸力
せん断ひずみ度

接地圧

[2.2]

2： は建物・構築物の地震応答計算書においてその結果を示す。

解析モデルの設定
・地盤モデルの設定
・地震応答解析モデルの設定
・地盤－建屋相互作用モデルの設定

[5.］固有値解析

入力地震動の設定

建物・構築物の
質量・剛性評価

地盤物性評価

地盤等価線形解析

減衰定数

[3.]
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2.2 地震応答解析に用いる地震動 

地震応答解析に用いる地震動は，「Ⅳ－１－１－１ 基準地震動Ｓｓ及び弾性設計

用地震動Ｓｄの概要」に基づく解放基盤表面レベルで定義された基準地震動Ｓｓ及び

弾性設計用地震動Ｓｄとする。 

なお，基準地震動Ｓｓ－Ｂ１～Ｂ５及び弾性設計用地震動Ｓｄ－Ｂ１～Ｂ５につい

ては，建物・構築物への入力地震動を評価する際に，建物・構築物に応じた適切な方

位に変換を行う。具体的には，第２保管庫・貯水所及び第２軽油貯蔵所以外の建物・

構築物に対しては，プラントノース(真北に対し，時計回りに 13°の方向)に，第２保

管庫・貯水所及び第２軽油貯蔵所に対しては，真北に対し，時計回りに 27°の方向に

変換を行う。 
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2.3 準拠規格・基準等 

地震応答解析において準拠する規格・基準等を以下に示す。 

・建築基準法・同施行令 

・鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説－許容応力度設計法－ 

（(社)日本建築学会，1999） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 JEAG 4601-1987（(社)日本電気協会） 

（以下，「JEAG 4601-1987」という。） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 JEAG 4601・ 

補－1984（(社)日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 JEAG 4601-1991 追補版（(社)日本電気協会） 

（以下，「JEAG 4601-1991 追補版」という。） 

・鋼構造設計規準((社)日本建築学会，2005) 

・2015 年版 建築物の構造関係技術基準解説書（建築物の構造関係技術基準解説書編

集委員会） 

・容器構造設計指針・同解説（日本建築学会 2010改定（第三次）） 

・煙突構造設計指針（日本建築学会 2007制定） 

・煙突構造設計施工指針（日本建築センター 1982年版） 

・各種合成構造設計指針・同解説（日本建築学会 2010 改定） 
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3. 地震応答解析モデルの設定方針 

3.1 地盤モデルの設定方針 

地盤モデルは，「Ⅳ－１－１－５ 地震応答解析の基本方針」に基づき設定するこ

ととし，「Ⅳ－１－１－２ 地盤の支持性能に係る基本方針」に基づく地盤の初期物

性値を基本ケースとして用いる。なお，建物・構築物の基礎底面以深については鷹架

層をモデル化し，側面地盤ばねを考慮する建物・構築物の基礎底面以浅については埋

戻し土をモデル化する。 

また，地盤物性のばらつきについては，敷地内のボーリング調査結果等に基づき，

「Ⅳ－１－１－２ 地盤の支持性能に係る基本方針」に示す地盤の物性値を基本とし

て，標準偏差±1σの変動幅を考慮した物性値を設定する。 

なお，「3.3 地盤－建屋相互作用モデルの設定方針」及び「4. 入力地震動の設定

方針」に用いる地盤定数は，ひずみ依存特性を考慮して求めた等価物性値を用いる。 

 

3.2 地震応答解析モデルの設定方針 

地震応答解析モデルは，「Ⅳ－１－１－５ 地震応答解析の基本方針」に基づき設

定することとし，水平方向及び鉛直方向それぞれについて剛性及び質量を評価し，設

定する。 

建物・構築物の地震応答解析モデルは，建物・構築物と地盤の相互作用を考慮した

建物・構築物－地盤連成モデルとし，曲げ，せん断剛性及び軸剛性を評価した多質点

系モデルを用いる。 

排気筒の地震応答解析モデルは，排気筒と地盤の相互作用を考慮した構築物－地盤

連成モデルとし，曲げ，せん断剛性及び軸剛性を評価した要素によるフレームモデル

を用いる。 

減衰定数については，「Ⅳ－１－１－５ 地震応答解析の基本方針」に基づき，鉄

筋コンクリートは 5％，鉄骨は 2％とする。また，排気筒の鋼材（筒身）については 1%

とする。 
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3.3 地盤－建屋相互作用モデルの設定方針 

3.3.1 スウェイ・ロッキングモデルの地盤ばねの設定方針 

地盤ばねは，「Ⅳ－１－１－５ 地震応答解析の基本方針」に基づき設定する。 

基礎底面地盤ばねについては，「JEAG 4601-1991 追補版」により，成層補正を

行ったのち，振動アドミッタンス理論に基づき求めたスウェイ及びロッキングの

地盤ばねを，近似法により定数化して用いる。基礎底面地盤ばねの定数化の概要

を第 3.3.1-1 図に示す。 

基礎底面地盤ばねのうち，基礎底面のロッキング地盤ばねには，基礎浮上りに

よる幾何学的非線形性を考慮する。基礎底面のロッキングばねに関する曲げモー

メント－回転角の関係は，「JEAG 4601-1991 追補版」に基づき，浮上りによる幾

何学的非線形性を考慮する。ロッキングばねの曲げモーメント－回転角の関係を

第 3.3.1-2図に示す。 

浮上り時の地盤のロッキングばねの剛性は，第 3.3.1-2図の曲線で表され，減

衰係数は，ロッキングばねの接線剛性に比例するものとして考慮する。 

側面地盤ばねについては，建物・構築物の側面位置の地盤定数を用いて，「JEAG 

4601-1991 追補版」により，Novakの手法，有限要素法又は境界要素法に基づき

求めた水平ばねを，基礎底面地盤ばねと同様に，近似法により定数化して用いる。

側面地盤ばねの定数化の概要を第 3.3.1-3 図に示す。 

「5. 地震応答解析の方法」に示す誘発上下動を考慮するモデルでは，水平加

振により励起される鉛直応答を評価するために，「原子力発電所耐震設計技術規

程 JEAC 4601-2008（(社)日本電気協会）」を参考に，水平・回転の 2自由度か

らなる SR（スウェイ・ロッキング）モデルに，鉛直方向の自由度を考慮し，鉛直

ばね及び回転・鉛直連成ばねを設定する。なお，鉛直ばね，回転・鉛直連成ばね

及び回転ばねは，接地率ηtに応じて時々刻々と変化する。 

第 3.3.1-4図に誘発上下動を考慮する場合の地震応答解析モデルの概念図を，

第 3.3.1-1表に基礎が浮上った場合の基礎底面につく地盤ばねの剛性と減衰の評

価式を示す。 
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ばね定数：0Hzのばね定数 Kで定数化 

   減衰係数：振動系全体のうち地盤の影響が卓越する最初の固有振動数ω1 に対応す

る虚部の値と原点を結ぶ直線の傾き Cで定数化 

 

(a)水平方向 

 

 

   ばね定数：0Hz のばね定数 Kで定数化 

   減衰係数：振動系全体のうち地盤の影響が卓越する最初の固有振動数ω1 に対応す

る虚部の値と原点を結ぶ直線の傾き Cで定数化 

 

(b)鉛直方向 

第 3.3.1-1図 基礎底面地盤ばねの定数化の概要 
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Ｍ ： 転倒モーメント 

Ｍ０ ： 浮上り限界転倒モーメント 

θ  ： 回転角 

θ０ ： 浮上り限界回転角 

Ｋ0 ： 底面ロッキングばねのばね定数（浮上り前） 

Ｋ ： 底面ロッキングばねのばね定数（浮上り後） 

 

第 3.3.1-2図 ロッキングばねの曲げモーメント－回転角の関係 

  

Ｍ

θＫθ

2.0

1.0

0.0
0.0 1.0 2.0 3.0 4.0

θ/θ0

Ｍ/Ｍ0

Ｋ

Ｋ0

規
準
化
モ
ー
メ
ン
ト

規準化回転角

非線形曲線
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ばね定数：ばね定数 Kの極大値で定数化 

   減衰係数：振動系全体のうち地盤の影響が卓越する最初の固有振動数ω1 に対応す

る虚部の値と原点を結ぶ直線の傾き Cで定数化 

 

第 3.3.1-3図 側面地盤ばねの定数化の概要 
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ここで，Ｐ：水平方向慣性力 

Ｎ：鉛直方向慣性力 

Ｍ：転倒モーメント 

ＫＨＨ，ＫＶＶ，ＫＲＲ 

 ：水平，鉛直，回転ばねの対角項 

ＫＶＲ：回転・鉛直連成ばね 

ｕ0，ｗ0，θ：基礎底面中心の各変位 

及び回転角 

第 3.3.1-4図 誘発上下動を考慮する場合の地震応答解析モデルの概念図 

 

第 3.3.1-1表 誘発上下動考慮モデルの基礎浮上り時の地盤ばねの剛性と減衰 

 剛性 減衰係数 

鉛直ばね Ｋ
ＶＶ

=η
t

β
∙Ｋ

Ｖ0
 Ｃ

ＶＶ
=Ｃ

Ｖ0
∙η

t

α
2  

回転・鉛直 

連成ばね 
Ｋ

ＶＲ
=
1－η

t

2
Ｌ∙Ｋ

ＶＶ
 Ｃ

ＶＲ
= 0 

回転ばね Ｋ
ＲＲ

=
Ｍ－Ｋ

ＶＲ
∙ｗ

0

θ
 Ｃ

ＲＲ
=Ｃ

Ｒ0 
∙η

t

α
2  

η
t
=�

θ
0

θ
�

2
α-2

 

θ：回転角 

Ｍ 

ｗ0 

θ0 

Ｌ 

ＫＶ0

β 

α 

ＣＶ0 

ＣＲ0 

：転倒モーメント 

：基礎スラブ中心の鉛直変位 

：浮上り限界回転角 

：建屋基礎幅 

：線形域の鉛直ばね剛性 

：0.46 

：地反力分布に応じた値 

：線形域の鉛直ばねの減衰係数 

：線形域の回転ばねの減衰係数 

 

  

ＫＨＨ

ＣＨＨ

ＣＶＶＫＶＶＫＲＲ

ＫＶＲ
ＣＲＲ
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3.3.2 地盤3次元FEMモデルの設定方針 

「5. 地震応答解析の方法」に示す地盤 3次元 FEMモデルの基礎底面地盤につ

いては成層補正後の物性値を用いて等価な一様地盤とし，側面地盤についてはひ

ずみ依存特性を考慮して求めた等価物性値を用いて，ソリッド要素で地盤をモデ

ル化する。 

基礎底面と地盤の各節点の間には剥離を考慮したジョイント要素を設けること

により基礎の浮上りを評価する。基礎底面のジョイント要素の剛性は，解析上不

安定な挙動を起こさない程度に十分大きい値を設定する。 

建物・構築物の側方地盤は，建物・構築物に追随して変形すると考えられるこ

とから，側面地盤と建物・構築物の質点間の地盤節点には，線形補間で平面を保

持するような多点拘束を設定する。 

地盤 3次元 FEMモデルの側面及び底面の境界条件は粘性境界とする。 
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3.5 建物・構築物の復元力特性の設定方針 

3.5.1 耐震壁の復元力特性 

(1) 耐震壁のせん断応力度-せん断ひずみ度関係（τ-γ関係） 

耐震壁のせん断応力度－せん断ひずみ度関係（τ-γ関係）は，「JEAG 4601

-1991 追補版」に基づき，トリリニア型スケルトン曲線とする。耐震壁のせん

断応力度－せん断ひずみ度関係を第3.5.1-1図に示す。 

 

 

 

 

 

τ１ ： 第 1折点のせん断応力度 

τ２ ： 第 2折点のせん断応力度 

τ３ ： 終局点のせん断応力度 

γ１ ： 第 1折点のせん断ひずみ度 

γ２ ： 第 2折点のせん断ひずみ度 

γ３ ： 終局点のせん断ひずみ度（γ３＝4.0×10-3） 

 

第 3.5.1-1図 耐震壁のせん断応力度－せん断ひずみ度関係 

0 
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(2) 耐震壁のせん断応力度－せん断ひずみ度関係の履歴特性 

耐震壁のせん断応力度－せん断ひずみ度関係の履歴特性は，「JEAG 4601-1991 

追補版」に基づき，最大点指向型モデルとする。耐震壁のせん断応力度－せん

断ひずみ度関係の履歴特性を第 3.5.1-2図に示す。 

 

 

 

a. O-A 間：弾性範囲。 

b. A-B 間：負側スケルトンが経験した最大点に向う。ただし，負側最大点が 

第 1折点を超えていなければ，負側第 1折点に向う。 

c. B-C 間：負側最大点指向。 

d. 各最大点は，スケルトン上を移動することにより更新される。 

e. 安定ループは面積を持たない。 

 

第 3.5.1-2図 耐震壁のせん断応力度－せん断ひずみ度関係の履歴特性 
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(3) 耐震壁の曲げモーメント－曲率関係（M-φ関係） 

耐震壁の曲げモーメント－曲率関係（M-φ関係）は，「JEAG 4601-1991 追補

版」に基づき，トリリニア型スケルトン曲線とする。耐震壁の曲げモーメント

－曲率関係を第 3.5.1-3図に示す。 

 

 

 

 

 

Ｍ１ ： 第 1折点の曲げモーメント 

Ｍ２ ： 第 2折点の曲げモーメント 

Ｍ３ ： 終局点の曲げモーメント 

φ１ ： 第 1折点の曲率 

φ２ ： 第 2折点の曲率 

φ３ ： 終局点の曲率 

 

第 3.5.1-3図 耐震壁の曲げモーメント－曲率関係 

0 
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(4) 耐震壁の曲げモーメント－曲率関係の履歴特性 

耐震壁の曲げモーメント－曲率関係の履歴特性は，「JEAG 4601-1991 追補

版」に基づき，ディグレイディングトリリニア型モデルとする。耐震壁の曲げ

モーメント－曲率関係の履歴特性を第 3.5.1-4図に示す。 

 

 

 

a. O-A 間：弾性範囲。 

b. A-B 間：負側スケルトンの経験した最大点に向う。ただし，負側最大点が 

第 1折点を超えていなければ，負側第 1折点に向う。 

c. B-C 間：負側最大点指向型で，安定ループは最大曲率に応じた等価粘性減 

衰を与える平行四辺形をしたディグレイディングトリリニア型と

する。平行四辺形の折点は，最大値から 2･Ｍ１を減じた点とする。

ただし，負側最大点が第 2折点を超えていなければ，負側第 2折

点を最大点とする安定ループを形成する。また，安定ループ内部

での繰り返しに用いる剛性は安定ループの戻り剛性に同じとする。 

d. 各最大点は，スケルトン上を移動することにより更新される。 

 

第 3.5.1-4図 耐震壁の曲げモーメント－曲率関係の履歴特性 
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4. 入力地震動の設定方針 

入力地震動は，「Ⅳ－１－１－５ 地震応答解析の基本方針」に基づき設定する。 

 

4.1 スウェイ・ロッキングモデルの入力地震動の設定方針 

 (1) 側面地盤ばねを考慮しない建物・構築物 

1 次元波動論により，解放基盤表面レベルで定義される基準地震動Ｓｓ及び弾性設

計用地震動Ｓｄに対する基礎底面レベルで評価した入力地震動を設定する。側面地盤

ばねを考慮しない建物・構築物の地震応答解析モデルに入力する地震動の概念図を第

4.1-1図に示す。 

 

(2) 側面地盤ばねを考慮する建物・構築物 

1 次元波動論により，解放基盤表面レベルで定義される基準地震動Ｓｓ及び弾性設

計用地震動Ｓｄに対する基礎底面レベル及び側面地盤ばねレベルで評価した入力地震

動を設定する。また，建屋基礎底面レベルにおけるせん断力（以下，「切欠き力」と

いう。）を付加することにより，地盤の切欠き効果を考慮する。側面地盤ばねを考慮

する建物・構築物の地震応答解析モデルに入力する地震動の概念図を第 4.1-2図に示

す。 
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(a)水平方向 

第 4.1-1 図 地震応答解析モデルに入力する地震動の概念図 

（側面地盤ばねを考慮しない建物・構築物） 

  

▼基礎底面

1次元波動論に
基づく地震応答解析

鷹架層

解放基盤表面
▼T.M.S.L. -70.0m

基準地震動Ss及び
弾性設計用地震動Sd

反
射
波

入
射
波

ENFN

基礎底面位置の
地盤応答 2E を入力

▼基礎底面

底面ロッキングばね
底面スウェイばね
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(b)鉛直方向 

第 4.1-1 図 地震応答解析モデルに入力する地震動の概念図 

（側面地盤ばねを考慮しない建物・構築物） 

  

▼基礎底面

1次元波動論に
基づく地震応答解析

鷹架層

解放基盤表面

反
射
波

入
射
波

ENFN

鉛直ばね

基準地震動Ss及び
弾性設計用地震動Sd

▼T.M.S.L. -70.0m

基礎底面位置の
地盤応答 2E を入力

▼基礎底面
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(a)水平方向 

第 4.1-2 図 地震応答解析モデルに入力する地震動の概念図 

（側面地盤ばねを考慮する建物・構築物） 

  

▼基礎底面

1次元波動論に
基づく地震応答解析

鷹架層

解放基盤表面
▼T.M.S.L. -70.0m

基準地震動Ss及び
弾性設計用地震動Sd

反
射
波

入
射
波

ENFN

基礎底面位置の
地盤応答 E+Fと
切欠き力 P を入力

底面ロッキングばね
底面スウェイばね

▼基礎底面

埋戻し土

側面スウェイばね
▼地表面

建屋側面位置の
地盤応答 E+Fを入力

1519



 

21 

 

 

(ｂ)鉛直方向 

第 4.1-2 図 地震応答解析モデルに入力する地震動の概念図 

（側面地盤ばねを考慮する建物・構築物） 

  

1次元波動論に
基づく地震応答解析鷹架層

解放基盤表面

反
射
波

入
射
波

ENFN

鉛直ばね

埋戻し土

基準地震動Ss及び
弾性設計用地震動Sd

基礎底面位置の
地盤応答 E+Fと
切欠き力 P を入力

▼基礎底面

▼地表面

▼基礎底面

▼T.M.S.L. -70.0m
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4.2 地盤3次元FEMモデルの入力地震動の設定方針 

「5. 地震応答解析の方法」に示す地盤 3 次元 FEM モデルの入力地震動は，地盤 3

次元 FEM モデルの基礎底面レベルにおける地盤の応答が，1 次元波動論により求めた

基礎底面レベルの地盤の応答と一致するように補正した地震動を設定する。第 4.2-1

図に入力地震動の補正方法を示す。 

 

 

第 4.2-1 図 地盤 3次元 FEMモデルへの入力地震動の補正方法 

 

  

T.M.S.L.34.39m

3次元FEM相当のモデル
（建屋-地盤連成系モデルへの入力動の算定）

1次元波動論に基づくモデル
（基礎底面レベルの地震動の算定）

建屋-地盤連成系モデル
（建屋の地震応答解析）

ル
盤連成系モデルへの入力地震動の算定）

算定）
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5. 地震応答解析の方法 

建物・構築物の地震応答解析は，「Ⅳ－１－１－５ 地震応答解析の基本方針」に記

載の解析方法に基づき，時刻歴応答解析法により実施する。 

また，第 5-1図に示すとおり，「原子力発電所耐震設計技術規程 JEAC4601-2008((社)

日本電気協会)」の基礎浮上りの評価法を参考に，応答のレベルに応じて異なる地震応答

解析モデルを用いる。 

固有値解析における刺激係数は，各次の固有ベクトル｛u｝に対し，最大振幅が 1.0 と

なるように規準化した値を示す。 

最大接地圧は，「原子力発電所耐震設計技術規程 JEAC4601－2008（(社)日本電気協会）」

を参考に，水平応答と鉛直応答から組合せ係数法（組合せ係数は 1.0 と 0.4）を用いて

算出する。 

建物及び屋外機械基礎の材料物性のばらつきを考慮した地震応答解析は，建物及び屋

外機械基礎の応答への影響の大きい地震動に対して実施することとし，基本ケースの地

震応答解析において応答値（加速度，変位，せん断力＊，曲げモーメント及び軸力）が，

各層において最大となっている地震動に対して実施する。 

排気筒の材料物性のばらつきを考慮した地震応答解析は，排気筒の各部材に発生する

応答値(せん断，曲げモーメント及び軸力)に応じて影響の大きい地震動に対して実施す

る。 

材料物性のばらつきのうち，地盤物性のばらつきについては，「3.1 地盤モデルの設

定方針」に示す方針に基づく物性値を考慮する。なお，建物・構築物の剛性のばらつき

については，コンクリート強度の実強度は設計基準強度よりも大きくなることから保守

的に考慮しない。また，鉄骨部材は品質管理された規格品であり，剛性及び耐力のばら

つきは小さいため考慮しない。 

材料物性のばらつきを考慮する解析ケースを第 5-1表に示す。 

 

注記 ＊：せん断力とせん断ひずみ度には相関性があり，それぞれが最大となる地震動

は対応するため，代表してせん断力の最大応答値を確認する。 
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第 5-1図 解析モデル選定フロー 

  

START

解析法の選択

接地率≧75%

接地率≧50%

地盤の回転ばねに
浮上り非線形を考慮

した非線形地震応答解析

誘発上下動を考慮できる
浮上り非線形地震応答解析

地盤の回転ばねに
浮上り非線形を考慮した

SRモデル
誘発上下動考慮のSRモデル

ジョイント要素を考慮した
地盤3次元FEMモデル

YES

YES

No

No

(以下，「基礎浮上り非線形モデル」という。) (以下，「誘発上下動を考慮するモデル」という。) (以下，「地盤3次元FEMモデル」という。)

接地率≧65%

線形地震応答解析

地盤の回転ばねに
浮上り非線形を考慮しない

SRモデル

(以下，「基礎浮上り線形モデル」という。)

YES

No
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第 5-1表 材料物性のばらつきを考慮する解析ケース 

ケース 

No. 
解析ケース 

基準地震動 

Ｓｓ 

弾性設計用地震動

Ｓｄ 

0 基本ケース 全波 全波 

1 

地盤物性の 

ばらつきを考慮した 

ケース（＋1σ） 

影響の大きい地震

動に対して実施 

影響の大きい地震

動に対して実施 

2 

地盤物性の 

ばらつきを考慮した 

ケース（－1σ） 

影響の大きい地震

動に対して実施 

影響の大きい地震

動に対して実施 
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6. 静的地震力の算定方法 

 (1) 水平地震力 

水平地震力算定用の基準面は地表面相当又は基礎スラブ上面とし，基準面より上の

部分の地震力は，地震層せん断力係数を用いて，次式により算出する。 

Qi=n･Z･Ci･Wi 

Ci=Rt･Ai･C0 

ここで， 

Qi ：第 i層に生じる水平地震力 

n ：施設の重要度分類に応じた係数* 

Ci ：第 i層の地震層せん断力係数 

Wi ：第 i層が支える重量 

Z ：地震地域係数（1.0） 

Rt ：振動特性係数 

Ai ：第 i層の地震層せん断力係数の高さ方向の分布係数 

C0 ：標準せん断力係数（0.2） 

 

基準面より下の部分の地震力は，当該部分の重量に，次式によって算定する地下部

分の水平震度を乗じて定める。 

K=0.1･n･(1-H/40)･Z･α 

ここで， 

K ：地下部分の水平震度 

n ：施設の重要度分類に応じた係数* 

H ：地下の各部分の基準面からの深さ 

α ：建物・構築物の側方地盤の影響を考慮した水平地下震度の補正係数 

 

注記 ＊：Sクラス：3.0，Bクラス：1.5，Cクラス 1.0 
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また，Aiはモーダルアナリシスにより算出する。 

Ai=Ai'/A1' 

ここで， 

Ai'= ( ) ∑∑ ∑
n

i=m

m

k

1=j

2n

i=m

jtmjjm WTR•U•β•W  

n ：建物・構築物の層数 

Wm ：第 m層の重量 

βj･Umj ：第 m層の j次刺激関数 

Tj ：固有値解析により得られる建物・構築物の j次固有周期 

Rt(Tj) ：周期 Tjに対応する加速度応答スペクトルの値 

k ：考慮すべき最高次数で通常 3以上とする 

 

(2) 鉛直地震力 

鉛直地震力は，鉛直震度 0.3を基準とし，建物・構築物の振動特性，地盤の種類等

を考慮して，次式によって算定する鉛直震度を用いて定める。 

CV=RV･0.3 

ここで， 

CV ：鉛直震度 

RV ：鉛直方向振動特性係数 
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7. 必要保有水平耐力の算定方法 

各層の必要保有水平耐力 Qunは，次式により算出する。 

Qun=Ds･Fes･Qud 

ここで， 

Ds ：各層の構造特性係数 

Fes ：各層の形状特性係数 

 

地震力によって各層に生じる水平力 Qudは，次式により算出する。 

Qud=n･Z･Ci･Wi 

ここで， 

n ：施設の重要度分類に応じた係数（1.0） 

Z ：地震地域係数（1.0） 

Ci ：第 i層の地震層せん断力係数 

Wi ：第 i層が支える重量 

 

地震層せん断力係数は，次式により算出する。 

Ci=Rt･Ai･C0 

ここで， 

Rt ：振動特性係数 

Ai ：第 i層の地震層せん断力係数の高さ方向の分布係数 

C0 ：標準せん断力係数（1.0） 

 

また，Aiは水平方向の地震応答解析モデルを用いたモーダルアナリシスにより算出す

る。 

Ai=Ai'/A1'  

ここで， 

Ai'= ( ) ∑∑ ∑
n

i=m

m

k

1=j

2n

i=m

jtmjjm WTR•U•β•W  

n ：建物・構築物の層数 

Wm ：第 m層の重量 

βj･Umj ：第 m層の j次刺激関数 

Tj ：固有値解析により得られる建物・構築物の j次固有周期 

Rt(Tj) ：周期 Tjに対応する加速度応答スペクトルの値 

k  ：考慮すべき最高次数で通常 3以上とする 
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基準面より下の部分（地下部分）の水平地震力は，当該部分の重量に，次式にて算定

する地下部分の水平震度を乗じて算定する。なお，地上部分の考え方と整合させるため

に 5倍とする。 

K'=5･0.1･n･(1-H/40)･Z･α 

ここで， 

K'  ：地下部分の水平震度 

n  ：施設の重要度分類に応じた係数（1.0） 

H  ：地下の各部分の基準面からの深さ 

α  ：建物・構築物の側方地盤の影響を考慮した水平地下震度の補正係数 
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Ⅳ－１－３－１－２ 

建物・構築物（屋外重要土木構造物

以外）の耐震計算書作成の基本方針 
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2022 年 12 月 21 日付け原規規発第 2212213 号にて認可を受けた設工認申請書の「Ⅳ－１

－３－１－２ 建物・構築物（屋外重要土木構造物以外）の耐震計算書作成の基本方針」か

ら，今回申請で追加又は変更する箇所を下線で示す。 
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1. 概要 

本資料は，「Ⅳ－１－２－１－１ 建物・構築物の耐震計算に関する基本方針」に示す

耐震設計のプロセスのうち，建物・構築物（屋外重要土木構造物以外）の耐震評価に係る

プロセスの詳細な内容を示すものである。 
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2. 評価方針 

2.1 評価フロー 

安全機能を有する施設としての地震時の評価において，「Ｓクラス施設」については，

基準地震動Ｓｓによる地震力に対する評価（以下，「Ｓｓ地震時に対する評価」とい

う。），弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力又は静的地震力のいずれか大きい方の地震

力に対する評価（以下，「Ｓｄ地震時に対する評価」という。）及び保有水平耐力に対

する評価を，「Ｓクラス施設の間接支持構造物」については，Ｓｓ地震時に対する評価

及び保有水平耐力に対する評価を行う。 

また，重大事故等対処施設としての地震時の評価においては，Ｓｓ地震時に対する評

価及び保有水平耐力に対する評価を行う。 

評価は，「Ⅳ－１－１ 耐震設計の基本方針」に基づき，評価対象部位*に対して，

地震応答解析により耐震壁のせん断ひずみ度，接地圧及び保有水平耐力の評価を，応力

解析により断面の評価を行うことで，構造強度及び機能維持の確認を行う。評価にあた

っては地盤物性のばらつきを考慮する。 

評価フローを第 2.1-1 図に示す。耐震評価は本フロー図に基づき実施し，建物・構築

物の耐震計算書において，各設定の結果及び耐震評価結果を示す。 

 

注記 ＊：「耐震壁」，「基礎」，「セル・貯蔵室等・受入れ室（以下，「セル

等」という。）の壁」，「セル等の床」，「緊急時対策建屋の遮蔽設備

の壁・緊急時対策所の壁」，「緊急時対策建屋の遮蔽設備の床・緊急時

対策所の床（以下，「緊対床」という。）」，「貯蔵区域の壁」，「貯

蔵区域の天井スラブ」，「プールの壁・床」，「プールの天井」，「貯

水槽の壁」，「貯水槽の床」及び「主排気筒の筒身・鉄塔」 
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第2.1-1図 評価フロー 

せん断ひずみ度の評価 

評価終了 

応力解析による評価 

評価開始 

地震応答解析による評価 

接地圧の評価 断面の評価 

 

保有水平耐力の評価 

■構造強度の確認 ■構造強度の確認 
■構造強度の確認 
■機能維持の確認 

■構造強度の確認 
■機能維持の確認 

[3.1] [3.2] [3.3] [4.] 

注記 1：[  ]内は本資料における章番号を示す。 

2：      は建物・構築物の耐震計算書においてその結果を示す。 

3：応力解析による評価については「4. 応力解析による評価方法」にて

詳細な評価フローを示す。 
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2.2 準拠規格・基準等 

準拠する規格・基準等を以下に示す。 

・建築基準法・同施行令・同告示 

・鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説 -許容応力度設計法- 

（(社)日本建築学会，1999）（以下，「RC規準」という。） 

・原子力施設鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説（(社)日本建築学会，2005） 

（以下，「RC-N規準」という。） 

・発電用原子力設備規格 コンクリート製原子炉格納容器規格 

（(社)日本機械学会，2003）（以下，「CCV規格」という。） 

・鋼構造設計規準 -許容応力度設計法- （(社)日本建築学会，2005） 

（以下，「S規準」という。） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 JEAG4601-1987（(社)日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 JEAG4601・補-1984 

（(社)日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 JEAG4601-1991 追補版（(社)日本電気協会） 

（以下，「JEAG4601」と記載しているものは上記3指針を指す。） 

・2015年版 建築物の構造関係技術基準解説書（建築物の構造関係技術基準解説書編集

委員会） 

・容器構造設計指針・同解説（日本建築学会 2010改定（第三次）） 

・煙突構造設計指針（日本建築学会 2007制定） 

・煙突構造設計施工指針（日本建築センター 1982年版） 

・各種合成構造設計指針・同解説（日本建築学会 2010改定） 

・日本産業規格（JIS） 
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3. 地震応答解析による評価方法 

3.1 せん断ひずみ度の評価方法 

せん断ひずみ度については，地盤物性のばらつきを考慮した耐震壁の最大せん断ひ

ずみ度が許容限界を超えないことを確認する。せん断ひずみ度の評価における許容限

界は，「Ⅳ－１－１－８ 機能維持の基本方針」に基づき，第3.1-1表のとおり設定す

る。 

  

1536



 

 6  

第3.1-1表 せん断ひずみ度の評価における許容限界（1/2） 

(a) 安全機能を有する施設としての評価 

要求 

機能 

機能設計上

の 

確認事項 

地震力 部位 
機能維持のための 

考え方 

許容限界 

（評価基準値） 

支持 

機能＊1 

構造強度を

有すること 

基準 

地震動 

Ｓｓ 

耐震壁＊2 

最大せん断ひずみ度が

構造強度を確保するた

めの許容限界を超えな

いことを確認 

最大せん断 

ひずみ度 

2.0×10-3 

遮蔽 

機能 

構造強度を

有すること 

基準 

地震動 

Ｓｓ 

セル等の壁＊2 
最大せん断ひずみ度が

構造強度を確保するた

めの許容限界を超えな

いことを確認 

最大せん断 

ひずみ度 

2.0×10-3 
貯蔵区域の

壁＊2 

閉じ込

め機能 

構造強度を

有すること 

基準 

地震動 

Ｓｓ 

セルの壁＊2 

最大せん断ひずみ度が

構造強度を確保するた

めの許容限界を超えな

いことを確認＊3 

最大せん断 

ひずみ度 

2.0×10-3 

注記 ＊1：「支持機能」の確認には，「内包する設備に対する波及的影響」の確認が含ま

れる。 

＊2：建屋全体としては，地震力は主に耐震壁で負担する構造となっており，柱，梁，

間仕切壁等が耐震壁の変形に追従することと，全体に剛性の高い構造となって

おり複数の耐震壁間の相対変位が小さく床スラブの変位が抑えられるため，各

層の耐震壁が最大せん断ひずみ度の許容限界を満足していれば，建物・構築物

に要求される機能は維持される。 

＊3：機能維持のための考え方は「セルの壁及び床が諸室としての構成を喪失しない

こと」であるが，さらなる安全余裕を考慮して，評価基準値としては，耐震壁

の構造強度の確認に用いる許容限界を採用する。 
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第3.1-1表 せん断ひずみ度の評価における許容限界（2/2） 

(b) 重大事故等対処施設としての評価 

要求 

機能 

機能設計

上の 

確認事項 

地震力 部位 
機能維持のための 

考え方 

許容限界 

（評価基準

値） 

支持 

機能＊1 

構造強度

を有する

こと 

基準 

地震動 

Ｓｓ 

耐震壁＊2 

最大せん断ひずみ度

が構造強度を確保す

るための許容限界を

超えないことを確認 

最大せん断 

ひずみ度 

2.0×10-3 

遮蔽 

機能 

構造強度

を有する

こと 

基準 

地震動 

Ｓｓ 

緊急時対策 

建屋の 

遮蔽設備の 

壁＊2 

最大せん断ひずみ度

が構造強度を確保す

るための許容限界を

超えないことを確認 

最大せん断 

ひずみ度 

2.0×10-3 

気密性 

構造強度

を有する

こと 

基準 

地震動 

Ｓｓ 

緊急時対策 

所の壁＊2,3 

最大せん断ひずみ度

が構造強度を確保す

るための許容限界を

超えないことを確認 

概ね弾性 

操作場所， 

保管場所及

びアクセス

ルートの 

保持機能 

構造強度

を有する

こと 

基準 

地震動 

Ｓｓ 

耐震壁＊2 

最大せん断ひずみ度

が構造強度を確保す

るための許容限界を

超えないことを確認 

最大せん断 

ひずみ度 

2.0×10-3 

注記 ＊1：「支持機能」の確認には，「内包する設備に対する波及的影響」の確認が含

まれる。 

＊2：建屋全体としては，地震力は主に耐震壁で負担する構造となっており，柱，

梁，間仕切壁等が耐震壁の変形に追従することと，全体に剛性の高い構造と

なっており複数の耐震壁間の相対変位が小さく床スラブの変位が抑えられる

ため，各層の耐震壁が最大せん断ひずみ度の許容限界を満足していれば，建

物・構築物に要求される機能は維持される。 

＊3：緊急時対策所の壁は，緊急時対策建屋の気密バウンダリを構成する壁であ

り，事故時に換気機能とあいまって居住性を維持できる気密性を有する設計

とし，地震時においてもその機能を維持できる設計とする。 
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3.2 接地圧の評価方法 

接地圧については，最大接地圧が地盤の支持力を十分下回ることを確認する。接地圧

の評価における許容限界は，「Ⅳ－１－１－８ 機能維持の基本方針」に基づき，第3.2-

1表のとおり設定する。 

 

第3.2-1表 接地圧の評価における許容限界 

設計上の 

確認事項 
地震力 部位 

機能維持のための 

考え方 

許容限界 

(評価基準値) 

建物を十分

に支持でき

ること 

基準 

地震動 

Ｓｓ 

基礎地盤 

最大接地圧が地盤

の支持力を十分下

回ることを確認 

極限 

支持力度 

 

 

3.3 保有水平耐力の評価方法 

保有水平耐力については，保有水平耐力が必要保有水平耐力に対して妥当な安全余

裕を有することを確認する。保有水平耐力の評価における許容限界は，「Ⅳ－１－１

－８ 機能維持の基本方針」に基づき，第 3.3-1表のとおり設定する。 

 

第 3.3-1 表 保有水平耐力の評価における許容限界 

設計上の 

確認事項 
地震力 部位 

機能維持のための 

考え方 

許容限界 

(評価基準値) 

構造強度を 

有すること 

保有 

水平 

耐力 

構造物 

全体 

保有水平耐力が必

要保有水平耐力に

対して妥当な安全

余裕を有すること

を確認 

必要保有 

水平耐力 
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4. 応力解析による評価方法 

4.1 評価方針 

応力解析による評価対象部位は基礎，セル等の壁，セル等の床，緊対床，貯蔵区域の

壁，貯蔵区域の天井スラブ，プールの壁・床，プールの天井，貯水槽の壁，貯水槽の床

及び主排気筒の筒身・鉄塔とし，Ｓｄ地震時及びＳｓ地震時に対して以下の方針に基づ

き評価を行う。 

応力解析による評価フローを第4.1-1図に示す。応力解析にあたっては，地震応答解

析の結果を用いて荷重の組合せを行う。また，地震荷重の設定においては，地盤物性の

ばらつきを考慮する。 

 

・基礎のＳｓ地震時に対する評価は，FEMモデルを用いた弾性応力解析又は弾塑性応力

解析によることとし，地震力と地震力以外の荷重の組合せの結果，発生する応力及び

ひずみ度が，「RC-N規準」及び「CCV規格」に基づく許容限界を超えないことを確認

する。 

 

・セル等の壁のＳｄ地震時に対する評価は，せん断力分配解析を用いた弾性応力解析に

よることとし，地震力と地震力以外の荷重の組合せの結果，発生する面内応力が，

「RC-N規準」に基づく許容限界を超えないことを確認する。 

 

・セル等の床のＳｄ地震時及びＳｓ地震時に対する評価は，弾性応力解析によることと

し，鉛直方向の地震力と地震力以外の荷重の組合せの結果，発生する面外応力が，

「RC-N規準」に基づく許容限界を超えないことを確認する。 

 

・緊対床のＳｓ地震時に対する評価は，弾性応力解析によることとし，鉛直方向の地震

力と地震力以外の荷重の組合せの結果，発生する面外応力が，「RC-N規準」に基づく

許容限界を超えないことを確認する。 

 

・貯蔵区域の壁のＳｄ地震時に対する評価は，FEMモデルを用いた弾性応力解析による

こととし，地震力と地震力以外の荷重の組合せの結果，発生する応力が「RC-N規準」

に基づく許容限界を超えないことを確認する。 

 

・貯蔵区域の天井スラブ(鉄骨ばり)のＳｄ地震時及びＳｓ地震時に対する評価は，単純

梁モデル及びFEMモデルを用いた弾性評価によることとし，鉛直方向の地震力と地震

力以外の荷重の組合せの結果，発生する応力が「Ｓ規準」に基づく許容限界を超えな

いことを確認する。 
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・プールの壁・床のＳｄ地震時及びＳｓ地震時に対する評価は，FEMモデルを用いた弾

性応力解析によることとし，地震力と地震力以外の荷重の組合せの結果，発生する応

力及びひずみ度が，「RC-N規準」及び「CCV規格」に基づく許容限界を超えないこと

を確認する。 

 

・プールの天井のＳｄ地震時及びＳｓ地震時に対する評価は，FEMモデルを用いた弾性

応力解析によることとし，地震力と地震力以外の荷重の組合せの結果，発生する応力

が「S規準」及び「JEAG4601・補-1984」に基づく許容限界を超えないことを確認する。 

 

・貯水槽の壁のＳｓ地震時に対する評価は，せん断力分配解析モデル及び連続梁モデル

を用いた弾性応力解析によることとし，地震力と地震力以外の荷重の組合せの結果，

発生する応力が「RC-N規準」に基づく許容限界を超えないことを確認する。 

 

・貯水槽の床のＳｓ地震時に対する評価は，FEMモデルを用いた弾性応力解析によるこ

ととし，地震力と地震力以外の荷重の組合せの結果，発生する応力が「RC-N規準」に

基づく許容限界を超えないことを確認する。 

 

・主排気筒の筒身・鉄塔のＳｄ地震時及びＳｓ地震時に対する評価は，地震応答解析で

算出した各部材に生じる応力と立体フレームモデルを用いた静的応力解析による応

力の組合せの結果，発生する応力が「容器構造設計指針」及び「建築基準法」に基づ

き設定した許容限界をこえないことを確認する。 

 

  

1541



 

 11  

  

 

 

第4.1-1図 応力解析の評価フロー 

  

評価開始 

地震荷重
＊
 地震力以外の荷重 

荷重の組合せ 

断面の評価 

解析モデル及び諸元の設定 

許容限界の設定 

（「RC-N 規準」，「CCV 規格」，「S規準」，「JEAG4601・補-1984」， 

「容器構造設計指針」及び「建築基準法」に基づく） 

評価終了 

[4.3] 

[4.4] 

注記 ＊：地盤物性のばらつきを考慮する。 

1：[  ]内は本資料における章番号を示す。 

2：      は建物・構築物の耐震計算書においてその結果を示す。 

[4.2] 

地震時の応力評価（Ｓｄ地震時，Ｓｓ地震時） 
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4.2 荷重及び荷重の組合せ 

各部位の評価における荷重及び荷重の組合せは，「Ⅳ－１－１ 耐震設計の基本方

針」のうち「5. 機能維持の基本方針」にて設定している荷重及び荷重の組合せを用

いる。 

 

4.2.1 荷重 

各部位の評価において考慮する荷重を第4.2.1-1表に示す。 

 

第4.2.1-1表 考慮する荷重 

荷重名称 内容 

鉛 

直 

荷 

重 

（VL） 

固定荷重 

(DL) 

建物・構築物の自重 

配管荷重 

(PL) 

配管による荷重 

機器荷重 

(EL) 

建物・構築物に格納される主要機器の荷重 

積載荷重 

(LL) 

家具，什器，人員荷重の他，機器荷重に含まれない小さな機器

類の荷重 

積雪荷重(SL) 
積雪量 190cm 

地震荷重と組み合わせる場合は0.35の係数を乗じた値とする。 

地震荷重(S) 地盤物性のばらつきを考慮した地震荷重 

土圧荷重(G) 地下外壁に加わる土圧 

温度荷重(T) 評価対象部位に作用する温度荷重 

水圧荷重(W) 評価対象部位に作用する水圧荷重 

風荷重(WL) 建物・構築物に作用する風による荷重 

浮力（B） 地下水位に応じた浮力による荷重 
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4.2.2 荷重の組合せ 

各部位の評価において考慮する荷重の組合せを第4.2.2-1表に示す。 

 

第4.2.2-1表 荷重の組合せ 

検討部位 外力の状態 荷重の組合せ 

基礎 Ｓｓ地震時 VL＋SL＋S＋G＋B 

セル等の壁 Ｓｄ地震時 VL＋SL＋S 

セル等の床 
Ｓｄ地震時 

VL＋S 
Ｓｓ地震時 

緊対床 Ｓｓ地震時 VL＋SL＋S 

貯蔵区域の壁 Ｓｄ地震時 VL＋SL＋S＋G＋T 

貯蔵区域の 

天井スラブ 

Ｓｄ地震時 VL＋S＋T 

Ｓｓ地震時 VL＋S 

プールの壁・床 
Ｓｄ地震時 VL＋SL＋S＋G＋T＋W 

Ｓｓ地震時 VL＋SL＋S＋G＋W 

プールの天井 
Ｓｄ地震時 VL＋S＋T 

Ｓｓ地震時 VL＋S 

貯水槽の壁 Ｓｓ地震時 VL＋SL＋S＋G＋W 

貯水槽の床 Ｓｓ地震時 VL＋SL＋S＋G＋W＋B 

主排気塔の 

筒身・鉄塔 

Ｓｄ地震時 
VL＋SL＋S＋WL 

Ｓｓ地震時 
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4.3 許容限界 

応力解析による評価における許容限界は，「Ⅳ－１－１－８ 機能維持の基本方針」

に基づき，第4.3-1表～第4.3-9表のとおり設定する。 

 

第4.3-1表 応力解析による評価における基礎（弾性応力解析の場合）の許容限界 

(a) 安全機能を有する施設としての評価 

要求 

機能 

機能設計上の 

確認事項 
地震力 部位 

機能維持のための 

考え方 

許容限界 

（評価基準値） 

支持 

機能＊ 

構造強度を 

有すること 

基準 

地震動 

Ｓｓ 

基礎 

部材に生じる応力

及びひずみ度が構

造強度を確保する

ための許容限界を

超えないことを確

認 

「RC-N規準」 

に基づく 

終局強度 

注記 ＊：「支持機能」の確認には，「内包する設備に対する波及的影響」の確認が含まれ

る。 

 

(b) 重大事故等対処施設としての評価 

要求 

機能 

機能設計上の 

確認事項 
地震力 部位 

機能維持のための 

考え方 

許容限界 

（評価基準値） 

支持 

機能＊ 

構造強度を 

有すること 

基準 

地震動 

Ｓｓ 

基礎 

部材に生じる応力

及びひずみ度が構

造強度を確保する

ための許容限界を

超えないことを確

認 

「RC-N規準」 

に基づく 

終局強度 

注記 ＊：「支持機能」の確認には，「内包する設備に対する波及的影響」の確認が含まれ

る。 
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第4.3-2表 応力解析による評価における基礎（弾塑性応力解析の場合）の許容限界 

(a) 安全機能を有する施設としての評価 

要求 

機能 

機能設計上の 

確認事項 
地震力 部位 

機能維持のための 

考え方 

許容限界 

（評価基準値） 

支持 

機能＊ 

構造強度を 

有すること 

基準 

地震動 

Ｓｓ 

基礎 

部材に生じる応力

及びひずみ度が構

造強度を確保する

ための許容限界を

超えないことを確

認 

「RC-N規準」に基

づく短期許容応力

度及び「CCV規

格」に基づく許容

ひずみ度 

注記 ＊：「支持機能」の確認には，「内包する設備に対する波及的影響」の確認が含まれ

る。 

 

(b) 重大事故等対処施設としての評価 

要求 

機能 

機能設計上の 

確認事項 
地震力 部位 

機能維持のための 

考え方 

許容限界 

（評価基準値） 

支持 

機能＊ 

構造強度を 

有すること 

基準 

地震動 

Ｓｓ 

基礎 

部材に生じる応力

及びひずみ度が構

造強度を確保する

ための許容限界を

超えないことを確

認 

「RC-N規準」に基

づく短期許容応力

度及び「CCV規格」

に基づく許容ひず

み度 

注記 ＊：「支持機能」の確認には，「内包する設備に対する波及的影響」の確認が含まれ

る。 
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第4.3-3表 応力解析による評価におけるセル等の許容限界 

要求 

機能 

機能設計上 

の確認事項 
地震力 部位 

機能維持のため

の考え方 

許容限界 

（評価基準値） 

遮蔽 

機能 

構造強度を

有すること 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ 

及び 

静的地震力 

セル等の壁 
部材に生じる応

力*2が構造強度を

確保するための

許容限界を超え

ないことを確認 

「RC-N規準」 

に基づく 

短期許容応力度 
セル等の床*1 

基準地震動 

Ｓｓ 
セル等の床 

部材に生じる応

力*2が構造強度を

確保するための

許容限界を超え

ないことを確認 

「RC-N規準」 

に基づく 

短期許容応力度*3 

閉じ込

め機能 

構造強度を

有すること 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ 

及び 

静的地震力 

セルの壁 
部材に生じる応

力*2が構造強度を

確保するための

許容限界を超え

ないことを確認 

「RC-N規準」 

に基づく 

短期許容応力度 セルの床*1 

基準地震動 

Ｓｓ 
セルの床 

部材に生じる応

力*2が構造強度を

確保するための

許容限界を超え

ないことを確認*4 

「RC-N規準」 

に基づく 

短期許容応力度*3 

注記 ＊1：Ｓｄ地震時及びＳｓ地震時に対する評価の判定値は短期許容応力度であり，

弾性設計用地震動Ｓｄ及び静的地震力による地震力よりも基準地震動Ｓｓに

よる地震力の方が上回ることから，Ｓｓ地震時の評価に包含される。 

＊2：壁については面内方向の応力に対して，床については面外方向の応力に対して

評価を実施する。 

＊3：許容限界は終局耐力であるが，評価基準値は安全余裕を有するものとして短期

許容応力度を採用する。 

＊4：機能維持のための考え方は「セルが諸室としての構成を喪失しないこと」であ

るが，さらなる安全余裕を考慮して，評価基準値としては，セルの床の構造強

度の確認に用いる許容限界を採用し，短期許容応力度とする。 
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第 4.3-4 表 応力解析による評価における緊対床の許容限界 

要求 

機能 

機能設計上

の確認事項 
地震力 部位 

機能維持のための 

考え方 

許容限界 

(評価基準値) 

遮蔽 

機能 

構造強度を

有すること 

基準地震動 

Ｓｓ 

緊急時対策 

建屋の 

遮蔽設備の

床 

部材に生じる応力

*1が構造強度を確

保するための許容

限界を超えないこ

とを確認 

「RC-N規準」

に基づく短期

許容応力度*2 

気密 

性 

構造強度を

有すること 

基準地震動 

Ｓｓ 

緊急時対策 

所の床 

部材に生じる応力

*1が構造強度を確

保するための許容

限界を超えないこ

とを確認 

「RC-N規準」

に基づく短期

許容応力度*3 

注記 ＊1：緊対床については面外方向の応力に対して評価を実施する。 

＊2：許容限界は終局耐力であるが，評価基準値は安全余裕を有するものとして短期

許容応力度を採用する。 

＊3：事故時，換気機能とあいまって居住性を維持できる気密性を有する設計とす

るが，地震時に生じる応力に対して許容応力度設計とし，地震時及び地震後

においても気密性を維持できる設計とする。 
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第 4.3-5 表 応力解析による評価における貯蔵区域の許容限界 

要求 

機能 

機能設計上

の 

確認事項 

地震力 部位 
機能維持のため

の考え方 

許容限界 

（評価基準値） 

遮蔽 

機能 

構造強度を

有すること 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ 

及び 

静的地震力 

貯蔵区域の

壁 

部材に生じる応

力が構造強度を

確保するための

許容限界を超え

ないことを確認 

「RC-N規準」 

に基づく 

短期許容応力度 

貯蔵区域の

天井スラブ 

(鉄骨ばり) 

「Ｓ規準」 

に基づく 

短期許容応力度 

基準地震動 

Ｓｓ 

貯蔵区域の

天井スラブ 

(鉄骨ばり) 

部材に生じる応

力が構造強度を

確保するための

許容限界を超え

ないことを確認 

「Ｓ規準」 

に基づく 

短期許容応力度＊ 

注記 ＊：許容限界は終局耐力であるが，評価基準値は安全余裕を有するものとして短期

許容応力度を採用する。 

 

 

第 4.3-6 表 応力解析による評価におけるプールの壁・床の許容限界 

設計上の 

確認事項 
地震力 部位 

機能維持のための 

考え方 
許容限界 

構造強度を 

有すること 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ 

及び 

静的地震力 

プールの壁 
部材に生じる応力が

構造強度を確保する

ための許容限界を超

えないことを確認 

「RC-N規準」 

に基づく 

短期許容応力度 プールの床 

基準地震動 

Ｓｓ 

プールの壁 
部材に生じる応力が

構造強度を確保する

ための許容限界を超

えないことを確認 

「CCV規格」に基

づく荷重状態Ⅳ

の許容値 プールの床 
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     第4.3-7表 応力解析による評価におけるプールの天井の許容限界 

機能設計上の 

確認事項 
地震力 部位 

機能維持のための考

え方 

許容限界 

（評価基準値） 

構造強度を有

すること 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ 

及び 

静的地震力 

プールの 

天井 

（鉄骨） 

部材に生じる応力が

構造強度を確保する

ための許容限界を超

えないことを確認 

「JEAG4601・補

-1984」に基づ

く許容応力度＊1 

基準地震動 

Ｓｓ 

プールの 

天井 

（鉄骨） 

部材に生じる応力が

構造強度を確保する

ための許容限界を超

えないことを確認 

「S規準」及び

「JEAG4601・補

-1984」に基づ

く許容応力度 

注記 ＊1：温度荷重による応力度の評価方法は，「S規準」に規定されていないため，

「JEAG4601・補-1984」の第 1種支持構造物の評価方法に準拠する。 

 

 

第 4.3-8 表 応力解析による評価における貯水槽の許容限界 

要求 

機能 

機能設計上の 

確認事項 
地震力 部位 

機能維持のための 

考え方 

許容限界 

（評価基準値） 

貯水 

機能 

構造強度を 

有すること 

基準 

地震動 

Ｓｓ 

貯水槽の壁 

部材に生じる応力が

構造強度を確保する

ための許容限界を超

えないことを確認 

「RC-N規準」 

に基づく 

短期許容応力度 

貯水槽の床 

部材に生じる応力が

構造強度を確保する

ための許容限界を超

えないことを確認 

「RC-N規準」 

に基づく 

短期許容応力度 
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第 4.3-9 表 応力解析による評価における主排気筒の筒身・鉄塔の許容限界 

要求 

機能 

機能設計上 

の確認事項 
地震力 部位 

機能維持のため 

の考え方 

許容限界 

（評価基準値） 

放出経路

の 

維持機能 

構造強度を有

すること 

弾性設計用

地震動Ｓｄ 

及び 

静的地震力 

筒身 

部材に生じる応力が

構造強度を確保する

ための許容限界を超

えないことを確認 

「容器構造設計指

針」に基づく短期

許容応力度 

基準地震動

Ｓｓ 
筒身 

部材に生じる応力が

構造強度を確保する

ための許容限界を超

えないことを確認 

終局耐力に対して

妥当な安全裕度を

有する許容限界＊ 

支持 

機能 

構造強度を有

すること 

基準地震動

Ｓｓ 
鉄塔 

部材に生じる応力が

構造強度を確保する

ための許容限界を超

えないことを確認 

終局耐力に対して

妥当な安全裕度を

有する許容限界＊ 

注記 ＊：許容限界は終局耐力に対して妥当な裕度を有する弾性限強度を用いる。鋼材の

基準強度Ｆを「建設省告示第 2464号」に準拠して 1.1Ｆと読み替え，筒身の

許容限界は「容器構造設計指針」によって求めた地震時許容応力度，鉄塔の許

容限界は「平 13 国交告第 1024 号」による材料強度とする。 
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4.4 評価方法 

「4.3 許容限界」に示した各機能を有する建物・構築物の部位に対して，以下に示

す方法により応力解析を行う。 

 

4.4.1 基礎の評価方法 

(1) 解析モデル 

応力解析は，FEMモデルを用いた弾性応力解析又は弾塑性応力解析を実施す

る。 

基礎のモデル化においては，上部構造の拘束を考慮し，シェル要素又はソリッド

要素にてモデル化する。また，基礎底面に水平方向及び鉛直方向の地盤ばねを設け

る。なお，基礎底面に設置した地盤ばねについては，浮上りを考慮する。 

弾塑性応力解析を実施する場合，基礎のシェル要素については，コンクリート及

び鉄筋（主筋）の非線形特性を考慮する。それぞれの基礎に関する応力度-ひずみ

度関係*を第4.4.1-1図及び第4.4.1-2図に示す。 

 

注記 ＊：コンクリートの非線形特性に関する参考文献 

出雲,島,岡村：面内力を受ける鉄筋コンクリート板要素の解析モデ

ル,コンクリート工学,Vol.25,No.9,1987.9 Comite 

Euro-International Du Beton，CEB-FIP MODEL 

CODE 1990：DESIGN CODE,1993 
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第4.4.1-1図 基礎に関するコンクリートの応力度-ひずみ度関係 

 

 

 

第4.4.1-2図 基礎に関する鉄筋（主筋）の応力度-ひずみ度関係 
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(2) 荷重の入力方法 

水平方向と鉛直方向の荷重の組合せは，「原子力発電所耐震設計技術規程

JEAC4601-2008（(社)日本電気協会）」を参考に，組合せ係数法（組合せ係数は

1.0と 0.4）を用いるものとする。 

 

a. 鉛直荷重（VL）及び積雪荷重（SL） 

基礎の重量は鉄筋コンクリートの単位体積重量を FEMモデルの各要素に与え

る。上部構造物から伝達される重量は，集中荷重として基礎と上部構造物の壁

及び柱の取合い部の節点に入力する。 

 

b. 地震荷重（S） 

地震荷重については，基準地震動Ｓｓに対する地震応答解析から得られる結

果より設定する。上部構造物から基礎へ伝達される荷重としては，せん断力，

曲げモーメント及び軸力を考慮し，上部構造物脚部に対応する節点に入力す

る。また，基礎の慣性力として，上部構造物から伝達される荷重と基礎底面に

発生する荷重の差を，FEMモデルの各節点に，その支配面積又は支配重量に応

じて分配する。基礎底面に発生する荷重は，地震応答解析から得られる，底面

スウェイばねの反力であるせん断力，底面ロッキングばねの反力である曲げモ

ーメント及び底面鉛直ばねの反力である軸力を考慮する。 

 

c. 土圧荷重（G） 

土圧荷重については，「JEAG4601-1991追補版」に基づき静止土圧荷重に地

震時増分土圧荷重を加えて設定する。地震時増分土圧荷重は，加力側増分土圧

荷重及び支持側増分土圧荷重を包絡した値とする。荷重の入力については，土

圧が作用する地下外壁と取り合う基礎の節点に集中荷重として入力する。この

集中荷重は，当該地下外壁に土圧荷重により発生する面外せん断力及び面外曲

げモーメントとする。 

 

d. 浮力（B） 

浮力は，基礎に一様に上向きの等分布荷重として入力する。 
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(3) 断面の評価方法 

a. 弾性応力解析の場合 

(a) 軸力及び曲げモーメントに対する断面の評価方法 

各断面は，軸力及び曲げモーメントを受ける鉄筋コンクリート造長方形

仮想柱として算定する。断面の評価は，「RC-N規準」に基づき，評価対象部

位に生じる曲げモーメントが許容限界を超えないことを下式で確認する。 

 

uM M≤  

 

ここで 

M  ：発生曲げモーメント 

uM  ：許容限界（曲げ終局強度） 

 

(b) 面外せん断力に対する断面の評価方法 

断面の評価は，「RC-N規準」に基づき，評価対象部位に生じる面外せん断

力が許容限界を超えないことを下式で確認する。 

 

uQQ ≤  

( )
( ) bjp
QdM

Fp
Q wyw

ct
u 











++
+

+
= 0

23.0

1.085.0
12.0

18068.0
σσ  

 

ここで 

Q ：発生面外せん断力 

uQ  ：許容限界（面外せん断終局強度） 

tp  ：引張鉄筋比(%) 

cF  ：コンクリートの圧縮強度 

QM  ：強度算定断面における曲げモーメントMと面外せん断力Qの比 

d  ：有効せい 

wp  ：面外せん断補強筋比 

wyσ  ：面外せん断補強筋の降伏強度 

0σ  ：平均軸方向応力度 

b  ：部材幅 
j  ：応力中心間距離 
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b. 弾塑性応力解析の場合 

(a) 軸力及び曲げモーメントに対する断面の評価方法 

各断面は，軸力及び曲げモーメントを受ける鉄筋コンクリート造長方形

仮想柱として算定する。ひずみ度に対する評価は，「CCV規格」に基づき，

軸力，曲げモーメント及び面内せん断力に対して行い，評価対象部位に生じ

るコンクリート及び鉄筋（主筋）のひずみ度が許容限界を超えないことを下

式で確認する。 

 
310003 −×≤ .cε  
310005 −×≤ .sε  

 

ここで 

cε  ：コンクリートの発生ひずみ度 

sε  ：鉄筋（主筋）の発生ひずみ度 

 

(b) 面外せん断力に対する断面の評価方法 

断面の評価は，「RC-N規準」に基づき，評価対象部位に生じる面外せん

断力が許容限界を超えないことを下式で確認する。 

 

AQQ ≤  

( )0.002A s wQ b j f pα= ⋅ ⋅ ⋅ <　　  

( ){ } ( )0.5 0.002 0.002A s w t w wQ b j f f p pα= ⋅ ⋅ + − ≥　　  

 

ここで， 

Q ：発生面外せん断力 

AQ  ：許容限界（短期許容面外せん断力） 

b  ：部材幅 

j  ：応力中心間距離 

α  ：許容せん断力の割増し係数(            ，2を超える場合は2，

1未満の場合は1とする。) 

M  ：発生曲げモーメント 

d  ：断面の有効せい 

sf  ：コンクリートの短期許容せん断応力度 

tw f  ：面外せん断補強筋の短期許容引張応力度 

wp  ：面外せん断補強筋比 

 

 

 
( )

4
1M Q d

=
⋅ +
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4.4.2 セル等の壁の評価方法 

(1) 解析モデル 

応力解析は，せん断力分配解析モデルを用いた弾性応力解析を実施し，各耐震

壁が負担する水平方向の地震荷重を算定する。 

せん断力分配解析モデルは，地震荷重の全てを耐震壁が負担するものとし，各

通りの耐震壁を梁要素でモデル化し，脚部を固定とする。また，各層床位置にお

ける水平変位は同一と仮定する。 

 

(2) 荷重の入力方法 

せん断力分配解析には，各床レベルに水平方向の地震荷重を入力するが，これ

は地震応答解析から得られる結果より設定する。 

水平方向と鉛直方向の荷重の組合せは，「原子力発電所耐震設計技術規程

JEAC4601-2008（(社)日本電気協会）」を参考に，組合せ係数法（組合せ係数は

1.0と 0.4）を用いるものとする。 

 

(3) 断面の評価方法 

各断面は，軸力及び曲げモーメントを受ける鉄筋コンクリート造長方形仮想柱

として算定する。断面の評価は，「RC-N規準」に基づき，評価対象部位に生じる

軸力，曲げモーメント及び面内せん断力による鉄筋引張応力度が許容限界を超え

ないことを下式で確認する。 

 

0.1≤+ tssstts ff σσ  

 

ここで， 

tsσ  ：軸力と曲げモーメントによる鉄筋引張応力度 

ssσ  ：面内せん断力による鉄筋引張応力度 

tf  ：許容限界（鉄筋の短期許容引張応力度） 

ts f  ：許容限界（鉄筋のせん断補強用短期許容引張応力度） 
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4.4.3 セル等の床の評価方法 

(1) 解析モデル 

応力解析は，床の支持条件を考慮した弾性応力解析を実施する。 

 

(2) 荷重の入力方法 

鉛直荷重及び地震荷重を分布荷重として与える。地震荷重は，地震応答解析か

ら得られる鉛直方向の最大応答加速度より鉛直震度を評価し，床の鉛直荷重に鉛

直震度を乗じたものとする。 
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(3) 断面の評価方法 

a. 曲げモーメントに対する断面の評価方法 

断面の評価は，「RC-N 規準」に基づき，評価対象部位に生じる曲げモーメン

トが，許容限界を超えないことを下式で確認する。 

 

𝑀𝑀 ≤ 𝑀𝑀𝐴𝐴 

𝑀𝑀𝐴𝐴 = 𝑎𝑎𝑡𝑡 ∙ 𝑓𝑓𝑡𝑡 ∙ 𝑗𝑗 

 

ここで， 

𝑀𝑀 ：発生曲げモーメント 

𝑀𝑀𝐴𝐴 ：許容限界（短期許容曲げモーメント） 

𝑎𝑎𝑡𝑡 ：引張鉄筋断面積 

𝑓𝑓𝑡𝑡 ：引張鉄筋の短期許容引張応力度 

𝑗𝑗 ：応力中心間距離 

 

b. 面外せん断力に対する断面の評価方法 

断面の評価は，「RC-N 規準」に基づき，評価対象部位に生じる面外せん断力

が，許容限界を超えないことを下式で確認する。 

 

𝑄𝑄 ≤ 𝑄𝑄𝐴𝐴 

𝑄𝑄𝐴𝐴 = 𝑏𝑏 ∙ 𝑗𝑗 ∙ 𝛼𝛼 ∙ 𝑓𝑓𝑠𝑠 

 

ここで， 

𝑄𝑄 ：発生面外せん断力 

𝑄𝑄𝐴𝐴 ：許容限界（短期許容面外せん断力） 

𝑏𝑏 ：断面の幅 

𝑗𝑗 ：応力中心間距離 

𝛼𝛼 ：許容せん断力の割増し係数（            ，2を超える場合は 2，1未

満の場合は 1とする。） 

𝑀𝑀 ：発生曲げモーメント 

𝑑𝑑 ：断面の有効せい 

𝑓𝑓𝑠𝑠 ：コンクリートの短期許容せん断応力度 

 

 

  

 
( )

4
1M Q d

=
⋅ +
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4.4.4 緊対床の評価方法 

(1) 解析モデル 

応力解析は，床の支持条件を考慮した弾性応力解析を実施する。 

 

(2) 荷重の入力方法 

鉛直荷重及び地震荷重を分布荷重として与える。地震荷重は，地震応答解析か

ら得られる鉛直方向の最大応答加速度より鉛直震度を評価し，床の鉛直荷重に鉛

直震度を乗じたものとする。 
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(3) 断面の評価方法 

a. 曲げモーメントに対する断面の評価方法 

断面の評価は，「RC-N 規準」に基づき，評価対象部位に生じる曲げモーメン

トが，許容限界を超えないことを下式で確認する。 

 

𝑀𝑀 ≤ 𝑀𝑀𝐴𝐴 

𝑀𝑀𝐴𝐴 = 𝑎𝑎𝑡𝑡 ∙ 𝑓𝑓𝑡𝑡 ∙ 𝑗𝑗 

 

ここで， 

𝑀𝑀 ：発生曲げモーメント 

𝑀𝑀𝐴𝐴 ：許容限界（短期許容曲げモーメント） 

𝑎𝑎𝑡𝑡 ：引張鉄筋断面積 

𝑓𝑓𝑡𝑡 ：引張鉄筋の短期許容引張応力度 

𝑗𝑗 ：応力中心間距離 

 

b. 面外せん断力に対する断面の評価方法 

断面の評価は，「RC-N 規準」に基づき，評価対象部位に生じる面外せん断力

が，許容限界を超えないことを下式で確認する。 

 

𝑄𝑄 ≤ 𝑄𝑄𝐴𝐴 

𝑄𝑄𝐴𝐴 = 𝑏𝑏 ∙ 𝑗𝑗 ∙ 𝛼𝛼 ∙ 𝑓𝑓𝑠𝑠 

 

ここで， 

𝑄𝑄 ：発生面外せん断力 

𝑄𝑄𝐴𝐴 ：許容限界（短期許容面外せん断力） 

𝑏𝑏 ：断面の幅 

𝑗𝑗 ：応力中心間距離 

𝛼𝛼 ：許容せん断力の割増し係数（            ，2を超える場合は 2，1未

満の場合は 1とする。） 

𝑀𝑀 ：発生曲げモーメント 

𝑑𝑑 ：断面の有効せい 

𝑓𝑓𝑠𝑠 ：コンクリートの短期許容せん断応力度 

 

  

 
( )

4
1M Q d

=
⋅ +
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4.4.5 貯蔵区域の壁の評価方法 

(1) 解析モデル 

応力解析は，FEMモデルを用いた弾性応力解析を実施する。 

貯蔵区域は周辺状況による拘束を考慮し，貯蔵区域の壁及び天井スラブをシェ

ル要素にて，また天井スラブの鉄骨ばりを梁要素にてモデル化する。 

 

(2) 荷重の入力方法 

水平方向と鉛直方向の荷重の組合せは，「原子力発電所耐震設計技術規程

JEAC4601-2008（(社)日本電気協会）」を参考に，組合せ係数法（組合せ係数は

1.0と 0.4）を用いるものとする。 

 

a. 鉛直荷重（VL）及び積雪荷重（SL） 

鉛直荷重（VL）のうち，躯体重量は鉄筋コンクリートの単位体積重量を FEM

モデルの各要素に与え，機器等の考慮すべき重量は，当該位置に集中荷重又は

分布荷重として FEMモデルの各節点に入力する。また，積雪荷重については分

布荷重として FEM モデルの各節点に入力する。 

 

b. 地震荷重（S） 

(a) 水平方向 

水平方向の地震荷重は，耐震壁とスラブの取合い節点に入力する。また，入

力荷重の算定については，せん断力分配解析を用いるものとする。 

 

(b) 鉛直方向 

鉛直方向の地震荷重は，地震応答解析結果から得られる鉛直震度を，鉛直荷

重（VL）及び積雪荷重（SL）に乗じたものとする。 

 

c. 土圧荷重（G） 

地下外壁に作用する土圧荷重を考慮する。荷重の入力について，土圧が作用

する地下外壁に，土圧分布に沿った分布荷重として入力する。 

 

d. 温度荷重（T） 

温度荷重は，部位に応じた温度勾配を入力する。なお，温度応力について

は，「RC-N 規準」に基づき，荷重状態に応じて部材の剛性を一律に低減する一

律低減法により評価する。  

1562



 

32 

(3) 断面の評価方法 

a. 軸力，曲げモーメント及び面内せん断力に対する断面の評価方法 

各断面は，軸力及び曲げモーメントを受ける鉄筋コンクリート造長方形仮想

柱として算定する。断面の評価は，「RC-N規準」に基づき，評価対象部位に生じ

る軸力，曲げモーメント及び面内せん断力による鉄筋引張応力度が許容限界を

超えないことを下式で確認する。 

 

0.1≤+ tssstts ff σσ  

 

ここで， 

tsσ  ：軸力と曲げモーメントによる鉄筋引張応力度 

ssσ  ：面内せん断力による鉄筋引張応力度 

tf  ：許容限界（鉄筋の許容引張応力度） 

ts f  ：許容限界（鉄筋のせん断補強用許容引張応力度） 

 

b. 面外せん断力に対する断面の評価方法 

断面の評価は，「RC-N規準」に基づき，評価対象部位に生じる面外せん断力

が許容限界を超えないことを下式で確認する。 

 

AQQ ≤  

( )0.002A s wQ b j f pα= ⋅ ⋅ ⋅ <　　  

( ){ } ( )0.5 0.002 0.002A s w t w wQ b j f f p pα= ⋅ ⋅ + − ≥　　  

 

ここで， 

Q ：面外せん断力 

AQ  ：許容限界（許容面外せん断力） 

b  ：部材幅 

j  ：応力中心間距離 

α  ：許容せん断力の割増し係数(            ，2を超える場合は

2，1未満の場合は1とする。) 

M  ：発生曲げモーメント 

d  ：断面の有効せい 

sf  ：コンクリートの許容せん断応力度 

tw f  ：面外せん断補強筋の許容引張応力度 

wp  ：面外せん断補強筋比 

  

 
( )

4
1M Q d

=
⋅ +

1563



 

33 

4.4.6 貯蔵区域の天井スラブ（鉄骨ばり）の評価方法 

(1) 解析モデル 

鉛直荷重及び地震荷重に対する応力解析は，貯蔵区域の天井スラブ(鉄骨ばり)

の支持条件を考慮した弾性応力解析を実施する。温度荷重に対する応力解析は，

「4.4.5 貯蔵区域の壁の評価方法」に示す FEMモデルを用いた弾性応力解析を実

施する。 

 

(2) 荷重の入力方法 

a. 鉛直荷重（VL）及び地震荷重（S） 

鉛直荷重及び地震荷重を分布荷重として与える。地震荷重は，地震応答解析

から得られる最大応答加速度より鉛直震度を評価し，天井スラブ（鉄骨ばり）

の鉛直荷重に鉛直震度を乗じたものとする。 

 

b. 温度荷重（T） 

温度荷重の入力方法は，「4.4.5 貯蔵区域の壁の評価方法」に示す。 
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(3) 断面の評価方法 

a. Ｓｄ地震時に対する評価 

(a) 圧縮力及び曲げモーメントに対する断面の評価方法 

断面の評価は，「Ｓ規準」に基づき，評価対象部位に生じる圧縮力及び曲げ

モーメントによる圧縮応力度及び曲げ応力度による組合せ応力度が許容限界

を超えないことを下式で確認する。 

 

0.10.1 ≤
−

≤+
t

cbt

b

bc

c

c

fff
σσσσ

　かつ　　  

 

ここで， 

cσ  ：部材の圧縮応力度 

btbc σσ ,  ：部材の曲げ応力度（左添字c：圧縮側，t：引張側） 

cf  ：圧縮に対する許容限界 

bf  ：曲げに対する許容限界 

tf  ：引張に対する許容限界 

 

(b) 引張力及び曲げモーメントに対する断面の評価方法 

断面の評価は，「Ｓ規準」に基づき，評価対象部位に生じる引張力及び曲げ

モーメントによる引張応力度及び曲げ応力度による組合せ応力度が許容限界

を超えないことを下式で確認する。 

 

0.10.1 ≤
−

≤
+

b

tbc

t

btt

ff
σσσσ

　かつ　　  

 

ここで， 

tσ  ：部材の引張応力度 

bcbt σσ ,  ：部材の曲げ応力度（左添字t：引張側，c：圧縮側） 

bf  ：曲げに対する許容限界 

tf  ：引張に対する許容限界 
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(c) 圧縮力及びせん断力に対する断面の評価方法 

断面の評価は，「Ｓ規準」に基づき，評価対象部位に生じる圧縮力及びせん

断力による圧縮応力度及びせん断応力度による組合せ応力度が許容限界を超

えないことを下式で確認する。 

 

2 23
1.0c

tf
σ τ+

≤ 　 

 

ここで， 

cσ  ：部材の圧縮応力度 

τ  ：部材のせん断応力度 

tf  ：引張に対する許容限界 

 

 

(d) 引張力及びせん断力に対する断面の評価方法 

断面の評価は，「Ｓ規準」に基づき，評価対象部位に生じる引張力及びせん

断力による引張応力度及びせん断応力度による組合せ応力度が許容限界を超

えないことを下式で確認する。 

 

2 23
1.0t

tf
σ τ+

≤ 　 

 

ここで， 

tσ  ：部材の圧縮応力度 

τ  ：部材のせん断応力度 

tf  ：引張に対する許容限界 
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b. Ｓｓ地震時に対する評価 

(a) 曲げモーメントに対する断面の評価方法 

断面の評価は，「Ｓ規準」に基づき，評価対象部位に生じる曲げモーメント

による曲げ応力度が許容限界を超えないことを下式で確認する。 

 

b bfσ ≤  

 

ここで， 

bσ  ：部材の曲げ応力度 

bf  ：曲げに対する許容限界 

 

(b) せん断力に対する断面の評価方法 

断面の評価は，「Ｓ規準」に基づき，評価対象部位に生じるせん断力による

せん断応力度が許容限界を超えないことを下式で確認する。 

 

sfτ ≤  

 

ここで， 

τ  ：部材のせん断応力度 

sf  ：せん断に対する許容限界 
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4.4.7 プールの壁・床の評価方法 

(1) 解析モデル 

応力解析は，FEMモデルを用いた弾性応力解析を実施する。 

プールの壁・床は，周辺状況による拘束を考慮し，プール壁及びプール床をシェ

ル要素にてモデル化する。 

 

(2) 荷重の入力方法 

水平方向と鉛直方向の荷重の組合せは，「原子力発電所耐震設計技術規程

JEAC4601-2008（(社)日本電気協会）」を参考に，組合せ係数法（組合せ係数は

1.0と 0.4）を用いるものとする。 

 

a. 鉛直荷重（VL） 

鉛直荷重（VL）のうち，躯体重量は鉄筋コンクリートの単位体積重量を FEM

モデルの各要素に与える。また，機器等の考慮すべき重量は，FEMモデルの各

節点及び要素にに集中荷重及び分布荷重として入力する。 

 

b. 地震荷重（S） 

(a) 水平方向 

水平方向の地震荷重は，耐震壁とスラブの取合い節点に，集中荷重として入

力する。入力荷重の算定については，せん断力分配解析を用いるものとする。

せん断力分配解析モデルは，地震荷重の全てを耐震壁が負担するものとして，

各通りの耐震壁を梁要素でモデル化し，脚部を固定とし，各層床位置における

水平変位は同一と仮定する。なお，せん断力分配解析には，各床レベルに水平

方向の地震荷重を入力するが，これは地震応答解析から得られる結果より設

定する。 

 

(b) 鉛直方向 

鉛直方向の地震荷重は，FEMモデルの各節点及び要素に分布荷重として入力

する。床面に入力する分布荷重は，弾性設計用地震動Ｓｄ及び基準地震動Ｓｓ

に対する地震応答解析より得られる鉛直震度を，鉛直荷重（VL）及び雪荷重（SL）

に乗じたものとする。 

 

c. 温度荷重（T） 

温度荷重は，部位に応じた温度勾配を入力する。なお，温度応力について

は，「RC-N 規準」に基づき，荷重状態に応じて部材の剛性を一律に低減する一

律低減法により評価する。 
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d. 水圧荷重（W） 

静水圧，Ｓｄ地震時水圧及びＳｓ地震時水圧を考慮する。荷重の入力につ

いては，プールを形成する壁及び床の節点に，水圧分布に沿った集中荷重と

して入力する。 

 

e. 土圧荷重（G） 

土圧荷重は，地震時静止土圧及び地震時増分土圧を，外力として外壁面に

作用させる。 
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(5) 断面の評価方法 

a. Ｓｄ地震時に対する評価 

ア． 軸力，曲げモーメント及び面内せん断力に対する断面の評価方法 

各断面は，軸力及び曲げモーメントを受ける鉄筋コンクリート造長方

形仮想柱として算定する。断面の評価は，「RC-N規準」に基づき，評価

対象部位に生じる軸力，曲げモーメント及び面内せん断力による鉄筋引

張応力度が許容限界を超えないことを下式で確認する。 

 

0.1≤+ tssstts ff σσ  

 

ここで， 

tsσ  ：軸力と曲げモーメントにより生じる鉄筋引張応力度 

ssσ  ：面内せん断力により生じる鉄筋引張応力度 

tf  ：許容限界（鉄筋の短期許容引張応力度） 

ts f  ：許容限界（鉄筋のせん断補強用短期許容引張応力度） 

 

イ． 面外せん断力に対する断面の評価方法 

断面の評価は，「RC-N規準」に基づき，評価対象部位に生じる面外せん

断力が，許容限界を超えないことを下式で確認する。 

 

AQQ ≤  

( )002.0<= wsA pfbjQ 　　α
 

( ){ } ( )002.0002.05.0 ≥−+= wwtwsA ppffbjQ 　　α  

 

ここで， 

Q ：発生面外せん断力 

AQ  ：許容限界（短期許容面外せん断力） 

b  ：部材幅 

j  ：応力中心間距離 

α  ：許容せん断力の割増し係数(            ，2を超える場合は2，

1未満の場合は1とする。) 

M  ：発生曲げモーメント 

d  ：断面の有効せい 

sf  ：コンクリートの短期許容せん断応力度 

tw f  ：面外せん断補強筋の短期許容引張応力度 

wp  ：面外せん断補強筋比 

 
( )

4
1M Q d

=
⋅ +
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b. Ｓｓ地震時に対する評価 

(a) プール壁 

ア． 軸力及び曲げモーメントに対する断面の評価方法 

断面の評価は，「CCV 規格」の CVE-3511.2に基づき，評価対象部位に

生じる軸力，曲げモーメントによるコンクリート及び鉄筋のひずみ度

が，許容値を超えないことを確認する。ここで，鉄筋のひずみ度算定に

おいて，発生応力度が鉄筋の降伏応力度を超える場合は，エネルギー一

定則に基づきひずみを算定する。 

 

イ． 軸力に対する断面の評価方法 

断面の評価は，「CCV 規格」の CVE-3511.3に基づき，評価対象部位に

生じる軸力が，コンクリートの設計基準強度の 2/3倍を超えないことを

確認する。 

 

ウ． 面内せん断力に対する断面の評価方法 

断面の評価は，「CCV 規格」の CVE-3512.2に基づき，評価対象部位に

生じる面内せん断力が，許容値を超えないことを確認する。 

 

エ． 面外せん断力に対する断面の評価方法 

断面の評価は，「CCV規格」の CVE-3513.2に基づき，評価対象部位に生

じる面外せん断力が，許容値を超えないことを確認する。 

 

(b) プール床 

ア． 軸力及び曲げモーメントに対する断面の評価方法 

断面の評価は，「CCV規格」の CVE-3521.2に基づき，評価対象部位に

生じる軸力及び曲げモーメントによるコンクリート及び鉄筋のひずみ度

が，許容値を超えないことを確認する。ここで，鉄筋のひずみ度算定に

おいて，発生応力度が鉄筋の降伏応力度を超える場合は，エネルギー一

定則に基づきひずみを算定する。 

 

イ． 面外せん断力に対する断面の評価方法 

断面の評価は，「CCV規格」の CVE-3522に基づき，評価対象部位に生じ

る面外せん断力が，許容値を超えないことを確認する。 
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4.4.8 プールの天井の評価方法 

(1) 解析モデル 

鉛直荷重及び地震荷重に対する応力解析は，プールの天井（鉄骨）の支持条件

を考慮した弾性応力解析を実施する。 

 

(2) 荷重の入力方法 

水平方向と鉛直方向の荷重の組合せは，「原子力発電所耐震設計技術規程 

JEAC4601-2008（(社)日本電気協会）」を参考に，組合せ係数法（組合せ係数は1.0

と0.4）を用いるものとする。 

温度荷重は，「発電用原子力設備規格 コンクリート製原子炉格納容器規格 

（(社)日本機械学会）」に基づき，考慮する。 

 

a. 鉛直荷重（VL） 

プールの天井の全重量を FEMモデルの各要素に与える。 

 

b. 地震荷重（S） 

     (a) 水平方向 

      水平方向の地震荷重は，プールの壁とプールの天井の取合い節点に，強制

変位として入力する。 

 (b) 鉛直方向 

鉛直方向の地震荷重は，プールの天井に作用する加速度として入力する。 

 

        c. 温度荷重（T） 

温度荷重は，クレーンホール側（低温側）と貯蔵プール側（高温側）の温度 

勾配を FEMモデルの各要素に与え，プール壁とプールの天井の取合い節点にプ

ール熱変形による強制変位を与える。 

 

(3) 断面の評価方法 

断面の評価は，「S規準」及び「JEAG4601・補-1984」に基づき，プールの天井に

生じる垂直応力度とせん断応力度の組合せ応力度が許容限界を超えないことを下

式で確認する。 

 
組合せ応力度： (σx

2＋σy
2－σxσy ＋3τxy

2)  

ここで， 

σx，σy ：垂直応力度 

τxy ：せん断応力度 
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4.4.9 貯水槽の壁の評価方法 

(1) 解析モデル 

応力解析は，面内方向の応力についてはせん断力分配解析モデルを用いた弾性

応力解析を，面外方向の応力については連続梁モデルを用いた弾性応力解析を実

施し，それぞれの応力を組み合わせて評価対象部位に発生する応力を算定する。 

せん断力分配解析モデルは，地震荷重の全てを耐震壁が負担するものとし，各通

りの耐震壁を，その耐震壁の剛性を有する梁要素でモデル化し，脚部を固定とする。

また，各層床位置における水平変位は同一と仮定する。連続梁モデルは，外壁を梁

要素でモデル化し，脚部を固定，床位置をピン支持とする。 

 

(2) 荷重の入力方法 

せん断力分配解析には，各床レベルに水平方向の地震荷重を入力するが，これは

地震応答解析から得られる結果より設定する。なお，連続梁モデルの応力解析には，

外壁面に作用する土圧荷重及び貯水槽に作用する水圧荷重を入力する。 

水平方向と鉛直方向の荷重の組合せは，「原子力発電所耐震設計技術規程

JEAC4601-2008（(社)日本電気協会）」を参考に，組合せ係数法（組合せ係数は

1.0と 0.4）を用いるものとする。 
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(3) 断面の評価方法 

a. 軸力，曲げモーメント及び面内せん断力に対する断面の評価方法 

各断面は，軸力及び曲げモーメントを受ける鉄筋コンクリート造長方形仮想

柱として算定する。断面の評価は，「RC-N規準」に基づき，評価対象部位に生じ

る軸力，曲げモーメント及び面内せん断力による鉄筋引張応力度が許容限界を

超えないことを下式で確認する。 

 

0.1≤+ tssstts ff σσ  

 

ここで， 

tsσ  ：軸力と曲げモーメントにより生じる鉄筋引張応力度 

ssσ  ：面内せん断力により生じる鉄筋引張応力度 

tf  ：許容限界（鉄筋の短期許容引張応力度） 

ts f  ：許容限界（鉄筋のせん断補強用短期許容引張応力度） 

 

b. 面外せん断力に対する断面の評価方法 

断面の評価は，「RC-N 規準」に基づき，評価対象部位に生じる面外せん断力

が，許容限界を超えないことを下式で確認する。 

 

AQQ ≤  

( )002.0<= wsA pfbjQ 　　α
 

( ){ } ( )002.0002.05.0 ≥−+= wwtwsA ppffbjQ 　　α  

 

ここで， 

Q ：発生面外せん断力 

AQ  ：許容限界（短期許容面外せん断力） 

b  ：部材幅 

j  ：応力中心間距離 

α  ：許容せん断力の割増し係数(            ，2を超える場合は2，

1未満の場合は1とする。) 

M  ：発生曲げモーメント 

d  ：断面の有効せい 

sf  ：コンクリートの短期許容せん断応力度 

tw f  ：面外せん断補強筋の短期許容引張応力度 

wp  ：面外せん断補強筋比 

  

 
( )

4
1M Q d

=
⋅ +
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4.4.10 貯水槽の床の評価方法 

(1) 解析モデル 

応力解析は，FEMモデルを用いた弾性応力解析を実施する。 

貯水槽の床は，上部構造の拘束を考慮し，シェル要素にてモデル化する。また，

貯水槽床底面に水平方向及び鉛直方向の地盤ばねを設ける。なお，貯水槽床底面に

設置した地盤ばねについては，浮上りを考慮する。 

 

(2) 荷重の入力方法 

水平方向と鉛直方向の荷重の組合せは，「原子力発電所耐震設計技術規程

JEAC4601-2008（(社)日本電気協会）」を参考に，組合せ係数法（組合せ係数は

1.0と 0.4）を用いるものとする。 

 

a. 鉛直荷重（VL）及び積雪荷重（SL） 

貯水槽床の重量は鉄筋コンクリートの単位体積重量を FEM モデルの各要素に

与える。上部構造物から伝達される重量は，集中荷重として貯水槽床と上部構造

物の壁及び柱の取合い部の節点に入力する。 

 

b. 地震荷重（S） 

地震荷重については，基準地震動Ｓｓに対する地震応答解析から得られる結

果より設定する。上部構造物から貯水槽床へ伝達される荷重としては，せん断

力，曲げモーメント及び軸力を考慮し，上部構造物脚部に対応する節点に入力

する。また，貯水槽床の慣性力として，上部構造物から伝達される荷重と基礎

スラブ底面に発生する荷重の差を，FEMモデルの各節点に，その節点の支配面

積に応じて分配する。貯水槽床底面に発生する荷重は，地震応答解析から得ら

れる底面スウェイばねの反力であるせん断力，底面ロッキングばねの反力であ

る曲げモーメント及び底面鉛直ばねの反力である軸力を考慮する。 

 

c. 土圧荷重（G） 

土圧荷重については，「JEAG4601-1991追補版」に基づき静止土圧荷重に地

震時増分土圧荷重を加えて設定する。地震時増分土圧荷重は，加力側増分土圧

荷重及び支持側増分土圧荷重を包絡した値とする。荷重の入力については，土

圧が作用する地下外壁と取り合う基礎スラブの節点に集中荷重として入力す

る。この集中荷重は，当該地下外壁に土圧荷重により発生する面外せん断力及

び面外曲げモーメントとする。 
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d. 水圧荷重（W） 

静水圧及び動水圧を考慮する。荷重の入力については，貯水槽床に直接作用す

る水圧を FEM モデルの各要素に分布荷重として入力する。また貯水槽壁から貯

水槽床に作用する静水圧反力及び動水圧反力を考慮する。荷重の入力について，

水圧が作用する貯水槽壁と取り合う貯水槽床の節点に入力する。なお，この水圧

荷重は，当該貯水槽壁に発生する面外せん断力及び面外曲げモーメントとする。 

 

e. 浮力（B） 

浮力は，貯水槽床に一様に上向きの等分布荷重として入力する。 
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(3) 断面の評価方法 

a. 軸力，曲げモーメントに対する断面の評価方法 

各断面は，軸力及び曲げモーメントを受ける鉄筋コンクリート造長方形仮想

柱として算定する。 

断面の評価は，「RC-N 規準」に基づき，評価対象部位に生じる曲げモーメン

トが許容限界を超えないことを下式で確認する。 

 

M ≤ MA 

 

ここで， 

M ：発生曲げモーメント 

MA ：許容限界（短期許容曲げモーメント） 

 

b. 面外せん断力に対する断面の評価方法 

断面の評価は，「RC-N 規準」に基づき，評価対象部位に生じる面外せん断力

が，許容限界を超えないことを下式で確認する。 

 

AQQ ≤  

( )002.0<= wsA pfbjQ 　　α
 

( ){ } ( )002.0002.05.0 ≥−+= wwtwsA ppffbjQ 　　α  

 

ここで， 

Q ：発生面外せん断力 

AQ  ：許容限界（短期許容面外せん断力） 

b  ：部材幅 

j  ：応力中心間距離 

α  ：許容せん断力の割増し係数(            ，2を超える場合は2，

1未満の場合は1とする。) 

M  ：発生曲げモーメント 

d  ：断面の有効せい 

sf  ：コンクリートの短期許容せん断応力度 

tw f  ：面外せん断補強筋の短期許容引張応力度 

wp  ：面外せん断補強筋比 

 

 
( )

4
1M Q d

=
⋅ +
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4.4.11 主排気筒の筒身・鉄塔の評価方法 

(1) 解析モデル 

応力解析は，立体フレームモデルを用いた弾性応力解析を実施する。 

主排気筒の筒身・鉄塔のモデル化においては，筒身，鉄塔及び基礎の剛性を評

価して梁要素にてモデル化する。地震力の入力の際には基礎底面に水平方向，回

転方向及び鉛直方向の地盤ばねを設ける。なお，鉛直荷重，積雪荷重及び風荷重

の入力の際には基礎底面を固定とする。 

 

(2) 荷重の入力方法 

荷重の組合せには，各部材の部材応力を用いるものとする。 

 

a. 鉛直荷重（VL） 

鉄塔及び筒身の自重の他に，歩廊等の付属設備及び主排気筒に設置される竜

巻防護対策設備等の重量を考慮する。部材応力は解析モデルに固定荷重を入力

し，静的応力解析から算出する。 

 

b. 積雪荷重（SL） 

鉄塔部及び筒身部のプラットホームの床面に積雪荷重を考慮する。なお，積雪

荷重は，単位重量 30 N/m2/cmとして垂直積雪量 190cmを考慮する。部材応力は

解析モデルに積雪荷重を入力し，静的応力解析から算出する。 

 

c. 地震荷重（S） 

基準地震動Ｓｓの入力地震動による部材応力，弾性設計用地震動Ｓｄの入力

地震動による地震荷重又は排気筒に適用される静的地震力による地震荷重によ

る部材応力は地震応答解析結果による。 

 

d. 風荷重（WL） 

風荷重は，「建築基準法施行令」に定められた速度圧に風力係数と受風面積を

乗じて得られる風荷重を考慮し，各接点に集中荷重として入力する。部材応力は

解析モデルに風荷重を入力し，静的応力解析から算出する。 
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(3) 断面の評価方法 

a. 筒身の断面の評価方法 

断面の評価は，煙突構造設計指針を準用し，筒身の各部材が許容限界を超えな

いことを下式で確認する。筒身部材について，板厚 2mm(内側 2mm)の腐食代を考

慮する。 

σ
ｃ

 
ｃ
ｆ

ｃｒ

+
σ

ｂ

 
ｂ
ｆ

ｃｒ

≦１ 

ここに 

σｃ ：圧縮応力度σｃ＝Ｎ／Ａ（N/mm2） 

Ｎ ：軸力（N） 

Ａ ：筒身の断面積（mm2） 

σｂ ：曲げ応力度σｂ＝Ｍ／Ｚ（N/mm2） 

Ｍ ：曲げモーメント（N･mm） 

Ｚ ：筒身の断面係数（mm3） 

ｃｆｃｒ ：局部座屈を考慮した圧縮応力度に対する許容値（N/mm2） 

ｂｆｃｒ ：局部座屈を考慮した曲げ応力度に対する許容値（N/mm2） 

ｃｆｃｒ及びｂｆｃｒは「Ｓｄ地震時に対する評価」及び「静的地震時の評価」では「容器構造

設計指針」による短期許容応力度とし，「Ｓｓ地震時に対する評価」では「容器

構造設計指針」による地震時許容応力度の評価式に「建設省告示第 2464号」に

基づき F値×1.1 を適用して算定する。 
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(a) 局部座屈を考慮した圧縮応力度に対する許容値ｃｆｃｒ 

地震時応力に対する許容圧縮応力度は，以下の式により求める。 

 
ｃ
ｆ

ｃｒ

�������������
=Ｆ      （

ｒ

ｔ
≦0.377�Ｅ

Ｆ
�
0.72

） 

 
ｃ
ｆ

ｃｒ

�������������
=0.6Ｆ+0.4Ｆ�

2.567-
ｒ

ｔ
�Ｆ
Ｅ
�
0.72

2.190
� （0.377�Ｅ

Ｆ
�
0.72

≦
ｒ

ｔ
≦2.567�Ｅ

Ｆ
�
0.72

）  

 
ｃ
ｆ

ｃｒ

�������������
=0.6Ｅ �1-0.901 �1-exp�- 1

16
�ｒ

ｔ
���/ｒ

ｔ
  （2.567�Ｅ

Ｆ
�
0.72

≦
ｒ

ｔ
） 

 

 

 
ｃ
ｆ

ｃｒ

�������������
 ： 内圧が存在しない場合のｃｆｃｒ（N/mm2） 

Ｆ ： 許容応力度の基準値（N/mm2） 

Ｅ ： ヤング率（N/mm2） 

ｒ ： 内半径（mm） 

ｔ ： 壁厚（mm） 

 

(b) 局部座屈を考慮した曲げ応力度に対する許容値ｂｆｃｒ 

地震時応力に対する許容曲げ応力度は，以下の式により求める。 

 
ｂ
ｆ

ｃｒ

�������������
=Ｆ      （

ｒ

ｔ
≦0.274�Ｅ

Ｆ
�
0.78

） 

 
ｂ
ｆ

ｃｒ

�������������
=0.6Ｆ+0.4Ｆ�

2.106-
ｒ

ｔ
�Ｆ
Ｅ
�
0.78

1.832
�  （0.274�Ｅ

Ｆ
�
0.78

≦
ｒ

ｔ
≦2.106�Ｅ

Ｆ
�
0.78

）  

 
ｂ
ｆ

ｃｒ

�������������
=0.6Ｅ �1-0.731 �1-exp�- 1

16
�ｒ

ｔ
��� /ｒ

ｔ
  （2.106�Ｅ

Ｆ
�
0.78

≦
ｒ

ｔ
） 

 

 
ｂ
ｆ

ｃｒ

�������������
 ： 内圧が存在しない場合のｂｆｃｒ（N/mm2） 

Ｆ ： 許容応力度の基準値（N/mm2） 

Ｅ ： ヤング率（N/mm2） 

ｒ ： 半径（mm） 

ｔ ： 壁厚（mm） 
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b. 鉄塔の断面の評価方法 

断面の評価は，煙突構造設計指針を準用し，鉄塔の各部材が許容限界を超えな

いことを確認する。主柱材，斜材，水平材について，次式の応力度比によって断

面検定を行う。 

σ
ｃ

ｆ
ｃ

+
σ

ｂ

ｆ
ｂ

≦１ 

ここに 

σｃ ：圧縮応力度σｃ＝Ｎ／Ａ（N/mm2） 

Ｎ ：軸力（N） 

Ａ ：鉄塔の断面積（mm2） 

σｂ ：曲げ応力度σｂ＝Ｍ／Ｚ（N/mm2） 

Ｍ ：曲げモーメント（N･mm） 

Ｚ ：鉄塔の断面係数（mm3） 

ｆｃ ：圧縮応力度に対する許容値（N/mm2） 

ｆｂ ：曲げ応力度に対する許容値（N/mm2） 

ｆｃ及びｆbは「Ｓｓ地震時に対する評価」では「平 13国交告第 1024号」によ

る材料強度の評価式に「建設省告示第 2464 号」に基づき F 値×1.1 を適用して

算定する。 

 

 

 

1581



 

 

 

 

 

 

 

Ⅳ－１－３－１－３ 

屋外重要土木構造物の地震応答計算

書作成の基本方針 
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1 

1. 概要 

本資料は，「Ⅳ－１－２－１－１ 建物・構築物の耐震計算に関する基本方針」に示

す耐震設計のプロセスのうち，屋外重要土木構造物の地震応答解析に係るプロセスの詳

細な内容を示すものである。 
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2. 評価方針 

2.1 評価フロー 

「Ⅳ－１－１－８ 機能維持の基本方針」に示す屋外重要土木構造物及び機器・配

管系の設計に用いる応答値を設定するにあたり，「Ⅳ－１－１ 耐震設計の基本方針」

のうち「4.1.2 動的地震力」に基づき，動的地震力を算定する。第 2.1-1 図に地震応

答解析フローを示す。地震応答解析は本フロー図に基づき実施し，屋外重要土木構造

物の地震応答計算書において，各設定の結果及び地震応答解析結果を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2.1-1 図 地震応答解析フロー 
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2.2 地震応答解析に用いる地震動 

地震応答解析に用いる地震動は，「Ⅳ－１－１－１ 基準地震動Ｓｓ及び弾性設計

用地震動Ｓｄの概要」に基づく解放基盤表面レベルで定義された基準地震動Ｓｓ及び

弾性設計用地震動Ｓｄとする。 

なお，基準地震動Ｓｓ－Ｂ１～Ｂ５及び弾性設計用地震動Ｓｄ－Ｂ１～Ｂ５につい

ては，屋外重要土木構造物への入力地震動を評価する際に，プラントノース(真北に対

し，時計回りに 13°の方向)に変換を行う。 

また，屋外重要土木構造物の地震応答解析については，「5. 地震応答解析の方法」

に示すとおり，水平地震動と鉛直地震動の同時加振にて行うが，基準地震動Ｓｓ－Ｃ４

及び弾性設計用地震動Ｓｄ－Ｃ４は水平方向の地震動のみであるため，Ｓｓ－Ｃ４及

びＳｄ－Ｃ４の地震応答解析においては，鉛直方向の地震動として「Ⅳ－１－１ 耐

震設計の基本方針」に示す一関東評価用地震動(鉛直)及び一関東評価用地震動(鉛直)

に対して係数 0.5 を乗じた地震動を用いるものとする。 

 

2.3 準拠規格・基準等 

地震応答解析において準拠する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所屋外重要土木構造物の耐震性能照査指針・マニュアル((社)土木学会，

2005 年) 

(以下，「土木学会マニュアル」という。) 

・鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説－許容応力度設計法－((社)日本建築学会，

1999 年) 

・コンクリート標準示方書[構造性能照査編]((社)土木学会，2002 年) 

(以下，「コンクリート標準示方書 2002」という。) 

・コンクリート標準示方書[設計編]((社)土木学会，2012 年) 

・原子力発電所耐震設計技術指針 JEAG4601-1987((社)日本電気協会) 

・原子力発電所耐震設計技術指針 JEAG4601-2015((社)日本電気協会) 

・道路橋示方書(Ⅰ共通編・Ⅳ下部構造編)・同解説((社)日本道路協会，2002 年) 

・港湾構造物設計事例集((財)沿岸開発技術センター，2007 年) 
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3. 地震応答解析モデルの設定方針 

3.1 地盤モデルの設定方針 

地盤モデルは，「Ⅳ－１－１－５ 地震応答解析の基本方針」に基づき設定するこ

ととし，「Ⅳ－１－１－２ 地盤の支持性能に係る基本方針」に基づく地盤の初期物

性値を基本ケースとして用いる。 

また，地盤物性のばらつきについては，敷地内のボーリング調査結果等に基づき，

「Ⅳ－１－１－２ 地盤の支持性能に係る基本方針」に示す地盤の物性値を基本とし

て，標準偏差±1σ の変動幅を考慮した物性値を設定する。 

屋外重要土木構造物の地震応答解析モデルにおいて，岩盤である鷹架層及びマンメ

イドロックは線形材料とし，埋戻し土，六ヶ所層，流動化処理土，改良地盤 A及び改

良地盤 Bは，Ramberg-Osgood モデルを適用し，動せん断弾性係数及び減衰定数の非線

形特性を考慮する。 

また，構造物と地盤の境界部にジョイント要素を設けることにより，構造物と地盤

の剥離・すべりを考慮する。 

減衰は，固有値解析にて算定される固有振動数及び減衰定数に基づく要素剛性比例

型減衰を考慮する。また，埋戻し土，六ヶ所層，流動化処理土，改良地盤 A及び改良

地盤 Bの履歴減衰を考慮する。 

 

3.2 地震応答解析モデルの設定方針  

地震応答解析モデルは，「Ⅳ－１－１－５ 地震応答解析の基本方針」に基づき設

定する。 

地震応答解析モデルの設定に当たっては，屋外重要土木構造物と地盤の相互作用を

考慮するものとし，2 次元動的有限要素法による屋外重要土木構造物－地盤連成モデ

ルを用いる。 

地震応答解析モデルにおいて，屋外重要土木構造物は，はり要素でモデル化するこ

ととし，コンクリート及び鉄筋についてそれぞれの非線形特性を考慮する。減衰定数

については 5％とする。 

構造部材の非線形特性を第 3.2-1 図(土木学会マニュアルより引用)及び第 3.2-2 図

(コンクリート標準示方書 2002 より引用)に示す。 
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第 3.2-1 図 M-φ関係のトリリニアモデル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3.2-2 図(1) 構造部材の非線形特性(コンクリートの応力―ひずみ関係) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3.2-2 図(2) 構造部材の非線形特性(鉄筋の応力―ひずみ関係) 
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4. 入力地震動の設定方針 

入力地震動は，「Ⅳ－１－１－５ 地震応答解析の基本方針」に基づき設定すること

とし，1 次元波動論により，解放基盤表面レベルで定義される基準地震動Ｓｓ及び弾性

設計用地震動Ｓｄに対する地震応答解析モデルの底面位置で評価した入力地震動を設定

する。第 4-1 図に入力地震動設定の概念図を示す。 

 

 

 

 

第 4-1 図 入力地震動設定の概念図 
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5. 地震応答解析の方法 

地震応答解析は，「Ⅳ－１－１－５ 地震応答解析の基本方針」に記載の解析方法に

基づき実施する。 

地震応答解析は，構造物と地盤の動的相互作用を考慮できる 2次元動的有限要素法を

用いて，基準地震動Ｓｓ及び弾性設計用地震動Ｓｄに基づき設定した水平地震動と鉛直

地震動の同時加振による逐次時間積分の時刻歴非線形解析を行う。 

地震応答解析に当たっては，基準地震動Ｓｓ及び弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力

と固定荷重（躯体自重），積載荷重（機器・配管荷重及び上載荷重），土圧及び水圧（土

被り荷重，静止土圧及び外水圧）を組み合わせるものとし，地震応答解析によって求め

られる地震荷重に基づき，「Ⅳ－１－３－１－４ 屋外重要土木構造物の耐震計算書作

成の基本方針」に示す許容限界の設定を行うものとする。 

地震応答解析には，解析コード「TDAPⅢ」を使用する。なお，解析コードの検証，妥

当性確認の概要については，「Ⅳ－６ 計算機プログラム(解析コード)の概要」に示す。 
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Ⅳ－１－３－１－４ 

屋外重要土木構造物の耐震計算書作

成の基本方針 
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1 

1. 概要 

本資料は，「Ⅳ－１－２－１－１ 建物・構築物の耐震計算に関する基本方針」に示す

耐震設計のプロセスのうち，屋外重要土木構造物の耐震評価に係るプロセスの詳細な内

容を示すものである。 
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2. 評価方針 

2.1 評価フロー 

屋外重要土木構造物の耐震評価においては，基準地震動Ｓｓによる地震力に対する

評価を行うこととする。また，一部のＳクラスの屋外重要土木構造物については，弾性

設計用地震動Ｓｄによる地震力に対する評価も行うこととする。 

評価は，「Ⅳ－１－１ 耐震設計の基本方針」に基づき，地震応答解析結果に基づく

構造部材の曲げ，せん断評価及び基礎地盤の支持性能評価により行うことで，構造強度

及び機能維持の確認を行う。評価にあたっては地盤物性のばらつきを考慮する。 

評価フローを第 2.1-1 図に示す。耐震評価は本フロー図に基づき実施し，屋外重要土

木構造物の耐震計算書において，各設定の結果及び耐震評価結果を示す。 

 

 

 

 

第 2.1-1 図 屋外重要土木構造物の耐震評価フロー 
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2.2 準拠規格・基準等 

準拠する規格・基準等を以下に示す。 

 原子力発電所屋外重要土木構造物の耐震性能照査指針・マニュアル((社)土木学会， 

2005 年) 

(以下，「土木学会マニュアル」という。) 

 鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説－許容応力度設計法－((社)日本建築学会，

1999 年) 

 原子力施設鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説((社)日本建築学会，2005 年) 

(以下，「RC-N 規準」という。) 

 コンクリート標準示方書[構造性能照査編]((社)土木学会，2002 年) 

(以下，「コンクリート標準示方書 2002」という。) 

 コンクリート標準示方書[設計編]((社)土木学会，2012 年) 

(以下，「コンクリート標準示方書 2012」という。) 

 原子力発電所耐震設計技術指針 JEAG4601-1987((社)日本電気協会) 

 原子力発電所耐震設計技術指針 JEAG4601-2015((社)日本電気協会) 

 道路橋示方書(Ⅰ共通編・Ⅳ下部構造編)・同解説((社)日本道路協会，2002 年) 

 港湾構造物設計事例集((財)沿岸開発技術センター，2007 年) 

 

 

 

  

1595



 

4 

3. 耐震評価方法 

3.1 耐震評価方針 

屋外重要土木構造物の基準地震動Ｓｓ及び弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力に対

する耐震評価方針を以下に示す。 

屋外重要土木構造物は，Ｓクラスの機器・配管系の間接支持構造物であることから，

屋外重要土木構造物の耐震評価においては基準地震動Ｓｓによる地震力に対して構造

強度を有することを確認することで，支持機能が維持されることを確認する。また，一

部の屋外重要土木構造物の構造部材については，Ｓクラスとしての閉じ込め機能及び

遮蔽機能の維持が要求されており，当該屋外重要土木構造物の耐震評価においては基

準地震動Ｓｓ及び弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力に対して構造強度を有すること

を確認することで，閉じ込め機能及び遮蔽機能が維持されることを確認する。 

以上を踏まえ，屋外重要土木構造物の耐震評価においては，基準地震動Ｓｓ及び弾性

設計用地震動Ｓｄによる地震力に対して構造強度を有することの確認として，第 3.1-

1 表に示すとおり，構造部材の曲げ，せん断評価を行う。また，支持地盤に係る評価と

して，第 3.1-2 表に示すとおり，基礎地盤の支持性能評価を行う。 

基準地震動Ｓｓによる地震力に対する耐震評価において，構造部材の曲げ，せん断評

価については，閉じ込め機能が維持されること，並びに，支持機能が維持されることの

評価として，地震応答解析に基づく最大層間変形角及び発生せん断力が許容限界を下

回ることを確認し，遮蔽機能が維持されることの評価としては，地震応答解析に基づく

発生曲げモーメント及び発生せん断力が許容限界を下回ることを確認する。基礎地盤

の支持性能評価については，地震応答解析に基づく最大接地圧が許容限界を下回るこ

とを確認する。なお，限界層間変形角及びせん断耐力の許容限界に対しては妥当な安全

余裕をもたせることとする。 

弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力に対する耐震評価において，構造部材の曲げ，せ

ん断評価については，閉じ込め機能が維持されること，並びに，遮蔽機能が維持される

ことの評価として，地震応答解析に基づく発生応力度が許容限界を下回ることを確認

する。基礎地盤の支持性能評価については，地震応答解析に基づく最大接地圧が許容限

界を下回ることを確認する。 
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第 3.1-1 表 屋外重要土木構造物の構造部材の曲げ，せん断評価における許容限界 

要求 

機能 

機能設計上

の確認事項 
地震力 部位 評価方法 許容限界 

閉じ込め 

機能 

構造強度を 

有すること 

基準地震動 

Ｓｓ 

全構造 

部材 

最大層間変形角※及

び発生せん断力※が

許容限界を下回るこ

とを確認 

限界層間変形角※ 

せん断耐力※ 

弾性設計用 

地震動 

Ｓｄ 

全構造 

部材 

発生応力度が許容限

界を下回ることを確

認 

短期許容応力度 

遮蔽 

機能 

構造強度を 

有すること 

基準地震動 

Ｓｓ 

全構造 

部材 

発生曲げモーメント

及び発生せん断力※

が許容限界を下回る

ことを確認 

降伏曲げ 

モーメント 

せん断耐力※ 

弾性設計用 

地震動 

Ｓｄ 

全構造 

部材 

発生応力度が許容限

界を下回ることを確

認 

短期許容応力度 

支持 

機能 

構造強度を 

有すること 

基準地震動 

Ｓｓ 

全構造 

部材 

最大層間変形角※及

び発生せん断力※が

許容限界を下回るこ

とを確認 

限界層間変形角※ 

せん断耐力※ 

※妥当な安全余裕を考慮する 

 

第 3.1-2 表 屋外重要土木構造物の基礎地盤の支持性能評価における許容限界 

設計上の 

確認事項 
地震力 部位 評価方法 許容限界 

屋外重要土

木構造物を

十分に支持

できること 

基準地震動 

Ｓｓ 
基礎地盤 

最大接地圧が許容限界

を下回ることを確認 
極限支持力度 

弾性設計用 

地震動 

Ｓｄ 

基礎地盤 
最大接地圧が許容限界

を下回ることを確認 
短期許容支持力度 
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3.2 荷重及び荷重の組合せ 

屋外重要土木構造物の耐震評価における荷重及び荷重の組合せは，「Ⅳ－１－１ 

耐震設計の基本方針」のうち「5. 機能維持の基本方針」にて設定している荷重及び

荷重の組合せを用いる。荷重の組み合わせを第 3.2-1 表に示す。 

 

第 3.2-1 表 荷重の組み合わせ 

荷重 荷重の概要 

地震 

荷重 
地震力 

水平・鉛直同時加振とし，躯体及び機器・配管の慣性力

並びに動土圧を考慮 

固定 

荷重 
躯体自重 対象構造物の体積に材料の単位体積重量を乗じて設定 

積載 

荷重 

機器・配管荷重 側壁，底版または中床版に考慮 

上載荷重 地表面に 15.0 kN/m2として考慮 

土圧及び

水圧 

土被り荷重 常時応力解析により設定 

静止土圧 常時応力解析により設定 

外水圧 地下水位(地表面)に応じた静水圧として設定 
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3.3 許容限界 

3.3.1 基準地震動Ｓｓによる地震力に対する耐震評価における許容限界 

(1) 曲げに対する許容限界 

a. 限界層間変形角 

構造部材の曲げに対する耐震評価のうち層間変形角による照査における許容

限界は，土木学会マニュアルに準拠し，第 3.3.1-1 図に示す限界層間変形角

(＝1/100)とする。 

土木学会マニュアルにおいて，曲げ系の破壊に対する限界状態は，コンクリー

トの圧縮縁のかぶりが剥落しない状態とされている。 

圧縮縁コンクリートひずみが1%の状態及び層間変形角が1/100に至る状態は，

かぶりコンクリートの剥落が発生する前の状態であることが，屋外重要土木構

造物を模したボックスラーメン構造の破壊実験，コンクリートの圧縮試験及び

数値シミュレーションの結果より確認されている。これらの状態を限界値とす

ることで構造全体としての安定性が確保できるものとして設定されている。 

当該許容値は，屋外重要土木構造物を模したボックスラーメン構造に対する

載荷実験結果を基に定められたものであり，屋外重要土木構造物の構造部材の

曲げに対する許容限界として妥当である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3.3.1-1 図 層間変形角による曲げ照査 

 

  

γ୧
Rୢ

R୳
≦ 1.0 

γi ：構造物係数(＝1.00) 

Rd ：照査用の層間変形角(＝γa･R) 

γa ：構造解析係数(＝1.20) 

R ：応答計算による最大層間変形角(＝⊿／H) 

⊿ ：最大層間変位(m) 

H ：層間高さ(m) 

Ru ：限界層間変形角(＝1/100) 
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b. 降伏曲げモーメント 

構造部材の曲げに対する耐震評価のうち曲げモーメントによる照査における

許容限界は，第 3.3.1-2 図に示す降伏曲げモーメントとする。降伏曲げモーメン

トは鉄筋が降伏に至る状態を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

Mc-N はひび割れ曲げモーメント，My-N は降伏曲げモーメントの破壊包絡線 

 

第 3.3.1-2 図 曲げモーメントによる曲げ照査 
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(2) せん断に対する許容限界 

a. せん断耐力評価式を用いる方法 

構造部材のせん断に対する許容限界は，土木学会マニュアルに準拠し，以下の

式で算定されるせん断耐力のうち，いずれか大きい方とする。 

(a) 棒部材式 

      𝑉௬ௗ ＝ 𝑉௖ௗ ൅ 𝑉௦ௗ 

   ここで， 𝑉௖ௗ：コンクリートが分担するせん断耐力 

           𝑉௦ௗ：せん断補強鉄筋が分担するせん断耐力 

      𝑉௖ௗ ＝ 𝛽ௗ・𝛽௣・𝛽௡・𝛽௔・𝑓௩௖ௗ・𝑏௪・𝑑/𝛾௕௖ 

𝑓௩௖ௗ ＝ 0.20ඥ𝑓’௖ௗ
య  ただし，𝑓௩௖ௗ＞0.72ሺN/㎟ሻとなる場合

は𝑓௩௖ௗ ൌ 0.72ሺN/㎟ሻ 

𝛽ௗ ＝ ඥ1/𝑑ర  ただし，𝛽ௗ＞1.5となる場合は𝛽ௗ ൌ 1.5 

𝛽௣ ＝ ඥ100𝑃௩
య  ただし，𝛽௣＞1.5となる場合は𝛽௣ ൌ 1.5 

𝛽௡ ＝ 1＋𝑀௢/𝑀ௗ (𝑁’ௗ ൒ 0) ただし，𝛽௡＞2.0となる場合は𝛽௡ ൌ 2.0 

 ＝ 1＋2𝑀௢/𝑀ௗ (𝑁’ௗ ൏ 0) ただし，𝛽௡ ൏ 0となる場合は𝛽௡ ൌ 0 

𝛽௔ ＝ 0.75＋
ଵ.ସ

௔/ௗ
 ただし，𝛽௔ ൏ 1.0となる場合は𝛽௔ ൌ 1.0 

        𝑓’௖ௗ ：コンクリート圧縮強度の設計用値ሺN/㎟ሻであり，設計基準強度𝑓’௖௞
を材料係数𝛾௠௖ሺ1.3ሻで除したもの 

𝑃௩ ൌ 𝐴௦/ሺ𝑏௪・𝑑ሻ ：引張鉄筋比 

        𝐴௦ ：引張側鋼材の断面積 

        𝑏௪ ：部材の有効幅 

        𝑑  ：部材の有効高さ 

        𝑁’ௗ ：設計軸圧縮力 

        𝑀ௗ ：設計曲げモーメント 

        𝑀௢ ൌ 𝑁’ௗ・D/6 

：𝑀ௗに対する引張縁において，軸方向力によって発生する応力を打消

すのに必要なモーメント(デコンプレッションモーメント) 

D ：断面高さ 

𝑎/𝑑 ：せん断スパン比 

𝛾௕௖ ：部材係数(1.3) 

      𝑉௦ௗ ൌ ሼ𝐴௪𝑓௪௬ௗሺsin𝛼 ൅ cos𝛼ሻ/𝑠ሽ𝑧/𝛾௕௦ 

        𝐴௪ ：区間ｓにおけるせん断補強鉄筋の総断面積 

        𝑓௪௬ௗ
 :せん断補強鉄筋の降伏強度を材料係数𝛾௠௦(1.0)で除したもので

400N/㎟以下とする。ただし，コンクリート圧縮強度の特性値𝑓′௖௞が

60N/㎟以上のときは，800N/㎟以下とする。 
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𝛼 ：せん断補強鉄筋と部材軸のなす角度 

𝑠 ：せん断補強鉄筋の配置間隔 

𝑧 ：圧縮応力の合力の作用位置から引張鋼材図心までの距離であり，

𝑑/1.15 とする。 

        𝛾௕௦ ：部材係数(1.1) 

(b) ディープビーム式 

𝑉௬ௗ ＝ 𝑉௖ௗௗ ൅ 𝑉௦ௗௗ 

ここで，𝑉௖ௗௗ ：コンクリートが分担するせん断耐力 

 𝑉௦ௗௗ ：せん断補強鉄筋が分担するせん断耐力 

𝑉௖ௗௗ ＝ 𝛽ௗ・𝛽௣・𝛽௔・𝑓ௗௗ・𝑏௪・𝑑/𝛾௕௖ 

𝑓ௗௗ ＝ 0.19ඥ𝑓’௖ௗ 

𝛽ௗ ＝ ඥ1/𝑑ర  ただし，𝛽ௗ＞1.5となる場合は𝛽ௗ ൌ 1.5 

𝛽௣ ＝ඥ100𝑃௩
య  ただし，𝛽௣＞1.5となる場合は𝛽௣ ൌ 1.5 

𝛽௔ ＝ 
ହ

ଵାሺ௔/ௗሻ²
 

        𝛾௕௖ ：部材係数(1.3) 

𝑉௦ௗௗ  ＝ 𝜑・𝑉௦ௗ 

𝜑 ＝െ0.17 ൅ 0.3𝑎/𝑑 ൅ 0.33/𝑝௪௕ ただし，0 ൑ φ ൑ 1 

        𝑝௪௕ ：せん断補強鉄筋比(％) 

 

当該許容値は，屋外重要土木構造物を模した連続ばりの載荷実験及び数値シ

ミュレーションの結果を基に定められたものであり，屋外重要土木構造物の構

造部材のせん断に対する許容限界として妥当である。 

 

なお，部材に引張軸力が発生し，棒部材式のコンクリートが分担するせん断耐

力𝑉௖ௗが 0 になる場合については，以下に示すコンクリート標準示方書 2002 及び

コンクリート標準示方書 2012 に基づく𝛽௡の算定式を用いて，せん断耐力を算定す

る。 

𝛽௡ ＝1＋2𝑀௢/𝑀௨ௗ (𝑁’ௗ ൒ 0 の場合) ただし，𝛽௡＞2となる場合は2とする 

 ＝1＋4𝑀௢/𝑀௨ௗ (𝑁’ௗ ൏ 0 の場合) ただし，𝛽௡＜0となる場合は0とする 

        𝑁’ௗ ：設計軸方向圧縮力 

        𝑀௨ௗ ：軸方向力を考慮しない純曲げ耐力 

        𝑀௢ ：設計曲げモーメント𝑀ௗに対する引張縁において，軸方向力によって

発生する応力を打消すのに必要な曲げモーメント 
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b. 材料非線形解析を用いる方法 

構造部材のせん断に対する評価において，発生せん断力がせん断耐力評価式

によるせん断耐力を上回る部材については，材料非線形解析により算定される

せん断耐力を許容限界とする。 

材料非線形解析においては，せん断耐力評価式によるせん断評価結果が最も

厳しくなる時刻における断面力を再現できる荷重を，荷重比率を維持しながら

漸増載荷し，載荷過程における荷重－変位曲線にて明確な破壊点が認められる

時点の荷重をせん断耐力とする。なお，荷重－変位曲線にて破壊点を判定する際

には，ひび割れ性状やひび割れ面のひずみ分布についても参考にする。 

材料非線形解析には，解析コード「WCOMD-SJ」を使用する。解析コードの検証

及び妥当性確認の概要については，「Ⅳ－６ 計算機プログラム(解析コード)の概

要」に示す。 

(a) 解析モデル 

材料非線形解析の解析モデルの例を第 3.3.1-3 図に示す。 

解析モデルは平面応力要素でモデル化し，評価部材を非線形要素，評価部材

と接続する張出し部材を線形要素とする。非線形要素は，鉄筋位置と無筋領域

を考慮して要素分割を行う。また，張出し部材の一方を固定境界，他方を自由

境界とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3.3.1-3 図 材料非線形解析モデルの例(側壁) 

(b) 材料特性 

圧縮応力下のコンクリートの応力－ひずみ関係は，最大応力点を越えた軟

化域まで考慮する。また，引張応力下の応力－ひずみ関係は，鉄筋コンクリー

トにおけるコンクリートと鉄筋の付着による相互作用を考慮する。 

 

(3) 基礎地盤の支持性能に対する許容限界 

基礎地盤に作用する接地圧に対する許容限界は，鷹架層の極限支持力度とする。 
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3.3.2 弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力に対する耐震評価における許容限界 

(1) 曲げ，せん断に対する許容限界 

構造部材の曲げ，せん断に対する許容限界は，RC-N 規準に準拠し，短期許容応

力度を許容限界とする。短期許容応力度を第 3.3.2-1 表及び第 3.3.2-2 表に示す。 

 

第 3.3.2-1 表 コンクリートの許容応力度 

設計基準強度(N/mm2) 
短期許容応力度(N/mm2) 

圧縮 引張 せん断 

29.4 19.6 － 1.18 

 

第 3.3.2-2 表 鉄筋の許容応力度 

 
短期許容応力度(N/mm2) 

引張及び圧縮 

ＳＤ345 345 

 

(2) 基礎地盤の支持性能に対する許容限界 

基礎地盤に作用する接地圧に対する許容限界は，鷹架層の短期許容支持力度と

する。 
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3.4 評価方法 

3.4.1 基準地震動Ｓｓによる地震力に対する耐震評価における評価方法 

(1) 基本ケースの評価 

屋外重要土木構造物の基準地震動Ｓｓによる地震力に対する耐震評価は，地震

応答解析結果に基づく最大層間変形角，曲げモーメント，せん断力及び最大接地圧

が「3.3 許容限界」に示す許容限界を下回ることを確認する。 

構造部材の曲げに対する評価については，最大の水平相対変位が生じる時刻に

おいて，照査用層間変形角が限界層間変形角を下回ることを確認する。照査用層間

変形角の算定に当たっては，第 3.3.1-1 図に示す最大層間変形角に構造解析係数

(γa)1.2 を考慮する。また，最大の曲げモーメントが生じる時刻において，発生曲

げモーメントが降伏曲げモーメントを下回ることを確認する。 

構造部材のせん断に対する評価については，構造部材ごとに発生せん断力が最

も大きくなるそれぞれの時刻において，照査用せん断力がせん断耐力を下回るこ

とを確認する。照査用せん断力の算定に当たっては，構造部材に発生するせん断力

に構造解析係数(γa)1.05 を考慮する。なお，材料非線形解析による評価において

は，評価時刻における断面力を再現した荷重時の固定端荷重に，部材係数(γb)1.24

及び構造解析係数(γa)1.05 を考慮したものを照査用せん断力とする。 

基礎地盤の支持性能に対する評価については，基礎地盤に作用する最大接地圧

が極限支持力度を下回ることを確認する。 

 

(2) 物性のばらつきに関する影響評価 

屋外重要土木構造物の耐震評価において支配的な構造部材の曲げ，せん断評価

において，物性のばらつきに関する影響評価として，物性のばらつきに関する安全

係数を考慮した最大層間変形角及びせん断力が「3.3 許容限界」に示す許容限界

を下回ることを確認する。物性のばらつきに関する安全係数は，材料及び周辺地盤

の物性のばらつきを考慮した地震応答解析により設定したものである。 

構造部材の曲げに対する影響評価については，基本ケースの評価結果における

最大照査値のケースについて，曲げに対する物性のばらつきに関する安全係数 1.3

を考慮した層間変形角が限界層間変形角を下回ることを確認する。 

構造部材のせん断に対する影響評価については，基本ケースの評価結果におけ

る各構造部材の最大照査値のケースについて，せん断に対する物性のばらつきに

関する安全係数 1.2 を考慮したせん断力がせん断耐力を下回ることを確認する。

なお，材料非線形解析による評価においては，評価時刻における断面力を再現した

荷重時の固定端荷重に，部材係数(γb)1.24，構造解析係数(γa)1.05 及びせん断に

対する物性のばらつきに関する安全係数 1.2 を考慮したものを照査用せん断力と

する。 
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3.4.2 弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力に対する耐震評価における評価方法 

屋外重要土木構造物の弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力に対する耐震評価は，

地震応答解析結果に基づく発生応力度及び最大接地圧が「3.3 許容限界」に示す

許容限界を下回ることを確認する。 

構造部材の曲げに対する評価については，構造部材の評価位置(支承前面，中央)

ごとに発生曲げモーメントが最も大きくなるそれぞれの時刻において，コンクリ

ート及び鉄筋の発生応力度が短期許容応力度を下回ることを確認する。 

構造部材のせん断に対する評価については，構造部材の評価位置(支承前面から

D/2 の位置，D：部材高さ)ごとに発生せん断力が最も大きくなるそれぞれの時刻に

おいて，発生せん断応力度が短期許容応力度を下回ることを確認する。 

基礎地盤の支持性能に対する評価については，基礎地盤に作用する最大接地圧

が短期許容支持力度を下回ることを確認する。 
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地下水排水設備の耐震計算書作成の

基本方針 
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1. 概要 

本資料は，「Ⅳ－１－２－１－１ 建物・構築物の耐震計算に関する基本方針」に示す

耐震設計のプロセスのうち，地下水排水設備の耐震計算に係るプロセスの詳細な内容を

示すものである。 

第1-1表に地下水排水設備の構成設備を示す。サブドレンシャフト，サブドレンピット，

集水管及びサブドレン管については，本資料の「6. 応力解析の評価方針（建物・構築物

の基本方針を参考にする設備）」にて耐震評価に係るプロセスの詳細な内容を示す。地下

水排水ポンプ，水位検出器，地下水排水ポンプ現場制御盤，排水配管，発電機装置，燃料

油貯槽及び燃料油配管については，本資料の「9. 応力解析の評価方針（機器・配管系の

基本方針を参考にする設備）」にて耐震評価に係るプロセスの詳細な内容を示す。 

なお，対象施設において，本資料に示す内容に差分がある場合には，各地下水排水設備

の地下水排水設備の耐震性に関する計算書にて示す。 

 

第 1-1 表 地下水排水設備の構成設備及び対応する章 

構成設備 対応する本資料の章 

サブドレン 

シャフト 
6. 応力解析の評価方針（建物・構築物の基本方針を参考にする設備） 

サブドレン 

ピット 
6. 応力解析の評価方針（建物・構築物の基本方針を参考にする設備） 

集水管 6. 応力解析の評価方針（建物・構築物の基本方針を参考にする設備） 

サブドレン管 6. 応力解析の評価方針（建物・構築物の基本方針を参考にする設備） 

地下水排水 

ポンプ 
9. 応力解析の評価方針（機器・配管系の基本方針を参考にする設備） 

水位検出器 9. 応力解析の評価方針（機器・配管系の基本方針を参考にする設備） 

地下水排水 

ポンプ現場 

制御盤 

9. 応力解析の評価方針（機器・配管系の基本方針を参考にする設備） 

排水配管 9. 応力解析の評価方針（機器・配管系の基本方針を参考にする設備） 

発電機装置 9. 応力解析の評価方針（機器・配管系の基本方針を参考にする設備） 

燃料油貯槽 9. 応力解析の評価方針（機器・配管系の基本方針を参考にする設備） 

燃料油配管 9. 応力解析の評価方針（機器・配管系の基本方針を参考にする設備） 
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2. 地盤応答解析の評価方針 

2.1 地盤応答解析の評価フロー 

地下水排水設備の設計用地震力は，「Ⅳ－１－１－８ 機能維持の基本方針」に示す

建物・構築物及び機器・配管系の設計用地震力の設定に準じて，「Ⅳ－１－１ 耐震設

計の基本方針」のうち「4.1.2 動的地震力」に基づき，動的地震力を算定する。 

第 2.1-1 図に地盤応答解析フローを示す。地盤応答解析は本フロー図に基づき実施

し，地下水排水設備の耐震性に関する計算書において，各設定の結果及び地盤応答解析

結果を示す。 

 

 

 

第 2.1-1 図 地盤応答解析の評価フロー 

 

  

評価開始 

地盤物性評価 

入力地震動の設定 

（基準地震動Ｓｓ） 

地盤等価線形解析 

地下水排水設備設置位置における

地盤応答の算定 
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2.2 地盤応答解析に用いる地震動 

地盤応答解析に用いる地震動は，「Ⅳ－１－１－１ 基準地震動Ｓｓ及び弾性設計用

地震動Ｓｄの概要」に基づく解放基盤表面レベルで定義された基準地震動Ｓｓとする。 

なお，基準地震動Ｓｓ－Ｂ１～Ｂ５及び弾性設計用地震動Ｓｄ－Ｂ１～Ｂ５につい

ては，地下水排水設備への入力地震動を評価する際に，地下水排水設備に応じた適切な

方位に変換を行う。具体的には，第２保管庫・貯水所及び第２軽油貯蔵所以外の建物・

構築物近傍にある地下水排水設備に対しては，プラントノース(真北に対し，時計回り

に 13°の方向)に，第２保管庫・貯水所及び第２軽油貯蔵所近傍にある地下水排水設備

に対しては，真北に対し，時計回りに 27°の方向に変換を行う。 

 

 

  

1612



 

 4  

 

2.3 地盤応答解析の準拠規格・基準等 

地盤応答解析において準拠する規格・基準等を以下に示す。 

・建築基準法・同施行令 

・原子力発電所耐震設計技術指針 JEAG 4601-1987（(社)日本電気協会） 

（以下，「JEAG 4601-1987」という。） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 JEAG 4601・ 

補－1984（(社)日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 JEAG 4601-1991 追補版（(社)日本電気協会） 

（以下，「JEAG 4601-1991 追補版」という。） 
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3. 地盤応答解析モデルの設定方針 

3.1 サブドレンシャフト・サブドレンピット 

地盤応答解析モデルは，「Ⅳ－１－１－５ 地震応答解析の基本方針」に基づき設定

することとし，「Ⅳ－１－１－２ 地盤の支持性能に係る基本方針」に基づく地盤の初

期物性値を基本ケースとして用いる。 

また，地盤物性のばらつきについては，敷地内のボーリング調査結果等に基づき，「Ⅳ

－１－１－２ 地盤の支持性能に係る基本方針」に示す地盤の物性値を基本として，標

準偏差±1σの変動幅を考慮した物性値を設定する。 

モデル化の際は，サブドレンシャフト・ピット周囲の地盤改良土等を考慮することと

し，必要に応じて 2次元 FEM にてモデル化を実施する。 

解析は地盤のひずみ依存特性を考慮した等価線形解析を実施する。 

 

3.2 集水管・サブドレン管 

地盤応答解析モデルは，「Ⅳ－１－１－５ 地震応答解析の基本方針」に基づき設定

することとし，「Ⅳ－１－１－２ 地盤の支持性能に係る基本方針」に基づく地盤の初

期物性値を基本ケースとして用いる。 

また，地盤物性のばらつきについては，敷地内のボーリング調査結果等に基づき，「Ⅳ

－１－１－２ 地盤の支持性能に係る基本方針」に示す地盤の物性値を基本として，標

準偏差±1σの変動幅を考慮した物性値を設定する。 

モデル化の際は，当該集水管・サブドレン管が設置される近傍の建物・構築物の地震

応答解析で用いている 1次元地盤モデルを用いる。 

解析は地盤のひずみ依存特性を考慮した等価線形解析を実施する。 
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4. 入力地震動の設定方針 

入力地震動は，「Ⅳ－１－１－５ 地震応答解析の基本方針」に基づき設定することと

し，「Ⅳ－１－１－１ 基準地震動Ｓｓ及び弾性設計用地震動Ｓｄの概要」に基づく解放

基盤表面レベルで定義された基準地震動Ｓｓとする。 

1次元地盤モデルの場合は，水平方向及び鉛直方向の各方向で解析を実施する。2次元地

盤モデルの場合は，水平1方向及び鉛直方向地震動を同時入力した解析を実施する。 

 

 

5. 地盤応答解析の方法 

地下水排水設備の地盤応答解析は，「Ⅳ－１－１－５ 地震応答解析の基本方針」に記

載の解析方法に基づき実施する。 

材料物性のばらつきを考慮した地盤応答解析は，地下水排水設備の応答への影響が大

きい地震動に対して実施することとし，基本ケースの地盤応答解析において応答値（加速

度）が，評価対象物がある各部位において最大となっている地震動に対して実施する。 

材料物性のばらつきのうち，地盤物性のばらつきについては，「3.1 地盤モデル」に示

す方針に基づく物性値を考慮する。 
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6. 応力解析の評価方針（建物・構築物の基本方針を参考にする設備） 

本章では，第1-1表で示した地下水排水設備の構成設備のうち，サブドレンシャフト，

サブドレンピット，集水管及びサブドレン管について，応力解析の評価方針を示す。 

 

6.1 応力解析の評価フロー 

安全機能を有する施設としての地震時の評価においては，基準地震動Ｓｓによる地

震力に対する評価（以下，「Ｓｓ地震時に対する評価」という。）を行うこととする。 

評価は，「Ⅳ－１－１ 耐震設計の基本方針」に基づき，地盤応答解析及び応力解析

による接地圧及び断面の評価を行うことで，構造強度及び機能維持の確認を行う。評価

にあたっては地盤物性のばらつきを考慮する。 

評価フローを第 6.1-1 図に示す。耐震評価は本フロー図に基づき実施し，地下水排水

設備の耐震性に関する計算書において，各設定の結果及び耐震評価結果を示す。 
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注記 ＊：地盤応答解析結果及びサブドレンシャフト応力解析結果を踏まえた評価を行う。 

第 6.1-1 図 評価フロー 

■構造強度の確認 

■機能維持の確認 

 [支持機能の維持] 

評価開始 

地震応答解析による評価＊ 

応力解析による評価＊ 

応力解析による評価 

接地圧の評価 

・基礎地盤 

■構造強度の確認 

せん断ひずみ度の評価 

・サブドレンピット壁 

断面の評価 

・サブドレンシャフト 

・サブドレンピット壁， 

上部スラブ，底部スラブ 

■構造強度の確認 

断面の評価 

・集水管 

・サブドレン管 

■構造強度の確認 

■機能維持の確認 

 [支持機能の維持] 

評価終了 

1617



 

9 

6.2 応力解析の準拠規格・基準等 

応力解析において準拠する規格・基準等を以下に示す。 

・建築基準法・同施行令・同告示 

・日本産業規格 

・鋼構造設計規準 －許容応力度設計法－（(社) 日本建築学会，2005改訂） 

（以下「S規準」という。） 

・鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説 -許容応力度設計法- 

（(社)日本建築学会，1999）（以下，「RC規準」という。） 

・原子力施設鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説（(社)日本建築学会，2005） 

（以下，「RC-N規準」という。） 

・道路橋示方書（Ⅰ共通編・Ⅳ下部構造編）・同解説 

（(社) 日本道路協会，平成14年3月） 

・トンネル・ライブラリー第27号 シールド工事用立坑の設計（土木学会，2015） 

・道路土工－カルバート工指針（平成21年度版）（（社）日本道路協会） 

・水道用硬質ポリ塩化ビニル管技術資料（塩化ビニル管・継手協会） 

・土地改良事業計画設計基準及び運用・解説 設計 「パイプライン」（農林水産省） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 JEAG4601-1987（(社)日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 JEAG4601・補-1984 

（(社)日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 JEAG4601-1991 追補版（(社)日本電気協会） 

（以下，「JEAG4601」と記載しているものは上記 3指針を指す。） 
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7. 地震応答解析による評価方法 

7.1 接地圧の評価方法 

接地圧については，最大接地圧が地盤の支持力を十分下回ることを確認する。接地圧

の評価における許容限界は，「Ⅳ－１－１－８ 機能維持の基本方針」に基づき，第7.1-

1表のとおり設定する。 

 

第7.1-1表 接地圧の評価における許容限界 

設計上の 

確認事項 
地震力 部位 

機能維持のための 

考え方 

許容限界 

(評価基準値) 

地下水排水

設備を十分

に支持でき

ること 

基準 

地震動 

Ｓｓ 

基礎地盤 

最大接地圧が地盤

の支持力を十分下

回ることを確認 

極限 

支持力度 

 

7.2 せん断ひずみ度の評価方法 

せん断ひずみ度については，サブドレンピット壁がJEAG4601に示す耐震壁の最大せ

ん断ひずみ度の許容限界を超えないことを確認する。せん断ひずみ度の評価における

許容限界は，「Ⅳ－１－１－８ 機能維持の基本方針」に基づき，第7.2-1表のとおり

設定する。 
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第7.2-1表 せん断ひずみ度の評価における許容限界 

要求 

機能 

機能設計上

の 

確認事項 

地震力 部位 
機能維持のための 

考え方 

許容限界 

（評価基準値） 

- 
構造強度を

有すること 

基準 

地震動 

Ｓｓ 

サブドレ

ンピット

壁＊ 

サブドレンピット壁の最

大せん断ひずみ度が構造

強度を確保するための許

容限界を超えないことを

確認 

最大せん断 

ひずみ度 

2.0×10-3 

支持 

機能 

機器・配管系

等の設備を

支持する機

能を損なわ

ないこと 

基準 

地震動 

Ｓｓ 

サブドレ

ンピット

壁＊ 

サブドレンピット壁の最

大せん断ひずみ度が構造

強度を確保するための許

容限界を超えないことを

確認 

最大せん断 

ひずみ度 

2.0×10-3 

地下水 

排水 

機能 

地下水排水

機能を損な

わないこと 

基準 

地震動 

Ｓｓ 

サブドレ

ンピット

壁＊ 

サブドレンピット壁の最

大せん断ひずみ度が構造

強度を確保するための許

容限界を超えないことを

確認 

最大せん断 

ひずみ度 

2.0×10-3 

注記 ＊：サブドレンピット壁の評価は，応力解析結果も踏まえることとする。 
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8. 応力解析による評価方法 

8.1 応力解析の評価フロー 

応力解析による評価対象部位はサブドレンシャフト，サブドレンピット（壁，上部ス

ラブ，底部スラブ），集水管，サブドレン管とし，Ｓｓ地震時に対して以下の方針に基

づき評価を行う。 
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8.1.1 サブドレンシャフトの評価方針 

応力解析によるサブドレンシャフトの評価フローを第8.1.1-1図に示す。応力

解析にあたっては，地盤応答解析の結果を用いて荷重の組合せを行う。また，地

震荷重の設定においては，地盤物性のばらつきを考慮するものとする。 

サブドレンシャフトのＳｓ地震時に対する評価は，サブドレンシャフト及びサ

ブドレンピットをモデル化したはり―地盤ばねモデルを用いた応答変位法による

非線形応力解析により行うこととし，地震力と地震力以外の荷重の組合せの結

果，発生する応力が許容限界を超えないことを確認する。 

なお，地盤物性のばらつきを考慮する際は，「5. 地盤応答解析の方法」にて

実施した地震動に加え，基本ケースの応答変位法解析において応答値（曲げモー

メント，せん断力，サブドレンピットのせん断ひずみ）が，各評価対象部位にお

いて最大となっている地震動に対して実施する。地震動の選定フローを第

8.1.1.-2図に示す。 

 

注記 ＊：地盤物性のばらつきを考慮した地震荷重とする。 

 

第8.1.1-1図 応力解析によるサブドレンシャフトの評価フロー 
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注記 ＊1：標準地盤 

 ＊2：応答値は，曲げモーメント，せん断力及びサブドレンピットのせん断ひずみ

とする。 

 ＊3：地盤応答解析結果の評価対象部位位置の水平加速度及び鉛直加速度を対象と

する 

第 8.1.1-2 図 地震動の選定フロー 

 

 

  

検討開始

基本ケース＊1による応答変位法解析
（Ss-A～Ss-C4）

部材の最大応答値＊2の比較

応答値のいずれかが
Ss-A～Ss-C4の中で

最大となる

地盤物性のばらつきを考慮した検討
に用いる地震動とする

地盤物性のばらつきを考慮した検討
に用いる地震動としない

はい いいえ

各位置の応答加速度の
いずれかがSs-A～Ss-C4
の中で最大となる＊3

はい
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8.1.2 サブドレンピットの評価方針 

応力解析によるサブドレンピット壁の評価フローを第8.1.2-1図に，応力解析

によるサブドレンピットスラブ（上部スラブ，底部スラブ）の評価フローを第

8.1.2-2図に示す。応力解析にあたっては，地盤応答解析の結果を用いて荷重の

組合せを行う。また，地震荷重の設定においては，地盤物性のばらつきを考慮す

るものとする。 

サブドレンピット壁のＳｓ地震時に対する評価は，はり―地盤ばねモデルまた

は理論解を用いた弾性応力解析により行うこととし，地震力と地震力以外の荷重

の組合せの結果，発生する応力が許容限界を超えないことを確認する。 

サブドレンピットスラブ（上部スラブ，底部スラブ）のＳｓ地震時に対する評

価は，FEMモデルまたは理論解を用いた弾性応力解析により行うこととし，地震

力と地震力以外の荷重の組合せの結果，発生する応力が許容限界を超えないこと

を確認する。 

なお，地盤物性のばらつきを考慮する際は，「8.1.1 サブドレンシャフトの

評価方針」にて記載の方法に準拠する。 

 

注記 ＊1：サブドレンシャフトの応答変位法解析結果により算出された値を用いる。 

   ＊2：地盤物性のばらつきを考慮した地震荷重とする。 

第8.1.2-1図 応力解析によるサブドレンピット壁の評価フロー 
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注記 ＊1：地盤応答解析結果により算出された値を用いる。 

   ＊2：地盤物性のばらつきを考慮した地震荷重とする。 

 

第 8.1.2-2 図 応力解析によるサブドレンピットスラブ（上部スラブ，底部スラブ） 

の評価フロー 
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8.1.3 集水管の評価方針 

応力解析による集水管の評価フローを第8.1.3-1図に示す。応力解析にあたっ

ては，地盤応答解析の結果を用いて荷重の組合せを行う。また，地震荷重の設定

においては，地盤物性のばらつきを考慮するものとする。 

集水管のＳｓ地震時に対する評価は，はりモデルを用いた弾性応力解析により

行うこととし，地震力と地震力以外の荷重の組合せの結果，集水管に発生する変

形量が許容限界を超えないことを確認する。 

 

 

注記 ＊1：地盤応答解析結果により算出された値を用いる。 

   ＊2：地盤物性のばらつきを考慮した地震荷重とする。 

 

第8.1.3-1図 応力解析による集水管の評価フロー 

 

  

評価開始 

許容限界の設定 

評価終了 

荷重の組合せ 

断面の評価 

フレームモデルの作成 

スラブ下面の 

地盤応答加速度*1 

地震荷重*2 地震力以外の荷重 

静的フレーム解析 
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8.1.4 サブドレン管の評価方針 

応力解析によるサブドレン管（塩ビ管，ポリエチレン管）の評価方針は，

「8.1.3 集水管の評価方針」に準拠する。 

サブドレン管（ポラコン成形管）の評価フローを第8.1.4-1図に示す。応力解

析にあたっては，集水管同様に地盤応答解析の結果を用いた荷重の組合せを行う

こととし，地盤応答解析により算出される最大接地圧を地震荷重に加える。ま

た，地震荷重の設定においては，地盤物性のばらつきを考慮するものとする。 

サブドレン管（ポラコン成形管）のＳｓ地震時に対する評価は，地震力と地震

力以外の荷重の組合せの結果，発生する応力が許容限界を超えないことを確認す

る。 

 

注記 ＊1 ：地盤応答解析結果により算出された値を用いる。 

   ＊2 ：地盤物性のばらつきを考慮した地震荷重とする。 

 

第8.1.4-1図 応力解析によるサブドレン管（ポラコン成形管）の評価フロー 

 

  

評価開始 

許容限界の設定 

評価終了 

荷重の組合せ 

断面の評価 

スラブ下面の 

地盤応答加速度*1 

地震荷重*2 地震力以外の荷重 

建物・構築物の 
最大接地圧

*1
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8.2 荷重及び荷重の組合せ 

各部位の評価における荷重及び荷重の組合せは，「Ⅳ－１－１ 耐震設計の基本方針」

のうち「5. 機能維持の基本方針」にて設定している荷重及び荷重の組合せを用いる。 

 

8.2.1 荷重 

各部位の評価において考慮する荷重を第8.2.1-1表に示す。 

 

第8.2.1-1表 考慮する荷重 

荷重名称 内容 

鉛 

直 

荷 

重 

（VL） 

固定荷重(DL) 構造物（上部RC蓋，機器配管荷重を含む）の自重 

積載荷重(LL) 
サブドレンシャフト上部RC蓋における人員荷重や，小さな機器

類の荷重 

積雪荷重(SL) 
積雪量 190cm 

地震荷重と組み合わせる場合は0.35の係数を乗じた値とする。 

地震荷重(S) 地盤物性のばらつきを考慮した地震荷重 

土圧荷重(G) 構造物に加わる土圧 

 

8.2.2 荷重の組合せ 

各部位の評価において考慮する荷重の組合せを第8.2.2-1表に示す。 

 

第8.2.2-1表 荷重の組合せ 

検討部位 荷重状態 荷重の組合せ 

サブドレンシャフト Ｓｓ地震時 VL＋SL＋G＋S 

サブドレンピット 

壁 
Ｓｓ地震時 G＋S 

サブドレンピット 

上部スラブ 
Ｓｓ地震時 VL＋SL＋G＋S 

サブドレンピット 

底部スラブ 
Ｓｓ地震時 VL＋SL＋G＋S 

集水管 Ｓｓ地震時 VL＋G＋S 

サブドレン管 Ｓｓ地震時 VL＋G＋S 
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8.3 許容限界 

応力解析による評価における許容限界は，「Ⅳ－１－１－８ 機能維持の基本方針」

に基づき，第8.3-1表のとおり設定する。 
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第8.3-1表（1） 応力解析評価における評価対象部位の許容限界 

要求 

機能 

機能設計上

の 

確認事項 

地震力 部位 
機能維持のための 

考え方 

許容限界 

（評価基準値） 

- 
構造強度を

有すること 

基準 

地震動 

Ｓｓ 

サブドレン 

シャフト 

部材に生じる応力

が構造強度を確保

するための許容限

界を超えないこと

を確認 

「S規準」 

に基づく 

弾性限強度 

支持 

機能 

機器・配管系

等の設備を

支持する機

能を損なわ

ないこと 

基準 

地震動 

Ｓｓ 

サブドレン 

シャフト 

部材に生じる応力

が構造強度を確保

するための許容限

界を超えないこと

を確認 

「S規準」 

に基づく 

弾性限強度 

地下水 

排水 

機能 

地下水排水

機能を損な

わないこと 

基準 

地震動 

Ｓｓ 

サブドレン 

シャフト 

部材に生じる応力

が構造強度を確保

するための許容限

界を超えないこと

を確認 

「S規準」 

に基づく 

弾性限強度 

- 
構造強度を

有すること 

基準 

地震動 

Ｓｓ 

サブドレン 

ピット 

壁 

上部スラブ 

底部スラブ 

部材に生じる応力

が構造強度を確保

するための許容限

界を超えないこと

を確認 

「RC-N規準」 

に基づく 

短期許容応力度 

または 

弾性限強度 

支持 

機能 

機器・配管系

等の設備を

支持する機

能を損なわ

ないこと 

基準 

地震動 

Ｓｓ 

サブドレン 

ピット 

壁 

上部スラブ 

底部スラブ 

部材に生じる応力

が構造強度を確保

するための許容限

界を超えないこと

を確認 

「RC-N規準」 

に基づく 

短期許容応力度 

または 

弾性限強度 

地下水 

排水 

機能 

地下水排水

機能を損な

わないこと 

基準 

地震動 

Ｓｓ 

サブドレン 

ピット 

壁 

上部スラブ 

底部スラブ 

部材に生じる応力

が構造強度を確保

するための許容限

界を超えないこと

を確認 

「RC-N規準」 

に基づく 

短期許容応力度 

または 

弾性限強度 
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第8.3-1表（2） 応力解析評価における評価対象部位の許容限界 

要求 

機能 

機能設計上

の 

確認事項 

地震力 部位 
機能維持のための 

考え方 

許容限界 

（評価基準値） 

- 
構造強度を

有すること 

基準 

地震動 

Ｓｓ 

集水管 

部材に生じる応力

が内空断面確保の

ための許容限界を

超えないことを確

認 

「道路土木－カル

バート工指針」 

に基づく 

許容ひずみ率 

地下水 

排水 

機能 

通水機能を

損なわない

こと 

基準 

地震動 

Ｓｓ 

集水管 

部材に生じる応力

が内空断面確保の

ための許容限界を

超えないことを確

認 

「道路土木－カル

バート工指針」 

に基づく 

許容ひずみ率 

- 
構造強度を

有すること 

基準 

地震動 

Ｓｓ 

サブドレン

管 

（塩ビ管，

ポリエチレ

ン管） 

部材に生じる応力

が内空断面確保の

ための許容限界を

超えないことを確

認 

「道路土木－カル

バート工指針」 

に基づく 

許容ひずみ率 

地下水 

排水 

機能 

通水機能を

損なわない

こと 

基準 

地震動 

Ｓｓ 

サブドレン

管 

（塩ビ管，

ポリエチレ

ン管） 

部材に生じる応力

が内空断面確保の

ための許容限界を

超えないことを確

認 

「道路土木－カル

バート工指針」 

に基づく 

許容ひずみ率 

- 
構造強度を

有すること 

基準 

地震動 

Ｓｓ 

サブドレン

管 

（ポラコン

成形管） 

部材に生じる応力

が内空断面確保の

ための許容限界を

超えないことを確

認 

製品の規格強度に

基づく 

短期許容 

圧縮応力度 

地下水 

排水 

機能 

通水機能を

損なわない

こと 

基準 

地震動 

Ｓｓ 

サブドレン

管 

（ポラコン

成形管） 

部材に生じる応力

が内空断面確保の

ための許容限界を

超えないことを確

認 

製品の規格強度に

基づく 

短期許容 

圧縮応力度 
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8.4 評価方法 

「8.3 許容限界」に示した各機能を有する建物・構築物の部位に対して，以下に示

す方法により応力解析を行う。 

 

8.4.1 サブドレンシャフトの評価方法 

(1) 解析モデル 

サブドレンシャフトの応力解析においては，管軸方向断面(鉛直断面)と横断方

向断面(水平断面)について評価を行う。 

 

a. 管軸方向断面の応力解析 

サブドレンシャフトの管軸方向断面(鉛直断面)の応力解析は，応答変位法を

用いた非線形応力解析を実施する。 

サブドレンシャフトのモデル化においては，サブドレンシャフト及びサブド

レンピットは曲げ及びせん断剛性を考慮した線形はり要素としてモデル化し，

地盤は「道路橋示方書(Ⅰ共通編・Ⅳ下部構造編)」に基づき，線形または非線

形地盤ばねでモデル化する。 

 

b. 横断方向断面の応力解析 

サブドレンシャフトの横断方向断面(水平断面)の応力解析は，フレームモデ

ルを用いた非線形応力解析を実施する。 

サブドレンシャフトのモデル化においては，サブドレンシャフトは線形はり

要素として円形にモデル化し，地盤は「道路橋示方書(Ⅰ共通編・Ⅳ下部構造

編)」に基づき，非線形地盤ばねでモデル化する。 

 

(2) 荷重の入力方法 

水平方向と鉛直方向の荷重の組合せは，「原子力発電所耐震設計技術規程

JEAC4601-2008（(社)日本電気協会）」を参考に，組合せ係数法（組合せ係数は

1.0 と 0.4）を用いるものとする。 

 

a. 鉛直荷重（VL）及び積雪荷重（SL） 

鉛直荷重については，固定荷重及び積載荷重を考慮する。固定荷重は，サブ

ドレンシャフトの管体自重の他に，シャフト内に設置される配管・サポート重

量を考慮する。 

モデルには直接入力せず，断面評価時に管軸方向の軸力として考慮する。 
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b. 地震荷重（S）及び土圧荷重（G） 

地震荷重については，基準地震動Ｓｓに対する地盤応答解析から得られる結

果より設定する。 

管軸方向の地震荷重については，水平方向の地震荷重としては，地盤応答解

析結果の応答変位を考慮する。管軸方向はりモデルには，各節点に設けた水平

方向の地盤ばねを介して地盤の応答変位を時々刻々に作用させる。また，鉛直

方向の地震荷重としては，鉛直荷重に対し，「5. 地盤応答解析の方法」に基

づき，地表面位置の鉛直方向最大応答加速度より算出した鉛直震度を乗じた鉛

直地震力を考慮する。鉛直地震力はモデルには直接入力せず，断面評価時に管

軸方向の軸力として考慮する。 

横断方向の地震荷重及び土圧荷重については，管軸方向断面の応力解析にお

いて，はり要素の節点位置に取付けた地盤ばね要素の反力を，地盤ばね要素の

支配面積で除した地震時増分土圧に，地震時静止土圧を加算して算定される地

震時土圧を考慮する。横断方向フレームモデルには，「道路橋示方書(Ⅰ共通

編・Ⅳ下部構造編)」の杭基礎の設計における地震時の荷重状態に倣って地震

時土圧を静的に載荷する。 

第 8.4.1-1 図に横断方向断面の応力解析モデル概要図を示す。 

 

 

第 8.4.1-1 図 横断方向断面の応力解析モデル概念図 

 

  

偏分布荷重

90°90°

偏分布荷重
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(3) 断面の評価方法 

断面の評価方法は，管軸方向の評価と横断方向の評価は共に同一の式を用い

る。 

 

a. 軸力及び曲げモーメントに対する断面の評価方法 

断面の評価は，「S規準」に基づき，シャフトに生じる圧縮応力度及び曲げ

応力度の組合せ応力が許容限界を超えないことを下式で確認する。 

 

1.0c c b

c bf f

 
   

ここで， 

c  ：部材の圧縮応力度 

c b  ：部材の曲げ圧縮応力度 

cf  ：圧縮に対する弾性限強度＊ 

bf  ：曲げに対する弾性限強度＊ 

注記 ＊：材料強度は降伏強度を 1.1 倍して算出する。 

 

b. せん断力に対する断面の評価方法 

断面の評価は，「S規準」に基づき，シャフトに生じるせん断応力度が許容

限界を超えないことを下式で確認する。 

 

1.0
sf


 　 

ここで， 

　 ：部材のせん断応力度 

sf  ：許容せん断応力度＊ 

注記 ＊：材料強度は降伏強度を 1.1 倍して算出する。 
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8.4.2 サブドレンピット壁の評価方法 

(1) 解析モデル 

サブドレンピット壁の応力解析は，ピット形状が円筒形の部分については，横

断方向断面に対して評価を実施し，解析方法は「8.4.1 サブドレンシャフトの

評価方法 (1) 解析モデル」の「b. 横断方向断面の応力解析」に準拠する。 

ピット形状が矩形の部分については，理論解を用いた弾性応力解析を実施す

る。サブドレンピット壁のモデル化においては，スラブによる拘束を考慮する。 

 

(2) 荷重の入力方法 

入力荷重については，地震荷重及び土圧荷重を考慮する。 

地震荷重及び土圧荷重については，基準地震動Ｓｓに対する地盤応答解析また

はサブドレンシャフトの応力解析結果から得られる結果より設定する。 

ピット形状が円筒形の部分については，「8.4.1 サブドレンシャフトの評価

方法 (2)荷重の入力方法」の「b. 地震荷重(S)及び土圧荷重（G）」に準拠す

る。 

ピット形状が矩形の部分については，「8.4.1 サブドレンシャフトの評価方

法 (1)解析モデル」の「b. 地震荷重(S)及び土圧荷重（G）」に示す方法で算

定した壁の各高さに作用する地震時土圧の最大値を，等分布荷重として入力す

る。 

 

(3) 断面の評価方法 

a. 軸力及び曲げモーメントに対する断面の評価方法 

断面の評価は，「RC-N 規準」に基づき，サブドレンピット壁に生じる曲げモ

ーメントが許容限界を超えないことを下式で確認する。 

 

AM M  

A t tM a f j  　 

ここで， 

M  ：発生曲げモーメント 

AM  ：許容限界（許容曲げモーメント） 

ta  ：引張主筋断面積 

tf　 ：引張鉄筋の弾性限強度＊ 

j  ：応力中心間距離 

注記 ＊：材料強度は降伏強度を 1.1 倍して算出する。 
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b. 面外せん断力に対する断面の評価方法 

断面の評価は，「RC-N 規準」に基づき，ピット壁に生じるせん断応力度の組

合せ応力が許容限界を超えないことを下式で確認する。 

 

AQ Q  

A sQ b j f    　 （せん断補強筋を考慮しない場合） 

  0.5 0.002A s w t wQ b j f f p        　 （せん断補強筋を考慮する場合） 

ここで， 

Q  ：発生面外せん断力 

AQ  ：許容限界（短期許容面外せん断力） 

b  ：断面の幅 
j  ：応力中心間距離 

  ：許容せん断力の割り増し係数 

（
 
4

1M Q d


 
，2を超える場合は2，1未満の場合は1とする。） 

M  ：曲げモーメント 

Q  ：面外せん断力 

d  ：断面の有効せい 

sf  ：コンクリートの短期許容せん断応力度 

w tf  ：せん断補強筋の短期許容引張応力度 

wp  ：面外せん断補強筋比 
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8.4.3 サブドレンピット上部スラブの評価方法 

(1) 解析モデル 

サブドレンピット上部スラブの応力解析は，理論解又はFEMモデルを用いた弾

性応力解析を実施する。 

サブドレンピット上部スラブのモデル化においては，壁による拘束を考慮し，

FEMモデルを用いる場合はシェル要素にてモデル化する。 

 

(2) 荷重の入力方法 

水平方向と鉛直方向の荷重の組合せは，「原子力発電所耐震設計技術規程

JEAC4601-2008（(社)日本電気協会）」を参考に，組合せ係数法（組合せ係数は

1.0 と 0.4）を用いるものとする。 

 

a. 鉛直荷重（VL）及び積雪荷重（SL） 

鉛直荷重については，固定荷重及び積載荷重を考慮する。固定荷重は，サブ

ドレンピット上部スラブ自重の他に，サブドレンピット上部スラブに伝達され

る上部構造物の自重を考慮し，サブドレンピットの形状を踏まえ，等分布荷重

又は集中荷重として入力する。 

 

b. 地震荷重（S）及び土圧荷重（G） 

土圧荷重については，上部スラブへの上載土圧を考慮し，等分布荷重として

入力する。 

地震荷重については，基準地震動Ｓｓに対する地盤応答解析及び応答解析か

ら得られる結果より設定する。 

地震荷重は，基準地震動Ｓｓに対する応力解析から得られる上部構造からの

反力及びサブドレンピット上部スラブ位置での鉛直方向最大応答加速度より算

定される鉛直地震力とする。 

上部構造物から上部スラブに伝達される荷重として，「8.4.1 サブドレン

シャフトの評価方法 (1) 解析モデル」の「a. 管軸方向断面の応力解析」

から算出されたサブドレンピット上部スラブ位置の曲げモーメントを鉛直方向

に換算した集中荷重として入力する。また，上部スラブの慣性力及び地震時増

分土圧として，鉛直荷重及び土圧荷重に対し，「5. 地盤応答解析の方法」に

基づき，上部スラブ位置の鉛直方向最大応答加速度より算出した鉛直震度を乗

じた鉛直荷重を等分布荷重として入力する。 
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(3) 断面の評価方法 

サブドレンピット上部スラブの断面の評価方法は，曲げモーメント及び面外せ

ん断力に対して実施するのもとし，計算式は「8.4.2 サブドレンピットの評価

方法」の(3) 断面の評価方法」に準拠する。 
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8.4.4 サブドレンピット底部スラブの評価方法 

(1) 解析モデル 

サブドレンピット底部スラブの応力解析は，理論解を用いた弾性応力解析を実

施する。 

サブドレンピット底部スラブのモデル化においては，壁による拘束を考慮す

る。 

 

(2) 荷重の入力方法 

a. 鉛直荷重（VL）及び積雪荷重（SL） 

鉛直荷重については，固定荷重及び積載荷重を考慮する。固定荷重は，サブ

ドレンピット底部スラブ自重を考慮し，等分布荷重として入力する。 

 

b. 地震荷重（S）及び土圧荷重（G） 

地震荷重については，基準地震動Ｓｓに対する地盤応答解析から得られる結

果より設定する。 

地震荷重は，サブドレンピット上部スラブ，底部スラブ，壁，サブドレンシ

ャフトの固定荷重，積載荷重に対し，「5. 地盤応答解析の方法」に基づき，

底部スラブ位置の鉛直方向最大応答加速度より算出した鉛直震度を乗じた鉛直

荷重を等分布荷重として入力する。 

土圧荷重は，等分布荷重として入力する。 

 

(3) 断面の評価方法 

サブドレンピット底部スラブの断面の評価方法は，曲げモーメント及び面外せ

ん断力に対して実施するものとし，計算式は「8.4.2 サブドレンピットの評価

方法」の(3) 断面の評価方法」に準拠する。 

 

 

  

1639



 

31 

8.4.5 集水管の評価方法 

(1) 解析モデル 

集水管の応力解析は，横断方向断面に対して，その形状を考慮したフレームモ

デルを用いた弾性応力解析を実施する。 

 

(2) 荷重の入力方法 

集水管に作用する荷重は，集水管が岩盤又はマンメイドロックを掘り込んだ建

物・構築物周辺の空隙内に設置されていることを踏まえて設定する。 

第 8.4.5-1 図に，集水管の横断方向断面のフレーム解析モデルを示す。 

 

a. 鉛直荷重（VL） 

鉛直荷重については，固定荷重を考慮する。固定荷重は，集水管管体の自重

を考慮する。 

 

b. 地震荷重（S）及び土圧荷重(G) 

土圧については，上載土による鉛直土圧，水平土圧を考慮する。水平土圧

は，道路橋示方書（Ⅰ共通編・Ⅳ下部構造編）・同解説（(社) 日本道路協

会，平成 14 年 3 月）に準拠し，鉛直土圧に静止土圧係数 0.50 を乗じて算定す

る。 

地震荷重については，基準地震動Ｓｓに対する地盤応答解析から得られる結

果より設定する。 

地震荷重は，固定荷重及び鉛直土圧に対して，「5. 地盤応答解析の方法」

に基づき，建物・構築物基礎スラブ下端レベルの鉛直方向最大応答加速度より

算出した鉛直震度を乗じた慣性力及び鉛直増分土圧を考慮する。また，鉛直増

分土圧に対する水平増分土圧を考慮する。 

 

(3) 断面の評価方法 

断面の評価は，横断方向断面フレーム解析結果で集水管に生じるひずみ率が，

「道路土工－カルバート工指針」に基づき設定した許容限界（ひずみ率 5%）を超

えないことを確認する。 
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鉛直荷重及び常時土圧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地震荷重及び地震時土圧 

第8.4.5-1図 集水管の横断方向断面のフレーム解析モデル 

  

地震時鉛直土圧 

による水平増分 

地震時地盤反力 

地震時鉛直土圧 

注記 ＊：鉛直土圧による水平増分は k0D=νd/(1-νd)を鉛直応力に乗じる。 

ここで νdは埋戻し土の動ポアソン比 0.39 とする。 

 

地震時鉛直土圧 

による水平増分 

集水管の 
慣性力 

水平土圧 水平土圧 

地盤反力 

鉛直土圧 

集水管自重 
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8.4.6 サブドレン管の評価方法 

(1) 解析モデル 

サブドレン管（塩ビ管，ポリエチレン管）の応力解析は，横断方向断面に対し

て，その形状を考慮したフレームモデルを用いた弾性応力解析を実施する。 

 

(2) 荷重の入力方法 

サブドレン管（塩ビ管，ポリエチレン管）に作用する荷重は，サブドレン管が

岩盤またはマンメイドロックを掘り込んだ建物・構築物基礎スラブ底面の空隙内

に設置されていることを踏まえ設定する。 

サブドレン管（ポラコン成形管）に作用する荷重は，サブドレン管が建物・構

築物直下に，均しコンクリートを介して設置されていることを踏まえ設定する。 

第 8.4.6-1 図に，サブドレン管の横断方向断面のフレーム解析モデルを示す。 

 

a. 鉛直荷重（VL） 

サブドレン管（塩ビ管，ポリエチレン管）のフレーム解析における鉛直荷重

については，固定荷重を考慮する。固定荷重は，サブドレン管管体の自重を考

慮する。 

 

b. 地震荷重（S）及び土圧荷重(G) 

土圧については，上載土（管上部の均しコンクリート含む）による鉛直土圧

を考慮する。 

地震荷重については，基準地震動Ｓｓに対する地盤応答解析から得られる結

果より設定する。 

地震荷重は，固定荷重及び鉛直土圧に対して，「5. 地盤応答解析の方法」

に基づき，検討対象建物・構築物基礎スラブ下端レベルの鉛直方向最大応答加

速度より算出した鉛直震度を乗じた慣性力及び鉛直増分土圧を考慮する。 

 

(3) 断面の評価方法 

サブドレン管（塩ビ管，ポリエチレン管）の断面の評価は，横断方向断面フレ

ーム解析結果でサブドレン管に生じるひずみ率が，「道路土工－カルバート工指

針」に基づき設定した許容限界（ひずみ率 5%）を超えないことを確認する。 

サブドレン管（ポラコン成形管）の断面の評価は，サブドレン管に生じる応力

がポラコン成形管の規格強度に基づく許容限界（短期許容圧縮応力度 2800 

kN/m2）を超えないことを確認する。 
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鉛直荷重及び常時土圧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地震荷重及び地震時土圧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第8.4.6-1図 サブドレン管の横断方向断面のフレーム解析モデル 

 

  

サブドレン管の 

慣性力 

埋戻砂及び 

均しコンクリートの慣性力 

地震時 

地盤反力 

サブドレン管自重 

上載土荷重 

地盤反力 
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9. 応力解析の評価方針（機器・配管系の基本方針を参考にする設備） 

本章では，第1-1表で示した地下水排水設備の構成設備のうち，地下排水ポンプ，水位

検出器，地下水排水ポンプ現場制御盤，排水配管，発電機装置，燃料油貯槽及び燃料油配

管について，応力解析の評価方針を示す。 
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9.1 地下水排水設備 地下排水ポンプの応力解析 

9.1.1 構造計画 

地下排水ポンプの構造計画を第9.1.1-1表，第9.1.1-2表に示す。 

 

9.1.2 評価方針 

地下水排水ポンプの応力評価は，添付書類「Ⅳ－１－１－８ 機能維持の基本方

針」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「9.1.1  構造計

画」にて示す地下水排水ポンプの部位を踏まえ耐震評価上厳しくなるポンプ取付ボ

ルトについて，「Ⅳ－１－３－２－１ 定形化された計算式を用いて評価を行う機器

の耐震計算書作成の基本方針」の「3.1.4.1.1 計算方法（イ）」にて示す評価方法

に基づき評価を実施する。また，地下水排水ポンプの機能維持評価は，添付書類「Ⅳ

－１－１－８ 機能維持の基本方針」にて設定した動的機器の機能維持の方針に基

づき，掃引試験により固有周期を確認する。その後，地震時の応答加速度が動的機能

確認済加速度以下であることを，振動試験（加振試験）により動的機能の健全性を確

認する。 

地下水排水ポンプの機能確認済加速度は，添付書類「Ⅳ－１－１－８ 機能維持の

基本方針」に基づき，評価部位の加速度を適用する。 

なお，機能維持評価用加速度は，サブドレンピットの設計用床応答曲線に基づき設 

 定する。 

なお，地下水排水ポンプは，各地下水排水設備の耐震計算書で示すように，剛構造 

（固有周期 0.05s 以下）であることを確認している。 

 

9.1.3 設計用地震力 

設計用地震力は，基準地震動Ｓｓに対する地盤応答解析から得られる結果より

動的地震力を設定する。 

具体的には，地下水排水ポンプを設置するサブドレンピットの地盤応答解析に

によるサブドレンピット底部スラブ上端レベル及び地表面レベルの最大応答加速

度を包絡して設計用震度を設定する。地下水排水ポンプ設置位置の最大床応答加

速度を第9.1.3-1表に示す。 
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第 9.1.1-1 表 地下水排水ポンプ（15kW）の構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

地下水排水ポンプは，

ポンプ取付ボルトで架

台に固定する。架台は

基礎ボルトで床に固定

する。 

 

 

水中ポンプ  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：mm） 

4
3
0
 

平面図 

(A-A 矢視) 

正面図 

ポンプ取付ボルト 

平面図 

(B-B 矢視) 

1110 

8
4
1
 

5
0
 

7
9
1

排水ポンプ 

ポンプ架台 

ポンプ取付ボルト 

基礎ボルト 
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第 9.1.1-2 表 地下水排水ポンプ（5.5kW）の構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

地下水排水ポンプは，

ポンプ取付ボルトで架

台に固定する。架台は

基礎ボルトで床に固定

する。 

 

 

水中ポンプ  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：mm） 

平面図 

(A-A 矢視) 

正面図 

ポンプ取付ボルト 

平面図 

(B-B 矢視) 

9
6
6
 

5
0
 

9
1
6
 

1110 

4
3
0
 

排水ポンプ 

ポンプ架台 

ポンプ取付ボルト 

基礎ボルト 
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第 9.1.3-1 表 地下水排水ポンプ設置位置の最大床応答加速度 

建物・ 

構築物＊1 

質点 

番号 

T.M.S.L. 

(m) 

最大床応答加速度(G) 

基準地震動 Ss 

水平方向 
鉛直方向 

EW 方向 NS 方向 

地
下
水
排
水
設
備
（
地
下
水
排
水
ポ
ン
プ
） 

－ 
28.10 

～55.00＊2 
1.17 1.17 0.75 

 

注記 ＊１：精製建屋/ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋/ウラン・プルトニウム混合酸化物貯蔵建屋/高レベル廃液ガラス固化建屋/第１ガ

ラス固化体貯蔵建屋東棟/緊急時対策建屋/第２保管庫・貯水所/非常用電源建屋/ハル・エンドピース貯蔵建屋/制御建屋/分析建

屋 

＊２：各地下水排水設備のサブドレンピット底部スラブ上端レベル及び地表面レベルのうち，最高レベルと最低レベルを示す。 
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9.2 水位検出器の応力解析 

9.2.1 構造計画 

水位検出器の構造計画を第9.2.1-1表に示す。 

 

9.2.2 評価方針 

水位検出器の応力評価は，添付書類「Ⅳ－１－１－８ 機能維持の基本方針」に

て設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「9.2.1  構造計画」に

て示す水位検出器の部位を踏まえ耐震評価上厳しくなる水位検出器基礎ボルト又は

架台溶接部について，「Ⅳ－１－３－２－１ 定形化された計算式を用いて評価を行

う機器の耐震計算書作成の基本方針」の「3.1.4.1.26 計算方法（ノ）」にて示す評

価方法に基づき評価を実施する。また，水位検出器の機能維持評価は，添付書類「Ⅳ

－１－１－８ 機能維持の基本方針」にて設定した電気的の機能維持の方針に基づ

き，掃引試験により固有周期を確認する。その後，地震時の応答加速度が動的機能確

認済加速度以下であることを，振動試験（加振試験）により電気的機能の健全性を確

認する。 

水位検出器の機能確認済加速度は，添付書類「Ⅳ－１－１－８ 機能維持の基本方

針」に基づき，評価部位の加速度を適用する。 

なお，機能維持評価用加速度は，サブドレンピットの設計用床応答曲線に基づき設 

 定する。 

なお，水位検出器は，各地下水排水設備の耐震計算書で示すように，剛構造（固有 

周期 0.05s 以下）であることを確認している。 

 

9.2.3 設計用地震力 

設計用地震力は，基準地震動Ｓｓに対する地盤応答解析から得られる結果より

動的地震力を設定する。 

具体的には，水位検出器を設置するサブドレンピットの地盤応答解析によるサ

ブドレンピット底部スラブ上端レベル及び地表面レベルの最大応答加速度を包絡

して設計用震度を設定する。水位検出器設置位置の最大床応答加速度には，第

9.1.3-1表の数値を用いる。 
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第 9.2.1-1 表 水位検出器の構造計

画計画の概要 概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

水位検出は架台に

固定する。架台は基

礎ボルト又は溶接

でピット壁に固定

する。 

 

 

水位検出器 

 

 

 

（単位：mm） 
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9.3 地下水排水ポンプ現場制御盤の応力解析 

9.3.1 構造計画 

地下水排水ポンプ現場制御盤の構造計画を第9.3.1-1表に示す。 

 

9.3.2 評価方針 

地下水排水ポンプ現場制御盤の応力評価は，添付書類「Ⅳ－１－１－８ 機能維

持の基本方針」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，

「9.3.1  構造計画」にて示す制御盤の部位を踏まえ耐震評価上厳しくなる制御盤

取付ボルトについて，「Ⅳ－１－３－２－１ 定形化された計算式を用いて評価を

行う機器の耐震計算書作成の基本方針」の「3.1.4.1.26 計算方法（ノ）」にて示

す評価方法に基づき評価を実施する。また，地下水排水ポンプ現場制御盤の機能維

持評価は，添付書類「Ⅳ－１－１－８ 機能維持の基本方針」にて設定した電気的

の機能維持の方針に基づき，振動特性試験（掃引試験又は打診試験）により固有周

期を確認する。その後，地震時の応答加速度が電気的機能確認済加速度以下である

ことを，振動試験（加振試験）により電気的機能の健全性を確認する。 

地下水排水ポンプ現場制御盤の機能確認済加速度は，添付書類「Ⅳ－１－１－８ 機

能維持の基本方針」に基づき，評価部位の加速度を適用する。 

なお，機能維持評価用加速度は，各設置建屋の設計用床応答曲線又は制御盤位置 

    の設計用床応答曲線に基づき設定する。 

なお，制御盤は，各地下水排水設備の耐震計算書で示すように，剛構造（固有

周期0.05s以下）であることを確認している。 

 

9.3.3 設計用地震力 

設計用地震力は，基準地震動Ｓｓに対する地盤応答解析から得られる結果より

動的地震力を設定する。 

建屋外壁に取り付く地下水排水ポンプ現場制御盤については，「Ⅳ－１－２－

２－１ 機器の耐震計算に関する基本方針」の「3.3.1 設計用地震力」に準拠

する。制御盤基礎に取り付く地下水排水ポンプ現場制御盤については，制御盤基

礎が建屋近傍の地表面に設置されることから，近傍の建屋の地盤応答解析による

地表面レベルの最大応答加速度を包絡して設計用震度を設定する。地下水排水ポ

ンプ現場制御盤の最大床応答加速度には，「Ⅳ－１－１－６ 別紙１ 安全機能

を有する施設の設計用床応答曲線」のうち，建屋外壁に地下水排水ポンプ現場制

御盤が取り付く建物・構築物の1階及び2階に対応する質点の最大床応答加速度を

用いる。 
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第 9.3.1-1 表 地下水排水ポンプ現場制御盤の構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

地下水排水ポンプ

現場制御盤は取付

ボルトにより，チャ

ンネルベースに固

定する。チャンネル

ベースは建屋壁又

は基礎に，基礎ボル

トで固定する。 

 

制御盤 

 

 

 

 

（単位：mm） 
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9.4 排水配管の応力解析 

9.4.1 評価方針 

排水配管の応力評価は，「Ⅳ－１－１－１１－１ 配管の耐震支持方針」のう

ち，「1.3.3 標準支持間隔を用いた評価方法」にて示す評価方法に基づき評価を

実施する。 

 

9.4.2 設計用地震力 

設計用地震力は，基準地震動Ｓｓに対する地盤応答解析から得られる結果より

動的地震力を設定する。 

具体的には，排水配管を設置するサブドレンピットの地盤応答解析によるサブ

ドレンピット底部スラブ上端レベル及び地表面レベルの床応答曲線を包絡した設

計用床応答曲線を設定する。設計用床応答曲線は，排水配管を設置する各サブド

レンピットの応答から算定した床応答曲線を包絡したものを設定する。 

設計用床応答曲線の作成方法は「Ⅳ－１－１－６ 設計用床応答曲線の作成方

針」による。排水配管の評価に用いる設計用床応答曲線を第9.4.2-1図，第

9.4.2-2図及び第9.4.2-3図に示す。 

 

9.4.3 排水配管の設計条件及び解析結果 

標準支持間隔の算定に必要な配管設計条件を第9.4.3-1表に，排水配管の設計

用床応答曲線区分を第9.4.3-2表に，第9.4.3-1表及び第9.4.3-2表の各種配管の

設計条件をもとに計算した直管部標準支持間隔，固有周期及び応力の解析結果を

第9.4.3-3表に示す。 
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第 9.4.3-1 表 配管設計条件(オーステナイト系ステンレス鋼) 

最高使用温度：40℃ 

 内部流体比重：1.00 

 

 

 

 

番 号 

配管仕様 
最高使用 

圧力 

（MPa） 

単位長さ当たり重量（N/m） 

口径 

（A） 

板厚 

SCH 

保温材無し 保温材有り 

気体 液体 気体 液体 

1 100 40 0.98 － － － 301.17 

以下 
余白 

       

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

【排水配管（【サブドレンピット（精製建屋/ウラン・プルト

ニウム混合脱硝建屋/ウラン・プルトニウム混合酸化物貯蔵建

屋/高レベル廃液ガラス固化建屋/第 1 ガラス固化体貯蔵建屋

東棟/緊急時対策建屋/第 2保管庫・貯水所/非常用電源建屋/ハ

ル・エンドピース貯蔵建屋/分析建屋/制御建屋）】）】 
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第9.4.3-2表 排水配管の設計用床応答曲線区分 

床応答 

曲線区分 

標高 

(m) 

ピーク 

振動数 

(Hz) 

支持構造物の 

固有振動数 

(Hz) 

1 EL.55.00～28.10 3.85 15 
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第 9.4.3-3 表 C(Ss)クラス直管部標準支持間隔（オーステナイト系ステンレス鋼，保温材有り，減衰 0.5％） 

【排水配管（精製建屋/ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋/ウラン・プルトニウム混合酸化物貯蔵建屋/高レベル廃液ガラス固化建屋/ 

第 1 ガラス固化体貯蔵建屋東棟/緊急時対策建屋/第 2保管庫・貯水所/非常用電源建屋/ハル・エンドピース貯蔵建屋/分析建屋/制御建屋））】 許容応力 Ｓｄ：― Ｓｓ：468 (MPa) 

標高

配管 内部流体

口径（A） 支持間隔

及び板厚 Sd Ss Sd Ss Sd Ss Sd Ss Sd Ss Sd Ss

100 SCH40 － － － － 4400 0.088 － 130

以下余白

一次応力（MPa）

地表面, ピット底部スラブ上端

気体 液体 気体 液体 気体 液体

支持
間隔

（mm）

固有
周期
（s）

一次応力（MPa） 支持
間隔
（mm）

固有
周期
（s）

一次応力（MPa）支持
間隔

（mm）

固有
周期
（s）

一次応力（MPa） 支持
間隔
（mm）

固有
周期
（s）

固有
周期
（s）

一次応力（MPa） 支持
間隔

（mm）

固有
周期
（s）

一次応力（MPa） 支持
間隔
（mm）
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建屋名： サブドレンピット
地震波名： Ss
方向： EW
床レベル： 地表面，ピット底部スラブ上端
減衰定数： 0.5 （％）

第9.4.2-1図 設計用床応答曲線
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建屋名： サブドレンピット
地震波名： Ss
方向： NS
床レベル： 地表面，ピット底部スラブ上端
減衰定数： 0.5 （％）

第9.4.2-2図 設計用床応答曲線

0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

0.01 0.1 1

応
答
加
速
度

（
Ｇ
）

固有周期（秒）

包絡スペクトル

1657



 

 

4
9 

   

建屋名： サブドレンピット
地震波名： Ss
方向： UD
床レベル： 地表面，ピット底部スラブ上端
減衰定数： 0.5 （％）

第9.4.2-3図 設計用床応答曲線
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9.5 発電機装置の応力解析 

9.5.1 構造計画 

発電機装置の構造計画を第9.5.1-1表に示す。 

 

9.5.2 評価方針 

発電機装置の応力評価は，添付書類「Ⅳ－１－１－８ 機能維持の基本方針」に

て設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「9.5.1  構造計画」

にて示す発電機装置の部位を踏まえ耐震評価上厳しくなる発電機装置基礎ボルト

について，「Ⅳ－１－３－２－１ 定形化された計算式を用いて評価を行う機器の

耐震計算書作成の基本方針」の「3.1.4.1.21 計算方法（ナ）」にて示す評価方法

に基づき評価を実施する。また，発電機装置の機能維持評価は，添付書類「Ⅳ－１

－１－８ 機能維持の基本方針」にて設定した動的及び電気的の機能維持の方針

に基づき，地震時の応答加速度が動的及び電気的機能確認済加速度以下であるこ

とを，振動試験（加振試験）により動的及び電気的機能の健全性を確認する。 

発電機装置の機能確認済加速度は，添付書類「Ⅳ－１－１－８ 機能維持の基本

方針」に基づき，評価部位の加速度を適用する。 

なお，機能維持評価用加速度は，設置位置の設計用床応答曲線に基づき設定する。 

 

9.5.3 設計用地震力 

設計用地震力は，基準地震動Ｓｓに対する地盤応答解析から得られる結果より

動的地震力を設定する。 

具体的には，発電機装置設置位置の近傍の建屋の地盤応答解析による地表面レ

ベルの床応答曲線を包絡した設計用床応答曲線を設定する。設計用床応答曲線

は，発電機装置設置位置の各位置の応答から算定した床応答曲線を包絡したもの

を設定する。 

設計用床応答曲線の作成方法は「Ⅳ－１－１－６ 設計用床応答曲線の作成方

針」による。発電機装置の評価に用いる設計用床応答曲線を第9.5.3-1図，第

9.5.3-2図及び第9.5.3-3図に示す。 
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第 9.5.1-1 表 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

地下水排水設備

発電機装置は，

基礎ボルトで基

礎に固定する。 

発電機装置 

 

 

（単位：mm） 

基礎ボルト 

発電機装置 

1
2
0
0
 

693 1688 

790 
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建屋名： 発電機装置
地震波名： Ss
方向： EW
床レベル： 地表面
減衰定数： 1.0 （％）

第9.5.3-1図 設計用床応答曲線
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建屋名： 発電機装置
地震波名： Ss
方向： NS
床レベル： 地表面
減衰定数： 1.0 （％）

第9.5.3-2図 設計用床応答曲線
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建屋名： 発電機装置
地震波名： Ss
方向： UD
床レベル： 地表面
減衰定数： 1.0 （％）

第9.5.3-3図 設計用床応答曲線
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9.6 燃料油貯槽の応力解析 

9.6.1 構造計画 

燃料油貯槽の構造計画を第9.6.1-1表に示す。 

 

9.6.2 評価方針 

燃料油貯槽の応力評価は，添付書類「Ⅳ－１－１－８ 機能維持の基本方針」に

て設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「9.6.1  構造計画」

にて示す燃料油貯槽の部位を踏まえ耐震評価上厳しくなる胴板及び取付ボルトに

ついて，「Ⅳ－１－３－２－１ 定形化された計算式を用いて評価を行う機器の耐

震計算書作成の基本方針」の「3.1.4.1.22 計算方法（ラ）」にて示す評価方法に

基づき評価を実施する。 

なお，燃料油貯槽は，各地下水排水設備の耐震計算書で示すように，剛構造（固

有周期0.05s以下）であることを確認している。 

 

9.6.3 設計用地震力 

設計用地震力は，基準地震動Ｓｓに対する地盤応答解析から得られる結果より

動的地震力を設定する。 

具体的には燃料油貯槽設置位置の近傍の建屋の地盤応答解析による地表面レベ

ルの最大応答加速度を包絡して設計用震度を設定する。燃料油貯槽設置位置の最

大床応答加速度を第9.6.3-1表に示す。 
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第 9.6.1-1 表 燃料油貯槽の構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

胴と接続された底

板を取付ボルトに

て架台に据え付け

る。 

平底たて置円

筒形。 

 

（単位：mm） 

φ960 

1
4
9
8
 

取付ボルト 

胴板 

P.C.D.1050 
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第 9.6.3-1 表 燃料油貯槽設置位置の最大床応答加速度 

建物・ 

構築物＊ 

質点 

番号 

T.M.S.L. 

(m) 

最大床応答加速度(G) 

基準地震動 Ss 

水平方向 
鉛直方向 

EW 方向 NS 方向 

地
下
水
排
水
設
備
（
燃
料
油
貯
槽
） 

－ 55.00 1.16 1.16 0.80 

 

注記 ＊：第２保管庫・貯水所/ハル・エンドピース貯蔵建屋 
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9.7 燃料油配管の応力解析 

9.7.1 評価方針 

燃料油配管の応力評価は，「Ⅳ－１－１－１１－１ 配管の耐震支持方針」の

うち，「1.3.3 標準支持間隔を用いた評価方法」にて示す評価方法に基づき評価

を実施する。 

 

9.7.2 設計用地震力 

設計用地震力は，基準地震動Ｓｓに対する，地盤応答解析から得られる結果よ

り動的地震力を設定する。 

具体的には，燃料油配管設置位置の近傍の建屋の地盤応答解析による地表面レ

ベルの床応答曲線を包絡した設計用床応答曲線を設定する。設計用床応答曲線

は，燃料油配管設置位置の近傍の各建屋の応答から算定した床応答曲線を包絡し

たものを設定する。 

設計用床応答曲線の作成方法は「Ⅳ－１－１－６ 設計用床応答曲線の作成方

針」による。燃料油配管の評価に用いる設計用床応答曲線を第9.7.2-1図，第

9.7.2-2図及び第9.7.2-3図に示す。 

 

9.7.3 配管設計条件及び評価結果 

標準支持間隔の算定に必要な配管設計条件を第9.7.3-1表に，排水配管の設計

用床応答曲線区分を第9.7.3-2表に，第9.7.3-1表及び第9.7.3-2表の各種配管の

設計条件をもとに計算した直管部標準支持間隔，固有周期及び応力の評価結果を

第9.7.3-3表に示す。 
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第 9.7.3-1 表 配管設計条件(炭素鋼) 

最高使用温度：40℃ 

 内部流体比重：1.00 

番 号 

配管仕様 
最高使用 

圧力 

（MPa） 

単位長さ当たり重量（N/m） 

口径 

（A） 

板厚 

SCH 

保温材無し 保温材有り 

気体 液体 気体 液体 

1 15 80 0.00 － 17.85 － － 

以下 
余白 

       

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

 

【発電機設備（ハル・エンドピース貯蔵建屋/第 2保管庫・貯水所）】 
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第9.7.3-2表 燃料油配管の設計用床応答曲線区分 

床応答 

曲線区分 

標高 

(m) 

ピーク 

振動数 

(Hz) 

支持構造物の 

固有振動数 

(Hz) 

1 EL.55.00 3.85 15 
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第 9.7.3-3 表 C(Ss)クラス直管部標準支持間隔（炭素鋼，保温材無し，減衰 0.5％） 

第2.4-1表　C(Ss)クラス直管部標準支持間隔（炭素鋼，保温材無し，減衰0.5％） 許容応力　Sd：－　Ss：333　（MPa）

【発電機設備（ハル・エンドピース貯蔵建屋/第2保管庫・貯水所）】

標高

配管 内部流体

口径（A） 支持間隔

及び板厚 Sd Ss Sd Ss Sd Ss Sd Ss Sd Ss Sd Ss

15 SCH80 － － － － 2300 0.101 － 161

以下余白

固有
周期
（s）

一次応力（MPa） 支持
間隔
（mm）

固有
周期
（s）

一次応力（MPa） 支持
間隔
（mm）

支持
間隔
（mm）

固有
周期
（s）

一次応力（MPa） 支持
間隔

（mm）

固有
周期
（s）

一次応力（MPa）

地表面

気体 液体 気体 液体 気体 液体

支持
間隔

（mm）

固有
周期
（s）

一次応力（MPa） 支持
間隔
（mm）

固有
周期
（s）

一次応力（MPa）
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建屋名： 燃料油配管
地震波名： Ss
方向： EW
床レベル： 地表面，ピット底部スラブ上端
減衰定数： 0.5 （％）

第9.7.2-1図 設計用床応答曲線
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建屋名： 燃料油配管
地震波名： Ss
方向： NS
床レベル： 地表面，ピット底部スラブ上端
減衰定数： 0.5 （％）

第9.7.2-2図 設計用床応答曲線
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建屋名： 燃料油配管
地震波名： Ss
方向： UD
床レベル： 地表面，ピット底部スラブ上端
減衰定数： 0.5 （％）

第9.7.2-3図 設計用床応答曲線
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令和５年１月５日 Ｒ12 

 

 

 

別紙４－16 
 

 

 

機器の耐震計算に関する基本方針 

  

本添付書類は，再処理施設特有の類型化を踏まえた，機器の耐震計算に関する基本方針で

あることから，発電炉との比較は行わない。 
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Ⅳ－１－２－２－１ 

機器の耐震計算に関する基本方針 
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2022 年 12 月 21 日付け原規規発第 2212213 号にて認可を受けた設工認申請書の「Ⅳ－１

－２－２－１ 機器の耐震計算に関する基本方針」から，今回申請で追加又は変更する箇所

を下線で示す。 
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1. 概要 

本基本方針は，「Ⅳ－１－１ 耐震設計の基本方針」に基づき設計した機器が，設計用

地震力に対して十分な耐震性を有していることを確認するための耐震設計プロセス，計

算式の設定及び耐震計算書の記載に係る共通的な方針について説明するものである。 

機器の耐震評価は，「Ⅳ－１－１－５ 地震応答解析の基本方針」の「2.2(2) 解析方

法及び解析モデル」に示す解析方法及び解析モデルである，質点系モデルによる定式化さ

れた計算式を用いた解析手法又は有限要素モデル等を用いた応力解析手法を適用して行

う。 

耐震計算に用いる計算式等は，「Ⅳ－１－３－２－１ 定式化された計算式を用いて評

価を行う機器の耐震計算書作成の基本方針」及び「Ⅳ－１－３－２－２ 有限要素モデル

等を用いて評価を行う機器の耐震計算書作成の基本方針」に示す。 

 

2. 耐震設計のプロセス 

設備の構造設計は，必要な機能を踏まえ，使用圧力，温度条件及び扱う流体等の設計条

件に応じて，形状，設置位置及び材料等を決定する。 

これを受けて，耐震設計のプロセスとしては，「Ⅳ－１－１－５ 地震応答解析の基本

方針」の「2.2(2) 解析方法及び解析モデル」に基づき解析モデルを設定し，固有周期を

算出した上で，「Ⅳ－１－１－６ 設計用床応答曲線の作成方針」に基づき設定した設計

用地震力又は建屋応答から求める加速度時刻歴応答波を用いることとしている。  

その上で，「Ⅳ－１－１－８ 機能維持の基本方針」の「3.1 構造強度上の制限」にて

設定した荷重の組合せを踏まえて，各設備の構造及び機能に応じて設定した計算式によ

り算出した応力等が「Ⅳ－１－１－８ 機能維持の基本方針」の第3.1-1表及び第3.1-2表

に示される許容限界以下となることを確認する。また，設備の要求機能を踏まえて，必要

に応じて機器の動的機能，電気的機能及び閉じ込め機能が維持できること並びに臨界安

全性が確保できることを解析により確認する。 

これら，耐震設計のプロセスについて第2-1図に示す。 
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※各項目の番号は「3． 耐震設計プロセスの詳細」及び「4． 計算式の設定」に対応する 

 

第 2-1 図 機器の耐震設計プロセス 

 

 

3.2 固有周期の算出 

 

3.1 解析モデルの設定 

 3.1.1 解析モデルの選定 

 3.1.2 解析モデルの設定条件 

  (1) 寸法 

(2) 拘束条件 

(3) 温度 

(4) 圧力 

(5) 比重 

(6) 断面特性 

(7) 材料特性 

(8) 質量 

 

 

 

3.3 設計用地震力の設定 

3.3.1 設計用地震力 

3.3.2 減衰定数 

3.4 荷重の組合せの設定 

3.4.1 機械的荷重 

3.4.2 積雪荷重，風荷重 

4. 計算式の設定 

4.1 各モデルの計算式 

4.2 疲労評価の計算式 

 

3.5 許容限界の設定 

3.5.1 構造強度評価における許容限界 

3.5.2 機能維持評価における許容限界 
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3. 耐震設計プロセスの詳細 

耐震計算は，「2. 耐震設計のプロセス」に基づき実施しており，以下では各耐震設計

プロセスの詳細を説明する。 

これらの耐震計算に当たっては，「Ⅳ－１－１ 耐震設計の基本方針」の「2.2 準拠規

格」に示す規格に準拠する。 

 

3.1 解析モデルの設定 

3.1.1 解析モデルの選定 

解析モデルの選定として，「Ⅳ－１－１－５ 地震応答解析の基本方針」の

「2.2(2) 解析方法及び解析モデル」に示す質点系モデル又は，はりやシェル要素

等に置換した有限要素モデルを用いる。 

(1) 質点系モデル 

JEAG4601 に掲載されている容器やポンプ等は，JEAG4601 に基づき機器の重心位

置に質量を集中させる質点系モデルを選定する。なお，JEAG4601 に記載のない構

造であっても，重心位置に質量を集中して評価できる構造の機器については質点

系モデルとする。質点の位置は，機器の支持点が本体端部か本体中間部かを踏まえ

て，質量の集中する位置を設定する。 

(2) 有限要素モデル 

長い胴部に複数の支持点を持つ機器やクレーンのように構造が複雑な機器は，

質量がモデル全体に分布し，振動モードを複数有する構造であるため，機器の構造

に応じてはり又はシェル等の要素に置換した有限要素モデルを選定する。 

はりモデルについては，主に柱やはり等の柱状の部材をはり要素としてモデル

化する。シェルモデルについては，主に胴板等の板状の部材をシェル要素としてモ

デル化し，更に詳細なモデル化が必要な場合はソリッドモデルを選定し，ソリッド

要素としてモデル化する。 

なお，これらのモデル化に当たっては，振動モードを適切に表現し，部材に生じ

る応力を適切に算出できるよう，実機の拘束点や断面特性の不連続部等を考慮し，

質点，節点及び要素数を適切に設定する。 

 

3.1.2 解析モデルの設定条件 

(1) 寸法 

質点系モデルでは，機器の寸法，支持点位置及び質量から，重心位置及び断面特

性を設定する。 

有限要素モデルでは，それぞれの形状を模擬した部材長さ及び断面特性を設定

する。 

なお，腐食を考慮する場合においては，「Ⅴ－２ 強度評価書」に示す腐食代を

考慮した寸法を設定する。 
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(2) 拘束条件 

拘束条件は，建物・構築物との取合いに対して，機器への支持構造物の取付位置，

ボルトの取付方法等を考慮して設定する。 

機器には，溶接又はボルト等により建物・構築物の基礎上に設置される固定式設

備と，建物・構築物の基礎上に設置されない移動式設備が存在する。 

固定式設備については，並進３方向拘束，固定等，拘束方法を踏まえ，支持位置

及び剛性を考慮した適切な拘束条件を設定する。 

また，ボルトにより固定している設備は，JEAG4601 では変形方向に対して複数

のボルトで固定されている場合には，固定として設定できることが示されている

ことから，原則として，同様の構造の場合は固定として設定する。ただし，トラス

構造のように複数の柱と斜材で構成されるような設備については，複数のボルト

で固定されている場合であっても，振動性状を適切に表現できること，及びこのよ

うな構造では並進荷重が支配的になることから，せん断力を安全側に見積もるこ

とができる並進３方向拘束として設定する。 

移動式設備については，並進方向の拘束等，拘束方法を踏まえ，支持位置及び剛

性を考慮した適切な拘束条件を設定する。 

なお，地震力がレールと車輪の摩擦係数以上の地震力となる場合には，移動方向

の拘束条件はすべりを考慮して設定する。 

 

(3) 温度 

温度は，機器の運転状態や環境温度によって変化し得るが，一般的に高温条件が

耐震計算上厳しくなるため，想定される温度のうち高温となる条件を適用する。 

具体的には，機器の構造に応じて本体及び本体に直接取り付く支持部等には本

体の最高使用温度を設定し，支持部を介して取り付く部位には環境温度を評価に

用いる条件として設定する。 

 

(4) 圧力 

圧力は，機器の運転状態によって変化し得るが，一般的に高圧条件が耐震計算上

厳しくなるため，想定される圧力のうち外圧あるいは内圧を考慮して耐震計算上

厳しくなる条件を適用する。 

有限要素モデルのうち，シェルモデル等においては，解析モデルに静圧として入

力するが，その他のモデルについては，地震による荷重と組み合わせて評価に用い

る条件として設定する。 

 

(5) 比重 

内包流体を有する機器については，解析モデルに設定する質量には，内包流体の

比重を考慮した値を用いる。 
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(6) 断面特性 

質点系モデルに設定する断面特性については，機器によっては方向ごとに剛性

が異なることから，実構造を考慮し，地震力を受ける方向を踏まえて設定する。 

有限要素モデルに設定する断面特性については，機器の実構造を踏まえ，振動特

性を表現できるように設定する。 

 

(7) 材料特性 

材料特性は，部位ごとに「3.1.2(3) 温度」に示す温度条件(機器の最高使用温度

や機器の設置場所の環境温度)を踏まえて設定する。 

材料特性として考慮するものには，材料剛性と許容応力があり，材料剛性は

「3.1.2 解析モデルの設定条件」の入力条件に，許容応力は「3.5 許容限界の設

定」の算出条件に適用する。 

 

(8) 質量 

質点系モデルについては，構造及び拘束条件に応じて，各質点の質量を設定する。 

有限要素モデルについては，各要素の寸法及び密度により適切に設定する。 

なお，内包流体を有する機器については，内包流体の量が運転状態によって変化

するため，これらを包絡する条件を設定する。 

 

3.2 固有周期の算出 

質点系モデルの固有周期については，片端固定や中間固定等の構造に応じた計算式

により算出する。 

有限要素モデルの固有周期については，解析プログラムを用いて算出する。 

また，盤等の機器については，振動特性試験(加振試験又は打振試験)又は解析にて求

める。 

これ以外に JEAG4601 において，横型ポンプ等の一部の構造の機器は「構造的に一つ

の剛体とみなせる」として，固有周期の算出を省略することとされているため，これら

の構造とみなせるものは，JEAG4601 の扱いに準じて，剛構造(固有周期 0.05s 以下)と

して扱う。 

 

3.3 設計用地震力の設定 

3.3.1 設計用地震力 

設計用地震力は，耐震重要度に応じた地震力として，「Ⅳ－１－１－６ 設計用

床応答曲線の作成方針」に基づき算定した，機器据付位置に応じた設計用地震力と

して，静的地震力又は動的地震力を用いる。 

基本的には機器の据付位置の設計用地震力を用いるが，建屋モデルの質点間の

床面に支持する場合と壁支持の場合は，設置位置の上下階の地震力のうち安全側

となる設計用地震力を設定する。また，建屋上下階を貫通する場合や異なる建物・
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構築物を渡る場合等，複数の質点の応答を適用する必要がある場合は，それぞれの

据付位置の地震力を包絡又は安全側の設計用地震力を設定する。 

評価に用いる動的地震力としては，「3.2 固有周期の算出」に示す固有周期及び

「3.3.2 減衰定数」に示す減衰定数を踏まえて，適切な床応答スペクトルを適用

し，床応答スペクトルの固有周期に該当する設計用地震力を入力地震力として適

用する。また，支持架構で構成する機器に搭載する設備は，支持架構の剛性を考慮

した応答解析によって得られた床応答スペクトルを適用する。 

剛な機器の構造強度評価に用いる設計用地震力ついては，据付床面の最大床応

答加速度を 1.2 倍した加速度を適用する。 

その他，非線形現象を模擬する機器の構造強度評価については，衝突やすべり等

の非線形現象を模擬することから，時刻歴応答波を適用する。時刻歴応答波の適用

に当たっては，機器の据付位置及び支持位置を考慮して入力とする時刻歴応答波

を適切に選定する。 

なお，床応答スペクトル又は時刻歴応答波を用いる場合は材料物性のばらつき

等を適切に考慮する。具体的には，床応答スペクトルは，「Ⅳ－１－１－６ 設計

用床応答曲線の作成方針」の「2.1 基本方針」のとおり，周期方向に±10%の拡幅

を行った床応答スペクトルを用い，時刻歴応答波については，床応答スペクトルの

±10%の拡幅に相当するように時間軸を調整した時刻歴応答波を用いる。 

 

3.3.2 減衰定数 

減衰定数は，溶接構造物，ボルト及びリベット構造物，ポンプ・ファン等の機械

装置，電気盤等の各機器の構造に応じた値を適用する。 

上記の減衰定数は，規格基準や試験等で妥当性が確認された減衰定数を適用す

る。 

 

3.4 荷重の組合せの設定 

荷重の組合せに当たっては，地震応答解析により算出した荷重を，「Ⅳ－１－１－８ 

機能維持の基本方針」の第 3.1-1 表及び第 3.1-2 表に示す組合せ方法を用いる。 

地震力と組み合わせる荷重は，「3.1.2(8) 質量」を踏まえた自重，「3.1.2(4) 圧

力」を踏まえた圧力荷重に加えて，以下に示す機械的荷重，積雪荷重及び風荷重の組合

せを考慮する。 

 

3.4.1 機械的荷重 

機械的荷重は，「Ⅳ－１－１－８ 機能維持の基本方針」の第 3.1-1 表及び第

3.1-2 表に示すとおり，設計上定められた機械的荷重を用いる。 

機械的荷重は，回転機器等の駆動部を持つ設備については，構造図等に示す回転

体の出力に応じた振動・モーメントによる荷重を設定する。 

評価に当たっては，地震力・自重・圧力荷重に機械的荷重を組み合わせて適用す
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る。 

 

3.4.2 積雪荷重，風荷重 

屋外に設置される機器については，積雪荷重及び風荷重を適切に組み合わせる

こととし，積雪荷重は設置位置及び設備形状に応じて，「Ⅳ－１－１－８ 機能維

持の基本方針」の第 3.1-3 表に示すとおり，積雪 190cm とし，係数 0.35 を評価条

件として用いる。 

また，風荷重は「Ⅳ－１－１－８ 機能維持の基本方針」の第 3.1-3 表に示すと

おり風速 34m/s 及び建屋形状を考慮して算出した風力係数を評価条件として用い

る。 

これらの荷重は，機器の配置，構造に応じた受圧面積等に応じて設定する。 

評価においては，これらの荷重を考慮すべき必要がある場合に，自重及び地震力

と組み合わせて適用する。 

 

3.5 許容限界の設定 

3.5.1 構造強度評価における許容限界 

構造強度評価における許容限界は，「Ⅳ－１－１－８ 機能維持の基本方針」の

第 3.1-1 表及び第 3.1-2 表に基づき，機器の部位ごとに応じた許容応力を用いる。 

許容限界は，耐震重要度及び容器，ポンプ，支持構造物等の種類及び用途に応じ

て設定する。この際，温度条件については，「3.1.2(3) 温度」に基づき設定する。 

3.5.2 機能維持評価における許容限界 

動的機能維持評価における許容限界は，「Ⅳ－１－１－８ 機能維持の基本方針」

の第 4-1 表に示す機器の種別及び機種に応じた動的機能確認済加速度を用いる。 

動的機能確認済加速度の設定に当たっては，加振試験等の既往の研究によって

機能維持を確認した加速度を動的機能確認済加速度として設定し，評価に当たっ

ては，機器に応じた動的機能確認済加速度を適用する。 

なお，加振試験等の既往の研究によって機能維持を確認した加速度がない構造

又は，機器の設置位置に生じる加速度が機能確認済加速度を上回る場合は，動的機

能が要求される部位の健全性を詳細評価により確認するため，機器の構造を踏ま

えて許容応力や許容変位等，適切な許容限界を設定する。 

また，電気的機能維持評価，閉じ込め機能維持評価における許容限界は，機器に

応じた加振試験等により確認した機能確認済加速度を適用する。 

臨界防止機能維持評価における許容限界は，「Ⅳ－１－１－13 地震時の臨界安

全性検討方針」の地震時の臨界安全性に対する検討内容を踏まえて適切な許容変

位を設定する。 

 

4. 計算式の設定 

4.1 各モデルの計算式 
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耐震計算に用いる計算式は，JEAG4601 の計算式又は機械工学便覧等の計算式を参考

として設定した計算式を用いる。 

質点系モデルについては，機器の形状，支持部の形状及び支持点位置に応じて固有周

期を算出する計算式，重心点に対して地震加速度を加えた場合に生じる部位ごとの荷

重を算出する計算式及び生じた荷重を方向ごとに組み合わせて応力を算出する計算式

を設定する。 

有限要素モデルのうち，はりモデルについては，部材に作用する荷重を求め，得られ

た荷重を方向ごとに組み合わせて応力を算出する計算式を設定する。 

有限要素モデルのうちシェルモデル又はソリッドモデルについては，部材に作用す

る応力を直接算出し，発生した応力を方向ごとに組み合わせる計算式を設定する。 

 

4.2 疲労評価の計算式 

構造強度評価において，地震動のみによる一次＋二次応力の変動値が「Ⅳ－１－１－

８ 機能維持の基本方針」の「3.1 構造強度上の制限」に示す許容限界 2Ｓyを超える

場合に適用する疲労評価は JEAG4601 及び JSME S NC1 に記載された計算式に基づき疲

労累積係数を算出する。 

 

以上，「3. 耐震設計プロセスの詳細」にて設定する各種条件を踏まえて，「4. 計算式の 

設定」に示す計算式を用いて地震時の発生応力等を算出し，「3.5 許容限界の設定」に示

す許容限界を満足することを確認する。 

 

5. 耐震性に関する影響評価 

各機器の耐震計算書では，「3. 耐震設計プロセスの詳細」にて設定する各種条件を踏ま

えて，「4. 計算式の設定」に示す計算式を用いて地震時の発生応力等を算出し，耐震評価

を実施するが，上記で示した耐震評価の結果を踏まえて，以下の影響評価を実施すること

としている。 

・水平 2方向及び鉛直方向地震力の組合せに関する影響評価 

・一関東評価用地震動(鉛直)に関する影響評価 

・隣接建屋に関する影響評価 

・液状化に関する影響評価 

 

以下では，水平2方向及び鉛直方向地震力の組合せに関する影響評価，一関東評価用地

震動(鉛直)に関する影響評価，隣接建屋に関する影響評価及び液状化に関する影響評価

の評価方法を示す。 

 

 5.1 水平 2方向及び鉛直方向地震力の組合せに関する影響評価 

水平 2方向及び鉛直方向地震力の組合せに関する影響に対しては，「Ⅳ－１－１－７ 

水平 2方向及び鉛直方向地震力の組合せに関する影響評価方針」に示す方針にて，機器
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の影響評価を実施する。 

具体的な評価内容については，「Ⅳ－２－３－２－１ 機器・配管系の水平２方向及

び鉛直方向地震力の組合せに関する影響評価」に示す。 

 

 5.2 一関東評価用地震動(鉛直)に関する影響評価 

一関東評価用地震動(鉛直)に関する影響に対しては，一関東評価用地震動(鉛直)を

考慮した建物・構築物の応答結果を踏まえた地震力と設計用地震力との比較等により，

機器の耐震安全性への影響評価を実施することとする。 

具体的な評価内容については，「Ⅳ－２－４－１－２－１ 機器・配管系の一関東評

価用地震動(鉛直)に関する影響評価」に示す。 

 

5.3 隣接建屋に関する影響評価 

隣接建屋に関する影響に対しては，隣接建屋の影響を考慮した建物・構築物の応答結

果を踏まえた隣接建屋の影響を考慮した地震力と設計用地震力との比較等により，機

器の耐震安全性への影響評価を実施することとする。 

具体的な評価内容については，「Ⅳ－２－４－２－２－１ 機器・配管系の隣接建屋

に関する影響評価」に示す。 

 

5.4 液状化に関する影響評価 

液状化に関する影響に対しては，液状化の影響を考慮した建物・構築物の応答結果を

踏まえた地震力と設計用地震力との比較等により，機器の耐震安全性への影響評価を

実施することとする。 

具体的な評価内容については，「Ⅳ－２－４－３－２－１ 機器・配管系の建物・構

築物における液状化に関する影響評価」に示す。 

 

6. 耐震計算書の記載に係る共通的な方針 

耐震計算書を示すに当たり，記載に係る共通的な方針を以下に示す。 

6.1  耐震計算書の構成及び記載内容 

「Ⅳ－１－３－２－１ 定式化された計算式を用いて評価を行う機器の耐震計算書

作成の基本方針」及び「Ⅳ－１－３－２－２ 有限要素モデル等を用いて評価を行う機

器の耐震計算書作成の基本方針」においては，機器の種類及び構造によって適用する計

算式を設定するため，耐震計算書は機器の種類及び構造ごとに，設置建屋及び主要設備

リスト順に整理し，設計条件，機器要目及び結論を一覧表で示す。 

なお，通常時又は重大事故時において設計条件が異なるため，耐震計算書は，耐震重

要施設，安全機能を有する施設を兼ねる重大事故等対処施設及び安全機能を有する施

設を兼ねない重大事故等対処施設に分けて示す。 

水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せに関する影響評価については，水平 2 方向

影響に対する形状ごとの分類に整理し，影響評価結果を一覧表で示す。 
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一関東評価用地震動(鉛直)に関する影響評価，隣接建屋に関する影響評価及び液状

化に関する影響評価については，建屋ごとかつ機器の構造ごとに影響評価結果を一覧

表で示す。 

なお，同一機種の容器や盤等については，次の方法により評価結果を示す。 

 

(1) 同一仕様で設置位置が異なる場合 

設置位置の中で最も大きな地震力を適用して評価した機器を，その機種の評価結

果として示す。 

(2) 仕様のうち，質量が異なる場合 

質量条件が最も厳しくなる機器を評価した結果を，その機種の評価結果として示

す。 

(3) 仕様のうち，寸法及び使用条件（圧力，温度）が異なる場合 

これらの条件を全て包含し，最も厳しい条件を設定して評価した機器を，その機

種の評価結果として示す。 

(4) 上記（1）～（3）が複合条件となる場合 

（1）～（3）の影響を包含し，最も厳しい条件を設定して評価した機器を，その

機種の評価結果として示す。 

 

 6.2  計算精度と数値の丸め方 

耐震評価に用いる計算精度は耐震性の結果に影響を及ぼさない桁数を確保する。 

また，耐震計算書において数値を示す際の数値の丸め方は，原則として第 6.2-1 表に

基づき，健全性の確認に影響を与える場合は切上げ，切捨てによる処理をした上で表示

する。 
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第 6.2-1 表 表示する数値の丸め方 

 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 s 小数点以下第 4位 四捨五入 小数点以下第 3位 

震度 - 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

圧力 MPa 小数点以下第 3位 四捨五入 小数点以下第 2位 

温度 ℃ 小数点以下第 1位 四捨五入 整数位 

比重 - 小数点以下第 3位 四捨五入 小数点以下第 2位 

質量 ㎏ 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

長さ mm 小数点以下第 2位 四捨五入 小数点以下第 1位 

厚さ mm 小数点以下第 2位 四捨五入 小数点以下第 1位 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊1 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊1 

縦弾性係数 MPa 有効数字 4桁目 四捨五入 有効数字 3桁 

せん断弾性係数 MPa 有効数字 4桁目 四捨五入 有効数字 3桁 

断面係数 mm3 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊1 

断面二次 

モーメント 
mm4 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊1 

ねじり 

モーメント係数 
mm4 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊1 

ポアソン比 - - - 小数点以下第 2位 

角度 rad 小数点以下第 4位 四捨五入 小数点以下第 3位 

局部ばね定数 - 小数点以下第 1位 四捨五入 整数位 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊2 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

注記 ＊1：絶対値が 1000 以上のときは，べき数表示とする。 

      ＊2：JSME S NC1 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び降

伏点は，比例法により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位ま

での値とする。 

 

7. 各機器に該当する設計プロセスの条件 

各機器に該当する設計プロセスの条件について，機器の計算方針である「Ⅳ－１－３

－２－１ 定式化された計算式を用いて評価を行う機器の耐震計算書作成の基本方針」

又は「Ⅳ－１－３－２－２ 有限要素モデル等を用いて評価を行う機器の耐震計算書作

成の基本方針」ごとに整理し，第7-1表に示す。 

この際，各機器の設計プロセスの条件を整理した上で，整理結果としては，設計プロ
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セスの条件が多く該当する機器及びその機器の設計プロセスに対して差分がある機器に

該当する設計プロセスの条件を示すこととする。 
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第 7-1 表 各機器において該当する設計プロセスの条件（1/2） 

 

  

3.4.1
機械的
荷重

(1)質点
系モデル

機器又はモデル名称
質点系
モデル

はり
モデル

シェル
モデル

ソリッド
モデル

固定式 移動式
最高
使用
温度

環境
温度

1 定式化 安全冷却水系冷却塔 安全冷却水系膨張槽 第2回 〇 － － － 〇 － 〇 〇 － 〇 － － 〇 － － － － 〇 〇 － －

2 定式化
使用済燃料受入れ・貯蔵
建屋

空気だめ 第2回 〇 － － － 〇 － 〇 〇 〇 － － － 〇 － － － － － － － －

3 定式化
使用済燃料受入れ・貯蔵
建屋

プ－ル水冷却系ポンプ 第2回 〇 － － － 〇 － 〇 〇 － － － － 〇 － － － 〇 － － 〇 －

№ 評価分類＊１ 3.3.1　設計用地震力 3.3.2　減衰定数
3.4.2

積雪荷重，風荷重

3.5.2
機能維持

評価における
許容限界

(2)有限要素モデル (2)拘束条件 (3)温度

(4)圧力 (5)比重
解析

プログラ
ム

3.2
固有周期
の算出

3.3　設計用地震力の設定 3.4　荷重の組合せの設定
3.5

許容限界
の設定

3.1.1　解析モデルの選定 3.1.2　解析モデルの設定条件

積雪
荷重

風
荷重

機能
確認
済

加速
度

詳細
評価
＊３

注記　＊１：凡例
　　　　　　定式化：質点系モデルによる定式化された計算式を用いた解析手法
　　　　　　FEM等 ：FEM等を用いた応力解析手法
　　　　　　○    ：各機器に該当する設計プロセス
　　　　　　－    ：該当なし
　　　＊２：3.1.2(1) 寸法，3.1.2(6) 断面特性，3.1.2(7) 材料特性，3.1.2(8) 質量，3.3.1 設計用地震力のうち静的震度，3.5.1 構造強度評価における許容限界については，各機器の共通事項となるため，表中に示していない。
　　　＊３：詳細評価において設定する許容応力や許容変位等。

床応答
スペクト

ル

最大
床応答
加速度

時刻歴
応答波

規格基準
による減
衰定数

試験等に
よる減衰

定数

機械的
荷重

計算条件など

申請
回次

耐震設計プロセス＊１ ＊２

3.1　解析モデルの設定

設置場所
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第 7-1 表 各機器において該当する設計プロセスの条件（2/2） 

 

3.4.1
機械的
荷重

(1)質点
系モデル

機器又はモデル名称
質点系
モデル

はり
モデル

シェル
モデル

ソリッド
モデル

固定式 移動式
最高
使用
温度

環境
温度

1 FEM等 安全冷却水Ｂ冷却塔 安全冷却水B冷却塔 第1回 ○ ○ － － ○ － ○ ○ ○ － ○ ○ ○ － ○ ○＊４ ○ ○ ○ ○ ○

2 FEM等
使用済燃料受入れ・貯蔵
建屋

低残留濃縮度BWR燃料貯蔵
ラック

第2回 － ○ 〇 － ○ － － ○ － － ○ ○ － － ○ － － － － － －

3 FEM等
使用済燃料受入れ・貯蔵
建屋

燃料取扱装置（BWR燃料及
びPWR燃料用）

第2回 － ○ － － － 〇 － ○ － － ○ ○ － － ○ － － － － － －

4 FEM等 分離建屋 抽出塔 第2回 － 〇 － － 〇 － 〇 〇 〇 〇 〇 〇 － 〇 〇 － － － － － －

№ 評価分類＊１ 3.3.1　設計用地震力 3.3.2　減衰定数
3.4.2

積雪荷重，風荷重

3.5.2
機能維持

評価における
許容限界

(2)有限要素モデル (2)拘束条件 (3)温度

(4)圧力 (5)比重
解析

プログラ
ム

3.2
固有周期
の算出

3.3　設計用地震力の設定 3.4　荷重の組合せの設定
3.5

許容限界
の設定

3.1.1　解析モデルの選定 3.1.2　解析モデルの設定条件

積雪
荷重

風
荷重

機能
確認
済

加速
度

詳細
評価
＊３

注記　＊１：凡例
　　　　　　定式化：質点系モデルによる定式化された計算式を用いた解析手法
　　　　　　FEM等 ：FEM等を用いた応力解析手法
　　　　　　○    ：各機器に該当する設計プロセス
　　　　　　－    ：該当なし
　　　＊２：3.1.2(1) 寸法，3.1.2(6) 断面特性，3.1.2(7) 材料特性，3.1.2(8) 質量，3.3.1 設計用地震力のうち静的震度，3.5.1 構造強度評価における許容限界については，各機器の共通事項となるため，表中に示していない。
　　　＊３：詳細評価において設定する許容応力や許容変位等。
　  　＊４：減衰定数の適用において，基本方針上のボルト及びリベット構造物の2.0％に対し，設計上の保守性を考慮した減衰定数を適用する。

床応答
スペクト

ル

最大
床応答
加速度

時刻歴
応答波

規格基準
による減
衰定数

試験等に
よる減衰

定数

機械的
荷重

計算条件など

申請
回次

耐震設計プロセス＊１ ＊２

3.1　解析モデルの設定

設置場所
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1.  概要 

本資料は，定式化された計算式を用いて評価を行う機器の耐震性について，「Ⅳ－１－

１ 耐震設計の基本方針」に基づき，構造強度の確認及び動的機能，電気的機能等が維持

できることを確認するための各計算条件の引用元と耐震計算式を示すものである。なお，

計算方法にかかわらず設備全体に適用する計算条件については，「Ⅳ－１－２－２－１ 

機器の耐震計算に関する基本方針」の「2. 耐震設計のプロセス」に示す。 

また，本資料の「2. 計算条件」及び「3. 計算式」により，各機器の耐震健全性を確

認し，耐震計算書では，評価に用いた計算条件及び計算結果を示す。 
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2. 計算条件 

定式化された計算式を用いて評価を行う機器について，「Ⅳ－１－２－２－１ 機器の

耐震計算に関する基本方針」の「3. 耐震設計プロセスの詳細」に示す耐震計算の条件と

その引用元を以下に示す。 

耐震計算に当たっては，機器ごとにこれらの計算条件を設定し，耐震計算書では，各機

器の構造，解析モデル及び計算条件となる機器要目を示す。 

 

2.1 解析モデルの詳細設定 

解析モデルの設定に当たっては，「Ⅳ－１－２－２－１ 機器の耐震計算に関する基

本方針」の「3.1.1 解析モデルの選定」に基づき，本体の構造に応じて，「Ⅳ－１－１

－５ 地震応答解析の基本方針」の「2.2(2) 解析方法及び解析モデル」に示す，質点

系モデルとする。 

質点の位置は，機器の支持点が本体端部か本体中間部かを踏まえて，質量の集中する

位置を設定する。 

また，「Ⅳ－１－２－２－１ 機器の耐震計算に関する基本方針」の「3.1.1 解析

モデルの選定」に基づき，片端固定や中間固定等の構造に応じた計算式により固有周

期の算出を行う。 

第 2.1-1 表に定式化された計算式を用いて評価を行う機器の構造例，モデル例及び

評価部位の一覧を示す。 
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第 2.1-1 表  機器の構造例，モデル例及び評価部位 

種別 構造例 モデル例 
評価部位 *1 

容器 支持構造物 ボルト等 

容器 

耐圧部の容

器，容器を支

える支持構造

物，支持構造

物を固定する

ボルト等で構

成される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.1.3.1 項 

 

 

3.1.3.2 項 

 

 

3.1.3.3 項 

 

 

架構設備 

フレーム等で

構成される支

持構造物，支

持構造物を固

定するボルト

等で構成され

る。  

 

 3.1.3.2 項 

 

 

3.1.3.3 項 

 

 

剛体設備 

剛な機器と機

器を固定する

ボルト等で構

成される。 

 

 

  3.1.3.3 項 

 

注記  ＊１：応力評価式が記載されている項番号を示す 
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2.2 解析モデルの入力条件 

2.2.1 寸法 

寸法は，「Ⅳ－１－２－２－１ 機器の耐震計算に関する基本方針」の「3.1.2(1)

寸法」に基づき，仕様表又は構造図，設計図書等に記載の値を用いて，機器の寸法，

支持点位置及び質量から，重心位置や各部材の断面特性を設定する。 

 

2.2.2 拘束条件 

拘束条件は，「Ⅳ－１－２－２－１ 機器の耐震計算に関する基本方針」の

「3.1.2(2) 拘束条件」に基づき設定する。具体的には，固定式設備として，並進

３方向拘束，固定等，拘束方法を踏まえ，支持位置及び剛性を考慮した適切な拘束

条件を設定する。  

 

2.2.2 温度 

温度は，「Ⅳ－１－２－２－１ 機器の耐震計算に関する基本方針」の「3.1.2(3) 

温度」に基づき，仕様表に記載の最高使用温度又は「Ⅵ－１－１－４－１ 安全機

能を有する施設が使用される条件の下における健全性に関する説明書」の

「3.2(1)b. 環境温度及び湿度による影響」に記載の環境温度を踏まえて設定す

る。 

 

2.2.4 圧力 

圧力は，「Ⅳ－１－２－２－１ 機器の耐震計算に関する基本方針」の「3.1.2(4) 

圧力」に基づき，外圧あるいは内圧を考慮して耐震計算上厳しくなる条件として，

仕様表，設計図書等から設定する。 

 

2.2.5 比重 

内包流体の比重は，「Ⅳ－１－２－２－１ 機器の耐震計算に関する基本方針」

の「3.1.2(5) 比重」に基づき，構造図，設計図書等から内包流体の種類，温度及

び圧力を踏まえて設定する。 

 

2.2.6 断面特性 

断面特性は，「Ⅳ－１－２－２－１ 機器の耐震計算に関する基本方針」の

「3.1.2(6) 断面特性」に基づき，「2.2.1 寸法」の実構造を考慮し，地震力を受

ける方向を踏まえて設定する。 
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2.2.7 材料特性 

材料特性は，「Ⅳ－１－２－２－１ 機器の耐震計算に関する基本方針」の

「3.1.2(7) 材料特性」に基づき，「Ⅳ－１－１－８ 機能維持の基本方針」の「3.1 

構造強度上の制限」のとおり，各材料について「2.2.3 温度」の温度条件に応じ

た物性値により設定する。 

 

2.2.8 質量 

質量は，「Ⅳ－１－２－２－１ 機器の耐震計算に関する基本方針」の「3.1.2(8) 

質量」に基づき，構造図，設計図書等から構造及び拘束条件に応じ，質点を設定す

る。 

 

2.3 設計用地震力 

2.3.1 設計用地震力 

設計用地震力は，「Ⅳ－１－２－２－１ 機器の耐震計算に関する基本方針」の

「3.3.1 設計用地震力」に基づき，以下の地震力を適用する。 

静的地震力は，「Ⅳ－１－１－６ 設計用床応答曲線の作成方針」の別紙に示す

設備据付位置に応じた静的震度を用いる。 

動的地震力は，以下のとおり設計用床応答曲線，最大床応答加速度を用いる。剛

でない機器は，「Ⅳ－１－１－６ 設計用床応答曲線の作成方針」の別紙の基準地

震動Ｓｓの設計用床応答曲線又は弾性設計用地震動Ｓｄの設計用床応答曲線から

固有周期に応じた読み取り加速度を用いる。剛な機器は，「Ⅳ－１－１－６ 設計

用床応答曲線の作成方針」の別紙の最大床応答加速度を用いる。 

また，屋外構築物に設置する機器は，機器の剛性に応じて「Ⅳ－１－１－６ 設

計用床応答曲線の作成方針」の別紙の設計用床応答曲線又は最大床応答加速度を

用いる。 

 

2.3.2 減衰定数 

減衰定数は，「Ⅳ－１－２－２－１ 機器の耐震計算に関する基本方針」の

「3.3.2 減衰定数」に基づき，「Ⅳ－１－１－５ 地震応答解析の基本方針」の「3. 

設計用減衰定数」における機器・配管系の減衰定数を踏まえ，構造に応じた適切な

減衰定数を適用する。 

 

2.4 荷重の組合せ 

荷重の組合せは，「Ⅳ－１－２－２－１ 機器の耐震計算に関する基本方針」の「3.4 

荷重の組合せの設定」に基づき，「Ⅳ－１－１－８ 機能維持の基本方針」の第3.1-1 

表(2) 及び第3.1-2表(2)に示される耐震重要度に応じた荷重の組合せを設定する。 

1697



 

6 

考慮する荷重については，「Ⅳ－１－１－８ 機能維持の基本方針」の第3.1-3表に基

づき設定する。 

 

2.4.1 機械的荷重 

機械的荷重は，「Ⅳ－１－２－２－１ 機器の耐震計算に関する基本方針」の

「3.4.1 機械的荷重」に基づき，構造図，設計図書等から設定する。 

また，回転機器等の振動による荷重については，回転体の出力に応じた振動モー

メントによる荷重を踏まえて算出する。 

 

2.4.2 積雪荷重，風荷重 

積雪荷重，風荷重は，「Ⅳ－１－２－２－１ 機器の耐震計算に関する基本方針」

の「3.4.2 積雪荷重，風荷重」に基づき設定することとし，屋外に設置される機

器について，「Ⅳ－１－１－８ 機能維持の基本方針」の第3.1-3表に基づき，機器

の設置位置及び形状に応じて荷重条件として考慮する。 

 

2.5 許容限界 

2.5.1 構造強度評価における許容限界 

構造強度評価における許容限界は，「Ⅳ－１－２－２－１ 機器の耐震計算に関

する基本方針」の「3.5.1 構造強度評価における許容限界」に基づき，「Ⅳ－１－

１－８ 機能維持の基本方針」の第 3.1-1 表(2) 及び第 3.1-2 表(2)に示すとおり，

耐震重要度や設備の構造を踏まえて設定する。 

なお，設備の構造から，容器，ポンプ及び支持構造物で許容応力が異なることに

留意し，部位に応じた適切な許容限界を設定する。 

 

2.5.2 機能維持評価における許容限界 

機能維持の確認は，機器設置位置に生じる加速度と機能確認済加速度との比較

を行う場合と，機能確認済加速度との比較による確認で妥当性の確認をできない

場合に，動的機能を維持できる部位の健全性を確認するために詳細評価を行うこ

ととしており，それぞれ以下のとおり許容限界を設定する。 

 

(1) 動的機能維持評価 

動的機能確認済加速度は，「Ⅳ－１－２－２－１ 機器の耐震計算に関する基本

方針」の「3.5.2 機能確認済加速度」に基づき，「Ⅳ―１－１－８ 機能維持の基

本方針」の第 4-1 表に示す機能確認済加速度を機器の構造に応じて設定する。 

健全性を詳細評価により確認する場合は，それぞれ以下のとおり許容限界を用

いる。 
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a. JEAG4601 に評価方法が示されている機種 

JEAG4601に示される評価項目に対して，機器に応じた設計条件から設定した

値を用いる。 

b. JEAG4601 に示されている機種とは異なる構造であり，既往の研究等を参考 

に異常要因分析に基づき評価を行う機種 

異常要因分析に基づき設定した評価項目に対して，機器に応じた設計条件か

ら設定した値を用いる。 

 

(2) 電気的機能維持評価 

電気的機能確認済加速度は，加振試験を踏まえて機器ごとに設定した値を用い

る。 

 

(3) 臨界防止機能維持評価 

臨界防止機能維持評価に用いる許容限界は，臨界防止機能維持が要求される機

器の単一ユニット相互間距離を用いる。 

また、設備が剛の場合は、地震時の変位は許容変位に比べて十分小さいと判断で

きるため、当該設備が剛であることの確認をもって許容変位以下であると判定す

る。 

 

なお，計算条件は上記のとおり設定するが，より保守的な計算条件を適用している場合

は，その旨を耐震計算書に示す。 
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3.  計算式 

「Ⅳ－１－２－２－１ 機器の耐震計算に関する基本方針」の「4. 計算式の設定」

に基づき，定式化された計算式を用いて評価を行う機器の評価項目及び部位に応じた計

算式を以下に示す。 

計算式の設定においては，容器の傾斜の有無や支持方法の違い等，各設備の構造上の

特徴に応じた計算式を設定し，構造に応じて適用した計算式を計算書に示す。 

評価結果として，本項にて設定した計算式による算出値が，「2.5 許容限界」の許容

限界を満足していることで耐震健全性を確認する。 

また，耐震計算書では，機器の評価項目及び部位ごとに適用した計算式を示す。 
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3.1 構造強度評価 

3.1.1 記号の説明 

 

記 号 表示内容 単 位

A 容器の断面積 mm
2

lA1 ルーバ振れ止めの断面積 mm
2

A1 容器のせん断断面積 mm2

rA2 保持金具に拘束されているサポート板の断面積 mm
2

lA2 中央支柱上端部の断面積 mm2

rA3 圧縮力を受けるサポート板の断面積 mm
2

rA4 保持金具溶接部の評価面積 mm
2

rA5 保持金具及び固定金具の溶接部の評価面積 mm2

rA6 固定金具取付溶接部の評価面積 mm
2

rA1i 各ラック箱の断面積　i=A,B,C,D mm2

rA7i 各ラック箱の止め板溶接部の評価面積 mm2

LAb 昇降装置取付ボルトの軸断面積 mm2

Ab ボルトの軸断面積 mm2

ワAb1 ジブ取付ボルトの断面積 mm2

ワAb2 クレーン取付ボルトの断面積 mm2

LAbA ブラケット取付ボルトの軸断面積 mm
2

Abe ボルトの有効断面積 mm2

Abi

ボルトの軸断面積　iは3.1.3.1.14項，3.1.3.1.15項又は以下による
i=1：固定子取付ボルト
i=2：機関側軸受台取付ボルト
i=3：軸受台取付ボルト
i=4：中間台取付ボルト

mm2

Abs ボルトの谷径断面積 mm
2

Ae 容器の有効せん断断面積 mm2

Aex 容器のＸ方向荷重に対する有効せん断断面積 mm2

Aez 容器のＺ方向荷重に対する有効せん断断面積 mm
2

Af 脚の圧縮フランジの断面積 mm2

RAi ケーシングの断面積　iは3.1.3.1.15項による mm2

rAi 各ラック箱の脚部断面積　i=A,B,C,D mm2

aR
ラグの半径方向端面又は基礎台の半径方向端面から胴の板厚中心まで
の距離

mm

LAs 昇降シャフトの断面積 mm2

as 脚底板の半径（長手）方向幅 mm

As 支持構造物の断面積 mm2

As1 脚の長手方向に対する有効せん断断面積 mm
2

As2 脚の横方向に対する有効せん断断面積 mm2

LAs3 昇降シャフトの長手方向に対するせん断断面積 mm2

As3 支持構造物の長手（ラグの鉛直）方向に対するせん断断面積 mm2

LAs4 昇降シャフトの横方向に対するせん断断面積 mm
2

As4 支持構造物の横（ラグの直角)方向に対するせん断断面積 mm2

As5 鉛直方向荷重に対する支持構造物のせん断断面積 mm2

As6 周方向荷重に対する支持構造物のせん断断面積 mm2
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記 号 表示内容 単 位

As7 半径方向荷重に対する支持構造物のせん断断面積 mm
2

Ase 支持構造物の有効せん断断面積 mm2

Asf 脚の圧縮フランジとせいの1/6からなるT形断面の断面積 mm
2

Asi 最小有効せん断断面積　iは3.1.3.1.15項による mm2

Asr 脚の半径方向軸に対する有効せん断断面積 mm2

rAss 昇降用シリンダの断面積 mm2

Ass 支持構造物のせん断断面積 mm2

Ast 脚の周方向軸に対する有効せん断断面積 mm2

RAsxi 水平方向に対する有効せん断断面積　iは3.1.3.1.15項による mm2

RAsyi 鉛直方向に対する有効せん断断面積　iは3.1.3.1.15項による mm2

at1 胴の最小内のり(幅方向) mm

at2 締付ボルト間の幅方向最大距離 mm

aw 溶接部の有効のど厚 mm

ワAwf 吊具の断面積 mm
2

Ra 振動振幅 mm

RA 断面積 mm
2

cA ジブの断面積 mm
2

bR
ラグの半径方向端面又は基礎台の半径方向端面からボルト中心までの
距離

mm

bs 脚底板の周（横）方向幅 mm

bt1 胴の最大内のり(高さ方向) mm

bt2 締付ボルト間の高さ方向最大距離 mm

lB 中央支柱上端部幅 mm

lb ルーバの長さ及び支柱の幅 mm

C1
支持構造物と容器つけ根部のアタッチメントの幅の2分の1(容器の周方
向)

mm

C2
支持構造物と容器つけ根部のアタッチメントの幅の2分の1(容器の軸方
向)

mm

Cc 引用文献(1)より得られる値 －

Cbc ボルト計算における係数 －

CH 水平方向設計震度 －

ヌChi 各ラック箱の水平方向設計震度　i=A,B,C,D －

Cl 引用文献(1)より得られる値 －

RCP 回転機器の振動による震度 －

cR 基礎台端面からボルト中心までの距離 mm

Cbt ボルト計算における係数 －

Cv 鉛直方向設計震度 －

ヌCvi 各ラック箱の鉛直方向設計震度　i=A,B,C,D －

d ボルトの呼び径 mm

d3 脚底板端面からボルト中心までの長手方向(半径方向)の距離 mm

d4 脚底板端面からボルト中心までの横方向(周方向)の距離 mm

d1 , d2 外側，内側のボルト中心間の距離 mm

リdA ブラケット取付ボルトの呼び径 mm

db ボルトの外径 mm

Dbi ベースプレートの内径 mm
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記 号 表示内容 単 位

Dbo ベースプレートの外径 mm

Dc ボルトのピッチ円径 mm

Rdi

ボルトの呼び径　iは3.1.3.1.14項，3.1.3.1.15項又は以下による
i=1：固定子取付ボルト
i=2：機関側軸受台取付ボルト
i=3：軸受台取付ボルト
i=4：中間台取付ボルト

mm

pDi ボルトのピッチ円直径　iは3.1.3.1.15項による mm

Di 耐圧部の内径 mm

Dj 支持構造物(スカート)に設けられた開口部の穴径(j=1，2，3) mm

Do 耐圧部の外径 mm

Ds 支持構造物の内径 mm

リd 昇降装置取付ボルトの呼び径 mm

e 脚中心から偏心荷重作用点までの距離 mm

E 耐圧部の縦弾性係数 MPa

lE0 縦弾性係数 MPa

イe1 基礎ボルト計算における係数 －

e1 ボルト計算における係数 －

イE 胴の縦弾性係数 MPa

ホe 脚中心から偏心荷重作用点までの距離 mm

Eb ボルトの縦弾性係数 MPa

Ei 縦弾性係数　iは3.1.3.1.15項による MPa

eR ラグの底板幅の2分の1 mm

Es 支持構造物の縦弾性係数 MPa

lE 運転温度の縦弾性係数 MPa

F 「JSME S NC1」のSSB-3121.1(1)に定める値 MPa

トF01 運転時質量における取付ボルトに作用する鉛直方向反力 N

トF1 振動モデル系の上部重心における水平力 N

チF1 振動モデル系の上部重心における水平力 N

ロF1 運転時質量による底板に作用する鉛直力 N

トF02 運転時質量における基礎台端面に作用する鉛直方向反力 N

トF2 振動モデル系の下部重心における水平力 N

チF2 振動モデル系の下部重心における水平力 N

トF11 水平力トF1及びトF2による第1ラグ取付ボルトに作用する鉛直方向反力 N

トF12
水平力トF1及びトF2による第1ラグの半径方向端面に作用する鉛直方向

反力
N

トF21 水平力トF1及びトF2による第3ラグ取付ボルトに作用する鉛直方向反力 N

トF22
水平力トF1及びトF2による第3ラグ半径方向端面に作用する鉛直方向反

力
N

F*
「JSME S NC1」のSSB-3121.1(1)に定める値

ただし，「Sy」「1.2Sy」に読み替える
MPa

トF01D 鉛直下向き地震力により取付ボルトに作用する鉛直方向反力 N

トF01U 鉛直上向き地震力により取付ボルトに作用する鉛直方向反力 N

トF01V 鉛直方向地震における取付ボルトに作用する鉛直方向反力 N

トF02U 運転時質量により基礎台端面に作用する鉛直方向反力 N

トF31 ， トF32
水平力トF1及びトF2による第1ラグ及び第2ラグ取付ボルトに作用する鉛

直方向反力(Ⅹ方向地震)
N

ハFb 取付ボルトに作用する引張力 N
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記 号 表示内容 単 位

ホFb 基礎ボルトに作用する引張力 N

ニFb 基礎ボルトに作用する引張力 N

RFb ボルトに作用する引張力(1本当たり) N

リFb 昇降装置取付ボルトに作用する引張力(1本当り) N

ホFb1 基礎ボルトに作用する引張力 N

ホFb2 基礎ボルトに作用する引張力 N

ホFb3 基礎ボルトに作用する引張力 N

ホFb4 基礎ボルトに作用する引張力 N

ホFb5 基礎ボルトに作用する引張力 N

リFbA ブラケット取付ボルトに作用する引張力 N

RFbi

ボルトに作用する引張力(1本当り) iは3.1.3.1.14項，3.1.3.1.15項
又は以下による
i=1：固定子取付ボルト
i=2：機関側軸受台取付ボルト
i=3：軸受台取付ボルト
i=4：中間台取付ボルト

N

fb , fb
* ,

 1.5fb , 1.5fb
*

許容曲げ応力 MPa

1.5fbr , 1.5fbr
* 容器の半径方向軸まわりの許容曲げ応力 MPa

1.5fbt , 1.5fbt
* 容器の半径方向に直角な軸まわりの許容曲げ応力 MPa

イFc 基礎に作用する圧縮力 N

fc , fc
* ,

 1.5fc , 1.5fc
*

許容圧縮応力 MPa

ワFhi
クレーン取付面のワMH2による水平方向i列目の取付ボルト1本当たりの

引抜力
N

ヌFi 各ラック箱に作用するせん断力　i=A,B,C,D N

トFo 振動モデル系における水平力 N

ニFo 振動モデル系における水平力 N

ホFs
運転時質量により胴の脚つけ根又は第1脚つけ根に生じる長手方向の接
線力

N

fs , fs
* ,

 1.5fs , 1.5fs
*

許容せん断応力 MPa

fsb , fsb
* ,

 1.5fsb , 1.5fsb
*

せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力 MPa

ロFsc 横方向地震による底板に作用する鉛直力 N

ホFse
鉛直地震力により胴の脚つけ根又は第1脚つけ根に生じる長手方向の接
線力

N

ロFsl 長手方向地震による底板に作用する鉛直力 N

イFt 基礎ボルトに作用する引張力 N

ft , ft
* ,

 1.5ft , 1.5ft
*

許容引張応力 MPa

fto 引張力のみを受けるボルトの許容引張応力 MPa

fts , fts
* ,

 1.5fts , 1.5fts
*

引張力とせん断力を同時に受けるボルトの許容引張応力 MPa

トFV 単位鉛直力 N

ニFV 振動モデル系における鉛直方向荷重 N

ヌFvi 各ラック箱の止め板に作用する鉛直方向荷重　i=A,B,C,D N
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記 号 表示内容 単 位

ワFVj
クレーン取付面のワMV2による鉛直方向j列目の取付ボルト1本当たりの

引抜力
N

ワFVj´
クレーン取付面のワMV2´による鉛直方向j列目の取付ボルト1本当たり

の引抜力
N

ワFw 吊荷の浮上がり挙動によりワイヤロープに発生する荷重 N

ヲFy 軸力 N

ヲFz せん断力 N

g 重力加速度(=9.80665) m/s
2

G 耐圧部のせん断弾性係数 MPa

Gs 支持構造物のせん断弾性係数 MPa

H 静水頭 mm

h1 据付面から支持構造物の胴つけ根部までの高さ mm

H1 容器支持点より上部重心までの距離 mm

h2 据付面から胴の中心までの高さ mm

H2 容器支持点より下部重心までの距離 mm

h3 第1脚における基礎から脚の胴つけ根部までの高さ mm

h4 第1脚における基礎から胴の中心までの高さ mm

h5 第2脚における基礎から脚の胴つけ根部までの高さ mm

h6 第2脚における基礎から胴の中心までの高さ mm

LhA
ベースプレート上部からブラケット，昇降シャフト等の重心までの距
離

mm

LhB ブラケット上部から上部の重心までの距離 mm

hi

据付面から重心までの距離iは以下による
i=5：据付面から上部重心までの距離
i=6：据付面から下部(内部ケーシング)重心までの距離
i=7：据付面から下部(外部ケーシング)重心までの距離

mm

phi 距離　　iは3.1.3.1.14項又は3.1.3.1.15項による mm

Dhi

取付面から各重心までの距離
i=1：固定子取付ボルト
i=2：機関側軸受台取付ボルト
i=3：軸受台取付ボルト
i=4：中間台取付ボルト

mm

hL 脚断面のせい mm

hR ラグの高さ mm

RH 据付面からサポート位置までの距離 mm

h 据付面から重心までの距離 mm

lh ルーバの高さ mm

i 脚の弱軸についての断面二次半径 mm

I 容器の断面二次モーメント mm4

ルI1 中央支柱の断面二次モーメント mm4

ルI2 端部支柱の断面二次モーメント mm4

if
脚の圧縮フランジとせいの1/6からなるT形断面のウェッブ軸まわりの
断面二次半径

mm4

Ii 断面二次モーメント　iは3.1.3.1.15項による mm4

rIi 各ラック箱の断面二次モーメント　i=A,B,C,D mm
4

Is,Is1,Is2 支持構造物の断面二次モーメント mm4

Isf
脚の圧縮フランジとせいの1/6からなるT形断面のウェッブ軸まわりの
断面二次モーメント mm

4

Isr 支持構造物の半径方向軸に対する断面二次モーメント mm4
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記 号 表示内容 単 位

Ist 支持構造物の周方向軸に対する断面二次モーメント mm
4

Ix 容器のＸ軸に関する断面二次モーメント mm4

Ix 支持構造物の長手方向軸（ラグの鉛直）に対する断面二次モーメント mm4

RIxi 水平方向軸に対する断面二次モーメント　iは3.1.3.1.15項による mm
4

Iy 容器のＹ軸に関する断面二次モーメント mm4

Iy 支持構造物の横方向軸（ラグの直角）に対する断面二次モーメント mm4

RIyi 鉛直方向軸に対する断面二次モーメント　iは3.1.3.1.15項による mm4

Iz 容器のＺ軸に関する断面二次モーメン卜 mm4

ワi クレーン取付面取付ボルトの水平方向の列番号(i=1～7) －

j1 荷重分布で分けられた容器各部の荷重の数 －

j2
第1脚より第2脚と反対の方向に作用する容器各部の荷重の数(第1脚上
の荷重は含まない)

－

j3
第2脚より第1脚と反対の方向に作用する容器各部の荷重の数(第2脚上
の荷重は含まない)

－

Js 支持構造物のねじりモーメント係数 mm4

ワj クレーン取付面取付ボルトの鉛直方向の列番号(j=1～11) －

k ボルト計算における中立軸の荷重係数 －

トk1 胴の中心軸の傾きに対するばね定数 N・mm/rad

チk1 胴の中心軸の傾きに対するばね定数 N・mm/rad

リk1 水平方向の下部のばね定数 N/mm

トk2 胴の中心軸の水平移動に対するばね定数 N/mm

チk2 上部胴の曲げ及びせん断による変形ばね定数 N/mm

リk2 水平方向の上部のばね定数 N/mm

チk3 下部胴の曲げ及びせん断による変形ばね定数 N/mm

リk3 鉛直方向の下部のばね定数 N/mm

リk4 鉛直方向の上部のばね定数 N/mm

トk5 胴の鉛直方向変位に対するばね定数 N/mm

K1 , K2 引用文献(1)より得られる値 －

トk3 , トk4 上部胴及び下部胴の曲げ及びせん断による変形ばね定数 N/mm

トk6 , トk7 鉛直荷重による上部及び下部側の胴の伸び変形によるばね定数 N/mm

ロKbi 基礎ボル卜の剛性 N/mm

Kc
胴のラグ（脚）つけ根部における周方向曲げモーメントに対する局部
ばね定数(引用文献(2)より得られる値)

－

ロKc0 側板の横方向ばね定数 N/mm

kc1 , kl1 引用文献(1)より得られる値 －

kc2 , kl2 引用文献(2)より得られる値 －

ロKcPb 横方向における支持剛性によるばね定数 N/mm

Ke，Ke*，Ke**，Ke’ 弾塑性解析に用いる繰返しピーク強さの補正係数 －

KH 水平方向ばね定数 N/mm

Kl
胴のラグ（脚）つけ根部における長手方向曲げモーメントに対する局
部ばね定数(引用文献(2)より得られる値)

－

ロKlo 側板の長手方向ばね定数 N/mm

ロKlPb 長手方向における支持剛性によるばね定数 N/mm

ロKPi 底板の剛性(i=1～4) N/mm

Kr
胴のラグ（脚）つけ根部における半径方向荷重に対する局部ばね定数
(引用文献(2)より得られる値)

－
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ロKSi 支持剛性(i=1～4) N/mm

KV 鉛直方向ばね定数 N/mm

ロKvo 側板の鉛直方向ばね定数 N/mm

ロKvPb 鉛直方向における支持剛性によるばね定数 N/mm

イk 基礎ボルト計算における中立軸の荷重係数 －

ワk クレーン取付面取付ボルトの水平方向の列番号(k=1～7) －

K，a，q，A0，B0 疲労評価における係数 －

l 容器接合点から重心までの距離 mm

Dl 重心と基礎ボルト間の水平方向距離 mm

Ll1 機器重心から昇降装置取付ボルトまでの距離(l1≦l2) mm

cL1 荷重からジブ取付面間での距離 mm

l1 重心とボルト間の距離(l1≦l2) mm

Ll2 機器重心から昇降装置取付ボルトまでの距離 mm

cL2 荷重からクレーン取付面間での距離 mm

cl2 ジブ取付面の鉛直方向(鉛直下向き)モーメントを受けるボルトの間隔 mm

l2 重心とボルト間の距離(l1≦l2) mm

l3 重心とボルト間の距離(l3≦l4) mm

l4 重心とボルト間の距離(l3≦l4) mm

cI21 ジブ取付面の水平方向モーメントを受けるボルトの間隔 mm

cI22 ジブ取付面の鉛直方向(鉛直上向き)モーメントを受けるボルトの間隔 mm

l1～9 支持構造物より各荷重までの距離 mm

Ll1A
ブラケット，昇降シャフト等の重心位置からブラケット取付ボルトま

での距離(Ll1A≦Ll2A)
mm

l1i ポンプ重心とボルト間の水平方向距離　iは3.1.3.1.14項による mm

rl1i 各ラック箱のはり上端から支点1までの長さ　i=A,B,C,D mm

Ll2A
ブラケット，昇降シャフト等の重心位置からブラケット取付ボルトま
での距離

mm

l2i ポンプ重心とボルト間の水平方向距離　iは3.1.3.1.14項による mm

rl2i 各ラック箱のはりの支点1から支点2までの長さ　i=A,B,C,D mm

rl3i 各ラック箱のはり下端から支点2までの長さ　i=A,B,C,D mm

la ボルトにおける非ねじ部の長さ mm

Lb ボルトの有効長さ mm

lb 容器軸心とボルト間の距離 mm

lb1 , lb2 ボルトの中心間距離 mm

lbs ボルトにおけるねじ部の長さ mm

lc 脚の中立軸間の距離 mm

ld1 支持構造物の中心より左側荷重点までの距離 mm

ld2 支持構造物の中心より右側荷重点までの距離 mm

lg 据付面から容器重心までの距離 mm

ワlHi クレーン取付面水平方向における中心軸からi列目までのボルト間距離 mm

へli 第3.1.3.1.5-1～5図に示す距離 mm

Rli 重心位置からボルトまでの水平方向距離　iは3.1.3.1.15項による mm

rLi 各ラック箱の脚部長さ　i=A,B,C,D mm

rli 各ラック箱のはり長さ　i=A,B,C,D mm
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lNi , lNj 長手方向における側板中心からボルトまでの距離(i，j=1，2) mm

lo 脚中心軸間距離 mm

チLR 一方のラグ端面ともう一方のラグ端面との距離 mm

チlR ラグのＸ方向幅 mm

lr 容器の重心から上端支持部までの距離 mm

lR ラグのＸ方向幅 mm

LR 一方のラグ端面ともう一方のラグ端面との距離 mm

ls 支持構造物の長さ mm

ワlvi クレーン取付面鉛直方向における中心軸からj列目までのボルト間距離 mm

lw1 最大溶接有効長間の距離 mm

lw2 最大溶接有効長間の距離より反転倒側の溶接有効長を引いた距離 mm

lw3 重心と溶接間の距離 mm

lw4 溶接間の距離 mm

lw5,lw6 溶接有効長 mm

lxi ラグのＸ方向端面よりi番目のボルトまでの距離 mm

lYi , lYj 横方向における側板中心からボルトまでの距離(i，j=1，2) mm

lzj 一方のラグのＺ方向端面よりj番目のボルトまでの距離 mm

L はりのスパン mm

Rl 重心と溶接有効長間の距離 mm

ll ルーバの幅 mm

bl はりの長さ mm

cL 荷重の最大半径 mm

m0 容器の有効運転時質量 kg

ロM1 運転時質量による底板に作用する曲げモーメント N・mm

チM1
Z方向地震が作用した場合の水平力チF1及びチF2によるラグのねじり

モーメント
N・mm

へM1 第1ラグ又は第1脚部における胴の運転時質量によるモーメント N・mm

ニM1 Ｚ方向地震による胴の脚つけ根部の鉛直方向モーメント N・mm

pmi 運転時質量　iは3.1.3.1.15項による kg

Fm1 フィルタケーシングの質量 kg

リm1 下部の質量 kg

lm1 支柱への付加質量(各支柱が負担するルーバ質量) kg

ワM1 ジブ質量によるジブの鉛直方向の曲げモーメント N・mm

チM2
Ｘ方向地震が作用した場合の水平力チF1及びチF2によるラグのねじり

モーメント
N・mm

へM2 第2ラグ又は第2脚部における胴の運転時質量によるモーメント N・mm

Fm2 遮蔽体の質量 kg

リm2 上部の質量 kg

lm2 ルーバ１基の質量 kg

ワM2 トロリ質量によるジブの鉛直方向の曲げモーメント N・mm

トM3 水平力トF1及びトF2による胴のラグつけ根部のねじりモーメント N・mm

へM3 第3脚部における胴の運転時質量によるモーメント N・mm

ニM3 Ｚ方向地震による胴の脚つけ根部のねじりモーメント N・mm

ワM3 巻上荷重によるジブの鉛直方向の曲げモーメント N・mm

へM4 第4脚部における胴の運転時質量によるモーメント N・mm

ワM4 水平地震力によるジブ質量に対するジブの水平方向の曲げモーメント N・mm
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記 号 表示内容 単 位

へM5 第5脚部における胴の運転時質量によるモーメント N・mm

ワM5
水平地震力によるトロリ質量に対するジブの水平方向の曲げモーメン
ト

N・mm

ワM6 ジブ取付面のジブ質量による鉛直方向の曲げモーメント N・mm

ワM7 ジブ取付面のトロリ質量による鉛直方向の曲げモーメント N・mm

ワM8 ジブ取付面の巻上荷重による鉛直方向の曲げモーメント N・mm

ワM9 クレーン取付面のクレーン質量による鉛直方向の曲げモーメント N・mm

ワM10 クレーン取付面のトロリ質量による鉛直方向の曲げモーメント N・mm

リMl1 水平方向の地震より昇降シャフト底面に作用する モーメント N・mm

ワM11 クレーン取付面の巻上荷重による鉛直方向の曲げモーメント N・mm

ホM 脚底板に作用するモーメント N・mm

トM1 , トM2 水平力トF1及びトF2による胴のラグつけ根部の鉛直方向モーメント N・mm

m1～9 容器各部の質量 kg

LmA ブラケット取付ボルトにかかるブラケット，昇降シャフト等の 質量 kg

LmB 昇降シャフト等の質量 kg

ロMc 横方向地震による側板に作用する曲げモーメント N・mm

トMc 水平力トF1及びトF2による胴のラグつけ根部の周方向モ一メント N・mm

へMc 胴の脚又はラグつけ根部に作用する周方向モーメント N・mm

ニMc Ｚ方向地震による胴の脚つけ根部の周方向モーメント N・mm

LmC 昇降シリンダにかかるブラケット，昇降シャフト等の質量 kg

ホMc1 横方向地震により脚底面に作用するモーメント N・mm

ホMc2 横方向地震により第2脚底面に作用するモーメント N・mm

md1 脚の中心より左側の有効運転時質量 kg

md2 脚の中心より右側の有効運転時質量 kg

me 容器圧縮応力算出に用いる質量 kg

cmH トロリ質量(トロリ本体及び巻上装置等を含む) kg

ワMH1 水平地震力によるジブ取付面の水平方向の曲げモーメントの合計 N・mm

ワMH2 水平地震力によるクレーン取付面の水平方向の曲げモーメントの合計 N・mm

ワMHi 水平地震力によるジブの水平方向の曲げモーメントの合計 N・mm

へmi 容器各部の質量 kg

pmi 有効運転時質量　　iは3.1.3.1.14項による kg

ヌMi 各ラック箱に作用する曲げモーメント　i=A,B,C,D N・mm

rmi 各ラック箱の単位長さ当たりの質量　i=A,B,C,D N・s2/mm
3

ロMl 長手方向地震による側板に作用する曲げモーメント N・mm

トMl 運転時質量による胴のラグつけ根部の鉛直方向モーメント N・mm

ホMl 長手方向地震による胴の脚つけ根部のモーメント N・mm

ニMl 運転時質量による胴の脚つけ根部の鉛直方向モーメント N・mm

ホMl1 長手方向地震により脚底面に作用するモーメント N・mm

へMl1D 運転時質量によりラグに作用するモーメント N・mm

へMlc 鉛直方向地震による胴のラグつけ根部の鉛直方向モーメント N・mm

へMlc1 鉛直方向地震によりラグに作用するモーメント N・mm

トMlD 鉛直下向き地震力による胴のラグつけ根部の鉛直方向モーメント N・mm

へMlD 運転時質量による胴のラグつけ根部の鉛直方向モーメント N・mm

へMle 鉛直方向地震による胴のラグつけ根部の鉛直方向モーメント N・mm

ニMle 鉛直方向地震による胴の脚つけ根部の鉛直方向モーメント N・mm
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トMlU 鉛直上向き地震力による胴のラグつけ根部の鉛直方向モーメント N・mm

トMlV 鉛直方向地震による胴のラグつけ根部の鉛直方向モーメント N・mm

トMo 鉛直方向荷重による胴のラグつけ根部の鉛直方向モーメント N・mm

MP 回転機器の回転により作用するモーメント N・mm

mR1 容器支持点より上部の有効運転時質量 kg

mR2 容器支持点より下部の有効運転時質量 kg

ハMs ベースフレームに作用する転倒モーメント N・mm

イMs スカートに作用する転倒モーメント N・mm

ms 支持構造物の質量 kg

ハMs1 ベースフレームの上端部に作用する転倒モーメント N・mm

イMs1 スカートの上端部に作用する転倒モーメント N・mm

ms1 支持構造物(第1脚)の質量 kg

ハMs2 ベースフレームの下端部に作用する転倒モーメント N・mm

イMs2 スカートの下端部に作用する転倒モーメント N・mm

ms2 支持構造物(第2脚)の質量 kg

rMTi 各ラック箱及びラック箱に作用する燃料集合体の合計質量　i=A,B,C,D kg

ワMV 自重によるジブの鉛直方向の曲げモーメントの合計 N・mm

ワMV´ 鉛直地震力によるジブの鉛直方向の曲げモーメントの合計 N・mm

ワMV1 自重によるジブ取付面の鉛直方向の曲げモーメントの合計 N・mm

ワMV1´ 鉛直地震力によるジブ取付面の鉛直方向の曲げモーメントの合計 N・mm

ワMV2 自重によるクレーン取付面の鉛直方向の曲げモーメントの合計 N・mm

ワMV2´ 鉛直地震力によるクレーン取付面の鉛直方向の曲げモーメントの合計 N・mm

ワMwf 吊具に作用する曲げモーメント N・mm

Mx 引用文献(1)による胴に生じる軸方向曲げモーメント N・mm/mm

ニMx1 Ｘ方向地震により第1脚～第4脚の底部に作用する合成モーメント N・mm

ニMz1 Ｚ方向地震により第1脚及び第3脚の底部に作用する合成モーメント N・mm

ニMz2 Ｚ方向地震により第2脚及び第4脚の底部に作用する合成モーメント N・mm

Mφ 引用文献(1)による胴に生じる周方向曲げモーメント N・mm/mm

m

有効運転時質量
各部に作用する質量
固定子取付ボルト
機関側軸受台取付ボルト
軸受台取付ボルト
中間台取付ボルト

kg

Lm 機器の質量 kg

ヲM 曲げモーメント N・mm

bm 迷路板及び架構の質量(はり1本が負担する質量) kg

n ボルトの本数 －

cn1 ジブ取付ボルトの全本数 －

cn2 クレーン取付ボルトの全本数 －

n1 , n2 引張を受けるボルトの本数 －

LnA ブラケット取付ボルトの本数 －

Lnf 引張力を受ける側の昇降装置取付ボルトの評価本数 －

nf 引張力の作用するボルトの評価本数又は溶接部の箇所数 －

LnfA 引張力を受ける側のブラケット取付ボルトの評価本数 －

nfh 引張力が作用するボルトの本数(水平方向) －
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記 号 表示内容 単 位

nfi 引張力を受ける側のボルトの評価本数　iは3.1.3.1.14項による －

pnfi 引張力を受ける側のボルトの評価本数　iは3.1.3.1.15項による －

Rnfi

引張荷重を受けるボルトの本数
i=1：固定子取付ボルト
i=2：機関側軸受台取付ボルト
i=3：軸受台取付ボルト
i=4：中間台取付ボルト

－

nfv 引張力が作用するボルトの本数(鉛直方向) －

ワnHi クレーン取付面水平方向i列目のボルトの数 －

ni ボルトの本数　iは3.1.3.1.14項による －

Rni ボルトの本数　iは3.1.3.1.15項による －

rni 各ラック箱の数　i=A,B,C,D －

lni 地震時の等価繰返し回数 －

lNi 地震時の許容繰返し回数 －

cn11 ジブ取付ボルトの鉛直力(鉛直下向き)による引張側ボルトの数 －

cn12 ジブ取付ボルトの水平力による引張側ボルトの数 －

cn13 ジブ取付ボルトの鉛直力(鉛直上向き)による引張側ボルトの数 －

nr ラグ（脚）l個当たりのボルトの本数 －

ns1
鉛直方向及び水平方向地震力(長手方向)により引張りを受けるボルト
の本数

－

ns2
鉛直方向及び水平方向地震力(横方向)により引張りを受けるボルトの
本数

－

Rnsi

せん断荷重を受けるボルトの本数
i=1：固定子取付ボルト
i=2：機関側軸受台取付ボルト
i=3：軸受台取付ボルト
i=4：中間台取付ボルト

－

ワnVi クレーン取付面鉛直方向j列目のボルトの数 －

Nx 引用文献(1)による胴に生じる軸方向の膜力 N/mm

Nxi ラグのＸ方向端面からの距離lxiにあるボルトの本数 －

Nzj 一方のラグのＺ方向端面からの距離lziにあるボルトの本数 －

Nφ 引用文献(1)による胴に生じる周方向の膜力 N/mm

N 機関の同期回転速度 min
-1

Ln 昇降装置取付ボルトの本数 －

ルn 連続設置のルーバの基数 －

ワo クレーン取付面取付ボルトの鉛直方向の列番号(ワo=1～11) －

ニPl Ｚ方向地震による胴の脚つけ根部の半径方向荷重 N

ホPD 胴の脚つけ根部に作用する運転時質量による反力 N

ホPe 胴の脚つけ根部に作用する鉛直方向地震による反力 N

ニPe 鉛直方向地震による胴の脚つけ根部の半径方向荷重 N

へPh 胴のラグつけ根部に作用する水平方向地震による反力 N

トPl Ｚ方向地震による胴のラグつけ根部の半径方向荷重 N

へPlc 鉛直方向地震により胴のラグつけ根部に作用する水平方向反力 N

へPlD 運転時質量により胴のラグつけ根部に作用する水平方向反力 N

ホPlv 長手方向地震により胴の脚つけ根部に作用する鉛直荷重 N

Pr 最高使用圧力 MPa

ホPs 長手方向地震により脚底部に作用する鉛直荷重 N

ホPs1 横方向地震により脚底部に作用する鉛直荷重 N
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記 号 表示内容 単 位

ホPs2 横方向地震により第2脚底部に作用する鉛直荷重 N

ワPwf 吊荷の浮上がり挙動により吊具に作用する荷重 N

ニP 運転時質量による胴の脚つけ根部の半径方向荷重 N

P 原動機出力 kW

ヌP
サポート板，保持金具及び固定金具に作用する圧縮力，引張力及びせ
ん断力

N

ワQ1 ジブ質量によるジブの鉛直方向のせん断力 N

ワQ2 トロリ質量によるジブの鉛直方向のせん断力 N

ワQ3 巻上荷重によるジブの鉛直方向のせん断力 N

ワQ4 ジブ取付面のジブ質量による鉛直方向のせん断力 N

ワQ5 ジブ取付面のトロリ質量による鉛直方向のせん断力 N

ワQ6 ジブ取付面の定格荷重による鉛直方向のせん断力 N

ワQ7 クレーン取付面のクレーン質量による鉛直方向のせん断力 N

ワQ8 クレーン取付面のトロリ質量による鉛直方向のせん断力 N

ワQ9 クレーン取付面の定格荷重による鉛直方向のせん断力 N

トQ 水平力F1及びF2による胴のラグつけ根部の周方向荷重 N

へQ 胴のラグつけ根部に作用する水平方向反力 N

ハQ' Qにより上端支持部に作用する反力 N

ハQb 胴板の水平方向地震によるせん断応力 MPa

RQb ボルトに作用するせん断力 N

リQb 昇降装置取付ボルトに作用するせん断力 N

へQb1 運転時質量により取付ボルトに生じるせん断応力 MPa

ホQb2 横方向地震により基礎ボルトに生じるせん断応力 MPa

へQb3 Ｚ方向地震により取付ボルトに生じるせん断応力 MPa

へQb4 鉛直方向地震による取付ボルトに生じるせん断応力 MPa

リQbA ブラケット取付ボルトに作用するせん断力 N

RQbi

ボルトに作用するせん断力 iは3.1.3.1.14項,3.1.3.1.15項又は以下
による
i=1：固定子取付ボルト
i=2：機関側軸受台取付ボルト
i=3：軸受台取付ボルト
i=4：中間台取付ボルト

N

ワQH ジブの水平地震力による水平方向のせん断力の合計 N

ワQH1 ジブ取付ボルトの水平地震力による水平方向のせん断力の合計 N

ワQH2 クレーン取付ボルトの水平地震力による水平方向のせん断力の合計 N

ワQV ジブの自重による鉛直方向のせん断力の合計 N

ワQV´ ジブの鉛直地震力による鉛直方向のせん断力の合計 N

ワQV1 ジブ取付ボルトの自重による鉛直方向のせん断力の合計 N

ワQV1´ ジブ取付ボルトの鉛直地震力による鉛直方向のせん断力の合計 N

ワQV2 クレーン取付ボルトの自重による鉛直方向のせん断力の合計 N

ワQV2´ クレーン取付ボルトの鉛直地震力による鉛直方向のせん断力の合計 N

ハQ 重心に作用する任意の水平力 N

イQ 重心に作用する任意の水平力 N

ニQ Ｚ方向地震による胴の脚つけ根部の周方向荷重 N

イQ' イQにより上端の支持部に作用する反力 N

r0 胴の外半径 mm

へR1 第１ラグ又は第1脚に受ける荷重 N
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記 号 表示内容 単 位

r1 円筒形アタッチメントの半径 mm

へR2 第２ラグ又は第2脚に受ける荷重 N

へR3 第3脚に受ける荷重 N

へR4 第4脚に受ける荷重 N

へR5 第5脚に受ける荷重 N

トR 運転時質量によるラグつけ根部の鉛直方向反力 N

へR 運転時質量により胴のラグつけ根部に作用する鉛直方向反力 N

トRD 鉛直下向き地震力によるラグつけ根部の鉛直方向反力 N

へRe 鉛直方向地震により胴のラグつけ根部に作用する鉛直方向反力 N

ニRe 鉛直方向地震による脚の軸力 N

ヌRi 各ラック箱に作用する反力　i=A,B,C,D N

ニRl Ｚ方向地震により脚に作用する軸力 N

rm 胴の平均半径 mm

トRo 鉛直方向荷重によるラグつけ根部の鉛直方向反力 N

トRU 鉛直上向き地震力によるラグつけ根部の鉛直方向反力 N

トRV 鉛直方向地震によるラグつけ根部の鉛直方向反力 N

ニRx1 Ｘ方向地震により第1脚～第4脚に作用する軸力 N

ニRz1 Ｚ方向地震により第1脚及び第3脚に作用する軸力 N

ニRz2 Ｚ方向地震により第2脚及び第4脚に作用する軸力 N

ニR 運転時質量による脚の軸力 N

DR (おそらく）機関の同期回転速度 min-1

s ボルトと基礎の縦弾性係数比 －

Sl 繰返しピーク応力強さ MPa

Sl' 補正繰返しピーク応力強さ MPa

Sn
一次応力と二次応力を加えて求めた応力解析による応力強さのサイク
ルにおいて，その最大値と最小値との差

MPa

Sp 地震荷重のみにおける一次＋二次＋ピーク応力の応力差範囲 MPa

Su 「JSME S NC1」付録材料図表Part5表9に定める値 MPa

Sy 「JSME S NC1」付録材料図表Part5表8に定める値 MPa

Sa 胴板の許容応力 MPa

Sw 1箇所当たりの溶接部有効断面積 mm2

Sw1 1箇所当たりの鉛直方向溶接部有効断面積 mm2

Sw2 1箇所当たりの水平方向溶接部有効断面積 mm2

T 固有周期 s

t 容器の板厚 mm

lt1 ルーバ振れ止めの厚さ mm

t1 ボルト面積相当板幅 mm

lt2 中央支柱上端部厚さ mm

t2 圧縮側基礎相当幅 mm

lt3 支柱の厚さ(ルーバ板用溝部の最小厚さ) mm

tB 底板の板厚 mm

te 支持構造物取付部における容器の有効板厚 mm

ts 支持構造物の板厚 mm

tw 支持構造物取付部の当板板厚 mm

u 脚の中心軸から胴板の板厚中心までの距離 mm

W 側板の幅 mm

1713



 

22 

 

 

記 号 表示内容 単 位

WB1 , WB2 底板の有効幅 mm

cWF 巻上荷重(定格荷重) N

rWi 各燃料及び各燃料収納缶 の質量　i=A,B,C,D kg

w ジブ単位長さ当たりの質量 kg/mm

Xn 基礎が圧縮力を受ける幅 mm

Y スカート開口部の水平断面における最大円周長さ mm

z ボルト計算における係数 －

Ze 引用文献(3)による容器の断面係数 mm3

rZi 各ラック箱の断面係数　i=A,B,C,D mm
3

Zs 支持構造物の断面係数 mm3

トZsl
ラグの半径方向軸に対する断面係数
ラグの胴平板における面外方向軸に対する断面係数

mm3

Zsl，Zsr 支持構造物の半径方向軸に対する断面係数 mm
3

Zsp 支持構造物のねじり断面係数 mm3

Zst 支持構造物の周方向軸に対する断面係数 mm3

LZsx , LZsy 昇降シャフト水平方向軸に対する断面係数  mm3

Zsx 支持構造物の長手方向軸（ラグの鉛直）に対する断面係数 mm3

Zsy 支持構造物の横方向軸（ラグの直角）に対する断面係数 mm3

ワZwf 吊具の断面係数 mm3

Zx 容器のＸ方向軸(幅方向軸)に対する断面係数 mm3

ワZxt1 ジブのｘ軸に関する断面係数(引張側) mm3

ワZxt2 ジブのｘ軸に関する断面係数(圧縮側) mm3

Zy 容器のＹ方向軸に対する断面係数 mm3

ワZyt1 ジブのｙ軸に関する断面係数(引張側) mm3

ワZyt2 ジブのｙ軸に関する断面係数(圧縮側) mm
3

Zz 容器のＺ方向軸(奥行方向軸)に対する断面係数 mm3

ヲZ 部材の断面係数 mm3

α1 ボルト計算における中立軸を定める角度 rad

α 脚の開き角 rad

β，β1 ,β2 ,βl ,

βc

引用文献(1)及び(2)によるアタッチメントパラメータ －

γ 引用文献(1)及び(2)によるシェルパラメータ －

ハδ0 荷重Q，Q'による容器の重心での変位量 mm

イδo 荷重Q及びQ'による容器の重心での変位量 mm

トδ11 上部重心へ単位水平力をかけた場合の上部重心の水平方向変位量 mm

チδ11 上部重心へ単位水平力をかけた場合の上部重心の水平方向変位量 mm

トδ12 下部重心へ単位水平力をかけた場合の上部重心の水平方向変位量 mm

チδ12 下部重心へ単位水平力をかけた場合の上部重心の水平方向変位量 mm

トδ21 上部重心へ単位水平力をかけた場合の下部重心の水平方向変位量 mm

チδ21 上部重心へ単位水平力をかけた場合の下部重心の水平方向変位量 mm

トδ22 下部重心へ単位水平力をかけた場合の下部重心の水平方向変位量 mm

チδ22 下部重心へ単位水平力をかけた場合の下部重心の水平方向変位量 mm

ハδ' 荷重Q'による容器の上端での変位量 mm

トδ11V , トδ21V
上部重心へ単位鉛直力をかけた場合の上部及び下部重心の鉛直方向変
位量

mm

トδ12V , トδ22V
下部重心へ単位鉛直力をかけた場合の上部及び下部重心の水平方向変
位量

mm
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記 号 表示内容 単 位

ニΔr 運転時質量による胴の半径方向局部変位量 mm

ニΔr1 水平力ニF0による胴の半径方向局部変位量 mm

ニδV 鉛直荷重ニFVによる変位量 mm

トΔx1 水平力トF1及びトF2による胴の中心軸の水平方向変位量 mm

チΔx1 水平力チF1による上部胴の曲げ及びせん断変形による水平方向変位量 mm

ニΔx1 水平力ニF0による第1脚上端の水平方向変位量 mm

トΔx2 水平力トF1による上部胴の曲げ及びせん断変形による水平方向変位量 mm

チΔx2 水平力チF2による下部胴の曲げ及びせん断変形による水平方向変位量 mm

トΔx3 水平力トF2による下部胴の曲げ及びせん断変形による水平方向変位量 mm

ニΔx3 水平力ニF0による第2脚上端の水平方向変位量 mm

ニΔy1 水平力ニF0による第1脚の鉛直方向変位量 mm

ニΔy2 ニFVによる支持脚の圧縮変位 mm

ニΔy3 ニFVによる胴の圧縮変位 mm

ニΔy4 局部傾き角ニθによる鉛直変位 mm

ハδ 荷重Qによる容器の上端での変位量 mm

イδ 荷重Qによる容器の上端での変位量 mm

ニδ 水平力ニF0による胴重心の変位量 mm

イδ’ 荷重イQ'による容器の上端での変位量 mm

ε
拘束係数
ラグの回転を拘束する場合：1
ラグの回転を拘束しない場合：0

－

ζ 胴の傾斜角度 rad

η 座屈応力に対する安全率 －

ニθ0 水平力ニF0による胴の中心軸の傾き角 rad

θ0 胴の脚端部より鉛直軸までの角度 rad

θ 脚取付部における胴の有効範囲角の2分の1 rad

トθ1 水平力トF1及びトF2による胴の第1ラグつけ根部の局部傾き角 rad

ニθ1 水平力ニF0による第1脚の傾き角 rad

トθ2 水平力トF1及びトF2による胴の第3ラグつけ根部の局部傾き角 rad

トθ3 水平力トF1及びトF2による第2，第4ラグの周方向ねじれ角 rad

ニθ3 水平力ニF0による第2脚の傾き角 rad

トθ0U 鉛直上向き地震力による胴のラグつけ根部の局部傾き角 rad

ニθ'1 水平力ニF0による胴の第1脚つけ根部における局部傾き角 rad

トθs0 運転時質量によるラグの基礎に対する傾き角 rad

トθs0U 鉛直上向き地震力による胴のラグつけ根部の局部傾き角 rad

トθs1 水平力トF1及びトF2による第1ラグの基礎に対する傾き角 rad

トθs2 水平力トF1及びトF2による第3ラグの基礎に対する傾き角 rad

ニθ 運転時質量による胴の脚つけ根部における局部傾き角 rad

ヲλ1 定数(=1.875) －

ヌλi 各ラック箱のモード係数　i=A,B,C,D －

ルλ 定数 (両端支持：π，両端固定：4.730) －

ρ 液体の比重 －

ρ' 液体の比重量(=10-6×gρ) N/mm3

σ0 容器の組合せ一次一般膜応力の最大値 MPa

ワσ1 ジブ取付ボルトの引張応力の合計 MPa

σ1 容器の一次応力の最大値 MPa

ヌσ2 サポート板に生じる圧縮応力 MPa
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記 号 表示内容 単 位

ワσ2 クレーン取付ボルトの引張応力の合計 MPa

σ2 容器の地震動のみによる一次＋二次応力の変動値 MPa

ヌσ3 固定金具溶接部に生じる引張応力 MPa

ニσ11 ～ ニσ14 Ｚ方向地震が作用した場合の胴板の組合せ一次応力 MPa

ニσ15 ， ニσ16 Ｘ方向地震が作用した場合の胴板の組合せ一次応力 MPa

へσ21 , へσ22
Ｘ方向及び鉛直方向地震が作用した場合の胴板の一次＋二次応力の変
動値

MPa

ニσ21 ～ ニσ24 Ｚ方向地震が作用した場合の胴板の組合せ一次＋二次応力の変動値 MPa

へσ23 , へσ24
Ｚ方向及び鉛直方向地震が作用した場合の胴板の一次＋二次応力の変
動値

MPa

ニσ25 , ニσ26 Ｘ方向地震が作用した場合の胴板の組合せ一次＋二次応力の変動値 MPa

トσ111 , トσ112 Ⅹ方向及び鉛直方向地震が作用した場合の胴板の組合せ一次応力 MPa

トσ211 , トσ212
Ｘ方向及び鉛直方向地震が作用した場合の胴板の組合せ一次＋二次応
力の変動値

MPa

イσ0c 胴板の組合せ一次一般膜応力(圧縮側) MPa

ホσ0c
横方向地震及び鉛直方向地震が作用した場合の胴板の組合せ一次一般
膜応力

MPa

イσ0c 胴板の組合せ圧縮応力 MPa

イσ0cl 据付面から下部の胴の組合せ圧縮応力 MPa

イσ0cu 据付面から上部の胴の組合せ圧縮応力 MPa

ロσ0cx 横方向地震が作用した場合の側板高さ方向一次一般膜応力 MPa

ホσ0cx
横方向地震及び鉛直方向地震が作用した場合の胴板の軸方向一次一般
膜応力の和

MPa

ロσ0cy 横方向地震が作用した場合の側板幅方向一次一般膜応力 MPa

ホσ0cφ
横方向地震及び鉛直方向地震が作用した場合の胴板の周方向一次一般
膜応力の和

MPa

ロσ0l 長手方向地震が作用した場合の側板の一次一般膜応力 MPa

ホσ0l
長手方向地震及び鉛直方向地震が作用した場合の胴板の組合せ一次一
般膜応力

MPa

ロσ0lx 長手方向地震が作用した場合の側板高さ方向一次一般膜応力 MPa

ホσ0lx
長手方向地震及び鉛直方向地震が作用した場合の胴板の軸方向一次一
般膜応力の和

MPa

ロσ0ly 長手方向地震が作用した場合の側板幅方向一次一般膜応力 MPa

ホσ0lφ
長手方向地震及び鉛直方向地震が作用した場合の胴板の周方向一次一
般膜応力の和

MPa

イσ0t 胴板の組合せ一次一般膜応力(引張側) MPa

イσ0tl 据付面から下部の胴の組合せ引張応力 MPa

イσ0tu 据付面から上部の胴の組合せ引張応力 MPa

トσ0x 胴板の軸方向一次一般膜応力 MPa

チσ0x Ｘ方向地震及び鉛直方向地震が作用した場合の胴板の一次一般膜応力 MPa

へσ0x 胴板の軸方向一次一般膜応力 MPa

ニσ0x 胴板の軸方向の一次一般膜応力 MPa

チσ0xy
Ｘ方向地震及び鉛直方向地震が作用した場合の胴板高さ方向一次一般
膜応力

MPa

チσ0xz
Ｘ方向地震及び鉛直方向地震が作用した場合の胴板幅方向一次一般膜
応力

MPa

へσ0xφ , へσ0xx
Ｘ方向地震及び鉛直方向地震が作用した場合の周方向及び軸方向一次
一般膜応力の和

MPa

チσ0z Ｚ方向地震及び鉛直方向地震が作用した場合の胴板の一次一般膜応力 MPa

へσ0z Ｚ方向地震による胴板の一次一般膜応力の最大値 MPa
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記 号 表示内容 単 位

チσ0zx
Ｚ方向地震及び鉛直方向地震が作用した場合の胴板幅方向一次一般膜
応力

MPa

チσ0zy
Ｚ方向地震及び鉛直方向地震が作用した場合の胴板高さ方向一次一般
膜応力

MPa

へσ0zφ , へσ0zx
Ｚ方向地震及び鉛直方向地震が作用した場合の周方向及び軸方向一次
一般膜応力の和

MPa

トσ0φ 胴板の周方向一次一般膜応力 MPa

へσ0φ 胴板の周方向一次一般膜応力 MPa

ニσ0φ 胴板の周方向の一次一般膜応力 MPa

トσ11 ～ トσ16 Ｚ方向地震及び鉛直方向地震が作用した場合の胴の組合せ一次応力 MPa

トσ17 ～ トσ110 Ｘ方向地震及び鉛直方向地震が作用した場合の胴の組合せ一次応力 MPa

ホσ1c 横方向地震及び鉛直方向地震が作用した場合の胴板の組合せ一次応力 MPa

ホσ1cx
横方向地震及び鉛直方向地震が作用した場合の胴板の軸方向一次応力
の和

MPa

ホσ1cφ
横方向地震及び鉛直方向地震が作用した場合の胴板の周方向一次応力
の和

MPa

ヌσ1i 各ラック箱に生じる曲げ応力　i=A,B,C,D MPa

ホσ1l
長手方向地震及び鉛直方向地震が作用した場合の胴板の組合せ一次応
力

MPa

ホσ1lx
長手方向地震及び鉛直方向地震が作用した場合の胴板の軸方向一次応
力の和

MPa

ホσ1lφ
長手方向地震及び鉛直方向地震が作用した場合の胴板の周方向一次応
力の和

MPa

トσ1s ～ トσ3s Ｚ方向地震によるラグの組合せ応力 MPa

トσ21 ～ トσ26
Ｚ方向地震及び鉛直方向地震が作用した場合の胴の一次＋二次応力の
変動値

MPa

トσ27 ～ トσ210
Ｘ方向地震及び鉛直方向地震が作用した場合の胴の一次＋二次応力の
変動値

MPa

ロσ2c 横方向地震が作用した場合の側板の一次＋二次応力 MPa

イσ2c 胴板の一次＋二次応力の変動値(圧縮側) MPa

ホσ2c
横方向地震及び鉛直方向地震が作用した場合の胴板の組合せ一次＋二
次応力の変動値

MPa

イσ2c 胴板の一次＋二次応力の変動値(圧縮側) MPa

イσ2cl 据付面から下部の胴板の一次＋二次応力の変動値(圧縮側) MPa

イσ2cu 据付面から上部の胴板の一次＋二次応力の変動値(圧縮側) MPa

ロσ2cx 横方向地震が作用した場合の側板高さ方向一次＋二次応力 MPa

ホσ2cx
横方向地震及び鉛直方向地震が作用した場合の胴板の軸方向一次＋二
次応力の和

MPa

ロσ2cy 横方向地震が作用した場合の側板幅方向一次＋二次応力 MPa

ホσ2cφ
横方向地震及び鉛直方向地震が作用した場合の胴板の周方向一次＋二
次応力の和

MPa

ロσ2l 長手方向地震が作用した場合の側板の一次＋二次応力 MPa

ホσ2l
長手方向地震及び鉛直方向地震が作用した場合の胴板の組合せ一次＋
二次応力の変動値

MPa

ロσ2lx 長手方向地震が作用した場合の側板高さ方向一次＋二次応力 MPa

ホσ2lx
長手方向地震及び鉛直方向地震が作用した場合の胴板の軸方向一次＋
二次応力の和

MPa

ロσ2ly 長手方向地震が作用した場合の側板幅方向一次＋二次応力 MPa

ホσ2lφ
長手方向地震及び鉛直方向地震が作用した場合の胴板の周方向一次＋
二次応力の和

MPa

チσ2s Ｘ方向地震が作用した場合のラグの組合せ応力 MPa

イσ2t 胴板の一次＋二次応力の変動値(引張側) MPa
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イσ2tl 据付面から下部の胴板の一次＋二次応力の変動値(引張側) MPa

イσ2tu 据付面から上部の胴板の一次＋二次応力の変動値(引張側) MPa

ハσ2x 胴板の軸方向一次＋二次応力の和 MPa

チσ2x
Ｘ方向地震及び鉛直方向地震が作用した場合の胴板の組合せ一次＋二
次応力の変動値

MPa

へσ2x3
Ｘ方向地震が作用した場合の胴のラグつけ根部に生じる軸方向二次応
力

MPa

へσ2x4
Ｚ方向地震又は長手方向地震により胴の脚つけ根部に生じる周方向二
次応力及び軸方向二次応力の和

MPa

へσ2x5
鉛直方向地震が作用した場合に生じる鉛直方向モ一メントによる胴板
の軸方向二次応力

MPa

イσ2xc 胴板の軸方向一次＋二次応力の和(圧縮側) MPa

イσ2xt 胴板の軸方向一次＋二次応力の和(引張側) MPa

へσ2xx1 , へσ2xx2
Ｘ方向地震及び鉛直方向地震が作用した場合の胴板の軸方向一次＋二
次応力の和

MPa

トσ2xx1 ， トσ2xx2
Ⅹ方向及び鉛直方向地震が作用した場合の胴板の軸方向一次＋二次応
力の和

MPa

トσ2xx1 ～ トσ2xx4
Ｘ方向地震及び鉛直方向地震が作用した場合の胴板の軸方向一次＋二
次応力の和

MPa

ニσ2xx1 , ニσ2xx2 Ｘ方向地震が作用した場合の胴板の軸方向一次＋二次応力の和 MPa

チσ2xy
Ｘ方向地震及び鉛直方向地震が作用した場合の胴板高さ方向一次＋二
次応力の和

MPa

トσ2xy1 ～ トσ2xy4
Ｙ方向及び鉛直方向地震が作用した場合の胴板の軸方向一次＋二次応
力の和

MPa

チσ2xz
Ｘ方向地震及び鉛直方向地震が作用した場合の胴板幅方向一次＋二次
応力の和

MPa

へσ2xz1 , へσ2xz2
Ｚ方向地震及び鉛直方向地震が作用した場合の胴板の軸方向一次＋二
次応力の和

MPa

トσ2xz1 ～ トσ2xz6
Ｚ方向地震及び鉛直方向地震が作用した場合の胴板の軸方向一次＋二
次応力の和

MPa

ニσ2xz1 ～ ニσ2xz4 Ｚ方向地震が作用した場合の胴板の軸方向一次＋二次応力の和 MPa

チσ2z
Ｚ方向地震及び鉛直方向地震が作用した場合の胴板の組合せ一次＋二
次応力の変動値

MPa

チσ2zx
Ｚ方向地震及び鉛直方向地震が作用した場合の胴板幅方向一次＋二次
応力の和

MPa

チσ2zy
Ｚ方向地震及び鉛直方向地震が作用した場合の胴板高さ方向一次＋二
次応力の和

MPa

ハσ2φ 胴板の周方向一次＋二次応力 MPa

イσ2φ 胴板の周方向一次＋二次応力の和 MPa

トσ2φ10 , トσ2x10
Ｘ方向地震が作用した場合の周方向モーメントによるラグつけ根部の
胴板の周方向二次応力及び軸方向二次応力

MPa

ト2σ2φ10 , ト2σ2x10
鉛直方向地震が作用した場合の鉛直方向モーメントによる胴板の周方
向二次応力及び軸方向二次応力

MPa

ト2σ2φ10D , ト2σ2x10D
鉛直方向下向き地震が作用した場合の鉛直方向モーメントによる胴板
の周方向二次応力及び軸方向二次応力

MPa

ト2σ2φ10U , ト2σ2x10U
鉛直方向上向き地震が作用した場合の鉛直方向モーメントによる胴板
の周方向二次応力及び軸方向二次応力

MPa

ニσ2φ10 , ニσ2x10
Ｘ方向地震が作用した場合の鉛直方向モーメントによる胴板の周方向
二次応力及び軸方向二次応力

MPa

トσ2φ11 , トσ2x11
Ｙ方向地震が作用した場合の鉛直方向モーメントによる第1ラグつけ根
部の胴板の周方向二次応力及び軸方向二次応力

MPa

ニσ2φ11 , ニσ2x11
Ｘ方向地震が作用した場合の周方向モーメントによる胴板の周方向二
次応力及び軸方向二次応力

MPa

トσ2φ12 , トσ2x12
Ｙ方向地震が作用した場合の鉛直方向モーメントによる第2ラグつけ根
部の胴板の周方向二次応力及び軸方向二次応力

MPa
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トσ2φ13 , トσ2x13
Ｙ方向地震が作用した場合の周方向モーメントによるラグつけ根部の
周方向二次応力及び軸方向二次応力

MPa

ニσ2φ13 , ニσ2x13
鉛直方向地震が作用した場合の半径方向荷重による胴板の周方向二次
応力及び軸方向二次応力

MPa

トσ2φ14 , トσ2x14
Ｙ方向地震が作用した場合の半径方向荷重により生じる胴板の周方向
二次応力及び軸方向二次応力

MPa

ニσ2φ14 , ニσ2x14
鉛直方向地震が作用した場合の鉛直方向モーメントによる胴板の周方
向二次応力及び軸方向二次応力

MPa

へσ2φ3
Ｘ方向地震が作用した場合の半径方向荷重による胴板の周方向二次応
力

MPa

へσ2φ32 , へσ2x32
Ｘ方向地震により胴のラグつけ根部に生じる周方向二次応力及び軸方
向二次応力

MPa

トσ2φ3 , トσ2x3
鉛直方向地震が作用した場合の鉛直方向モーメントによる胴板の周方
向二次応力及び軸方向二次応力

MPa

トσ2φ3D , トσ2x3D
鉛直下向き地震力が作用した場合の鉛直方向モーメントによる胴板の
周方向二次応力及び軸方向二次応力

MPa

トσ2φ3U , トσ2x3U
鉛直上向き地震力が作用した場合の鉛直方向モーメントによる胴板の
周方向二次応力及び軸方向二次応力

MPa

へσ2φ4
Ｚ方向地震又は長手方向地震が作用した場合に生じる周方向モーメン
トによる胴板の周方向二次応力

MPa

ホσ2φ41 , ホσ2x41
長手方向地震による胴の脚つけ根部のモーメントにより生じる周方向
二次応力及び軸方向二次応力

MPa

ホσ2φ42 , ホσ2x42
長手方向地震による胴の脚つけ根部の鉛直荷重により生じる周方向二
次応力及び軸方向二次応力

MPa

ホσ2φ5 , ホσ2x5
横方向地震による胴の脚つけ根部のモーメントにより生じる周方向二
次応力及び軸方向二次応力

MPa

へσ2φ5V ,へσ2x5V
鉛直方向地震により胴のラグつけ根部に生じる周方向二次応力及び軸
方向二次応力の和

MPa

へσ2φ51 , へσ2x51
鉛直方向地震による胴のラグつけ根部のモーメントにより生じる周方
向二次応力及び軸方向二次応力

MPa

へσ2φ52 ,へσ2x52
鉛直方向地震による胴のラグつけ根部の水平方向反力により生じる周
方向二次応力及び軸方向二次応力

MPa

トσ2φ5 , トσ2x5
Ｚ方向地震が作用した場合の鉛直方向モーメントによる第1ラグつけ根
部の胴板の周方向二次応力及び軸方向二次応力

MPa

ニσ2φ6 , ニσ2x6
Ｚ方向地震が作用した場合の半径方向荷重による胴板の周方向二次応
力及び軸方向二次応力

MPa

トσ2φ6 , トσ2x6
Ｚ方向地震が作用した場合の鉛直方向モーメントによるラグつけ根部
の胴板の周方向二次応力及び軸方向二次応力

MPa

ホσ2φ7 , ホσ2x7
鉛直方向地震により胴の脚つけ根部に生じる周方向二次応力及び軸方
向二次応力

MPa

ニσ2φ7 , ニσ2x7
Ｚ方向地震が作用した場合の鉛直方向モーメントによる胴板の周方向
二次応力及び軸方向二次応力

MPa

トσ2φ7 , トσ2x7
Ｚ方向地震が作用した場合の半径方向荷重による胴板の周方向二次応
力及び軸方向二次応力

MPa

ニσ2φ8 , ニσ2x8
Ｚ方向地震が作用した場合の周方向モーメントによる胴板の周方向二
次応力及び軸方向二次応力

MPa

トσ2φ8 , トσ2x8
Ｘ方向地震が作用した場合の鉛直方向モーメントによる第1及び第4ラ
グつけ根部の胴板の周方向二次応力及び軸方向二次応力

MPa

ト2σ2φ8 , ト2σ2x8
Ｘ方向地震が作用した場合の周方向モーメントによる胴板の周方向二
次応力及び軸方向二次応力

MPa

ニσ2φ9 , ニσ2x9
Ｘ方向地震が作用した場合の半径方向荷重による胴板の周方向二次応
力及び軸方向二次応力

MPa

トσ2φ9 , トσ2x9
Ｘ方向地震が作用した場合の鉛直方向モーメントによる第2及び第3ラ
グつけ根部の胴板の周方向二次応力及び軸方向二次応力

MPa

へσ2φx1 , へσ2xx1
Ｘ方向地震が作用した場合の胴板の周方向二次応力及び軸方向二次応
力の和(第1評価点)

MPa

へσ2φx1 , へσ2φx2
Ｘ方向地震及び鉛直方向地震が作用した場合の胴板の周方向一次＋二
次応力の和

MPa
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へσ2φx2 , へσ2xx2
Ｘ方向地震が作用した場合の胴板の周方向二次応力及び軸方向二次応
力の和(第2評価点)

MPa

トσ2φx1 ， トσ2φx2
Ⅹ方向及び鉛直方向地震が作用した場合の胴板の周方向一次＋二次応
力の和

MPa

トσ2φx1 ～ トσ2φx4
Ｘ方向地震及び鉛直方向地震が作用した場合の胴板の周方向一次＋二
次応力の和

MPa

ニσ2φx1 , ニσ2φx2 Ｘ方向地震が作用した場合の胴板の周方向一次＋二次応力の和 MPa

トσ2φy1 ～ トσ2φy4
Ｙ方向及び鉛直方向地震が作用した場合の胴板の周方向一次＋二次応
力の和

MPa

へσ2φz1 , へσ2xz1
Ｚ方向地震が作用した場合の胴板の周方向二次応力及び軸方向二次応
力の和(第1評価点)

MPa

へσ2φz1 , へσ2φz2
Ｚ方向地震及び鉛直方向地震が作用した場合の胴板の周方向一次＋二
次応力の和

MPa

へσ2φz2 , へσ2xz2
Ｚ方向地震が作用した場合の胴板の周方向二次応力及び軸方向二次応
力の和(第2評価点)

MPa

トσ2φz1 ～ トσ2φz6
Ｚ方向地震及び鉛直方向地震が作用した場合の胴板の周方向一次＋二
次応力の和

MPa

ニσ2φz1 ～ ニσ2φz4 Ｚ方向地震が作用した場合の胴板の周方向一次＋二次応力の和 MPa

トσ3s , トσ4s Ｙ方向及び鉛直方向地震が作用した場合のラグの組合せ応力 MPa

トσ4s , トσ5s Ｘ方向地震によるラグの組合せ応力 MPa

トσ5s Ⅹ方向及び鉛直方向地震が作用した場合のラグの組合せ応力 MPa

ヲσb 曲げ応力 MPa

σb ボルトに生じる引張応力の最大値 MPa

チσb1 Ｚ方向地震により生じる取付ボルトの引張応力 MPa

ニσb1 ， ニσb2 Ｚ方向地震により基礎ボルトに生じる引張応力 MPa

トσb1 ～ トσb3 Ｚ方向地震及び鉛直方向地震により取付ボルトに生じる引張応力 MPa

チσb2 Ｘ方向地震により生じる取付ボルトの引張応力 MPa

トσb3 , トσb4 Ｙ方向及び鉛直方向地震により取付ボルトに生じる引張応力 MPa

ニσb4 Ｘ方向地震により基礎ボルトに生じる引張応力 MPa

トσb4 , トσb5 Ｘ方向地震及び鉛直方向地震により取付ボルトに生じる引張応力 MPa

トσb5 Ⅹ方向及び鉛直方向地震により取付ボルトに生じる引張応力 MPa

リσbA ブラケット取付ボルトに生じる引張応力 MPa

ロσbc 横方向地震が作用した場合の基礎ボルトの引張応力 MPa

ワσbc ジブの曲げ応力の合計(圧縮側) MPa

Rσbi

ボルトに生じる引張応力 iは3.1.3.1.14項,3.1.3.1.15項又は以下に
よる
i=1：固定子取付ボルト
i=2：機関側軸受台取付ボルト
i=3：軸受台取付ボルト
i=4：中間台取付ボルト

MPa

ロσbl 長手方向地震が作用した場合の基礎ボルトの引張応力 MPa

ワσbt ジブの曲げ応力の合計(引張側) MPa

ロσc 横方向地震が作用した場合の側板の一次一般膜応力 MPa

イσc 基礎に生じる圧縮応力 MPa

ヲσc 圧縮応力 MPa

ロσP1 内圧により生じる側板高さ方向の応力 MPa

ロσP2 内圧により生じる側板幅方向の応力 MPa

σs 支持構造物の組合せ応力の最大値 MPa

σs1 ，σs1i 運転時質量により支持構造物に生じる応力 MPa

σs2 ，σs2i 鉛直方向地震により支持構造物に生じる応力 MPa
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σs3 ，σs3i ，σs4

，σs4i ，σs5 ，σs5i

水平方向地震により支持構造物に生じる応力 MPa

リσs1 昇降シャフトの運転時質量による圧縮応力 MPa

リσs1s 昇降用シリンダの運転時質量による圧縮応力 MPa

リσs2 昇降シャフトの長手方向地震による曲げ，圧縮応力 MPa

リσs3 昇降シャフトの横方向地震による曲げ，圧縮応力 MPa

リσs4 昇降シャフトの鉛直方向地震による圧縮応力 MPa

リσs4s 昇降用シリンダの鉛直方向地震による圧縮応力 MPa

σsc 脚の圧縮応力の和 MPa

リσsc 横方向地震が作用した場合の昇降シャフト組合せ応力 MPa

リσsl 長手方向地震が作用した場合の昇降シャフト組合せ応力 MPa

リσsls 昇降用シリンダ組合せ応力 MPa

σsr 脚の半径方向軸まわりの圧縮側曲げ応力の和 MPa

σst 脚の半径方向に直角な軸まわりの圧縮側曲げ応力の和 MPa

ヲσt 引張応力 MPa

ワσwf 吊具の組合せ応力 MPa

ハσx 胴板の軸方向応力の和 MPa

ロσx1 運転時質量により側板に生じる圧縮応力 MPa

トσx12 鉛直方向地震による胴板の軸方向応力 MPa

ニσx12 鉛直方向地震による胴板の軸方向応力 MPa

ロσx2 鉛直地震により側板に生じる圧縮応力 MPa

へσx2 運転時質量により胴のラグつけ根に生じる軸方向応力 MPa

σx2 運転時質量による容器の軸方向応力 MPa

へσx23 運転時質量による胴板に生じる軸方向引張応力 MPa

イσx2l 据付面から下部の胴の運転時質量による軸方向応力 MPa

イσx2u 据付面から上部の胴の運転時質量による軸方向応力 MPa

ハσx3 胴板の水平方向地震による曲げ応力 MPa

ロσx3 長手方向地震により側板に生じる曲げ応力 MPa

チσx3 Ｚ方向地震による胴の曲げ応力 MPa

イσx3 胴板の鉛直方向地震による軸方向応力 MPa

へσx3
Ｘ方向地震が作用した場合の半径方向荷重による胴板の軸方向一次応
力

MPa

イσx3 胴板の空質量による軸方向圧縮応力 MPa

へσx31
Ｘ方向地震による胴のラグつけ根部の曲げモーメントにより生じる軸
方向応力

MPa

イσx3l 据付面から下部の胴の鉛直方向地震による軸方向応力 MPa

イσx3u 据付面から上部の胴の鉛直方向地震による軸方向応力 MPa

ハσx4 胴板の鉛直方向地震による軸方向応力 MPa

ロσx4 横方向地震により側板に生じる曲げ応力 MPa

トσx4
水平方向地震が作用した場合の転倒モーメントによる胴板の軸方向応
力

MPa

チσx4 Ｘ方向地震による胴の曲げ応力 MPa

イσx4 胴板の水平方向地震による軸方向応力 MPa

へσx4
Ｚ方向地震が作用した場合に生じる周方向モーメントによる胴板の軸
方向一次応力

MPa

イσx4 胴板の水平方向地震による軸方向応力 MPa
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ホσx43 長手方向地震により生じる水平方向荷重による胴の応力 MPa

チσx5 鉛直方向地震による胴板の高さ方向の応力 MPa

へσx5
鉛直方向地震が作用した場合に生じる鉛直方向モ一メントによる胴板
の軸方向一次応力

MPa

イσx5 胴板の鉛直方向地震による軸方向引張応力 MPa

ニσx5 地震が作用した場合の転倒モーメントによる胴板の軸方向応力 MPa

へσx53 鉛直方向地震による胴板に生じる軸方向引張応力 MPa

ホσx6
胴の鉛直方向地震による長手方向曲げモーメントにより胴に生じる軸
方向一次応力

MPa

イσx6 胴板の鉛直方向地震による軸方向圧縮応力 MPa

トσx9 鉛直方向地震による胴板の軸方向応力 MPa

イσxc 胴板の軸方向一次一般膜応力の和(圧縮側) MPa

へσxc1 , へσxc2
Ｘ方向地震及び鉛直方向地震が作用した場合の胴板の組合せ軸方向一
次応力

MPa

イσxt 胴板の軸方向一次一般膜応力の和(引張側) MPa

へσxx1 ,へσxx2
Ｘ方向地震及び鉛直方向地震が作用した場合の胴板の軸方向一次応力
の和

MPa

ニσxx1 , ニσxx2 Ｘ方向地震が作用した場合の胴板の軸方向一次応力の和 MPa

トσxx1 , トσxx2 Ⅹ方向及び鉛直方向地震が作用した場合の胴板の軸方向一次応力の和 MPa

トσxx1 ～ トσxx4
Ｘ方向地震及び鉛直方向地震が作用した場合の胴板の軸方向一次応力
の和

MPa

トσxy1 ～ トσxy4 Ｙ方向及び鉛直方向地震が作用した場合の胴板の軸方向一次応力の和 MPa

へσxz1 , へσxz2
Ｚ方向地震及び鉛直方向地震が作用した場合の胴板の軸方向一次応力
の和

MPa

ニσxz1 ～ ニσxz4 Ｚ方向地震が作用した場合の胴板の軸方向一次応力の和 MPa

トσxz1 ～ トσxz6
Ｚ方向地震及び鉛直方向地震が作用した場合の胴板の軸方向一次応力
の和

MPa

へσzc1 , へσzc2
Ｚ方向地震及び鉛直方向地震が作用した場合の胴板の組合せ軸方向一
次応力

MPa

ハσφ 胴板の周方向応力 MPa

イσφ 胴板の周方向応力の和 MPa

σφ1 , σx1 静水頭又は内圧による容器の周方向応力及び軸方向応力 MPa

ニσφ10 , ニσx10
Ｘ方向地震が作用した場合の鉛直方向モーメントによる胴板の周方向
一次応力及び軸方向一次応力

MPa

トσφ10 , トσx10
Ｘ方向地震が作用した場合の周方向モーメントによるラグつけ根部の
胴板の周方向一次応力及び軸方向一次応力

MPa

ト2σφ10 , ト2σx10
鉛直方向地震が作用した場合の鉛直方向モーメントによるラグつけ根
部の胴板の周方向一次応力及び軸方向一次応力

MPa

ト2σφ10D , ト2σx10D
鉛直下向き地震が作用した場合の鉛直方向モーメントによるラグつけ
根部の胴板の周方向一次応力及び軸方向一次応力

MPa

ト2σφ10U , ト2σx10U
鉛直上向き地震が作用した場合の鉛直方向モーメントによるラグつけ
根部の胴板の周方向一次応力及び軸方向一次応力

MPa

ニσφ11 , ニσx11
Ｘ方向地震が作用した場合の周方向モーメントによる胴板の周方向一
次応力及び軸方向一次応力

MPa

トσφ11 , トσx11
Ｙ方向地震が作用した場合の鉛直方向モーメントによる第1ラグつけ根
部の胴板の周方向一次応力及び軸方向一次応力

MPa

トσφ12 , トσx12
Ｙ方向地震が作用した場合の鉛直方向モーメントによる第2ラグつけ根
部の胴板の周方向一次応力及び軸方向一次応力

MPa

ニσφ3 , ニσx13
鉛直方向地震が作用した場合の半径方向荷重による胴板の周方向応力
及び軸方向応力

MPa

トσφ13 , トσx13
鉛直方向地震が作用した場合の鉛直方向モーメントによる胴板の周方
向一次応力及び軸方向一次応力

MPa

ト2σφ13 , ト2σx13
Ｙ方向地震が作用した場合の周方向モーメントによるラグつけ根部の
周方向一次応力及び軸方向一次応力

MPa
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トσφ13D , トσx13D
鉛直下向き地震力が作用した場合の鉛直方向モーメントによる胴板の
周方向一次応力及び軸方向一次応力

MPa

トσφ13U , トσx13U
鉛直上向き地震力が作用した場合の鉛直方向モーメントによる胴板の
周方向一次応力及び軸方向一次応力

MPa

ニσφ3 , ニσx14
鉛直方向地震が作用した場合の鉛直方向モーメントによる胴板の周方
向応力及び軸方向応力

MPa

トσφ14 , トσx14
Ｙ方向地震が作用した場合の半径方向荷重により生じる胴板の周方向
一次応力及び軸方向一次応力

MPa

σφ2 静水頭に鉛直方向地震力が加わり容器に生じる周方向応力 MPa

へσφ21 , へσx21
運転時質量による胴のラグつけ根部のモーメントにより生じる周方向
応力及び軸方向応力

MPa

へσφ22 , へσx22
運転時質量による胴のラグつけ根部の水平方向反力により生じる周方
向応力及び軸方向応力

MPa

へσφ3
Ｘ方向地震が作用した場合の半径方向荷重による胴板の周方向一次応
力

MPa

ニσφ3 , ニσx3
運転時質量により生じる鉛直方向モーメントによる胴板の周方向一次
応力及び軸方向一次応力

MPa

ホσφ3 , ホσx3
運転時質量により胴の脚つけ根部に生じる周方向一次応力及び軸方向
一次応力

MPa

トσφ3 , トσx3
運転時質量により生じる鉛直方向モーメントによる胴板の周方向応力
及び軸方向応力

MPa

へσφ32 , へσx32
Ｘ方向地震による胴のラグつけ根部の水平方向反力により生じる周方
向応力及び軸方向応力

MPa

へσφ3h , へσx3h
Ｘ方向地震により胴のラグつけ根部に生じる周方向応力及び軸方向応
力

MPa

へσφ4
Ｚ方向地震が作用した場合に生じる周方向モ一メントによる胴板の周
方向一次応力

MPa

ニσφ4 , ニσx4
運転時質量により生じる半径方向荷重による胴板の周方向一次応力及
び軸方向一次応力

MPa

ホσφ4 , ホσx4
長手方向地震により胴の脚つけ根部に生じる周方向一次応力及び軸方
向一次応力の和

MPa

ホσφ41 , ホσx41
長手方向地震による胴の脚つけ根部のモーメントにより生じる周方向
一次応力及び軸方向一次応力

MPa

ホσφ42 , ホσx42
長手方向地震による胴の脚つけ根部の鉛直荷重により生じる周方向一
次応力及び軸方向一次応力

MPa

へσφ4h ,へσx4h
Ｚ方向地震により胴のラグつけ根部に生じる周方向二次応力及び軸方
向応力

MPa

へσφ5
鉛直方向地震が作用した場合に生じる鉛直方向モーメントによる胴板
の周方向一次応力

MPa

ホσφ5 , ホσx5
横方向地震による胴の脚つけ根部のモーメントにより生じる周方向一
次応力及び軸方向一次応力

MPa

トσφ5 , トσx5
Ｚ方向地震が作用した場合の鉛直方向モーメントによるラグつけ根部
の胴板の周方向一次応力及び軸方向一次応力

MPa

へσφ51 , へσx51
鉛直方向地震による胴のラグつけ根部のモーメントにより生じる周方
向応力及び軸方向応力

MPa

へσφ52 ,へσx52
鉛直方向地震により胴のラグつけ根部の水平方向反力により生じる周
方向応力及び軸方向応力

MPa

へσφ5V , へσx5V
鉛直方向地震により胴のラグつけ根部に生じる周方向応力及び軸方向
応力

MPa

イσφ6 静水頭に鉛直地震力が加わり胴に生じる周方向応力 MPa

へσφ6 静水頭に鉛直方向地震力が加わり胴板に生じる周方向応力 MPa

ニσφ6 , ニσx6
Ｚ方向地震が作用した場合の半径方向荷重による胴板の周方向一次応
力及び軸方向一次応力

MPa

トσφ6 , トσx6
Ｚ方向及び鉛直方向地震が作用した場合の鉛直方向モーメントによる
第2ラグつけ根部の胴板の周方向一次応力及び軸方向一次応力

MPa

ニσφ7 , ニσx7
Ｚ方向地震が作用した場合の鉛直方向モーメントによる胴板の周方向
一次応力及び軸方向一次応力

MPa
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ホσφ7 , ホσx7
鉛直方向地震により胴の脚つけ根部に生じる周方向一次応力及び軸方
向一次応力

MPa

ニσφ8 , ニσx8
Ｚ方向地震が作用した場合の周方向モーメントによる胴板の周方向一
次応力及び軸方向一次応力

MPa

トσφ8 , トσx8
Ｘ方向地震が作用した場合の鉛直方向モーメントによる第1及び第4ラ
グつけ根部の胴板の周方向一次応力及び軸方向一次応力

MPa

ト2σφ8 , ト2σx8
Ⅹ方向及び鉛直方向地震が作用した場合の周方向モーメントによる第1
ラグ及び第2ラグつけ根部の胴板の周方向一次応力及び軸方向一次応力

MPa

ニσφ9 , ニσx9
Ｘ方向地震が作用した場合の半径方向荷重による胴板の周方向一次応
力及び軸方向一次応力

MPa

トσφ9 , トσx9
Ｘ方向地震が作用した場合の鉛直方向モーメントによる第2及び第3ラ
グつけ根部の胴板の周方向一次応力及び軸方向一次応力

MPa

へσφx1 , へσxx1
Ｘ方向地震及び鉛直方向地震が作用した場合の胴板の周方向一次応力
及び軸方向一次応力の和(第1評価点)

MPa

ニσφx1 , ニσφx2 Ｘ方向地震が作用した場合の胴板の周方向一次応力の和 MPa

トσφx1 , トσφx2 Ⅹ方向及び鉛直方向地震が作用した場合の胴板の周方向一次応力の和 MPa

トσφx1 ～ トσφx4
Ｘ方向地震及び鉛直方向地震が作用した場合の胴板の周方向一次応力
の和

MPa

へσφx2 , へσxx2
Ｘ方向地震及び鉛直方向地震が作用した場合の胴板の周方向一次応力
及び軸方向一次応力の和(第2評価点)

MPa

トσφy1 ～ トσφy4 Ｙ方向及び鉛直方向地震が作用した場合の胴板の周方向一次応力の和 MPa

へσφz1 ,へσxz1
Ｚ方向地震が作用した場合の胴板の周方向一次応力及び軸方向一次応
力の和(第1評価点)

MPa

ニσφz1 ～ ニσφz4 Ｚ方向地震が作用した場合の胴板の周方向一次応力の和 MPa

トσφz1 ～ トσφx6
Ｚ方向地震及び鉛直方向地震が作用した場合の胴板の周方向一次応力
の和

MPa

へσφz2 ,へσxz2
Ｚ方向地震が作用した場合の胴板の周方向一次応力及び軸方向一次応
力の和(第2評価点)

MPa

ロτ1 長手方向地震により側板に生じるせん断応力 MPa

Rτ1,Rτ1i 引張力により生じるせん断応力(i=1,2,3) MPa

ルτ1 ルーバ振れ止めのせん断応力 MPa

ワτ1 ジブ取付ボルトのせん断応力 MPa

ロτ2 横方向地震により側板に生じるせん断応力 MPa

Rτ2,Rτ2i せん断力により生じるせん断応力(i=1,2) MPa

ヌτ2 サポート板に生じるせん断応力 MPa

ルτ2 中央支柱上端部のせん断応力 MPa

ワτ2 クレーン取付ボルトのせん断応力 MPa

トτ3
Ｚ方向地震により胴のラグつけ根部に生じるねじりモーメントによる
せん断応力

MPa

ト2τ3
Ⅹ方向地震により胴板のラグつけ根部に生じるねじりモーメントによ
るせん断応力

MPa

ニτ3
Ｚ方向地震により胴の脚つけ根部に生じるねじりモーメントによるせ
ん断応力

MPa

ヌτ3 保持金具溶接部に生じるせん断応力 MPa

ヌτ4 保持金具と固定金具の溶接部に生じるせん断応力 MPa

トτ6
Ｘ方向地震により胴のラグつけ根部に生じるねじりモーメントによる
せん断応力

MPa

ト2τ6
Ｙ方向地震により胴板のラグつけ根部に生じるねじりモーメントによ
るせん断応力

MPa

ニτ6
Ｘ方向地震により胴の脚つけ根部に生じるねじりモーメントによるせ
ん断応力

MPa

イτ 地震により胴板に生じるせん断応力 MPa
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ヌτ1i 各ラック箱に生じるせん断応力　i=A,B,C,D MPa

ホτ1l , ホτ2l 長手方向地震により胴の脚つけ根部 に生じるせん断応力 MPa

ヌτ5i 各ラック箱の止め板溶接部に生じるせん断応力　i=A,B,C,D MPa

τb ボルトに生じるせん断応力の最大値 MPa

チτb1 Ｚ方向地震により生じる取付ボルトのせん断応力 MPa

ニτb1 , ニτb2 Ｚ方向地震により基礎ボルトに生じるせん断応力 MPa

トτb1 , トτb2 Ｚ方向及び鉛直方向地震により取付ボルトに生じるせん断応力 MPa

チτb2 Ｘ方向地震により生じる取付ボルトのせん断応力 MPa

トτb3 , トτb4 Ｙ方向及び鉛直方向地震により取付ボルトに生じるせん断応力 MPa

ニτb4 Ｘ方向地震により基礎ボルトに生じるせん断応力 MPa

トτb4 , トτb5 Ｘ方向地震により取付ボルトに生じるせん断応力 MPa

トτb5 Ｘ方向及び鉛直方向地震により取付ボルトに生じるせん断応力 MPa

リτbA ブラケット取付ボルトに生じるせん断応力 MPa

Rτbi

ボルトに生じるせん断応力 iは3.1.3.1.14項,3.1.3.1.15項又は以下
による
i=1：固定子取付ボルト
i=2：機関側軸受台取付ボルト
i=3：軸受台取付ボルト
i=4：中間台取付ボルト

MPa

へτc 横方向地震により胴の脚又はラグつけ根部に生じるせん断応力 MPa

トτc1 Ｚ方向地震により胴のラグつけ根部に生じる周方向せん断応力 MPa

ト2τc1 Ｘ方向地震により胴板のラグつけ根部に生じる周方向せん断応力 MPa

チτc1 Ｘ方向地震により胴のラグつけ根部に生じる幅方向せん断応力 MPa

ホτc1 横方向地震により胴の脚つけ根部に生じるせん断応力 MPa

ニτc1 Ｚ方向地震により胴の脚つけ根部に生じる周方向せん断応力 MPa

トτc4 Ｘ方向地震により胴のラグつけ根部に生じる周方向せん断応力 MPa

ト2τc4 Ｙ方向地震により胴板のラグつけ根部に生じる周方向せん断応力 MPa

ニτc4 Ｘ方向地震により胴の脚つけ根部に生じる周方向せん断応力 MPa

ヘτl 運転時質量により胴のラグつけ根部に生じるせん断応力 MPa

ホτl 長手方向地震により胴の脚つけ根部に生じるせん断応力 MPa

トτl1 運転時質量により胴のラグつけ根部に生じる軸方向せん断応力 MPa

チτl1 運転時質量により胴のラグつけ根部に生じる高さ方向せん断応力 MPa

ホτl1 運転時質量により胴の脚つけ根部に生じるせん断応力 MPa

ニτl1 運転時質量により胴の脚つけ根部に生じる軸方向せん断応力 MPa

へτl1V 鉛直方向地震により胴のラグつけ根部に生じるせん断応力 MPa

トτl2 Ｚ方向地震により胴のラグつけ根部に生じる軸方向せん断応力 MPa

チτl2 Ｚ方向地震により胴のラグつけ根部に生じる高さ方向せん断応力 MPa

ホτl2 鉛直方向地震により胴の脚つけ根部に生じるせん断応力 MPa

ニτl2 Ｚ方向地震により胴の脚つけ根部に生じる軸方向せん断応力 MPa

トτl3 鉛直方向地震により胴板のラグつけ根部に生じる軸方向せん断応力 MPa

チτl3 鉛直方向地震により胴のラグつけ根部に生じる高さ方向せん断応力 MPa

ホτl3 長手方向地震により胴の脚つけ根部に生じるせん断応力 MPa

トτl3D
鉛直下向き地震力により胴板のラグつけ根部に生じる軸方向せん断応
力

MPa

トτl3U
鉛直上向き地震力により胴板のラグつけ根部に生じる軸方向せん断応
力

MPa

トτl4 鉛直方向地震により胴のラグつけ根部に生じる軸方向せん断応力 MPa
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記 号 表示内容 単 位

トτl4D 鉛直下向き地震力により胴のラグつけ根部に生じる軸方向せん断応力 MPa

トτl4U 鉛直上向き地震力により胴のラグつけ根部に生じる軸方向せん断応力 MPa

トτl5 Ｘ方向地震により胴のラグつけ根部に生じる軸方向せん断応力 MPa

ト2τl5 Ｙ方向地震により胴板のラグつけ根部に生じる軸方向せん断応力 MPa

ニτl5 Ｘ方向地震により胴の脚つけ根部に生じる軸方向せん断応力 MPa

ニτl7 鉛直方向地震により胴の脚つけ根部に生じる軸方向せん断応力 MPa

へτlV 運転時質量により胴のラグつけ根部に生じるせん断応力 MPa

チτM
Ｘ方向地震により胴のラグつけ根部に生じるねじりモーメントによる
せん断応力

MPa

イτs スカートの水平方向地震によるせん断応力 MPa

τs1 ，τs1i 運転時質量により支持構造物に生じるせん断応力 MPa

τs2 ，τs2i 鉛直方向地震により支持構造物に生じるせん断応力 MPa

τs3 ，τs3i ，τs4

，τs4i ，τs5 ，τs5i

水平方向地震により支持構造物に生じるせん断応力 MPa

トτs1 運転時質量によるラグのせん断応力 MPa

チτs1 運転時質量によるラグのせん断応力 MPa

へτs11 運転時質量によるラグのせん断応力 MPa

チτs2 Ｚ方向地震によるラグのせん断応力 MPa

リτs2 長手方向地震により昇降シャフトに生じるせん断応力 MPa

トτs2 , トτs3 , トτs4 Ｚ方向地震によるラグのせん断応力 MPa

へτs21 鉛直方向地震によるラグのせん断応力 MPa

チτs3 Ｘ方向地震によるラグのせん断応力 MPa

リτs3 横方向地震により昇降シャフトに生じるせん断応力 MPa

ホτs31 横方向地震により脚に生じるせん断応力 MPa

チτs4 鉛直方向地震によるラグのせん断応力 MPa

トτs4 , トτs5 Ｙ方向地震によるラグのせん断応力 MPa

へτs41 Ｚ方向地震によるラグのせん断応力 MPa

トτs5 , トτs6 Ｘ方向地震によるラグのせん断応力 MPa

トτs6 Ｘ方向地震によるラグのせん断応力 MPa

トτs7 鉛直方向地震によるラグのせん断応力 MPa

ワτ ジブのせん断応力 MPa

φ1(x) 圧縮荷重に対する許容座屈応力の関数 MPa

φ2(x) 曲げモーメントに対する許容座屈応力の関数 MPa

ωH 水平方向振動系の角速度 rad/s

rωi 各ラック箱の単位長さ当たりの重量　i=A,B,C,D N/mm

ωV 鉛直方向振動系の角速度 rad/s
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3.1.2 固有周期の計算方法 

(1) 水平方向固有周期の計算方法 

     機器の水平方向固有周期の計算方法は，大きく分類すると 10種類の計算方法

を使用し，また，固有周期計算に使用するばね定数は，9種類の計算方法があ

る。 

以下に固有周期計算方法及びばね定数計算方法を示す。 

 

a. 水平方向固有周期計算方法 1 

水平方向固有周期計算方法 1における固有周期は，次式により算出する。 

本申請範囲の中で最も多く使用されている計算方法である。(JEAG4601 でも使

用されている一般的な式である。) 

  ······································· (3.1.2-1) 

 

上記，ばね定数
Ｈ

Ｋ は，設備の支持構造と考慮する変形モードに応じ，次式に

より計算する。 

 

(a) ばね定数計算方法1(下端固定,下端単純支持の場合)(第3.1.2-1図参照) 

Ｈ 3

ｇ ｇ

e

1
Ｋ

ｌ ｌ

3ＥＩ ＧＡ





  ·································· (3.1.2-2) 

ただし，せん断変形を無視できる場合は，次式により算出する。 

Ｈ 3

ｇ

1
Ｋ

ｌ

3ＥＩ

  

または， 

Ｈ 3

１ １

ｓ ｙ ｓ ｓ１

1
Ｋ

ｈ ｈ

3ＥＩ ＧＡ





  ································ (3.1.2-3) 

ただし，せん断変形を無視できる場合は，次式により算出する。 

Ｈ 3

１

ｓ ｙ

1
Ｋ

ｈ

3ＥＩ

  

  

  

０

3
Ｈ

ｍ
Ｔ 2π

10 Ｋ
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(
l
g
) 

(
l
g
) 

(b) ばね定数計算方法2(下端固定の場合)(第3.1.2-1図参照) 

Ｈ 3

１ １

ｓ ｙ ｓ ｓ１

1
Ｋ

ｈ ｈ

12ＥＩ ＧＡ





  ······························· (3.1.2-4) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(c) ばね定数計算方法3（下端固定の場合） 

 

 ····························· (3.1.2-5) 

 

ここで，スカート断面に現れるマンホール等の穴による影響を考慮する場

合の胴及びスカートの断面性能は，次式で表される。 

 

 

 

 

 

 

 

(d) ばね定数計算方法4（下端固定上端支持の場合） 

重心の位置に水平方向の荷重 が作用したときに上端の支持部に生じる反

力 は，第3.1.2-2図に示すような各々の荷重による上端の変位量が等しい

として求めることができる。 

 

 

 
Ｈ 3

2 2 3 ｓ
ｓ ｓ ｓ

ｓｓ ｅ ｓ ｓｅ

1
Ｋ

ｌｌ 1 ｌ
3ｌｌ 3ｌｌ ｌ

3ＥＩ 3ＥＩ ＧＡ ＧＡ



    

    ＹｔｔＤ
4

1
ｔｔＤ

8

π
Ｉ ｓ

2
ｓｓｓ

3
ｓｓｓ 

  









 

ｊ ｓｓ

ｊ1
 ｓｓ ｔＤ

Ｄ
sinｔＤＹ

   ｓ ｓｓｓｅ ｔＹｔＤπ
3

2
Ａ    

  tｔＤ
8

π
Ｉ  

3
ｉ

 tｔＤπ
3

2
Ａ  ｉｅ  

Ｑ

´Ｑ 

第 3.1.2-1 図  ばね定数計算方法 1及び 2の変形 
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①               ② 

 

 

 

 

③  

 

 

 

 

 

第3.1.2-2図 下端固定及び上端支持の場合の変形 

 

第3.1.2-2図の①の場合 

 

 

第3.1.2-2図の②の場合 

 

 

上記２式を等しく置くことにより， 

 

 

 

したがって，重心位置での変位量 は第3.1.2-2図の③より求めることが

でき，ばね定数ＫＨは，次式で表される。 

 

 

 ························ (3.1.2-6) 

      

2
3 2 ｓ

ｒ ｓ ｓ ｒ ｓ ｓ ｒ

ｓｓ ｅ ｓ ｓｅ

ＱｌＱｌ Ｑ Ｑｌ
δ 2ｌ 3ｌ ＋ 2ｌ 3ｌｌ 6ｌｌｌ ｌ ｌ

6ΕΙ 6ΕΙ ＧＡ ＧＡ
       

 
      

  

3
    2ｒ ｒ2 3 ｓ

 ｒ ｓ ｒ ｓ ｓ

ｓｓ ｅ ｓ ｓｅ

Ｑ́ ｌ ｌ Ｑ́ ｌ ｌ Ｑ́ｌＱ́
δ́ ＋ 3ｌ ｌ ｌ 3ｌ ｌｌ ｌ

3ΕΙ 3ΕΙ ＧＡ ＧＡ

 
      

         
   

  

 

2 3 2
ｒ ｓ ｓ ｒ ｓ ｓ ｒ ｓ

  

ｓｓ ｅ ｓ ｓｅ

ｌ 2ｌ 3ｌ 2ｌ 3ｌｌ 6ｌｌｌ ｌｌ ｌｌ
Ｑ́ Ｑ ＋

6ΕΙ 6ΕΙ ＧＡ ＧＡ

     
3 2 2 3

ｒ ｒ ｓ ｒ ｓ ｓ ｒ ｓ

ｓｓ ｅ ｓ ｓｅ

ｌｌ 3ｌｌ ｌ 3ｌｌｌ ｌ ｌｌ ｌ
＋

3ΕΙ 3ΕΙ ＧＡ ＧＡ

       
  

  

０δ

     
       

   

2 2 33
 ｓ ｓ ｓ ｓ

 Ｈ

０ ｓｓ ｅ ｓ ｓｅ

3ｌｌ 3ｌｌ ｌ ｌＱ ｌ Ｑ́ ｌ1 Ｋ ＋ 1
δ 3ΕΙ 3ΕΙ Ｑ ＧＡ ＧＡ

      
   

 

3 2 2 3 2 2
 ｒ ｓ ｓ ｓ ｓ ｒ ｓ ｒ

ｓｓ

2ｌ 3ｌｌ 3ｌｌｌ 3ｌｌ 3ｌｌｌ 3/2ｌｌＱ́

Ｑ 6ΕΙ 3ΕΙ

   

 
 

  lS l lr l 

lS l lr 

lr lS l 
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(e) ばね定数計算方法5（下端固定の場合）（第3.1.2-3図参照） 

     Ｈ 2

１ ２ １ ２ １ １ ２ １ １

ｓｘ ｓｘ ｓ ｓ２

1
Ｋ

ｈ 3ｈ ｈ ｈ ｈ ｈ ｈ ｈ / 2 ｈ

6ＥＩ ＥＩ ＧＡ


  

 

  

 ······························· (3.1.2-7) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(f) ばね定数計算方法6（下端固定の場合） 

Ｈ 3

１ １

ｓ ｙ ｓ ｓ１

1
Ｋ

ｈ ｈ

12ＥＩ ＧＡ





  ······························ (3.1.2-8) 

 

(g) ばね定数計算方法7（下端支持条件(a)～(d)の場合） 

０
Ｈ

Ｆ
Ｋ

δ
   ··········································· (3.1.2-9) 

 

本計算方法においては，脚下端の支持条件を組み合わせた下記の4ケース

とし，第3.1.2-1図～第3.1.2-4図に示す変形モードを考慮する。 

 

(a) 第1脚及び第2脚とも固定の場合 

(b) 第1脚及び第2脚とも単純支持の場合 

(c) 第1脚固定及び第2脚単純支持の場合 

(d) 第1脚単純支持及び第2脚固定の場合 

 

それぞれの脚及び胴について，荷重，モーメント及び変形の釣合条件の方

程式を作ることにより，以下のように固有周期が求められる。  

 

イ. 第1脚及び第2脚とも固定の場合(第3.1.2-4図参照) 

水平力の釣合いより 

  

転倒モーメントの釣合いより 

 (1) 

ただし， 

０１ Ｆ2Ｑ2Ｐ 

        １ ３ １ ｍ ０ ｇ2Ｍ 2Ｍ 2Ｒｒ Ｆ ｌ ｌ

第 3.1.2-3 図  ばね定数計算方法 5の変形 
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第1脚の水平方向変位量，傾き角及び鉛直方向変位量は 

  

ここで， 

  

  

 

 

胴の半径方向局部変位量と局部傾き角は 

 

  

ここで， ， は引用文献(2)に基づく胴の半径方向荷重による局部変

位と長手方向曲げモーメントによる局部傾き角に対する定数であり，シェ

ルパラメータ 及びアタッチメントパラメータ は以下のように定義す

る。 

  

  

  

  

 

第2脚の傾き角と水平方向変位量は 

  

  

 

第1脚と胴の傾き角の釣合より 

  

  

 

  2ｔＤｒ     ｉｍ 

 
  

  

     

23
 １ １１ １

ｘ１

ｓ ｓｔ ｓ ｓｒ ｓ ｓｔ

Ｍ ＲｕＰ Ｐ
Δ

3ＥＩ Ｇ Ａ 2ＥＩ

ｌｌ ｌ

 
 

ｃ
ｍｕ ｒ

2

ｌ

 
 

 

  

2
 １ １ １

１

ｓ ｓｔ ｓ ｓｔ

Ｍ Ｒｕ Ｐ
θ

ＥＩ 2ＥＩ

ｌ ｌ


 

 

１
ｙ１

ｓ ｓ

Ｒ
Δ

Ａ Ｅ

ｌ

Ｅｒ

ＰＫ
Δ

 

 

ｍ

１ｒ
ｒ１


 

  

１
 １ 3 2

ｍ

ｌ

ｌ

Ｋ Ｍ
θ́

ｒ β Ｅ

ｒＫ ｌＫ

γ ｌβ

ｔｒγ ｍ /

ｍ１１ ｒＣβ /

ｍ２２ ｒＣβ /

    
23

１ ２ｌ ｌ２β ｋ ββ


 

 

   

2
 ３

０

ｓ ｓｒ ｓ ｓｒ

Ｍ Ｑ
θ

ＥＩ 2ＥＩ

ｌ ｌ

  
 

   

23
  ３

ｘ３

ｓ ｓｒ ｓ ｓｔ ｓ ｓｒ

ＭＱ Ｑ
Δ

3ＥＩ Ｇ Ａ 2ＥＩ

ｌｌ ｌ

0θθ́θ ０ １ １ 

  
 

  

   

 ｃ ｃ ｃ
３ 3 2

ｓ ｓ ｍ ｃ

Ｑｕ Ｍ Ｋ Ｍ
θ

ＧＪ ｒ β Ｅ

ｌ
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ここで， は引用文献(2)に基づく胴の周方向曲げモーメントによる局部

傾き角に対する定数であり， は以下のように定義する。 

  

 

脚と胴の水平方向変位量の釣合いより 

  

さらに鉛直方向の釣合いより 

  

上記式へΔy1,θ1及びθ0をを代入して 

(2) 

  

上記 式へθ1, θ1’及びθoを代入して 

(3) 

 

θ3式を変形して 

  

 

式へΔx1, Δr1, Δx3及びθ3式を代入して 

 

 (4) 

 

したがって6変数 ， ， ， ， ， に対して式(1)～式(4)を

連立させることにより方程式ができる。 

 

胴重心の変位量 ，ばね定数 及び固有周期は，次式で表される。 

 

ここで，胴の断面性能は，次式で表される。 

  

  

  

ｃＫ

ｃβ

    
23

１ ２ｃ ｃ２β ｋ β β

３ｘ３ｒ１ｘ１ ｕθΔΔΔ 

0θｒｕθΔ ０ｍ１ｙ１ 

 
    

       

     

2 2
  １ １１ １ ｍ ３ ｍ

ｓ ｓ ｓ ｓｔ ｓ ｓｔ ｓ ｓｒ ｓ ｓｒ

ｕ Ｍ ＲｕＲ ｕＰ ｒ Ｍ ｒ Ｑ
0

Ａ Ｅ ＥＩ 2ＥＩ ＥＩ 2ＥＩ

ｌｌ ｌ ｌ ｌ

0θθ́θ ０ １ １ 

 
    

    

       

22
  １１ １３ １

3 2
ｓ ｓｒ ｓ ｓｒ ｓ ｓｔ ｓ ｓｔ ｍ

ｌ

ｌ

Ｋ ＭＭ ＲｕＭ ＰＱ
0

ＥＩ 2ＥＩ ＥＩ 2ＥＩ ｒ β Ｅ

ｌｌ ｌｌ

  
  

    

 ｃ ｃ ｃ

3 2
ｓ ｓ ｓ ｓ ｍ ｃ

Ｍ Ｋ ＭｕＱ
0

ＧＪ ＧＪ ｒ β Ｅ

ｌｌ

３ｘ３ｒ１ｘ１ ｕθΔΔΔ 

 
    

    

       

23 3
   １ １１ １ ｒ １

ｓ ｓｔ ｓ ｓｒ ｓ ｓｔ ｍ ｓ ｓｒ ｓ ｓｔ

Ｍ ＲｕＰ Ｐ ＫＰ Ｑ Ｑ

3ＥＩ Ｇ Ａ 2ＥＩ ｒ Ｅ 3ＥＩ Ｇ Ａ

ｌｌ ｌ ｌ ｌ

  
 

   

2
 ３ ｃ ｃ

3 2
ｓ ｓｒ ｍ ｃ

Ｍ ｕＫ Ｍ
0

2ＥＩ ｒ β Ｅ

ｌ

１Ｐ Ｑ １Ｒ １Ｍ ３Ｍ ｃＭ

δ
HＫ

 
    

     
  

 

 

    

  

 

3
  ｇ ｇ

  ｘ１ ｒ１ ｇ ０ ０ ０
 ｅ

δ Δ Δ θ Ｆ Ｆ
3ＥＩ ＧＡ

ｌ ｌ ｌ ｌ
ｌ ｌ

  ｔｔＤ
8

π
Ｉ  

3
ｉ

 
  

 ｔｔＤπ
3

2
Ａ  ｉ ｅ   
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第 3.1.2-4 図 第 1脚及び第 2脚とも脚下端が固定されているときの変形 

ｇ
ｌ  

ｌ 
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ロ. 第1脚及び第2脚とも単純支持の場合(第3.1.2-5図参照) 

イ.の場合と同様にして，次式で表される。 

  

  

 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

以下イ.と同様にして固有周期を算出することができる。 

 

  

０１ Ｆ2Ｑ2Ｐ 

        １ ３ １ ｍ ０ ｇ2Ｍ 2Ｍ 2Ｒｒ Ｆ ｌ ｌ

  
  

   

3
１ １

ｘ１ １

ｓ ｓｔ ｓ ｓｒ

Ｐ Ｐ
Δ θ

3ＥＩ Ｇ Ａ

ｌ ｌ
ｌ

   １ １ １Ｐ Ｍ Ｒｕｌ


 

 

１
ｙ１

ｓ ｓ

Ｒ
Δ

Ａ Ｅ

ｌ

Ｅｒ

ＰＫ
Δ

 

 

ｍ

１ｒ
ｒ１


 

  

１
 １ 3 2

ｍ

ｌ

ｌ

Ｋ Ｍ
θ́

ｒ β Ｅ

  ３Ｍ Ｑｌ

  
  

3
  

ｘ３ ０

ｓ ｓｒ ｓ ｓｔ

Ｑ Ｑ
Δ θ

3ＥＩ Ｇ Ａ

ｌ ｌ
ｌ

0θθ́θ ０ １ １ 

  
 

  

   

 ｃ ｃ ｃ
３ 3 2

ｓ ｓ ｍ ｃ

Ｑｕ Ｍ Ｋ Ｍ
θ

ＧＪ ｒ β Ｅ

ｌ

３ｘ３ｒ１ｘ１ ｕθΔΔΔ 

0θｒｕθΔ ０ｍ１ｙ１ 
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第 3.1.2-5 図 第 1脚及び第 2脚とも脚下端が単純支持されているときの変形 
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ハ. 第1脚固定及び第2脚単純支持の場合(第3.1.2-6図参照) 

この場合は，次式で表される。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  
以下イ.と同様にして固有周期を算出することができる。 

 

  

０１ Ｆ2Ｑ2Ｐ 

        １ ３ １ ｍ ０ ｇ2Ｍ 2Ｍ 2Ｒｒ Ｆ ｌ ｌ

 
  

  

     

23
 １ １１ １

ｘ１

ｓ ｓｔ ｓ ｓｒ ｓ ｓｔ

Ｍ ＲｕＰ Ｐ
Δ

3ＥＩ Ｇ Ａ 2ＥＩ

ｌｌ ｌ

 
 

 

  

2
 １ １ １

１

ｓ ｓｔ ｓ ｓｔ

Ｍ Ｒｕ Ｐ
θ

ＥＩ 2ＥＩ

ｌ ｌ


 

 

１
ｙ１

ｓ ｓ

Ｒ
Δ

Ａ Ｅ

ｌ

Ｅｒ

ＰＫ
Δ

 

 

ｍ

１ｒ
ｒ１


 

  

１
 １ 3 2

ｍ

ｌ

ｌ

Ｋ Ｍ
θ́

ｒ β Ｅ

  ３Ｍ Ｑｌ

  
  

3
  

ｘ３ ０

ｓ ｓｒ ｓ ｓｔ

Ｑ Ｑ
Δ ｌθ

3ＥＩ Ｇ Ａ

ｌ ｌ

0θθ́θ ０ １ １ 

 
 

  

   

 ｃ ｃ ｃ
３ 3 2

ｓ ｓ ｍ ｃ

Ｑｕ Ｍ Ｋ Ｍ
θ

ＧＪ ｒ β Ｅ

ｌ

３ｘ３ｒ１ｘ１ ｕθΔΔΔ 

0θｒｕθΔ ０ｍ１ｙ１ 

1736



 

45 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

第 3.1.2-6 図 脚下端が第 1脚は固定及び第 2脚は単純支持されている場合の変形 
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二. 第1脚単純支持及び第2脚固定の場合(第3.1.2-7図参照) 

この場合は，次式で表される。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  
以下イ.と同様にして固有周期を算出することができる。 

 

  

０１ Ｆ2Ｑ2Ｐ 

        １ ３ １ ｍ ０ ｇ2Ｍ 2Ｍ 2Ｒｒ Ｆ ｌ ｌ

  
  

   

3
１ １

ｘ１ １

ｓ ｓｔ ｓ ｓｒ

Ｐ Ｐ
Δ ｌθ

3ＥＩ Ｇ Ａ

ｌ ｌ

   １ １ １Ｐ Ｍ Ｒｕｌ


 

 

１
ｙ１

ｓ ｓ

Ｒ
Δ

Ａ Ｅ

ｌ

Ｅｒ

ＰＫ
Δ

 

 

ｍ

１ｒ
ｒ１


 

  

１
 １ 3 2

ｍ

ｌ

ｌ

Ｋ Ｍ
θ́

ｒ β Ｅ


 

 

   

2
 ３

０

ｓ ｓｒ ｓ ｓｒ

Ｍ Ｑ
θ

ＥＩ 2ＥＩ

ｌ ｌ

  
 

   

23
  ３

ｘ３

ｓ ｓｒ ｓ ｓｔ ｓ ｓｒ

ＭＱ Ｑ
Δ

3ＥＩ Ｇ Ａ 2ＥＩ

ｌｌ ｌ

0θθ́θ ０ １ １ 

  
 

  

   

 ｃ ｃ ｃ
３ 3 2

ｓ ｓ ｍ ｃ

Ｑｕ Ｍ Ｋ Ｍ
θ

ＧＪ ｒ β Ｅ

ｌ

３ｘ３ｒ１ｘ１ ｕθΔΔΔ 

0θｒｕθΔ ０ｍ１ｙ１ 
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第 3.1.2-7 図 脚下端が第 1脚は単純支持及び第 2脚は固定されている場合の変形 
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b. 水平方向固有周期計算方法2 

水平方向固有周期計算方法2における固有周期は，次式により算出する。 

１
ｓ

3
ｃ

Ｒ
ｍ

Ｔ 2π
10 Ｋ

g


   ········································· (3.1.2-10) 

 

上記，ばね定数（Ｋｃ）は，ばね定数計算方法1,2及びばね定数計算方法５と同

様である。 

 

c. 水平方向固有周期計算方法3 

水平方向固有周期計算方法3における固有周期は，次式により算出する。 

×

０

3
ｌ

ｍ
Ｔ 2π

10 2Ｋ
   ········································· (3.1.2-11) 

 

上記水平方向固有周期計算方法3は，水平方向固有周期計算方法1を基本式として

二つの支持構造物により全体質量を受けもつため， ０ｍ /2としてばね定数を算出

している。 

 

上記，ばね定数（Ｋ1）は，設備の支持構造と考慮する変形モードに応じ，次式

により計算する。 

 

(a) ばね定数計算方法8（下端固定の場合）(第3.1.2-9図参照) 

長手方向 

Ｈ

ｌ０ ｌＰｂ

1
Ｋ

1 1

Ｋ Ｋ





  ··································· (3.1.2-12) 

 

ここで，
ｌ０

Ｋ は，ばね定数計算方法3と同様である。 

ｌＰｂ
Ｋ は次式で表される。 

 

ここで，
Ｓｉ

Ｋ は次式で表される。 

 

ここで，
Ｐｉ

Ｋ 及び
ｂｉ

Ｋ は次式で表される。 

 

       
          

       

2 2 2 2

Ｎ１ Ｎ１ Ｎ２ Ｎ２
Ｓ１ Ｓ２ Ｓ３ Ｓ４ＰｂｌＫ Ｋ Ｋ Ｋ Ｋ

ｈ ｈ ｈ ｈ

ｌ ｌ ｌ ｌ

  

Ｓｉ

Ｐｉ ｂｉ

1
Ｋ  (ｉ  1～4)  

1 1

Ｋ Ｋ

 



 
 

  ｓ ｓ１
Ｐｉ 3

Ｎ１

3ＥＩ
Ｋ  (ｉ  1， 2)  

ｌ
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横方向 

 

ここで，Ｋｃｏは，ばね定数3と同様である。 

Ｋｃｐｂは次式で表される。 

 

ここで，ＫＳ１，ＫP１及びKｂ１は，長手方向と同様である。 

 

 

 

 

 

  

 
 

  ｓ ｓ２
Ｐｉ 3

Ｎ２

3ＥＩ
Ｋ  (ｉ  3， 4)  

ｌ

 
 
 
 
 

  

ｂ
ｂｉ

ａ ｓ

ｂ ｂｓ

Ｅ
Ｋ  (ｉ  1～4)  

Ａ Ａ

ｌ ｌ

ｃＰｂｃ０

ｃ

Ｋ

1

Ｋ

1

1
Ｋ

  





       
          

       

2 2 2 2

Ｙ１ Ｙ２ Ｙ１ Ｙ２
ｃＰｂ Ｓ１ Ｓ２ Ｓ３ Ｓ４Ｋ Ｋ Ｋ Ｋ Ｋ

ｈ ｈ ｈ ｈ

ｌ ｌ ｌ ｌ

1741



 

50 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

  

第 3.1.2-8 図 長手方向の荷重条件 

 ｈ  
０ｌＫ

 
ＰｂｌＫ

 ０1 2ｍ

第 3.1.2-9 図 横方向の荷重条件 

 ｈ  ｃ０Ｋ

 ｃＰｂＫ

 ０1 2ｍ
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d. 水平方向固有周期計算方法 4(第 3.1.2-10 図参照) 

水平方向固有周期計算方法 4における固有周期は，次式により算出する。 

ω

2π
Ｔ   ················································ (3.1.2-13) 

上記，振動系の角速度（ω）は，次式により計算する。 

 

(a) 振動系の角速度の計算方法 1(４ラグ) 

 
 

ここで， 及び は容器上部重心の位置へ単位水平力をかけた場合の上

部及び下部重心の水平変位量であり， 及び は容器下部重心の位置へ単

位水平力をかけた場合の上部及び下部重心の水平変位量である。 

これらは，次式で表される。 

  

  

  
 

 

 

 

 

  

    01ωｍδｍδ10ωδδδδｍｍ10 2
 ２２２１１１

34
 ２１１２２２１１２１

6
       

１１δ １２δ

１２δ ２２δ

３２１

2
１

１１
ｋ

1

ｋ

1

ｋ

Ｈ
δ 

１

２１

２
２１１２

ｋ

ＨＨ

ｋ

1
δδ 

４２１

2
２

２２
ｋ

1

ｋ

1

ｋ

Ｈ
δ 
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第 3.1.2-10 図 水平方向固有周期 4の変形 

1744



 

53 

ばね定数の ， ， 及び は，次式により算出する。 

イ. 胴の中心軸の傾きに対するばね定数  

ばね定数は，次式で表される。 

  

ここで， はそれぞれのラグ，取付ボルト及び胴について荷重，モー

メント及び変位量の釣合条件の方程式を作ることにより，以下の計算に

より求める。 

 

胴への荷重，モーメント及び胴の変位量について 

水平力の釣合いより 

  

モーメントの釣合いより 

  

ここで，  

  

 

モーメントによる第1及び第3ラグの胴のつけ根部の局部傾き角は，シ

ェルパラメータ 及びアタッチメントパラメータ によって引用文献

(2)の表より値を求めることにより，次式で表される。 

  

  

  

  

 

局部傾き角は，次式で表される。 

  

  

 

ただし， 場合は， 

  

  

 

 

  

１ｋ ２ｋ ３ｋ ４ｋ

１ｋ

θ

ＨＦＨＦ
ｋ

２２１１

１




θ

2Ｑ ＦＦＦ ２１０ 

0ｒ2Ｒ2ＭＭＭＨＦＨＦ ｍ１３２１２２１１ 

  /2ｔＤｒ  ｉｍ 

γ lβ

 /ｔｒγ  ｍ

 /ｒＣβ ｍ１１  

 /ｒＣβ ｍ２２  

   
23

 l l２ １ ２β ｋ ββ


 

  

１ l
１ 3 2

ｍ l

Ｍ Ｋ
θ  

ｒ β Ｅ


 

  

２ l
２ 3 2

ｍ l

Ｍ Ｋ
θ  

ｒ β Ｅ

  １ １ ２ ２ＦＨ ＜ＦＨ




 

  

１ l
１ 3 2

ｍ l

Ｍ Ｋ
θ  

ｒ β Ｅ




 

  

２ l
２ 3 2

ｍ l

Ｍ Ｋ
θ  

ｒ β Ｅ
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第1ラグについて第3.1.2-11図のように傾いたとき 

モーメントの釣合いより， 

  

ただし， の場合は， 

  

鉛直力の平衡条件より， 

  

 

第3ラグについて第3.1.2-12図のように傾いたとき 

モーメントの釣合いより， 

  

ただし， の場合は， 

  

 

  0Ｍｂａ　ＦａＦ １１１ １２ 

  １ １ ２ ２ＦＨ ＜ＦＨ

    0Ｍｂａ　ＦｃｂａＦ １１１１２ 

0Ｒ　ＦＦ １１１１２ 

    0Ｍｃｂａ　ＦｂａＦ ２２２２１ 

  １ １ ２ ２ＦＨ ＜ＦＨ

  0ＭａＦｂａＦ ２ ２２２１ 

第 3.1.2-11 図 第 1 ラグに作用する 

        モーメントと力 

 

第 3.1.2-12 図 第 3 ラグに作用する 

        モーメントと力 

 

第 3.1.2-13 図 第 2 及び第 4ラグに作用するモーメントと力 
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鉛直力の平衡条件より， 

  

 

第2及び第4ラグについて第3.1.2-13図のように傾いたとき 

 

(イ) 取付ボルトが2本の場合 

モーメントの釣合いより， 

  

ただし， の場合は， 

  

取付ボルトの伸びと力の関係より， 

  

ただし， の場合は， 

  

ラグの基礎に対する傾き角は，取付ボルトの伸びと力の平衡条件

より，次式で表される。 

第1ラグについて， 

  

ただし， の場合は， 

  

第3ラグについて， 

  

ただし， の場合は， 

  

第2及び第4ラグについて， 

  

ただし， の場合は 

0ＲＦＦ １２１２２ 

  0ｅＦＦ
2

ｄ
Ｆ

2

ｄ
Ｆ ３ ３２３１

１
３２

１
３１ Ｍ  

  １ １ ２ ２ＦＨ ＜ＦＨ

  0ｅＦＦ
2

ｄ
Ｆ

2

ｄ
Ｆ ３ ３２３１

１
３２

１
３１ Ｍ 

2

ｄ

Ｆ

2

ｄ

Ｆ

１

３２

１

３１

ｅｅ 





  １ １ ２ ２ＦＨ ＜ＦＨ

2

ｄ

Ｆ

2

ｄ

Ｆ

１

３２

１

３１

ｅｅ 





ｂＥｎＡ

ＬＦ
θ

  

 

ｂｂｅ

ｂ１１
１ｓ 

  １ １ ２ ２ＦＨ ＜ＦＨ

ｃＥｎＡ

ＬＦ
θ

  

 

ｂｂｅ

ｂ１１
１ｓ 

ｃＥｎＡ

ＬＦ
θ

  

 

ｂｂｅ

ｂ１２
ｓ２

  １ １ ２ ２ＦＨ ＜ＦＨ

ｂＥｎＡ

ＬＦ
θ

  

 

ｂｂｅ

ｂ１２
ｓ２













2

ｄ
ｅＥＡ

ＬＦ
θ

１
ｂｂｅ

ｂ３１

 

 

  １ １ ２ ２ＦＨ ＜ＦＨ
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(ロ) 取付ボルトが4本の場合 

モーメントの釣合いより， 

  

ただし， の場合は， 

 

取付ボルトの伸びと力の関係より， 

， ，  

ただし， の場合は， 

， ，  

ラグの基礎に対する傾き角は，取付ボルトの伸びと力の平衡条件よ

り，次式で表される。 

第1ラグについて， 

  

ただし， の場合は， 

  

第3ラグについて， 

  

ただし， の場合は， 

  

第2及び第4ラグについて， 

  













2

ｄ
ｅＥＡ

ＬＦ
θ

１
ｂｂｅ

ｂ２３

 

 

  0ｅ ＦＦＦＦ
2

ｄ
Ｆ

2

ｄ
Ｆ

2

ｄ
Ｆ

2

ｄ
Ｆ

３４３３３３２３１
２

４３

２
３３

１
３２

１
３１

Ｍ 







  １ １ ２ ２ＦＨ ＜ＦＨ

  0ｅ ＦＦＦＦ
2

ｄ
Ｆ

2

ｄ
Ｆ

2

ｄ
Ｆ

2

ｄ
Ｆ

３４３３３３２３１
２

４３

２
３３

１
３２

１
３１

Ｍ 

 

2

ｄ

Ｆ

2

ｄ

Ｆ

１

３２

１

３１

ｅｅ 




2

ｄ

Ｆ

2

ｄ

Ｆ

２

４３

２

３３

ｅｅ 







 

３１ ３３

１ ２

Ｆ Ｆ

ｄ ｄ

2 2
ｅ ｅ

  １ １ ２ ２ＦＨ ＜ＦＨ

2

ｄ

Ｆ

2

ｄ

Ｆ

１

３２

１

３１

ｅｅ 




2

ｄ

Ｆ

2

ｄ

Ｆ

２

４３

２

３３

ｅｅ 




2

ｄ

Ｆ

2

ｄ

Ｆ

２

３３

１

３１
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第 3.1.2-14 図 モーメントによる胴及びラグの傾き角 

ただし， の場合は， 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 胴中心軸の傾き角 ，ラグつけ根部の局部傾き

角 と 及びラグの基礎に対する傾き角 と の間には次の関係

が成立する。 

  

  

  

ただし， の場合は， 

  

胴中心軸の傾き角 は，以上の式を連立させて解くことにより算出す

る。 

 

 

 

 

 

  １ １ ２ ２ＦＨ ＜ＦＨ













2

ｄ
ｅＥＡ

ＬＦ
θ

１
ｂｂｅ

ｂ２３

 

 

   ε1ｂａＱＭ   ｃ  θ

１θ ２θ １ｓθ ｓ２θ

0θθθ １ｓ１ 

0θθθ ２ｓ２ 

  0θｃｂａθ2ｒθａ ２ｓ ｍ１ｓ 

  １ １ ２ ２ＦＨ ＜ＦＨ

  0θａθ2ｒθｃｂａ ２ｓ  ｍ１ｓ 

θ

1749



 

58 

ロ. 胴の水平方向移動に対するばね定数  

ばね定数は，次式で表される。 

  

 

ここで，  

  

 

は，次式により算出する。 

第2及び第4ラグのモーメントの釣合いより， 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

水平力による第2及び第4ラグの胴のつけ根部の局部傾き角は，同様にし

て，シェルパラメータ 及びアタッチメントパラメータ によって引用文

献(2)の表より値を求めることにより，次式で表される。 

  

ここで，  
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第 3.1.2-15 図 水平力による胴の中心軸の変位量 
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ハ. 水平力による上部側の胴の曲げ及びせん断変形によるばね定数  

ばね定数は，次式で表される。 

  

ここで， 

  

 

胴の断面性能は，次式で表される。 

  

  

 

二. 水平力による下部側の胴の曲げ及びせん断変形によるばね定数  

ばね定数は，次式で表される。 

  

ここで， 
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(b) 振動系の角速度の計算方法 2(２ラグ) 

δ11,δ21,δ12及びδ22は4ラグ同様。 

 

 

  

第 3.1.2-16 図 水平方向固有周期 4の変形 
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ばね定数の ， ， 及び は，次式により算出する。 

イ. Ｚ方向 

(イ) 胴の中心軸の傾きに対するばね定数  

ばね定数は，次式で表される。 

  

ここで， はそれぞれのラグ，取付ボルト及び胴について荷重，モー

メント及び変位量の釣合条件の方程式を作ることにより，以下の計算に

より求める。 

 

胴への荷重，モーメント及び胴の変位量について 

水平力の釣合いより， 

  

モーメントの釣合いより， 

  

ここで， 

  

 

モーメントによる第1ラグ及び第2ラグの胴のつけ根部の局部傾き角

は，シェルパラメータ 及びアタッチメントパラメータ によって引用

文献(2)の表より値を求めることにより，次式で表される。 

  

  

  

  

 

局部傾き角は，次式で表される。 

  

 

 

ただし， の場合は， 
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第1ラグについて第3.1.2-17図のように傾いたとき 

モーメントの釣合いより， 

  

ただし， の場合は， 

  

鉛直力の平衡条件より， 

  

 

第2ラグについて第3.1.2-18図のように傾いたとき 

モーメントの釣合いより， 

  

ただし， の場合は， 

  

鉛直力の平衡条件より， 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  0Ｍｂａ　ＦａＦ １１１ １２ 

２２  １１ ＨＦＨＦ ＜

    0Ｍｂａ　ＦｃｂａＦ １１１１２ 

0Ｒ　ＦＦ １１１１２ 

    0Ｍｃｂａ　ＦｂａＦ ２２２２１ 

２２ ＜ １１ ＨＦＨＦ

  0ＭａＦｂａＦ ２ ２２２１ 

0ＲＦＦ １２１２２ 

第 3.1.2-17 図 第 1 ラグに作用する 

        モーメントと力 

第 3.1.2-18 図 第 2 ラグに作用する 

        モーメントと力 
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ラグの基礎に対する傾き角は，取付ボルトの伸びと力の平衡条件によ

り，次式で表される。 

第1ラグについて， 

  

ただし， の場合は， 

  

 

第2ラグについて， 

  

ただし， の場合は， 
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第 3.1.2-19 図 転倒モーメントによる胴及びラグの傾き角 
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胴中心軸の傾き角 ，ラグつけ根部の局部傾き角 と 及びラグの基

礎に対する傾き角 と の間には次の関係が成立する。 

  

  

  

ただし， の場合は， 

  

胴中心軸の傾き角 は，以上の式を連立させて解くことにより算出す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ロ) 胴の水平方向移動に対するばね定数  

ばね定数は，次式で表される。 

  

ここで， 
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第 3.1.2-20 図 水平力による胴の中心軸の変位量 
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(ハ) 水平力による上部側の胴の曲げ及びせん断変形によるばね定数  

ばね定数は，次式で表される。 

  

ここで， 

  

胴の断面性能は，次式で表される。 

  

  

 

(二) 水平力による下部側の胴の曲げ及びせん断せん断変形によるばね定数

 

ばね定数は，次式で表される。 

  

ここで， 

  

 

ロ. Ｘ方向 

(イ) 胴の中心軸の傾きに対するばね定数  

ばね定数は，次式で表される。 

  

ここで， はそれぞれのラグ，取付ボルト及び胴について荷重，モーメ

ント及び変位量の釣合条件の方程式を作ることにより，次式で表され

る。 

 

胴への荷重，モーメント及び胴の変位量について 

水平力の釣合いより， 

  

モーメントの釣合いより， 

  

 

 

 

３ｋ

ｘ２

１
３

Δ

Ｆ
ｋ 

ｅ

１１
3

１１
ｘ２

ＡＧ

ＨＦ

Ｉ3Ｅ

ＨＦ
Δ

 

 

 

 



  ｔｔＤ
8

π
Ｉ  

3
ｉ  

 ｔｔＤπ
3

2
Ａ  ｉ ｅ 

４ｋ

ｘ３

２
４

Δ

Ｆ
ｋ 

ｅ

２２
3

２２
ｘ３

ＡＧ

ＨＦ

Ｉ3Ｅ

ＨＦ
Δ

 

 

 

 



１ｋ

θ

ＨＦＨＦ
ｋ

  ２２１１
１




θ

2Ｑ ＦＦＦ ２１０ 

02ＭＨＦＨＦ ３２２１１ 

1757



 

66 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第1ラグ及び第2ラグについて第3.1.2-21図のように傾いたとき 

モーメントの釣合いにより， 

  

ただし， の場合は， 

  

取付ボルトの伸びと力の関係より， 

  

ただし， の場合は， 

  

第1ラグ及び第2ラグについて， 

  

ただし， の場合は， 
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第 3.1.2-21 図 第 1 ラグ及び第 2ラグに作用するモーメントと力 
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(ロ) 胴の水平方向移動に対するばね定数  

ばね定数は下記計算より算出する。 

  

 

ここで， 

  

は，次式により算出する。 

第1ラグ及び第2ラグのモーメントの釣合いより， 

  

水平力による第1ラグ及び第2ラグの胴のつけ根部の局部傾き角は，同

様にして，シェルパラメータ 及びアタッチメントパラメータ によっ

て引用文献(2)の表より値を求めることにより，次式で表される。 

  

ここで， 
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第 3.1.2-22 図 水平力による胴の中心軸の変位量 

 

  1x
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(ハ) 水平力による上部側の胴の曲げ及びせん断変形によるばね定数  

ばね定数は，次式で表される。 

  

ここで， 

  

胴の断面性能は，次式で表される。 

  

  

 

(二) 水平力による下部側の胴の曲げ及びせん断変形によるばね定数  

ばね定数は，次式で表される。 

  

ここで， 
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(c) 振動系の角速度の計算方法 3（２ラグ角型）(第 3.1.2-23 図参照) 

及び は容器上部重心の位置へ単位水平力をかけた場合の上部重心

及び下部重心の水平方向変位量であり， 及び は容器下部重心の位置

へ単位水平力をかけた場合の上部及び下部重心の水平方向変位量である。 

これらは，次式で表される。 
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第 3.1.2-23 図  計算モデル 3の変形 

(a) Z 方向の場合 

(b) X 方向の場合 
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第 3.1.2-24 図 Ｚ方向地震によりラグに作用するモーメント 

第 3.1.2-25 図 Ｘ方向地震によりラグに作用するモーメント 
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ばね定数の ， 及び は，次式により算出する。 

イ. 胴の中心軸の傾きに対するばね定数  

ばね定数は，次式で表される。 

(イ) Ｚ方向の場合 

  

(ロ) Ｘ方向の場合 

  

 

ロ. 水平力による上部側の胴の曲げ及びせん断変形によるばね定数  

ばね定数 

  

(イ) Ｚ方向の場合 

  

      (ロ) Ｘ方向の場合 

  

 

ハ. 水平力による下部側の胴の曲げ及びせん断変形によるばね定数  

ばね定数は，次式で表される。 

  

ここで， 

(イ) Ｚ方向地震の場合 

  

(ロ) Ｘ方向地震の場合 
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ｍｍ
2πＴ

 

ｉｓｉ

ｉ

ｉｉ

3
ｉ

3
ｉ

ｉ  
Ｇ Ａ

ｈ

Ｉ 3Ｅ

ｈ

10

ｍ
2πＴ 















 
 
 
 

3
５

１ 3
５ｙ５ ｓｘ５ ５

ｍ Ｌ Ｌ
Ｔ 2π

48ＥＩ 4Ａ Ｇ10

 
     

        
     

2

2 ３　４３ ４ ４ ３ ４ ４
ｖ

１ ２ １ ２ １　 ２

4ｋｋｋ ｋ ｋ ｋ ｋ ｋ1
ω

2 ｍ ｍ ｍ ｍ ｍ ｍ

(d) 振動系の角速度の計算方法４ 

 

 

 

e. 水平方向固有周期計算方法 5 

水平方向固有周期計算方法 5は，次式により算出する。 

 

                 ·················  (3.1.2-14) 

 

f. 水平方向固有周期計算方法 6 

水平方向固有周期計算方法 6は，次式により算出する。 

 

 ···················· (3.1.2-15) 

 

g. 水平方向固有周期計算方法 7 

水平方向固有周期計算方法 7は，次式により算出する。 

 

 

 

 

 

 ··················· (3.1.2-16) 

 

h. 水平方向固有周期計算方法 8 

水平方向固有周期計算方法 8は，次式により算出する 

 

 ···································· (3.1.2-17) 

 

上記，ばね定数（1/Ｋ）は，設備の支持構造と考慮する変形モードに応

じ，次式により計算する。 
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 




  

3
Ｈ

 
3

 ｙ

Ｌ 8ｍ 3ωＬ
Ｔ 2π

10 24ＥＩ

 

2
１

 
32

 １

2πｈ ｍ
Ｔ

10 ＥｈＩλ


 

６ｓ６６６

3

2

６６

６
2

６

６ｓ６

６

６ｓ６

６

６６

3
６

ＧＡ

Ｈ

Ｉ3Ｅ

Ｈ

Ｉ6Ｅ

ｈ3Ｈｈ

ＧＡ

ｈ

ＧＡ

ｈ

Ｉ3Ｅ

ｈ

Ｋ

1









 









１
ｓ

3
c

Ｒ
ｍ

Ｔ 2π
10 Ｋ

g

 

(a) ばね定数計算方法9 

 

 

 

 

 

i. 水平方向固有周期計算方法 9 

水平方向固有周期計算方法 9は，次式により算出する 

 

 ····························· (3.1.2-18) 

 

j. 水平方向固有周期計算方法 10 

水平方向固有周期計算方法 10は，次式により算出する。 

 

            ···························· (3.1.2-19) 

 

 

(2) 鉛直方向固有周期の計算方法 

機器の鉛直固有周期計算方法は，大きく分類すると７種類の計算方法を使用し

ている。また，固有周期計算に使用するばね定数は，４種類の計算方法がある。 

以下に固有周期計算方法及びばね定数計算方法を示す。 

 

a. 鉛直方向固有周期計算方法１（第 3.1.2-26 図参照） 

鉛直方向固有周期計算方法１は，次式により算出する。 

 

 

 ·································· (3.1.2-20) 
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Ｖ
Ｖ

Ｖ

Ｆ
Ｋ =

δ

Ｖ ｙ２ ｙ３ ｙ４δ =Δ +Δ +Δ

Ｖ
ｇ

1
Ｋ 　

ｌ

ＥＡ



     
 

      
ｌ 2

１ ２ １ ２ １ １ ２ １ １

    ｓ ｚ ｓ ｚ ｓ ｓ４

1
Ｋ

ｈ 3ｈ ｈ ｈ ｈ ｈ ｈ ｈ 2 ｈ

6ＥＩ ＥＩ Ｇ Ａ


  

 

(a) ばね定数計算方法1 

ばね定数Ｋvは，設備の支持構造と考慮する変形モードに応じ，次式によ

り計算する 

 

                               ········································ (3.1.2-21) 

 

 

 

 

 

 

 

第3.1.2-26図 ばね定数計算方法1の荷重条件 

 

(b) ばね定数計算方法2 

 

 ····································· (3.1.2-22) 

 

 

ここで， 

支持脚の圧縮変位 は，次式で表される。 

 

胴の圧縮変位 は，次式で表される。 

 

運転時質量による胴の脚付け根部における局部傾き角 (rad)による鉛直方

向変位 は，次式で表される。 

 

 

(c) ばね定数計算方法3 

 

 ··· (3.1.2-23) 

 

 

             水平方向ばね定数5と同様であるが，記号は異なる。 

 

 

 

 

ｙ２Δ

V
ｙ２

s s

Ｆｌ
Δ =

４ＡＥ

ｙ３Δ

 V

ｙ３

Ｆ ｌ -ｌ
Δ =

ＡＥ

g

θ

ｙ４Δ

ｙ４Δ =θu
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 １
 

3
３

ｍｈ
Ｔ 2π

10 ｂＥｔ


 
 
 
 

3
５

１ 3
５ｘ５ ｓｙ５ ５

ｍ Ｌ Ｌ
Ｔ 2π

48ＥＩ 4Ａ Ｇ10




ｖ

ｓ

 Ｂ ｓ

 

1
Ｋ

ｌｌ

ＥＡ Ｅ Ａ

(d) ばね定数計算方法4 

ばね定数計算方法１と同様である。 

 

 ································· (3.1.2-24) 

 

 

b. 鉛直方向固有周期計算方法 2（第 3.1.2-27 図参照） 

鉛直方向固有周期計算方法 2は，次式により算出する。 

 

 ·············· (3.1.2-25) 

 

 

c. 鉛直方向固有周期計算方法 3（第 3.1.2-27 図参照） 

鉛直方向固有周期計算方法 3は，次式により算出する。 

 

                                     ································· (3.1.2-26) 
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鉛直方向固有周期計算方法 2モデル 鉛直方向固有周期計算方法 3モデル 

鉛直方向固有周期計算方法 3モデル 

鉛直方向固有周期計算方法 3モデル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3.1.2-27 図 鉛直方向固有周期計算方法 2及び 3の荷重条件 

 

 

  

 Ｌ2  Ｌ2

( ) ６ ７ｈ ｈ
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F
  

3
Ｈ

 
3

 ｘ

Ｗ
Ｌ 8 ｍ 3ωＬ

Ｔ 2π
10 24ＥＩ

 




  
  
  g


 

2

 
32

 
１

2πｌ ｍ
Ｔ

10 ＥｌＩλ

d. 鉛直方向固有周期計算方法 4（第 3.1.2-28 図参照） 

鉛直方向固有周期計算方法 4は，次式により算出する。 

 

 ······························ (3.1.2-27) 

 

 

 

 

 

 

 

第 3.1.2-28 図 鉛直方向固有周期計算方法 4の荷重条件 

 

e. 鉛直方向固有周期計算方法 5（第 3.1.2-29 図参照） 

鉛直方向固有周期計算方法 5は，次式により算出する。 

 

 

                                       ····················· (3.1.2-28) 

 

 

 

 

 

 

 

第 3.1.2-29 図 鉛直方向固有周期計算方法 5の荷重条件 

 

 

 

 

 

ｍＨ 
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f. 鉛直方向固有周期計算方法 6（第 3.1.2-30 図参照） 

鉛直方向固有周期計算方法 6は，次式により算出する。 

  ················································ (3.1.2-29) 

 

上記，振動系の角速度ωvは，次式により計算する。 

  ······ (3.1.2-30) 

 

第 3.1.2-30 図  鉛直方向固有周期 6の荷重条件 

 

g. 鉛直方向固有周期計算方法 7（第 3.1.2-31 図参照） 

鉛直方向固有周期計算方法 7は，次式により算出する。 

  ······································· (3.1.2-31) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3.1.2-31 図  鉛直方向固有周期 7の荷重条件 

  


ｖ

2π
Ｔ

ω

 
     

        
     

2

2 ３　４３ ４ ４ ３ ４ ４
ｖ

１ ２ １ ２ １　 ２

4ｋｋｋ ｋ ｋ ｋ ｋ ｋ1
ω

2 ｍ ｍ ｍ ｍ ｍ ｍ

Ti i

ｉ

Ｍ Ｌ
Ｔ 2π

ＥＡ


i
Ｌ

ラック箱 

燃料集合体 

止め板 
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3.1.3 応力の計算方法 

3.1.3.1 胴板の応力 

容器（胴板等）の応力は，機器の剛性，質量，支持状態等を考慮した自重，

鉛直地震，水平地震により生じる応力を算出し，それらを組合せて求める。 
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3.1.3.1.1 計算方法(イ) ··································· (3.1.3.1.1-1) 

ここでは，下端固定の計算方法を基本として記載し，支持方法によって計算式

が異なる場合は，条件に応じた計算式を条件ごとに示す。 

胴板の一次一般膜応力 ，一次＋二次応力 及び座屈評価は，次式により

算出する。 

(1)  静水頭又は内圧による応力 

静水頭又は内圧による応力は，次式で表される。 

静水頭による場合(鉛直方向地震時含む) 

´ ｉ
１

ＨＤ

２ｔ



 

´ ｉ ｖ
２

ＨＤＣ

２ｔ



 

０  

内圧による場合 

 +1.2イ ｒ ｉ
１

Ｐ Ｄ ｔ

２ｔ
  

２ ０   

 +1.2イ ｒ ｉ
１

Ｐ Ｄ ｔ

４ｔ
  

 

(2)  運転時質量及び鉛直方向地震による応力 

胴がベースプレート等の接合部に生じる胴自身の質量による圧縮応力と鉛直方

向地震による軸方向応力は，次式で表される。なお，有限要素モデルにて荷重

を求め，運転時質量及び鉛直方向地震に対して曲げモーメント及びせん断力が

生じる場合は，(3)項の計算式を用い，応力を求める。 

 +

ｅ
２

ｉ

ｍ

Ｄ ｔｔ



ｇ
 

 +



 ｖ ｅ

イ ３

ｉ

Ｃｍ

Ｄ ｔｔ

ｇ
 

また，接合部より下部の胴板に作用する，下部の胴板自身の質量と内容物の

質量により生じる引張応力は，次式で表される。 

 

 +





ｏ ｅ
イ ２１

ｉ

ｍ－ｍ

Ｄ ｔｔ

ｇ
  

 

 +





ｏ ｅ ｖ
イ ３１

ｉ

ｍ－ｍ Ｃ

Ｄ ｔｔ

ｇ
   

０σ ２σ
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(3)  水平方向地震による応力 

水平方向の地震力により胴はベースプレート接合部で最大となる曲げモーメン

トを受ける。この曲げモーメントによる軸方向応力と地震力によるせん断応力

は，次式で表される。 

（下端固定の場合） 

スカート支持では，下記式の
１

ｈ を に読み替える。 

 +



 Ｈ ｉ １

イ ４ ２

ｉ

４Ｃ ｍ ｈ

Ｄ ｔ ｔ

ｇ
 

 +



 Ｈ ｉ

ｉ

２Ｃ ｍ

Ｄ ｔｔ

ｇ
  

（下端固定上端支持の場合） 

 

 

+

+





イ
Ｈ ｏ ｒ

イ

イ ４ ２

ｉ

Ｑ′
４Ｃ ｍ １－ １ ｌ

Ｑ

Ｄ ｔ ｔ

ｇ

  

 +





 
 
 

イ
Ｈ ｏ

イ

イ

ｉ

Ｑ′
２Ｃ ｍ １－

Ｑ

Ｄ ｔｔ

ｇ

   

 

(4)  組合せ応力 

(1)～(3)によって算出される胴板の応力は，以下により組み合わされる。 

ａ. 一次一般膜応力 

組合せ引張応力は，次式で表される。 

 + + +        
 
 
 

２ ２
イ ０ｔ イ イ ｔ イ イ ｔ イ

１
－ ４

２
 

ここで， 

【絶対値和】 

+イ １ ２      

+ +イ ｔ １ ２ イ ３ イ ４－          

（スカート支持の場合） 

+ + +イ ｔ １ ２ イ ４ イ ５          

（接合部より下部の胴板の場合） 

+ + +イ ｘｔ ｘ１ イ ｘ２１ イ ｘ３１ イ ｘ４      

【SRSS法】 

+イ １ ２      

+ +２ ２
イ ｔ １ ２ イ ３ イ ４－          

  

ｌ
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（スカート支持の場合） 

+ + +２ ２
イ ｔ １ ２ イ ４ イ ５          

（接合部より下部の胴板の場合） 

+ + +２ ２
イ ｘｔ ｘ１ イ ｘ２１ イ ｘ３１ イ ｘ４      

 

組合せ圧縮応力は が正の値(圧縮側)のとき，次式で表される。 

 + + +        
 
 
 

２ ２
イ ０ｃ イ イ ｃ イ イ ｃ イ

１
－ ４

２
 

ここで， 

【絶対値和】 

イ １ ２－      

+ + +イ ｃ １ ２ イ ３ イ ４－          

（接合部より下部の胴板の場合） 

+ +イ ｘｃ ｘ１ イ ｘ２１ イ ｘ３１ イ ｘ４－ －      

【SRSS法】 

イ １ ２－      

+ + +２ ２
イ ｃ １ ２ イ ３ イ ４－          

（接合部より下部の胴板の場合） 

+ + +２ ２
イ ｃ ｘ１ イ ｘ２１ イ ｘ３１ イ ｘ４－      

 

したがって，胴板に生じる一次一般膜応力の最大値は，次式で表される。 

 max    ０ イ ０ｔ イ ０ｃ，   

 

一次応力は一次一般膜応力と同じであるので省略する。 

 

ｂ. 地震動のみによる一次＋二次応力の変動値 

組合せ引張応力は，次式で表される。 

 + + +        
２ ２

イ ２ｔ イ ２ イ ２ ｔ イ ２ イ ２ ｔ イ－ － ４  

ここで， 

【絶対値和】 

イ ２ ２    

+    イ ２ ｔ イ ３ イ ４ 

（接合部より下部の胴板の場合） 

+  イ ２ｘｔ イ ｘ３１ イ ｘ４ 

χｃσ
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【SRSS法】 

イ ２ ２    

+    
２ ２

イ ２ ｔ イ ３ イ ４  

（接合部より下部の胴板の場合） 

+  
２ ２

イ ２ｘｔ イ ｘ３１ イ ｘ４  

 

組合せ圧縮応力は，次式で表される。 

 + + +        
２ ２

イ ２ｃ イ ２ イ ２ ｃ イ ２ イ ｃ イ－ ４  

ここで， 

【絶対値和】 

イ ２ ２－     

+    イ ｃ イ ３ イ ４－   

【SRSS法】 

イ ２ ２－     

+    
２ ２

イ ２ ｃ イ ３ イ ４   

 

したがって，地震動のみによる一次＋二次応力の変動値の最大値は，次式

で表される。 

 max    ２ イ ２ｔ イ ２ｃ，  

 

(5)  胴の座屈評価 

圧縮膜応力は次式を満足すること。 

なお，基準地震動Ｓｓによる評価では を ， を ， を に読み替

える。 

 +

1.5 1.5

  
    イ ２ イ ３ イ ４

ｃ ｂ

＋ ≦１
ｆ ｆ

 

ここで， は次によるものとする。 

+ 1200ｉＤ ２ｔ
≦

２ｔ Ｆ

ｇ
のとき 

1.5 =ｃｆ Ｆ 

+1200 8000ｉＤ ２ｔ
＜ ＜

Ｆ ２ｔ Ｆ

ｇ ｇ
のとき 

+8000 1200
1.5 =

6800


    
     

     

ｉ
ｃ １

Ｄ ２ｔ１
ｆ Ｆ１－ Ｆ－ －

Ｆ ２ｔ Ｆ

ｇ ｇ

ｇ
 

ｃ
ｆ

＊

ｃ
ｆ

ｂ
ｆ

＊

ｂ
ｆ Ｆ

＊Ｆ

ｃｆ
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+8000
800ｉＤ ２ｔ

≦ ≦
Ｆ ２ｔ

ｇ
のとき 

+
1.5 =

 
 
 

ｉ
ｃ １

Ｄ ２ｔ
ｆ

２ｔ
 

ただし， は次の関数とする。 

=0.6 0.901
16


   

   
   

１

Ｅ １
（ｘ） １－ １－ｅｘｐ－ ｘ

ｘ
 

また， は次によるものとする。 

+ 1200ｉＤ ２ｔ
≦

２ｔ Ｆ

ｇ
のとき 

1.5 =ｂｆ Ｆ 

+1200 9600ｉＤ ２ｔ
＜ ＜

Ｆ ２ｔ Ｆ

ｇ ｇ
のとき 

+9600 1200
1.5 =

8400


    
     

     

ｉ
ｂ ２

Ｄ ２ｔ１
ｆ Ｆ１－ Ｆ－ －

Ｆ ２ｔ Ｆ

ｇ ｇ

ｇ
 

 

+9600
800ｉＤ ２ｔ

≦ ≦
Ｆ ２ｔ

ｇ
のとき 

+
1.5 =

 
 
 

ｉ
ｂ ２

Ｄ ２ｔ
ｆ

２ｔ
 

ただし， は次の関数とする。 

=0.6 0.731
16


   

   
   

２

Ｅ １
（ｘ） １－ １－ｅｘｐ－ ｘ

ｘ
 

は安全率で次による値とする。 

+ 1200ｉＤ ２ｔ
≦

２ｔ Ｆ

ｇ
のとき 

= １ 

+1200 8000ｉＤ ２ｔ
＜ ＜

Ｆ ２ｔ Ｆ

ｇ ｇ
のとき 

+0.5 1200
= +

6800


 
 
 

ｉＤ ２ｔＦ
１ －

２ｔ Ｆ

ｇ

ｇ
 

+8000 ｉＤ ２ｔ
≦

Ｆ ２ｔ

ｇ
のとき 

= １.5 

  

（ｘ）φ１

ｂｆ

（ｘ）φ２

η
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(6)  支持部に作用する荷重又は個別応力 

a. 運転時質量及び鉛直方向地震による応力 

スカート底部に生じる運転時質量及び鉛直方向地震による圧縮応力は，次

式で表される。 

  +

０
ｓ１１

ｓ ｓ ｓ

ｍ

Ｄ ｔ －Ｙｔ




ｇ
  

  +

０ ｖ
ｓ２１

ｓ ｓ ｓ

ｍ Ｃ

Ｄ ｔ －Ｙｔ




ｇ
 

 

b. 水平方向地震による応力 

水平方向の地震力によりスカートには曲げモーメントが作用する。この曲

げモーメントによる軸方向応力と地震力によるせん断応力は，次式で表され

る。 

（下端固定の場合） 

   + +

イ ｓ
ｓ３１

ｓ ｓ ｓ ｓ ｓ

Ｍ

Ｙ
Ｄ ｔ ｔ Ｄ ｔ －

４ ２


 
 
 




  

  +



 Ｈ ０

イ ｓ３１

ｓ ｓ ｓ

２Ｃ ｍ

Ｄ ｔ －Ｙｔ

ｇ
  

ここで， 

 +イ ｓ Ｈ ０ ｓＭ Ｃ ｍ ｌ ｌｇ   

（下端固定上端支持の場合） 

軸方向応力は
イ ｓ２
σ 算出の計算式で表されるが，曲げモーメント

イ ｓＭ は

次の
イ ｓ１Ｍ 及び

イ ｓ２Ｍ のいずれか大きい方の値とする。 

 +
イ

イ ｓ１ Ｈ ０ ｒ

イ

Ｍ
Ｑ′

Ｃ ｍ ｌ－ ｌｌ
Ｑ

ｇ  

 + + +
イ

イ ｓ２ Ｈ ０ ｓ ｓ ｒ

イ

Ｍ
Ｑ′

Ｃ ｍ ｌ ｌ－ ｌ ｌｌ
Ｑ

ｇ  

  +





 
 
 

イ
Ｈ ０

イ

イ ｓ３１

ｓ ｓ ｓ

Ｑ′
２Ｃ ｍ ｌ－

Ｑ

Ｄ ｔ －Ｙｔ

ｇ
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(7)  ボルト等に作用する荷重 

a.  せん断力 

基礎ボルト1本当たりのせん断力は，ボルト全本数で受けるものとして，次

式で表される。 

（下端固定の場合） 

Ｈ ０
ｂＱ

Ｃ ｍ

ｎ


ｇ
    

（下端固定上端支持の場合） 

イ
Ｈ ０

イ

ｂＱ

Ｑ′
Ｃ ｍ ｌ－

Ｑ

ｎ


 
 
 

ｇ

   

（中間支持の場合） 

=

２

Ｈ ｉ
ｉ １

ｂＱ

Ｃ ｍ

ｎ


 ｇ

       

 

b.  引張力 

（下端固定及び下端固定上端支持の場合） 

転倒モーメントが作用した場合に生じる基礎ボルトの引張荷重と基礎部の圧

縮荷重については，荷重と変形の釣合条件を考慮することにより求めることが

できる（第3.1.3.1.1-1図参照）。ここで，基礎に作用する転倒モーメント

イ ｓＭ は支持条件に応じて，(6)b.の値を用いる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3.1.3.1.1-1 図 基礎の荷重説明図  

 
  １

ｌ
 ２

ｌ

イFt イFc 

イFt 

イσc 

1778



 

87 

以下にその手順を示す。 


 ｂ

１

ｃ

ｔ
ｎＡ

Ｄ
 

 ２ ｂｏ ｂｉ １ｔ
１

Ｄ －Ｄ －ｔ
２

 

(ａ)  ｂ
及び イ ｃ

を仮定して係数 を求める。 

+





ｂ

イ ｃ

ｋ
１

１
ｓ

 

(ｂ) を求める。 

 cos 
－１１－２ｋ  

(ｃ) 各定数 ， ， 及び を算出する。 

 

 

 

 

(ｄ) 各定数を用いてイ ｔＦ 及び
イ ｃＦ を求める。 

【絶対値和】 

 


Ｈ ０ ｇ ｖ ０ ｃ
イ ｔ

ｃ

Ｃ ｍ ｌ－ｌ－Ｃ ｍ ｚＤ
Ｆ

ｅＤ

ｇ ｇ
 

 +イ ｃ イ ｔ ｖ ０Ｆ Ｆ ｌ－Ｃ ｍｇ  

【SRSS法】 

    +
２２

イ ｔ Ｈ ０ ｇ ｖ ０ ｃ ０

ｃ

１ ｚ
Ｆ Ｃ ｍ ｌ Ｃｍ ｚ－ｅＤ － ｍ

ｅＤ ｅ
ｇ ｇ ｇ 

    + +
 
 
 

２２

イ ｃ Ｈ ０ ｇ ｖ ０ ｃ ０

ｃ

１ ｚ
Ｆ Ｃ ｍ ｌ Ｃｍ ｚ－ｅＤ ｌ－ ｍ

ｅＤ ｅ
ｇ ｇ ｇ 

基礎ボルトに引張力が作用しないのは， が に等しくなったとき

であるので， 及び 算出式において を に近づけた場合の値

及び をイ ｔＦ 算出式に代入し，得られるイ ｔＦ の値によ

って引張力の有無を次のように判定できる。 

ｋ

α

ｅ ｚ ｔＣ ｃＣ

   

  

























αcosαsinα

ααcossinαcosα
2

3
α
2

1

sinαcosααπ

sinαcosα
2

3
απ

2

1
αcosαπ

2

1
ｅ

2
 

2
 

 

  









































  

 

αcosαsinα

ααcossinαcosα
2

3
α
2

1

cosα
2

1
ｚ

2
 

  
cosα1

sinαcosααπ2
Ｃ

    

ｔ





 
cosα1

αcosαsinα2
Ｃ

 

ｃ





α π

ｅ ｚ α π

0.75ｅ 0.25ｚ
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イ ｔＦ≦０ならば引張力は作用しない。 

イ ｔＦ＞０ならば引張力が作用しているので以降の計算を行う。 

 

(ｅ) ｂ
及び イ ｃ

を求める。 

= イ ｔ
ｂ

１ ｃ ｔ

２ Ｆ

ｔＤＣ
  

 
=

+
 イ ｃ

イ ｃ

２ １ ｃ ｃ

２ Ｆ

ｔ ｓｔ ＤＣ
  

ｂ
及び イ ｃ

がａ．にて仮定した値と十分に近似していることを確

認する。 

 

(ｆ) ボルト1本当たりの引張力を求める。 

=ｂ ｂ ｂＦ Ａ  

 

（中間支持の場合） 

同一ピッチ円上の取付ボルトに対する引張力は，支点から正比例した力が

作用するものとし，最も厳しい条件として支点から最も離れた取付ボルトに

ついて算出する。 

【絶対値和】 

  
= =

２ ２
ｃ

Ｈ ｉ ｉ ｉ ｖ
ｉ １ ｉ １

ｂ

ｆ ｃ

Ｆ

Ｄ
Ｃ ｍ ｈ－ ｍ １－Ｃ

２
３
ｎＤ

８



 ｇ ｇ

  

 
【SRSS法】 

= =

+

２ ２２ ２
ｃ ｃ

Ｈ ｉ ｉ ｉ ｖ ｉ
ｉ １ ｉ １

ｂ

ｆ ｃ

Ｆ

Ｄ Ｄ
Ｃ ｍ ｈ ｍ Ｃ －ｍ

２ ２

３
ｎＤ

８



   
   
   
 ｇ ｇ ｇ
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3.1.3.1.2 計算方法(ロ) ···································· (3.1.3.1.2-1) 

側板の一次一般膜応力 及び一次＋二次応力 は，次式により算出する。 

 

(1) 内圧による応力 

側板の内圧による応力は，等分布荷重が作用する 及び の長方形板の応力

として，次式で表される。なお， 及び は，長方形板の支持条件及び に

より求められる。 

  

  

 

(2) 運転時質量及び鉛直方向地震による応力 

運転時質量及び鉛直方向地震による応力は，次式で表される。 

  

  

 

(3) 長手方向地震による応力 

曲げ応力は，次式で表される。 

  

ここで，  

  

また， は第3.1.3.1.2-1図に示す中立軸ｙの位置で求める。 

せん断応力は，次式で表される。 

  

 

(4) 横方向地震による応力 

曲げ応力は，次式で表される。 

  

ここで，  

  

０σ ２σ

ｔａ ｔｂ

１β β ｔｔａｂ  


2

  ｒ １ ｔ2
ロ Ｐ１ 2

Ｐ βａ
σ

6 

ｔ


2

  ｒ ｔ2
ロ Ｐ２ 2

Ｐ βａ
σ

6 

ｔ


 ０

ロ ｘ１

ｍ
σ

2Ａ

g


  Ｖ ０

ロ ｘ２

Ｃ ｍ
σ

2Ａ

g


ロ

ロ ｘ３

ｙ

ｌＭ
σ

Ｚ

 


   Ｈ ０ ｇ Ｂ

ロ ｌ

Ｃ ｍ ｌ ｔ
Ｍ

2

g

ｙＺ


  Ｈ ０

ロ １
１

Ｃ ｍ

2Ａ
τ

g

 ロ ｃ
ロ ｘ４

ｘ

Ｍ
σ

Ｚ

 


   Ｈ ０ ｇ Ｂ

ロ ｃ

Ｃ ｍ ｌ ｔ

2
Ｍ

g
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また， は第3.1.3.1.2-1図に示す中立軸 の位置で求める。 

 

 

 

 

 

・ は基礎ボルト位置を示す。 

・ ～ は における支持剛性を示す。 

第 3.1.3.1.2-1 図 基礎ボルト位置 

 

せん断応力は，次式で表される。 

  

 

(5) 組合せ応力 

(1)～(4)によって算出される側板の応力は，以下により組み合わされる。 

なお，一次応力は一次一般膜応力と同じであるので省略する。 

ａ. 一次一般膜応力 

(a) 長手方向地震が作用した場合の一次一般膜応力 

  

【絶対値和】 

  

  

【SRSS法】 

  

  

  

ｘＺ ｘ

1～4ｉ

ロ Ｓ１Ｋ ロ Ｓ４Ｋ 1～4ｉ


  Ｈ ０

ロ ２
１

Ｃ ｍ

2Ａ
τ

g

        
 

    

2 2
ロ ０ｌ ロ ０ｌｘ ロ ０ｌｙ ロ ０ｌｘ ロ ０ｌｙ ロ １

1
σ σ σ σ σ 4 τ

2

   ロ ０ｌｘ ロ Ｐ１ ロ ｘ１ ロ ｘ２ ロ ｘ３σ σ σ σ σ

ロ ０ｌｙ ロ Ｐ２σ σ

   2 2
ロ ０ｌｘ ロ Ｐ１ ロ ｘ１ ロ ｘ２ ロ ｘ３σ σ σ σ σ

ロ ０ｌｙ ロ Ｐ２σ σ

  

底板 側板 
基礎ボルト 

 

  

  

 

 

 

ロ１Ｎ１ ロ１Ｎ２ 
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(b) 横方向地震が作用した場合の一次一般膜応力 

  

【絶対値和】 

  

  

【SRSS法】 

  

  

 

したがって，側板に生じる一次一般膜応力の最大値は 

  

で表される。 

 

ｂ. 一次＋二次応力の変動値 

(a) 長手方向地震が作用した場合の一次＋二次応力の変動値 

  

 

【絶対値和】 

  

  

【SRSS法】 

   

  

 

(b) 横方向地震が作用した場合の一次＋二次応力の変動値 

  

【絶対値和】 

  

  

【SRSS法】 

  

        
 

    

2 2
ロ ０ｃｘ ロ ０ｃｙ ロ ０ｃｘ ロ ０ｃｙ ロ ２ロ ０ｃ

1
σ σ σ σ σ 4 τ

2

   Ｐ１ ｘ１ ｘ２ ｘ４ロ ０ｃｘ ロ ロ ロ ロσ σ σ σ σ

 Ｐ２ロ ０ｃｙ ロσ σ

   Ｐ１ ｘ１ ｘ２ ｘ４

2 2
ロ ０ｃｘ ロ ロ ロ ロσ σ σ σ σ

 Ｐ２ロ ０ｃｙ ロσ σ

 
  

 

     ０ ロ ０ｌ ロ ０ｃσ max σ , σ

       

 2 2
ロ ロ ２ｌｘ ロ ２ｌｙ ロ ２ｌｘ ロ ２ｌｙ ロ １２ｌσ σ σ σ σ 4 τ

 ロ ２ｌｘ ロ ｘ２ ロ ｘ３σ σ σ

ロ ２ｌｙσ 0

 2 2
ロ ２ｌｘ ロ ｘ２ ロ ｘ３σ σ σ

ロ ２ｌｙσ 0

     
 

  

2 2
ロ ２ｃ ロ ２ｃｘ ロ ２ｃｙ ロ ２ｃｘ ロ ２ｃｙ ロ ２σ σ σ σ σ 4 τ

 ロ ２ｃｘ ロ ｘ２ ロ ｘ４σ σ σ

ロ ２ｃｙσ 0

 2 2
ロ ２ｃｘ ロ ｘ２ ロ ｘ４σ σ σ
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したがって，側板に生じる一次＋二次応力の変動値の最大値は，次式で表

される。 

  

 

(6)  支持部に作用する荷重又は個別応力 

第3.1.3.1.2-2図の における底板にかかる荷重計算を行う。 

 

a. 運転時質量及び鉛直方向地震による応力 

運転時質量及び鉛直方向地震による応力は，次式で表される。 

  

  

 

 

 

ここで，  

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

                  

 

第 3.1.3.1.2-2 図 運転時質量により底板に作用する鉛直力 

 

ロ ２ｃｙσ 0

 
  

 

     ２ ロ ２ｌ ロ ２ｃσ max σ , σ

1～4ｉ

 ロ １
ｓ１１

ｓ

Ｍ
σ

Ｚ

 ロ １
ｓ１１

ｓ

τ
Ｆ

Ａ


 Ｖロ １

ｓ２１
ｓ

Ｃ Ｍ
σ

Ｚ


 Ｖロ １

ｓ２１
ｓ

Ｃ
τ

Ｆ

Ａ

1

2

 
 
 

ロ ｓｉ
１ ｏ

ロ ｓ１ ロ ｓ２ ロ ｓ３ ロ ｓ４

Ｋ
Ｆ ｍ

Ｋ ＋Ｋ ＋Ｋ ＋Ｋ
ｇ

ロ １ ロ １ロ ＮｉＭ = Ｆｌ

側板 

 底板 

ロＦ１ 

ロｌＮｉ 
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b. 長手方向地震による応力 

曲げ応力は，次式で表される。 

 

せん断応力は，次式で表される。 

  

ここで， 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3.1.3.1.2-3 図 長手方向地震により底板に作用する鉛直力 

 

c. 横方向地震による応力 

曲げ応力は，次式で表される。 

  

せん断応力は，次式で表される。 

  

ここで， 

 

  

  


 ロ ｓｌロ Ｎｊ

ｓ３１

ｓ

Ｆ
σ

Ｚ

ｌ

 ロ ｓｌ
ｓ３１

ｓ

Ｆ
τ

Ａ

1

2


 
 
 

ロ ｓｉ ロ Ｎｊ
ロ ｓｌ Ｈ ｏ

ロ １Ｐｂ ｇ

Ｃ
Ｋ ｌ

Ｆ ｍ
Ｋ ｌ

ｇ


 ロ ｓｃ ロ Ｙｊ

ｓ４１

ｓ

Ｆ
σ

Ｚ

ｌ

 ロ ｓｃ
ｓ４１

ｓ

Ｆ
τ

Ａ

1

2


 
 
 

ロ ｓｉ ロ Ｙｊ
ロ ｓｃ Ｈ ｏ

ロ ＣＰｂ ｇ

Ｃ
Ｋ ｌ

Ｆ ｍ
Ｋ ｌ

ｇ

 
  

 
  

 Ｓｉ Ｙｊ
  ｓｃ Ｈ ０

 ｃＰｂ

Ｋ1
Ｆ Ｃ ｍ

2 Ｋ ｈ

ｌ
g

ｌｇ 

ロｌＮｊ 

ロＦｓｌ  

   
 Ｈ ０Ｃ 1 2ｍ g
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第 3.1.3.1.2-4 図 横方向地震により底板に作用する鉛直力 

 

(7)  ボルト等に作用する荷重 

a. せん断力 

基礎ボルト1本当たりのせん断力は，ボルト全本数で受けるものとして，次

式で表される。 

  

 

b. 引張力 

基礎ボルト1本当たりの引張力は，第3.1.3.1.2-3図及び第3.1.3.1.2-3図に

示す について(6)項で求めた方法によりロ ，ロ 及びロ を求め，

次式で表される。 

【絶対値和】 

長手方向地震による引張力 

  

横方向地震による引張力 

  

 

【SRSS法】 

長手方向地震による引張力 

 

横方向地震による引張力 

  



 
 
 
   Ｈ ０

ｂ

1
Ｃ ｍ

2

ｎ
Ｑ

g

1～4ｉ １Ｆ ｓｌＦ ｓｃＦ

   ｂ ｓ ロｌロ Ｖ １Ｑ Ｆ  1 Ｃ  Ｆ

   ｂ ｓ ロｃロ Ｖ １Ｑ Ｆ  1 Ｃ  Ｆ

   
 2 2

ｂ ｓｌ Ｖ １ロ ロ ロ１Ｑ Ｆ  Ｃ Ｆ Ｆ

   
 2 2

ｂ ｓｃ Ｖ １ １ロ ロ ロＱ Ｆ  Ｃ  Ｆ Ｆ

ｌｇ 

    Ｈ ０Ｃ 1 2ｍ g

ロＦｓｃ 

ロｌＹｊ 
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3.1.3.1.3 計算方法(ハ) ··································· (3.1.3.1.3-1) 

胴板の一次一般膜応力 及び一次＋二次応力 は，次式により算出する。 

 

(1) 内圧による応力 

内圧による応力は，「3.1.3.1.1  計算方法(イ)」の「(1) 静水頭又は内圧に

よる応力」に記載の計算式と同じ。 

 

(2) 運転時質量及び鉛直方向地震による応力 

運転時質量及び鉛直方向地震による応力は，次式で表される。 

   

    
 +




 ｖ ｏ
ハ ４

ｉ

Ｃｍ

Ｄ ｔｔ

g
   

 

(3) 水平方向地震による応力 

水平方向地震による応力は，次式で表される。 

 

 

H o r

3 2

Q
4C m l l+l

Q

+

ハ

ハ
ハ

ｉ

′
－

Ｄ ｔ ｔ




g

   

 

H o

Q
2C m l

Q

+

ハ

ハ
ハ

ｉ

′
－

Ｄ ｔｔ


 
 
 



g

  

 

(4) 組合せ応力 

(1)～(4)によって算出される胴板の応力は，以下により組み合わされる。 

a. 一次一般膜応力 

【絶対値和】 

1  ハ   

1 2 3 4+ + +        ハ ハ ハ   

 
2

2

0

1
+ + +4

2
        

 
 
 
ハ ハ ハ ハ ハ－   

【SRSS 法】 

1  ハ    

０σ ２σ

 ｔｔＤπ

ｍ
σ

ｉ

０
χ２




g
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2 2

1 2 3 4+ + +        ハ ハ ハ    

 
2

2

0

1
+ + +4

2
        

 
 
 
ハ ハ ハ ハ ハ－   

一次応力は一次一般膜応力と同じであるので省略する。 

b. 地震動のみによる一次＋二次応力の変動値 

【絶対値和】 

2 0 ハ    

2 3 4     ハ ハ ハ    

 
2 2

2 2 2 2 2+ + +4         ハ ハ ハ ハ ハ－    

【SRSS 法】 

2 0 ハ    

2 2

2 3 4+    ハ ハ ハ    

 
2 2

2 2 2 2 2+ + +4         ハ ハ ハ ハ ハ－    

 

(5)  支持部に作用する荷重又は個別応力 

a. 運転時質量及び鉛直方向地震による応力 

運転時質量及び鉛直方向地震による応力は，次式で表される。 

0
s11

m

A
 ハ

g
  

    v 0
s21

C m

A
 ハ

g
  

 

b. 水平方向地震による応力 

水平方向地震による応力は，次式で表される。 

s
s31

s

M

Z
  ハ

ハ   

ここで，曲げモーメント は 及び のいずれか大きい方の値と

する。 

ｓＭ ｓ１Ｍ ｓ２Ｍ
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 s1 H 0 rC
Q

M m l l+l
Q

 ハ
ハ

ハ

′
－g    

 s2 H 0 s s rC
Q

M m l +l l +l+l
Q

 ハ
ハ

ハ

′
－g    ········· (3.1.3.1.3-2) 

H 0

31

s

2C
Q

m l
Q

A
 

 
 
 

ハ

ハ
ハ

′
－g

  

 

(6)  ボルト等に作用する荷重 

a. せん断力 

ボルト 1本当たりのせん断力は，次式で表される。 

H 0

b

C
Q

m l
Q

Q
n



 
 
 

ハ

ハ
ハ

′
－g

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3.1.3.1.3-1 図 取付ボルト配置 

 

 

 

 

 

 

 

 ｂl ｂl
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b. 引張力 

取付ボルトに対する引張力は，最も厳しい条件として，取付ボルトを支点

とする転倒を考え，これを片側のボルトで受けるものとして，次式で表され

る。 

s
b

b

M
F

nl
 ハ

ハ
   

なお，据付面に作用する転倒モーメント は，式(3.1.3.1.3-2)を用い

る。 

  

ｓＭ
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3.1.3.1.4 計算方法(ニ) ···································· (3.1.3.1.4-1) 

胴板の一次一般膜応力 ，一次応力 及び一次＋二次応力 は，次式により

算出する。 

 

(1) 静水頭又は内圧による応力 

静水頭又は内圧による応力は，「3.1.3.1.1  計算方法(イ)」の「(1) 静水頭又

は内圧による応力」に記載の計算式と同じ。 

 

(2) 運転時質量による応力 

運転時質量による応力は，次式で表される。 

  

(3) 運転時質量による胴の脚つけ根部の応力 

運転時質量による胴の脚つけ根部の応力は，次式で表される。 

脚下端が固定の場合 

 
０

ニ

ｍ
Ｒ

4


g
  

 

脚の半径方向変位量と胴の半径方向局部変位量は等しいことから 

  ２３
ニ ニ ｌニ ニ ｒニ

ニ r
    ｍs st ｓ ｓｒ s st

Ｒu Ｍ Ｋ Ｐ
Δ =

ｒＥ

ｌＰｌ Ｐｌ

3ＥＩ Ｇ Ａ 2ＥＩ

 
     ··· (3.1.3.1.4-2) 

 

 

 

 

 

 

 

 

第3.1.3.1.4-1図 脚下端が固定されている場合の運転時質量による脚及び胴の変形 

 

 

また，脚上端の傾き角と胴の局部傾き角は等しいことから 

  ２
ニ ニ ｌ ニ l ニ ｌ

3 2
  

ｍ １s st s st

Ｒu Ｍ Ｋ Ｍ
=
ｒ β Ｅ

ｌ Ｐｌ
θ

ＥＩ 2ＥＩ


   ·············· (3.1.3.1.4-3) 

したがって，式(3.1.3.1-8)から式(3.1.3.1-10)までを連立させることにより， 

 
3

r ０
ニ ｌ

   ｍs st ｓ ｓｒ s st

Ｋ
Ｍ /

ｒＥ

ｍ ｕｌｌ ｌ

12ＥＩ Ｇ Ａ 4ＥＩ

   
   
   

  
g

 

０σ １σ ２σ

  ｔｔＤπ

ｍ
σ

 ｉ

０
χ２

   

 




g

 

  
ニ r
Δ  

ニ r
Δ  

 ニ
Ｐ

ニ ｌ
Ｍ  

 
ニ
Ｒ  
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 ················ (3.1.3.1.4-4) 

２ニ ニ ｌ

 
s st

ニ 3

r

  ｍs st ｓ ｓｒ

ｌ

Ｐ
Ｋ

ｒＥ

Ｒｕ Ｍ

2ＥＩ

ｌ ｌ

3ＥＩ Ｇ Ａ





 

  ····················· (3.1.3.1.4-5) 

となる。また，脚の下端を単純支持とする場合は式(3.1.3.1.4-2)及び式(3.1.

3.1.4-3)に代わって，次式で表される。 
３

ニ ニ ｒニ
ニ r 1

   ｍs st ｓ ｓｒ

Ｋ Ｐ
Δ

ｒＥ

Ｐｌ Ｐｌ
θ

3ＥＩ Ｇ Ａ

 
     

ニ ニ ｌ ニ
Ｐｌ Ｍ Ｒｕ   

l ニ ｌ

2

ｍ １

Ｋ Ｍ

ｒβＥ
θ    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3.1.3.1.4-2 図 脚下端が単純支持されている場合の運転時質量による脚及び胴の変形 

 

以上を連立させることにより 

ニ
ニ 3 2 ３

2 ｍ １ ｒ

   l ｍs st ｓ ｓｒ

Ｒｕｌ
Ｐ

ｒ βＥ Ｋ
ｌ

Ｋ ｒＥ

ｌ ｌ

3ＥＩ Ｇ Ａ

 
  
 



  

  ········ (3.1.3.1.4-6) 

ニ ｌ ニ ニ
Ｍ Ｒｕ Ｐｌ    ······························ (3.1.3.1.4-7) 

となる。 

鉛直方向曲げモーメント
ニ ｌ
Ｍ により生じる胴板の局部応力は，シェルパラメ

ータ 及びアタッチメントパラメータ によって引用文献(1)の表より値を求

める(以下 印を付記する。)ことにより応力は，次式で表される。 

 

 
     
   

 

 

  

*

φ ニ １
 ニ φ３ l2

2 ｍ l
ニ ｌ ｍ

Ｎ Ｍ
σ Ｃ 

ｒ ｔβＭ / ｒ β

  

      
         

      
       

2
3 2

ｒ
 

3 2
ｓ ｓｔ ｓ ｓｒ ｍ ｓ ｓｔ ｍ ｓ ｓｔ

ｌ

ｌ

ＫＫ

3ＥＩ Ｇ Ａ ｒ Ｅ ＥＩ ｒ β Ｅ 2ＥＩ

ｌ ｌ ｌ ｌ

γ ｌβ

*

 

 

 ｌ

ニ r
Δ  

 

 

 

 

 

ニ ｌ
Ｍ  

 
ニ
Ｒ  

 
ニ
Ｒ  

ニ
Ｐ

ニ r
Δ  

ニ
Ｐ
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 

 
     
   

 

 

  

*

χ ニ １
 ニ χ3 l2

2 ｍ l
ニ １ ｍ

Ｎ Ｍ
σ Ｃ

ｒ ｔβＭ / ｒ β

  

ここで， 

  

  

  

  

  

半径方向荷重
ニ
Ｐにより生じる胴板の局部応力は，次式で表される。 

   
   
    

 

 
 

*

φ ニ
 ニ φ４

ｍ
ニ ｍ

Ｎ Ｐ
σ

ｒｔＰ/ｒ

  

   
   
    

 

 
 

*

χ ニ
 ニ χ４

ｍ
ニ ｍ

Ｎ Ｐ
σ

ｒｔＰ/ｒ

  

ここで，  

のとき 

  

のとき 

  

反力ニＲによるせん断応力は，次式で表される。 

 ニ
ニ l１

２

Ｒ
τ

4Ｃｔ
  

 

(4) 水平方向地震による胴板の曲げ応力 

水平方向地震による胴板の曲げ応力は，次式で表される。 

  0
 


ｇＨ ｉ

ニ χ5

ｌＣ ｍ ｌ Ｄ 2ｔ
σ

2Ｉ

g
  

 

(5) Ｚ方向地震による胴の脚つけ根部の応力 

Ｚ方向地震による胴の脚つけ根部の応力は，次式で表される。 

3.1.3項の固有周期計算において単位荷重ニ ０Ｆ を に置き換えて得られる

数値を使用する。 

半径方向荷重
ニ １
Ｐ により生じる胴板の局部応力は(3)と同様にして，次式で表さ

れる。 

  2ｔＤｒ     ｉｍ 

ｔｒγ ｍ /

ｍ１１ ｒＣβ /

ｍ２２ ｒＣβ /

    
23

 １ ２ｌβ ββ

1ββ  ≧ ２１  

   ２１ １２１ ββＫ11ββ
3

1
1β        











1ββ  ＜ ２１  

   ２１ ２２１ ββＫ1ββ1
3

4
1β        











g  ０ＨｍＣ
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一次応力 

   
   
    

 

 
 

*

φ ニ １
 ニ φ６

ｍ
ニ １ ｍ

Ｎ Ｐ
σ

ｒｔＰ /ｒ

  ···························· (3.1.3.1.4-8) 

   
   
    

 

 
 

*

χ ニ １
 ニ χ６

ｍ
ニ １ ｍ

Ｎ Ｐ
σ

ｒｔＰ /ｒ

  ···························· (3.1.3.1.4-9) 

二次応力 

   
    

  

 

   

*

φ ニ １
ニ ２φ６ 2

ニ １

Ｍ 6 Ｐ
σ

Ｐ ｔ
  ····························· (3.1.3.1.4-10) 

   
    

  

 *

χ ニ １
ニ ２χ６ 2

ニ １

Ｍ 6 Ｐ
σ

Ｐ ｔ
  ····························· (3.1.3.1.4-11) 

鉛直方向曲げモーメント
1

 

ニＭ により生じる胴板の局部応力は(3)と同様にして，

次式で表される。 

一次応力 

 
1

1

1
1

 
  
  
   



 

 
  

*

φ ニ
 ニ φ７ 2

2
ｍ

ニ ｍ

Ｎ Ｍ
σ Ｃ

ｒ ｔβＭ / ｒ β
  ················ (3.1.3.1.4-12) 

 
1

1

1
1

 
  
  
   



 

 

 
   

*

χ ニ
 ニ χ７ 2

2
ｍ

ニ ｍ

Ｎ Ｍ
σ Ｃ

ｒ ｔβＭ / ｒ β
  ················ (3.1.3.1.4-13) 

二次応力 

 

1

1

   
   
    



 

 

  
  

*

φ ニ
ニ ２φ７ 2

ｍ ｃ
ニ ｍ

Ｍ 6 Ｍ
σ

ｒｔβＭ / ｒβ
  ················· (3.1.3.1.4-14) 

 

1

1

   
   
    



 

 

  
  

*

χ ニ
ニ ２χ７ 2

ｍ ｃ
ニ ｍ

Ｍ 6 Ｍ
σ

ｒｔβＭ / ｒβ
  ················· (3.1.3.1.4-15) 

ここで， 

  

ただし，鉛直方向曲げモーメント
1

 

ニＭ により生じる二次応力を求める場合は，

さらに を乗じた値とする。 

周方向曲げモーメントニ ｃＭ により生じる胴板の局部応力は，次式で表される。 

一次応力 

 

 
  
  
   



 

 
  

*

φ ニ ｃ
 ニ φ８ ｃ2

2
ｍ ｃ

ニ ｃ ｍ

 
Ｎ Ｍ

σ Ｃ
ｒ ｔβＭ / ｒ β

  ·············· (3.1.3.1.4-16) 

 

 
  
  
   



 

 
  

*

χ ニ ｃ
 ニ χ８ ｃ2

2
ｍ ｃ

ニ ｃ ｍ

Ｎ Ｍ
σ Ｃ

ｒ ｔβＭ / ｒ β
  ··············· (3.1.3.1.4-17) 

    
23

 １ ２ｌβ ββ

１ｌｋ
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二次応力 

 

   
   
    



 

 

  
  

*

φ ニ ｃ
ニ ２φ８ 2

ｍ ｃ
ニ ｃ ｍ

Ｍ 6 Ｍ
σ

ｒｔβＭ / ｒβ
  ················· (3.1.3.1.4-18) 

 

   
   
    



 

 

  
  

*

χ ニ ｃ
ニ ２χ８ 2

ｍ ｃ
ニ ｃ ｍ

Ｍ 6 Ｍ
σ

ｒｔβＭ / ｒβ
  ················· (3.1.3.1.4-19) 

ここで， 

  

ただし，鉛直方向曲げモーメントニ ｃＭ により生じる二次応力を求める場合は，

さらに を乗じた値とする。 

周方向せん断力ニＱによるせん断応力は，次式で表される。 

 ニ
ニ ｃ１

  １

Ｑ
τ

4Ｃｔ
  ···································· (3.1.3.1.4-20) 

鉛直方向せん断力ニ １Ｒ によるせん断応力は，次式で表される。 


  ニ １

ニ ｌ２
  ２

Ｒ
τ

4Ｃｔ
  ··································· (3.1.3.1.4-21) 

ねじりモーメントニ ３Ｍ により生じる胴板の局部せん断応力は，次式で表される。 

 ニ ３
ニ ３ 2

  １

Ｍ
τ

2πＣｔ
  ··································· (3.1.3.1.4-22) 

ここで， のときは を に置き換える。 

 

(6) Ｘ方向地震による胴の脚のつけ根部の応力 

Ｘ方向地震による胴の脚のつけ根部の応力は，次式で表される。 

 

一次応力 

式(3.1.3.1.4-8)，式(3.1.3.1.4-9)，式(3.1.3.1.4-12)，式(3.1.3.1.4-13)，式

(3.1.3.1.4-16)及び式(3.1.3.1.4-17)の右辺に を乗じて得られる値を使用し，

半径方向荷重による場合にはニ φ９σ 及びニ χ９σ ，鉛直方向曲げモーメントによる場合

にはニ φ１０σ 及び ニ χ１０σ ，周方向曲げモーメントによる場合にはニ φ１１σ ,及びニ χ１１σ

とする。 

 

二次応力 

式(3.1.3.1.4-10)，式(3.1.3.1.4-11)，式(3.1.3.1.4-14)，式(3.1.3.1.4-15)，

式(3.1.3.1.4-18)及び式(3.1.3.1.4-19)の右辺に を乗じて得られる値を使用

し，半径方向荷重による場合には
ニ ２φ９
σ 及び

ニ ２χ９
σ ，鉛直方向曲げモーメントによ

3
２

2
１ ｃ βββ    

ｃ１ｋ

２ ＞ １ ＣＣ １Ｃ ２Ｃ

21 

21 
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る場合には
ニ ２φ１０
σ 及び

ニ ２χ１０
σ ，周方向曲げモーメントによる場合には

ニ ２φ１１
σ 及

び
ニ ２χ１１
σ とする。 

また，式(3.1.3.1.4-20)から式(3.1.3.1.4-22)までの右辺に を乗じて得ら

れる値を使用し，周方向せん断力による場合には
ニ ｃ４
τ ，鉛直方向せん断力による

場合には
ニ ｌ５
τ ，ねじりモーメントによる場合には

ニ ６
τ とする。 

 

(7) 鉛直方向地震による応力 

鉛直方向地震による応力は，次式で表される。 

 




  Ｖ ０
ニ χ１２

  ｉ

Ｃ ｍ
σ

πｔＤ ｔ

g
  

 

(8) 鉛直方向地震による胴の脚つけ根部の応力 

鉛直方向地震による胴の脚つけ根部の応力は，次式で表される。 

脚下端が固定の場合 


  

Ｖ ０
ニ ｅ

Ｃ ｍ
Ｒ

4

g
  

 

式(3.1.3.1.4-4)の のかわりに ，ニ lＭ のかわりにニ lｅＭ ，式(3.1.

3.1.4-5)の
ニ
Ｒのかわりに

ニ ｅ
Ｒ ，ニ lＭ のかわりにニ lｅＭ ，

ニ
Ｐのかわりに

ニ e
Ｐ を代

入すると，次式で表される。 

 

3
r ニ e

ニ lｅ
   ｍs st ｓ ｓｒ s st

Ｋ
/

ｒＥ

Ｒｕｌｌ ｌ
Ｍ

12ＥＩ Ｇ Ａ ＥＩ

   
   
   

    

 

 

２ニ ｅ ニ ｌｅ

 
s st

ニ e 3

r

  ｍs st ｓ ｓｒ

ｌ

Ｐ
Ｋ

ｒＥ

Ｒｕ Ｍ

2ＥＩ

ｌ ｌ

3ＥＩ Ｇ Ａ





 

  

 

脚の下端を単純支持とする場合 

式(3.1.3.1.4-6)の
ニ
Ｐのかわりに

ニ e
Ｐ ，

ニ
Ｒのかわりに

ニ ｅ
Ｒ ，式(3.1.3.1.4-7)

のニ lＭ のかわりにニ lｅＭ ，
ニ
Ｒのかわりに

ニ ｅ
Ｒ ，

ニ
Ｐのかわりに

ニ e
Ｐ を代入すると，

次式で表される。 

21 

g ０ｍ g  ０ＶｍＣ

      
         

      
       

2
3 2

ｒ
 

3 2
ｓ ｓｔ ｓ ｓｒ ｍ ｓ ｓｔ ｍ ｓ ｓｔ

ｌ

ｌ

ＫＫ

3ＥＩ Ｇ Ａ ｒ Ｅ ＥＩ ｒ β Ｅ 2ＥＩ

ｌ ｌ ｌ ｌ

1796



 

105 

ニ e
ニ e 3 2 ３

2 ｍ １ ｒ

   l ｍs st ｓ ｓｒ

Ｒｕｌ
Ｐ

ｒ βＥ Ｋ
ｌ

Ｋ ｒＥ

ｌ ｌ

3ＥＩ Ｇ Ａ

 
  
 



  

  

ニ ｌｅ ニ ｅ ニ ｅ
Ｍ Ｒｕ Ｐｌ    

 

半径方向荷重
ニ e
Ｐ により生じる胴板の局部応力は(3)と同様な方法で引用文献

(1)より，次式で表される。 

 

一次応力 
 

 
 

*

φ ニ ｅ
 ニ φ１３

ｍ
ニ ｅ ｍ

Ｎ Ｐ
σ

ｒｔＰ /ｒ

   
   
    

  

 *

χ ニ ｅ
ニ χ１３

ニ ｅ ｍ ｍ

Ｎ Ｐ
σ

Ｐ /ｒ ｒｔ

   
    
   

  

二次応力 
 

  

*

φ ニ ｅ
ニ ２φ１３ 2

ニ ｅ

Ｍ 6 Ｐ
σ

Ｐ ｔ

   
    

  
  

 *

χ ニ ｅ
ニ ２χ１３ 2

ニ ｅ

Ｍ 6 Ｐ
σ

Ｐ ｔ

   
    

  
  

鉛直曲げモーメントニ lｅＭ により生じる応力は，次式で表される。 

一次応力 

 

 

 
 

*

φ ニ lｅ
 ニ φ１４ l2

2
ｍ l

ニ lｅ ｍ

Ｎ Ｍ
σ Ｃ

ｒ ｔβＭ / ｒ β

 
       

 

  

 

 

 
  

*

χ ニ lｅ
 ニ χ１４ l2

2
ｍ l

ニ lｅ ｍ

Ｎ Ｍ
σ Ｃ

ｒ ｔβＭ / ｒ β

 
       

 

  

二次応力 

 

 

    

*

φ ニ lｅ
ニ ２φ１４ 2

ニ lｅ ｍ ｍ l

Ｍ 6 Ｍ
σ

Ｍ /ｒβ ｒｔβ

   
    
    

  

 

 

    

*

χ ニ lｅ
ニ ２χ１４ 2

ニ lｅ ｍ ｍ l

Ｍ 6 Ｍ
σ

Ｍ /ｒβ ｒｔβ

   
    
    

  

ここで， 

  

ただし，二次応力を求める場合はさらに を乗じた値とする。 

反力ニ ｅＲ によるせん断応力は，次式で表される。 

    
23

 １ ２ｌβ ββ

１ｌｋ
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ニ ｅ
ニ l７

２

Ｒ
τ

4Ｃｔ
   

 

 

(9) 組合せ応力 

(1)～(8)によって算出される胴の脚つけ根部に生じる応力は，以下により組み

合わされる。 

a. 一次一般膜応力 

【絶対値和】 

 
   

０ ニ ０φ ニ ０χ
σ max σ , σ 

  
   

ここで， 

ニ ０φ φ１ φ２
σ σ σ   

ニ ０χ χ１ χ２ ニ χ５ ニ χ１２
σ σ σ σ σ     

【SRSS法】 

ニ ０φ φ１ φ２
σ σ σ   

2 2

ニ ０χ χ１ χ２ ニ χ５ ニ χ１２
σ σ σ σ σ     

  

1798



 

107 

b. 一次応力 

(a) Ｚ方向地震が作用した場合の組合せ一次応力 

イ. 第1脚つけ根部 

第1評価点については 

   

 

 
2

ニ １１ ニ φｚ１ ニ χｚ１ ニ φｚ１ ニ χｚ１

1
σ σ σ σ σ

2
      

 

 

 

 

 

 

第 3.1.3.1.4-3 図 胴の評価点 

 

【絶対値和】 

ニ φｚ１ φ１ ニ φ３ ニ φ４ φ２ ニ φ１４ ニ φ１３ ニ φ６ ニ φ７
σ σ σ σ σ σ σ σσ       

 
 

ニ χｚ１ χ１ χ２ ニ χ３ ニ χ４
σ σ σ σσ     

ニ χ１２ ニ χ１４ ニ χ１３ ニ χ５ ニ χ６ ニ χ７
σ σ σ σ σ σ       

【SRSS法】 

     

2 2

ニ φｚ１ φ１ ニ φ３ ニ φ４ φ２ ニ φ１４ ニ φ１３ ニ φ６ ニ φ７
σ σ σ σ σ σ σ σ σ        

ニ χｚ１ χ１ χ２ ニ χ３ ニ χ４
σ σ σ σσ     

      

2 2

ニ χ１２ ニ χ１４ ニ χ１３ ニ χ５ ニ χ６ ニ χ７
σ σ σ σ σ σ       

 

第2評価点については 

【絶対値和】 

ニ φｚ２ φ１ ニ φ４ φ２ ニ φ１３ ニ φ６
σ σ σ σ σ σ      

ニ χｚ２ χ１ χ２ ニ χ４ ニ χ１２ ニ χ１３ ニ χ５ ニ χ６
σ σ σ σ σ σ σ σ       

 

       
2 2

 ニ １２ ニ φｚ２ ニ χｚ２ ニ φｚ２ ニ χｚ２ ニ l１ ニ l２ ニ l７

1
σ σ σ σ σ 4 τ τ τ

2
        

 

【SRSS法】 

  2 2

ニ φｚ２ φ１ ニ φ４ φ２ ニ φ１３ ニ φ６
σ σ σ σ σ σ      

     

2 2

ニ χｚ２ χ１ χ２ ニ χ４ ニ χ１２ ニ χ１３ ニ χ５ ニ χ６
σ σ σ σ σ σ σ σ       
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     

2
2 2 2

 ニ １２ ニ φｚ２ ニ χｚ２ ニ φｚ２ ニ χｚ２ ニ l１ ニ l２ ニ l７

1
σ σ σ σ σ 4 τ τ τ

2

  
       

  
 

 

 

ロ. 第2脚つけ根部 

第1評価点については 

      

 

 
2 2

ニ １３ ニ φｚ３ ニ χｚ３ ニ φｚ３ ニ χｚ３ ニ ｃ１ ニ ３

1
σ σ σ σ σ 4 τ τ

2
       

 

【絶対値和】 

ニ φｚ３ φ１ ニ φ３ ニ φ４ φ２ ニ φ１４ ニ φ１３
σ σ σ σ σ σ σ       

ニ χｚ３ χ１ χ２ ニ χ３ ニ χ４ ニ χ１２ ニ χ１４ ニ χ１３
σ σ σ σ σ σ σ σ       

 

【SRSS法】 

  2ニ φｚ３ φ１ ニ φ３ ニ φ４ φ２ ニ φ１４ ニ φ１３
σ σ σ σ σ σ σ      

  2ニ χｚ３ χ１ χ２ ニ χ３ ニ χ４ ニ χ１２ ニ χ１４ ニ χ１３
σ σ σ σ σ σ σ σ       

 

第2評価点については 

【絶対値和】 

ニ φｚ４ φ１ ニ φ４ φ２ ニ φ１３ ニ φ８
σ σ σ σ σ σ     

ニ χｚ４ χ１ χ２ ニ χ４ ニ χ１２ ニ χ１３ ニ χ８
σ σ σ σ σ σ σ       

       
2 2

 ニ １４ ニ φｚ４ ニ χｚ４ ニ φｚ４ ニ χｚ４ ニ l１ ニ ３ ニ l７

1
σ σ σ σ σ 4 τ τ τ

2
        

 

【SRSS法】 

 
2 2

ニ φｚ４ φ１ ニ φ４ φ２ ニ φ１３ φ８
σ σ σ σ σ σ      

 
2 2

ニ χｚ４ χ１ χ２ ニ χ４ ニ χ１２ ニ χ１３ ニ χ８
σ σ σ σ σ σ σ      

  

     

2
2 2 2

 ニ １４ ニ φｚ４ ニ χｚ４ ニ φｚ４ ニ χｚ４ ニ l１ ニ ３ ニ l７

1
σ σ σ σ σ 4 τ τ τ

2

  
       

  
 

 

 

(b) Ｘ方向地震が作用した場合の組合せ一次応力 

第1評価点については 

     

   
2 2

ニ １５ ニ φｘ１ ニ χｘ１ ニ φｘ１ ニ χｘ１ ニ ｃ４ ニ ６

1
σ σ σ σ σ 4 τ τ

2
       
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【絶対値和】 

ニ φｘ１ φ１ ニ φ３ ニ φ４ φ２ ニ φ１４ ニ φ１３ ニ φ９ ニ φ１０
σ σ σ σ σ σ σ σ σ        

 

ニ χｘ１ χ１ χ２ ニ χ３ ニ χ４
σ σ σ σ σ    

ニ χ５ ニ χ１２ ニ χ１４ ニ χ１３ ニ χ９ ニ χ１０
σ σ σ σ σ σ        

 

【SRSS法】 

     

2 2

ニ φｘ１ φ１ ニ φ３ ニ φ４ φ２ ニ φ１４ ニ φ１３ ニ φ９ ニ φ１０
σ σ σ σ σ σ σ σ σ        

 

ニ χｘ１ χ１ χ２ ニ χ３ ニ χ４
σ σ σ σ σ    

     

2 2

ニ χ１２ ニ χ１４ ニ χ１３ ニ χ５ ニ χ９ ニ χ１０
σ σ σ σ σ σ       

 

 

第2評価点については 

【絶対値和】 

ニ φｘ２ φ１ ニ φ４ φ２ ニ φ１３ ニ φ９ ニ φ１１
σ σ σ σ σ σ σ       

ニ χｘ２ χ１ χ２ ニ χ４ ニ χ５ ニ χ１２ ニ χ１３ ニ χ９ ニ χ１１
σ σ σ σ σ σ σ σ σ        

 

     

   

22
ニ １６ ニ φｘ２ ニ χｘ２ ニ φｘ２ ニ χｘ２ ニ l１ ニ l５ ニ ６ ニ l７

1
σ σ σ σ σ 4 τ τ τ τ

2
         

 

【SRSS法】 

   
2 2

ニ φｘ２ φ１ ニ φ４ φ２ ニ φ１３ ニ φ９ ニ φ１１
σ σ σ σ σ σ σ      

 

     

2 2

ニ χｘ２ χ１ χ２ ニ χ４ ニ χ１２ ニ χ１３ ニ χ５ ニ χ９ ニ χ１１
σ σ σ σ σ σ σ σ σ        

 

       

    

2
2 2 2

ニ １６ ニ φｘ２ ニ χｘ２ ニ φｘ２ ニ χｘ２ ニ l１ ニ l５ ニ ６ ニ l７

1
σ σ σ σ σ 4 τ τ τ τ

2

  
        

  
 

 

                 
１ ニ １１ ニ １２ ニ １３ ニ １４ ニ １５ ニ １６

σ max σ , σ , σ , σ , σ , σ 
  

   

 

c. 地震力のみによる一次＋二次応力の変動値 

(a) Ｚ方向地震が作用した場合の地震のみによる一次＋二次応力の変動値 

イ. 第1脚つけ根部 

第1評価点については 

  2ニ ２１ ニ ２φｚ１ ニ ２χｚ１ ニ ２φｚ１ ニ ２χｚ１
σ σ σ σσ      

【絶対値和】 
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ニ ２φｚ１ φ２ ニ φ１４ ニ φ１３ ニ ２φ１４ ニ ２φ１３ ニ φ６ ニ ２φ６ ニ φ７ ニ ２φ７
σ σ σ σ σ σ σ σ σ σ         

ニ ２χｚ１ ニ χ１２ ニ χ１４ ニ χ１３ ニ ２χ１４ ニ ２χ１３ ニ χ５ ニ χ６ ニ ２χ６
σ σ σ σ σ σ σ σ σ        

ニ χ７ ニ ２χ７
σ σ   

【SRSS法】 

     

2 2

ニ ２φｚ１ φ２ ニ φ１４ ニ φ１３ ニ ２φ１４ ニ ２φ１３ ニ φ６ ニ ２φ６ ニ φ７ ニ ２φ７
σ σ σ σ σ σ σ σ σ σ          

 

    

2 2

ニ ２χｚ１ ニ χ５ ニ χ６ ニ ２χ６ ニ χ７ ニ ２χ７ニ χ１２ ニ χ１４ ニ χ１３ ニ ２χ１４ ニ ２χ１３
σ σ σ σ σ σσ σ σ σ σ            

 

 

第2評価点については 

【絶対値和】 

      
2 2

ニ ２２ ニ ２φｚ２ ニ ２χｚ２ ニ ２φｚ２ ニ ２χｚ２ ニ l２ ニ l７σ σ σ σ σ 4 τ τ       

 

ニ ２φｚ２ φ２ ニ φ１３ ニ ２φ１３ ニ φ６ ニ ２φ６
σ σ σ σ σ σ      

ニ ２χｚ２ ニ χ１２ ニ χ１３ ニ ２χ１３ ニ χ５ ニ χ６ ニ ２χ６
σ σ σ σ σ σ σ       

 

【SRSS法】 

      
2 2

ニ ２２ ニ ２φｚ２ ニ ２χｚ２ ニ ２φｚ２ ニ ２χｚ２ ニ l２ ニ l７σ σ σ σ σ 4 τ τ       

 

     

2 2

ニ ２φｚ２ φ２ ニ φ１３ ニ ２φ１３ ニ φ６ ニ ２φ６
σ σ σ σ σ σ      

  

    

2 2

ニ ２χｚ２ ニ χ５ ニ χ６ ニ ２χ６ニ χ１２ ニ χ１３ ニ ２χ１３
σ σ σ σσ σ σ        

 

 

ロ. 第2脚つけ根部 

第1評価点については 

      
2 2

ニ ２３ ニ ２φｚ３ ニ ２χｚ３ ニ ２φｚ３ ニ ２χｚ３ ニ ｃ１ ニ ３
σ σ σ σ 4 τ τσ       

 

 

【絶対値和】 

ニ ２φｚ３ φ２ ニ φ１４ ニ φ１３ ニ ２φ１４ ニ ２φ１３
σ σ σ σ σ σ      

ニ ２χｚ３ ニ χ１２ ニ χ１４ ニ χ１３ ニ ２χ１４ ニ ２χ１３
σ σ σ σ σ σ      

 

【SRSS法】 
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 
2

ニ ２φｚ３ φ２ ニ φ１４ ニ φ１３ ニ ２φ１４ ニ ２φ１３
σ σ σ σ σ σ     

  

 
2

ニ ２χｚ３ ニ χ１２ ニ χ１４ ニ χ１３ ニ ２χ１４ ニ ２χ１３
σ σ σ σ σ σ   

 

  

 

第2評価点については 

【絶対値和】 

ニ ２φｚ４ φ２ ニ φ１３ ニ ２φ１３ ニ φ８ ニ ２φ８
σ σ σ σ σ σ      

ニ ２χｚ４ ニ χ１２ ニ χ１３ ニ ２χ１３ ニ χ８ ニ ２χ８
σ σ σ σ σ σ      

      
2 2

ニ ２４ ニ ２φｚ４ ニ ２χｚ４ ニ ２φｚ４ ニ ２χｚ４ ニ ３ ニ l７σ σ σ σ σ 4 τ τ     
 

 

【SRSS法】 

     

2 2

ニ ２φｚ４ φ２ ニ φ１３ ニ ２φ１３ ニ φ８ ニ ２φ８
σ σ σ σ σ σ      

  

     

2 2

ニ ２χｚ４ ニ χ１２ ニ χ１３ ニ ２χ１３ ニ χ８ ニ ２χ８
σ σ σ σ σ σ      

 

      
2 2

ニ ２４ ニ ２φｚ４ ニ ２χｚ４ ニ ２φｚ４ ニ ２χｚ４ ニ ３ ニ l７σ σ σ σ σ 4 τ τ       

 

 

(b) Ｘ方向地震が作用した場合の地震のみによる一次＋二次応力の変動値 

第1評価点については 

      
2 2

ニ ２５ ニ ２φｘ１ ニ ２χｘ１ ニ ２φｘ１ ニ ２χｘ１ ニ ｃ４ ニ ６
σ σ σ σ 4 τ τσ       

 

【絶対値和】 

ニ ２φｘ１ φ２ ニ φ１４ ニ φ１３ ニ ２φ１４ ニ ２φ１３ ニ φ９ ニ φ１０
σ σ σ σ σ σ σ σ       

ニ ２φ９ ニ ２φ１０
σ σ   

ニ ２χｘ１ ニ χ１２ ニ χ１４ ニ χ１３ ニ ２χ１４ ニ ２χ１３ ニ χ５ ニ χ９
σ σ σ σ σ σ σ σ       

ニ χ１０ ニ ２χ９ ニ ２χ１０
σ σ σ    

 

 

 【SRSS法】 

     

2 2

ニ ２φｘ１ φ２ ニ φ１４ ニ φ１３ ニ ２φ１４ ニ ２φ１３ ニ φ９ ニ φ１０ ニ ２φ９ ニ ２φ１０
σ σ σ σ σ σ σ σ σ σ          

 

     

2 2

ニ ２χｘ１ ニ χ１２ ニ χ１４ ニ χ１３ ニ ２χ１４ ニ ２χ１３ ニ χ５ ニ χ９ ニ χ１０ ニ ２χ９ ニ ２χ１０
σ σ σ σ σ σ σ σ σ σ σ           
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第2評価点については 

【絶対値和】 

ニ ２φｘ２ ニ φ１３ ニ ２φ１３ ニ φ９ ニ ２φ９ ニ φ１１ ニ ２φ１１
σ σ σ σ σ σ σ      

  

ニ ２χｘ２ ニ χ１２ ニ χ１３ ニ ２χ１３ ニ χ５ ニ χ９ ニ ２χ９ ニ χ１１ ニ ２χ１１
σ σ σ σ σ σ σ σ σ        

 

      
2 2

ニ ２６ ニ ２φｘ２ ニ ２χｘ２ ニ ２φｘ２ ニ ２χｘ２ ニ l５ ニ ６ ニ l７σ σ σ σ σ 4 τ τ τ        

 

【SRSS法】 

     

2 2

ニ ２φｘ２ ニ φ１３ ニ ２φ１３ ニ φ９ ニ ２φ９ ニ φ１１ ニ ２φ１１
σ σ σ σ σ σ σ       

 

     

2 2

ニ ２χｘ２ ニ χ１２ ニ χ１３ ニ ２χ１３ ニ χ５ ニ χ９ ニ ２χ９ ニ χ１１ ニ ２χ１１
σ σ σ σ σ σ σ σ σ         

 

       
2 2 2

ニ ２６ ニ ２φｘ２ ニ ２χｘ２ ニ ２φｘ２ ニ ２χｘ２ ニ l５ ニ ６ ニ l７σ σ σ σ σ 4 τ τ τ        

 

  
                

２ ニ ２１ ニ ２２ ニ ２３ ニ ２４ ニ ２５ ニ ２６
σ max σ , σ , σ , σ , σ , σ 

  
   

 

 

(10)  支持部に作用する荷重又は個別応力 

a. 運転時質量による応力 

運転時質量による応力は，次式で表される。 

ニ
ニ ｓ１１

ｓ

Ｒ
σ

Ａ
   

 
  

ニ ニ l ニ ニ ニ l

ニ ｓ１２

ｓｔ

Ｒｕ Ｍ Ｐｌ   ,   Ｒｕ Ｍ   max 
σ

Ｚ

    
   

 

ただし，脚下端が単純支持の場合は，次式で表される。 

ニ
ニ ｓ１２

ｓｔ

Ｐｌ 
σ

Ｚ
   

 

 

ニ
ニ ｓ１１

ｓ１

Ｐ
τ

Ａ
   

 

b. Ｚ方向地震による応力 

Ｚ方向地震による応力は，次式で表される。 
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第1脚については 

ニ １
ニ ｓ３１

ｓ

Ｒ
σ

Ａ
   

 
  

ニ １ ニ １ ニ １ ニ １ ニ １

ニ ｓ３２

ｓｔ

Ｒｕ Ｍ Ｐｌ   ,   Ｒｕ Ｍ   max 
σ

Ｚ

    
   

 

ただし，脚下端が単純支持の場合は，次式で表される。 

ニ １
ニ ｓ３２

ｓｔ

Ｐｌ 
σ

Ｚ
   

ニ １
ニ ｓ３１

ｓ１

Ｐ
τ

Ａ
   

 

第2脚については 

 
  

ニ ニ ３ ニ ３

ニ ｓ３１

ｓr

Ｑｌ Ｍ   ,   Ｍ   max 
σ

Ｚ

  
   

ただし，脚下端が単純支持の場合は，次式で表される。 

  
ニ

ニ ｓ３１

ｓr

Ｑｌ
σ

Ｚ
   

ニ ニ ニ ｃ
ニ ｓ３１

ｓ２ ｓｐ

Ｑ Ｑｕ Ｍ
τ

Ａ Ｚ



   

 

 

c. Ｘ方向地震による応力 

Ｘ方向地震による応力は，次式で表される。 

  
ニ １

ニ ｓ４１
 

ｓ

Ｒ
σ

2Ａ
   

 
  ニ １ ニ １ ニ １ ニ １ ニ １

ニ ｓ４２
 ｓｔ

max Ｒｕ Ｍ Ｐｌ   ,   Ｒｕ Ｍ   
σ

2Ｚ

    
   

 
  

ニ ニ ３ ニ ３

ニ ｓ４３

ｓr

Ｑｌ Ｍ   ,   Ｍ   max 
σ

2 Ｚ

     

 

ただし，脚下端が単純支持の場合，ニ ｓ７σ 及びニ ｓ８σ は，次式で表される。 

ニ １
ニ ｓ４２

 ｓｔ

Ｐｌ
σ

2Ｚ
   

ニ
ニ ｓ４３

ｓｒ

Ｑｌ
σ

2Ｚ
   

ニ １ ニ ニ ニ ｃ
ニ ｓ４１

ｓ１ ｓ２ ｓｐ

Ｐ Ｑ Ｑｕ Ｍ
τ

2Ａ 2Ａ 2Ｚ


    

1805



 

114 

 

d. 鉛直方向地震による応力 

鉛直方向地震による応力は，次式で表される。 

ニ e
ニ ｓ２１

ｓ

Ｒ
σ

Ａ
   

ニ e ニ ｌe ニ e ニ e ニ ｌe

ニ ｓ２２

ｓｔ

max Ｒｕ Ｍ Ｐｌ， Ｒｕ Ｍ
σ

Ｚ

    
   

ただし，脚下端が単純支持の場合は，次式で表される。 

ニ e
ニ ｓ２２

ｓｔ

Ｐｌ
σ

Ｚ
  

ニ e
ニ ｓ２１

ｓ１

Ｐ
τ

Ａ
   

 

(11) ボルト等に作用する荷重 

基礎ボルト1本当たりのせん断力及び引張力は，次式により算出する。 

a. Ｚ方向地震が作用した場合 

(a) せん断力 

第1脚及び第3脚の基礎ボルトについては 

【絶対値和】 

ニ １ ニ ニ e
ニ ｂ

Ｐ Ｐ Ｐ
Ｑ

ｎ

 
   

【SRSS法】 

2 2

ニ １ ニ e

ニ ｂ

Ｐ Ｐ Ｐ
Ｑ

ｎ

 
   

第2脚及び第4脚の基礎ボルトについては 

 
22

ニ e ニ ニ ｃ
ニ ｂ

2 2

ニ １ ニ １

Ｑ Ｐ Ｐ Ｑｕ Ｍ
Ｑ

ｎ
ａ 2ｄ ｂ 2ｄ

ｎ
2 2

  
 

    
   

   

 

ただし， でボルトが半径方向に直角に並んでいる場合 

 

 

22

ニ ニ ニ e ニ ｃ
ニ ｂ

２

Ｑ Ｐ Ｐ Ｑｕ Ｍ
Ｑ

ｎ ｂ

  
 

 2d
  

ボルトが半径方向に並んでいる場合 

 

 

22

ニ ニ ニ e ニ ニ ｃ
ニ ｂ

ニ １

Ｑ Ｐ Ｐ Ｑｕ Ｍ
Ｑ

ｎ ａ

  
 

 2d
  

のときは 

2ｎ

1ｎ
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 
 2 ニ ニ ｃ2

ニ ｂ ニ ニ ニ e

ニ ｂ

4 Ｑｕ Ｍ
Ｑ Ｑ Ｐ Ｐ

ｄ


      

 

b. 引張力 

脚底部に働くモーメント及び鉛直荷重は，第1脚及び第3脚については，脚下

端が固定の場合 

【絶対値和】 

     ニ ｚ１ ニ １ ニ １ ニ １ ニ ニ e ニ ｌ ニ ｌe ニ ニ e
Ｍ Ｐｌ Ｍ Ｒｕ Ｐ Ｐ ｌ Ｍ Ｍ Ｒ Ｒ ｕ          

ニ ｚ１ ニ ニ e ニ １
Ｒ Ｒ Ｒ Ｒ     

【SRSS法】 

   
2 2

ニ ｚ１ ニ １ ニ １ ニ １ ニ １ ニ ｌe ニ e ニ ニ ｌ ニ
Ｍ Ｐｌ Ｍ Ｒｕ Ｐｌ Ｍ Ｒｕ Ｐｌ Ｍ Ｒｕ          

2 2

ニ ｚ１ ニ ニ e ニ １
Ｒ Ｒ Ｒ Ｒ     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3.1.3.1.4-4 図 基礎部に作用する外荷重より生じる荷重の関係 

 

モーメントと圧縮荷重の比を 

ニ ｚ１ ニ ｚ１
e Ｍ / Ｒ   ··························· (3.1.3.1.4-23) 

とすると，
ニ ｚ１
Ｒ が負のとき，又は， 

ニ １
ａ ｄ

e >
6 3

  ································· (3.1.3.1.4-24) 

のとき，基礎ボルトに引張力 が生じるが，この引張力は次のようにして

求められる。 

今，中立軸の位置 を 

 3 2ニ ｂ １ ニ
ニ ｎ ニ ｎ １ ニ １ ニ ｎ

ニ

ａ 6ｓＡｎ ａ
Ｘ 3 e Ｘ e ｄ ａ ｄ Ｘ 0

2 ｂ 2

   
          

   

 

 ······················· (3.1.3.1.4-25) 

より求めると，基礎ボルト１本当たりに生じる引張力は， 

ｂＦ

ｎＸ

ニ 

ニ 

ニ 

ニ 

ニ 
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ニ ニ ｎ
ニ ｚ１

ニ ｂ

ニ ｎ
ニ １

ａ Ｘ
Ｒ e

2 3
Ｆ

Ｘ
ｎ ａ ｄ

3

 
  

 


 
  

 

  ················ (3.1.3.1.4-26) 

脚下端が半径方向について単純支持の場合はモーメントが生じないので，

鉛直荷重 が負のときに基礎ボルトに引張力が生じる。 

ｚ１
ニ ｂ

Ｒ
Ｆ

ｎ


   ································ (3.1.3.1.4-27) 

 

第2脚の基礎ボルトについては，脚下端が固定の場合 

        
22

ニ ｚ２ ニ ニ ３ ニ ニ e ニ ｌ ニ ｌe ニ ニ e
Ｍ Ｑｌ Ｍ Ｐ Ｐ ｌ Ｍ Ｍ Ｒ Ｒ ｕ         

ニ ｚ２ ニ ニ e
Ｒ Ｒ Ｒ    

を ， と置き換え，基礎ボルトに作用する引張力を求める。ただし，

ニ
ａを

ニ
ｂ，

ニ
ｂを

ニ
ａ， を ， を に置き換えた場合に得られる基礎ボル

トの引張力の方が大きいときは，その値を基礎ボルトに作用する引張力とす

る。 

脚下端が半径方向に直角の方向について単純支持の場合は， 

     ニ ｚ２ ニ ニ e ニ ｌ ニ ｌe ニ ニ e
Ｍ Ｐ Ｐ ｌ Ｍ Ｍ Ｒ Ｒ ｕ        

ニ ｚ２ ニ ニ e
Ｒ Ｒ Ｒ    

を
ニ ｚ１
Ｍ ，

ニ ｚ１
Ｒ と置き換え，式(3.1.3.1.4-23)～式(3.1.3.1.4-27)を使用

して得られた値を基礎ボルトに作用する引張力とする。 

脚下端が半径方向について単純支持の場合は， 

ニ ｚ２ ニ ニ ３
Ｍ Ｑｌ Ｍ    

ニ ｚ２ ニ ニ e
Ｒ Ｒ Ｒ    

を
ニ ｚ１
Ｍ ，

ニ ｚ１
Ｒ と置き換え，式(3.1.3.1.4-23)～式(3.1.3.1.4-27)を使用

して得られた値を基礎ボルトに作用する引張力とする。ただし，
ニ
ａを

ニ
ｂ，

ニ
ｂ

を
ニ
ａ， を ， を に置き換えるものとする。 

脚下端が半径方向及びその直角方向についても単純支持の場合は圧縮荷重

のみなので基礎ボルトに引張力は生じない。 

 

b. Ｘ方向地震が作用した場合 

(a) せん断力 

第1脚～第4脚の基礎ボルトについては 

【絶対値和】 

ｚ１Ｒ

ｚ１Ｍ ｚ１Ｒ

１ｄ ２ｄ １ｎ ２ｎ

１ｄ ２ｄ １ｎ ２ｎ

1808



 

117 

2 2

ニ １ ニ
ニ ニ e

ニ ニ ｃ
ニ ｂ

2 2

１ ２

Ｐ Ｑ
Ｐ Ｐ

Ｑｕ Ｍ2 2
Ｑ

ｎ
ａ 2ｄ ｂ 2ｄ

2ｎ
2 2

   
     

   
 

    
   

   

 

【SRSS法】 

2
2 2

2ニ １ ニ
ニ e ニ

ニ ニ ｃ
ニ ｂ

2 2

１ ２

Ｐ Ｑ
Ｐ Ｐ

2 2 Ｑｕ Ｍ
Ｑ

ｎ
ａ 2ｄ ｂ 2ｄ

2ｎ
2 2

 
    

      
      

 

    
   

   

 

ただし， でボルトが半径方向に並んでいる場合 

【絶対値和】 

 

2 2

ニ １ ニ
ニ ニ e

ニ ニ ｃ
ニ ｂ

１

Ｐ Ｑ
Ｐ Ｐ

Ｑｕ Ｍ2 2
Ｑ

2 2 ａ

   
     

   
 

 2d
  

【SRSS法】 

 

2
2 2

2ニ １ ニ
ニ e ニ

ニ ニ ｃ
ニ ｂ

１

Ｐ Ｑ
Ｐ Ｐ

2 2 Ｑｕ Ｍ
Ｑ

2 2 ａ

 
    

      
      

 
 2d

  

ボルトが半径方向に直角に並んでいる場合 

【絶対値和】 

 

2 2

ニ １ ニ
ニ ニ e

ニ ニ ｃ
ニ ｂ

２

Ｐ Ｑ
Ｐ Ｐ

Ｑｕ Ｍ2 2
Ｑ

2 2 ｂ

   
     

   
 

 2d
 

 【SRSS法】 

 

2
2 2

2ニ １ ニ
ニ e ニ

ニ ニ ｃ
ニ ｂ

２

Ｐ Ｑ
Ｐ Ｐ

2 2 Ｑｕ Ｍ
Ｑ

2 2 ｂ

 
    

      
      

 
 2d

 

 

のときは 

【絶対値和】 

 
2 2

ニ ニ ｃニ １ ニ
ニ ｂ ニ ニ e

ｂ

4 Ｑｕ ＭＰ Ｑ
Ｑ Ｐ Ｐ

2 2 2ｄ

   
       

   
  

【SRSS法】 

2ｎ

1ｎ
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 

2
2 2

2ニ １ ニ
ニ e ニ

ニ ニ ｃ

ニ ｂ

ｂ

Ｐ Ｑ
Ｐ Ｐ

2 2 4 Ｑｕ Ｍ
Ｑ

2 2ｄ

 
    

      
      

    

 

(b) 引張力 

脚底部に働くモーメント及び鉛直荷重は，第1脚～第4脚について，脚下端が

固定の場合 

【絶対値和】 

       
2

ニ ｘ１ ニ １ ニ １ ニ １ ニ ニ e ニ ｌ ニ ｌe ニ ニ e

1
Ｍ Ｐｌ Ｍ Ｒｕ Ｐ Ｐ ｌ Ｍ Ｍ Ｒ Ｒ ｕ

2

             
    

 

 

1

2 2
2

ニ ｘ１ ニ ニ ニ ３

1 1
Ｍ Ｑｌ Ｍ

2 2

    
       
     

 

2

ニ １
ニ ｘ１ ニ ニ e

Ｒ
Ｒ Ｒ Ｒ     ····················· (3.1.3.1.4-28) 

【SRSS法】 

   
2

2 2

ニ ｘ１ ニ １ ニ １ ニ １ ニ e ニ ｌe ニ e

1
Ｍ Ｐｌ Ｍ Ｒｕ Ｐｌ Ｍ Ｒｕ

2

           
    

 

 

1

2 2
2

ニ ｘ１ ニ ニ ｌ ニ ニ ニ ３

1 1
Ｍ Ｐｌ Ｍ Ｒｕ Ｑｌ Ｍ

2 2

    
         
     

  

2

2

2ニ １
ニ ｘ１ ニ ニ e

Ｒ
Ｒ Ｒ Ｒ     ··················· (3.1.3.1.4-29) 

a.と同様に式(3.1.3.1.4-23)～式(3.1.3.1.4-27)を使用して得られた値を

基礎ボルトに作用する引張力とする。ただし，二aを二b，二bをニa， を ，

を に置き換えた場合に得られる基礎ボルトの引張力の方が大きいとき

は，その値を基礎ボルトに作用する引張力とする。 

 

脚下端が半径方向に直角の方向について単純支持の場合は 

【絶対値和】 

       ニ ｘ１ ニ １ ニ １ ニ １ ニ ニ e ニ ｌ ニ ｌe ニ ニ e

1
Ｍ Ｐｌ Ｍ Ｒｕ Ｐ Ｐ ｌ Ｍ Ｍ Ｒ Ｒ ｕ

2
          

【SRSS法】 

   
2 2

ニ ｘ１ ニ １ ニ １ ニ １ ニ e ニ ｌe ニ e ニ ニ ｌ ニ

1
Ｍ Ｐｌ Ｍ Ｒｕ Ｐｌ Ｍ Ｒｕ Ｐｌ Ｍ Ｒｕ

2
          

ニ ｘ１
Ｒ は式(3.1.3.1.4-28)又は式(3.1.3.1.4-29)で表される。a.と同様に式

(3.1.3.1.4-23)～式(3.1.3.1.4-27)を使用して得られた値を基礎ボルトに作

１ｄ ２ｄ

１ｎ ２ｎ
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用する引張力とする。 

脚下端が半径方向について単純支持の場合は 

ニ ｘ１ ニ ニ ３

1
Ｍ Ｑｌ Ｍ

2
    

ニ ｘ１
Ｒ は式(3.1.3.1.4-28)又は式(3.1.3.1.4-29)で表される。a.と同様に式

(3.1.3.1.4-23)～式(3.1.3.1.4-27)を使用して得られた値を基礎ボルトに作

用する引張力とする。ただし，二aを二b，二bをニa， を ， を に置き換

える。 

脚下端が半径方向及びその直角方向についても単純支持の場合はモーメン

トが生じないので，鉛直荷重
ニ ｘ１
Ｒ が負のときに基礎ボルトに引張力が生じる。 

ニ ｘ１
ニ ｂ

Ｒ
Ｆ

ｎ


   

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3.1.3.1.4-5 図 地震力の作用する方向 

 

 

 

  

１ｄ ２ｄ １ｎ ２ｎ

 
①  

④ 

③ 

②  

 

Ｘ Ｘ 

Ζ 

Ζ 
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3.1.3.1.5 計算方法(ホ) ··································· (3.1.3.1.5-1) 

胴板の一次一般膜応力 ，一次応力 及び一次＋二次応力 は，次式

により算出する。 

 

(1)  脚の受ける荷重 

（タイプ１の場合） 

脚にかかる荷重は，モーメントの釣合いより求める。第 3.1.3.1.5-1 図に

おいて第 1脚まわりのモーメントの釣合いより，次式で表される。 

  

したがって，脚の受ける荷重は，次式で表される。 

  

  

 

 

 

第 3.1.3.1.5-1 図 荷重状態 

 

（タイプ２の場合） 

脚にかかる荷重は，モーメントの釣合いより求める。 

第3.1.3.1.5-2図において第1脚まわりのモーメントの釣合いより，次式

で表される。 

 

第2脚，第3脚に作用する荷重は，次式で表される。 

０σ １σ ２σ

  

１
ｊ

 
ｉ ｉ ホ ２０

ｉ 1

ｍ ｌ Ｒｌ=０


 g

  

１
ｊ

 
ホ ２ ｉ ｉ ０

ｉ 1

Ｒ = ｍ ｌ/ｌ


 g

  

１
ｊ

 
ホ １ ｉ ホ ２

ｉ 1

Ｒ = ｍ Ｒ


 g

  

 
４

ホ １ ホ ２５
 

ホ １ ｉ
ｉ 1

０

Ｒ =
2 ｌ

Ｍ Ｍｍ
ｍ






 
g

g

    ホ ２
ホ ２ ５ ６ ホ １ ホ ３

０ ０

1 1
Ｒ =

2 ｌ ｌ

2 Ｍ
ｍ ｍ Ｍ Ｍ   g

第 1脚 第 2脚 
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第 3.1.3.1.5-2 図 荷重状態 

 

（タイプ３の場合） 

第3.1.3.1.5-3図においてそれぞれの脚まわりのモーメントの釣合いよ

り，それぞれの脚に作用する荷重は，次式で表される。 

 

 

 

 

 

第 3.1.3.1.5-3 図 荷重状態 

 

  

 
９

ホ ３ ホ ２６
ホ ３ ｉ

ｉ７ ０

Ｒ = ｍ  
2 ｌ

Ｍ Ｍｍ




  g

g

１ ｉ
ホ １ ホ ５ １ ２

０

ｌ19 9
Ｒ = Ｒ =

56 7 ｌ

ｍ
ｍ ｍ 

g
g g

１ ｉ
ホ ２ ホ ４ ２

０

ｌ17 12
Ｒ = Ｒ =

14 7 ｌ

ｍ
ｍ 

g
g

１ ｉ
ホ ３ ２

０

ｌ25 ６
Ｒ =

28 7 ｌ

ｍ
ｍ 

g
g

  

 

   

第 1 脚 第 2 脚 第 3 脚 

  

 
 

 

   

 
 

 

  

 

      

 
Ｓｍ g  

ホ １
Ｒ  

ホ ３
Ｒ  

ホ ４
Ｒ  

ホ ５
Ｒ
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（タイプ４の場合） 

脚にかかる荷重はモーメン卜の釣合いより求める。第3.1.3.1.5-4図に

おいて第1脚まわりのモーメントの釣合いより，次式で表される。 

  

したがって,脚の受ける荷重は，次式で表される。 

  

  

 

 

第 3.1.3.1.5-4 図  荷重状態 

 

（タイプ５の場合） 

脚の受ける荷重は，次式で表される。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3.1.3.1.5-5 図  荷重状態 

 

 

  

  

１ｊ

    ｉ ｉ ホ ２ ０
ｉ１

ｍ cosζ Ｒ 0ｌ ｌ


  g

      

１
ｊ

 ホ ２ ｉ ｉ ０
ｉ 1

Ｒ ｍ ｌcosζｌ


  g

  

１
ｊ

 ｉ ホ ２ホ １
ｉ1

ｍ ＲＲ


  g

   ホ ０ ｓｍＲ ｍg g

第 1脚 第 2脚  ｓ１
ｍ g

 ｓ２
ｍ g

 １ホＲ

 ２ホＲ

 
０

ｌ

 
ζ

 

 

１
ｍ g

 
２

ｍ g

 ３
ｍ g

 ４
ｍ g

 ５
ｍ g

 ６
ｍ g

 ７
ｍ g

 
２

ｌ

 
３

ｌ

 
４

ｌ  
５

ｌ  
６

ｌ  
７

ｌ
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(2)  曲げモーメント 

（タイプ１の場合） 

第3.1.3.1.5-1図に示すように胴を，集中荷重を受けるはりとして考え

る。 

第3.1.3.1.5-6図において脚つけ根の部分における曲げモーメント

及び は，次式で表される。 

  

  

 

 

第 3.1.3.1.5-6 図 脚の位置での曲げモーメント 

 

（タイプ２の場合） 

胴を集中荷重を受けるはりとして考える。 

第3.1.3.1.5-7図において脚つけ根の部分における各曲げモーメント

， 及び は，次式で表される。 

 

 

 

  

第3.1.3.1.5-7図 脚の位置での曲げモーメント 

 

ホ １Ｍ

ホ ２Ｍ

 

  

２ｊ

   ホ １ ｉ ｉ
ｉ1

Ｍ ｍ ｌ


  g

 

 

  

 

１

１ ３

ｊ

   ホ ２ ｉ ｉ ０
ｊ ｊ 1ｉ

Ｍ ｍ ｌ ｌ
  

  g

ホ １Ｍ
ホ ２Ｍ

ホ ３Ｍ

  

４

 ｉ ｉホ １
ｉ1

Ｍ ｍ ｌ


  g

  

９

 ｉ ｉホ ３
ｉ７

Ｍ ｍ ｌ


  g

   ホ ２ ホ １ ホ ２ ０ ５ ６

1 3
Ｍ Ｍ Ｍ ｌ ｍ ｍ

4 32
     g

第 1 脚 第 2 脚 第 3 脚 

   

第 1 脚 第 2脚 

 ホ ２Ｍ ホ １Ｍ
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（タイプ３の場合） 

第1脚及び第5脚に作用する曲げモーメント 

 

第2脚及び第4脚に作用する曲げモーメント 

 

第3脚に作用する曲げモーメント 

 

 

 

 

第 3.1.3.1.5-8 図 脚の位置での曲げモーメント 

 

（タイプ４の場合） 

第3.1.3.1.5-4図に示すように胴を，斜めに集中荷重を受けるはりとし

て考える。 

第3.1.3.1.5-9図において脚つけ根の部分における曲げモーメント

及び は，次式で表される。 

  

 

 

第 3.1.3.1.5-9 図  脚の位置での曲げモーメント 

ホ １ ホ ５ １ １Ｍ Ｍ ｍ ｌ  g

0ホ ２ ホ ４ １ １ ２

2 9
Ｍ Ｍ － ｍ ｌ ｍ ｌ

7 56
  g g

0ホ ３ １ １ ２

1 6
Ｍ ｍ ｌ ｍ ｌ

7 56
 g g

ホ １Ｍ

ホ ２Ｍ

     

ｊ２

 ホ １ ｉ ｉ
ｉ 1

Ｍ ｍ ｌcosζ


  g

       

１ ３

１
ｊ

 ホ ２ ｉ ｉ ０
ｉｊ ｊ 1

Ｍ ｍ ｌcosζｌ
  

  g

Ｍ5Ｍ3Ｍ1

第３脚第１脚 第５脚

Ｍ2 Ｍ4

第２脚 第４脚

第 1脚 第 2脚 

 １ホＭ

 ２ホＭ

 ホ １Ｍ  ホ ２Ｍ  ホ ３Ｍ  ホ ４Ｍ  ホ ５Ｍ
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（タイプ５の場合） 

第 3.1.3.1.5-5 図に示すように胴に集中荷重を受けるはりとして考え

る。 

第 3.1.3.1.5-10 図において脚つけ根の部分における曲げモーメント

は，次式で表される。 

  

 

 

第 3.1.3.1.5-10 図  脚の位置での曲げモーメント 

 

(3)  静水頭又は内圧による応力 

静水頭又は内圧による応力は，次式で表される。 

静水頭による場合(鉛直方向地震時を含む) 

  

  

 

内圧による場合 

  

  

  

 

 

 

ホ １Ｍ

 

           １ １ ２ ２ホ １Ｍ max ｍ cosζ,ｍ cosζｌ ｌ  
  

g g

  
ｉ

φ１

ρ́ ＨＤ
σ

2ｔ


  
ｉ Ｖ

φ２

ρ́ ＨＤＣ
σ

2ｔ


  
ｉ

χ１

ρ́ ＨＤ
σ

4ｔ


 
2ｔ

1.2ｔＤＰ
σ ｉｒ
φ１




0σφ２

 
4ｔ

1.2ｔＤＰ
σ ｉｒ

１χ




 

  

 

 

ホ １Ｍ
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(4) 運転時質量及び鉛直方向地震により生じる長手方向曲げモーメントによる

応力(第 1脚つけ根部) 

(2)で求めた曲げモーメントにより胴の脚つけ根部に生じる応力は，次の

ようにして求められる。 

引用文献(2)によれば，この曲げモーメントは胴の断面に対して一様に作

用するものではなく，脚取付部において円周方向の曲げモーメントに置換さ

れ，胴の局部変形を生じさせようとする。 

今，長手方向の曲げモーメントによる胴の応力の影響範囲を胴下端から

の点とすると，長手方向曲げモーメントに対する胴の有効断面積は，第3.1.

3.1.5-11図及び第3.1.3.1.5-12図に で示される円弧殻である。したがっ

て，運転時質量による応力は，次式で表される。 

  

また，鉛直方向地震による応力は，次式で表される。 

  

ここで， 

  

  

は， あるいは( )をとるものとし， は次式で表される。 

有効範囲に当板板厚を含まない場合( ) 

ただし，タイプ５においては，それぞれの脚部における胴の運転時質量に

よるモーメントが， となる場合は， を に置き換える

ものとする。 

  

当板板厚を含めない場合の有効範囲の詳細を第3.1.3.1.5-11図に示す。 
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第 3.1.3.1.5-11 図 当板板厚を含めない場合の脚つけ根部の有効範囲 

 

当該当板を含める場合は とする。ただし，当板の範囲は，周方

向に 以上，軸方向に脚端部より 以上とする。 

当板板厚を含める場合の有効範囲の詳細を第3.1.3.1.5-12図に示す。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3.1.3.1.5-12 図 当板板厚を含める場合の脚つけ根部の有効範囲 

  

ｗｅ ｔｔｔ 
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(5)  運転時質量及び鉛直方向地震による脚つけ根部の応力 

胴の脚つけ根部には，脚反力による局部応力が生じる。 

胴の脚つけ根部に作用する半径方向反力及び接線方向反力は，次式で表さ

れる。 

運転時質量による反力 

（タイプ１，２，３の場合） 

  

（タイプ４，５の場合） 

  

 

ただし，脚の受ける荷重が となる場合は， を に置き

換えるものとする。 

 

鉛直方向地震による反力 

（タイプ１，２，３の場合） 

  

（タイプ４，５の場合） 

  

  

ただし，脚の受ける荷重が となる場合は， を に置き

換えるものとする。 

 

この反力 ， により生じる胴板の局部応力は，引用文献(1)による

と次のようにして求めることができる。 

  

  

  

のとき 

  

のとき 

  

なお，円筒形アタッチメントの場合は，次式で表される。 

  

 

シェルパラメータ 及びアタッチメントパラメータ によって引用文献

=  ホ Ｄ ホ １Ｐ Ｒ

cos  ＝ホ Ｄ ホ １Ｐ Ｒ

sin  ＝ホ Ｓ ホ １Ｆ Ｒ

  ホ ２ ホ １Ｒ Ｒ＞ ホ １Ｒ ホ ２Ｒ

  ＝ホ ｅ ホ １ ＶＰ ＲＣ

cos  ＝ホ ｅ ホ １ ｖＰ ＲＣ

sin  ＝ホ ｓｅ ホ １ ｖＦ ＲＣ

  ホ ２ ホ １Ｒ Ｒ＞ ホ １Ｒ ホ ２Ｒ

ホ ＤＰ
ホ ｅＰ

ｅｍ/ｔｒγ  

ｍ１１ /ｒＣβ  

ｍ２２ /ｒＣβ  

   １ ２β/β ≧1

   
 

    
 

    １ ２１ ２ １

1
β 1 β /β 1 1 Ｋ ββ

3

   １ ２β/β ＜1

    ２１２ ２１ ββＫ1/ββ1
3

4
1β  

  









ｍ１ /ｒｒβ  0.875

γ β
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(1)の表より値を求めること(以下 を付記する)により応力は，次式で表され

る。 

反力 による応力 

  

  

反力 による応力 

一次応力 

  

 

  

二次応力 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3.1.3.1.5-13 図 脚が胴に及ぼす力の関係 

 

また，この反力 ， により生じる胴の脚つけ根部のせん断応力は，

次式で表される。 

反力 による応力 
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ホ ｅ ｅ

Ｐ

Ｐ ｔ

Ｍ ６

ホ ｓＦ ホ ｓｅＦ

ホ ｓＦ

  ホ ｓ
ホ ｌ１

２

Ｆ

４Ｃｔ
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なお，円筒形アタッチメントの場合は，次式で表される。 

 

 

反力 による応力 

   

 

なお，円筒形アタッチメントの場合は，次式で表される。 

   

 

(6)  長手方向地震による脚つけ根部の応力 

（タイプ１，２の場合） 

第2脚及び第3脚は，長手方向に自由にスライドできるので第1脚は第3.1.

3.1.5-14図のように変形し，脚つけ根部に作用する曲げモーメント及び鉛直

荷重(偶力)は，次式で表される。 

 

 

 

 

 

 

 

第 3.1.3.1.5-14 図 長手方向荷重により胴が受ける局部モーメント 

 

  ····················· (3.1.3.1.5-1) 

  ···················· (3.1.3.1.5-2) 

ただし，脚下端が単純支持の場合は式(3.1.3.1.5-1)の係数1/2を1に，式

(3.1.3.1.5-2)の係数1/2を0に置き換えるものとする。 
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（タイプ３の場合） 

 

 

 

 

 

 

 

第 3.1.3.1.5-15 図 長手方向荷重により胴が受ける局部モーメント 

 

  

  

 

（タイプ４の場合） 

第2脚は長手方向に自由にスライドできるので第1脚は第3.1.3.1.5-16図の

ように変形し，脚つけ根部に作用する曲げモーメント及び鉛直荷重(偶力)

は，次式で表される。 

 

               

 

 

 

 

 

 

第 3.1.3.1.5-16 図  長手方向荷重により胴が受ける局部モーメント 

 

  ··················· (3.1.3.1.5-3) 

  ·············· (3.1.3.1.5-4) 

ただし，脚下端が単純支持の場合は式(3.1.3.1.5-3)の係数1/2を1に，式

(3.1.3.1.5-4)の係数1/2を0に置き換えるものとする。 
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（タイプ５の場合） 

脚は第3.1.3.1.5-16図のように変形し，脚つけ根部に作用する曲げモーメ

ント及び鉛直荷重(偶力)は，次式で表される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3.1.3.1.5-16 図  長手方向荷重により胴が受ける局部モーメント 

 

  

  

 

タイプ１から５で算出したモーメント と鉛直荷重 により生じる胴

板の局部応力は(5)と同様な方法で引用文献(1)より求められる。 

曲げモーメント により生じる応力は，次式で表される。 

一次応力 

  

 

二次応力 

 

  

ここで， 

  

ただし，二次応力を求める場合は，角形アタッチメントのみ，さらに

を乗じた値とする。 
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なお，円筒形アタッチメントの場合は，次式で表される。 

  

 

鉛直荷重 により生じる応力は，次式で表される。 

一次応力 

 

 

二次応力 

 

  

また，水平方向荷重により胴板に生じる引張応力は，次式で表される。 

（タイプ１，２，３の場合） 

  

 

（タイプ４の場合） 

 

 

（タイプ５の場合） 

 

 

したがって，曲げモーメント ，鉛直力 及び水平方向荷重により生

じる胴板の応力は，次式で表される。 

一次応力 

  

  

 

 

 

   １ ｍｌ ｒ /ｒβ 0.875
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/
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二次応力 

 

 

 

また，長手方向の地震が作用した場合，第1脚つけ根部に生じるせん断応力

は，次式で表される。 

（タイプ１，２の場合） 

  

 

（タイプ３の場合） 

 

 

（タイプ４の場合） 

  

 

（タイプ５の場合） 

 

なお，円筒形アタッチメントの場合は，次式で表される。 

 

 

(7)  横方向地震による脚つけ根部の応力 

横方向の地震が作用した場合，第1脚のつけ根部に作用する曲げモーメント

は，次式で表される。 

（タイプ１，２，３，４，５の場合） 

  

  

この曲げモーメント により生じる胴板の局部応力は，(5)及び(6)と同

様な方法で引用文献(1)より求められる。 

シェルパラメータ は(5)と同じであるが，アタッチメントパラメータ

は，次式で表される。 
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Ｃ ｍ ｍ
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Ｃ ｍ ｍ
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
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なお，円筒形アタッチメントの場合は，次式で表される。 

  

 

ただし，二次応力を求める場合は，角形アタッチメントの場合のみタイ

プ１，２，３及び５では，さらに を，タイプ４では，さらにｋｃ１又は

ｋｃ２を乗じた値とする。 

 

したがって応力は，次式で表される。 

一次応力 

  

  

 

 

 

二次応力 

  

  

 

また，横方向に地震が作用した場合第1脚つけ根部に生じるせん断応力は，

次式で表される。 

  

なお，円筒形アタッチメントの場合は，次式で表される。 

  

 

(8)  組合せ応力 

(3)～(7)によって算出される第1脚つけ根部に生じる胴板の応力は，以下によ

り組み合わされる。 

a. 一次一般膜応力 

【絶対値和】 

(a) 長手方向地震及び鉛直方向地震が作用した場合 
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ホ ２ ５ ２

ホ ｃ ｍ ｍ ｃｅＭ ｒ ｒ ｔ

Ｍ ６ Ｍ

/ β β

Ｈホ １
ホ ｃ

１

Ｃ Ｒ

４Ｃｔ


Ｈホ
ホ ｃ

１

Ｃ Ｒ

ｒｔ



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ここで， 

  

  

(b)  横方向地震及び鉛直方向地震が作用した場合 

  

ここで， 

  

  

 

【SRSS法】 

(a)  長手方向地震及び鉛直方向地震が作用した場合 

 

ここで， 

  

  

(b)  横方向地震及び鉛直方向地震が作用した場合 

 

ここで， 

  

  

したがって，胴板に生じる一次一般膜応力の最大値は，次式で表され

る。 

  

 

b. 一次応力 

【絶対値和】 

(a) 長手方向地震及び鉛直方向地震が作用した場合 

 

ここで， 

 

  

max ,ホ ０１ ホ ０１ ホ ０１      

+    ホ ０１ １ ２

+ + +        ホ ０１ １ ２ ホ ６ ホ ４３

max ,ホ ０ｃ ホ ０ｃ ホ ０ｃ      

+    ホ ０ｃ １ ２

+ +      ホ ０ｃ １ ２ ホ ６

max ,ホ ０１ ホ ０１ ホ ０１      

+    ホ ０１ １ ２

+ + +        
２ ２

ホ ０１ １ ２ ホ ６ ホ ４３

max ,ホ ０ｃ ホ ０ｃ ホ ０ｃ      

+    ホ ０ｃ １ ２

+ +      ホ ０ｃ １ ２ ホ ６

 max ,０ ホ ０１ホ ０ｃ  

   + + +
２ ２

ホ １ｌ ホ １ｌ ホ １ｌ ホ １ｌ ホ １ｌ ｌ

１
－ 4

２


 
 
 

        

+ + + +          ホ １ｌ １ ２ ホ ３ ホ ４ ホ ７

+ + + + +            ホ １ｌ １ ２ ホ ３ ホ ４ ホ ６ ホ ７
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ただし，タイプ４又は５の場合は，τ1をτl1に読み替える 

 

 

(b)  横方向地震及び鉛直方向地震が発生した場合 

  

ここで， 

  

  

 

【SRSS法】 

(a)  長手方向地震及び鉛直方向地震が作用した場合 

  

ここで， 

  

 

ただし，タイプ４又は５の場合は，ホτ1をホτ１ｌに読み替える 

 

 

(b)  横方向地震及び鉛直方向地震が発生した場合 

  

ここで， 

  

  

したがって，胴板に生じる一次応力の最大値は，次式で表される。 

  

 

c. 地震動のみによる一次＋二次応力の変動値 

【絶対値和】 

(a)  長手方向地震及び鉛直方向地震が作用した場合 

  

ここで， 

+ +ホ １ｌ ホ ｌｌ ホ ｌ２ ホ ｌ３τ τ τ τ

   + + +        
 
 
 

２ ２
ホ １ｃ ホ １ｃ ホ １ｃ ホ １ｃ ホ １ｃ ホ ｃ

1
－ 4

2

+ + + +          ホ １ｃ １ ２ ホ ３ ホ ５ ホ ７

+ + + + +            ホ １ｃ １ ２ ホ ３ ホ ５ ホ ６ ホ ７

   + + +        
 
 
 

２ ２
ホ １ｌ ホ １ｌ ホ １ｌ ホ １ｌ ホ １ｌ ホ ｌ

1
－ 4

2

 + + + +          
２２

ホ １ｌ １ ホ ３ ホ ４ ホ ２ ホ ７

 + + + + +            
２２

ホ １ｌ １ ２ ホ ３ ホ ４ ホ ６ ホ ７

+ +ホ １ｌ ホ ｌｌ ホ ｌ２ ホ ｌ３τ τ τ τ

   + + +        
 
 
 

２ ２
ホ １ｃ ホ １ｃ ホ １ｃ ホ １ｃ ホ １ｃ ホ ｃ

1
－ 4

2

 + + + +          
２２

ホ １ｃ １ ３ ホ ５ ホ ２ ホ ７

 + + + + +            
２２

ホ １ｃ １ ２ ホ ３ ホ ５ ホ ６ ホ ７

 max ,１ ホ １ｌホ １ｃ  

 + + +        
２ ２

ホ ２ｌ ホ ２ｌ ホ ２ｌ ホ ２ｌ ホ ２ｌ ホ ｌ－ 4
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ただし，タイプ４又は５の場合は，ホτ1をホτ2ｌに読み替える 

 

 

(b)  横方向地震及び鉛直方向地震が作用した場合 

 

ここで， 

 

 

 

【SRSS法】 

(a)  長手方向地震及び鉛直方向地震が作用した場合 

 

ここで， 

 

 

ただし，タイプ４又は５の場合は，ホτ1をホτ2ｌに読み替える 

  

 

(b)  横方向地震及び鉛直方向地震が発生した場合 

  

ここで， 

  

 

したがって，胴板に生じる地震動のみによる一次＋二次応力の変動値の最

大値は，次式で表される。 

  

  

+ + + +          ホ ２ｌ ２ ホ ４ ホ ２ ４ ホ ７ ホ ２ ７

+ + + +ホ ２ｌ ホ ４ ホ ２ ４ ホ ６ ホ ７ ホ ２ ７          

+ホ ２ｌ ホ ｌ２ ホ ｌ３τ τ τ

 + + +        
２ ２

ホ ２ｃ ホ ２ｃ ホ ２ｃ ホ ２ｃ ホ ２ｃ ホ ｃ－ 4

+ + + +          ホ ２ｃ ２ ホ ５ ホ ２ ５ ホ ７ ホ ２ ７

+ + + +ホ ２ｃ ホ ５ ホ ２ ５ ホ ６ ホ ７ ホ ２ ７          

 + + +        
２ ２

ホ ２ｌ ホ ２ｌ ホ ２ｌ ホ ２ｌ ホ ２ｌ ホ ｌ－ 4

   + + + +          
２ ２

ホ ２ｌ ２ ホ ７ ホ ２ ７ ホ ４ ホ ２ ４

   + + + +
２ ２

ホ ２ｌ ホ ４ ホ ２ ４ ホ ６ ホ ７ ホ ２ ７          

+2 2
ホ ２ｌ ホ ｌ２ ホ ｌ３τ τ τ

 + + +        
２ ２

ホ ２ｃ ホ ２ｃ ホ ２ｃ ホ ２ｃ ホ ２ｃ ホ ｃ－ 4

   + + + +          
２ ２

ホ ２ｃ ２ ホ ７ ホ ２ ７ ホ ５ ホ ２ ５

   + + + +
２ ２

ホ ２ｃ ホ ５ ホ ２ ５ ホ ６ ホ ７ ホ ２ ７          

 max ,２ ホ ２ｌホ ２ｃ  
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(9)  支持部に作用する荷重 

a.   運転時質量及び鉛直方向地震による圧縮応力 

運転時質量及び鉛直方向地震による圧縮応力は，次式で表される。 

（タイプ１，２，３の場合） 

 

 

（タイプ４の場合） 

 

 

ただし， の場合は， を に，

を にそれぞれ置き換えるものとする。 

 

（タイプ５の場合の場合） 

 

 

 

b.   長手方向地震による応力 

（タイプ１，２，３の場合） 

曲げ応力及び圧縮応力は，次式で表される。 

  

 

ここで， 

（タイプ１，２の場合） 

  

ただし，脚下端が単純支持の場合は係数1/2を1に置き換えるものとす

る。 

せん断応力は，次式で表される。 

 

 

 

+
  ホ １ ｓ
ｓ１１

ｓ

Ｒ ｍ

Ａ

ｇ

+
  ホ １ ｓ
ｓ２１ ｖ

ｓ

Ｒ ｍ
Ｃ

Ａ

ｇ

+
  ホ １ ｓ１
ｓ１１

ｓ

Ｒ ｍ

Ａ

ｇ

+
  ホ １ ｓ１
ｓ２１ ｖ

ｓ

Ｒ ｍ
Ｃ

Ａ

ｇ

+ +ホ ２ ｓ２ ホ １ ｓ１Ｒ ｍ ＞Ｒ ｍｇ ｇ ホ １Ｒ ホ ２Ｒ ｓ１ｍ ｇ

ｓ２ｍ ｇ

  ０
ｓ１１

ｓ

ｍ

Ａ

ｇ

  ０
ｓ２１ ｖ

ｓ

ｍ
Ｃ

Ａ

ｇ

+  ホ ｌ１ ホ ｌ
ｓ３１

ｓｙ ｓ

Ｍ Ｐ

Ｚ Ａ

ホ ｌ１ Ｈ ０ １Ｍ
1
Ｃ ｍ ｈ

2
 ｇ
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（タイプ３の場合） 

 
 

 

（タイプ１，２，４，５の場合） 

  

 

（タイプ３の場合） 

 

 

 

c.   横方向地震による応力 

（タイプ１，２，３の場合） 

曲げ応力は，次式で表される。 

  

せん断応力は，次式で表される。 

  

 

（タイプ４の場合） 

曲げ応力は，次式で表される。 

  

せん断応力は，次式で表される。 

  

ただし， の場合は， を

に， を に， を にそれぞれ置き換えるものとする。 

 

（タイプ５の場合） 

曲げ応力は，次式で表される。 

  

せん断応力は，次式で表される。 

10
ホ ｌ１ Ｈ ０ １Ｍ

１
Ｃ ｍ ｈ ｇ

 Ｈ ０
ｓ３１

ｓ３

Ｃ ｍ

Ａ
τ

g

 Ｈ ０
ｓ３１

ｓ３

Ｃ ｍ

5Ａ
τ

g

 +
 

Ｈ ホ １ ｓ ２
ｓ４１

ｓｘ

Ｃ Ｒ ｍ ｈ

Ｚ

ｇ

 +Ｈ ホ １ ｓ
ｓ４１

ｓ４

Ｃ Ｒ ｍ

Ａ


ｇ

 +
 

Ｈ ホ １ ｓ１ ２
ｓ４１

ｓｘ

Ｃ Ｒ ｍ ｈ

Ｚ

ｇ

 +Ｈ ホ １ ｓ１
ｓ４１

ｓ４

Ｃ Ｒ ｍ

Ａ


ｇ

   + +ホ ２ ｓ２ ４ ホ １ ｓ１ ２Ｒ ｍ ｈ＞ Ｒ ｍ ｈｇ ｇ ホ １Ｒ ホ ２Ｒ

ｓ１ｍ ｇ ｓ２ｍ ｇ ２ｈ ４ｈ

  Ｈ ０ ２
ｓ４１

ｓｘ

Ｃ ｍ ｈ

Ｚ

ｇ

1832



 

141 

  

 

 

(10) ボルト等に作用する荷重 

基礎ボルトに作用するせん断力及び引張力は，次式により算出する。 

a．長手方向地震及び鉛直方向地震が作用した場合 

(a)  せん断力 

せん断力は，次式で表される。 

（タイプ１，２，４，５の場合） 

  

 

（タイプ３の場合） 

  

 

(b) 引張力 

長手方向地震及び鉛直方向地震が作用した場合に脚底面に作用するモ

ーメントは，次式で表される。 

        
  

鉛直荷重は 

【絶対値和】 

（タイプ１，２，３の場合） 

  

（タイプ４の場合） 

        
 

 

【SRSS法】 

（タイプ１，２，３の場合） 

          

（タイプ４の場合） 

        
 

 

である。今モーメントと圧縮荷重の比を 

          

とすると， が負の場合又は 


  Ｈ ０

ｓ４１
ｓ４

Ｃ ｍ
τ

Ａ

g

 Ｈ ０
ｂ

Ｃ ｍ

ｎ
Ｑ

g

 Ｈ ０
ｂ

Ｃ ｍ
Ｑ

5ｎ

g

ホ ホ ｌ１Ｍ Ｍ

  +ホ ｓ ホ １ ｓ ｖ ホ ｌＰ Ｒ ｍ １－Ｃ －Ｐ ｇ

  + / cosホ ｓ ホ １ ｓ１ ｖ ホ ｌＰ Ｒ ｍ １－Ｃ －Ｐ ｇ

  + + +
２ ２

ホ ｓ ホ １ ｓ ｖ ホ １ ｓ ホ ｌＰ Ｒ ｍ － Ｃ Ｒ ｍ Ｐｇ ｇ

    + + + / cos
２ ２

ホ ｓ ホ １ ｓ１ ｖ ホ １ ｓ１ ホ １Ｐ Ｒ ｍ － Ｃ Ｒ ｍ Ｐ ｇ ｇ

/ホ ホ ｓｅ Ｍ Ｐ

ｅ

 
ｎｒ 

ｒ 
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の時，基礎ボルトに引張力が作用し，この引張力は次のようにして求

められる。 

今，中立軸の位置 を 

 

 

  

より求めると，基礎ボルト1本に作用する引張力は，次式で表される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3.1.3.1.5-17 図 基礎部に作用する外荷重により生ずる荷重の関係 

 

ただし，脚下端が単純支持の場合は脚底面にはモーメントが作用しない

ので，鉛直荷重 が負のときに基礎ボルトに引張力が生じる。 

          

 

（タイプ５の場合） 

基礎ボルトに生じる引張応力は，最も厳しい条件として，基礎ボルトを支

点とする転倒を考え，これを片側のボルトで受けるものとして，次式で表さ

れる。 

【絶対値和】 

3

ｄ

6

ａ
ｅ １

ｎＸ

  0
   

   
   

3 2ｓ ｂ ｓ１ ｓ
ｎ ｎ ３ ｓ ３ ｎ

ｓ

ａ 6ｓＡｎ ａ
Ｘ ＋3 e－ Ｘ － e＋ －ｄ ａ－ｄ－Ｘ

2 ｂ 2

+



 
 
 

 
 
 

ｓ ｎ
ホ ｓ

ｂ
ｎ

ｒ ｓ ３

Ｆ

ａ Ｘ
Ｐ ｅ－

2 3

Ｘ
ｎ ａ－ｄ－

3

ｓＰ

 ホ ｓ
ｂ

r

Ｆ －
Ｐ

ｎ

ｄ３ 

ホＭ 

 

 

ａｓ 

ｂｓ 
 

 ホＰｓ ホＰｓ 
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【SRSS 法】 

   

        

 

b.  横方向地震及び鉛直方向地震が作用した場合 

(a) せん断力 

せん断力は，次式で表される。 

 

（タイプ１，２，３の場合） 

  
  

タイプ１，２の場合は，脚の受ける質量 が よりも大きいとき

は， を と置き換えて計算する。 

タイプ３の場合は，脚の受ける質量 及び が よりも大きい

ときは， を 及び のどちらか大きい方と読み替えて計算す

る。 

 

（タイプ４） 

  

ただし， の場合は， を に，

を にそれぞれ置き換えるものとする。 

 

（タイプ５の場合） 

  

 

(b) 引張力 

横方向の地震が作用した場合に脚底面に作用するモーメントは，次

式で表される。 

（タイプ１，２，３の場合） 

  

 


ｂ１
ホ ｖ ０

ｂ

s１ｂ１

Ｆ

ｌ
Ｍ－１－Ｃ ｍ

２
ｎｌ

ｇ

+ +



 
 
 

２

２ｂ１ ｂ１
０ ｖ ０ ホ

ｂ

s１ｂ１

Ｆ

ｌ ｌ
－ｍ Ｃｍ Ｍ

２ ２

ｎｌ

ｇ ｇ

 +


Ｈ ホ １ ｓ
ｂ

r

Ｑ
Ｃ Ｒ ｍ

ｎ

ｇ

ホ ２Ｒ ホ １Ｒ

ホ １Ｒ ホ ２Ｒ

ホ ２Ｒ ホ ３Ｒ ホ １Ｒ

ホ １Ｒ ホ ２Ｒ ホ ３Ｒ

 +


Ｈ ホ １ ｓ１
ｂ

r

Ｑ
Ｃ Ｒ ｍ

ｎ

ｇ

   + +ホ ２ ｓ２ ホ １ ｓ１Ｒ ｍ ＞ Ｒ ｍｇ ｇ ホ １Ｒ ホ ２Ｒ

g ｓ１ｍ g ｓ２ｍ


  Ｈ ０

ｂ

Ｃ ｍ
Ｑ

ｎ

g

 +ホ ｃ１ Ｈ ホ １ ｓ ２Ｍ Ｃ Ｒ ｍ ｈ ｇ

ｒ 
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鉛直力は，次式で表される。 

         

 

(a)と同様にして引張力は求められるが， は とし， は

，ｄ４はｄ３，ａｓはｂｓ，ｂｓはａｓ，ｎｓ２はｎｓ１と置き換える。 

 

（タイプ４の場合） 

  

鉛直力は，次式で表される。 

   

また，第2脚底面に働くモーメントは，次式で表される。 

  

鉛直力は，次式で表される。 

   

 

(a)と同様にして引張応力は求められるが， は 及び

とし， は 及び ，ｄ４はｄ３，ａｓはｂｓ，ｂｓはａｓ，ｎｓ２は

ｎｓ１と置き換える。 

（タイプ５の場合） 

  

(a)と同様にして引張応力は，次式で表される。 

【絶対値和】 

   

【SRSS 法】 

   

 

  

  +ホ ｓ１ ホ １ ｓ ｖＰ Ｒ ｍ １－Ｃ ｇ

ホ ｃ１Ｍ ホＭ ホ ｓ１Ｐ

ホ ｓＰ

 +ホ ｃ１ Ｈ ホ １ ｓ１ ２Ｍ Ｃ Ｒ ｍ ｈ ｇ

  +ホ ｓ１ ホ １ ｓ１ ｖＰ Ｒ ｍ １－Ｃ ｇ

 +ホ ｃ２ Ｈ ホ ２ ｓ２ ４Ｍ Ｃ Ｒ ｍ ｈ ｇ

  +ホ ｓ２ ホ ２ ｓ２ ｖＰ Ｒ ｍ １－Ｃ ｇ

ホＭ ホ ｃ１Ｍ
ホ ｃ２Ｍ

ホ ｓＰ ホ ｓ１Ｐ
ホ ｓ２Ｐ

ホ ｃ１ Ｈ ０ ２Ｍ Ｃ ｍ ｈ ｇ

 


ｂ２
ホ ｃ１ ｖ ０

ｂ

ｓ２ｂ２

Ｆ

ｌ
Ｍ －１－Ｃ ｍ

２
ｎ ｌ

ｇ

+ +



 
 
 

２

２ｂ２ ｂ２
０ ｖ ０ ホ ｃ１

ｂ

ｓ２ｂ２

Ｆ

ｌ ｌ
－ｍ Ｃｍ Ｍ

２ ２

ｎｌ

ｇ ｇ
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3.1.3.1.6 計算方法(ヘ) ··································· (3.1.3.1.6-1) 

胴板の一次一般膜応力 ０σ ，一次応力 １σ及び一次＋二次応力 ２σ は，次式

により算出する。 

 

(1)  静水頭又は内圧による応力 

静水頭又は内圧による応力は，「3.1.3.1.1  計算方法(イ)」の「(1) 静水頭

又は内圧による応力」に記載の計算式と同じ。ただし，ヘσφ２はヘσφ６に読み

替える。 

 

(2)  運転時質量による胴のラグつけ根部の応力 

 

(ラグが１つの場合) 

胴のラグつけ根部には，ラグ反力による局部応力が生じる。 

胴のラグつけ根部に作用する鉛直方向反力は，次式で表される。 

  ヘ ０Ｒ ｍ g  

胴のラグつけ根部に作用する鉛直方向曲げモーメントは， 

    ヘ ｌ ０ ２ １Ｍ ｈ ｈｍ g   

鉛直方向曲げモーメントヘ ｌＭ により生じる胴板の局部応力は，シェルパラ

メータγ及びアタッチメントパラメータ ｌβ によって引用文献(1)の表より値

を求める(以下 *印を付記する。)ことにより，次式で表される。 

 

   
   
    

 

*

φ ヘ
 ヘ φ２ 22

ｍヘ ｌ ｍ

ｌ
ｌ

ｌ

Ｎ Ｍ
σ Ｃ

ｒ ｔβＭ ｒ β/
  

 

   
   
    

 

*

χ ヘ ｌ
 ヘ χ２ 22

ｍヘ ｌ ｍ

ｌ
ｌ

Ｎ Ｍ
σ Ｃ

ｒ ｔβＭ ｒ β/
  

ここで， 

  2ｔＤｒ   ｉｍ     

ｔｒγ   ｍ    

ｍ１１ ｒＣβ       

ｍ２２ ｒＣβ      

   
23

１ ２ｌβ ββ   

なお，円筒形アタッチメントの場合は，次式で表される。 

   ０ ｍｌβ 0.875ｒ ｒ   

反力ヘＲによるせん断応力は， 

 ヘ
ヘ

  ２
ｌ

Ｒ
τ

4Ｃ ｔ
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なお，円筒形アタッチメントの場合は，次式で表される。 

 ヘ
ヘ

  ０
ｌ

Ｒ
τ

πｒｔ
   

 

(ラグが長手方向に２つの場合) 

第2ラグは，長手方向に自由にスライドできるので第1ラグは第3.1.3.1.6-2

図のように変形し，ラグつけ根部に作用する鉛直方向曲げモーメント及び水

平方向反力は，次式で表される。ラグが胴板に及ぼす力の関係を第3.1.3.1.6

-1図に示す。 

 D
   ヘ ０ ｓ １ｌ

1
Ｍ ｍ ｍ ｈ

2
g   

 D



  

２ １

  ヘ ０ ｓ

０
ｌ

1
ｈ ｈ

2Ｐ ｍ ｍ
ｌ

g   

ただし，固定端が単純支持の場合は，ヘＭｌＤ算出式の係数1/2を1に，ヘＰｌD

算出式の係数1/2をOに置き換えるものとする。 

鉛直方向曲げモーメントヘ DｌＭ と水平方向反力ヘ ｌＤＰ により生じる胴板の局

部応力は，シェルパラメータγ及びアタッチメントパラメータβによって引

用文献(1)の表より値を求める(以下 *印を付記する。)ことにより，次式で表

される。 

鉛直方向曲げモーメント Dヘ ｌＭ により生じる応力は 

 

 
       

 
 

 

 
  

 

*

φ
 ヘ

ｍ

ヘ

φ２１ 2
2

ヘ ｍ

Ｄ

Ｄ

ｌ
ｌ

ｌ

ＭＮ
σ Ｃ

ｒ ｔβＭ / ｒ β
  

 

 
       

 
 

 

 
  

 

ヘ

ヘ

*

χ
 χ２１ 2

2
ｍ

ｍヘ Ｄ

ｌＤ
ｌ

ｌ

ＭＮ
σ Ｃ

ｒ ｔβＭ / ｒ β
  

ここで， 

  2ｔＤｒ  ｉｍ    

ｔｒγ  ｍ   

ｍ１１ ｒＣβ     

ｍ２２ ｒＣβ     

3 2
２１βββ      

なお，円筒形アタッチメントの場合は，次式で表される。 

ｍｃ ｒｒ 0.875β     

水平方向反力
Dヘ ｌＰ により生じる応力は，次式で表される。 
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   
   
     

 

 

 

  

*

φ

ヘ φ２２

ｍｍ

ヘ

ヘ

ｌＤ

ｌＤ

ＰＮ
σ

ｒｔＰ /ｒ
  

   
   
     

  

 

 

  

*

χ

χ２２

ｍ

ヘ

ｍ

ヘ

ヘ

ｌＤ

ｌＤ

ＰＮ
σ

ｒｔＰ /ｒ
  

ここで，  

1ββ  ≧ ２１  のとき 

   ２１１２１ ββＫ11ββ
3

1
1β       









   ··············· (3.1.3.1.6-2) 

1ββ  ＜ ２１  のとき 

   ２１２２１ ββＫ1ββ1
3

4
1β       









   ··············· (3.1.3.1.6-3) 

なお，円筒形アタッチメントの場合は，次式で表される。 

ｍｃ ｒｒ 0.875β     

また，運転時質量により胴板に生じる引張応力は，次式で表される。 

 
 






 

 

 ｓ

ヘ

０

χ２３
 ｉ

ｍ ｍ
σ

πＤ ｔｔ

g
  

したがって，曲げモーメント ｌＤＭ ，反力 ｌＤＰ 及び鉛直方向荷重により生じ

る胴板の応力は，次式で表される。 

 φ２ φ２１ φ２２ヘ ヘ ヘσ σ σ   

   ３ヘ ヘχ２ χ２１ χヘ ヘ２２ χ２σ σ σ σ   

 

また，運転時質量が作用した場合，第1ラグつけ根部に生じるせん断応力は，

次式で表される。 

 


 

 

 ０ ｓ

２

ヘ ｌ

ｍ ｍ
τ

4Ｃｔ

g
  

なお，円筒形アタッチメントの場合は，次式で表される。 

 


 

 

 ０ ｓ

ｃ

ヘ ｌ

ｍ ｍ
τ

4ｒｔ

g
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第 3.1.3.1.6-1 図 ラグが胴に及ぼす力の関係 

 

(3)  鉛直方向地震による胴のラグつけ根部の応力 

 

(ラグが１つの場合) 

鉛直方向地震による胴のラグつけ根部の応力は，次式で表される。 

(2)と同様にして， 

   Ｖヘ ｅ ０Ｒ Ｃ ｍ g  

     Ｖ ０ ２ １ヘ ｅｌＭ Ｃ ｍ ｈ ｈg   

鉛直方向曲げモーメント ｅｌＭ により生じる胴板の局部応力は(2)と同様な

方法で引用文献(1)より，次式で表される。 

一次応力 

 

   
   
    

 

ヘ
ヘ

ヘ

*

φ ｅ
 φ５ 22

ｍｌｅ ｍ

ｌ
ｌ

ｌ

Ｎ Ｍ
σ Ｃ

ｒ ｔβＭ ｒ β/
  

 

   
   
     

 

ヘ

ヘ

*

χ ｅ
 χ５ 22

ｌヘ ｍｅ ｍ

ｌ
ｌ

ｌ

ＭＮ
σ Ｃ

ｒ ｔβＭ / ｒ β
  

二次応力 

 

   
   

  
  

*

φ ｅ
２φ５ヘ 2

ｍｌｅ ｍ

ヘ

ヘ

ｌ

ｌ

Ｍ 6 Ｍ
σ

ｒ ｔβＭ ｒβ/
  

 

   
   

  
  

*

χ ｅ
２χ５ヘ 2

ｍｌｅ ｍ

ヘ

ヘ

ｌ

ｌ

Ｍ 6 Ｍ
σ

ｒ ｔβＭ ｒβ/
  

ここで，  

ｌＭ
， ｌｃＭ   

ｌｃＰｌＰ　,
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   
23

１ ２ｌ βββ   

二次応力を求める場合は，角形アタッチメントのみ，さらに式に １ｌｋ を乗じ

た値とする。 

なお，円筒形アタッチメントの場合は，次式で表される。 

   ０ ｍｌ 0.875ｒ ｒβ   

反力 ｅＲ によるせん断応力は， 

 ｅヘ
ヘ １

  ２
ｌ

Ｒ
τ

4Ｃ ｔ
   

なお，円筒形アタッチメントの場合は，次式で表される。 

 ｅヘ
ヘ １

  ０
ｌ

Ｒ
τ

πｒｔ
   

 

(ラグが長手方向に２つの場合) 

(2)と同様にして，ラグつけ根部に作用する鉛直方向曲げモーメント及び水

平方向反力は，次式で表される。 

    Ｖ ０ ｓ １ヘ ｃｌ

1
Ｍ Ｃ ｍ ｍ ｈ

2
g   

 


  

２ １

  Ｖ ０ ｓｃ
０

ヘ ｌ

1
ｈ ｈ

2Ｐ Ｃ ｍ ｍ
ｌ

g   

鉛直方向曲げモーメント ヘ ｃｌＭ と水平方向反力 ヘ ｃｌＰ により生じる胴板の局

部応力は，(2)と同様な方法で引用文献(1)より，次式で表される。 

鉛直方向曲げモーメントヘ ｃｌＭ により生じる応力は，次式で表される。 

一次応力 

 

 
       

 
 

 

 
  

 

ヘ

ヘ

*

φ ｃ
 φ５１ 2

2
ｍ

ｍｃヘ

ｌ
ｌ

ｌ

ＭＮ
σ Ｃ

ｒ ｔβＭ / ｒ β
  

 

 
       

 
 

 

 
  

 

ヘ

ヘ

*

χ ｃ
 χ５１ 2

2
ｍ

ｍｃヘ

ｌ
ｌ

ｌ

ＭＮ
σ Ｃ

ｒ ｔβＭ / ｒ β
  

二次応力 

 

   
   
     

 

  
  

 

 

*

ヘ

ヘ

φ ｃ
２φ５１ 2

ｍ

ヘ

ｍｃ

ｌ

ｌ

6 ＭＭ
σ

ｒｔβＭ / ｒ β
 

 

   
   
     

 

  
  

 

 

*

ヘ

ヘ

χ ｃ
２χ５１ 2

ｍ

ヘ

ｍｃ

ｌ

ｌ

6 ＭＭ
σ

ｒｔβＭ / ｒ β
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ここで，アタッチメントパラメータβは， 3 2
２１βββ    で表される。ただし，

二次応力を求める場合はさらに
１ｌｋ を乗じた値とする。なお，円筒形アタッチ

メントの場合のβは ｍｃ ｒｒ 0.875β   で表される。 

水平方向反力ヘ ｃｌＰ により生じる応力は，次式で表される。 

一次応力 

   
    
    

 

 

 

*

ヘ

φ ｃ
φ５２

ｍ ｍ

ヘ

ｃヘ

ｌ

ｌ

ＰＮ
σ

Ｐ /ｒ ｒｔ
  

   
    
    

 

 

 

*

ヘ

χ ｃ
χ５２

ｍ ｍ

ヘ

ｃヘ

ｌ

ｌ

ＰＮ
σ

Ｐ /ｒ ｒｔ
  

二次応力 

   
    
    

 

 

*

 

ヘ

φ ｃ
２φ５

ｃ

ヘ

ヘ２ 2

ｌ

ｌ

6 ＰＭ
σ

Ｐ  ｔ
  

   
    
    

 

 

*

 

ヘ

ヘ

χ ｃ
２χ５２

ｃ

ヘ

2

ｌ

ｌ

6 ＰＭ
σ

Ｐ  ｔ
  

ここで，アタッチメントパラメータβは式(3.1.3.1.6-2)又は式(3.1.3.1.6

-3)で表される。なお，円筒形アタッチメントの場合のβは， ｍｃ ｒｒ 0.875β  

で表される。 

また，鉛直方向地震により胴板に生じる引張応力は，次式で表される。 

 
 






 

 

 

ヘ

Ｖ ０ ｓ

χ５３
 ｉ

Ｃ ｍ ｍ
σ

πＤ ｔｔ

g
  

したがって，曲げモーメントヘ ｃｌＭ ，反力ヘ ｃｌＰ 及び鉛直方向荷重により生

じる胴板の応力は，次式で表される。 

一次応力 

 φ５ φ５１ φ５２ヘ ヘ ヘσ σ σ   

   ３ヘ ヘχ５ χ５１ χヘ ヘ５２ χ５σ σ σ σ   

二次応力 

 ２φ５ ２φ５１ ２φ５２ヘ ヘ ヘσ σ σ   

 ２χ５ ２χ５１ ２χ５２ヘ ヘ ヘσ σ σ   

 

また，鉛直方向地震が作用した場合，第1ラグつけ根部に生じるせん断応力

は，次式で表される。 
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 


 

 

 Ｖ ０ ｓ

ヘ １
２

ｌ

Ｃ ｍ ｍ
τ

4Ｃｔ

g
  

なお，円筒形アタッチメントの場合は，次式で表される。 

 


 

 

 

ヘ

Ｖ ０ ｓ

１
ｃ

ｌ

Ｃ ｍ ｍ
τ

4ｒｔ

g
  

 

 

(4)  Ｘ方向地震における胴のラグつけ根部の応力 

 

(ラグが1つの場合) 

Ｘ方向地震における胴のラグつけ根部の応力は，次式で表される。 

ラグつけ根部に生じる半径方向荷重は， 

   ヘ Ｈ ０ＣＰ ｍ g  

半径方向荷重ヘＰにより生じる胴板の局部応力は，(2)，(3)と同様な方法で

引用文献(1)より，次式で表される。 

一次応力 


   
   

  

 

  

ヘ
ヘ

*

φ

ｍヘ
φ３

ｍ

Ｎ Ｐ
σ

ｒ ｔＰ /ｒ
  


   
   

  

 

  

ヘ
ヘ

*

χ

ｍヘ
χ３

ｍ

Ｎ Ｐ
σ

ｒ ｔＰ /ｒ
  

二次応力 


   
      

 

  

ヘ
ヘ

*

φ
２φ３ 2

 ヘ

Ｍ 6 Ｐ
σ

Ｐ ｔ
  


   
      

 

  

ヘ
ヘ

*

χ
２χ３ 2

 ヘ

Ｍ 6 Ｐ
σ

Ｐ ｔ
  

ここで，  

1ββ  ≧ ２１  のとき， 

   ２１１２１ ββＫ11ββ
3

1
1β        









    

1ββ  ＜ ２１  のとき， 

   ２１２２１ ββＫ1ββ1
3

4
1β         









    

なお，円筒形アタッチメントの場合は，次式で表される。 

ｍ０ ｒ0.875ｒβ      

 

(ラグが長手方向に2つの場合) 

Ｘ方向地震によりラグにかかる荷重は，モーメントの釣合いより求める。第3.
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1.3.1.6-2図において第1ラグまわりのモーメントの釣合いより，次式で表され

る。 



 
 

 

ｉ
ｊ

ｉ ｉ ２ ０
ｉ

ヘ
1

ｍ Ｒ 0ｌ ｌg   

したがって，ラグの受ける荷重は，次式で表される。 



 
 

 

ｉ
ｊ

２ ｉ ｉヘ ０
ｉ１

Ｒ ｍ ｌｌg   



 
 

 

ｉ
ｊ

１ ｉ ヘ ２
ｉ

ヘ
１

Ｒ ｍ Ｒg   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3.1.3.1.6-2 図  鉛直方向荷重により胴が 

            受ける局部モーメント 

  Ｖ ０ ｓ1±Ｃ ｍ ｍg g  

ヘ ｌＭ  第 1 ラグ 

第 2 ラグ 

第 3.1.3.1.6-3 図  荷重状態 

 

第 3.1.3.1.6-4 図  ラグの位置での曲げモーメント 

 

１ｍ g 

 
２ｍ g 

 
３ｍ g 

 

２ｌ  

 
３ｌ  

 

４ｌ  

 ５ｌ  

 ６ｌ  

 ７ｌ  

 

４ｍ g 

 
５ｍ g 

 ６ｍ g 

 
７ｍ g 

 

ヘ ２Ｒ  

 

ヘ １Ｒ  

 

ｓｍg 

 

０ｌ  

 

第 2ラグ 

 

第 1ラグ 

 

第 1ラグ 

 

第 2ラグ 

 

ヘ ２Ｍ  

 

ヘ １Ｍ  

 

ｓｍg 

 

１ｌ 
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また，ラグにかかる曲げモーメントは次のようにして求める。 

第3.1.3.1.6-3図に示すように胴に集中荷重を受けるはりとして考える。 

第3.1.3.1.6-4図においてラグつけ根の部分における曲げモーメントヘ １Ｍ 及

びヘ ２Ｍ は，次式で表される。 



 
 

   

２

ヘ

ｊ

 １ ｉ ｉ
ｉ1

Ｍ ｍ ｌg   

  

 
 

  

   

１ ３

１
ｊ

 ２ ｉ ｉ ０
ｉｊ ｊ 1

ヘＭ ｍ ｌｌg   

 

以上のようにして求めた曲げモーメントにより胴のラグつけ根部に生じる応

力は次のようにして求められる。 

引用文献(2)によれば，この曲げモーメントは胴の断面に対して一様に作用す

るものではなく，ラグ取付部において円周方向の曲げモーメントに置換され，胴

板の局部変形を生じさせようとする。 

今，長手方向の曲げモーメントによる胴板の応力の影響範囲をラグ上 6θ  ０ の

点とすると，長手方向曲げモーメントに対する胴の有効断面積は，第3.1.3.1.6

-5図に2θで示される円弧殻である。したがって，Ｘ方向地震による応力は，次

式で表される。 

 Ｈ
ヘ

ヘ
１

χ３１

ｅ

Ｍ
σ Ｃ

Ｚ
  

ここで， 

 


   
 

  

  

  

2
 2

  e ｍ
 

Ｚ
θ sinθcosθ 2sinθθ

ｒ ｔ
sinθθ cosθ

  

θは，次式で表される。 

０θ
6

5
πθ    
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第 3.1.3.1.6-5 図 ラグつけ根部の有効範囲 

 

胴のラグつけ根部におけるラグ反力による局部応力は，次のようにして求める。 

胴の第1ラグつけ根部に作用する反力は，次式で表される。 

 Ｈ １ヘ  ヘＰ Ｃ Ｒ   

この反力ヘＰにより生じる胴板の局部応力は，引用文献(1)により，次式で表

される。 

一次応力 


   
   

   
 

 

  

ヘ

*

φ
φ３２

ｍヘ ｍ

ヘ
Ｎ

σ
ｒ ｔ/ｒ

Ｐ

Ｐ
  


   
   

   
 

 

  

ヘ

*

χ
χ３２

ｍヘ ｍ

ヘ
Ｎ

σ
ｒ ｔ/ｒ

Ｐ

Ｐ
  

二次応力 


   
     

 

 

ヘ
ヘ

ヘ

*

φ
２φ３２ 2

Ｍ
σ

ｔ

6 Ｐ

Ｐ  
  


   
     

 

 

ヘ
ヘ

ヘ

*

χ
２χ３２ 2

Ｍ
σ

ｔ

6 Ｐ

Ｐ  
  

ここで，アタッチメントパラメータβは式(3.1.3.1.6-2)又は式(3.1.3.1.6-

3)で表される。なお，円筒形アタッチメントの場合のβは， ｍｃ ｒｒ 0.875β   で

表される。 

 

したがって，曲げモーメントヘ １Ｍ 及び反力ヘＰにより生じる胴板の応力は，
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次式で表される。 

一次応力 

 ２ヘ φ３ ３ヘ φσ σ   

 ヘ χ３ ヘ χ３１ ヘ χ３２σ σ σ   

二次応力 

 ２ヘ ヘ２φ３ ２φ３σ σ   

 ２ヘ ヘ２χ３ ２χ３σ σ   

 

(5)  Ｚ方向地震による胴のラグつけ根部の応力 

 

(ラグが1つの場合) 

Ｚ方向地震による胴のラグつけ根部の応力は，次式で表される。 

ラグつけ根部に作用する周方向せん断力は， 

   ヘ Ｈ ０ＣＱ ｍ g  

ラグつけ根部に作用する周方向曲げモーメントは， 

     ｃ Ｈ ０ ２ １ヘＭ Ｃ ｈ ｈｍ g   

周方向曲げモーメント ｃＭ により生じる胴板の局部応力は，(2)，(3)と同様な

方法で引用文献(1)より，次式で表される。 

一次応力 

 


 
  
    

 

 

 

  

*

φ ｃ
 φ４ ｃヘ 2

2 ｍ ｃ
ｃ

ヘ

ｍヘ

Ｎ Ｍ
σ Ｃ

ｒ ｔβ
Ｍ / ｒ β

  

 


 
  
    

 

 

 

  

*

χ ｃ
 χ４ ｃヘ 2

2 ｍ ｃ
ｃ

ヘ

ｍヘ

Ｎ Ｍ
σ Ｃ

ｒ ｔβ
Ｍ / ｒ β

  

二次応力 

 


   
   
    

 

 

 
  

*

φ ｃ
ヘ

ｍ

ヘ

ヘ

２φ４ 2
ｍ ｃｃ

Ｍ 6 Ｍ
σ

ｒ βｔＭ / ｒβ
  

 


   
   
    

 

 

 
  

*

χ ｃ
ヘ

ｍ

ヘ

ヘ

２χ４ 2
ｍ ｃｃ

Ｍ 6 Ｍ
σ

ｒ βｔＭ / ｒβ
  

ここで，  
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3
２

2
１ｃ βββ      

二次応力を求める場合は，角形アタッチメントのみ，さらに式に ｃ１ｋ を乗じた

値とする。 

なお，円筒形アタッチメントの場合は，次式で表される。 

ｍ０ｃ ｒ0.875ｒβ      

周方向せん断力ヘＱによるせん断応力は， 


１

ヘ
ヘ ｃ

  

Ｑ
τ

4Ｃｔ
   

なお，円筒形アタッチメントの場合は，次式で表される。 


０

ヘ
ヘ ｃ

  

Ｑ
τ

πｒｔ
   

 

(ラグが長手方向に2つの場合) 

Ｚ方向地震が作用した場合，第1ラグのつけ根部に作用する曲げモーメント

ヘ ｃＭ は，次式で表される。 

   ｃ Ｈ １ ０ヘ ヘＣＭ Ｒｒ   

ｔ
2

Ｄ
ｒ ｉ
０    

この曲げモーメントヘ ｃＭ により生じる胴板の局部応力は，(2)，(3)と同様な方

法で引用文献(1)より，次式で表される。 

曲げモーメントヘ ｃＭ により生じる胴板の応力は，次式で表される。 

一次応力 

 


 
  
    

  

 

  

  

 

*

φ ｃ
 φ４ ｃ

ヘ
ヘ

ヘ

2
2

ｍ
ｃ ｍ

Ｎ Ｍ
σ Ｃ

ｒ βｔＭ / ｒ β
  

 


 
  
    

  

 

  

  

 

*

χ ｃ
 χ４ ｃ

ヘ
ヘ

ヘ

2
2

ｍ
ｃ ｍ

Ｎ Ｍ
σ Ｃ

ｒ βｔＭ / ｒ β
  

二次応力 

 


   
   
      

 

   

 

 
 

ヘ
ヘ

*

φ ｃ
２φ４

2
ｃ ｍ ｍヘ

Ｍ 6 Ｍ
σ

Ｍ / ｒ β ｒ βｔ
  

 


   
   
      

 

   

 

 
 

ヘ
ヘ

*

χ ｃ
２χ４

2
ｃ ｍ ｍヘ

Ｍ 6 Ｍ
σ

Ｍ / ｒ β ｒ βｔ
  

ここで，アタッチメントパラメータβは， 3 2
２１βββ    で表される。ただし，
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二次応力を求める場合はさらに ｃ１ｋ を乗じた値とする。なお，円筒形アタッチメ

ントの場合のβは， ｍｃ ｒｒ 0.875β   で表される。 

また，Ｚ方向地震が作用した場合，第1ラグつけ根部に生じるせん断応力は，

次式で表される。 


 

 

ヘ
ヘ

Ｈ １
ｃ

１

Ｃ Ｒ

4Ｃｔ
τ   

なお，円筒形アタッチメントの場合は，次式で表される。 


 

 

ヘ
ヘ

Ｈ １
ｃ

ｃ

Ｃ Ｒ

4ｒｔ
τ   

 

(6)  組合せ応力 

(ラグが1つの場合) 

(1)～(5)によって算出される胴のラグつけ根部に生じる応力は，以下によ

り組み合わされる。 

 

ａ. 一次一般膜応力 

    
  

 

    ０φヘ ヘ ０χ０σ max σ , σ   

   ０φ φ１ φ６ヘ ヘσ σ σ   

  
ヘ ０χ χ１σ σ   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

b. Ｘ方向地震及び鉛直方向地震が作用した場合の一次応力 

第1評価点については， 

          

2
 φｘ１ χｘ１ φｘ１ χｘ１χｃ ヘ ヘ ヘ ヘ１ヘ

1
σ σ σ σ σ

2
  

【絶対値和】 

      φｘ１ φ１ φ６ φ２ φ３ φ５ヘ ヘ ヘ ヘ ヘσ σ σ σ σ σ   

     χｘ１ χ１ χ２ χ３ χ５ヘ ヘ ヘ ヘσ σ σ σ σ   

第 3.1.3.1.6-6 図 胴板の評価

点 

 

 

ラグ 

当て板 
第１評価点 

第２評価点 
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【SRSS法】 

          ヘ
22

φｘ１ φ１ φヘ ヘφ２ φ３ ５ヘ ヘ φ６σ σ σ σ σ σ   

     2 2
χｘ１ χ１ χ２ χ３ χ５ヘ ヘ ヘ ヘσ σ σ σ σ   

 

第2評価点については， 

               
2 2

 φｘ２ χｘ２ φヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘヘ ｘ２ χｘ２ １χｃ２ ｌ ｌ

1
σ σ σ σ σ 4 τ τ

2
  

 

【絶対値和】 

    φｘ２ φ１ φ６ φ３ヘ ヘ ヘσ σ σ σ   

 χｘ２ χ１ χ３ヘ ヘσ σ σ   

【SRSS法】 

   2
ヘ ヘ

2
φｘ２ φ１ φ６ φ３ヘσ σ σ σ   

 χｘ２ χ１ χ３ヘ ヘσ σ σ   

 

c. Ｚ方向地震及び鉛直方向地震が作用した場合の一次応力 

第1評価点については， 

           ヘ
2 2

 φｚ１ χｚ１ φｚ１ χｚ１ ｃｚｃ１ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ

1
σ σ σ σ σ 4 τ

2
  

【絶対値和】 

      ５ヘ ヘφｚ１ φ１ φ６ヘ φ２ φσ σ σ σ σ   

    χｚ１ χ１ χ２ χ５ヘ ヘ ヘσ σ σ σ   

【SRSS法】 

      ５ヘ ヘφｚ１ φ１ φ６ヘ φ２ φσ σ σ σ σ   

    χｚ１ χ１ χ２ χ５ヘ ヘ ヘσ σ σ σ   

 

第2評価点については， 

               
2 2

 φｚ２ χｚ２ φヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘヘ ｚ２ χｚ２ １ｚｃ２ ｌ ｌ

1
σ σ σ σ σ 4 τ τ

2
 

 

【絶対値和】 

    φｚ２ φ１ φ６ φ４ヘ ヘ ヘσ σ σ σ   

   χｚ２ χ１ χ４ヘ ヘσ σ σ   

【SRSS法】 

     2
ヘ ヘ

2
φｚ２ φ１ φ６ φ４ヘσ σ σ σ   

   χｚ２ χ１ χ４ヘ ヘσ σ σ   

 

したがって，胴板に生じる一次応力の最大値は，次式で表される。 

1850



 

159 

    
  

 

           χｃ１ χｃ２ ｚ ｚヘ ヘ ｃ１ヘ ｃ２１ ヘσ max σ , σ , σ , σ   

 

d. Ｘ方向地震及び鉛直方向地震が作用した場合の地震動のみによる一次＋

二次応力の変動値 

第1評価点については， 

         

2
２１ ２φｘ１ ２χｘ１ヘ ヘ ２φｘ１ ２χｘヘ ヘ １ヘσ σ σ σ σ   

【絶対値和】 

      ２φｘ１ φ５ ２φ５ φ６ φ３ ２φ３ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘσ σ σ σ σ σ   

     ２χｘ１ χ５ ２χ５ χ３ ２χ３ヘ ヘ ヘ ヘ ヘσ σ σ σ σ   

【SRSS法】 

             ヘ
2

ヘ
2

２φｘ ５ヘ ヘ ヘ１ φ ２φ５ φ６ φ ３ヘ３ ２φσ σ σ σ σ σ   

            

2 2
２χｘ１ χ５ ２χ５ヘ ヘ χヘ χ３ ２ヘ ヘ ３σ σ σ σ σ   

 

 

第2評価点については， 

         ヘ
22

２２ ２φｘ２ ２χｘ２ ２φｘ２ ヘ２χｘヘ ２ １ヘ ヘ ヘ ｌσ σ σ σ σ 4 τ  

  

【絶対値和】 

    ２φｘ２ φ３ ２φ３ φ６ヘ ヘ ヘ ヘσ σ σ σ   

    ３ヘ ２χｘ２ χ３ヘ ２ヘ χσ σ σ   

【SRSS法】 

       

2
ヘ ヘ

2
２φｘ２ φヘ φ３ ２ ３ φ６ヘσ σ σ σ   

    ３ヘ ２χｘ２ χ３ヘ ２ヘ χσ σ σ   

 

e. Ｚ方向地震及び鉛直方向地震が作用した場合の地震動のみによる一次＋

二次応力の変動値 

第1評価点については， 

         ヘ
2

ヘ
2

２３ ２φｚ１ ２χｚ１ ２φｚ１ ヘ２χｚヘ ヘ １ ｃヘσ σ σ σ σ 4 τ   

【絶対値和】 

    ２φｚ１ φ５ ２φ５ φ６ヘ ヘ ヘ ヘσ σ σ σ   

    ５ヘ ２χｚ１ χ５ヘ ２ヘ χσ σ σ   

【SRSS法】 

    ２φｚ１ φ５ ２φ５ φ６ヘ ヘ ヘ ヘσ σ σ σ   

    ５ヘ ２χｚ１ χ５ヘ ２ヘ χσ σ σ   
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第2評価点については， 

         ヘ
22

２４ ２φｚ２ ２χｚ２ ２φｚ２ ヘ２χｚヘ ２ １ヘ ヘ ヘ ｌσ σ σ σ σ 4 τ  

  

【絶対値和】 

    ２φｚ２ φ４ ２φ４ φ６ヘ ヘ ヘ ヘσ σ σ σ   

    ４ヘ ２χｚ２ χ４ヘ ２ヘ χσ σ σ   

【SRSS法】 

       

2
ヘ ヘ

2
２φｚ２ φヘ φ４ ２ ４ φ６ヘσ σ σ σ   

    ４ヘ ２χｚ２ χ４ヘ ２ヘ χσ σ σ   

したがって，胴板の地震動のみによる一次＋二次応力の変動値の最大値は，

次式で表される。 

  
  

 

ヘ ヘ          ヘ２１ ２２ ２３ ２４２ ヘσ max σ , σ , σ , σ   

 

(ラグが長手方向に2つの場合) 

(1)～(5)によって算出される胴のラグつけ根部に生じる応力は，以下により

組み合わされる。 

ａ. Ｘ方向地震及び鉛直方向地震が作用した場合の一次一般膜応力 

【絶対値和】 

   
ヘ ０ｘφ φ１ ヘ φ６
σ σ σ   

     
ヘ ０ｘχ χ１ ヘ χ２３ ヘ χ５３ ヘ χ３１
σ σ σ σ σ   

   


  

 

     
ヘ ０ｘ ヘ ０ｘφ ヘ ０ｘχ
σ max σ , σ   

【SRSS法】 

   
ヘ ０ｘφ φ１ ヘ φ６
σ σ σ  

     2 2

ヘ ０ｘχ χ１ ヘ χ２３ ヘ χ５３ ヘ χ３１
σ σ σ σ σ   

   


  

 

     
ヘ ０ｘ ヘ ０ｘφ ヘ ０ｘχ
σ max σ , σ   

 

ｂ. Ｚ方向地震及び鉛直方向地震が作用した場合の一次一般膜応力 

   
ヘ ０ｚφ φ１ ヘ φ６
σ σ σ   

    
ヘ ０ｚχ χ１ ヘ χ２３ ヘ χ５３
σ σ σ σ   

   


  

 

     
ヘ ０ｚ ヘ ０ｚφ ヘ ０ｚχ
σ max σ , σ   

したがって，胴板に生じる一次一般膜応力の最大値は，次式で表される。 

 


  

 

     
０ ヘ ０ｘ ヘ ０ｚ

σ max σ , σ   

 

1852
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ｃ. Ｘ方向地震及び鉛直方向地震が作用した場合の一次応力 

第1評価点及び第2評価点の位置を第3.1.3.1.6-7図に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第1評価点については 

【絶対値和】 

      
ヘ φｘ１ φ１ φ２ ヘ φ３ ヘ φ５ ヘ φ６ヘ
σ σ σ σ σ σ   

     
ヘ χｘ１ χ１ χ２ ヘ χ３ ヘ χ５ヘ
σ σ σ σ σ   

      
    

 

 

   

2
 

ヘ ｘｃ１ ヘ φｘ１ ヘ χｘ１ ヘ φｘ１ ヘ χｘ１

1
σ σ σ σ σ

2
  

【SRSS法】 

       
 

 

22

ヘ φｘ１ φ１ φ２ ヘ φ３ ヘ φ５ ヘ φ６
σ σ σ σ σ σ   

     2 2

ヘ χｘ１ χ１ χ２ ヘ χ３ ヘ χ５
σ σ σ σ σ   

      
    

 

 

   

2
 

ヘ ｘｃ１ ヘ φｘ１ ヘ χｘ１ ヘ φｘ１ ヘ χｘ１

1
σ σ σ σ σ

2
  

 

第2評価点については 

【絶対値和】 

    
ヘ φｘ２ φ１ ヘ φ３ ヘ φ６
σ σ σ σ   

   
ヘ χｘ２ χ１ ヘ χ３
σ σ σ   

        l l
     

  

     

22
 ヘ ｘｃ２ ヘ φｘ２ χｘ２ ヘ φｘ２ χｘ２ ヘ ヘ １ヘ ヘ

1
σ σ σ σ σ 4 τ τ

2
 

 

【SRSS法】 

    2 2

ヘ φｘ２ φ１ ヘ φ３ ヘ φ６
σ σ σ σ   

   
ヘ χｘ２ χ１ ヘ χ３
σ σ σ   

        l l
     

  

     

22
 ヘ ｘｃ２ ヘ φｘ２ ヘ χｘ２ ヘ φｘ２ ヘ χｘ２ ヘ ヘ １

1
σ σ σ σ σ 4 τ τ

2
 

 

 

第 3.1.3.1.6-7 図 胴板の評価点 

  

 

 

第 1評価点 

第 2評価点 

当て板 

ラグ 

２
２Ｃ

１
２Ｃ

1853
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ｄ. Ｚ方向地震及び鉛直方向地震が作用した場合の一次応力 

第1評価点については 

     
ヘ φｚ１ φ１ φ２ ヘ φ５ ヘ φ６ヘ
σ σ σ σ σ   

    
ヘ χｚ１ χ１ χ２ ヘ χ５ヘ
σ σ σ σ   

          
 

   

2 2
 ヘ ｚｃ１ ヘ φｚ１ ヘ χｚ１ ヘ φｚ１ ヘ χｚ１ ヘ ｃ

1
σ σ σ σ σ 4τ

2
  

 

第2評価点については 

【絶対値和】 

    
ヘ φｚ２ φ１ ヘ φ４ ヘ φ６
σ σ σ σ    

   
ヘ χｚ２ χ１ ヘ χ４
σ σ σ    

        l l
     

  

     

22
 ヘ ｚｃ２ ヘ φｚ２ ヘ χｚ２ ヘ φｚ２ ヘ χｚ２ ヘ ヘ １

1
σ σ σ σ σ 4 τ τ

2
 

  

【SRSS法】 

    2 2

ヘ φｚ２ φ１ ヘ φ４ ヘ φ６
σ σ σ σ   

   
ヘ χｚ２ χ１ ヘ χ４
σ σ σ   

        l l
     

  

     

22
 ヘ ｚｃ２ ヘ φｚ２ ヘ χｚ２ ヘ φｚ２ ヘ χｚ２ ヘ ヘ １

1
σ σ σ σ σ 4 τ τ

2
 

 

したがって，胴板に生じる一次応力の最大値は，次式で表される。 

 


  

 

          
１ ヘ ｘｃ１ ヘ ｘｃ２ ヘ ｚｃ１ ヘ ｚｃ２

σ max σ , σ , σ , σ   

 

ｅ. Ｘ方向地震及び鉛直方向地震が作用した場合の地震動のみによる一次

＋二次応力の変動値 

第1評価点については 

【絶対値和】 

      
ヘ ２φｘ１ ヘ φ５ ヘ ２φ５ ヘ φ３ ヘ ２φ３ ヘ φ６
σ σ σ σ σ σ   

     
ヘ ２χｘ１ ヘ χ５ ヘ ２χ５ ヘ χ３ ヘ ２χ３
σ σ σ σ σ   

      
 

  

2

ヘ ２１ ヘ ２φｘ１ ヘ ２χｘ１ ヘ ２φｘ１ ヘ ２χｘ１
σ σ σ σ σ   

【SRSS法】 

         
  

   

2 2

ヘ ２φｘ１ ヘ φ５ ヘ ２φ５ ヘ φ６ ヘ φ３ ヘ ２φ３
σ σ σ σ σ σ   

        
  

   

2 2

ヘ ２χｘ１ ヘ χ５ ヘ ２χ５ ヘ χ３ ヘ ２χ３
σ σ σ σ σ   

      
 

  

2

ヘ ２１ ヘ ２φｘ１ ヘ ２χｘ１ ヘ ２φｘ１ ヘ ２χｘ１
σ σ σ σ σ   

1854
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第2評価点については 

【絶対値和】 

    
ヘ ２φｘ２ ヘ φ３ ヘ ２φ３ ヘ φ６
σ σ σ σ   

   
ヘ ２χｘ２ ヘ χ３ ヘ ２χ３
σ σ σ   

    l
    

 

   

2 2
ヘ ２２ ヘ ２φｘ２ ヘ ２χｘ２ ヘ ２φｘ２ ヘ ２χｘ２ ヘ １
σ σ σ σ σ 4 τ   

【SRSS法】 

     
 

  

2 2

ヘ ２φｘ２ ヘ φ３ ヘ ２φ３ ヘ φ６
σ σ σ σ   

   
ヘ ２χｘ２ ヘ χ３ ヘ ２χ３
σ σ σ   

    l
    

 

   

2 2
ヘ ２２ ヘ ２φｘ２ ヘ ２χｘ２ ヘ ２φｘ２ ヘ ２χｘ２ ヘ １
σ σ σ σ σ 4 τ   

 

ｆ. Ｚ方向地震及び鉛直方向地震が作用した場合の地震動のみによる一次＋

二次応力の変動値 

第1評価点については 

    
ヘ ２φｚ１ ヘ φ５ ヘ ２φ５ ヘ φ６
σ σ σ σ   

   
ヘ ２χｚ１ ヘ χ５ ヘ ２χ５
σ σ σ   

       
 

   

2 2

ヘ ２３ ヘ ２φｚ１ ヘ ２χｚ１ ヘ ２φｚ１ ヘ ２χｚ１ ヘ ｃ
σ σ σ σ σ 4 τ  

  

第2評価点については 

【絶対値和】 

    
ヘ ２φｚ２ ヘ φ４ ヘ ２φ４ ヘ φ６
σ σ σ σ   

   
ヘ ２χｚ２ ヘ χ４ ヘ ２χ４
σ σ σ   

    l    
 

   

2 2
ヘ ２４ ヘ ２φｚ２ ヘ ２χｚ２ ヘ ２φｚ２ ヘ ２χｚ２ ヘ １σ σ σ σ σ 4 τ  

  

【SRSS法】 

     
 

  

2 2

ヘ ２φｚ２ ヘ φ４ ヘ ２φ４ ヘ φ６
σ σ σ σ   

   
ヘ ２χｚ２ ヘ χ４ ヘ ２χ４
σ σ σ   

    l    
 

   

2 2
ヘ ２４ ヘ ２φｚ２ ヘ ２χｚ２ ヘ ２φｚ２ ヘ ２χｚ２ ヘ １σ σ σ σ σ 4 τ  

  

したがって，胴板に生じる地震動のみによる一次＋二次応力の最大値は，

次式で表される。 

 


  

 

           
２ ヘ ２１ ヘ ２２ ヘ ２３ ヘ ２４

σ max σ , σ , σ , σ   

1855
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(7)  支持部に作用する荷重 

 

(ラグが1つの場合) 

ａ.  運転時質量による応力 

運転時質量による応力は，次式で表される。 

   ヘ ２
ｓ１１

ｓｙ

Ｒｈ
σ

Ｚ
  

   ヘ
ｓ１１

ｓ３

Ｒ
τ

Ａ
  

 

ｂ.  鉛直方向地震による応力 

鉛直方向地震による応力は，次式で表される。 

   ヘ ｅ ２
ｓ２１

ｓｙ

Ｒｈ
σ

Ｚ
   

   ヘ ｅ
ｓ２１

ｓ３

Ｒ
τ

Ａ
  

 

ｃ.  Ｘ方向地震による応力 

Ｘ方向地震による応力は，次式で表される。 

   ヘ
ｓ３１

ｓ

Ｐ
σ

Ａ
     

 

ｄ.  Ｚ方向地震による応力 

Ｚ方向地震による応力は，次式で表される。 

   ヘ ２
ｓ４１

ｓｘ

Ｑｈ
σ

Ｚ
   

  
４

ヘ
ｓ４１

ｓ

Ｑ
τ

Ａ
  

 

(ラグが長手方向に2つの場合) 

荷重ヘ がヘ よりも大きいときは，ヘ をヘ と置き換えて計算する。 

ａ.  運転時質量による応力 

曲げ応力及び圧縮応力は，次式で表される。 

   １
ｓ１１

ｓｙ ｓ

ヘ ヘｌ ｌＤＭ Ｐ
σ

Ｚ Ａ
  

ここで， 

  ヘ   

ただし，固定端が単純支持の場合は係数1/2を1に置き換えるものとする。 

２Ｒ １Ｒ １Ｒ ２Ｒ

   ０ １１ｌ

1
Ｍ ｍ ｈ

2
 g

1856
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せん断応力は，次式で表される。 

  
 ０

ｓ１１

ｓ３

ｍ
τ

Ａ

g
  

 

ｂ.  鉛直方向地震による応力 

曲げ応力及び圧縮応力は，次式で表される。 

   
ヘ １

ｓ２１

ｓｙ ｓ

ヘｌｃ ｌｃＭ Ｐ
σ

Ｚ Ａ
  

ここで， 

  ヘ   

ただし，固定端が単純支持の場合は係数1/2を1に置き換えるものとする。 

せん断応力は，次式で表される。 

  
  Ｖ ０

ｓ２１

ｓ３

Ｃ ｍ
τ

Ａ

g
  

 

ｃ.  Ｘ方向地震による応力 

Ｘ方向地震による応力は，次式で表される。 

  
( )


 Ｈ ヘ １ ｓ

ｓ３１

ｓ

Ｃ Ｒ ｍ
σ

Ａ

g
  

 

ｄ.  Ｚ方向地震による応力 

曲げ応力は，次式で表される。 

  
 


Ｈ １ ｓ ２

ｓ４１

ｓｘ

ヘＣ Ｒ ｍ ｈ
σ

Ｚ

g
  

せん断応力は，次式で表される。 

  


 Ｈ １ ｓ
ｓ４１

ｓ４

ヘＣ ( Ｒ ｍ
τ

Ａ

g)
  

 

(8)  ボルト等に作用する荷重 

取付ボルトの引張力及びせん断力は，次式により算出する。 

 

（ラグが 1 つの場合） 

ａ.  Ｘ方向地震及び鉛直方向地震が作用した場合 

ボルトの引張力は， 

【絶対値和】 

  
 

 
   

  

 ０ Ｖ ２

ｂ
１ ｂ１ ｒ

ヘ
ｍ 1 Ｃ ｈ Ｐ

Ｆ
ｎ ｎｌ

g
  

 

    Ｖ ０ １１ｌｃ

1
Ｍ Ｃ ｍ ｈ

2
 g

1857
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【SRSS法】 

  
  

    
   

   

    

22
  ０ ２ ０ Ｖ ２

ｂ
１ ｂ１ １ ｂ１ ｒ

ヘＰｍ ｈ ｍ Ｃ ｈ
Ｆ

ｎ ｎ ｎｌ ｌ

g g
    

 

ボルトのせん断力は， 

【絶対値和】 

  
 


   ０ Ｖ

ｂ
ｒ

ｍ 1 Ｃ
Ｑ

ｎ

g
    

 

【SRSS法】 

  
 


   ０ Ｖ

ｂ
ｒ

ｍ 1 Ｃ
Ｑ

ｎ

g
  

 

ｂ.  Ｚ方向地震及び鉛直方向地震が作用した場合 

ボルトの引張力は， 

【絶対値和】 

  
 

 
    

    

 ０ Ｖ ２ ヘ ２
ｂ

１ ｂ１ ２ ｂ２

ｍ 1 Ｃ ｈ Ｑｈ
Ｆ

ｎ ｎｌ ｌ

g
    

【SRSS法】 

  
   

    
   

    

      

2 2
  ０ ２ ０ Ｖ ２ ヘ ２

ｂ
１ ｂ１ １ ｂ１ ２ ｂ２

ｍ ｈ ｍ Ｃ ｈ Ｑｈ
Ｆ

ｎ ｎ ｎｌ ｌ ｌ

g g
  

 

ボルトのせん断力は， 

【絶対値和】 

    
   

   

ヘ

ｒ

 ０ ０
ｂ

ｒ

Ｖ

ｒ

ｍ ｍ Ｃ Ｑ
Ｑ

ｎ ｎ ｎ

g g
  

【SRSS法】 

  
  

 
  

 

 

2 2
 ０ Ｖ ヘ０

ｂ
ｒ ｒ

ｍ Ｃ Ｑｍ
Ｑ

ｎ ｎ

gg
  

 

 

1858
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第 3.1.3.1.6-8 図 荷重の作用方向 

 
 

 

 

（ラグが長手方向に 2つの場合） 

ａ.  運転時質量による荷重 

引張力は，次式で表される。 

  
  

ヘ １
ｂ１

１ ｂ１

ｌＭ
Ｆ

ｎｌ
  

ただし，固定端が単純支持の場合はラグ端面にモーメントは生じない。 

せん断力は，次式で表される。 

  
 ０

ｂ１

ｒ

ｍ
Ｑ

2ｎ

g
  

 

ｂ.  Ｘ方向地震による荷重 

引張力は，次式で表される。 

  



 Ｈ ヘ １ ｓ

ｂ３

ｒ

Ｃ ( Ｒ ｍ
Ｆ

ｎ

g)
  

 

 

  
 Ｖ ０1±Ｃ ｍ g

 ２ｈ

 ｂ２ｌ

 ｂ１ｌへＰ 

へＱ 

1859
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第 3.1.3.1.6-9 図 荷重の作用方向 

 

ｃ.  Ｚ方向地震による荷重 

引張力は，次式で表される。 

  
 


 

  

Ｈ ヘ １ ｓ ２

ヘ ｂ４

２ ｂ２

Ｃ Ｒ ｍ ｈ
Ｆ

ｎｌ

g
 

せん断力は，次式で表される。 

  
 Ｈ ヘ １ ｓ

ヘ ｂ４

ｒ

Ｃ ( Ｒ ｍ
Ｑ

ｎ

g)
  

 

ｄ.  鉛直方向地震による荷重 

引張力は，次式で表される。 

  
  

ヘ ｃ１
ヘ ｂ２

１ ｂ１

ｌＭ
Ｆ

ｎｌ
  

ただし，固定端が単純支持の場合はラグ端面にモーメントは作用しな

い。 

せん断応は，次式で表される。 

  
  Ｖ ０

ヘ ｂ２

ｒ

Ｃ ｍ
Ｑ

2ｎ

g
  

  

  
 

Ｖ ０
1±Ｃ ｍ g

 ｂ１
ｌ

 

 ｂ２
ｌ

 １
ｈ

 Ｈ ０
Ｃ ｍ g

 ｂ１
ｌ

1860
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ｅ.  荷重の組合せ 

ａ～ｄによって算出される取付ボルトに生じる荷重は，以下により組み

合わされる。 

Ｘ方向地震及び鉛直方向地震が作用する場合 

【絶対値和】 

    ｂ ヘ ｂ１ ヘ ｂ２ ヘ ｂ３Ｆ Ｆ Ｆ Ｆ   

   ｂ ヘ ｂ１ ヘ ｂ２ＱＱ Ｑ   

【SRSS法】 

      2 2
ヘ ｂ２ ヘ ｂ３ｂ ヘ ｂ１Ｆ Ｆ Ｆ Ｆ   

   ｂ ｂ１ ｂ２ＱＱ Ｑ   

Ｚ方向地震及び鉛直方向地震が作用する場合 

【絶対値和】 

    ｂ ヘ ｂ１ ヘ ｂ２ ヘ ｂ４Ｆ Ｆ Ｆ Ｆ    

      

 

 

 

2 2
ヘ ｂ４ｂ ヘ ｂ１ ヘ ｂ２ ＱＱ Ｑ Ｑ    

【SRSS法】 

      

 

2 2
ヘ ｂ２ ヘ ｂ４ｂ ヘ ｂ１Ｆ Ｆ Ｆ Ｆ   

      

 

 

 

2 2
ヘ ｂ４ｂ ヘ ｂ１ ヘ ｂ２ ＱＱ Ｑ Ｑ  
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3.1.3.1.7 計算方法(ト) ···································· (3.1.3.1.7-1) 

胴板の一次一般膜応力 ，一次応力 及び一次＋二次応力 は，次式により算

出する。 

 

(1) 静水頭又は内圧による応力 

静水頭又は内圧による応力は，「3.1.3.1.1  計算方法(イ)」の「(1) 静水頭又

は内圧による応力」に記載の計算式と同じ。 

 

(2) 運転時質量及び鉛直方向地震力による応力 

運転時質量及び鉛直方向地震力による応力は，次式で表される。 

 ｔＤｔπ

ｍ
σ

ｉ  

０
２χ

 




g
  

 




  Ｖ ０
ト χ１２

  ｉ

Ｃ ｍ
σ

πｔ Ｄ ｔ

g
  

  

０σ １σ ２σ

1862
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(3) 運転時質量による胴のラグつけ根部の応力 

 運転時質量による胴のラグつけ根部の応力は，次式で表される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3.1.3.1.7-1 図 鉛直荷重により胴及びラグに作用するモーメントと力 

 

運転時質量 による鉛直方向の力の平衡条件より， 

（ラグが4つの場合） 

  ト ０4 Ｒ 0ｍ g   

（ラグが2つの場合） 

2   ト ０Ｒ 0ｍ g   

 

また，ラグについて第3.1.3.1.7-1図のように傾いたとき，モーメントと力の

平衡条件より， 

   R R R R R     ト ０２ ト ０１ ト lＦ ａ ｂ ｃ Ｆ ａ ｂ Ｍ 0  

  ト ０２ ト ０１ トＦ Ｆ Ｒ 0   

運転時質量によるラグの局部傾き角は，3.1.2項と同様にして，次式で表され

る。 


 

  

ト l l
０ 3 2

ｍ l

Ｍ Ｋ
θ

ｒ β Ｅ
  

運転時質量によるラグの基礎に対する傾き角は，3.1.2項と同様にして，次式

で表される。 

R


 

  

ト ０１ ｂ
ト ｓ０

ｂｅ ｂ

Ｆ Ｌ
θ

ｎＡ Ｅｃ
  

ここで，ラグつけ根部の局部傾き角 とラグの傾き角ト ｓ０θ は等しいから， 

０ ト ｓ０θ θ   

以上の式を連立させて解くことにより，トＲ，ト lＭ 及びト ０１Ｆ は，次式で表され

る。 

 

 

０ｍ

０θ

 トＲ 
トＭl  

aR 

bR cR 

トF02 

トF01 
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（ラグが4つの場合） 


 ０

ト

ｍ
Ｒ

4

g
  

（ラグが2つの場合） 

2


 ０
ト

ｍ
Ｒ

g
 

 

 R R R

R

 




 

   

  

ト

ト l 2
ｂｅ ｂ l
3 2

ｍ l ｂ

Ｒａ ｂ ｃ
Ｍ

ｎＡ Ｅ Ｋｃ
1

ｒ β ＥＬ

  

 R R R

R

  


 ト ト l

ト ０１

Ｒａ ｂ ｃ Ｍ
Ｆ

ｃ
  

 

鉛直方向曲げモーメント により生じる胴の局部応力は，シェルパラメータ

及びアタッチメントパラメータ によって引用文献(1)の表より値を求める

(以下 印を付記する。)ことにより，次式で表される。 

 

 
     
   

 

 

  

*

φ ト l
 ト φ３ l2

2 ｍ l
ト l ｍ

Ｎ Ｍ
σ Ｃ

ｒ ｔβＭ / ｒ β

   

 

 
     
   

 

 

  

*

χ ト l
 ト χ３ l2

2 ｍ l
ト l ｍ

Ｎ Ｍ
σ Ｃ

ｒ ｔβＭ / ｒ β

   

 

ここで， 

  

 

反力 によるせん断応力は，次式で表される。 

 ト
ト l１

２

Ｒ
τ

4Ｃｔ
  

 

(4) 鉛直方向地震による胴のラグつけ根部の応力 

鉛直方向地震による胴のラグつけ根部の応力は，下記ａ．及びｂ．より得られ

るト φ１３Ｄσ ，ト φ１３Ｕσ ，ト χ１３Ｄσ ，ト χ１３Ｕσ ，ト ２φ３Ｄσ ，ト ２φ３Ｕσ ，ト ２χ３Ｄσ ，ト ２χ３Ｕσ ，

ト l４Ｄτ 及びト l４Ｕτ を用いて，次式で表される。 

 

（ラグが4つの場合） 

一次応力 

  
  

 

ト トト
         φ１３Ｄ φ１３Ｕφ１３σ max σ , σ   

  
  

 

ト トト
         χ１３Ｄ χ１３Ｕχ１３σ max σ , σ   

 

lＭ

γ lβ

*

   
23

l １ ２β ββ

Ｒ
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二次応力 

  
  

 

ト ト
        ２φ３Ｄ ２φ３Ｕト ２φ３σ max σ , σ   

  
  

 

ト ト
        ２χ３Ｄ ２χ３Ｕト ２χ３σ max σ , σ   

反力によるせん断応力 

 
  

 

ト ト
     ト l４ l４Ｄ l４Ｕτ max τ , τ   

 

（ラグが2つの場合） 

鉛直方向地震による胴のラグ付け根部の応力は，下記ａ．及びｂ．より得られ

るト2 φ１０Ｄσ ，ト2 φ１０Ｕσ ，ト2 χ１０Ｄσ ，ト2 χ１０Ｕσ ，ト2 ２φ１０Ｄσ ，ト2 ２φ１０Ｕσ ，

ト2 ２χ１０Ｄσ ，ト2 ２χ１０Ｕσ ，ト ｌ３Ｄτ 及びト ｌ３Ｕτ を用いて，次式で表される。 

一次応力 

  
  

 

         ト2 φ１０Ｄ ト2 φ１０Ｕト2 φ１０σ max σ , σ   ············· (3.1.4.1-22) 

  
  

 

         ト2 χ１０Ｄ ト2 χ１０Ｕト2 χ１０σ max σ , σ   ············· (3.1.4.1-23) 

二次応力 

  
  

 

         ト2 ２φ１０Ｄ ト2 ２φ１０Ｕト2 ２φ１０σ max σ , σ   ········ (3.1.4.1-24) 

  
  

 

         ト2 ２χ１０Ｄ ト2 ２χ１０Ｕト2 ２χ１０σ max σ , σ   ········ (3.1.4.1-25) 

反力によるせん断応力 

 
  

 

     ト ト ｌ３Ｄ ト ｌ３Ｕ３ｌτ max τ , τ   ··························· (3.1.4.1-26) 

 

 

a. 鉛直下向き地震力による胴のラグつけ根部の応力 

(3)と同様にして， 

 

（ラグが4つの場合） 


 ０

ト Ｄ Ｖ

ｍ
Ｒ Ｃ

4

g
  

（ラグが2つの場合） 

2


 ０
ト Ｄ Ｖ

ｍ
Ｒ Ｃ

g
 

 

 R R R

R

 




 

   

  

ト Ｄ

ト lＤ 2
ｂｅ ｂ l
3 2

ｍ ｂ

Ｒ ａ ｂ ｃ
Ｍ

ｎＡ Ｅ Ｋｃ
1

ｒ βＥＬ

  

 R R R

R

  


ト Ｄ ト lＤ

ト ０１Ｄ

Ｒ ａ ｂ ｃ Ｍ
Ｆ

ｃ
  

鉛直方向曲げモーメントト lＤＭ により生じる胴の局部応力は，(3)と同様な方
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法で引用文献(1)の表より値を求めることにより，次式で表される。 

（ラグが4つの場合） 

一次応力 

 

 
     
   

 

 

  

*

φ ト lＤ
 ト φ１３Ｄ l2

2 ｍ l
ト lＤ ｍ

Ｎ Ｍ
σ Ｃ

ｒ ｔβＭ / ｒ β

  

 

 
     
   

 

 

  

*

χ ト lＤ
 ト χ１３Ｄ l2

2 ｍ l
ト lＤ ｍ

Ｎ Ｍ
σ Ｃ

ｒ ｔβＭ / ｒ β

  

 

二次応力 

 

   
   
    

 

  

  

*

φ ト lＤ
ト ２φ３Ｄ 2

ｍ l
ト lＤ ｍ

Ｍ 6 Ｍ
σ

ｒｔβＭ /ｒβ
  

 

   
   
    

 

  

  

*

χ ト lＤ
ト ２χ３Ｄ 2

ｍ l
ト lＤ ｍ

Ｍ 6 Ｍ
σ

ｒｔβＭ /ｒβ
  

ここで， 

  

ただし，二次応力を求める場合は，さらに式に を乗じた値とする。 

反力 によるせん断応力は，次式で表される。 

 ト Ｄ
ト l４Ｄ

２

Ｒ
τ

4Ｃｔ
  

 

（ラグが2つの場合） 

一次応力 

 

 
     
    

 

 

  

*

トφ Ｄ
 ト2 φ１０Ｄ 2

2 ｍ
ト ｍＤ

ｌ
ｌ

ｌ
ｌ

ＭＮ
σ Ｃ

ｒ ｔβＭ / ｒ β

 

 

 
     
    

 

 

  

*

トχ Ｄ
 ト2 χ１０Ｄ 2

2 ｍ
ト ｍＤ

ｌ
ｌ

ｌ
ｌ

ＭＮ
σ Ｃ

ｒ ｔβＭ / ｒ β

 

 

二次応力 

 

   
   
     

 

  

  

*

トφ Ｄ
ト2 ２φ１０Ｄ 2

ｍ
ト ｍＤ

ｌ

ｌｌ

6 ＭＭ
σ

ｒｔβＭ /ｒβ
 

 

   
   
     

 

  

  

*

トχ Ｄ
ト2 ２χ１０Ｄ 2

ｍ
ト ｍＤ

ｌ

ｌｌ

6 ＭＭ
σ

ｒｔβＭ /ｒβ
 

   
23

l １ ２β ββ

l１ｋ

ＤＲ
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ここで， 

   
23

ｌ １ ２β ββ   

ただし，二次応力を求める場合は，さらに式に
１ｌｋ を乗じた値とする。 

反力ト ＤＲ によるせん断応力は，次式で表される。 

 ト Ｄ
ト ３Ｄ

２
ｌ

Ｒ
τ

4Ｃｔ
 

 

b. 鉛直上向き地震力による胴のラグつけ根部の応力 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3.1.3.1.7-2 図 鉛直上向き荷重により胴及びラグに作用するモーメントと力 

 

鉛直方向の力の平衡条件より， 

 

（ラグが4つの場合） 

     Ｖト Ｕ ０4 Ｒ Ｃ 1 0ｍ g   

（ラグが2つの場合） 

 2     Ｖト Ｕ ０Ｒ Ｃ 1 0ｍ g  

 

また，ラグについて第3.1.3.1.7-2図のように傾いたとき，モーメントと力の

平衡条件より， 

 R R R    ト ０２Ｕ ト ０１Ｕ ト lＵＦ ａ Ｆ ａ ｂ Ｍ 0   

 ト ０２Ｕ ト ０１Ｕ ト ＵＦ Ｆ Ｒ 0   

ラグの局部傾き角は，3.1.2項と同様にして，次式で表される。 


  

 ト lＵ l
ト ０Ｕ 3 2

ｍ l

Ｍ Ｋ
θ

ｒ β Ｅ
  

ラグの基礎に対する傾き角は，3.1.2項と同様にして，次式で表される。 

R


 ト ０１Ｕ ｂ

ト ｓ０Ｕ
  ｂｅ ｂ

Ｆ Ｌ
θ

ｎＡ Ｅ ｂ
  

 
 

 
  

 

トＭlU 

aR 

bR 

トF01U ト

F02U 

 
トＲ cR 

トθSOU 

トθOU 
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ここで，ラグつけ根部の局部傾き角ト ０Ｕθ とラグの傾き角ト ｓ０Ｕθ は等しいか

ら， 

ト ０Ｕ ト ｓ０Ｕθ θ   

以上の式を連立させて解くことにより，ト ＵＲ ，ト lＵＭ 及びト ０１ＵＦ は，次式で

表される。 

 

（ラグが4つの場合） 

 


  Ｖ ０

ト Ｕ

Ｃ 1 ｍ
Ｒ

4

g
  

（ラグが2つの場合） 

 
2




  Ｖ ０

ト Ｕ

Ｃ 1 ｍ
Ｒ

g
 

 

R

R




  

 ト Ｕ
ト lＵ 2

   ｂｅ ｂ l
3 2

ｍ l ｂ

Ｒ ａ
Ｍ

ｎＡ Ｅ Ｋ ｂ
1

ｒ β ＥＬ

  

R

R

 


 ト Ｕ ト lＵ
ト ０１Ｕ

Ｒ ａ Ｍ
Ｆ

ｂ
  

鉛直上向き地震力による鉛直方向曲げモーメントト lＵＭ により生じる胴板の局

部応力は，シェルパラメータ 及びアタッチメントパラメータ によって引用

文献(1)の表より値を求める(以下 印を付記する。)ことにより，次式で表され

る。 

 

（ラグが4つの場合） 

一次応力 

 

 
     
   

 

 

  

*

φ ト lＵ
 ト φ１３Ｕ l2

2 ｍ l
ト lＵ ｍ

Ｎ Ｍ
σ Ｃ

ｒ ｔβＭ / ｒ β

  

 

 
     
   

 

 

  

*

χ ト lＵ
 ト χ１３Ｕ l2

2 ｍ l
ト lＵ ｍ

Ｎ Ｍ
σ Ｃ

ｒ ｔβＭ / ｒ β

  

二次応力 

 

   
   
    

 

  

  

*

φ ト lＵ
ト ２φ３Ｕ 2

ｍ l
ト lＵ ｍ

Ｍ 6 Ｍ
σ

ｒｔβＭ /ｒβ
  

 

   
   
    

 

  

  

*

χ ト lＵ
ト ２χ３Ｕ 2

ｍ l
ト lＵ ｍ

Ｍ 6 Ｍ
σ

ｒｔβＭ /ｒβ
  

ここで， 

  

ただし，二次応力を求める場合は，さらに を乗じた値とする。 

γ lβ

*

   
23

l １ ２β ββ

l１ｋ
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反力ト ＵＲ によるせん断応力は，次式で表される。 

 ト Ｕ
ト l４Ｕ

２

Ｒ
τ

4Ｃｔ
  

 

（ラグが2つの場合） 

一次応力 

 

 
     
    

 

 

  

*

トφ Ｕ
 ト2 φ１０Ｕ 2

2 ｍ
ト ｍＵ

ｌ
ｌ

ｌ
ｌ

ＭＮ
σ Ｃ

ｒ ｔβＭ / ｒ β

 

 

 
     
    

 

 

  

*

トχ Ｕ
 ト2 χ１０Ｕ 2

2 ｍ
ト ｍＵ

ｌ
ｌ

ｌ
ｌ

ＭＮ
σ Ｃ

ｒ ｔβＭ / ｒ β

 

二次応力 

 

   
   
     

 

  

  

*

トφ Ｕ
ト2 ２φ１０Ｕ 2

ｍ
ト ｍＵ

ｌ

ｌｌ

6 ＭＭ
σ

ｒｔβＭ /ｒβ
 

 

   
   
     

 

  

  

*

トχ Ｕ
ト2 ２χ１０Ｕ 2

ｍ
ト ｍＵ

ｌ

ｌｌ

6 ＭＭ
σ

ｒｔβＭ /ｒβ
 

 

ここで， 

   
23

１ ２ｌβ ββ  

ただし，二次応力を求める場合は，さらに
１ｌｋ を乗じた値とする。 

反力ト ＵＲ によるせん断応力は，次式で表される。 

 ト Ｕ
ト ３Ｕ

２
ｌ

Ｒ
τ

4Ｃｔ
 

 

 

(5) 水平方向地震による胴の曲げ応力 

  水平方向地震による胴の曲げ応力は，次式で表される。 

 


Ｈ １ １ ｉ

ト χ４

Ｃ ｍ Ｈ Ｄ 2ｔ
σ

2Ｉ

g
   

ただし， の場合は， を に置き換える。 

 

(6) 水平方向地震力(Ｚ方向)による胴のラグつけ根部の応力 

水平方向地震力(Ｚ方向)による胴のラグつけ根部の応力は，次式で表される。 

3.1.2項の固有周期計算における水平力ト １Ｆ を ，ト ２Ｆ を に置き

換えて得られる数値を使用する。 

  １ １ ２ ２ｍ Ｈ ＜ｍ Ｈg g １１ Ｈｍ g ２２ Ｈｍ g

g１ＨｍＣ g２ＨｍＣ

1869
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鉛直方向曲げモーメントト １Ｍ 及びト ２Ｍ により生じる胴板の局部応力は，(3)及

び(4)と同様にして，次式で表される。 

 

 

一次応力 

 

 
     
   

 

 

  

ト

*

 １φ
 ト φ５ l2

2 ｍ l
ト １ ｍ

 ＭＮ
σ Ｃ

ｒ ｔβＭ / ｒ β

  ················ (3.1.3.1.7-2) 

 

 
     
   

 

 

  

ト

*

 １χ
 ト χ５ l2

2 ｍ l
ト １ ｍ

 ＭＮ
σ Ｃ

ｒ ｔβＭ / ｒ β

  ················ (3.1.3.1.7-3) 

 

 
     
   

 

 

  

ト

*

 ２φ
 ト φ６ l2

2 ｍ l
ト ２ ｍ

 ＭＮ
σ Ｃ

ｒ ｔβＭ / ｒ β

  ················ (3.1.3.1.7-4) 

 

 
     
   

 

 

  

ト

*

 ２χ
 ト χ６ l2

2 ｍ l
ト ２ ｍ

 ＭＮ
σ Ｃ

ｒ ｔβＭ / ｒ β

  ················ (3.1.3.1.7-5) 

 

二次応力 

 

   
   
    

 

  
  

ト

*

 １φ

ト ２φ５ 2
ｍ l

ト １ ｍ

 6 ＭＭ
σ

ｒｔβＭ / ｒβ
  ··················· (3.1.3.1.7-6) 

 

   
   
    

 

  
  

ト

*

 １χ

ト ２χ５ 2
ｍ l

ト １ ｍ

 6 ＭＭ
σ

ｒｔβＭ / ｒβ
  ··················· (3.1.3.1.7-7) 

 

   
   
    

 

  
  

ト

*

 ２φ

ト ２φ６ 2
ｍ l

ト ２ ｍ

 6 ＭＭ
σ

ｒｔβＭ / ｒβ
  ··················· (3.1.3.1.7-8) 

 

   
   
    

 

  
  

ト

*

 ２χ

ト ２χ６ 2
ｍ l

ト ２ ｍ

 6 ＭＭ
σ

ｒｔβＭ / ｒβ
  ··················· (3.1.3.1.7-9) 

 

ここで， 

  

ただし，二次応力を求める場合は，さらに を乗じた値とする。 

 

（ラグが4つの場合） 

周方向曲げモーメントト ｃＭ により生じる胴板の局部応力は，次式で表さ

れる。 

 

一次応力 

   
23

l １ ２β ββ

l１ｋ
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 


 
  
    

 

 

 

  

ト

*

 ｃφ
 ニ φ７ ｃ2

2 ｍ ｃ
ト ｃ ｍ

 ＭＮ
σ Ｃ

ｒ ｔβ
Ｍ / ｒ β

  ······ (3.1.3.1.7-10) 

 


 
  
    

 

 

 

  

*

 ト ｃχ
 ニ χ７ ｃ2

2 ｍ ｃ
ト ｃ ｍ

 ＭＮ
σ Ｃ

ｒ ｔβ
Ｍ / ｒ β

  ······ (3.1.3.1.7-11) 

 

二次応力 

 


   
   
    

 

  

  

ト

*

 ｃφ
ニ ２φ７ 2

ｍ ｃ
ト ｃ ｍ

 6 ＭＭ
σ

ｒ ｔβＭ / ｒβ
  ········· (3.1.3.1.7-12) 

 


   
   
    

 

  

  

ト

*

 ｃχ
ニ ２χ７ 2

ｍ ｃ
ト ｃ ｍ

 6 ＭＭ
σ

ｒ ｔβＭ / ｒβ
  ········· (3.1.3.1.7-13) 

ここで， 

  

ただし，二次応力を求める場合は，さらに を乗じた値とする。 

 

周方向せん断力トＱによるせん断応力は，次式で表される。 


ト
  

ト ｃ１
  １

Ｑ
τ

4Ｃｔ
  ······························ (3.1.3.1.7-14) 

鉛直方向せん断力ト １Ｒ によるせん断応力は，次式で表される。 


ト
  １

ト ｌ２
  ２

Ｒ
τ

4Ｃｔ
  ······························ (3.1.3.1.7-15) 

ねじりモーメント ３Ｍ により生じる胴板の局部のせん断応力は，次式で表

される。 


  ３

ト ３ 2
  １

Ｍ
τ

2πＣｔ
  ····························· (3.1.3.1.7-16) 

ただし， の場合は， を に置き換える。 

 

 

（ラグが2つの場合） 

半径方向荷重 1Pト により生じる胴の局部応力は引用文献(1)より，次式で

表される。 

一次応力 

1


  
  

   

 

 

ト

ニ

*
 φ

φ７
ｍト 1 m

 PＮ
σ

ｒｔP /r
  ··················· (3.1.3.1.7-17) 

1

 
  
  

   

 

 

ト

ニ

*
 

７
ｍト 1 m

 Ｎ P
σ

ｒｔP / r
  ···················· (3.1.3.1.7-18) 

3
２

2
１ｃ βββ   

ｃ１ｋ

  １ ２Ｃ ＞Ｃ １Ｃ ２Ｃ
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二次応力 

16M


  
  

   

 

ト

ニ

*

φ
2φ７ 2

ト 1

 P
σ

P ｔ
  ····················· (3.1.3.1.7-19) 

1M 6

 
  
  

   

 

ト

ニ

*

2 ７ 2
ト 1

 P
σ

P ｔ
  ······················ (3.1.3.1.7-20) 

ここで， 

， 

  

， 

  

 

鉛直方向荷重 Rト によるせん断応力，次式で表される。 


ト
  

ト ｌ２
  ２

Ｒ
τ

4Ｃｔ
  ································ (3.1.3.1.7-21) 

なお，ト2τｃ１，ト2τ３は生じない。 

 

 

(7)  水平方向地震力(Ｙ方向)による胴のラグつけ根部の応力 

（ラグが4つの場合） 

「水平方向地震力(Ｚ方向)による胴のラグつけ根部の応力」と同じ。 

 

（ラグが2つの場合） 

周方向曲げモーメント CトＭ により生じる胴の局部応力は，引用文献(1)

より，次式で表される。 

一次応力 

 


 
  
    

 

 

 

  

ト

*

 ｃφ
 ト2 φ8 ｃ2

2 ｍ ｃ
ト ｃ ｍ

 ＭＮ
σ Ｃ

ｒ ｔβ
Ｍ / ｒ β

  ······· (3.1.3.1.7-22) 

 


 
  
    

 

 

 

  

ト

*

 ｃχ
 ト2 χ8 ｃ2

2 ｍ ｃ
ト ｃ ｍ

 ＭＮ
σ Ｃ

ｒ ｔβ
Ｍ / ｒ β

  ······· (3.1.3.1.7-23) 

二次応力 

 


   
   
    

 

  

  

ト

*

 ｃφ
ト2 ２φ8 2

ｍ ｃ
ト ｃ ｍ

 6 ＭＭ
σ

ｒ ｔβＭ / ｒβ
  ·········· (3.1.3.1.7-24) 

1のときββ  ≧ ２１  

   ２１１２１ ββＫ11ββ
3

1
1β      











1のときββ  ＜ ２１  

   ２１２２１ ββＫ1ββ1
3

4
1β       










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 


   
   
    

 

  

  

ト

*

 ｃχ
ト2 ２χ8 2

ｍ ｃ
ト ｃ ｍ

 6 ＭＭ
σ

ｒ ｔβＭ / ｒβ
  ·········· (3.1.3.1.7-25) 

ここで， 

 

ただし，二次応力を求める場合は，さらに を乗じた値とする。 

周方向荷重 Qト によるせん断応力は，次式で表される。 


ト
  

ト2 ｃ１
  １

Ｑ
τ

4Ｃｔ
  ······························· (3.1.3.1.7-26) 

ねじりモーメント 3トＭ により生じる胴の局部せん断応力は，次式で表さ

れる。 


ト
  ３

ト2 ３ 2
  １

Ｍ
τ

2πＣｔ
  ····························· (3.1.3.1.7-27) 

ただし， の場合は を に置き換える。 

 

(8) 水平方向地震力(Ｘ方向)による胴のラグつけ根部の応力 

水平方向地震力(Ｘ方向)による胴のラグつけ根部の応力は，次のように表さ

れる。 

 

（ラグが4つの場合） 

式(3.1.3.1.7-2)から式(3.1.3.1.7-9），及び式(3.1.3.1.7-10)から式

(3.1.3.1.7-13)までの右辺に を乗じて得られる値を使用し，鉛直方向

曲げモーメントト １Ｍ による場合にはト φ８σ ，ト ２φ８σ ，ト χ８σ 及びト ２χ８σ ，鉛直

方向曲げモーメント 2トＭ による場合にはト φ９σ ，ト ２φ９σ ，ト χ９σ 及びト ２χ９σ ，

周方向曲げモーメントによる場合にはト φ１０σ ，ト ２φ１０σ ， ト １０σ 及びト ２χ１０σ

とする。 

また，式(3.1.3.1.7-14)から式(3.1.3.1.7-16)までの右辺に を乗じ

て得られる値を使用し，周方向せん断力による場合にはト ｃ４τ ，鉛直方向せ

ん断力による場合にはト l５τ 及びねじりモーメントによる場合にはト ６τ とす

る。 

 

（ラグが2つの場合） 

式 (3.1.3.1.7-2) か ら 式 (3.1.3.1.7-9 ）， 式 (3.1.3.1.7-17) ～ 式

(3.1.3.1.7-20)及び式(3.1.3.1.7-22)～式(3.1.3.1.7-25)までの右辺に

を乗じて得られる値を使用し，鉛直方向曲げモーメントト １Ｍ による場

3
２

2
１ｃ βββ   

ｃ１ｋ

  １ ２Ｃ ＞Ｃ １Ｃ ２Ｃ

21/

21/

21/
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合にはト φ11σ ，ト ２φ11σ ，ト χ11σ 及びト ２χ11σ ，鉛直方向曲げモーメント 2トＭ に

よる場合にはト φ12σ ，ト ２φ12σ ，ト χ12σ 及びト ２χ12σ ，周方向曲げモーメントに

よる場合にはト φ13σ ，ト ２φ13σ ， 13トσ 及びト ２χ13σ ，半径方向荷重による場合

にはト φ14σ ，ト ２φ14σ ， 14トσ 及びト ２χ14σ とする。 

また，式(3.1.3.1.7-21)，式(3.1.3.1.7-26)及び式(3.1.3.1.7-27)の右辺

に を乗じて得られる値を使用し，周方向せん断力による場合には

ト2 ｃ４τ ，鉛直方向せん断力による場合にはト l５τ ，ねじりモーメントによる場

合にはト2 ６τ とする。 

 

(9) 組合せ応力 

(1)～(8)によって算出される胴のラグつけ根部に生じる応力は，以下により

組み合わされる。 

a. 一次一般膜応力 

  
  

 

ト ト

 
    ０φ ０χ０σ max σ , σ   

 ト ０φ φ１ φ２σ σ σ   

【絶対値和】 

   ト ０χ χ１ χ２ ト χ４ ト χ１２σ σ σ σ σ   

【SRSS法】 

   2 2
ト ０χ χ１ χ２ ト χ４ ト χ１２σ σ σ σ σ   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3.1.3.1.7-3 図 胴の評価点 

 

 

b. 一次応力   

（ラグが4つの場合） 

 
  

 

ト ト ト ト ト ト ト ト ト ト

 
                            １ １１ １２ １３ １４ １５ １６ １７ １８ １９ １１０σ max σ , σ , σ , σ , σ , σ , σ , σ , σ , σ  

 

(a) 水平方向地震力(Ｚ方向)及び鉛直方向地震力が作用した場合の一次応

力 

イ.) 第1ラグのつけ根部 

21/
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第1評価点については， 

      

 
2

ト φｚ１ ト χｚ１  ト φｚ１ ト χｚ１ト １１

1
σ σ σ σ σ

2
  

【絶対値和】 

    ト φｚ１ φ１ ト φ３ ト φ５ ト φ２ ト φ１３σ σ σ σ σ σ   

      ト χｚ１ χ１ χ２ ト χ３ ト χ４ ト χ５ χ１２ χ１３σ σ σ σ σ σ σ σ   

【SRSS法】 

       

2 2
ト φｚ１ φ１ ト φ３ ト φ５ φ２ ト φ１３σ σ σ σ σ σ   

            

2 2
ト χｚ１ χ１ χ２ ト χ３ ト χ４ ト χ５ ト χ１２ ト χ１３σ σ σ σ σ σ σ σ  

 

第2評価点については， 

【絶対値和】 

             
2 2

 ト １２ ト φｚ２ ト χｚ２ ト φｚ２ ト χｚ２ ト l１ ト l２ ト l４

1
σ σ σ σ σ 4 τ τ τ

2
 

 

 ト φｚ２ φ１ φ２σ σ σ   

   ト χｚ２ χ１ χ２ ト χ４ ト χ１２σ σ σ σ σ   

【SRSS法】 

             
2 2

 ト １２ ト φｚ２ ト χｚ２ ト φｚ２ ト χｚ２ ト l１ ト l２ ト l４

1
σ σ σ σ σ 4 τ τ τ

2
 

 

 ト φｚ２ φ１ φ２σ σ σ   

   2 2
ト χｚ２ χ１ χ２ ト χ４ ト χ１２σ σ σ σ σ   

 

ロ.) 第2及び第4ラグのつけ根部 

第1評価点については， 

           

 

 
2 2

ト φｚ３ ト χｚ３ ト φｚ３ ト χｚ３ ト ｃ１ ト ３ト １３

1
σ σ σ σ σ 4 τ τ

2
 

  

【絶対値和，SRSS法】 

   ト φｚ３ φ１ ト φ３ φ２ ト φ１３σ σ σ σ σ   

    ト χｚ３ χ１ χ２ ト χ３ ト χ１２ ト χ１３σ σ σ σ σ σ   

 

第2評価点については， 

【絶対値和】 

             
2 2

ト １４ ト φｚ４ ト χｚ４ ト φｚ４ ト χｚ４ ト l１ ト ３ ト l４

1
σ σ σ σ σ 4 τ τ τ

2
 

 

ここで， 

  ト φｚ４ φ１ ト φ７ φ２σ σ σ σ   

   ト χｚ４ χ１ χ２ ト χ７ ト χ１２σ σ σ σ σ   
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【SRSS法】 

   
  

       
  

  

2
2 2 2

 ト １４ ト φｚ４ ト χｚ４ ト φｚ４ ト χｚ４ ト l１ ト ３ ト l４

1
σ σ σ σ σ 4 τ τ τ

2
 

 

ここで， 

  2 2
ト φｚ４ φ１ ト φ７ φ２σ σ σ σ   

   2 2
ト χｚ４ χ１ χ２ ト χ７ ト χ１２σ σ σ σ σ   

 

ハ.) 第3ラグのつけ根部 

第1評価点については， 

      

 

2
ト φｚ５ ト χｚ５ ト φｚ５ ト χｚ５ト １５

1
σ σ σ σ σ

2
  

【絶対値和】 

    ト φｚ５ φ１ ト φ３ ト φ６ φ２ ト φ１３σ σ σ σ σ σ   

      ト χｚ５ χ１ χ２ ト χ３ ト χ４ ト χ６ ト χ１２ ト χ１３σ σ σ σ σ σ σ σ   

【SRSS法】 

       

2 2
ト φｚ５ φ１ ト φ３ ト φ６ φ２ ト φ１３σ σ σ σ σ σ   

           

2 2
ト χｚ５ χ１ χ２ ト χ３ ト χ４ ト χ６ ト χ１２ ト χ１３σ σ σ σ σ σ σ σ  

 

 

第2評価点については， 

【絶対値和】 

           

  

2 2
ト １６ ト φｚ６ ト χｚ６ ト φｚ６ ト χｚ６ ト l１ ト l２ ト l４

1
σ σ σ σ σ 4 τ τ τ

2
 

 

ここで， 

 ト φｚ６ φ１ φ２σ σ σ   

   ト χｚ６ χ１ χ２ ト χ４ ト χ１２σ σ σ σ σ   

【SRSS法】 

   
  

       
  

 

 

2
2 2 2

ト １６ ト φｚ６ ト χｚ６ ト φｚ６ ト χｚ６ ト l１ ト l２ ト l４

1
σ σ σ σ σ 4 τ τ τ

2
 

 

ここで， 

 ト φｚ６ φ１ φ２σ σ σ   

   2 2
ト χｚ６ χ１ χ２ ト χ４ ト χ１２σ σ σ σ σ   

 

(b) 水平方向地震力(Ｘ方向)及び鉛直方向地震力が作用した場合の組合せ

一次応力 

イ.) 第1及び第4ラグのつけ根部 

第1評価点については， 
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          

  

2 2
ト φｘ１ ト χｘ１ ト φｘ１ ト χｘ１ ト ｃ４ ト ６ト １７

1
σ σ σ σ σ 4 τ τ

2
 

 

【絶対値和】 

    ト φｘ１ φ１ ト φ３ ト φ８ φ２ ト φ１３σ σ σ σ σ σ   

      ト χｘ１ χ１ χ２ ト χ３ ト χ４ ト χ８ ト χ１２ ト χ１３σ σ σ σ σ σ σ σ   

【SRSS法】 

       

2 2
ト φｘ１ φ１ ト φ３ ト φ８ φ２ ト φ１３σ σ σ σ σ σ   

           

2 2
ト χｘ１ χ１ χ２ ト χ３ ト χ４ ト χ８ ト χ１２ ト χ１３σ σ σ σ σ σ σ σ  

 

 

第2評価点については， 

【絶対値和】 

            

   
2 2

ト １８ ト φｘ２ ト χｘ２ ト φｘ２ ト χｘ２ ト l１ ト l５ ト ６ ト l４

1
σ σ σ σ σ 4 τ τ τ τ

2
 

 

ここで， 

  ト φｘ２ φ１ ト φ１０ φ２σ σ σ σ   

    ト χｘ２ χ１ χ２ ト χ４ ト χ１０ ト χ１２σ σ σ σ σ σ   

【SRSS法】 

    
  

        
  

 

   

2
2 2 2

ト １８ ト φｘ２ ト χｘ２ ト φｘ２ ト χｘ２ ト l１ ト l５ ト ６ ト l４

1
σ σ σ σ σ 4 τ τ τ τ

2
 

  

ここで， 

  2 2
ト φｘ２ φ１ ト φ１０ φ２σ σ σ σ   

      

2 2
ト χｘ２ χ１ χ２ ト χ４ ト χ１０ ト χ１２σ σ σ σ σ σ   

 

ロ.) 第2及び第3ラグのつけ根部 

第1評価点については， 

          

   
2 2

ト φｘ３ ト χｘ３ ト φｘ３ ト χｘ３ ト ｃ４ ト ６ト １９

1
σ σ σ σ σ 4 τ τ

2
 

  

【絶対値和】 

    ト φｘ３ φ１ ト φ３ ト φ９ φ２ ト φ１３σ σ σ σ σ σ   

      ト χｘ３ χ１ χ２ ト χ３ ト χ４ ト χ９ ト χ１２ ト χ１３σ σ σ σ σ σ σ σ   

 

【SRSS法】 

       

2 2
ト φｘ３ φ１ ト φ３ ト φ９ ト φ２ ト φ１３σ σ σ σ σ σ   

           

2 2
ト χｘ３ χ１ χ２ ト χ３ ト χ４ ト χ９ ト χ１２ ト χ１３σ σ σ σ σ σ σ σ  

 

第2評価点については， 
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【絶対値和】 

            

  

22
ト １１０ ト φｘ４ ト χｘ４ ト φｘ４ ト χｘ４ ト l１ ト l５ ト ６ ト l４

1
σ σ σ σ σ 4 τ τ τ τ

2
 

 

ここで， 

  ト φｘ４ φ１ ト φ１０ φ２σ σ σ σ   

    ト χｘ４ χ１ χ２ ト χ４ ト χ１０ ト χ１２σ σ σ σ σ σ   

【SRSS法】 

    
  

        
  

 

   

2
2 2 2

ト １１０ ト φｘ４ ト χｘ４ ト φｘ４ ト χｘ４ ト l１ ト l５ ト ６ ト l４

1
σ σ σ σ σ 4 τ τ τ τ

2
 

 

ここで， 

  2 2
ト φｘ４ φ１ ト φ１０ φ２σ σ σ σ   

      

2 2
ト χｘ４ χ１ χ２ ト χ４ ト χ１０ ト χ１２σ σ σ σ σ σ   

 

（ラグが2つの場合） 

  
  

 

ト ト ト ト ト ト ト ト ト ト

 
                            １１ １２ １３ １４ １７ １８ １９ １１０ １１１ １１２１σ max σ , σ , σ , σ , σ , σ , σ , σ , σ , σ  

(a)  水平方向地震力(Ｚ方向)及び鉛直方向地震力が作用した場合の組合せ

一次応力 

イ.) 第1ラグのつけ根部 

第1評価点については， 

       

 2
ト φｚ１ ト χｚ１ ト φｚ１ ト χｚ１ト １１

1
σ σ σ σ σ

2
  

【絶対値和】 

     ト φｚ１ φ１ ト φ３ ト φ５ ト φ７ ト φ２ ト φ１０σ σ σ σ σ σ σ   

       ト χｚ１ χ１ χ２ ト χ３ ト χ４ ト χ５ ト χ７ ト χ９ ト χ１０σ σ σ σ σ σ σ σ σ  

 

【SRSS法】 

          

2 2
ト φｚ１ φ１ ト φ３ ト φ５ ト φ７ ト φ２ ト φ１０σ σ σ σ σ σ σ   

            

2 2
ト χｚ１ χ１ χ２ ト χ３ ト χ４ ト χ５ ト χ７ ト χ９ ト χ１０σ σ σ σ σ σ σ σ σ  

 

 

第2評価点については， 

【絶対値和】 

             
2 2

 ト １２ ト φｚ２ ト χｚ２ ト φｚ２ ト χｚ２ ト ト ト１ ２ ３ｌ ｌ ｌ

1
σ σ σ σ σ 4 τ τ τ

2
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  ト φｚ２ φ１ ト φ７ φ２σ σ σ σ   

    ト χｚ２ χ１ χ２ ト χ４ ト χ７ ト χ９σ σ σ σ σ σ   

 

【SRSS法】 

   
  

       
  

  

2
2 2 2

 ト １２ ト φｚ２ ト χｚ２ ト φｚ２ ト χｚ２ ト ト ト１ ２ ３ｌ ｌ ｌ

1
σ σ σ σ σ 4 τ τ τ

2
 

 

  2 2
ト φｚ２ φ１ ト φ７ φ２σ σ σ σ   

      

2 2
ト χｚ２ χ１ χ２ ト χ４ ト χ７ ト χ９σ σ σ σ σ σ   

 

ロ.) 第2ラグのつけ根部 

第1評価点については， 

       

 2
ト φｚ３ ト χｚ３ ト φｚ３ ト χｚ３ト １３

1
σ σ σ σ σ

2
  

【絶対値和】 

     ト φｚ３ φ１ ト φ３ ト φ６ ト φ７ φ２ ト φ１０σ σ σ σ σ σ σ  

       ト χｚ３ χ１ χ２ ト χ３ ト χ４ ト χ６ ト χ７ ト χ９ ト χ１０σ σ σ σ σ σ σ σ σ  

 

【SRSS法】 

          

2 2
ト φｚ３ φ１ ト φ３ ト φ６ ト φ７ φ２ ト φ１０σ σ σ σ σ σ σ   

 

            

2 2
ト χｚ３ χ１ χ２ ト χ３ ト χ４ ト χ６ ト χ７ ト χ９ ト χ１０σ σ σ σ σ σ σ σ σ  

 

第2評価点については， 

【絶対値和】 

             
2 2

 ト １４ ト φｚ４ ト χｚ４ ト φｚ４ ト χｚ４ ト ト ト１ ２ ３ｌ ｌ ｌ

1
σ σ σ σ σ 4 τ τ τ

2
 

 

  ト φｚ４ φ１ ト φ７ φ２σ σ σ σ   

    ト χｚ４ χ１ χ２ ト χ４ ト χ７ ト χ９σ σ σ σ σ σ   

【SRSS法】 

   
  

       
  

  

2
2 2 2

 ト １４ ト φｚ４ ト χｚ４ ト φｚ４ ト χｚ４ ト ト ト１ ２ ３ｌ ｌ ｌ

1
σ σ σ σ σ 4 τ τ τ

2
 

 

  2 2
ト φｚ４ φ１ ト φ７ φ２σ σ σ σ   
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      

2 2
ト χｚ４ χ１ χ２ ト χ４ ト χ７ ト χ９σ σ σ σ σ σ   

 

(b)  水平方向地震力(Ｘ方向)及び鉛直方向地震力が作用した場合の組合

せ一次応力 

イ.) 第1ラグのつけ根部 

第1評価点については， 

         
2 2

ト １７ ト φｙ１ ト χｙ１ ト φｙ１ ト χｙ１ ト ｃ４ ト2 ６

1
σ σ σ σ σ 4 τ τ

2

 ·············································  

【絶対値和】 

     ト φｙ１ φ１ ト φ３ ト φ１１ ト φ１４ φ２ ト φ１０σ σ σ σ σ σ σ   

       ト χｙ１ χ１ χ２ ト χ３ ト χ４ ト χ１１ ト χ１４ ト χ９ ト χ１０σ σ σ σ σ σ σ σ σ

   

 

【SRSS法】 

        
2 2

ト φｙ１ φ１ ト φ３ ト φ１１ ト φ１４ φ２ ト φ１０σ σ σ σ σ σ σ   

          
2 2

ト χｙ１ χ１ χ２ ト χ３ ト χ４ ト χ１１ ト χ１４ ト χ９ ト χ１０σ σ σ σ σ σ σ σ σ

  

 

第2評価点については， 

【絶対値和】 

           
22

ト １８ ト φｙ２ ト χｙ２ ト φｙ２ ト χｙ２ ト ト ト2 ト１ ３６５ｌ ｌ ｌ

1
σ σ σ σ σ 4 τ τ τ τ

2

  

   ト φｙ２ φ１ φ２ ト φ１３ ト φ１４σ σ σ σ σ   

     ト χｙ２ χ１ χ２ ト χ４ ト χ１３ ト χ１４ ト χ９σ σ σ σ σ σ σ   

【SRSS法】 

   
   

         
   

2
22 2

ト １８ ト φｙ２ ト χｙ２ ト φｙ２ ト χｙ２ ト ト2 ６ ト１ ５ ３ｌ ｌ ｌ

1
σ σ σ σ σ 4 τ τ τ τ

2
 

 

    
22

ト φｙ２ φ１ φ２ ト φ１３ ト φ１４σ σ σ σ σ   

      
2 2

ト χｙ２ χ１ χ２ ト χ４ ト χ１３ ト χ１４ ト χ９σ σ σ σ σ σ σ   

 

ロ.） 第2ラグのつけ根部 

第1評価点については， 
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         
2 2

ト １９ ト φｙ３ ト χｙ３ ト φｙ３ ト χｙ３ ト ｃ４ ト ６

1
σ σ σ σ σ 4 τ τ

2
 

 

【絶対値和】 

     ト φｙ３ φ１ ト φ３ ト φ１２ ト φ１４ φ２ ト φ１０σ σ σ σ σ σ σ   

       ト χｙ３ χ１ χ２ ト χ３ ト χ４ ト χ１２ ト χ１４ ト χ９ ト χ１０σ σ σ σ σ σ σ σ σ

  

  

【SRSS法】 

        
2 2

ト φｙ３ φ１ ト φ３ ト φ１２ ト φ１４ φ２ ト φ１０σ σ σ σ σ σ σ  

          
2 2

ト χｙ３ χ１ χ２ ト χ３ ト χ４ ト χ１２ ト χ１４ ト χ９ ト χ１０σ σ σ σ σ σ σ σ σ  

第2評価点については， 

【絶対値和】 

           
22

ト １１０ ト φｙ４ ト χｙ４ ト φｙ４ ト χｙ４ ト ト ト2 ト１ ３６５ｌ ｌ ｌ

1
σ σ σ σ σ 4 τ τ τ τ

2
 

   ト φｙ４ φ１ φ２ ト φ１３ ト φ１４σ σ σ σ σ   

     ト χｙ４ χ１ χ２ ト χ４ ト χ１３ ト χ１４ ト χ９σ σ σ σ σ σ σ   

【SRSS法】 

   
   

         
   

2
22 2

ト １１０ ト φｙ４ ト χｙ４ ト φｙ４ ト χｙ４ ト ト ト2 ６ ト１ ５ ３ｌ ｌ ｌ

1
σ σ σ σ σ 4 τ τ τ τ

2
 

  

  2
χ９

2
χ１４χ１３χ４χ２１χχｙ４ σσσσσσσ    

 

(c) 水平方向地震力(Ｙ方向)及び鉛直方向地震力が作用した場合の組合せ一

次応力 

イ.) 第1，第2ラグのつけ根部 

第1評価点については， 

          

   
2 2

ト φｘ１ ト χｘ１ ト φｘ１ ト χｘ１ ト ｃ１ ト2 ３ト １１１

1
σ σ σ σ σ 4 τ τ

2
 

【絶対値和，SRSS法】 

   ト φｘ１ φ１ ト φ３ φ２ ト φ１０σ σ σ σ σ   

    ト χｘ１ χ１ χ２ ト χ３ ト χ９ ト χ１０σ σ σ σ σ σ   

 

第2評価点については， 

【絶対値和】 

 2１４φ１３φ
2

２φ１φｙ４φ σσσσσ 
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           

  

2 2
ト １１２ ト φｘ２ ト χｘ２ ト φｘ２ ト χｘ２ ト ト2 ３ ト１ ３ｌ ｌ

1
σ σ σ σ σ 4 τ τ τ

2
 

  ト φｘ２ φ１ φ２ ト φ８σ σ σ σ   

   ト χｘ２ χ１ χ２ ト χ８ ト χ９σ σ σ σ σ   

【SRSS法】 

   
  

       
  

 

 

2
2 2 2

ト １１２ ト φｘ２ ト χｘ２ ト φｘ２ ト χｘ２ ト ト2 ３ ト１ ３ｌ ｌ

1
σ σ σ σ σ 4 τ τ τ

2
 

  2 2
ト φｘ２ φ１ φ２ ト φ８σ σ σ σ   

   2 2
ト χｘ２ χ１ χ２ ト χ８ ト χ９σ σ σ σ σ   

 

c. 一次＋二次応力 

（ラグが4つの場合） 

  
  

  
                            ト ２１ ト ２２ ト ２３ ト ２４ ト ２５ ト ２６ ト ２７ ト ２８ ト ２９ ト ２１０ト ２σ max σ , σ , σ , σ , σ , σ , σ , σ , σ , σ  

  

 

(a) 水平方向地震力(Ｚ方向)及び鉛直方向地震力が作用した場合の地震動

のみによる一次＋二次応力の変動値 

イ.) 第1ラグのつけ根部 

第1評価点については， 

      

2
ト ２１ ト ２φｚ１ ト ２χｚ１ ト ２φｚ１ ト ２χｚ１σ σ σ σ σ   

【絶対値和】 

    ト ２φｚ１ ト φ５ ト ２φ５ φ２ ト φ１３ ト ２φ３σ σ σ σ σ σ   

     ト ２χｚ１ ト χ４ ト χ５ ト ２χ５ ト χ１２ ト χ１３ ト ２χ３σ σ σ σ σ σ σ   

【SRSS法】 

         

2 2
ト φ５ ト ２φ５ φ２ ト φ１３ ト ２φ３ト ２φｚ１ σ σ σ σ σσ   

          

2 2
ト χ４ ト χ５ ト ２χ５ ト χ１２ ト χ１３ ト ２χ３ト ２χｚ１ σ σ σ σ σ σσ  

 

 

第2評価点については， 

           
2 2

ト ２２ ト ２φｚ２ ト ２χｚ２ ト ２φｚ２ ト ２χｚ２ ト l４ ト l２σ σ σ σ σ 4 τ τ  

 

【絶対値和】 

ト ２φｚ２ φ２σ σ   

 ト ２χｚ２ ト χ４ ト χ１２σ σ σ   

【SRSS法】 

ト ２φｚ２ φ２σ σ   

 2 2
ト χ４ ト χ１２ト ２χｚ２ σ σσ   
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ロ.) 第2及び第4ラグのつけ根部 

第1評価点については， 

           

2 2
ト ２３ ト ２φｚ３ ト ２χｚ３ ト ２φｚ３ ト ２χｚ３ ト ｃ１ ト ３σ σ σ σ σ 4 τ τ  

 

  ト ２φｚ３ φ２ ト φ１３ ト ２φ３σ σ σ σ   

  ト ２χｚ３ ト χ１２ ト χ１３ ト ２χ３σ σ σ σ   

第2評価点については， 

           
2 2

ト ２４ ト ２φｚ４ ト ２χｚ４ ト ２φｚ４ ト ２χｚ４ ト l４ ト ３σ σ σ σ σ 4 τ τ  

 

【絶対値和】 

  ト ２φｚ４ ト φ７ ト ２φ７ φ２σ σ σ σ   

  ト ２χｚ４ ト χ７ ト ２χ７ ト χ１２σ σ σ σ   

【SRSS法】 

    

2 2
ト φ７ ト ２φ７ φ２ト ２φｚ４ σ σ σσ   

    

2 2
ト χ７ ト ２χ７ ト χ１２ト ２χｚ４ σ σ σσ   

 

ハ.) 第3ラグのつけ根部 

第1評価点については， 

      

2
ト ２５ ト ２φｚ５ ト ２χｚ５ ト ２φｚ５ ト ２χｚ５σ σ σ σ σ   

【絶対値和】 

    ト ２φｚ５ ト φ６ ト ２φ６ φ２ ト φ１３ ト ２φ３σ σ σ σ σ σ   

     ト ２χｚ５ ト χ４ ト χ６ ト ２χ６ ト χ１２ ト χ１３ ト ２χ３σ σ σ σ σ σ σ   

【SRSS法】 

         

2 2
ト φ６ ト ２φ６ φ２ ト φ１３ ト ２φ３ト ２φｚ５ σ σ σ σ σσ   

          

2 2
ト χ４ ト χ６ ト ２χ６ ト χ１２ ト χ１３ ト ２χ３ト ２χｚ５ σ σ σ σ σ σσ  

 

第2評価点については， 

           
2 2

ト ２６ ト ２φｚ６ ト ２χｚ６ ト ２φｚ６ ト ２χｚ６ ト l４ ト l２σ σ σ σ σ 4 τ τ  

 

【絶対値和】 

ト ２φｚ６ φ２σ σ   

 ト ２χｚ６ ト χ４ ト χ１２σ σ σ   

【SRSS法】 

ト ２φｚ６ φ２σ σ   

 2 2
ト χ４ ト χ１２ト ２χｚ６ σ σσ   

 

(b) 水平方向地震力(Ｘ方向)及び鉛直方向地震力が作用した場合の地震動

のみによる一次＋二次応力の変動値 

イ.) 第1及び第4ラグのつけ根部 
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第1評価点については， 

           

2 2
ト ２７ ト ２φｘ１ ト ２χｘ１ ト ２φｘ１ ト ２χｘ１ ト ｃ４ ト ６σ σ σ σ σ 4 τ τ  

 

【絶対値和】 

    ト ２φｘ１ ト φ８ ト ２φ８ φ２ ト φ１３ ト ２φ３σ σ σ σ σ σ   

     ト ２χｘ１ ト χ４ ト χ８ ト ２χ８ ト χ１２ ト χ１３ ト ２χ３σ σ σ σ σ σ σ   

【SRSS法】 

         

2 2
ト φ８ ト ２φ８ φ２ ト φ１３ ト ２φ３ト ２φｘ１ σ σ σ σ σσ   

          

2 2
ト χ４ ト χ８ ト ２χ８ ト χ１２ ト χ１３ ト ２χ３ト ２χｘ１ σ σ σ σ σ σσ  

 

第2評価点については， 

            
2 2

ト ２８ ト ２φｘ２ ト ２χｘ２ ト ２φｘ２ ト ２χｘ２ ト l４ ト l５ ト ６σ σ σ σ σ 4 τ τ τ  

 

【絶対値和】 

  ト ２φｘ２ ト φ１０ ト ２φ１０ φ２σ σ σ σ   

   ト ２χｘ２ ト χ４ ト χ１０ ト ２χ１０ ト χ１２σ σ σ σ σ   

【SRSS法】 

    

2 2
ト φ１０ ト ２φ１０ φ２ト ２φｘ２ σ σ σσ   

     

2 2
ト χ４ ト χ１０ ト ２χ１０ ト χ１２ト ２χｘ２ σ σ σ σσ   

 

ロ.) 第2及び第3ラグのつけ根部 

第1評価点については， 

           

2 2
ト ２９ ト ２φｘ３ ト ２χｘ３ ト ２φｘ３ ト ２χｘ３ ト ｃ４ ト ６σ σ σ σ σ 4 τ τ  

 

【絶対値和】 

    ト ２φｘ３ ト φ９ ト ２φ９ φ２ ト φ１３ ト ２φ３σ σ σ σ σ σ   

     ト ２χｘ３ ト χ４ ト χ９ ト ２χ９ ト χ１２ ト χ１３ ト ２χ３σ σ σ σ σ σ σ   

【SRSS法】 

         

2 2
ト φ９ ト ２φ９ φ２ ト φ１３ ト ２φ３ト ２φｘ３ σ σ σ σ σσ   

          

2 2
ト χ４ ト χ９ ト ２χ９ ト χ１２ ト χ１３ ト ２χ３ト ２χｘ３ σ σ σ σ σ σσ  

 

第2評価点については， 

            
2 2

ト ２１０ ト ２φｘ４ ト ２χｘ４ ト ２φｘ４ ト ２χｘ４ ト l４ ト l５ ト ６σ σ σ σ σ 4 τ τ τ  

 

 

【絶対値和】 

  ト ２φｘ４ ト φ１０ ト ２φ１０ φ２σ σ σ σ   

   ト ２χｘ４ ト χ４ ト χ１０ ト ２χ１０ ト χ１２σ σ σ σ σ   
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【SRSS法】 

    

2 2
ト φ１０ ト ２φ１０ φ２ト ２φｘ４ σ σ σσ   

     

2 2
ト χ４ ト χ１０ ト ２χ１０ ト χ１２ト ２χｘ４ σ σ σ σσ   

 

 

（ラグが2つの場合） 

  
  

 

ト ト ト ト ト ト ト ト ト ト

 
                            ２１ ２２ ２３ ２４ ２７ ２８ ２９ ２１０ ２１１ ２１２２σ max σ , σ , σ , σ , σ , σ , σ , σ , σ , σ

                  

(a) 水平方向地震力(Ｚ方向)及び鉛直方向地震力が作用した場合の地震の

みによる一次＋二次応力の変動値 

イ.) 第1ラグのつけ根部 

第1評価点については， 

      

2
ト ２１ ト ２φｚ１ ト ２χｚ１ ト ２φｚ１ ト ２χｚ１σ σ σ σ σ   

【絶対値和】 

      ト ２φｚ１ ト φ５ ト ２φ５ ト φ７ ト ２φ７ φ２ ト2 φ１０ ト2 ２φ１０σ σ σ σ σ σ σ σ  

       ト ２χｚ１ ト χ４ ト χ５ ト ２χ５ ト χ７ ト ２χ７ ト χ９ ト2 χ１０ ト2 ２χ１０σ σ σ σ σ σ σ σ σ  

【SRSS法】 

           

2 2
ト φ５ ト ２φ５ ト φ７ ト ２φ７ φ２ ト2 φ１０ ト2 ２φ１０ト ２φｚ１ σ σ σ σ σ σ σσ  

 

            

2 2
ト χ４ ト χ５ ト ２χ５ ト χ７ ト ２χ７ ト χ９ ト2 χ１０ ト2 ２χ１０ト ２χｚ１ σ σ σ σ σ σ σ σσ  

 

第2評価点については， 

           
2 2

ト ２２ ト ２φｚ２ ト ２χｚ２ ト ２φｚ２ ト ２χｚ２ ト ト２ ３ｌ ｌσ σ σ σ σ 4 τ τ  

【絶対値和】 

  ト ２φｚ２ ト φ７ ト ２φ７ φ２σ σ σ σ   

   ト ２χｚ２ ト χ４ ト χ７ ト ２χ７ ト χ９σ σ σ σ σ   

【SRSS法】 

    

2 2
ト φ７ ト ２φ７ φ２ト ２φｚ２ σ σ σσ   

     

2 2
ト χ４ ト χ７ ト ２χ７ ト χ９ト ２χｚ２ σ σ σ σσ   

 

ロ.) 第2ラグのつけ根部 

第1評価点については， 

      

2
ト ２３ ト ２φｚ３ ト ２χｚ３ ト ２φｚ３ ト ２χｚ３σ σ σ σ σ   
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【絶対値和】 

      ト ２φｚ３ ト φ６ ト ２φ６ ト φ７ ト ２φ７ φ２ ト2 φ１０ ト2 ２φ１０σ σ σ σ σ σ σ σ  

       ト ２χｚ３ ト χ４ ト χ６ ト ２χ６ ト χ７ ト ２χ７ ト χ９ ト2 χ１０ ト2 ２χ１０σ σ σ σ σ σ σ σ σ  

【SRSS法】 

           

2 2
ト φ６ ト ２φ６ ト φ７ ト ２φ７ φ２ ト2 φ１０ ト2 ２φ１０ト ２φｚ３ σ σ σ σ σ σ σσ  

            

2 2
ト χ４ ト χ６ ト ２χ６ ト χ７ ト ２χ７ ト χ９ ト2 χ１０ ト2 ２χ１０ト ２χｚ３ σ σ σ σ σ σ σ σσ  

 

第2評価点については， 

           
2 2

ト ２４ ト ２φｚ４ ト ２χｚ４ ト ２φｚ４ ト ２χｚ４ ト ト２ ３ｌ ｌσ σ σ σ σ 4 τ τ  

【絶対値和】 

  ト ２φｚ４ ト φ７ ト ２φ７ φ２σ σ σ σ   

   ト ２χｚ４ ト χ４ ト χ７ ト ２χ７ ト χ９σ σ σ σ σ   

【SRSS法】 

    

2 2
ト φ７ ト ２φ７ φ２ト ２φｚ４ σ σ σσ   

     

2 2
ト χ４ ト χ７ ト ２χ７ ト χ９ト ２χｚ４ σ σ σ σσ   

 

(b)  水平方向地震力(Ｘ方向)及び鉛直方向地震力が作用した場合の地震の

みによる一次＋二次応力の変動値 

イ.) 第1ラグのつけ根部 

第1評価点については， 

           

2 2
ト ２７ ト ２φｙ１ ト ２χｙ１ ト ２φｙ１ ト ２χｙ１ ト2 ｃ４ ト2 ６σ σ σ σ σ 4 τ τ  

【絶対値和】 

      ト ２φｙ１ ト φ１１ ト ２φ１１ ト φ１４ ト ２φ１４ φ２ ト2 φ１０ ト2 ２φ１０σ σ σ σ σ σ σ σ

  

       ト ２χｙ１ ト χ４ ト χ１１ ト ２χ１１ ト χ１４ ト ２χ１４ ト χ９ ト2 χ１０ ト2 ２χ１０σ σ σ σ σ σ σ σ σ  

【SRSS法】 

            

2 2
ト ２φｙ１ ト φ１１ ト ２φ１１ ト φ１４ ト ２φ１４ φ２ ト2 φ１０ ト2 ２φ１０σ σ σ σ σ σ σ σ 　  

             

2 2
ト ２χｙ１ ト χ４ ト χ１１ ト ２χ１１ ト χ１４ ト ２χ１４ ト χ９ ト2 χ１０ ト2 ２χ１０σ σ σ σ σ σ σ σ σ 　  

 

第2評価点については， 

            
2 2

ト ２８ ト ２φｙ２ ト ２χｙ２ ト ２φｙ２ ト ２χｙ２ ト2 ト2 ６ ト５ ３ｌ ｌσ σ σ σ σ 4 τ τ τ  

【絶対値和】 

    ト ２φｙ２ ト φ１３ ト ２φ１３ ト φ１４ ト ２φ１４ φ２σ σ σ σ σ σ   
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     ト ２χｙ２ ト χ４ ト χ１３ ト ２χ１３ ト χ１４ ト ２χ１４ ト χ９σ σ σ σ σ σ σ  

【SRSS法】 

      
2 2

ト φ１３ ト ２φ１３ ト φ１４ ト ２φ１４ φ２ト ２φｙ２ σ σ σ σ σσ   

       
2 2

ト χ４ ト χ１３ ト ２χ１３ ト χ１４ ト ２χ１４ ト χ９ト ２χｙ２ σ σ σ σ σ σσ  

  

 

ロ.) 第2ラグのつけ根部 

第1評価点については， 

           

2 2
ト ２９ ト ２φｙ３ ト ２χｙ３ ト ２φｙ３ ト ２χｙ３ ト2 ｃ４ ト2 ６σ σ σ σ σ 4 τ τ  

【絶対値和】 

      ト ２φｙ３ ト φ１２ ト ２φ１２ ト φ１４ ト ２φ１４ φ２ ト2 φ１０ ト2 ２φ１０σ σ σ σ σ σ σ σ  

       ト ２χｙ３ ト χ４ ト χ１２ ト ２χ１２ ト χ１４ ト ２χ１４ ト χ９ ト2 χ１０ ト2 ２χ１０σ σ σ σ σ σ σ σ σ  

【SRSS法】 

           

2 2
ト φ１２ ト ２φ１２ ト φ１４ ト ２φ１４ φ２ ト2 φ１０ ト2 ２φ１０ト ２φｙ３ σ σ σ σ σ σ σσ  

 

            

2 2
ト χ４ ト χ１２ ト ２χ１２ ト χ１４ ト ２χ１４ ト χ９ ト2 χ１０ ト2 ２χ１０ト ２χｙ３ σ σ σ σ σ σ σ σσ  

 

第2評価点については， 

            
2 2

ト ２１０ ト ２φｙ４ ト ２χｙ４ ト ２φｙ４ ト ２χｙ４ ト2 ト2 ６ ト５ ３ｌ ｌσ σ σ σ σ 4 τ τ τ  

【絶対値和】 

    ト ２φｙ４ ト φ１３ ト ２φ１３ ト φ１４ ト ２φ１４ φ２σ σ σ σ σ σ   

     ト ２χｙ４ ト χ４ ト χ１３ ト ２χ１３ ト χ１４ ト ２χ１４ ト χ９σ σ σ σ σ σ σ   

【SRSS法】 

      
2 2

ト φ１３ ト ２φ１３ ト φ１４ ト ２φ１４ φ２ト ２φｙ４ σ σ σ σ σσ  

       
2 2

ト χ４ ト χ１３ ト ２χ１３ ト χ１４ ト ２χ１４ ト χ９ト ２χｙ４ σ σ σ σ σ σσ

  

  

(c)  水平方向地震力(Ｙ方向)及び鉛直方向地震力が作用した場合の地震の

みによる一次＋二次応力の変動値 

第1評価点については， 

           

2 2
ト ２１１ ト ２φｘ１ ト ２χｘ１ ト ２φｘ１ ト ２χｘ１ ト2 ｃ１ ト2 ３σ σ σ σ σ 4 τ τ  

【絶対値和，SRSS法】 

  ト ２φｘ１ φ２ ト2 φ１０ ト2 ２φ１０σ σ σ σ   
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  ト ２χｘ１ ト χ９ ト2 χ１０ ト2 ２χ１０σ σ σ σ   

 

第2評価点については， 

           
2 2

ト ２１２ ト ２φｘ２ ト ２χｘ２ ト ２φｘ２ ト ２χｘ２ ト2 ３ ト ３ｌσ σ σ σ σ 4 τ τ  

【絶対値和】 

  ト ２φｘ２ φ２ ト2 φ８ ト2 ２φ８σ σ σ σ   

  ト ２χｘ２ ト2 χ８ ト2 ２χ８ ト χ９σ σ σ σ   

【SRSS法】 

     
2 2

φ２ ト2 φ８ ト2 ２φ８ト ２φｘ２ σ σ σσ   

    
2 2

ト2 χ８ ト2 ２χ８ ト χ９ト ２χｘ２ σ σ σσ   

 

(10)  支持部に作用する荷重又は個別応力 

a.  運転時質量による応力 

運転時質量による応力は，次式で表される。 

 ト l
ｓ１１

ｓｔ

Ｍ
σ

Ｚ
     


ト 1

ｓ１１
ｓ１

Ｒ
τ

Ａ
   

 

b. 水平方向地震力(Ｚ方向)による応力 

水平方向地震力(Ｚ方向)による応力は，次式で表される。 

（ラグが4つの場合） 

第1ラグについて， 


ト

    １

ｓ31
ｓｔ

Ｍ
σ

Ｚ
   


    ト １

ｓ31
ｓ１

Ｒ
τ

Ａ
   

第2及び第4ラグについて， 


    ト ｃ

ｓ31

ｓl

Ｍ
σ

Ｚ
   

 
        ト ３ ト

ｓ31
ｓｐ ｓ２

Ｍ Ｑ
τ

Ｚ Ａ
  

第3ラグについて， 

31 
    ト ２

ｓ
ｓｔ

Ｍ
σ

Ｚ
  

31 
    ト １

ｓ
ｓ１

Ｒ
τ

Ａ
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（ラグが2つの場合） 

第1ラグについて， 

31 
ト

    １

ｓ
ｓ

σ
Ａ

Ｐ
 

31 
ト

    １

ｓ
ｓｔ

Ｍ
σ

Ｚ
 

31 
        ト １ ト １

ｓ
ｓ３ ｓ１

Ｐ Ｒ
τ ＋

Ａ Ａ
 

第2ラグについて， 

31 
ト

    １

ｓ
ｓ

σ
Ａ

Ｐ
 

2

32 
ト

    

ｓ
ｓｔ

Ｍ
σ

Ｚ
 

31 
        ト １ ト １

ｓ
ｓ３ ｓ１

Ｐ Ｒ
τ ＋

Ａ Ａ
 

 

c. 水平方向地震力(Ｘ方向)による応力 

水平方向地震力(Ｘ方向)による応力は，次式で表される。 

（ラグが4つの場合） 

第1及び第4ラグについて， 

41  
        ト １ ト ｃ

ｓ
  ｓｔ ｓl

Ｍ Ｍ
σ

2Ｚ 2Ｚ
  

41   
            ト １ ト ３ ト

ｓ
   ｓ１ ｓｐ ｓ２

Ｒ Ｍ Ｑ
τ

2Ａ 2Ｚ 2Ａ
  

第2及び第3ラグについて， 

41  
        ト ２ ト ｃ

ｓ
  ｓｔ ｓl

Ｍ Ｍ
σ

2Ｚ 2Ｚ
   

41   
            ト １ ト ３ ト

ｓ
   ｓ１ ｓｐ ｓ２

Ｒ Ｍ Ｑ
τ

2Ａ 2Ｚ 2Ａ
   

 

（ラグが2つの場合） 


    ト １

ｓ41

ｓ

σ
2Ａ

Ｐ
   

42 
        ト １ ト ｃ

ｓ

ｓｔ ｓｌ

Ｍ Ｍ
σ ＋

2Ｚ 2Ｚ
  

41  
                ト １ ト １ ト ３ ト

ｓ

ｓ３ ｓ１ ｓｐ ｓ２

Ｍ Ｑ
τ ＋ ＋

2Ａ 2Ａ 2Ｚ 2Ａ

Ｐ Ｒ
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第2ラグについて， 


    ト １

ｓ41

ｓ

σ
2Ａ

Ｐ
   

42 
        ト ２ ト ｃ

ｓ

ｓｔ ｓｌ

Ｍ Ｍ
σ ＋

2Ｚ 2Ｚ
   

41  
                ト １ ト １ ト ３ ト

ｓ

ｓ３ ｓ１ ｓｐ ｓ２

Ｍ Ｑ
τ ＋ ＋

2Ａ 2Ａ 2Ｚ 2Ａ

Ｐ Ｒ
  

 

d. 水平方向地震力(Ｙ方向)による応力 

水平方向地震力(Ｙ方向)による応力は，次式で表される。 

（ラグが4つの場合） 

水平方向地震力(Ｚ方向)による応力と同じ。 

 

（ラグが2つの場合） 

第1ラグ及び第2ラグについて， 

51 
    ト ｃ

ｓ

ｓｌ

Ｍ
σ

Ｚ
   

51  
        ト ３ ト

ｓ
ｓｐ ｓ２

Ｍ Ｑ
τ

Ｚ Ａ
 

 

e. 鉛直方向地震による応力 

鉛直方向地震による応力は，次式で表される。 

21 
ト Ｖ

ｓ

ｓｔ

ｌＭ
σ

Ｚ
   

21 
ト Ｖ

ｓ
ｓ１

Ｒ
τ

Ａ
   

ここで，ト ＶｌＭ 及びト ＶＲ は(4)ａ.及びｂ.で得られたト ＤｌＭ ，ト ＵｌＭ ，ト ＤＲ

及びト ＵＲ を用いて，次式で表される。 

 
  

 

     ト ト トＶ Ｄ Ｕｌ ｌ ｌＭ max  Ｍ  ,  Ｍ    

  
  

 

     ト Ｄ ト Ｕト Ｖ max   ,  Ｒ  Ｒ Ｒ   

 

(11) ボルト等に作用する荷重 

（ラグが4つの場合） 

a. 水平方向地震力(Ｚ方向)及び鉛直方向地震力が作用した場合 

【絶対値和】 

第1ラグについて， 

1890



 

199 

 


    ト １１ ト ０１ ト ０１Ｖ

ｂ
 

Ｆ Ｆ Ｆ
F

ｎ
  

第2及び第4ラグについて， 

F


    
 ト ０１ ト ０１Ｖ

ｂ ト ３１ ト ３２

Ｆ Ｆ

ｎ
max  Ｆ   ,  Ｆ     

 
Q




       ト

ｂ
 

Ｑ 1 ε

ｎ
  

第3ラグについて， 

F
 


    ト ２１ ト ０１ ト ０１Ｖ

ｂ

Ｆ Ｆ Ｆ

ｎ
  

ここで，ト ０１ＶＦ は (4)ａ.及びｂ.で得られたト ０１ＤＦ 及びト ０１ＵＦ を用

いて，次式で表される。 

  
  

 

  ト ０１Ｄ ト ０１Ｕ０１ＶＦ max Ｆ  , Ｆ   

【SRSS法】 

第1ラグについて， 

F
 



2 2
ト ０１ ト １１ ト ０１Ｖ

ｂ

Ｆ Ｆ Ｆ

ｎ
  

第2及び第4ラグについて， 

 F  
        

 

  

22
ト ０１Ｖ ト ０１

 ト ３１ ト ３２ｂ

Ｆ Ｆ
max  Ｆ   ,  Ｆ  

ｎ ｎ
  

 
Q




       ト

ｂ

Ｑ 1 ε

ｎ
  

第3ラグについて， 

F
 



2 2
ト ０１ ト ２１ ト ０１Ｖ

ｂ

Ｆ Ｆ Ｆ

ｎ
  

 

b. 水平方向地震力(Ｘ方向)及び鉛直方向地震力が作用した場合 

【絶対値和】 

第１及び第4ラグについて， 

F




 
   

 

  ト ３１ ト ３２  ト １１ ト ０１ ト ０１Ｖ
ｂ

    

max  Ｆ   ,  Ｆ  Ｆ Ｆ Ｆ

ｎ2ｎ 2
  

 
Q




       ト

ｂ
  2

Ｑ 1 ε

ｎ
  

第2及び第3ラグについて， 

F




 
   

 

  ト ３１ ト ３２  ト ２１ ト ０１ ト ０１Ｖ
ｂ

   

max  Ｆ   ,  Ｆ  Ｆ Ｆ Ｆ

ｎ2 2 n
  

 
Q




       ト

ｂ
  2

Ｑ 1 ε

ｎ
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【SRSS法】 

第1及び第4ラグについて， 

F   

  
        

  
 

 

 

 

2

2  ト ３１ ト ３２  ト １１ ト ０１Ｖ ト ０１
ｂ

  

max  Ｆ   ,  Ｆ  Ｆ Ｆ Ｆ

ｎ ｎ2ｎ 2
 

 


       ト

ｂ
 2

Ｑ 1 ε

ｎ
Ｑ   

 

 

第2及び第3ラグについて， 

F   

  
        

  
 

 

 

 

2

2  ト ３１ ト ３２  ト ２１ ト ０１Ｖ ト ０１
ｂ

 

max  Ｆ   ,  Ｆ  Ｆ Ｆ Ｆ

ｎ ｎ2ｎ 2
  

 
Q




       ト

ｂ
 2

Ｑ 1 ε

ｎ
 

 

（ラグが2つの場合） 

a.  水平方向地震力(Ｚ方向)及び鉛直方向地震力が作用した場合 

【絶対値和】 

第1ラグについて， 

F
 


    ト １１ ト ０１ ト ０１Ｖ

ｂ

Ｆ Ｆ Ｆ

ｎ
 

Q 
    ト １

ｂ

Ｐ

ｎ
  

第2ラグについて， 

F
 


    ト ２１ ト ０１ ト ０１Ｖ

ｂ

Ｆ Ｆ Ｆ

ｎ
  

Q 
    ト １

ｂ

Ｐ

ｎ
  

ここで，
ト ０１Ｖ
Ｆ は(4)ａ.及びｂ.で得られた  

ト ０１Ｄ
Ｆ 及び   

ト ０１Ｕ
Ｆ を用い

て，次式で表される。 

  
  

 

      ト ０１Ｄ ト ０１Ｕト ０１ＶＦ max Ｆ  , Ｆ    

【SRSS法】 

第1ラグについて， 

F
 



2 2
  ト ０１ ト １１ ト ０１Ｖ

ｂ

Ｆ Ｆ Ｆ

ｎ
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Q 
    ト １

ｂ

Ｐ

ｎ
  

 

第2ラグについて， 

F
 



2 2
  ト ０１ ト ２１ ト ０１Ｖ

ｂ

Ｆ Ｆ Ｆ

ｎ
  

Q 
    ト １

ｂ

Ｐ

ｎ
  

 

b.  水平方向地震力(Ｙ方向)及び鉛直方向地震力が作用した場合 

【絶対値和】 

第1ラグについて， 

F 

 
  

  ト ト      ３１ ３２ト １１ ト ０１ ト ０１Ｖ
ｂ

 max    ,   Ｆ Ｆ ＋Ｆ
＋ ＋

ｎ2ｎ 2

Ｆ Ｆ
  

 
Q




           ト １ ト

ｂ

Ｐ Ｑ 1 ε
＋

2 ｎ 2 ｎ  
  

第2ラグについて， 

F 

 
  

  ト ト      ３１ ３２ト ２１ ト ０１ ト ０１Ｖ
ｂ

 max  ,  Ｆ Ｆ ＋Ｆ
＋ ＋

ｎ2 ｎ 2

Ｆ Ｆ

 
  

 


           ト １ ト

ｂ

Ｐ Ｑ 1 ε
＋

2 ｎ 2 ｎ
Ｑ

  
  

【SRSS法】 

第1ラグについて， 

F   

  
        

  
 

2

2
ト ト  ３１ ３２ト １１ ト ０１Ｖ ０１

ｂ

 max  ,  Ｆ Ｆ Ｆ

ｎ ｎ2ｎ 2

Ｆ Ｆ
  

 
Q




           ト １ ト

ｂ

Ｐ Ｑ 1 ε
＋

2ｎ 2ｎ
  

第2ラグについて， 

F   

  
        

  
 

2

2
ト ト  ３１ ３２ト ２１ ト ０１Ｖ ト ０１

ｂ

 max  ,  Ｆ Ｆ Ｆ

ｎ ｎ2ｎ 2

Ｆ Ｆ
  

 
Q




           ト １ ト

ｂ

Ｐ Ｑ 1 ε
＋

2ｎ 2ｎ
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c.  水平方向地震力(Ｘ方向)及び鉛直方向地震力が作用した場合 

【絶対値和】 

第1ラグ及び，第2ラグについて， 

F


   
 ト ０１ ト ０１Ｖ

ｂ ト ３１ ト ３２

Ｆ Ｆ
＋

ｎ
max  Ｆ   , Ｆ     

 
Q




       ト

ｂ

Ｑ 1 ε

ｎ
  

 

【SRSS法】 

第1ラグ及び第2ラグについて， 

 F  
        

22
ト ０１Ｖ ト ０１

ト トｂ
３１ ３２

Ｆ Ｆ max  ,  
ｎ ｎ

Ｆ Ｆ   

 
Q




       ト

ｂ

Ｑ 1 ε

ｎ
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3.1.3.1.8 計算方法(チ) ··································· (3.1.3.1.8-1) 

胴板の一次一般膜応力 及び一次＋二次応力 は，次式により算出す

る。 

 

(1)  静水頭又は内圧による応力 

胴板の内圧による応力は，等分布荷重が作用するａｔ1及びｂｔ1の長方形板

の応力として，次式で表される。 

なお， 及び は，長方形板の支持条件及びｂｔ1/ａｔ1により求められ

る。 

a. 静水頭による場合（鉛直方向地震時を含む） 

トσφ1＝6βａｔ1
2/ｔ2(Ｈρ’)

  

トσφ2＝6βａｔ1
2ＣＶ/ｔ2(Ｈρ’)

  

トσχ1＝6β1ａｔ1
2/ｔ2(Ｈρ’)

   

b. 内圧による場合 

トσφ1＝Ｐｒ6βａｔ1
2/ｔ2

  

トσφ2＝0
  

トσχ1＝Ｐｒ6β1ａｔ1
2/ｔ2

 

 

(2)  運転時質量及び鉛直方向地震による応力 

運転時質量及び鉛直方向地震による応力は，次式で表される。 

トσχ2＝ｍ0ｇ/Ａ
 

トσχ5＝ＣＶｍ0ｇ/Ａ
  

 

(3)  運転時質量及び鉛直方向地震による胴板つけ根部の応力 

運転時質量及び鉛直方向地震による胴板つけ根部の応力は，次式で表され

る。 

チτｌ1＝ｍ0ｇ/(4ｈｔ)
  

チτｌ3＝ＣＶｍ0ｇ/(4ｈｔ)
  

 

(4)  Ｚ方向地震による応力 

Ｚ方向地震による応力は，次式で表される。 

チσχ3＝ＣＨｍ1ｇＨ1/Ｚｘ

  

ただし， の場合は， を に置き換え

る。 

 

(5)  Ｚ方向地震による胴板つけ根部の応力 

Ｚ方向地震による胴板つけ根部の応力は，次式で表される。 

チτｌ2＝|ＣＨ(ｍ1Ｈ1－ｍ2Ｈ2) ｇ|/{2 チｈｔ(チＬＲ－2ａＲ)}

  

０σ ２σ

β １β

２ ２ ＜ １ １ ＨｍＨｍ   gg １ １ Ｈｍ  g ２ ２ Ｈｍ  g
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(6)  Ｘ方向地震による応力 

Ｘ方向地震による応力は，次式で表される。 

チσχ4＝ＣＨｍ1ｇＨ1/Ｚz

  

ただし， の場合は， を に置き換え

る。 

 

(7)  Ｘ方向地震による胴板つけ根部の応力 

Ｘ方向地震による胴板つけ根部の応力は，次式で表される。 

幅方向せん断力によるせん断応力 

チτｃ1＝ＣＨｍ0ｇ/(4 チｌＲｔ)
  

ねじりモーメントにより生じる胴板の局部せん断応力は，次式で表され

る。 

チτＭ＝|ＣＨ(ｍ1
ｇＨ1－ｍ2

ｇＨ2) |/(πチｌＲ
2ｔ)

  

ただし，チｌＲ＞ｈ場合は，チｌＲを に置き換える。 

 

(8) 組合せ応力 

(1)～(7)によって算出される胴板の応力は，以下により組み合わされる。 

なお，一次応力は，一次一般膜応力と同じとなるため省略する。 

a. 一次一般膜応力 

(a) Ｚ方向地震及び鉛直方向地震が作用した場合の一次一般膜応力 

チσ0ｚ＝1/2{(チσ0ｚｙ＋チσ0ｚｘ)＋ 

√(チσ0ｚｙ－チσ0ｚｘ)2＋4(チτｌ1＋チτｌ2＋チτｌ3)2}
 

 

【絶対値和】 

チσ0ｚｙ＝トσχ1＋チσχ2＋チσχ3＋チσχ5

 
 

チσ0ｚx＝トσφ1＋トσφ2

  

【SRSS 法】 

チσ0ｚｙ＝トσχ1＋チσχ2＋√チσχ3
2＋チσχ5

2
  

チσ0ｚx＝トσφ1＋トσφ2

  

 

(b)  Ｘ方向地震及び鉛直方向地震が作用した場合の一次一般膜応力 

チσ0ｘ＝1/2{(チσ0ｘｙ＋チσ0ｘｚ)＋ 

√(チσ0ｘｙ－チσ0ｘｚ)2＋4(チτｌ1＋チτｌ3＋チτｃ1+チτＭ)2}
 

 

【絶対値和】 

チσ0ｘｙ＝トσχ1＋トσχ2＋チσχ4＋チσχ5

   

チσ0ｘｚ＝トσφ1＋トσφ2

  

【SRSS 法】 

２ ２ ＜ １ １ ＨｍＨｍ   gg １ １ Ｈｍ  g ２ ２ Ｈｍ  g

ｈ
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チσ0ｘｙ＝トσχ1＋トσχ2＋√トσχ4
2＋チσχ5

2
  

チσ0ｘｚ＝トσφ1＋トσφ2

   

 

したがって，胴板に生じる一次一般膜応力の最大値は，次式で表され

る。 

σ0＝max[チσ0ｚ，チσ0ｘ] 

 

b. 一次＋二次応力の変動値 

(a)  Ｚ方向地震及び鉛直方向地震が作用した場合の地震動のみによる一次

＋二次応力の変動値 

チσ2ｚ＝チσ2ｚｙ＋チσ2ｚｘ＋ 

√(チσ2ｚｙ－チσ2ｚｘ)2＋4(チτｌ2＋チτｌ3)2
 

  

【絶対値和】 

チσ2ｚｙ＝チσχ3＋チσχ5
  

チσ2ｚｘ＝トσφ2
  

【SRSS 法】 

チσ2ｚｙ＝√チσχ3
2＋チσχ5

2
  

チσ2ｚｘ＝トσφ2
  

 

(b)  Ｘ方向地震及び鉛直方向地震が作用した場合の地震動のみによる一次

＋二次応力の変動値 

チσ2ｘ＝チσ2ｘｙ＋チσ2ｘｚ＋ 

√(チσ2ｘｙ－チσ2ｘｚ)2＋4(チτｌ3＋チτｃ1＋チτＭ)2
 

 

【絶対値和】 

チσ2ｘｙ＝チσχ4＋チσχ5
  

チσ2ｘｚ＝トσφ2
  

 

【SRSS 法】 

チσ2ｘｙ＝√チσχ4
2＋チσχ5

2
 

 

チσ2ｘｚ＝トσφ2
  

 

したがって，胴板に生じる地震動のみによる一次＋二次応力の変動値の

最大値は，次式で表される。 

σ2＝max[チσ2ｚ，チσ2ｘ]  

 

(9)  支持部に作用する荷重又は個別応力 

a.   運転時質量及び鉛直方向地震による応力 

運転時質量及び鉛直方向地震による応力は，次式で表される。 
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トσｓ11＝ｍ0ｇ(ａＲ－ｂＲ)/(2Ｚｓｔ)  

τｓ11＝ｍ0ｇ/(2Ａｓ5) 

σｓ21＝ＣＶｍ0ｇ(ａＲ－ｂＲ)/(2Ｚｓｔ)  

τｓ21＝ＣＶｍ0ｇ/(2Ａｓ5)
 

 

b.   Ｚ方向地震による応力 

  Ｚ方向地震による応力は，次式で表される。 

σｓ31＝|ＣＨ(ｍ1Ｈ1－ｍ2Ｈ2)ｇ|/(2Ｚｓｔ)＋ＣＨｍ0ｇ/(2Ａｓ)

  

τｓ31＝|ＣＨ(ｍ1Ｈ1－ｍ2Ｈ2)ｇ|/(ｌｚｑＡｓ5)

 

 

c.   Ｘ方向地震による応力 

Ｘ方向地震による応力は，次式で表される。 

σｓ41＝ＣＨｍ0ｇ(ａＲ－ｂＲ) |/(2Ｚｓ1)

  

τｓ41＝|ＣＨ(ｍ1Ｈ1－ｍ2Ｈ2)ｇ|/(2Ｚｓｐ)＋ＣＨｍ0ｇ/(2Ａｓ6) 

 

(10) ボルト等に作用する荷重 

a.   Ｚ方向地震による荷重 

チＦｂ＝ｌｚｑチＭ1/(∑Ｎｚｊｌｚｊ
2)

  

ここで，  

Ｍ1＝|ＣＨ(ｍ1Ｈ1－ｍ2Ｈ2)ｇ|－(1－ＣＶ) ｍ0ｇチＬＲ/2

  

Ｑｂ＝ＣＨｍ0ｇ/(2ｎｒ)
  

 

b.   Ｘ方向地震による荷重 

チＦｂ＝ｌｘｍチＭ2/(∑Ｎｘｉｌｘｉ
2)

   

ここで，  

Ｍ2＝|ＣＨ(ｍ1Ｈ1－ｍ2Ｈ2)ｇ|－(1－ＣＶ) ｍ0ｇｌＲ/2

  

Ｑｂ＝ＣＨｍ0ｇ/(2ｎｒ)
  

 

 

 

  

ｊ＝1 

ｑ 

ｉ＝1 

ｍ 
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3.1.3.1.9 計算方法(リ) ···································· (3.1.3.1.9-1) 

(1)  支持部に作用する荷重又は個別応力 

(A) 運転時質量及び鉛直方向地震力による圧縮応力 

運転時質量及び鉛直方向地震力による圧縮応力は，次式で表される。 

 Ｌ Ｂ
ｓ１１

Ｌ ｓ

σ
ｍ

Ａ
g 

 Ｌ Ｂ
ｓ２１ Ｖ

Ｌ ｓ

σ
ｍ

Ｃ
Ａ

g 

 

(B) 長手方向地震による応力 

曲げ応力及び圧縮応力は，次式で表される。 


リ ｌ１

ｓ３１

Ｌ ｓｙ

σ
Ｍ

Ｚ
 

ここで， 

リ ｌ１ ＨＬ ＢＬ ＢＣＭ ｍ ｈg  

せん断応力は，次式で表される。 

 ＨＬ Ｂ
ｓ３１

Ｌ ｓ３

Ｃ ｍ
τ

Ａ
g 

 

(C) 横方向地震による応力 

曲げ応力は，次式で表される。 


リ ｌ１

ｓ４１

Ｌ ｓｘ

σ
Ｍ

Ｚ
  

せん断応力は，次式で表される。 

 ＨＬ Ｂ
ｓ４１

Ｌ ｓ４

Ｃ ｍ
τ

Ａ
g  
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(2)  ボルト等に作用する荷重 

(A) せん断力 

せん断力は，ボルト全本数で受けるものとして，次式で表される。 

Ｌ Ｈ
リ ｂ

Ｌ

ｍＣ
Ｑ

ｎ

g
   

 

(B) 引張応力 

引張力は，最も厳しい条件としてボルトを支点とする転倒を考え，これを

片側のボルトで受けるものとして，次式で表される。 

【絶対値和】 

  
 

1Ｌ Ｈリ Ｖ １Ｌ
リ ｂ

Ｌ ｆ Ｌ １ Ｌ ２

ｍ Ｃ ｈ- -Ｃ ｌ
Ｆ

ｎ ｌ+ ｌ
g  

【SRSS法】 

   

 

2 2

Ｌ Ｈリ ＶＬ １ Ｌ Ｌ １

リ ｂ

Ｌ ｆ Ｌ １ Ｌ ２

ｍ Ｃ ｈ + Ｃ ｌ - ｍｌ
Ｆ

ｎ ｌ+ ｌ
g  
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3.1.3.1.10 計算方法(ヌ) ··································· (3.1.3.1.10-1) 

(1)  支持部に作用する荷重又は個別応力 

a.   ラック箱の曲げモーメント 

曲げモーメントは，次式で表される。 

   ヌ Ｈｉｒ ｉｒｉ ｒｉ
ヌ ｉ ｒ１ｉ ｒ２ｉ ｒ３ｉ ｒ１ｉ ｒ２ｉ ｒ３ｉ ｒ１ｉ

ｒ２ｉ ｒ２ｉ

Ｃ
Ｍ = ｌ + ｌ + ｌ ｌ + ｌ ｌ ｌ

2

ｌωｌ

ｌ 4ｌ

 
  

 
 

b.   ラック箱のせん断力 

せん断力は，次式で表される。 

 2 2 2ヌ Ｈｉｒ ｉ
ヌ ｉ ｒ２ｉ ｒ３ｉ ｒ１ｉ

ｒ２ｉ

Ｃ
Ｑ = ｌ + ｌ ｌ

2

ω

ｌ
  

c.   支持部材の圧縮力及びせん断力 

反力は，次式で表される。 

 ヌ Ｈｉｒ ｉｒｉ
ヌ ｉ ｒ２ｉ ｒ３ｉ ｒ１ｉ

ｒ２ｉ

Ｃ
Ｒ = ｌ + ｌ ｌ

2

ωｌ

ｌ
   

支持部材の圧縮力及びせん断力は，次式で表される。 

圧縮力 

 ヌ ｃ ｒ ｉヌ ｉＦ =∑ ｎ Ｒ   

せん断力 

 ヌ ｒ ｉヌ ｉＱ=∑ ｎ Ｒ  

 

 

第3.1.3.1.10-1図  荷重条件 

  

 

 

 

 

 

支点 1 

(支持部材) 

支点 2 

(支持部材) 

ラック箱 
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(2)  ボルト等に作用する荷重 

a.   保持金具，保持金具と固定金具及び固定金具の溶接部のせん断力 

せん断力は，次式で表される。 

ヌ ｗ ヌＱ = Ｐ  

b.   止め板溶接部のせん断力 

せん断力は，次式で表される。 

 ヌ ｗｉ ｒ ｉ ヌ ＶｉＱ = Ｗ 1+ Ｃ g  
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3.1.3.1.11 計算方法(ル) ··································· (3.1.3.1.11-1) 

(1)  支持部に作用する荷重又は個別応力 

a.  ルーバ振れ止めのせん断力 

せん断力は，次式で表される。 

ル １ Ｈｌ ２Ｑ Ｃ ｍｎg     

 

b.  中央支柱上端部のせん断力 

せん断力は，次式で表される。 

Ｈｌ ２
ル ２

Ｃ
Ｑ

ｍ

2

g
   
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3.1.3.1.12 計算方法(ヲ)  ································· (3.1.3.1.12-1) 

(1)  支持部に作用する荷重又は個別応力 

a.  水平方向地震力によるはりに生じる引張応力 

   水平方向地震力によるはりに生じる引張応力は，次式で表される。 

 

y

s31

c

F

A
 

ヲ
 

b.   鉛直地震力によるはりに生じる曲げモ応力 

    鉛直方向地震力によるはりに生じる曲げ応力は，次式で表される。 

 

 

c.  鉛直地震力によるはりに生じるせん断応力 

鉛直方向地震力によるはりに生じるせん断応力は，次式で表される。 

 

 

 

 

 

  

ヲ ｙ ＨｂＦ＝Ｃ ｍg

ヲ Ｖ ｂ ｂｍ
１

Ｍ (１＋Ｃ ) ｌ
2

 g

ヲ
ｓ２１

ヲ

Ｍ
σ ＝

Ｚ

 ヲ ｚ Ｖ ｂＦ＝１＋Ｃ ｍg

ヲ ｚ
ｓ２１

ｓｓ

Ｆ
τ ＝

Ａ
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3.1.3.1.13 計算方法(ワ)  ································· (3.1.3.1.13-1) 

(1)  ボルト等に作用する荷重 

a.   ジブ取付面用ボルト 

ジブ取付面用ボルトの引張力及びせん断力は，次式により算出する。 

取付面のボルトの配列を第 3.1.3.1.13-1 図に示す。 

 

第 3.1.3.1.13-1 図 ボルト配列図 

 

(a)  引張力 

ジブ取付面のジブ質量による鉛直方向の曲げモーメント 
2

ｃ １
ワ ６

ｗ Ｌ
Ｍ =

2

g
 

ジブ取付面のトロリ質量による鉛直方向の曲げモーメント 

ワ ７ ｃ Ｈ ｃ １Ｍ = ｍ Ｌg  

ジブ取付面の巻上荷重による鉛直方向の曲げモーメント 

ワ ８ ｃ Ｆｃ １Ｍ = Ｗ Ｌ  

取付面の自重による曲げモーメントの合計 

ワ Ｖ１ ワ ６ ワ ７ ワ ８Ｍ = Ｍ + Ｍ + Ｍ  

取付面の鉛直地震力による曲げモーメントの合計 

  ワ Ｖ１ Ｖ ワ ６ ワ ７ ワ ８Ｍ ´=Ｃ Ｍ + Ｍ + Ｍ  

取付面の水平地震力による曲げモーメントの合計 

 ワ Ｈ１ Ｈ ワ ６ ワ ７Ｍ =Ｃ Ｍ + Ｍ  

 

ｃ
l ２

２
 

ｃ
l
２
 

ｃl２１ 

ｃｎ１１ 

ｃｎ１２ 

ｃｎ１３ 
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取付ボルトに作用する引張力は，次式で表される。 

a.  自重及び鉛直地震力(鉛直下向き)による引張力 

 ワ Ｖ１ ワ Ｖ１
Ｒ ｂ

ｃ２ｃ １１

Ｍ Ｍ ´
Ｆ

ｌ ｎ



 

b.  自重，鉛直地震力(鉛直上向き)及び水平地震による引張力 

【絶対値和】 

ｃ ｃ

 ワ Ｈ１ ワ Ｖ１ ワ Ｖ１
Ｒ ｂ

ｃ２１ １２ ｃ２２ １３

Ｍ Ｍ ´ Ｍ
Ｆ

ｌ ｎ ｌ ｎ



  

【SRSS 法】 

2 2

 ワ Ｈ１ ワ Ｖ１ ワ Ｖ１
Ｒ ｂ

ｃ２１ｃ １２ ｃ２２ｃ １３ ｃ２２ｃ １３

Ｍ Ｍ ´ Ｍ
Ｆ

ｌ ｎ ｌ ｎ ｌ ｎ


   
    

   
 

 

(b)  せん断力 

ジブ取付面のジブ質量による取付ボルトの鉛直方向のせん断力 

ワ ４ ｃ １Ｑ =ｗ Ｌg    

ジブ取付面のトロリ質量による取付ボルトの鉛直方向のせん断力 

ワ ５ ｃ ＨＱ = ｍ g  

ジブ取付面の巻上荷重による取付ボルトの鉛直方向のせん断力 

ワ ６ ｃ ＦＱ = Ｗ    

取付ボルトの自重によるせん断力の合計 

ワ Ｖ１ ワ ４ ワ ５ ワ ６Ｑ Ｑ Ｑ Ｑ      

取付ボルトの鉛直地震力によるせん断力の合計 

  ワ Ｖ１ Ｖ ワ ４ ワ ５ ワ ６Ｑ ´ Ｃ Ｑ Ｑ Ｑ      

取付ボルトの水平地震力によるせん断力の合計 

 ワ Ｈ１ Ｈ ワ ４ ワ ５Ｑ Ｃ Ｑ Ｑ     

取付ボルトに作用するせん力は，次式で表される。 

【絶対値和】 

 ワ Ｖ１ ワ Ｖ１ ワ Ｈ１
Ｒ ｂ

ｃ １

Ｑ + Ｑ ´+ Ｑ
Ｑ =

ｎ
 

【SRSS 法】 

2 2

 ワ Ｖ１ ワ Ｖ１ ワ Ｈ１
Ｒ ｂ

ｃ １ ｃ １ ｃ １

Ｑ Ｑ ´ Ｑ
Ｑ =

ｎ ｎ ｎ
+ +

   
   
   
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b.   クレーン取付面用ボルト 

クレーン取付面用ボルトの引張力及びせん断力は，次式により算出する。 

取付面のボルトの配列を第 3.1.3.1.13-2 図に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3.1.3.1.13-2 図 ボルト配列図 

 

(a)  引張力 

引張力は，次式で表される。 

クレーン取付面のクレーン質量による鉛直方向の曲げモーメント 

ワＭ９＝ｗｇｃＬ2
2/2 

クレーン取付面のトロリ質量による鉛直方向の曲げモーメント 

 ワＭ10＝ｃｍＨｇｃＬ2 

クレーン取付面の巻上荷重による鉛直方向の曲げモーメント 

 ワＭ11＝ｃＷＦｃＬ2 

自重によるクレーン取付面の鉛直方向の曲げモーメントの合計 
 

ワＭＶ2＝ワＭ9＋ワＭ10＋ワＭ11
 

鉛直地震力によるクレーン取付面の鉛直方向の曲げモーメントの合計 
 

ワＭＶ2’＝ＣＶ(ワＭ9＋ワＭ10＋ワＭ11)
 

クレーン取付ボルトの 1本当たりの引抜力ワＦＶｊを算出する。 

また，ワＭＶ2’による引抜力ワＦＶｊ’についても算出する。 

 

 

 

 
 

 

 

 

Ｈ２
ｌ  

Ｈ１
ｌ  

 

 

 

ワ  

ワ  

ワ  

ワ  

ワ  

ワ  

ワ
  

ワ
  

ワ
  

ワ
  

ワ
  

ワ
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モーメントの釣合い関係式 

ワＭＶ2/2＝∑ワＦＶｊワｌＶｊワｎＶｊ 

引抜力と支点からの距離との関係式 

ワＦＶｊ：ワＦＶ0＝ワｌＶｊ：ワｌＶ0 

 

取付ボルトの水平方向の曲げモーメントの合計 

ワＭＨ2＝ＣＨ(ワＭ9＋ワＭ10) 

ワＭＨ2によるクレーン取付ボルトの１本当たりの引抜力ワＦＨｉを算出

する。 

モーメントの釣合い関係式 

ワＭＨ2/2＝∑ワＦＨi ワｌＨｉワｎＨｉ 

引抜力と支点からの距離との関係式 

ワＦＨｉ：ワＦＨｋ＝ワｌＨｉ：ワｌＨｋ  

 

クレーン取付ボルトの引張力 

【絶対値和】 

ワＦｂ＝ワＦＶｊ＋ワＦＶｊ’＋ワＦＨｉ
  

【SRSS法】 

ワＦｂ＝ワＦＶｊ＋√(ワＦＶｊ’)2＋(ワＦＨｉ)2
 

(b)  せん断力 

せん断力は，次式で表される。 

クレーン取付面のクレーン質量による鉛直方向のせん断力 

ワＱ7＝ｗｇｃＬ2
   

クレーン取付面のトロリ質量による鉛直方向のせん断力 

ワＱ8＝ｃｍＨｇ
   

クレーン取付面の巻上荷重による鉛直方向のせん断力 

ワＱ9＝ｃＷＦ
   

 

取付ボルトの自重によるせん断力の合計 

ワＱＶ2＝ワＱ7＋ワＱ8＋ワＱ9
   

取付ボルトの鉛直地震力によるせん断力の合計 

ワＱＶ2’＝ＣＶ(ワＱ7＋ワＱ8＋ワＱ9)
   

取付ボルトの水平地震力によるせん断力の合計 

ワＱＨ2＝ＣＨ(ワＱ7＋ワＱ8)
   

 

 

ｊ＝１ 

1１ 

ｉ＝１ 

7 
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取付ボルトのせん応力 

【絶対値和】 

ＲＱｂ＝(ワＱＶ2＋ワＱＶ2’＋ワＱＨ2)/ｃｎ2 

【SRSS法】 

ＲＱｂ＝ワＱＶ2/ｃｎ2＋√(ワＱＶ2’/ｃｎ2)2＋ワ(ＱＨ2/ｃｎ2)2  
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3.1.3.1.14 計算方法(カ) ··································· (3.1.3.1.14-1) 

(1)  ボルト等に作用する荷重 

ボルト等に作用する荷重は地震による震度，回転機器の振動による震度Ｒ

Ｃｐ及び回転機器の回転により作用するモーメントＭｐ等による引張力及びせ

ん断力について算出する。ここで，回転機器の回転軸は床面に平行とする。 

なお，振動による震度及び回転により作用するモーメントが生じない場合

は，振動による震度及び回転により作用するモーメントを考慮しない。 

 

第 3.1.3.1.14-1 図 軸直角方向転倒 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3.1.3.1.14-2 図 軸方向転倒 

  

 

 

 
 

１ⅰ ２ⅰ
ｌ ≦ｌ

  

  

  

  

  

  

 

 

 

 

 

  

 

  

 

(1-ＲＣＰ-ＣＶ)ｐmｉg 

(ＣＨ+ＲＣＰ)ｐmｉg 
ｐ
h １

 

ｐ
h ２

 

ｐ
h ３

 

ｐ
h
３
 

ｐ
h １

 

ｐ
h
２
 

(ＣＨ+ＲＣＰ)ｐmｉg 

(1-ＲＣＰ-ＣＶ)ｐmｉg 

(ｒl１ｉ≦l２ｉ) 

l２１ 

ｒl１３ 

ｒl１２ 

ｒl１１ 

l２３ 

l２２ 

ｒl１ｉ l２ｉ 

ｒl１ｉ l２ｉ 

ｒl１１ 

ｒl１２ 

ｒl１３ 

l２１ 

l２２ 

l２３ 

(ｒl１ｉ≦l２ｉ) 
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a.  せん断応力 

ボルトに対するせん断力は，ボルト全本数で受けるものとして，次式で

表される。地震以外の荷重が加わる場合は Ｈｐ ｉＣ ｍｇに荷重を加える。 

  

ここで， 

  

:基礎ボルト 

:ポンプ取付ボルト 

:原動機取付ボルト 

 

b.  引張応力 

基礎ボルトに対する引張力は最も厳しい条件として，ボルトを支点とす

る転倒を考え，これを片側のボルトで受けるものとして，次式で表され

る。地震以外の荷重が加わる場合は Ｈｐ ｉＣ ｍｇに荷重を加える。 

【絶対値和】 

 

ここで， 

 

【SRSS法】 

 

:基礎ボルト 

:ポンプ取付ボルト 

:原動機取付ボルト 

 

回転機器の回転により作用するモーメント は，計算モデル第3.1.3.

1.14-1図で，回転機器と原動機のベースが共通の場合，基礎ボルト( )

については作用しない。 

また，計算モデル第3.1.3.1.14-2図の場合はいずれのボルトにも作用し

ない。  
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3.1.3.1.15 計算方法(ヨ) ··································· (3.1.3.1.15-1) 

(1)  ボルト等に作用する荷重 

ボルト等に作用する荷重は地震による震度，回転機器の振動による震度Ｒ

Ｃｐ及び回転機器の回転により作用するモーメントＭｐ等による引張力及びせ

ん断力について算出する。ここで，回転機器の回転軸は床面に垂直とする。 

なお，振動による震度及び回転により作用するモーメントが生じない場合

は，振動による震度及び回転により作用するモーメントを考慮しない。 

 

計算モデルは据付部の形状により2通りある。 

 

 

 

第3.1.3.1.15-1図  角形ボルト配列 

 

 

 

第 3.1.3.1.15-2 図  円形ボルト配列 
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a.   せん断力 

ボルトに対するせん断力は，ボルト全本数で受けるものとして，次式で

表される。 

角形ボルト配列の場合は，次式で表される。 

   

円形ボルト配列の場合は，次式で表される。 

  

ここで，  

  

  

:基礎ボルト 

:ポンプ取付ボルト 

:原動機台取付ボルト 

:原動機取付ボルト 
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b.   引張力 

角形ボルト配列の場合は，ボルトに対する引張力は最も厳しい条件とし

て，第3.1.3.1.15-2図でボルトを支点とする転倒を考え，これを片側のボ

ルトで受けるものとして，次式で表される。 

【絶対値和】 

  

【SRSS法】 

 

:基礎ボルト 

:ポンプ取付ボルト 

:原動機台取付ボルト 

:原動機取付ボルト 

 

円形ボルト配列の場合は，ボルトに対する引張力は支点から正比例した

力が作用するものとし，最も厳しい条件として支点から最も離れたボルト

について，次式で表される。 

【絶対値和】 

  

【SRSS法】 

 

 

:基礎ボルト 

:ポンプ取付ボルト 

:原動機台取付ボルト 

:原動機取付ボルト 
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3.1.3.1.16 計算方法 (タ) ·································· (3.1.3.1.16-1) 

(1)  ボルト等に作用する荷重 

取付ボルトのせん断力及び引張力は，次式により算出する。 

 

 

 

第 3.1.3.1.16-2 図 荷重条件(短辺方向) 

 

 

  

第 3.1.3.1.16-1 図 荷重条件(長辺方向) 

 １ｌ ２ｌ
転倒支点 

転倒支点  １ｌ ２ｌ

 ３ｌ

転倒方向 

 １ｍ g

 ２ｍ g

 ２ｍ g

 １ｍ g

転倒方向 

 ３ｌ
 

 

Ｆｍ２g 

Ｆｍ１g 

Ｆｍ２g 

Ｆｍ１g 

1915



 

224 

a.  せん断力 

取付ボルトに対するせん断力は，ボルト全本数で受けるものとして，次式

で表される。 

 

 

b.  引張力 

取付ボルトに対する引張力は，最も厳しい条件として第3.1.3.1.16-1図

及び第3.1.3.1.16-2図で取付ボルトを支点とする転倒を考え，これを片側

のボルトで受けるものとして，次式で表される。 

【絶対値和】 

  

【SRSS法】 
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3.1.3.1.17 計算方法(レ) ··································· (3.1.3.1.17-1) 

(1)  ボルト等に作用する荷重 

a.   ボルトに作用する荷重 

ボルトに対する引張力は，第3.1.3.1.17-1図～第3.1.3.1.17-4図でボル

トを支点とする転倒を考え，これを片側のボルトで受けるものとし，せん断

力は，ボルト全本数で受けるものとする。 

なお，ボルトの配置が円形配列の場合は，式(3.1.3.1.15-1)に基づく。 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3.1.3.1.17-1 図 直立形(長辺方向転倒) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第3.1.3.1.17-2図 直立形(短辺方向転倒) 
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第 3.1.3.1.17-3 図 壁掛け(水平方向転倒) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3.1.3.1.17-4 図 壁掛け(鉛直方向転倒) 
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(a) 直立形 

式(3.1.3.1.14-1)に基づく。 

 

(b) 壁掛け 

壁掛けのボルトに生じるせん断力及び引張力は，次式で表される。 

イ. せん断力 

せん断力は，次式で表される。 

 

 

ロ. 引張力 

水平方向転倒により作用する引張力は，次式で表される。 

【絶対値和】 

 

【SRSS法】 

 

鉛直方向転倒により作用する引張力は，次式で表される。 

【絶対値和】 

 

【SRSS法】 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 
２ ２

Ｖ Ｈ

Ｒ ｂ

ｍ 1 Ｃ Ｃ
Ｑ

ｎ

 


g

 

   
Ｖ Ｈ

Ｒ ｂ

ｆｖ １ ２ ｆｈ ３ ４

1 Ｃ ｈ Ｃｈ
Ｆ ｍ

ｎ ｌ ｌ ｎ ｌ ｌ

  
  

   
g

     

2 2

Ｖ Ｈ
Ｒ ｂ

ｆｖ １ ２ ｆｈ ３ ４ ｆｖ １ ２

Ｃｈ Ｃｈ ｈ
Ｆ ｍ ｍ

ｎ ｌ ｌ ｎ ｌ ｌ ｎ ｌ ｌ

   
             

g g

 

   
Ｖ Ｈ ２

Ｒ ｂ

ｆｖ １ ２ ｆv １ ２

1 Ｃ ｈ Ｃｌ
Ｆ ｍ

ｎ ｌ ｌ ｎ ｌ ｌ

  
  

   
g

     

2 2

Ｖ Ｈ ２
Ｒ ｂ

ｆｖ １ ２ ｆv １ ２ ｆｖ １ ２

Ｃｈ Ｃｌ ｈ
Ｆ ｍ ｍ

ｎ ｌ ｌ ｎ ｌ ｌ ｎ ｌ ｌ

   
             

g g

1919



 

228 

3.1.3.2 支持構造物の応力 

(1)  圧縮応力··············································· (3.1.3.2-1) 

支持構造物の圧縮応力σｓｃは，次式により算出する。 

応力を算出するための荷重は，3.1.3.1 項に示す荷重を用いる。 

σ
sc
＝

Fc

As
  

 

(2)  引張応力··············································· (3.1.3.2-2) 

支持構造物の引張応力σｓｔは，次式により算出する。 

応力を算出するための荷重は，3.1.3.1 項に示す荷重を用いる。 

σ
st
＝

Ft

As
  

 

(3)  せん断応力 ············································· (3.1.3.2-3) 

支持構造物のせん断応力τｓは，次式により算出する。 

応力を算出するための荷重は，3.1.3.1 項に示す荷重を用いる。 

τ
s
＝

Q

Ass
  

 

(4)  曲げ応力··············································· (3.1.3.2-4) 

支持構造物の曲げ応力σｓｂは，次式により算出する。 

応力を算出するための荷重は，3.1.3.1 項に示す荷重を用いる。 

σ
sb
＝

M

Zs
  

 

  

1920
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(5)  組合せ応力 ············································· (3.1.3.2-5) 

支持構造物の組合せ応力 は，次式により算出する。 

自重，水平地震，鉛直地震により生じる各応力は，3.1.3.1 項に示す応力を用

いる。 

𝜎1＝∑ 𝜎1𝑖𝑖=1  ，𝜎2＝∑ 𝜎2𝑖𝑖=1  ，𝜎3＝∑ 𝜎3𝑖𝑖=1  ， 

𝜎4＝∑ 𝜎4𝑖𝑖=1  ，𝜎5＝∑ 𝜎5𝑖𝑖=1  ， 

τ
1
＝∑ 𝜏1𝑖𝑖=1  ，𝜏2＝∑ 𝜏2𝑖𝑖=1  ，𝜏3＝∑ 𝜏3𝑖𝑖=1  ， 

𝜏4＝∑ 𝜏4𝑖𝑖=1  ，𝜏5＝∑ 𝜏5𝑖𝑖=1   

 

【絶対値和】 

𝜎𝑠＝√(𝜎𝑠1 + 𝜎𝑠2 + 𝜎𝑠3)2＋3(𝜏𝑠1＋𝜏𝑠2＋𝜏𝑠3)2  

𝜎𝑠＝√(𝜎𝑠1 + 𝜎𝑠2 + 𝜎𝑠4)2＋3(𝜏𝑠1＋𝜏𝑠2＋𝜏𝑠4)2  

𝜎𝑠＝√(𝜎𝑠1 + 𝜎𝑠2 + 𝜎𝑠5)2＋3(𝜏𝑠1＋𝜏𝑠2＋𝜏𝑠5)2  

 

【SRSS】 

𝜎𝑠＝√(𝜎𝑠1 +√𝜎𝑠22 + 𝜎𝑠32)
2
＋3(𝜏𝑠1＋√𝜏𝑠22＋𝜏𝑠32)2   

𝜎𝑠＝√(𝜎𝑠1 +√𝜎𝑠22 + 𝜎𝑠42)
2
＋3(𝜏𝑠1＋√𝜏𝑠22＋𝜏𝑠42)2  

𝜎𝑠＝√(𝜎𝑠1 +√𝜎𝑠22 + 𝜎𝑠52)
2
＋3(𝜏𝑠1 +√𝜏𝑠22＋𝜏𝑠52)2  

 

  

ｓσ

1921
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(6)  座屈評価··············································· (3.1.3.2-6) 

圧縮膜応力は，次式を満足すること。 

自重，水平地震，鉛直地震により生じる各応力は，3.1.3.1項に示す応力を

用いる。 

なお，基準地震動Ｓｓによる評価では を ， を ， を に読み

替える。また，σｓ１１，σ２１，σ３１は式(3.1.3.1.2-1)にて計算された値を使

用する。 

 

  

ここで， は次によるものとする。 

のとき 

 

のとき 

 

のとき 

 

ただし， は次の関数とする。 

 

       また， は次によるものとする。 

のとき 

 

のとき 
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のとき 

 

ただし， は次の関数とする。 

 

は安全率で次による値とする。 

のとき 

 

のとき 

 

のとき 

 

 

(7)  組合せ（圧縮力と曲げモーメント） ······················· (3.1.3.2-7) 

自重，水平地震，鉛直地震により生じる各応力は，3.1.3.1項に示す応力を

用いる。 

なお，基準地震動Ｓｓによる評価では を ， を ， を ，ｆｂ

をｆｂ
＊に読み替える。 

 

  

 

  

 ｓ ｓ

ｓ

Ｄ 2ｔ9600
≦ ≦800

Ｆ 2t

g

 ｓ ｓ
ｂ ２

ｓ

Ｄ 2ｔ
1.5ｆ φ  

2t

 
  

 

（ｘ）φ２

 

  
ｓ
  ２

Ｅ 1
φ（ｘ） 0.6 1 0.731 1 ｅｘｐ 

16




   
      

   

η

 ｓ ｓ

ｓ

Ｄ 2ｔ 1200
≦

2t Ｆ

 g

1η

 ｓ ｓ

ｓ

Ｄ 2ｔ1200 8000
＜ ＜

Ｆ 2t Ｆ

g g

ｓ ｓ

ｓ

Ｄ 2ｔ 12000.5Ｆ
η 1  

6800 2t Ｆ

 
   

 

g

g

 ｓ ｓ

ｓ

Ｄ 2ｔ8000
≦

Ｆ 2t

g

1.5η

ｃｆ
＊

ｃｆ ｂｒｆ ＊

ｂｒｆ ｂｔｆ ＊

ｂｔｆ

ｓｒ ｓｔ ｓｃ

ｂｒ ｂｔ ｃ

σ σ σ
＋ ＋ ≦１

1.5ｆ 1.5ｆ 1.5ｆ

ｃ ｂ

ｃ ｂ

σ σ
＋ ≦1

1.5ｆ 1.5ｆ
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(8)  巻上荷重を考慮するはりの応力 ··························· (3.1.3.2-8) 

 

ａ.  曲げ応力 

最大の曲げ応力が発生するのは，定格荷重がはりの先端にある場合であ

り，次式で表される。 

ジブ質量によるジブの鉛直方向の曲げモーメント 

  

トロリ質量によるジブの鉛直方向の曲げモーメント 

  

巻上荷重によるジブの鉛直方向の曲げモーメント 

  

自重によるジブの鉛直方向の曲げモーメント 

  

鉛直地震力によるジブの鉛直方向の曲げモーメント 

  

水平地震力によるジブ質量に対するジブの水平方向の曲げモーメント 

  

水平地震力によるトロリ質量に対するジブの水平方向の曲げモーメント 

  

ジブの水平方向の曲げモーメント 

  

ジブの曲げ応力(引張側) 

【絶対値和】 

  

【SRSS 法】 

  

ジブの曲げ応力(圧縮側) 


2

１

ω Ｌ
Ｍ

2

g

２ ＨＭ ｍ Ｌ g

３ ＦＭ Ｗ Ｌ

３２１Ｖ ＭＭＭＭ 

    Ｖ Ｖ １ ２ ３Ｍ ´ Ｃ Ｍ Ｍ Ｍ

４ １ ＨＭ ＭＣ

５ ２ ＨＭ ＭＣ

５４Ｈ ＭＭＭ 





 Ｖ Ｖ Ｈ

ｂｔ

ｘｔ１ ｙｔ１

Ｍ Ｍ ´ Ｍ
σ

Ｚ Ｚ


  

      
   

22

 Ｖ Ｖ Ｈ
ｂｔ

ｘｔ１ ｘｔ１ ｙｔ１

Ｍ Ｍ ´ Ｍ
σ

Ｚ Ｚ Ｚ

1924
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【絶対値和】 

  

【SRSS 法】 

  

ジブの曲げ応力 は，引張側及び圧縮側のいずれか大きい方を用いる。 

 

ｂ.  せん断応力 

せん断応力は，次式で表される 

ジブ質量によるジブの鉛直方向のせん断力 

  

トロリ質量によるジブの鉛直方向のせん断力 

  

巻上荷重によるジブの鉛直方向のせん断力 

  

ジブの自重によるせん断力の合計 

  

ジブの鉛直地震力によるせん断力の合計 

  

ジブの水平地震力によるせん断力の合計 

  

ジブのせん断応力 

【絶対値和】 

  

【SRSS 法】 

  

  





 Ｖ Ｖ Ｈ

ｂｃ

ｘｔ２ ｙｔ２

Ｍ Ｍ ´ Ｍ
σ

Ｚ Ｚ


  

      
   

22

 Ｖ Ｖ Ｈ
ｂｃ

ｘｔ２ ｘｔ２ ｙｔ２

Ｍ Ｍ ´ Ｍ
σ

Ｚ Ｚ Ｚ

ｂσ

１Ｑ ω Ｌ g

２ ＨＱ ｍ g

３ ＦＱ Ｗ

Ｖ １ ２ ３Ｑ Ｑ Ｑ Ｑ  

  Ｖ Ｖ １ ２ ３Ｑ Ｃ Ｑ Ｑ Ｑ́  

 Ｈ Ｈ １ ２Ｑ Ｃ Ｑ Ｑ 

 Ｖ Ｖ ＨＱ Ｑ ´ Ｑ
τ

Ａ


 

2 2
 Ｖ Ｖ ＨＱ Ｑ ´ Ｑ

τ
Ａ Ａ Ａ


   

    
   
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3.1.3.3 定着部の応力 

3.1.3.3.1  ボルトの応力 

(1) ボルト部の応力 ······································· (3.1.3.3.1-1) 

ボルトの引張応力 及びせん断応力 は，次式により算出する。 

各応力を算出するための荷重は，3.1.3.1 項に示す荷重を用いる。 

 

σ
b
=
Fb
Ab

 

τ
b
=
Qb
Ab

 

 

  

ｂσ ｂτ

1926
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(2) ボルト部の応力（複数ボルトで荷重分配する場合） ······· (3.1.3.3.1-2) 

a.  回転機器 

(a) 引張応力 

 

なお，回転体回転により働くモーメントは作用しない場合は考慮しない。 

ここで，ａＨ，ａＰ，ａＶは次式により算出する。 

ａＨ＝ＣＨｇ ，ａＰ＝ＣＰｇ ，ａＶ＝ＣＶｇ 

(b) せん断応力 

 

 

第 3.1.3.3.1-1 図  軸直角方向転倒の場合 

 

第 3.1.3.3.1-2 図  軸方向転倒の場合 

  

   


Ｈ Ｐ Ｐ Ｖ Ｐ １

ｂ ２
ｂ ｉ ｉｉ=１

ｍ×ａ +ａ ×ｈ+Ｍ -ｍ× -ａ -ａ ×Ｌ ｌ
σ = ×

Ａ Ｎ ×ｌ

g

 Ｈ Ｐ

ｂ

ｂ

ｍ×ａ +ａ
τ =

ｎ×Ａ

1927
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b.  床置き機器 

(a) 引張応力 

 

 

(b) せん断応力 

 

 

 

第 3.1.3.3.1-3 図  軸直角方向転倒の場合 

 

 

第 3.1.3.3.1-4 図  軸方向転倒の場合 

  

 


Ｈ Ｖ １

ｂ ２
ｂ ｉ ｉｉ=１

ｍ×ａ ×ｈ-ｍ× -ａ ×Ｌ ｌ
σ = ×

Ａ Ｎ ×ｌ

g

Ｈ
ｂ

ｂ

ｍ×ａ
τ =

ｎ×Ａ

1928




